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1.  概要 

本説明書は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「法」

という。）第 44 条の４第１項の許可を受けたところによる再処理施設の設計及び工事

の計画であることが，法第 45 条の第３項１号で認可基準として規定されており，当該

基準に適合することを説明するものである。 

 

2. 基本方針 

設計及び工事の計画が再処理事業変更許可申請書（以下「事業変更許可申請書」と

いう。）の基本方針に従った詳細設計であることを，事業変更許可申請書との整合性に

より示す。 

 事業変更許可申請書との整合性は，事業変更許可申請書「本文（四号）」と設計及び

工事の計画のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する記載事項（以下「仕

様表」という。）」について示すとともに，事業変更許可申請書「本文（八号）」に記載

する解析条件についても整合性を示す。 

 また，事業変更許可申請書「添付書類六」のうち「本文（四号）」に係る設備設計を

記載している箇所については，事業変更許可申請書「本文（四号）」の関連情報として

記載する。 

 なお，設計及び工事の計画において，事業変更許可申請書の基本方針の記載を具体

的な設計方針として展開した場合は，当該記載が事業変更許可申請書の記載内容を超

えるものではないため，本資料で整合性を示す対象としない。 

 

3. 説明書の構成 

(1) 説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「事業変更許可申請書（本文）」，「事業

変更許可申請書（添付書類六）」，「設工認申請書」，「整合性」及び「備考」を記載

する。 

(2) 説明書の記載順は，事業変更許可申請書「本文（四号）」に記載する順とする。な

お，「本文（八号）」については，「本文（四号）」内の該当箇所に挿入する。 

(3) 事業変更許可申請書と設計及び工事の計画の記載が同等の箇所には，実線のアン

ダーラインで明示する。記載等が異なる場合には破線のアンダーラインを引くと

ともに，設計及び工事の計画が事業変更許可申請書と整合していることを明示す

る。 

(4) 事業変更許可申請書「本文（八号）」との整合性に関する補足説明は一重枠囲みに

より記載する。事業変更許可申請書「本文（四号）」との整合性に関する補足説

明は原則として「整合性」欄に記載するが，欄内に記載しきれないものについて

は別途，二重枠囲みにより記載する。 

(5) 事業変更許可申請書「添付書類六」については，上記（3）において設計及び工事

の計画にアンダーラインを引いた箇所について，同等の記載箇所には実線，記載

箇所が異なる箇所には破線のアンダーラインを引いて明示する。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

四，再処理施設の位置，構造及び設備並びに再処理

の方法 

Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 

イ．再処理施設の位置 

(1) 敷地の面積及び形状 

敷地は，青森県上北郡六ヶ所村に位置し，

標高60ｍ前後の弥栄平と呼ばれる台地にあ

り，北東部が尾駮沼に面している。 

敷地内の地質は，新第三紀層及びこれを覆

う第四紀層からなっている。 

敷地に近い主な都市は，三沢市（南約30ｋ

ｍ），むつ市（北北西約40ｋｍ），十和田市

（南南西約40ｋｍ），八戸市（南南東約50ｋ

ｍ）及び青森市（西南西約50ｋｍ）である。 

敷地は，北東部を一部欠き，西側が緩い円

弧状の長方形に近い部分と，その南東端から

東に向かう帯状の部分からなり，帯状の部分

は途中で二股に分かれている。総面積は，帯

状の部分約30万ｍ２を含めて約390万ｍ２であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する施設イ(1)-①のうち，地

震の発生によって生ずるおそれがあるその安

全機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震

重要施設」という。）及びそれらを支持する

建物・構築物は，その供用中に大きな影響を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

1.6  耐震設計 

再処理施設の耐震設計は，事業指定基準規則に

適合するように，「1.6.1 安全機能を有する施設

の耐震設計」に基づき設計する。 

1.6.1  安全機能を有する施設の耐震設計 

1.6.1.3  基礎地盤の支持性能 

(1) 安全機能を有する施設は，耐震設計上の重要

度に応じた地震力が作用した場合においても，

当該安全機能を有する施設を十分に支持するこ

とができる地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

2. 地盤 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設

は，地震力が作用した場合においても当該施設を

十分に支持することができる地盤（当該地盤に設

置する建物・構築物を含む。「2. 地盤」では以

下同様。）に設置する。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，

建物，構築物及び土木構造物（屋外重要土木構造

物及びその他の土木構造物）の総称とする。ま

た，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な

機器・配管系の間接支持機能を求められる土木構

造物をいう。 

 

 

 

 

 

 

2.1 安全機能を有する施設の地盤 

イ(1)-①地震の発生によって生じるおそれが

あるその安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下

「耐震重要施設」という。）及びそれらを支持

する建物・構築物については，自重及び運転時

の荷重等に加え，その供用中に大きな影響を及

事業変更許可申請書

（本文）第四号イ項

において，設工認の

内容は，以下のとお

り整合している。 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許

可を受けた「再処理

施 設 の 位 置 」 及 び

「敷地の面積及び形

状」は，本設工認の

対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の イ (1)- ①

は，事業変更許可申

請書（本文）の イ

(1)-①と同義であり

整合している。 
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及ぼすおそれがある地震動（以下「基準地震

動」という。）による地震力が作用した場合

においても，接地圧に対する十分な支持性能

を有する地盤に設置する。 

 

また，上記に加え，基準地震動による地震

力が作用することによって弱面上のずれが発

生しないイ(1)-②ことも含め，基準地震動に

よる地震力に対する支持性能を有する地盤に

設置する。 

 

 

耐震重要施設以外のイ(1)-③安全機能を有

する施設については，耐震重要度分類の各ク

ラスに応じて算定する地震力が作用した場合

においても，接地圧に対する十分な支持性能

を有する地盤に設置する。 

 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動

によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並び

に地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈

下，液状化及び揺すり込み沈下の周辺地盤の

変状により，その安全機能が損なわれるおそ

れがない地盤に設置する。 

 

 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のあ

る断層等の露頭がない地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぼすおそれがある地震動（以下「基準地震動Ｓ

ｓ」という。）による地震力が作用した場合に

おいても，接地圧に対する十分な支持性能を有

する地盤に設置する。 

 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地

震力が作用することによって弱面上のずれが発

生しないイ(1)-②地盤として，事業指定（変更

許可）を受けた地盤に設置する。 

 

 

 

耐震重要施設以外のイ(1)-③施設について

は，自重及び運転時の荷重等に加え，耐震重要

度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作

用した場合においても，接地圧に対する十分な

支持性能を有する地盤に設置する。 

 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動に

よって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地

震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状

化及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状

により，その安全機能が損なわれるおそれがな

い地盤として，事業指定（変更許可）を受けた

地盤に設置する。 

 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある

断層等の露頭がない地盤として，事業指定（変

更許可）を受けた地盤に設置する。 

 

Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・

構築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限

界については，自重及び運転時の荷重等と基準

地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより

算定される接地圧が，安全上適切と認められる

規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対

して，妥当な余裕を有するよう設計する。 

 

また，上記のうち，Ｓクラスの施設の建物・

構築物の地盤にあっては，自重及び運転時の荷

重等と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は

静的地震力との組み合わせにより算定される接

地圧について，安全上適切と認められる規格及

び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容

限界とする。 

 

Ｂクラス及びＣクラスの施設の地盤において

 

 

 

 

 

設 工 認 の イ (1)- ②

は，当該要求事項が

事業変更許可を受け

た地盤に設置するこ

とを記載しており整

合している。 

 

設 工 認 の イ (1)- ③

は，事業変更許可申

請書（本文）の イ

(1)-③と同義であり

整合している。 
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耐震重要施設イ(1)-④は，基準地震動によ

る地震力によって生ずるおそれがある斜面の

崩壊に対して，その安全機能が損なわれるお

それがない地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・

構築物は，基準地震動による地震力が作用し

た場合においても，接地圧に対する十分な支

持性能を有する地盤に設置する。 

 

 

また，上記に加え，基準地震動による地震

力が作用することによって弱面上のずれが発

生しないイ(1)-⑤ことも含め，基準地震動に

よる地震力に対する支持性能を有する地盤に

設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.7  耐震重要施設の周辺斜面 

耐震重要施設の周辺斜面は，基準地震動による

地震力に対して，耐震重要施設に影響を及ぼすよ

うな崩壊を起こすおそれがないものとする。 

なお，耐震重要施設周辺においては，基準地震

動による地震力に対して，施設の安全機能に重大

な影響を与えるような崩壊を起こす恐れのある斜

面はない。 

 

 

 

 

 

1.6.2 重大事故等対処施設の耐震設計 

1.6.2.1 重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針 

(5) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設については，基準地震動

による地震力が作用した場合においても，接地

圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置す

る。 

 

                        

 

 

 

 

 

 

また，常設耐震重要重大事故等対処設備以外

の常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設については，代替する機能を有す

る安全機能を有する施設が属する耐震重要度の

クラスに適用される地震力が作用した場合にお

いても，接地圧に対する十分な支持力を有する

は，自重及び運転時の荷重等と，静的地震力及

び動的地震力（Ｂクラスの共振影響検討に係る

もの）との組合せにより算定される接地圧に対

して，安全上適切と認められる規格及び基準に

基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とす

る。 

 

＜中略＞ 

 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計

方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故

等対処設備が設置される重大事故等対処施

設イ(1)-④については，基準地震動Ｓｓに

よる地震力により周辺斜面の崩壊の影響が

ないことが確認された場所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重

大事故等対処設備が設置される重大事故等

対処施設周辺においては平坦な造成地であ

ることから，地震力に対して，施設の安全

機能に重大な影響を与えるような崩壊を起

こすおそれのある斜面はない。 
 

 

2.2 重大事故等対処施設の地盤 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する

建物・構築物については，自重及び運転時の荷

重等に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作

用した場合においても，接地圧に対する十分な

支持性能を有する地盤に設置する。 

 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地

震力が作用することによって弱面上のずれが発

生しないイ(1)-⑤地盤として，事業指定（変更

許可）を受けた地盤に設置する。 

 

 

                     

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備を支持する建物・構築物に

ついては，自重及び運転時の荷重等に加え，代

替する機能を有する安全機能を有する施設が属

する耐震重要度分類のクラスに適用される地震

力が作用した場合においても，接地圧に対する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の イ (1)- ④

は，事業変更許可申

請書（本文）の イ

(1)-④と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の イ (1)- ⑤

は，当該要求事項が

事業変更許可を受け

た地盤に設置するこ

とを記載しており整

合している。 
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常設重大事故等対処設備を支持する建物・

構築物は，地震発生に伴う地殻変動によって

生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発

生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化

及び揺すり込み沈下の周辺地盤の変状によ

り，重大事故に至るおそれがある事故（運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

く。）若しくは重大事故（以下「重大事故

等」という。）に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・

構築物は，将来活動する可能性のある断層等

の露頭がない地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・

構築物イ(1)-⑥は，基準地震動による地震力

によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対

地盤に設置する。 

 

                        

 

                    

 

                        

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の周辺斜面は，基準地震

動による地震力に対して，重大事故等の対処に

十分な支持性能を有する地盤に設置する。 
 
常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する

建物・構築物は，地震発生に伴う地殻変動によ

って生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震

発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化

及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状に

より，重大事故に至るおそれがある事故（運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

く。）又は重大事故に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがない地盤として，事業

指定（変更許可）を受けた地盤に設置する。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する

建物・構築物は，将来活動する可能性のある断

層等の露頭がない地盤として，事業指定（変更

許可）を受けた地盤に設置する。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する

建物・構築物の地盤の接地圧に対する支持力の

許容限界については，自重及び運転時の荷重等

と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせ

により算定される接地圧が，安全上適切と認め

られる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力

度に対して，妥当な余裕を有するよう設計す

る。 

 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備を支持する建物・構築物及

び機器・配管系の地盤においては，自重及び運

転時の荷重等と，静的地震力及び動的地震力

（Ｂクラスの施設の機能を代替する常設重大事

故等対処設備の共振影響検討に係るもの）との

組合せにより算定される接地圧に対して，安全

上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤

の短期許容支持力度を許容限界とする。 

 

＜中略＞ 

 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計

方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故

等対処設備が設置される重大事故等対処施

設イ(1)-⑥については，基準地震動Ｓｓに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のイ(1)-⑥は

事業変更許可申請書

（本文）のイ(1)-⑥

5279



 

イ-5 

耐
技
 
C
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

して，重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがない地盤に設置す

る。 

 

 

 

 

 

 

敷地付近概要図を第１図に示す。 

 

 

 

 

 

 

また，再処理施設一般配置図（その１）を

第２図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要な機能へ影響を及ぼすような崩壊を起こす

おそれがないものとする。 

 

よる地震力により周辺斜面の崩壊の影響が

ないことが確認された場所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重

大事故等対処設備が設置される重大事故等

対処施設周辺においては平坦な造成地であ

ることから，地震力に対して，施設の安全

機能に重大な影響を与えるような崩壊を起

こすおそれのある斜面はない。 
 

                        

 

 

 

 

 

 

                        

 

と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許

可を受けた「敷地付

近概要図」は，本設

工 認 の 対 象 外 で あ

る。 

 

再処理施設構内配置

図については，添付

書類「Ⅵ-２-１ 構

内配置図」に記載し

ている。 
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(2) 敷地内における主要な再処理施設の位置 

主要な再処理施設を収納する建物及び構築

物は，敷地の西側部分を標高約55ｍに整地造

成して，設置する。 

敷地のほぼ中央に主排気筒を設置し，その

西側に前処理建屋，分離建屋，高レベル廃液

ガラス固化建屋，非常用電源建屋及び第１ガ

ラス固化体貯蔵建屋を，主排気筒の北西側に

は使用済燃料輸送容器管理建屋，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵

管理建屋及びハル・エンドピース貯蔵建屋

を，主排気筒の北側には第１低レベル廃棄物

貯蔵建屋を，主排気筒の北東側には第４低レ

ベル廃棄物貯蔵建屋を，南東側には緊急時対

策建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管

庫・貯水所を設置する。主排気筒の南西側に

は制御建屋，分析建屋，低レベル廃液処理建

屋，低レベル廃棄物処理建屋，チャンネルボ

ックス・バーナブルポイズン処理建屋及び第

２低レベル廃棄物貯蔵建屋を，主排気筒の南

側には精製建屋，ウラン脱硝建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋，ウラン酸化物貯

蔵建屋，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋及び主排気筒管理建屋を設置する。建

物間には，放射性物質の移送等のため洞道を

設置する。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

は，地下階において，その南側に隣接する形

で設置される加工事業に係るウラン・プルト

ニウム混合酸化物燃料加工施設（以下「ＭＯ

Ｘ燃料加工施設」という。）の貯蔵容器搬送

用洞道（以下「貯蔵容器搬送用洞道」とい

う。）と接続する。 

海洋放出管は，低レベル廃液処理建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋から導か

れ，敷地南側にて合流後概ね運搬専用道路に

沿い，汀線部から沖合約３ｋｍまで敷設す

る。 

なお，主排気筒から敷地境界までの最短距離

は，北東方向で約600ｍである。 

再処理施設一般配置図（その２）及び再処

理施設一般配置図（その３）を第３図及び第

４図に示す。 

 

 

 

 

  事業変更許可申請書

（本文）において許

可を受けた「敷地内

における主要な再処

理施設の位置」は，

本設工認の対象外で

ある。 
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 ロ．再処理施設の一般構造 

 

 

 

 

 

再処理施設は，「核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉

等規制法」という｡），「再処理施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則」（以下「事業

指定基準規則」という。），「使用済燃料の再

処理の事業に関する規則」（以下「再処理規

則」という。）等の関係法令の要求を満足する

よう，以下の基本方針に基づく構造とする。 

再処理施設は，安全性を確保するために，異

常の発生を防止すること，仮に異常が発生した

としてもその波及，拡大を抑制すること，さら

に，異常が拡大すると仮定してもその影響を緩

和することとする「深層防護」の考え方を適切

に採用した設計とする。 

さらに，再処理施設は，重大事故等が発生し

た場合において，重大事故等の発生を防止し，

その拡大を防止し，並びに，その影響を緩和す

るための必要な措置を講ずる設計とする。 

また，再処理施設は，平常時において，周辺

監視区域外の公衆の線量及び放射線業務従事者

の線量が「原子炉等規制法」に基づき定められ

ている線量限度を超えないように設計する。さ

らに，公衆の線量については，合理的に達成で

きる限り低くなるように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）第四号ロ項

において，設工認の

内容は，以下の通り

整合している。 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の

書き出しであり詳細

は後段に示す。 
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(1) 核燃料物質の臨界防止に関する構造 

再処理施設の運転中及び停止中において想

定される，系統及び機器（ここでいう機器

は，配管を含み，以下「機器」という。）の

単一故障若しくはその誤動作又は運転員の単

一の誤操作を想定した場合において，核燃料

物質が臨界に達するおそれがないようにする

とともに，臨界管理上重要な施設に対して

は，臨界が発生した場合にも，その影響を緩

和できるよう，核燃料物質の臨界防止に係る

再処理施設の設計の基本方針を以下のとおり

とする。 

 

 

 

(i) 単一ユニットの臨界安全設計 

核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下

「単一ユニット」という。）については，形

状寸法管理，濃度管理，質量管理，同位体組

成管理及び中性子吸収材管理並びにこれらの

組合せにより臨界を防止する設計とする。設

計に当たり，これらの管理に対して適切な核

的制限値（臨界管理を行う体系の未臨界確保

のために設定する値）を設定する。核的制限

値の設定に当たっては，取り扱う核燃料物質

の物理的・化学的性状，ロ(1)(i)-①カドミ

ウム，ほう素等の中性子の吸収効果，酸化物

中の水分濃度等の減速条件及び構造材の反射

条件に関し，工程及びユニットの設置環境，

使用済燃料の仕様も含めて，それぞれの想定

される状態の変動の範囲において，中性子増

倍率が最も大きくなる場合を仮定し，計算コ

ードの計算誤差も含めて，十分な安全余裕を

見込んで設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 安全設計 

1.2 核燃料物質の臨界防止に関する設計 

安全機能を有する施設は，再処理施設の運転

中及び停止中において想定される系統及び機器

の単一故障若しくはその誤動作又は運転員の単

一の誤操作を想定した場合において，核燃料物

質が臨界に達することがないようにするため，

核的に安全な形状にすることその他の適切な措

置を講ずる。 

また，臨界管理上重要な施設に対しては，臨

界が発生した場合にも，その影響を緩和できる

よう，臨界の発生を直ちに検知するため臨界警

報装置を設けるとともに，中性子吸収材の注入

による未臨界措置が講じられる設計とする。臨

界防止に対する設計方針は，以下のとおり。 

 

(１) 単一ユニットの臨界安全設計 

核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下

「単一ユニット」という。）については，形

状寸法管理，濃度管理，質量管理，同位体組

成管理及び中性子吸収材管理並びにこれらの

組合せにより，臨界を防止する設計とする。

設計に当たり，これらの管理に対して適切な

核的制限値（臨界管理を行う体系の未臨界確

保のために設定する値）を設定する。 

 

核的制限値の設定に当たっては，取り扱う

核燃料物質の物理的・化学的性状並びにカド

ミウム，ほう素及びガドリニウムの中性子の

吸収効果，酸化物中の水分濃度，溶解槽中の

ペレット間隔，エンドピース酸洗浄槽中のペ

レット間隔及び水の密度による減速条件並び

にセル壁構造材及び機器構造材の反射条件に

関し，工程，ユニットの設置環境及び使用済

燃料の仕様も含めて，それぞれの想定される

状態の変動の範囲において，中性子増倍率が

最も大きくなる場合を仮定し，計算コードの

計算誤差も含めて，十分な安全余裕を見込ん

で設定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.1 核燃料物質の臨界防止に関する設計 

安全機能を有する施設は，再処理施設の運転

中及び停止中において想定される，系統及び機

器（ここでいう機器は，配管を含み，以下「機

器」という。）の単一故障若しくはその誤動作

又は運転員の単一の誤操作を想定した場合にお

いて，核燃料物質が臨界に達するおそれがない

ようにするとともに，臨界管理上重要な施設に

対しては，臨界が発生した場合にも，その影響

を緩和できる設計とする。 

 

 

 

 

 

(1) 単一ユニットの臨界安全設計 

核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下

「単一ユニット」という。）については，形

状寸法管理，濃度管理，質量管理，同位体組

成管理及び中性子吸収材管理並びにこれらの

組合せにより，臨界を防止する設計とする。 

単一ユニットの臨界安全設計に当たり，これ

らの管理に対して適切な核的制限値（臨界管

理を行う体系の未臨界確保のために設定する

値）を設定する。 

核的制限値の設定に当たっては，取り扱う

核燃料物質の物理的・化学的性状，ロ(1)(i) 

-①カドミウムとほう素及びガドリニウムの

中性子の吸収効果，酸化物中の水分濃度，溶

解槽中のペレット間隔，エンドピース酸洗浄

槽中のペレット間隔及び水の密度による減速

条件並びにセル壁構造材及び機器構造材の反

射条件に関し，工程，ユニットの設置環境及

び使用済燃料の仕様も含めて，それぞれの想

定される状態の変動の範囲において，中性子

増倍率が最も大きくなる場合を仮定し，計算

コードの計算誤差も含めて，十分な安全余裕

を見込んで設定する。 

 

核的制限値は，未臨界であることを保証で

きる値以下に設定し，その設定に当たって

は，核的制限値に対応する単一ユニットとし

ての実効増倍率が，十分に検証された計算コ

ードシステムで 0.95 以下となる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の書

き出しであり，詳細は

後段に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(1)(i)-①

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ(1)(i) 

-①を具体的に記載し

ており整合している。 
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濃度管理，質量管理及び可溶性中性子吸収

材による臨界管理を行う系統及び機器は，そ

の単一故障又は誤動作若しくは運転員の単一

誤操作を想定しても，臨界にならない設計と

するとともに，臨界管理されている系統及び

機器から単一故障又は誤動作若しくは運転員

の単一誤操作によって，臨界管理されていな

い系統及び機器へ核燃料物質が流入すること

がないよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 複数ユニットの臨界安全設計 

二つ以上の単一ユニットが存在する場合

（以下「複数ユニット」という。）について

は，単一ユニット相互間の適切な配置の維持

及び単一ユニット相互間への中性子吸収材の

使用並びにこれらの組合せにより臨界を防止

する設計とする。また，単一ユニット相互間

の中性子相互干渉を考慮し，直接的に計量可

能な単一ユニット相互間の配置，間接的に管

理可能な単一ユニット相互間の配置，ロ

(1)(ⅱ)-①中性子遮蔽材の配置及び形状寸

法について適切な核的制限値を設定する。 

 

 

 

核的制限値の設定に当たっては，単一ユニ

ット相互間の中性子の吸収効果，減速条件及

び反射条件に関し，核燃料物質移動時の核燃

料物質の落下，転倒及び接近の可能性も踏ま

え，それぞれの想定される変動の範囲におい

て，反応度が最も大きくなる場合を仮定し，

計算コードの計算誤差も含めて，十分な安全

余裕を見込んで設定する。 

 

 

 

 

 

 

濃度管理，質量管理及び可溶性中性子吸収

材による臨界管理を行う系統及び機器は，そ

の単一故障又は誤動作若しくは運転員の単一

誤操作を想定しても，臨界にならない設計と

するとともに，臨界管理されている系統及び

機器から単一故障又は誤動作若しくは運転員

の単一誤操作によって，臨界管理されていな

い系統及び機器へ核燃料物質が流入すること

がないよう設計する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 複数ユニットの臨界安全設計 

二つ以上の単一ユニットが存在する場合

（以下，「複数ユニット」という。）につい

ては，単一ユニット相互間の適切な配置の維

持及び単一ユニット相互間への中性子吸収材

の使用並びにこれらの組合せにより臨界を防

止する設計とする。また，単一ユニット相互

間の中性子相互干渉を考慮し，直接的に計量

可能な単一ユニット相互間の配置，間接的に

管理可能な単一ユニット相互間の配置，中性

子吸収材の配置及び形状寸法について適切な

核的制限値を設定する。 

 

 

 

核的制限値の設定に当たっては，単一ユニ

ット相互間の中性子の吸収効果，減速条件及

び反射条件に関し，核燃料物質移動時の核燃

料物質の落下，転倒及び接近の可能性も踏ま

え，それぞれの想定される変動の範囲におい

て，反応度が最も大きくなる場合を仮定し，

計算コードの計算誤差を含めて，十分な安全

余裕を見込んで設定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

濃度管理，質量管理及び可溶性中性子吸収

材による臨界管理を行う系統及び機器は，そ

の単一故障若しくは誤動作又は運転員の単一

誤操作を想定しても，臨界にならない設計と

するとともに，臨界管理されている系統及び

機器から単一故障若しくは誤動作又は運転員

の単一誤操作によって，臨界管理されていな

い系統及び機器へ核燃料物質が流入すること

がない設計とする。 

 

なお，原則として，プルトニウム溶液を内

包する機器は，液体の核燃料物質を内包する

機器において濃度に制限値を設定する必要が

ないように設計する形状寸法管理（以下「全

濃度安全形状寸法管理」という。）及び必要

に応じて中性子吸収材を併用した設計とす

る。 

 

(2) 複数ユニットの臨界安全設計 

二つ以上の単一ユニットが存在する場合

（以下「複数ユニット」という。）について

は，単一ユニット相互間の適切な配置の維持

及び単一ユニット相互間への中性子吸収材の

使用並びにこれらの組合せにより臨界を防止

する設計とする。 

複数ユニットの臨界安全設計に当たり，単

一ユニット相互間の中性子相互干渉を考慮

し，直接的に計量可能な単一ユニット相互間

の配置，間接的に管理可能な単一ユニット相

互間の配置，ロ(1)(ⅱ)-①中性子吸収材の配

置及び形状寸法について適切な核的制限値を

設定する。 

 

核的制限値の設定に当たっては，単一ユニ

ット相互間の中性子の吸収効果，減速条件及

び反射条件に関し，核燃料物質移動時の核燃

料物質の落下，転倒及び接近の可能性も踏ま

え，それぞれの想定される変動の範囲におい

て，反応度が最も大きくなる場合を仮定し，

計算コードの計算誤差を含めて，十分な安全

余裕を見込んで設定する。 

 

核的制限値に対応する複数ユニットとして

の実効増倍率が，十分に検証された計算コー

ドシステムで 0.95 以下となる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(1)(ⅱ)-①

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ(1) 

(ⅱ)-①と同義であ

り，整合している。 
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複数ユニットの核的制限値の維持について

は，十分な構造強度をもつ構造材を使用する

等適切な対策を講ずる設計とする。 

 

 

(ⅲ) その他の臨界安全設計 

臨界安全管理を行う機器から臨界安全管理

対象外の機器への液移送については，誤操作

を防止するための施錠管理を行った上で，濃

度分析を伴う回分操作により管理する設計と

するが，ロ(1)(ⅲ)-①連続液移送を行う場合

は，放射線検出器により核燃料物質濃度が有

意量以下であることを監視する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故として臨界を想定している溶

解施設の溶解槽並びに臨界事故を想定した場

合に，従事者に著しい放射線被ばくをもたら

すおそれのあるセル及び室の周辺には，臨界

の発生を直ちに検知するため臨界警報装置を

設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複数ユニットの核的制限値の維持について

は，十分な構造強度をもつ構造材を使用する

等適切な対策を講ずる設計とする。 

 

 

(３) その他の臨界安全設計 

臨界安全管理を行う機器から臨界安全管理

対象外の機器への液移送については，誤操作

を防止するための施錠管理を行った上で，濃

度分析を伴う回分操作により管理する設計と

するが，連続液移送を行う場合は，放射線検

出器により核燃料物質濃度が有意量以下であ

ることを監視する設計とする。分析を伴う回

分操作で臨界安全管理を行う場合のウラン及

びプルトニウムの同位体分析並びにウラン及

びプルトニウムの濃度分析は，標準試料と逐

次並行分析を行い，複数回の測定を実施する

分析管理とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故として臨界を想定している溶

解施設の溶解槽並びに臨界事故を想定した場

合に，従事者に著しい放射線被ばくをもたら

すおそれのあるセル及び室の周辺には，臨界

の発生を直ちに検知するため臨界警報装置を

設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複数ユニットの核的制限値の維持について

は，十分な構造強度をもつ構造材を使用する

等適切な対策を講ずる設計とする。 

 

 

(3) その他の臨界安全設計 

臨界安全管理を行う機器から臨界安全管理

対象外の機器への溶液の移送については，溶

液の移送に係る誤操作を防止するための施錠

管理を行った上で，濃度分析を伴う回分操作

により管理する設計とする。 

ロ(1)(ⅲ)-①臨界安全管理を行う機器から

臨界安全管理対象外の機器へ溶液を連続的に

移送する場合は，計測制御系統施設の放射線

検出器により核燃料物質濃度が有意量以下で

あることを監視する設計とする。 

 

 

安全機能を有する施設は，臨界事故を防止

するため技術的に見て想定されるいかなる場

合でも臨界とならない設計とする。また，臨

界が発生する可能性は極めて低いと考えられ

るが，臨界事故を想定しても，公衆及び従事

者の被ばくの影響を最小限に抑えるため，必

要に応じて臨界警報装置及び可溶性中性子吸

収材を注入する設備を設置する設計とする。 

 

 

設計基準事故として臨界を想定している溶

解施設の溶解槽並びに臨界事故を想定した場

合に，従事者に著しい放射線被ばくをもたら

すおそれのあるセル及び室の周辺には，臨界

の発生を直ちに検知するため臨界警報装置を

設置する設計とする。 

なお，臨界警報装置に係る設計方針につい

ては，第２章 個別項目の「6. 放射線管理

施設」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(1)(ⅲ)-①

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ(1) 

(ⅲ)-①を具体的に記

載しており整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5285



  

ロ-5 

精
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A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

臨界管理上重要な施設である溶解施設の溶

解槽は，ロ(1)(ⅲ)-②形状管理，濃度管理，

質量管理等の管理方法の組合せで臨界を防止

する設計とし，万一，臨界が発生した場合に

おいても，可溶性中性子吸収材緊急供給回路

及び可溶性中性子吸収材緊急供給系により，

自動で中性子吸収材の注入による未臨界措置

が講じられる設計とする。 

 

多数の管理方法の組合せで臨界を防止して

いることにより，臨界管理上重要な施設とし

ている溶解施設の溶解槽では，万一臨界が発

生した場合においても，可溶性中性子吸収材

緊急供給回路及び可溶性中性子吸収材緊急供

給系により，自動で中性子吸収材の注入によ

る未臨界措置が講じられる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界管理上重要な施設である溶解施設の溶

解槽は，万一，臨界が発生した場合において

も，可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び可

溶性中性子吸収材緊急供給系により，自動で

中性子吸収材の注入による未臨界措置が講じ

られる設計とする。 

なお，可溶性中性子吸収材緊急供給回路及

び可溶性中性子吸収材緊急供給系に係る設計

方針については，第２章 個別項目の「2.2 

溶解施設」の「2.2.1 溶解設備」，「4.1 

計測制御設備」及び「4.2 安全保護回路」に

示す。 

 

(1) 単一ユニットの臨界安全設計 

核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下

「単一ユニット」という。）については，ロ

(1)(ⅲ)-②形状寸法管理，濃度管理，質量管

理，同位体組成管理及び中性子吸収材管理並

びにこれらの組合せにより，臨界を防止する

設計とする。 

 

 

 

 

設工認のロ(1)(ⅲ)-②

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ(1) 

(ⅲ)-②を具体的に記

載しており整合してい

る。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

(2) 放射線の遮蔽に関する構造 

ロ(2)-①周辺監視区域外の線量及び放射線

業務従事者の線量が，「核原料物質又は核燃料

物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づ

く線量限度等を定める告示」（以下「線量告

示」という。）に定められた線量限度を超えな

いことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射

線業務従事者が立ち入る場所における線量を合

理的に達成できる限り低くするため，以下の遮

蔽等の対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

(i) ロ(2)-②平常時の直接線及びスカイシャイ

ン線による周辺監視区域外の線量及び放射線

業務従事者の線量が合理的に達成できる限り

低くなるよう，ロ(2)-③取り扱う放射性物

質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線

の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋

の内部に放射性物質を収納し，これらを組み

合わせる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

再処理施設の遮蔽設計に当たっては，周辺監視区

域外の線量及び放射線業務従事者の線量が，「核原

料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等

の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成27年

８月31日原子力規制委員会告示第８号）」（以下

「線量告示」という。）に定められた線量限度を超

えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射

線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的

に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等の対

策を講ずる設計とする。 

 

1.3.1 遮蔽設計の基本方針 

(1) 再処理施設は，通常運転時，定期検査時等にお

いて，放射線業務従事者の受ける線量が，「線

量告示」に定められた線量限度を超えないよう

にすることはもちろん，放射線業務従事者の立

ち入り場所における線量を合理的に達成できる

限り低くする設計とする。 

(2) 再処理施設からの平常時の直接線及びスカイシ

ャイン線による公衆の受ける線量が合理的に達

成できる限り低くなるよう遮蔽等を行う。 

(3) 再処理施設の主要設備は，取り扱う放射性物質

の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の低

減効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部

に放射性物質を収納する設計とする。 

(4) 

＜中略＞ 

   また，放射線業務従事者の立ち入る場所の線量

率は，放射性物質を内包する機器の遮蔽及びこれ

らの機器を収納するセル又は室の遮蔽を適切に組

み合わせることによって低減する。 

＜中略＞ 

 

1.3.3 遮蔽の分類 

再処理施設には，敷地周辺の公衆及び放射線業務

従事者等の被ばくを低減するため以下の遮蔽を設け

る。 

(1) セル遮蔽 

   セル遮蔽は，セル，貯蔵室等を構成する構築物

であり，セル内，貯蔵室内等の放射性物質を内包

する機器等からの放射線を低減するためのもの

で，主要部はコンクリート壁等の遮蔽体で構成す

る。 

(2) 補助遮蔽 

   補助遮蔽は，設備，機器周りの遮蔽で放射性物

(基本設計方針) 

8． 遮蔽 

 ロ(2)-①安全機能を有する施設は，周辺監視区域

外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，

「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」

（以下「線量告示」という。）に定められた線量限

度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及

び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を

合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽

等の対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

(1) ロ(2)-②安全機能を有する施設は，通常時の再

処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による

周辺監視区域外の線量が，線量告示で定められた線

量限度を超えないようにするとともに，合理的に達

成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置

を講ずる設計とする。 

 

(2) ロ(2)-②安全機能を有する施設は，管理区域そ

の他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部

被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的に達成で

きる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を

講ずる設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

b. ロ(2)-③安全機能を有する施設は，取り扱う放

射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射

線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の

内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備と

して組み合わせる設計とする。 

遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽か

ら構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ①

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-①

を具体的に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ②

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-②

を具体的に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ③

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-③

を具体的に記載して

おり整合している。 
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(ⅱ)  ロ(2)-④遮蔽構造材としては，主として

コンクリートを用いるが，その他必要に応じ

て鉛，鉄，水等を用いる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質を内包する機器等からの放射線を低減するため

のもので，コンクリート壁，水，鉛板，鉄板等の

遮蔽体で構成する。 

(3) 外部遮蔽 

   外部遮蔽は，建物外壁等を構成する構築物であ

り，建物又は施設の外側及び周辺監視区域外への

放射線を低減するためのもので，主要部はコンク

リート壁等の遮蔽体で構成する。 

 

＜中略＞ 

 

第 1.3－１表 遮蔽の主要設備の仕様 

 

(1) 使用済燃料輸送容器管理建屋＊ 

 セル遮蔽(除染室)  厚さ 約 0.9ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(2) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋＊ 

セル遮蔽(燃料貯蔵プール) 

厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

補助遮蔽(燃料貯蔵プール) 

水深 約 6.9ｍ 

         材料 水 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(3) 前処理建屋 

セル遮蔽(清澄機セル) 

 厚さ 約 1.4ｍ以上 

                  材料 コンクリート 

セル遮蔽(溶解槽セル) 

厚さ 約 1.1ｍ以上 

       材料 重量コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(4) 分離建屋 

セル遮蔽(高レベル廃液濃縮缶セル) 

         厚さ 約 1.6ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(5) 精製建屋 

セル遮蔽(第２酸回収蒸発缶セル) 

厚さ 約 0.9ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④前処理建屋の遮蔽設備(仕様表（材料）) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ④

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-④

を具体的に記載して

おり整合している。 
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         材料 コンクリート 

(6) ウラン脱硝建屋 

セル遮蔽(硝酸ウラニル貯蔵室) 

厚さ  約 0.3ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(7) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

セル遮蔽(硝酸プルトニウム貯槽セル) 

         厚さ 約 0.8ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(8) ウラン酸化物貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)厚さ 約 0.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(9) ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)厚さ 約 0.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(10) 高レベル廃液ガラス固化建屋 

セル遮蔽(高レベル濃縮廃液貯槽セル) 

         厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

セル遮蔽(固化セル)厚さ 約 1.3ｍ以上 

         材料 コンクリート 

セル遮蔽(貯蔵区域) 

厚さ コンクリート約 1.4ｍ以上 

     ＋鉄板約 4cm(天井及び床） 

         材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(11) 第１ガラス固化体貯蔵建屋 

第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟 

セル遮蔽(貯蔵区域) 

  厚さ コンクリート約 1.7ｍ以上 

     ＋鉄板約 4cm(天井及び床） 

     材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽      厚さ 約 0.2ｍ以上 

           材料 コンクリート 

 

＜中略＞ 
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(12) 低レベル廃液処理建屋 

セル遮蔽(第１低レベル第２廃液受槽室) 

         厚さ 約 0.6ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(13) 低レベル廃棄物処理建屋 

セル遮蔽(第１廃棄物取扱室) 

          厚さ 約 0.9ｍ以上 

          材料 コンクリート 

外部遮蔽     厚さ 約 1.0ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(14) チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン

処理建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)厚さ 約 1.4ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(15) ハル・エンド ピース貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵プール) 

厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

補助遮蔽(貯蔵プール) 

水深 約 1.5ｍ以上 

         材料 水 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(16) 第１低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

外部遮蔽 厚さ 約 0.5ｍ以上(天井) 

   約 0.5ｍ以上及び約 0.7ｍ以上(側壁） 

               材料 コンクリート 

(17) 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

外部遮蔽（廃棄物管理施設と共用） 

             厚さ 約 1.0ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(18) 第４低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

 外部遮蔽   厚さ 約 0.5ｍ以上(天井) 

 約 0.5ｍ以上及び約 0.7ｍ以上(側壁) 

         材料 コンクリート 

(19) 分析建屋 

セル遮蔽(回収槽セル)   

厚さ コンクリート約 0.7ｍ以上 

     ＋鉄板約 19 ㎝(天井) 

       コンクリート約 1.0ｍ以上(側壁) 

   材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④分離建屋の遮蔽設備(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）＊印の建物の遮蔽は，使用済燃料の受入れ及び

貯蔵に係る設備である。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④精製建屋の遮蔽設備(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の遮蔽

設備(仕様表（材料）) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④高レベル廃液ガラス固化建屋の遮蔽設備

(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟の遮蔽設備

(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④チャンネルボックス・バーナブルポイズン

処理建屋の遮蔽設備(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④ハル・エンドピース貯蔵建屋の遮蔽設備

(仕様表（材料）) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5299



  

ロ-19 

放
施

A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備(仕

様表（材料）) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(2)-④分離建屋/高レベル廃液ガラス固化建屋間

洞道の遮蔽設備(仕様表（材料）) 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ) 開口部又はロ(2)-⑤配管，ダクト等の壁

貫通部は，迷路構造，遮蔽材を設置する等の

処理をして放射線を遮蔽する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅳ) ロ(2)-⑥放射線業務従事者の作業場所へ

の立ち入り頻度及び立ち入り時間を考慮した

遮蔽設計区分を設け，区分ごとの基準線量率

を満足する設計とする。 

 

 

 

 

(ⅴ) ロ(2)-⑦遮蔽設計に用いる線源は，最大

処理能力，最大貯蔵量，工程内で核種の組成

や濃度が変化するといった再処理施設の特徴

を考慮し，遮蔽設計上厳しい条件を設定す

る。 

ロ(2)-⑧また，遮蔽計算においては，信

頼性のある計算コードを用いて計算するとと

もに，遮蔽材の形状及び材質並びに計算誤差

等を考慮し，十分な安全余裕を見込む設計と

する。 

 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

 

＜中略＞ 

 

1.3.1 遮蔽設計の基本方針 

＜中略＞ 

(5) 開口部又は配管，ダクト等の壁貫通部は，迷路

構造，遮蔽材を設置する等処理をして放射線を遮

蔽する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

 

＜中略＞ 

 

1.3.1 遮蔽設計の基本方針 

＜中略＞ 

(4) 放射線業務従事者の作業場所への立ち入り頻度

及び立ち入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設

け，区分ごとの基準線量率を満足する設計とす

る。 

 

 

＜中略＞ 

 

(6) 遮蔽設計に用いる線源は，最大再処理能力，最

大貯蔵量，工程内で核種の組成や濃度が変化する

といった再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上

厳しい条件を設定する。 

また，遮蔽計算においては，信頼性のある計算

コードを用いて計算するとともに，遮蔽材の形状

及び材質並びに計算誤差等を考慮し，十分な安全

余裕を見込む設計とする。 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

8． 遮蔽 

 

＜中略＞ 

 

 

d. ロ(2)-⑤セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫

通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準

線量率を超えるおそれのある場合には，以下に示

すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量

率を満足する設計とする。 

 (a) ロ(2)-⑤セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及

び貫通部については，線源を直接見通さないよ

うな場所に設置する措置 

 (b) ロ(2)-⑤セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及

び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等

の措置 

 

 

 

 

8． 遮蔽 

 

＜中略＞ 

 

 

c. ロ(2)-⑥再処理施設内の遮蔽設計に当たって

は，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間

を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線

量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分

し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備

を設計する。 

 

＜中略＞ 

 

e. ロ(2)-⑦，⑧遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算

に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差

等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮

蔽計算においては，許認可において使用実績があ

り，信頼性のある計算コードを使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(2)-⑤は，

変更許可申請書（本

文）のロ(2)-⑤を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ⑥

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-⑥

を具体的に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

設 工 認 の ロ (2)- ⑦

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-⑦

の記載と同義であり

整合している。 

 

設 工 認 の ロ (2)- ⑧

は，変更許可申請書

（本文）のロ(2)-⑧

の記載と同義であり

整合している。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

(ⅵ) ロ(2)-⑨放射線業務従事者の立入場所に

おける線量を合理的に達成できる限り低減で

きるように，放射線業務従事者の作業性等を

考慮して，遮蔽，機器の配置，放射性物質の

漏えい防止，換気等，所要の放射線防護上の

措置を合理的に達成可能な限り講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9.3 遮蔽等 

適合のための設計方針 

＜中略＞ 

第２項について 

安全機能を有する施設は，工場等内における放射

線障害を防止する必要がある場合には，次の方針に

基づき遮蔽設計を行う。 

第一号について 

安全機能を有する施設は，放射線業務従事者の外

部放射線による放射線障害を防止できるように，以

下のような放射線防護上の措置を講ずる。 

(1) 遮  蔽 

安全機能を有する施設は，外部放射線による放

射線障害を防止するため，遮蔽設計区分を設け，

各区分に定める基準線量率を満足するよう遮蔽設

計を行う。また，開口部又は配管，ダクト等の壁

貫通部に対しては，迷路構造，遮蔽材を設置する

等の処理をして放射線を遮蔽する設計とする。 

遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる遮蔽

材の形状，材質等を考慮し，最も厳しい評価結果

となるよう計算する。 

管理区域は，外部放射線に係る線量率の高低，

空気中の放射性物質の濃度又は床，壁及び天井の

表面の放射性物質の密度に起因する汚染の高低等

を勘案して区分する。 

(2) 換気設備 

換気設備は，汚染のおそれのある区域を，清浄

区域より負圧に維持できるようにするとともに，

汚染の程度の低い区域から汚染の程度のより高い

区域に向かって空気を流し，汚染の拡大を防止す

る設計とする。 

(3) 放射性物質の漏えい防止 

安全機能を有する施設は，放射性物質を限定し

た区域に閉じ込め，放射性物質の漏えいを防止す

る設計とする。 

(4) その他 

せん断機，溶解槽等の機器は，セル内に収納

し，放射性物質を限定した区域に閉じ込めるとと

もに，セル遮蔽により機器等からの放射線を低減

する設計とする。 

     再処理施設の運転の監視及び制御に必要な表示

及び操作装置は，中央制御室に配置し，また，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設等の運転の監

視及び制御に必要な表示及び操作装置は，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋の制御室に設置することに

より，集中的に監視及び制御ができる設計とす

る。 

8． 遮蔽 

 

＜中略＞ 

 

a. ロ(2)-⑨遮蔽その他適切な措置としては，放射

線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器

の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止対

策，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(2)-⑨，

変更許可申請書（本

文）のロ(2)-⑨を具

体的に記載しており

整合している。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅶ)  ロ(2)-⑩運転時の異常な過渡変化時又は設

計基準事故時において，再処理施設の状態の監視

及び必要な操作を行う制御室は，運転員がその場

にとどまっても過度の被ばくを受けない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

 

＜中略＞ 

 

1.3.1 遮蔽設計の基本方針 

 

＜中略＞ 

 

(８) 運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故

時において，再処理施設の状態の監視及び必要な操

作を行う制御室は，運転員がその場にとどまっても

過度の被ばくを受けない設計とする。 

 

 

 

4.計測制御系統施設 

 

＜中略＞ 
4.3 制御室 

 

＜中略＞ 
 

c.居住性の確保 

ロ(2)-⑩制御室及びこれに連絡する通路並びに

運転員その他の従事者が制御室に出入りするため

の区域は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準

事故が発生した場合に再処理施設の安全性を確保

するための措置をとれるよう，運転員その他の従

事者が支障なく入ることができる設計とする。ま

た，運転員その他の従事者が，制御室に一定期間

とどまり，必要な操作を行う際に過度の被ばくを

受けないよう，適切な遮蔽を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(2)-⑩，変

更許可申請書（本文）

のロ(2)-⑩を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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(3) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構造 

安全機能を有する施設は，放射性物質を系

統若しくは機器に閉じ込める，又は漏えいし

た場合においても，セル，グローブボックス

及びこれらと同等の閉じ込め機能を有する施

設(以下「セル等」という。)若しくは建屋内

に保持し，放射性物質を限定された区域に閉

じ込める設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 使用済燃料等の閉じ込めに関する設計 

   安全機能を有する施設は，放射性物質を限定

された区域に閉じ込めるために，放射性物質を

内包する系統及び機器は，腐食し難く，漏えい

し難い構造とするとともに，セル，グローブボ

ックス及びこれらと同等の閉じ込め機能を有す

る施設（以下「セル等」という。）又は室に収

納する設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

安全機能を有する施設は，放射性物質を系統

若しくは機器に閉じ込める，又は漏えいした場

合においても，セル，グローブボックス及びこ

れらと同等の閉じ込め機能を有する施設（以下

「セル等」という。）若しくは建屋内に保持

し，放射性物質を限定された区域に閉じ込める

設計とする。 

<中略> 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

9  設備に対する要求 

 9.4 搬送設備 

   使用済燃料等の放射性物質を搬送する設備

（人の安全に著しい支障を及ぼすおそれがない

ものとして低レベル放射性物質等を搬送する設

備を除く。以下，「搬送設備」という。）は，

使用済燃料等の放射性物質を搬送する能力とし

て必要な容量を有する設計とする。 

   搬送設備による再処理施設における使用済燃

料等の放射性物質の工程内及び工程間の移動に

おいて，容器等を取り扱うことを考慮し，放射

性物質の閉じ込めの措置等の適切な設計を行

う。 

   搬送設備は，放射性物質を収納する容器等の

閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，逸走防

止，落下防止又は転倒防止のための構造又は機

構を設ける設計とする。 

   放射性物質を収納する容器等は，仮に落下し

ても破損しない高さ以下で取り扱う設計とす

る。 

   搬送設備は，放射性物質を収納する容器等を

搬送するための動力の供給が停止した場合，放

射性物質を収納する容器等の落下及び脱落を防

止する機構により，搬送中の放射性物質を収納

する容器等を安全に保持する設計とする。 

   なお，搬送設備に係る個別設備の設計方針に

ついては，第２章 個別項目の「1. 使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設」，「2.1 せん断

処理施設」，「2.5 脱硝施設」，「3. 製品貯

蔵施設」及び「5.3 固体廃棄物の廃棄施設」に

示す。 
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放射性物質を限定された区域に閉じ込める

ための機能に係る再処理施設の設計の基本方

針を以下のとおりとする。 

 

 (i) 放射性物質を内包する系統及び機器は，放

射性物質が漏えいし難いロ(3)(i)-①構造と

する。また，使用する化学薬品ロ(3)(i)-②

等を考慮し，腐食し難い材料を使用するとと

もに，腐食しろを確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 放射性物質を内包する系統及び機器は，使

用する化学薬品，取り扱う放射性物質，圧力及

び温度並びに保守及び修理の条件を考慮し，ス

テンレス鋼，ジルコニウムその他の腐食し難い

材料を使用するとともに，腐食しろを確保する

設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

4. 閉じ込めの機能 

 4.2 放射性物質による汚染の防止 

   放射性物質による汚染のおそれのある部屋の

床及び人が触れるおそれのある壁の表面は，汚

染の除去が容易で腐食し難い樹脂系塗料等の材

料によって仕上げる設計とする。 

   人が触れるおそれがある物の放射性物質によ

る汚染を除去する除染設備を設けることで，放

射性物質を除去できる設計とする。除染設備の

排水は，液体廃棄物の廃棄施設で処理する設計

とする。 

 

 

 

4.1.1 系統及び機器への放射性物質の閉じ込め 

放射性物質を内包する系統及び機器は，

放射性物質が漏えいし難いロ(3)(i)-①設

計とする。また，使用する化学薬品ロ

(3)(i)-②，取り扱う放射性物質，圧力及

び温度並びに保守及び修理の条件を考慮

し，ステンレス鋼，ジルコニウムその他の

腐食し難い材料を使用するとともに，腐食

しろを確保する設計とする。 

なお，使用済燃料を受け入れ又は貯蔵す

る水槽の水の漏えいし難い設計について

は，第 2 章 個別項目の「1. 使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設」に示す。 

<中略> 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.3 材料及び構造 

9.3.1 材料及び構造 

安全機能を有する施設及び重大事故等対

処設備における材料及び構造にあっては，

安全機能を有する施設又は重大事故等対処

設備に属するもののうち以下のいずれかに

該当するものを再処理施設の安全性を確保

する上で重要なもの(以下，安全機能を有す

る施設にあっては「安全機能を有する施設

の容器等」，重大事故等対処設備にあって

は「重大事故等対処設備の容器等」とい

う。)として材料及び構造の対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

(本文)は，概要の書

き出しであり詳細は

後段に示す。 

 

設工認のロ(3)(i)-①

は，事業変更許可申

請書(本文)のロ(3)

(i)-①と同義であり

整合している。 

設工認のロ(3)(i)-②

は，事業変更許可申

請書(本文)のロ(3)

(i)-②を具体的に記

載しており整合して

いる。 
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a. その機能喪失によって放射性物質等に

よる災害又は内部エネルギーの解放によ

る災害を及ぼすおそれがある機器区分(再

処理第１種機器から再処理第５種機器)に

属する容器及び管 

b. 公衆若しくは従事者の放射線障害を及

ぼすおそれがあるもの及び放射線障害を

防止する機能を有する安全上重要な施設

又は重大事故等対処設備に属する容器及

び管 

c. 上記 a 又は b に接続するポンプ及び弁

(安全上重要な施設又は重大事故等対処設

備を防護するために必要な緊急遮断弁を

含む。) 

d. 上記 a，b 又は c に直接溶接される支持

構造物であり，その破損により当該機器

の損壊を生じさせるおそれのあるもの 

e. 安全上重要な施設又は重大事故等対処

設備に属する内燃機関 

 

安全機能を有する施設の容器等及び重大

事故等対処設備の容器等の材料及び構造(主

要な溶接部を含む。)は，施設時において，

以下の通りとし，その際，日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計・建設規

格」等に準拠し設計する。 

 

9.3.1.1 材料 

安全機能を有する施設の容器等及び重大

事故等対処設備の容器等のうち常設のもの

(以下「常設重大事故等対処設備の容器等」

という。)は，第１章 共通項目の「9.1 

安全機能を有する施設」及び「9.2 重大事

故等対処設備」の要求事項を踏まえ，その

使用される圧力，温度，荷重，腐食環境そ

の他の使用条件に対して，適切な機械的強

度及び化学的成分を有する材料を使用する

設計とする。 

重大事故等対処設備の容器等のうち可搬

型のもの(以下「可搬型重大事故等対処設備

の容器等」という。)は，第１章 共通項目

の「9.2 重大事故等対処設備」の要求事項

を踏まえ，その使用される圧力，温度，荷

重その他の使用条件に対して，日本産業規

格等に適合した適切な機械的強度及び化学

的成分を有する材料を使用する設計とす

る。 
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9.3.1.2 構造 

9.3.1.2.1 安全機能を有する施設の容器等及び

常設重大事故等対処設備の容器等 

(1) 容器及び管 

安全機能を有する施設の容器等及び常設

重大事故等対処設備の容器等の容器及び管

(ダクトは除く。)は，第１章 共通項目の

「9.1 安全機能を有する施設」及び「9.2 

重大事故等対処設備」の要求事項を踏ま

え，設計上定めた最高使用圧力，最高使用

温度及び機械的荷重が負荷されている状態

(以下「設計条件」という。)において，全

体的な変形を弾性域に抑える及び座屈が生

じない設計とする。 

ただし，常設重大事故等対処設備の容器

等のうち水素爆発等の影響を受ける容器及

び管(形状管理による臨界防止が必要な容器

は除く。)は，「9.2 重大事故等対処設

備」の要求事項を踏まえ，設計上定めた水

素爆発等の瞬間的な荷重が負荷される状態

(以下「設計過渡条件」という。)におい

て，経路の破断や開口に至る塑性変形が生

じない設計とする。 

常設重大事故等対処設備の容器等のうち

水素爆発等の影響を受ける容器及び管であ

って形状管理による臨界防止が必要な容器

は，設計過渡条件において，全体的な塑性

変形が生じない又は塑性変形が生じたとし

ても臨界が発生しない設計とする。 

安全機能を有する施設の容器等及び常設

重大事故等対処設備の容器等のダクトは，

設計条件において，延性破断に至る塑性変

形を生じない設計とする。 

安全機能を有する施設の容器等及び常設

重大事故等対処設備の容器等の伸縮継手

は，設計条件で応力が繰り返し加わる場合

において，疲労破壊が生じない設計とす

る。 

(2) ポンプ及び弁並びに内燃機関 

安全機能を有する施設の容器等及び常設

重大事故等対処設備の容器等のポンプ及び

弁並びに内燃機関は，設計条件において，

全体的な変形を弾性域に抑える及び座屈が

生じない設計とする。 

(3) 支持構造物 

安全機能を有する施設の容器等及び常設

重大事故等対処設備の容器等の支持構造物
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は，設計条件において，延性破断及び座屈

が生じない設計とする。 

9.3.1.2.2 可搬型重大事故等対処設備の容器等 

可搬型重大事故等対処設備の容器等

(完成品は除く。)は，設計条件におい

て，全体的な変形を弾性域に抑える設

計とする。 

可搬型重大事故等対処設備の容器等

の完成品は，消防法に基づく技術上の

規格等一般産業用工業品の規格及び基

準に適合していることを確認し，使用

環境及び使用条件に対して，要求され

る強度を確保できる設計とする。 

ただし，可搬型重大事故等対処設備

の容器等のうち内燃機関は，完成品と

して一般産業用工業品の規格及び基準

で規定される温度試験等を実施し，定

格負荷状態において，要求される強度

を確保できる設計とする。 

 

9.3.1.3 主要な溶接部 

安全機能を有する施設の容器等及び常

設重大事故等対処設備の容器等の主要な

溶接部(溶接金属部及び熱影響部をい

う。)は，次のとおりとする。 

・不連続で特異な形状でない設計とす

る。 

・溶接による割れが生ずるおそれがな

く，かつ，健全な溶接部の確保に有害

な溶込み不良その他の欠陥がないこと

を非破壊試験により確認する。 

・適切な強度を有する設計とする。 

・適切な溶接施工法及び溶接設備並びに

適切な技能を有する溶接士であること

を機械試験その他の評価方法によりあ

らかじめ確認する。 

なお，上記の主要な溶接部は，使用前

事業者検査により再処理施設の技術基準

に関する規則の解釈の「再処理施設の溶

接の方法等について(別記)」に適合して

いることを確認する。 

常設重大事故等対処設備の容器等の主

要な溶接部の耐圧試験は，母材と同等の

方法及び同じ試験圧力にて実施する。 
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(ⅱ) プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに高

レベル放射性液体廃棄物(以下「高レベル廃

液」という。)を内包する系統及び機器は，

ロ(3)(ⅱ)-①原則として，セル等に収納す

る設計とする。液体状の放射性物質を内包す

る系統及び機器を収納するセル等の床にはス

テンレス鋼製の漏えい液受皿を設置し，液体

状の放射性物質がセル等に漏えいした場合

は，漏えい検知装置により検知し，漏えいの

拡大を防止するとともに，漏えいした液の性

状に応じて定めた移送先に移送し処理できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 放射性物質を内包する系統及び機器は，その

性状に応じてセル等又は室に適切に収納する設

計とする。プルトニウムを含む溶液及び粉末並

びに高レベル放射性液体廃棄物（以下「高レベ

ル廃液」という。）を内包する系統及び機器

は，分析のため少量を取り扱う場合や，ウラ

ン・プルトニウム混合酸化物（ＵＯ２・ＰｕＯ

２，以下「ＭＯＸ」という。）粉末を封入した

混合酸化物貯蔵容器を取り扱う場合を除き，セ

ル等に収納する設計とする。 

 

 

液体状の放射性物質を内包する系統及び機器

を収納するセル等の床にはステンレス鋼製の漏

えい液受皿を設置し，万一液体状の放射性物質

がセル等に漏えいした場合は，漏えい検知装置

により漏えいを検知し，漏えいの拡大を防止す

るとともに，スチームジェットポンプ，ポンプ

又は重力流により漏えいした液の性状に応じて

定めた移送先に移送し処理できる設計とする。 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.1 系統及び機器への放射性物質の閉じ込め 

<中略> 

 

ウランを含む粉末，焼却灰その他の粉末

状の放射性物質を非密封で取り扱う場合

は，密閉した系統及び機器内で取り扱う設

計とする。 

 

4.1.2 放射性物質の逆流防止 

流体状の放射性物質を取り扱う設備は，

放射性物質を含まない流体を取り扱う設備

への放射性物質の逆流により放射性物質を

拡散しない設計とする。 

なお，放射性物質により汚染された空気

を取り扱う換気設備の逆流防止に関する設

計については，第2章 個別項目の「5. 放

射性廃棄物の廃棄施設」の「5.1.4 換気設

備」に示す。 

 

4.1.3 放射性物質の漏えい拡大防止 

(1) セル等又は室への放射性物質を内包する

設備の収納 

放射性物質を内包する系統及び機器は，

その性状に応じてセル等又は室に適切に収

納する設計とする。 

プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに

高レベル放射性液体廃棄物（以下「高レベ

ル廃液」という。）を内包する系統及び機

器は，ロ(3)(ⅱ)-①分析のため少量を取り

扱う場合や，ウラン・プルトニウム混合酸

化物（UO2・PuO2，以下「MOX」という。）

粉末を封入した混合酸化物貯蔵容器を取り

扱う場合を除き，セル等に収納する設計と

する。 

 (2) 漏えい液の回収 

液体状の放射性物質を内包する系統及び

機器を収納するセル等の床にはステンレス

鋼製の漏えい液受皿を設置し，液体状の放

射性物質がセル等に漏えいした場合は，漏

えい検知装置により検知し，漏えいの拡大

を防止するとともに，漏えいした液の性状

に応じて定めた移送先に移送し処理できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(3)(ⅱ)-

①は，事業変更許可

申請書(本文)の ロ

(3)(ⅱ)-①を具体的

に記載しており整合

している。 
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液体状の放射性物質を内包する系統及び

機器を設置する室の床には漏えい液受皿を

設置し，万一液体状の放射性物質が漏えい

した場合は，漏えいを検知し，漏えいの拡

大を防止するとともに，漏えいした液の移

送及び処理ができる設計とする。 

使用済燃料を受け入れ又は貯蔵する水槽

から水が漏えいした場合でも水の漏えいを

検知し安全に処置できる設計とする。 

なお，使用済燃料を受け入れ又は貯蔵す

る水槽から漏えいした水を検知し安全に処

置できる設計については，第 2 章 個別項

目の「1. 使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設」に示す。 

 

a. 沸騰するおそれのある又はn－ドデカンの

引火点に達するおそれのある漏えい液の回

収 

漏えいした液の発熱量が大きく，沸騰の

おそれがあるか又は TBP，n-ドデカン及び

これらの混合物（以下「有機溶媒」とい

う。）を含む漏えいした液が n-ドデカンの

引火点に達するおそれのあるセル等につい

ては，漏えいを検知するための漏えい検知

装置を多重化し，万一外部電源が喪失した

場合でも，漏えいした液を確実に移送する

ために，スチームジェットポンプを使用す

る場合の蒸気はその他再処理設備の附属施

設の安全蒸気系から供給し，ポンプを使用

する場合の電源は非常用所内電源系統に接

続する設計とする。また，ポンプは，多重

化するか，万一故障しても漏えいした液が

沸騰に至らない間に修理又は交換できる設

計とする。 

なお，安全蒸気系の設計については，第 2

章 個別項目の「7. その他再処理設備の

附属施設」の「7.2.3 蒸気供給設備」に示

す。 

b. 臨界のおそれのある漏えい液の回収 

通常の運転状態において硝酸プルトニウ

ム並びに硝酸プルトニウム及び硝酸ウラニ

ルの混合溶液の無限体系の未臨界濃度以上

のプルトニウムを含む溶液を内包する機器

を収納するセルの床には，万一漏えいが発

生した場合でも臨界とならない漏えい液受

皿を設ける設計とする。 

なお，漏えい液受皿の臨界管理に関する
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設計については，第１章 共通項目の「1. 

核燃料物質の臨界防止」の「1.1 核燃料物

質の臨界防止に関する設計」に基づくもの

とする。 

連続移送の配管から漏えいのおそれがあ

り，漏えいしたプルトニウムを含む溶液の

回収が重力流によらない場合は，漏えい検

知装置を臨界安全管理の観点から多重化

し，万一漏えいした場合には，漏えいを確

実に検知し移送する設計とする。 

通常の運転状態において無限体系の未臨

界濃度以上のプルトニウムを含む溶液を連

続移送する配管から漏えいのおそれがあ

り，漏えいしたプルトニウムを含む溶液の

回収が重力流によらない場合は，漏えい液

受皿の集液溝を監視する装置により，漏え

いを検知する設計とする。 

 

(3) 熱媒へ漏えいした流体状の放射性物質の

回収 

管理区域外から流体状の放射性物質を内

包する設備へ冷却水，加熱蒸気及び温水

（以下「熱媒」という。）を供給する場合

は，管理区域内で熱交換器を介すること

で，放射性物質を含む流体を管理区域外に

流出しない設計とする。 

熱媒をセル内に設置された流体状の放射

性物質を内包する設備へ供給する場合は，

熱媒中への放射性物質の漏えいを検知でき

る設計とする。 

万一，熱媒中に放射性物質が漏えいした

場合には，汚染した熱媒を安全に処理でき

る設計とする。 
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(ⅲ) プルトニウムを含む溶液及び高レベル廃液

を内包する系統及び機器，ウランを非密封で

大量に取り扱う系統及び機器，セル等並びに

これらを収納する建屋は，原則として，常時

負圧に保ち，それぞれの気圧は，原則とし

て，建屋，セル等，系統及び機器の順にロ

(3)(ⅲ)-①気圧が低くなる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気体廃棄物の廃棄施設は，放射性物質の漏

えい及び逆流を防止する設計とするととも

に，フィルタ，洗浄塔等により放射性物質を

適切に除去した後，主排気筒ロ(3)(ⅲ)-②

等から放出する設計とする。 

 

 

 

 

 

設計基準事故時においても，可能な限り負

圧維持ロ(3)(ⅲ)-③，漏えい及び逆流防止

の機能が確保される設計とするとともに，一

部の換気系統の機能が損なわれた場合におい

ても，再処理施設全体として気体の閉じ込め

機能を確保する設計とする。 

 

 

 

 

(3) プルトニウムを含む溶液及び高レベル廃液を

内包する系統及び機器並びにウランを非密封で

大量に取り扱う系統及び機器は，運転切替えに

伴う変動時を除き，気体廃棄物の廃棄施設によ

り常時負圧に保ち，それらの系統及び機器から

の廃ガスは，洗浄，凝縮，吸着及びろ過により

放射性物質を合理的に達成できる限り除去した

後，主排気筒から放出する設計とする。 

また，セル等及びこれらを収納する建屋並び

にウランを非密封で大量に取り扱う系統及び機

器を収納する建屋は，運転切替えに伴う変動時

を除き，気体廃棄物の廃棄施設により常時負圧

に保ち，排気は，ろ過した後，主排気筒から放

出する設計とする。 

さらに，それぞれの気圧は，原則として，建

屋，セル等，系統及び機器の順に気圧が低くな

る設計とするとともに，気体廃棄物の廃棄施設

は，漏えい及び逆流を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故時においても，可能な限り負圧

維持，漏えい及び逆流防止の機能が確保される

設計とするとともに，一部の換気系統の機能が

損なわれた場合においても，再処理施設全体と

しては，その機能が維持され，公衆に対して著

しい放射線被ばくのリスクを与えないよう，気

体の閉じ込めの機能を確保する設計とする。 

 

 

4.1.4 放射性物質を取り扱う設備，セル等及び

室の負圧維持 

プルトニウムを含む溶液及び高レベル廃

液を内包する系統及び機器，セル等並びに

これらを収納する建屋は，原則として，気

体廃棄物の廃棄施設により常時負圧に保

ち，それぞれの気圧は，建屋，セル等，系

統及び機器の順にロ(3)(ⅲ)-①低くするこ

とで漏えいの拡大を防止する設計とする。 

また，上記以外の放射性物質を内包する

系統及び機器，セル等並びにこれらを収納

する建屋は，気体廃棄物の廃棄施設により

負圧に保ち，それぞれの気圧は，建屋，セ

ル等，系統及び機器の順に低くすることで

漏えいの拡大を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気体廃棄物の廃棄施設は，放射性物質の

漏えい及び逆流を防止する設計とするとと

もに，フィルタ，洗浄塔等により放射性物

質を適切に除去した後，主排気筒 ロ

(3)(ⅲ)-②，北換気筒又は低レベル廃棄物

処理建屋換気筒から放出する設計とする。 

     なお，放射性物質を適切に除去するため

の系統及び機器に関する設計については，

第2章 個別項目の「5. 放射性廃棄物の廃

棄施設」に示す。 

設計基準事故時においても，可能な限り

負圧維持ロ(3)(ⅲ)-③並びに漏えい及び逆

流防止の機能が確保される設計とするとと

もに，一部の換気系統の機能が損なわれた

場合においても，再処理施設全体として気

体の閉じ込め機能を確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

(本文)の「ウランを

非密封で大量に取り

扱う系統及び機器」

は再処理施設に設置

しないため，事業変

更許可申請書(本文)

において許可を受け

た「ウランを非密封

で大量に取り扱う系

統及び機器」に係る

設計方針は，本設工

認の対象外である。 

事業変更許可申請書

(本文)の「原則とし

て」は，記載を省略

しても設工認の基本

設計方針と同義であ

り整合している。 

設工認のロ(3)(ⅲ)-

①は，事業変更許可

申請書(本文)の ロ

(3)(ⅲ)-①の目的を

具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

設工認のロ(3)(ⅲ)-

②は，事業変更許可

申請書(本文)の ロ

(3)(ⅲ)-②を具体的

に記載しており整合

している。 

 

設工認のロ(3)(ⅲ)-

③は，事業変更許可

申請書(本文)の ロ

(3)(ⅲ)-③と同義で

あり整合している。 

 

 

 

5312



 

ロ-32 

脱
硝
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.5 グローブボックス及びフード 

プルトニウムを含む溶液及び粉末を取り

扱うグローブボックスは，給気口及び排気

口を除き密閉できる設計とする。 

フードは，気体廃棄物の廃棄施設により

開口部からの空気流入風速を確保する設計

とする。 

<中略> 

 

4.1.7 液体状の放射性物質の施設外への漏えい

防止 

液体状の放射性物質を内包する系統及び

機器を設置する室の床には「4.1.3 放射性

物質の漏えい拡大防止」に示す漏えい液受

皿を設置し，液体状の放射性物質が施設外

へ漏えいすることを防止する設計としてい

る。 

漏えい液受皿を設置しない場合は，液体

状の放射性物質を取り扱う設備の周辺部又

は施設外に通じる出入口若しくはその周辺

部に堰を設置することにより，液体状の放

射性物質を内包する機器からの漏えい量の

うち，最大の漏えい量をもってしても，施

設外へ漏えいすることを防止する設計とす

る。 

液体状の放射性物質を取り扱う設備が設

置される施設内部のうち，液体状の放射性

物質の漏えいが拡大するおそれがある部分

の床面，適切な高さまでの壁面，堰及びこ

れらの接合部は，耐水性を有する設計と

し，液体状の放射性物質が漏えいし難い設

計とする。また，床面，壁面及び堰に貫通

部を設ける場合は，床面，壁面及び堰の耐

水性が損なわれない設計とする。 

液体状の放射性物質を取り扱う設備が設

置される施設の床面下には，敷地外に管理

されずに排出される排水が流れる排水路を

設置しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5313



  

ロ-33 

火
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(4) 火災及び爆発の防止に関する構造 

(i) 安全機能を有する施設の火災及び爆発の防

止 

 

安全機能を有する施設は，火災又は爆発に

より再処理施設の安全性が損なわれないよ

う，火災及び爆発の発生を防止し，早期に火

災発生を感知し消火を行い，かつ，火災及び

爆発の影響を軽減するために，以下の火災防

護対策を講ずる設計とする。 

 

(a) 基本事項 

(ｲ) 安全上重要な施設 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-①再処理施設は，冷

却，水素掃気，火災及び爆発の防止，臨界

防止，遮蔽並びに閉じ込めに係る安全機能

が火災又は爆発によって損なわれないよ

う， 

 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-②適切な火災防護対策を

講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-③具体的には， 

 

 

安全評価上その機能を期待する構築物，系

統及び機器を漏れなく抽出する観点から，

安全上重要な施設の安全機能を有する構築

物，系統及び機器ロ(4)(i)(a)(ｲ)-④（以

下「安重機能を有する機器等」という。）

を抽出し， 

 

 

 

 

 

 

1.5  火災及び爆発の防止に関する設計 

1.5.1  安全機能を有する施設に対する火災及び爆

発の防止に関する設計 

1.5.1.1  火災及び爆発の防止に関する設計方針 

安全機能を有する施設は，火災又は爆発により

再処理施設の安全性が損なわれないよう，火災及

び爆発の発生を防止し，早期に火災発生を感知し

消火を行い，かつ，火災及び爆発の影響を軽減す

るために，火災防護対策を講ずる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

(1) 安全上重要な施設 

再処理施設は，冷却，水素掃気，火災及び爆

発の防止，臨界防止，遮蔽並びに閉じ込めに係

る安全機能が火災又は爆発によって損なわれな

いよう，  

 

 

適切な火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には，安全機能を有する施設のうち，

安全評価上その機能を期待する構築物，系統及

び機器を漏れなく抽出する観点から，安全上重

要な施設の安全機能を有する構築物，系統及び

機器（以下「安重機能を有する機器等」とい

う。）を抽出し，火災及び爆発の発生防止，火

災の感知及び消火並びに火災及び爆発の影響軽

減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ず

る。 

＜中略＞ 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方

針 

5.1.1 安全機能を有する施設 

安全機能を有する施設は，火災又は爆発

により再処理施設の安全性が損なわれない

よう，火災及び爆発の発生を防止し，早期

に火災発生を感知し消火を行い，かつ，火

災及び爆発の影響を軽減するために，以下

の火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-①安全機能を有する施

設は，火災又は爆発により再処理施設の安

全性が損なわれないよう， 

 

 

 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-②火災及び爆発の発生を

防止し，早期に火災発生を感知し消火を行

い，かつ，火災及び爆発の影響を軽減する

ために，以下の火災防護対策を講ずる設計

とする。 

 

 

安全機能を有する施設は，火災又は爆発

により再処理施設の安全性が損なわれない

よう，火災及び爆発の発生を防止し，早期

に火災発生を感知し消火を行い，かつ，火

災及び爆発の影響を軽減するために，ロ

(4)(i)(a)(ｲ)-③以下の火災防護対策を講

ずる設計とする。 

 

ロ(4)(i)(a)(ｲ)-④ ロ(4)(i)(a)(ﾛ)-③

火災及び爆発による影響から防護する設備

(以下「火災防護上重要な機器等」とい

う。)として，安全評価上その機能を期待す

る建物・構築物，系統及び機器を漏れなく

抽出する観点から，安全上重要な施設の安

全機能を有する建物・構築物，系統及び機

器を抽出するとともに，放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め機能を確保するための建物・

構築物，系統及び機器のうち，安全上重要

事業変更許可申請書

（本文）第四号ロ項に

おいて，設工認の内容

は，以下のとおり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ｲ)-①は，事業変更許

可申請書（本文）ロ

(4)(i)(a) (ｲ)-①と同

義であり整合してい

る。 

設工認のロ

(4)(i)(a)(ｲ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）ロ(4)(i)(a) 

(ｲ)-②と同義であり整

合している。 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ｲ)-③は，事業変更許

可申請書（本文）ロ

(4)(i)(a)(ｲ)-③と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ｲ)-④及びロ(4)(i) 

(a)(ﾛ)-③は，事業変

更許可申請書（本文）

ロ(4)(i)(a) (ｲ)-④及

びロ(4)(i) a)(ﾛ)-③

と同義であり整合して

いる。 

以下同じものは火災 1

とし省略する。 
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火災及び爆発の発生防止，火災の感知及び

消火並びに火災及び爆発の影響軽減のそれ

ぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計

とする。 

 

(ﾛ) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有

する構築物，系統及び機器 

安全機能を有する施設ロ(4)(i)(a)(ﾛ)-

①のうち，再処理施設において火災又は爆

発が発生した場合， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保

するための構築物，系統及び機器のうち，

ロ(4)(i)(a)(ﾛ)-②「(ｲ) 安全上重要な施

設」に示す安全上重要な施設を除いたもの

をロ(4)(i)(a)(ﾛ)-③「放射性物質貯蔵等

の機器等」として抽出し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する

構築物，系統及び機器 

安全機能を有する施設のうち，再処理施設に

おいて火災及び爆発が発生した場合， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保する

ための構築物，系統及び機器のうち，「（１） 

安全上重要な施設」に示す安全上重要な施設を

除いたものを「放射性物質貯蔵等の機器等」と

して選定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

な施設を除いたものを抽出する。 

 

再処理施設の火災区域及び火災区画にお

ける火災防護対策に当たっては，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準」(以下「火災防護審査基準」

という。)及び「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」(以下「内部火災影響評価ガ

イド」という。)を参考として再処理施設の

特徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱うこ

と，高線量下となるセルが存在すること等)

及びその重要度を踏まえ，火災及び爆発の

発生防止，火災の感知及び消火並びに火災

及び爆発の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

安全機能を有する施設ロ(4)(i)(a)(ﾛ)-

①は，火災又は爆発により再処理施設の安

全性が損なわれないよう， 

 

火災及び爆発の発生を防止し，早期に火

災発生を感知し消火を行い，かつ，火災及

び爆発の影響を軽減するために，以下の火

災防護対策を講ずる設計とする。 

 

火災及び爆発による影響から防護する設

備(以下「火災防護上重要な機器等」とい

う。)として，安全評価上その機能を期待す

る建物・構築物，系統及び機器を漏れなく

抽出する観点から，安全上重要な施設の安

全機能を有する建物・構築物，系統及び機

器を抽出するとともに，放射性物質の貯蔵

又は閉じ込め機能を確保するための建物・

構築物，系統及び機器のうち，ロ(4)(i) 

(a)(ﾛ)-②安全上重要な施設を除いたもの

を抽出する。 

 

火災防護上重要な機器等を設置する火災

区域及び火災区画に対して，火災防護対策

を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ﾛ)-①は，事業変更

許可申請書（本文）

ロ(4)(i)(a)(ﾛ)-①と

同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）ロ(4)(i)(a) 

(ﾛ)-②は，事業変更

許可申請書（本文）

の記載場所の読み込

みのため，記載しな

い。 

事業変更許可申請書

（本文）ロ(4)(i)(a) 

(ﾛ)-③は，設工認で

は火災-1 を定義とし

て使用するため，記

載しない。 
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火災及び爆発の発生防止，火災の感知及び

消火並びに火災及び爆発の影響軽減のそれ

ぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計

とする。 

 

(ﾊ) その他の安全機能を有する施設 

火災 1「(ｲ) 安全上重要な施設」及び

「(ﾛ) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構築物，系統及び機器」以外の安

全機能を有する施設を含め再処理施設は，

消防法，建築基準法，都市計画法及び日本

電気協会電気技術規程・指針に基づき設備

に応じた火災防護対策を講ずる設計とす

る。 

 

(ﾆ) 火災区域及び火災区画の設定 

火災１安重機能を有する機器等及び放射

性物質貯蔵等の機器等を収納する建屋に，

耐火壁によって囲われた火災区域を設定す

る。 

 

 

建屋の火災区域は，火災１「(ｲ) 安全

上重要な施設」及び「(ﾛ) 放射性物質の貯

蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統

及び機器」において選定する機器等の配置

も考慮して火災区域を設定する。 

 

火災１火災及び爆発の影響軽減対策が必

要な安重機能を有する機器等及び放射性物

質貯蔵等の機器等を設置する火災区域は，

３時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐

火隔壁，耐火シール，防火戸，防火ダンパ

等），天井及び床（以下「耐火壁」とい

う。）により隣接する他の火災区域と分離

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) その他の安全機能を有する施設 

「(1) 安全上重要な施設」及び「(2) 放射

性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器」以外の安全機能を有する施

設を含め再処理施設は，消防法，建築基準法，

都市計画法及び日本電気協会電気技術規程・指

針に基づき設備に応じた火災防護対策を講ずる

設計とする。 

 

 

(4) 火災区域及び火災区画の設定 

安重機器を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等を収納する建屋に，耐火壁（耐火隔

壁，耐火シール，防火戸，防火ダンパ等），天

井及び床（以下「耐火壁」という。）によって

囲われた火災区域を設定する。 

 

建屋の火災区域は，「(1) 安全上重要な施

設」及び「(2) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め

機能を有する構築物，系統及び機器」において

選定する機器等の配置も考慮して火災区域を設

定する。 

 

火災及び爆発の影響軽減対策が必要な安重機

器を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器

等を設置する火災区域は，３時間以上の耐火能

力を有する耐火壁として，３時間耐火に設計上

必要な 150ｍｍ以上の壁厚を有するコンクリー

ト壁や火災耐久試験により３時間以上の耐火能

力を有する耐火壁により隣接する他の火災区域

と分離する。 

 

 

再処理施設の火災区域及び火災区画にお

ける火災防護対策に当たっては，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準」(以下「火災防護審査基準」

という。)及び「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」(以下「内部火災影響評価ガ

イド」という。)を参考として再処理施設の

特徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱うこ

と，高線量下となるセルが存在すること等)

及びその重要度を踏まえ，火災及び爆発の

発生防止，火災の感知及び消火並びに火災

及び爆発の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

なお，火災 1 火災防護上重要な機器等以

外の安全機能を有する施設を含め再処理施

設は，消防法，建築基準法，都市計画法及

び日本電気協会電気技術規程・指針に基づ

き設備に応じた火災防護対策を講ずる設計

とする。 

 

 

 

 

火災１火災防護上重要な機器等を収納す

る建屋に，耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，

防火戸，防火ダンパ等)，天井及び床(以下

「耐火壁」という。)によって囲われた火災

区域を設定する。 

 

建屋の火災区域は，火災１火災防護上重

要な機器等の配置を考慮して設定する。 

 

 

 

 

火災１火災防護上重要な機器等を収納す

る建屋に，耐火壁(耐火隔壁，耐火シール，

防火戸，防火ダンパ等)，天井及び床(以下

「耐火壁」という。)によって囲われた火災

区域を設定する。 
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屋外のロ(4)(i)(a)(ﾆ)-①安全上重要な

施設を設置する区域については，周囲から

の延焼防止のために火災区域を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区画は，建屋内で設定した火災区域

を，耐火壁，離隔距離及び系統分離状況に

応じてロ(4)(i)(a)(ﾆ)-②分割して設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外の安全上重要な施設を設置する区域につ

いては，周囲からの延焼防止のために火災区域

を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区画は，建屋内で設定した火災区域を，

耐火壁，離隔距離及び系統分離状況に応じて分

割して設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(1) 火災区域構造物及び火災区画構造物 

＜中略＞ 

 

このうち，火災区域は，3時間以上の耐

火能力を有する耐火壁として，3時間耐火

に設計上必要な 150mm 以上の壁厚を有する

コンクリート壁や火災耐久試験により 3時

間以上の耐火能力を有する耐火壁により隣

接する他の火災区域と分離する。 

＜中略＞ 

 

第 1 章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方針 

5.1.1 安全機能を有する施設 

＜中略＞ 

屋外のロ(4)(i)(a)(ﾆ)-①火災防護上重

要な機器等を設置する区域については，周

囲からの延焼防止のために火災区域を設定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した

火災区域を火災防護上重要な機器等の配置

を考慮して，耐火壁，離隔距離及び系統分

離状況に応じてロ(4)(i)(a)(ﾆ)-②細分化

して設定する。 

火災区域又は火災区画のファンネルに

は，他の火災区域又は火災区画からの煙の

流入防止を目的として，煙等流入防止対策

を講ずる設計とする。 

火災区域構造物及び火災区画構造物の設

計方針については，第 2章 個別項目の

「7.3.3 火災防護設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ﾆ)-①は，火災区域設

定の基本的な考え方を

示すために放射性物質

貯蔵等の機器等も考慮

した記載としているこ

とから事業変更許可申

請書（本文）ロ(4)(i) 

(a)(ﾆ)-①と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ﾆ)-②は，事業変更許

可申請書（本文）ロ

(4)(i)(a)(ﾆ)-②と同

義であり整合してい

る。 
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再処理施設における火災防護対策に当た

っては，「実用発電用原子炉及びその附属

施設の火災防護に係る審査基準」及び「原

子力発電所の内部火災影響評価ガイド」を

参考として再処理施設の特徴及びその重要

度を踏まえた火災防護対策を講ずる設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

(ﾎ) 火災防護上の最重要設備 

安全上重要な施設のうち，その重要度と

特徴を考慮し最も重要な以下の設備を火災

防護上の最重要設備ロ(4)(i)(a)(ﾎ)-①と

して選定し，系統分離対策を講ずる設計と

する。 

 

1) プルトニウムを含む溶液又は粉末及び

高レベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機

能（異常の発生防止機能を有する排気機

能）を有する気体廃棄物の廃棄施設の排

風機 

2) 崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系の

重要度の高いもの，ウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建屋換気設備貯蔵室か

らの排気系 

 

3) 安全圧縮空気系 

4) 上記機能の維持に必要な支援機能であ

る非常用所内電源系統 

 

(ﾍ) 火災防護計画 

再処理施設全体を対象とした火災防護対

策を実施するため，火災防護計画を策定す

る。 

ロ(4)(i)(a)(ﾍ)-①火災防護計画には，

計画を遂行するための体制，責任の所在，

責任者の権限，体制の運営管理，必要な要

員の確保，教育訓練，火災防護対策を実施

するために必要な手順等について定めると

ともに，火災１安重機能を有する機器等及

び放射性物質貯蔵等の機器等を火災及び爆

発から防護するため，火災及び爆発の発生

再処理施設の火災区域又は火災区画における

火災防護対策に当たっては，実用発電用原子炉

及びその附属施設の火災防護に係る審査基準

（以下「火災防護審査基準」という。）及び原

子力発電所の内部火災影響評価ガイド（以下

「内部火災影響評価ガイド」という。）を参考

として再処理施設の特徴（引火性の多種の化学

薬品を取り扱うこと，高線量下となるセルが存

在すること等）及びその重要度を踏まえた火災

防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

(5) 火災防護上の最重要設備 

安全上重要な施設のうち，その重要度と特徴

を考慮し，火災時においても継続的に機能が必

要となる設備である以下の設備を火災防護上の

最重要設備（以下「最重要設備」という。）と

し，系統分離対策を講ずる設計とする。 

 

ａ．プルトニウムを含む溶液又は粉末及び高レベ

ル放射性液体廃棄物の閉じ込め機能（異常の発

生防止機能を有する排気機能）を有する気体廃

棄物の廃棄施設の排風機 

 

ｂ．崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系のうち重

要度の高いもの，ウラン・プルトニウム混合酸

化物貯蔵建屋換気設備貯蔵室からの排気系 

 

 

ｃ．安全圧縮空気系 

ｄ．上記機能の維持に必要な支援機能である非常

用所内電源系統 

 

(6) 火災防護計画 

再処理施設全体を対象とした火災防護対策を

実施するため，火災防護計画を策定する。火災

防護計画には，計画を遂行するための体制，責

任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，必

要な要員の確保，教育訓練，火災防護対策を実

施するために必要な手順等について定めるとと

もに，安重機器を有する機器等及び放射性物質

貯蔵等の機器等については，火災及び爆発の発

生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災及

び爆発の影響軽減の３つの深層防護の概念に基

づき，必要な火災防護対策を行うことについて

定める。 

再処理施設の火災区域及び火災区画にお

ける火災防護対策に当たっては，「実用発

電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準」(以下「火災防護審査基準」

という。)及び「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」(以下「内部火災影響評価ガ

イド」という。)を参考として再処理施設の

特徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱うこ

と，高線量下となるセルが存在すること等)

及びその重要度を踏まえ，火災及び爆発の

発生防止，火災の感知及び消火並びに火災

及び爆発の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

安全上重要な施設のうち，その重要度と

特徴を考慮し，最も重要な以下の設備ロ

(4)(i)(a)(ﾎ)-①(以下「火災防護上の最重

要設備」という。)に対し，系統分離対策を

講ずる設計とする。 

 

1) プルトニウムを含む溶液又は粉末及び

高レベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機

能(異常の発生防止機能を有する排気機

能)を有する気体廃棄物の廃棄施設の排風

機 

2) 崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系の

重要度の高いもの(崩壊熱による溶液の沸

騰までの時間余裕が小さいもの)，ウラ

ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換

気設備貯蔵室からの排気系 

3) 安全圧縮空気系 

4) 上記機能の維持に必要な支援機能であ

る非常用所内電源系統 

 

5.1.3 火災防護計画 

再処理施設全体を対象とした火災防護対

策を実施するため，火災防護計画を策定す

る。 

 

 

 

火災１火災防護上重要な機器等を火災及

び爆発から防護するため，火災及び爆発の

発生防止，火災の早期感知及び消火並びに

火災及び爆発の影響軽減の 3つの深層防護

の概念に基づロ(4)(i)(a)(ﾍ)-①き，必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(a) 

(ﾎ)-①は，事業変更

許可申請書（本文）

ロ(4)(i)(a)(ﾎ)-①と

同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ(4)(i) 

(a)(ﾍ)-①は，保安規

定にて対応する。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

防止，火災の早期感知及び消火並びに火災

及び爆発の影響軽減の３つの深層防護の概

念に基づロ(4)(i)(a)(ﾍ)-①く火災防護対

策を行うことについて定める。 

 

重大事故等対処施設については，火災及

び爆発の発生防止，火災の早期感知及び消

火ロ(4)(i)(a)(ﾍ)-②を行うことについて

定める。 

 

 

その他の再処理施設については，消防

法，建築基準法，都市計画法及び日本電気

協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じたロ(4)(i)(a)(ﾍ)-③火災防護対策を行

うことについて定める。 

 

 

 

 

 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象

並びに人為事象による火災及び爆発（以下

「外部火災」という。）については，安全

機能を有する施設を外部火災から防護する

ための運用等についてロ(4)(i)(a)(ﾍ)-④

定める。 

 

 

(b) 火災及び爆発の発生防止 

(ｲ) 再処理施設内の火災及び爆発の発生防止 

再処理施設の火災及び爆発の発生を防止

するため，再処理施設で取り扱う化学薬品

等のうち，可燃性物質若しくは熱的に不安

定な物質を使用又は生成する系統及び機器

に対する着火源の排除，異常な温度上昇の

防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策，

可燃性又は熱的に不安定な物質の混入防止

対策を講ずる設計とするとともに，熱的制

限値及び化学的制限値を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設については，火災及び爆

発の発生防止，火災の早期感知及び消火を行う

ことについて定める。 

 

 

 

その他の再処理施設については，消防法，建

築基準法，都市計画法及び日本電気協会電気技

術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対

策を行うことについて定める。 

 

 

 

 

 

 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並び

に人為事象による火災及び爆発（以下「外部火

災」という。）については，安全機能を有する

施設を外部火災から防護するための運用等につ

いて定める。 

＜中略＞ 

 

 

1.5.1.2  火災及び爆発の発生防止 

1.5.1.2.1  施設特有の火災及び爆発の発生防止 

再処理施設の火災及び爆発の発生防止について

は，再処理施設で取り扱う化学薬品等のうち，可

燃性物質若しくは熱的に不安定な物質を使用又は

生成する系統及び機器に対する着火源の排除，異

常な温度上昇の防止対策，可燃性物質の漏えい防

止対策，可燃性又は熱的に不安定な物質の混入防

止対策を講ずる設計とするとともに，熱的制限値

及び化学的制限値を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

な運用管理を含む火災防護の計画を保安規

定に定めて，管理する。 

 

 

 

重大事故等対処施設については，火災及

び爆発の発生防止並びに火災の早期感知及

び消火ロ(4)(i)(a)(ﾍ)-②に必要な運用管

理を含む火災防護の計画を保安規定に定め

て，管理する。 

 

その他の再処理施設については，消防

法，建築基準法，都市計画法及び日本電気

協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じたロ(4)(i)(a)(ﾍ)-③火災防護の計画を

保安規定に定めて，管理する。 

 

重大事故等対処設備のうち，可搬型のも

のに対する火災防護対策については，火災

防護の計画を保安規定に定めて，管理す

る。 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象

並びに人為事象による火災及び爆発(以下

「外部火災」という。)については，安全機

能を有する施設及び重大事故等対処施設を

外部火災から防護するための運用等につい

てロ(4)(i)(a)(ﾍ)-④の火災防護の計画を

保安規定に定めて，管理する。 

 

5.2 火災及び爆発の発生防止 

5.2.1 施設特有の火災及び爆発の発生防止 

再処理施設の火災及び爆発の発生を防止

するため，再処理施設で取り扱う化学薬品

等のうち，可燃性物質若しくは熱的に不安

定な物質を使用又は生成する系統及び機器

に対する着火源の排除，異常な温度上昇の

防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策及

び可燃性又は熱的に不安定な物質の混入防

止対策を講ずる設計とするとともに，熱的

制限値及び化学的制限値を設ける設計とす

る。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する系

統及び機器は，腐食し難い材料を使用する

とともに，漏えいし難い構造とすることに

より有機溶媒の漏えいを防止する設計とす

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ(4)(i) 

(a)(ﾍ)-②は，保安規

定にて対応する。 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ(4)(i) 

(a)(ﾍ)-③は，保安規

定にて対応する。 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ(4)(i) 

(a)(ﾍ)-④は，保安規

定にて対応する。 
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る。 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する機

器で加温を行う機器は，化学的制限値(n-ド

デカンの引火点 74℃)を設定し，化学的制

限値を超えて加温することがないように，

溶液の温度を監視して，温度高により警報

を発するとともに，自動で加温を停止する

設計とする。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する機

器は，静電気により着火するおそれがない

よう接地を施す設計とし，これらの機器を

収納するセルには，着火源を有する機器は

設置しない設計とする。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する系

統及び機器を内部に設置するセル，グロー

ブボックス及び室については，気体廃棄物

の廃棄施設の換気設備で換気を行う設計と

する。 

 

使用済有機溶媒の蒸発及び蒸留を行う機

器は，有機溶媒へ着火するおそれのない可

燃領域外で有機溶媒の処理を行う設計とす

るとともに，廃ガスには不活性ガス(窒素)

を注入して排気する設計とし，蒸発缶を減

圧するための系統の圧力を監視し，圧力高

により警報を発するとともに自動で不活性

ガス(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の蒸

発缶への供給及び加熱蒸気の供給を自動で

停止する設計とする。 

 

溶媒蒸留塔の圧力を監視し，圧力高によ

り警報を発するとともに自動で不活性ガス

(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の蒸発缶

への供給及び加熱蒸気の供給を自動で停止

する設計とする。 

 

廃棄する有機溶媒(以下「廃溶媒」とい

う。)を処理する熱分解装置は，不活性ガス

(窒素)を供給することにより，廃溶媒を不

活性な雰囲気下で熱分解する設計とし，外

部ヒータを適切に制御するとともにその内

部温度を測定し，運転状態を監視し，温度

高により外部ヒータ加熱及び廃溶媒供給を

停止する設計とする。 
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熱分解ガスを燃焼する装置は，その内部

温度を測定し，燃焼状態を監視し，温度低

により熱分解装置への廃溶媒供給を停止す

る設計とする。 

 

また，可燃性ガスを取り扱う室に設置す

る電気接点を有する機器は，防爆構造とす

る設計とする。 

 

リン酸トリブチル(以下「TBP」という。)

又はその分解生成物であるリン酸ジブチ

ル，リン酸ブチル(以下「TBP 等」とい

う。)と硝酸，硝酸ウラニル又は硝酸プルト

ニウムの錯体(以下「TBP 等の錯体」とい

う。)の急激な分解反応を防止するため，硝

酸を含む溶液を内包する濃縮缶及び蒸発缶

(以下「濃縮缶等」という。)では TBP の混

入防止対策として n-ドデカン(以下「希釈

剤」という。)を用いて濃縮缶等に供給する

溶液を洗浄し，TBP を除去する設計とす

る。 

また，濃縮缶等での TBP 等の錯体の急激

な分解反応を防止するため，TBP の混入防

止対策として濃縮缶等に供給する溶液から

有機溶媒を分離することができる設計とす

るとともに，溶液を濃縮缶等に供給する槽

では水相を下部から抜き出す設計とする。 

 

TBP 等の錯体の急激な分解反応のおそれ

のある機器には，熱的制限値(加熱蒸気の最

高温度 135℃)を設定し，濃縮缶等の加熱部

に供給する加熱蒸気の温度を加熱蒸気の圧

力により制御し，温度計により監視し，温

度高により警報を発するとともに，加熱蒸

気の温度が設定値を超えないように，蒸気

発生器に供給する一次蒸気及び濃縮缶等の

加熱部に供給する加熱蒸気を自動で遮断す

る設計とする。 

 

運転で水素ガスを使用する設備又は溶液

及び有機溶媒の放射線分解により発生する

水素の濃度が可燃限界濃度に達するおそれ

のある機器は接地を施す設計とする。 

 

溶液及び有機溶媒の放射線分解により発

生する水素の濃度が可燃限界濃度に達する

おそれのある機器は，塔槽類廃ガス処理設
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備等の排風機による排気を行う設計とす

る。 

 

また，その他再処理設備の附属施設の圧

縮空気設備から空気を供給(水素掃気)する

設計とする。 

 

運転で水素ガスを使用する設備を設置す

るグローブボックス及び室は，当該設備か

ら水素が漏えいした場合においても滞留し

ないよう気体廃棄物の廃棄施設の換気設備

の排風機による排気を行う設計とする。 

 

また，運転で水素ガスを使用する設備の

ウラン精製設備のウラナス製造器は，水素

の可燃領域外で運転する設計とする。 

 

洗浄塔は，その他再処理設備の附属施設

の圧縮空気設備の一般圧縮空気系から空気

を供給し，廃ガス中の水素濃度を可燃限界

濃度未満に抑制する設計とする。さらに，

洗浄塔に供給する空気の流量を監視し，流

量低により警報を発するとともに，自動で

窒素ガスを洗浄塔に供給する設計とする。 

 

第 2 気液分離槽は，窒素ガスを供給し，4

価のウラン(以下「ウラナス」という。)を

含む硝酸溶液中に溶存する水素を追い出す

とともに，廃ガス中の水素を可燃限界濃度

未満に抑制する設計とする。さらに，第 2

気液分離槽に供給する窒素ガスの流量を監

視し，流量低により警報を発する設計とす

る。 

 

ウラン精製設備のウラナス製造器を設置

する室の電気接点を有する機器は，防爆構

造とし，万一の室内への水素の漏えいを早

期に検知するため，水素漏えい検知器を設

置し，中央制御室に警報を発する設計とす

る。 

  

運転で水素ガスを使用する脱硝施設のウ

ラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉

は，化学的制限値(還元用窒素・水素混合ガ

ス中の可燃限界濃度ドライ換算 6.4vol%)を

設定し，還元炉へ供給する還元用窒素・水

素混合ガス中の水素濃度を測定し，空気と
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いかなる混合比においても可燃限界濃度未

満となるように設計する。万一，水素濃度

が設定値を超える場合には，還元炉への還

元用窒素・水素混合ガスの供給を自動で停

止する設計とする。 

 

ジルコニウム粉末及びその合金粉末を取

り扱うせん断処理施設のせん断機は，窒素

ガスを吹き込むことで不活性雰囲気とし，

窒素ガスは，気体廃棄物の廃棄施設の排気

筒等から排気する設計とする。 

 

また，ジルコニウム粉末及びその合金粉

末を保管廃棄する設備は，ドラム又はガラ

ス固化体に収納し，そのうちドラムについ

ては，水中で取り扱うことにより，火災及

び爆発のおそれがないように保管を行う設

計とする。 

 

硝酸ヒドラジンは，自己反応性物質であ

ることから，爆発の発生を防止するため，

消防法に基づき，貯蔵及び取扱い時の漏え

い防止を講ずる設計とする。 

 

分析試薬については，少量ではあるが可

燃性試薬及び引火性試薬を含む多種類の分

析試薬を取り扱うため，保管及び取扱いに

係る火災及び爆発の発生防止対策を講ずる

設計とする。 

 

再処理施設で取り扱う特有の可燃性物質

若しくは熱的に不安定な物質を使用又は生

成する設備の火災及び爆発の発生防止に係

る設計方針については，第 2章 個別項目

の「2.1 せん断処理施設」，「2.2 溶解

施設」，「2.3 分離施設」，「2.4 精製

施設」，「2.5 脱硝施設」，「2.6 酸及

び溶媒の回収施設」，「4.1 計測制御設

備」，「4.2 安全保護回路」，「5.1 気

体廃棄物の廃棄施設」，「5.2 液体廃棄物

の廃棄施設」，「5.3 固体廃棄物の廃棄施

設」，「7.1.2 圧縮空気設備」に示す。 
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ロ(4)(i)(b)(ｲ)-①また，上記に加え発

火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域又は火災区

画に対する火災及び爆発の発生防止対策を

講ずるとともに，可燃性の蒸気又は可燃性

の微粉に対する対策，発火源に対する対

策，水素に対する換気，漏えい検出対策及

び接地対策，放射線分解により発生する水

素の蓄積防止対策，電気系統の過電流によ

る過熱及び焼損の防止対策等を講ずる設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.2.2  再処理施設の火災及び爆発の発生防止 

再処理施設の火災及び爆発の発生防止について

は，発火性又は引火性物質を内包する設備及びこ

れらの設備を設置する火災区域又は火災区画に対

する火災及び爆発の発生防止対策を講ずるととも

に，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対

策，発火源に対する対策，水素に対する換気，漏

えい検出対策及び接地対策，放射線分解により発

生する水素の蓄積防止対策，電気系統の過電流に

よる過熱及び焼損の防止対策等を講ずる設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.2 再処理施設の火災及び爆発の発生防止 

ロ(4)(i)(b)(ｲ)-①発火性物質又は引火

性物質を内包する設備及びこれらの設備を

設置する火災区域又は火災区画に対して火

災及び爆発の発生防止対策を講ずるととも

に，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対す

る対策，発火源に対する対策，水素に対す

る換気，漏えい検出対策及び接地対策，放

射線分解により発生する水素の蓄積防止対

策，電気系統の過電流による過熱及び焼損

の防止対策等を講ずる設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止における発火性

物質又は引火性物質に対する火災及び爆発

の発生防止対策は，火災区域又は火災区画

に設置する潤滑油又は燃料油を内包する設

備に加え，再処理施設で取り扱う物質とし

て，TBP，n-ドデカン等(以下「有機溶媒

等」という。)，硝酸ヒドラジンを内包する

設備及び水素，プロパンを内包する設備並

びに分析試薬を取り扱う設備を対象とす

る。 

なお，分析試薬については，「5.2.1 施

設特有の火災及び爆発の発生防止」に示す

分析試薬に対する対策と同様の設計とす

る。 

潤滑油，燃料油，有機溶媒等又は硝酸ヒ

ドラジンを内包する設備(以下「油等内包設

備」という。)は，溶接構造又はシール構造

により漏えい防止対策を講ずる設計とする

とともに，漏えい液受皿又は堰を設置する

設計とする。そのうち，セル内に設置する

有機溶媒等を内包する設備から有機溶媒等

が漏えいした場合については，漏えい検知

装置により漏えいを検知し，スチームジェ

ットポンプ，ポンプ又は重力流により移送

することによって，漏えいした有機溶媒等

が拡大することを防止する設計とする。 

油等内包設備の火災又は爆発により，火

災及び爆発の影響を受けるおそれのある火

災防護上重要な機器等の安全機能及び重大

事故等対処施設の重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なわないよう耐火壁，

隔壁の設置又は離隔による配置上の考慮を

行う設計とする。 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ｲ)-①は，火災防護

対策について項を分

割したため，事業変

更許可申請書（本

文）ロ(4)(i)(b)(ｲ)-

①と同義であり整合

している。 
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油等内包設備を設置する火災区域又は火

災区画は，機械換気又は自然換気を行う設

計とする。 

発火性物質又は引火性物質を貯蔵する機

器は，運転に必要な量に留めて貯蔵する設

計とする。 

水素又はプロパンを内包する設備(以下

「可燃性ガス内包設備」という。)は，溶接

構造等により，可燃性ガスの漏えいを防止

することで防爆の対策を行う設計とする。 

可燃性ガス内包設備の火災又は爆発によ

り，火災及び爆発の影響を受けるおそれの

ある火災防護上重要な機器等の安全機能及

び重大事故等対処施設の重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわないよう耐

火壁，隔壁の設置又は離隔による配置上の

考慮を行う設計とする。 

火災及び爆発の発生防止における可燃性

ガスに対する換気のため，可燃性ガス内包

設備を設置する火災区域又は火災区画は，

機械換気を行う設計とする。 

このうち，蓄電池を設置する火災区域

は，機械換気を行うことにより，水素濃度

を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

火災及び爆発の発生防止における水素ガ

ス漏えい検出は，蓄電池の上部に水素漏え

い検知器を設置し，水素の燃焼限界濃度で

ある 4vol％の 4分の 1以下で中央制御室，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室又は緊急時対策建屋の建屋管理室に警

報を発する設計とする。 

火災区域に設置する可燃性ガスを貯蔵す

る機器は，運転に必要な量に留めて貯蔵す

る設計とする。 

火災及び爆発の発生防止における防爆及

び接地対策として，火災区域又は火災区画

に設置する発火性物質又は引火性物質を内

包する設備は，溶接構造の採用，機械換気

等により，「電気設備に関する技術基準を

定める省令」第六十九条及び「工場電気設

備防爆指針」で要求される爆発性雰囲気と

ならない設計とするとともに，発火性物質

又は引火性物質を内包する設備からの万一

の漏えいを考慮して，漏えいの可能性のあ

る機器を設置する室の電気接点を有する機

器は，防爆構造とする設計とし，静電気の

発生のおそれのある機器は接地を施す設計
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とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，可燃性

の蒸気又は可燃性の微粉を取り扱う設備を

設置する火災区域には静電気が溜まるおそ

れがある設備を設置しない設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，火災区

域における現場作業において，可燃性の蒸

気が滞留しないように建屋の送風機及び排

風機による機械換気により滞留を防止する

設計とする。また，火災区域における現場

作業において，有機溶剤を使用する場合は

必要量以上持ち込まない運用とし，可燃性

の蒸気が滞留するおそれがある場合は，換

気，通風又は拡散の措置を行うことを保安

規定に定めて，管理する。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，発火源

への対策として火花の発生を伴う設備は，

水中で取り扱うことにより発生する火花が

発火源となることを防止する設計又は火花

の発生を伴う設備の周辺に可燃性物質を保

管しないこと及び複数のカメラで機器の周

囲を監視することを保安規定に定めて，管

理する。 

また，高温となる設備は，高温部を保温

材若しくは耐火材で覆うことにより，可燃

性物質との接触を防止する設計又は計測制

御系統施設による温度パラメータを監視

し，加熱の停止等を行うことにより可燃性

物質の加熱を防止する設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，電気系

統は，機器の損壊，故障及びその他の異常

を検知した場合には，遮断器により故障箇

所を隔離することにより，故障の影響を局

所化するとともに，他の安全機能への影響

を限定できる設計とする。 

 

電気室は，電源供給のみに使用する設計

とする。 
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(ﾛ) 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

火災１安重機能を有する機器等及び放射

性物質貯蔵等の機器等のうち， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要な構造材， 

 

 

 

 

ケーブル， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気設備のフィルタ， 

 

 

 

 

1.5.1.2.3  不燃性材料又は難燃性材料の使用 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等

の機器等は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.3 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

火災１火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設は，可能な限り不燃性材料

又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃

性材料又は難燃性材料の使用が技術上困難

な場合は，不燃性材料又は難燃性材料と同

等以上の性能を有するもの(以下「代替材

料」という。)を使用する設計若しくは代替

材料の使用が技術上困難な場合は，当該機

器等における火災及び爆発に起因して，他

の火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設において火災及び爆発が発生する

ことを防止するための措置を講ずる設計と

する。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，機器，配管，ダクト，ケ

ーブルトレイ，電線管及び盤の筐体並びに

これらの支持構造物の主要な構造材は，金

属材料又はコンクリートを使用する設計と

する。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に使用するケーブルには，実証試

験により延焼性(米国電気電子工学学会規格

IEEE383 又は IEEE1202 垂直トレイ燃焼試

験)及び自己消火性(UL1581 垂直燃焼試験)

を確認したケーブルを使用する設計とす

る。 

ただし，機器等の性能上の理由から実証

試験により延焼性及び自己消火性が確認で

きないケーブルをやむを得ず使用する場合

には，金属製の筐体等に収納，延焼防止材

により保護又は専用の電線管に敷設等の措

置を講じた上で，難燃ケーブルを使用した

場合と同等以上の難燃性能があることを実

証試験により確認し，使用する設計とする

ことで，他の火災防護上重要な機器等及び

重大事故等対処施設において火災及び爆発

が発生することを防止する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，換気設備のフィルタは，

不燃性材料又は「JACA No.11A(空気清浄装

置用ろ材燃焼性試験方法指針(公益社団法人

日本空気清浄協会))」により難燃性を満足

する難燃性材料を使用する設計とする。 
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保温材及び 

 

 

 

 

 

建屋内装材は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使

用する設計とし，不燃性材料又は難燃性材

料の使用が技術上困難な場合は，不燃性材

料又は難燃性材料と同等以上の性能を有す

るもの（以下「代替材料」という。）を使

用する設計とする。 

また，代替材料の使用が技術上困難な場

合は，当該機器等における火災に起因し

て，火災１他の機器等において火災及び爆

発が発生することを防止するための措置を

講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する

設計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用が技

術上困難な場合は，不燃性材料又は難燃性材料と

同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」

という。）を使用する設計とする。 

また，構築物，系統及び機器の機能を確保する

ために代替材料の使用が技術上困難な場合は，当

該機器等における火災に起因して，他の安重機能

を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に

おいて火災が発生することを防止するための措置

を講ずる設計とする。 

＜中略＞ 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に対する保温材は，平成 12 年建設

省告示第 1400 号に定められたもの又は建築

基準法で不燃性材料として定められたもの

を使用する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する建屋の建屋内装材は，

建築基準法に基づく不燃性材料若しくはこ

れと同等の性能を有することを試験により

確認した材料又は消防法に基づく防炎物品

若しくはこれと同等の性能を有することを

試験により確認した材料を使用する設計と

する。 

 

ただし，塗装は当該場所における環境条

件を考慮したものとする。管理区域の床及

び壁は，耐汚染性，除染性，耐摩耗性等を

考慮したコーティング剤を不燃性材料であ

るコンクリート表面に塗布すること，加熱

源を除去した場合はその燃焼部が広がらな

いこと，建屋内に設置する火災防護上重要

な機器等及び重大事故等対処施設には不燃

性材料又は難燃性材料を使用し，周辺にお

ける可燃性物質を管理することから，難燃

性材料を使用する設計とする。 

 

また，中央制御室，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対

策建屋の対策本部室の床面は，消防法に基

づく防炎物品又はこれと同等の性能を有す

ることを試験により確認したカーペットを

使用する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設は，可能な限り不燃性材料又は難

燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料

又は難燃性材料の使用が技術上困難な場合

は，不燃性材料又は難燃性材料と同等以上

の性能を有するもの(以下「代替材料」とい

う。)を使用する設計若しくは代替材料の使

用が技術上困難な場合は，当該機器等にお

ける火災及び爆発に起因して，火災１他の

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処施設において火災及び爆発が発生するこ

とを防止するための措置を講ずる設計とす

る。 
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放射性物質を内包するグローブボックス

等のうち，閉じ込め機能を喪失することで

再処理施設の安全性を損なうおそれのある

ものについては，不燃性材料又は難燃性材

料を使用する設計とし， 

 

 

 

パネルに可燃性材料を使用する場合は，難

燃性材料を設置することにより閉じ込め機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災１安重機能を有する機器等及び放射

性物質貯蔵等の機器等に使用するケーブル

には，実証試験により延焼性及び自己消火

性を確認したケーブルを使用する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

放射性物質を内包する機器を収納するグロー

ブボックス等のうち，非密封で放射性物質を取

り扱うグローブボックス等で，万一の火災時に

閉じ込め機能を損なうおそれのあるものについ

ては，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設

計する。 

 

 

グローブボックスのパネルに可燃性材料を使

用する場合は，火災によるパネルの損傷を考慮

しても収納する機器の閉じ込め機能を損なわな

いよう，難燃性材料であるパネルをグローブボ

ックスのパネル外表面に設置することにより，

難燃性パネルと同等以上の難燃性能を有するこ

とについて，ＵＬ94 垂直燃焼試験及びＪＩＳ酸

素指数試験における燃焼試験により確認するも

のとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等に使用するケーブルには，実証試験

により延焼性（米国電気電子工学学会規格ＩＥ

ＥＥ383－1974 又はＩＥＥＥ1202－1991 垂直ト

レイ燃焼試験）及び自己消火性（ＵＬ1581（Ｆ

ｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ）1080ＶＷ－１Ｕ

Ｌ垂直燃焼試験）を確認したケーブルを使用す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，放射性物質を内包する機器を収納

するグローブボックス等のうち，非密封で

放射性物質を取り扱うグローブボックス等

で，閉じ込め機能を喪失することで再処理

施設の安全性を損なうおそれのあるものに

ついては，不燃性材料又は難燃性材料を使

用する設計とする。 

 

グローブボックスのパネルに可燃性材料

を使用する場合は，火災によるパネルの損

傷を考慮しても閉じ込め機能を損なわない

よう，パネル外表面に難燃性材料を設置す

ることで，難燃性パネルと同等以上の難燃

性能を有する設計とし，その難燃性能を

UL94 垂直燃焼試験及び JIS 酸素指数試験に

おける燃焼試験により確認したものを使用

する設計とする。 

ただし，配管等のパッキン類は，その機

能を確保するために必要な代替材料の使用

が技術上困難であるため，金属で覆われた

狭隘部に設置し直接火炎に晒されることの

ない設計とする。 

また，金属に覆われたポンプ及び弁の駆

動部の潤滑油並びに金属に覆われた機器内

部のケーブルは，発火した場合でも他の火

災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に延焼しないことから，不燃性材料又

は難燃性材料ではない材料を使用する設計

とする。 

 

火災１火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に使用するケーブルには，

実証試験により延焼性(米国電気電子工学学

会規格 IEEE 383 又は IEEE 1202 垂直トレイ

燃焼試験)及び自己消火性(UL1581 垂直燃焼

試験)を確認したケーブルを使用する設計と

する。 
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ロ(4)(i)(b)(ﾛ)-②安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に使用

するケーブルのうち，機器等の性能上の理

由からロ(4)(i)(b)(ﾛ)-③やむを得ず実証

試験により延焼性及び自己消火性が確認で

きないケーブルは，難燃ケーブルを使用し

た場合と同等以上の難燃性能があることを

実証試験により確認した上で使用する設計

とし，ロ(4)(i)(b)(ﾛ)-③当該ケーブルの

火災に起因して火災１他の安重機能を有す

る機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に

おいて火災が発生することを防止するロ

(4) (i)(b)(ﾛ)-③ための措置を講ずる設計

とする。 

 

 

建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油ロ

(4)(i)(b)(ﾛ)-④等の可燃性物質を内包し

ていないものを使用する設計とする。 

 

 

 

 

(ﾊ) 落雷，地震等の自然現象による火災及び

爆発の発生防止 

再処理施設にロ(4)(i)(b)(ﾊ)-①おい

て，設計上の考慮を必要とする自然現象

は，地震，津波，落雷，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影響

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-②（降下火砕物によるフ

ィルタの目詰まり等），生物学的事象，森

林火災及び塩害である。 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-③これらの自然現象の

うち，ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-③再処理施設で火

災及び爆発を発生させるおそれのある落雷

及び地震について，これらの現象によって

火災及び爆発が発生しないように，以下の

とおり火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

ただし，機器の性能上の理由から実証試験に

て延焼性及び自己消火性を確認できないケーブ

ルは，難燃ケーブルと同等以上の性能を有する

材料を使用する設計とする。 

＜中略＞ 

非難燃ケーブルを使用する場合については，

上記に示す代替措置を施した上で，難燃ケーブ

ルを使用した場合と同等以上の難燃性能（延焼

性及び自己消火性）を有することを実証試験に

より確認し，使用する設計とすることにより，

他の安全機能を有する施設において火災及び爆

発が発生することを防止する設計とする。 

 

 

 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油の内包 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等のうち，建屋内に設置する変圧器及

び遮断器は絶縁油を内包しない乾式を使用する

設計とする。 

 

 

 

1.5.1.2.4  落雷，地震等の自然現象による火災及

び爆発の発生防止 

再処理施設において，設計上の考慮を必要とす

る自然現象は，地震，津波，落雷，風（台風），

竜巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影響（降

下火砕物によるフィルタの目詰まり等）（以下

「火山の影響」という。），生物学的事象，森林

火災及び塩害である。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

したがって，再処理施設で火災及び爆発を発生

させるおそれのある自然現象として，落雷及び地

震を選定し，これらの自然現象によって火災及び

爆発が発生しないように，以下のとおり火災防護

対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(b)(ﾛ)-②ただし，機器等の性

能上の理由から実証試験により延焼性及び

自己消火性が確認できないケーブルをやむ

を得ず使用する場合には，ロ(4)(i)(b) 

(ﾛ)-③金属製の筐体等に収納，延焼防止材

により保護又は専用の電線管に敷設等の措

置を講じた上で，難燃ケーブルを使用した

場合と同等以上の難燃性能があることを実

証試験により確認し，使用する設計とロ

(4)(i)(b)(ﾛ)-③することで，火災１他の

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処施設において火災及び爆発が発生するこ

とを防止する設計とする。 

 

 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，建屋内に設置する変圧器

及び遮断器は絶縁油ロ(4)(i)(b)(ﾛ)-④を

内包しない乾式を使用する設計とする。 

 

 

 

5.2.4 自然現象による火災及び爆発の発生防止 

 

再処理施設にロ(4)(i)(b)(ﾊ)-①対する

自然現象として，地震，津波，落雷，風(台

風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，火山

の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害

を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-③火災防護上重要な機

器等は，考慮する自然現象のうち，火災及

び爆発を発生させるおそれのある落雷及び

地震について，これらの現象によって火災

及び爆発が発生しないように，以下のとお

り火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾛ)-②は，前段文章の

続きとしていることか

ら，事業変更許可申請

書（本文）のロ(4)(i) 

(b)(ﾛ)-②と同義であ

り整合している。 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾛ)-③は，35 条にお

ける対策を含めて，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(4)(i) 

(b)(ﾛ)-③を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾛ)-④は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(4)(i)(b)(ﾛ)-④

を具体的に記載して

おり整合している。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾊ)-①は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(b)(ﾊ)-①と同

義であり整合してい

る。 

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-②は

事業変更許可申請書

（本文）「ロ(7)(i) 

(a)(ﾎ)火山の影響」に

示す。 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾊ)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(b)(ﾊ)-③と同

義であり整合してい

る。 
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落雷による火災及び爆発の発生を防止す

るため，避雷設備を設置する設計とする。

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-④重要な構築物は，建築

基準法及び消防法の適用を受けないもので

あっても避雷設備を設ける設計とする。 

 

 

 

各構築物に設置する避雷設備は，構内接

地系と連接することにより，接地抵抗の低

減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の

平坦化を図る設計とする。 

 

 

 

火災１安重機能を有する機器等及び放射

性物質貯蔵等の機器等は，耐震重要度分類

に応じた地震力が作用した場合においても

支持することができる地盤に設置し，自ら

の破壊又は倒壊による火災及び爆発の発生

を防止する設計とするとともに，ロ(4)(i) 

(b)(ﾊ)-⑤事業指定基準規則第七条に示す

要求を満足するよう，「事業指定基準規則

の解釈」に従い耐震設計を行う設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 火災の感知，消火 

(ｲ) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火は，火災１安重機能

を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機

器等に対して，早期の火災感知及び消火を

行うための火災感知設備及び消火設備を設

置する設計とする。 

 

(1) 落雷による火災及び爆発の発生防止 

落雷による火災及び爆発の発生を防止するた

め，「原子力発電所の耐雷指針」（ＪＥＡＧ

4608），建築基準法及び消防法に基づき，日本

産業規格に準拠した避雷設備を設置する設計と

する。重要な構築物は，建築基準法及び消防法

の適用を受けないものであっても避雷設備を設

ける設計とする。 

 

各防護対象施設に設置する避雷設備は，構内

接地系と連接することにより，接地抵抗の低減

及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平坦化

を図る設計とする。 

 

 

(2) 地震による火災及び爆発の発生防止 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等は，耐震重要度分類に応じた地震力

が作用した場合においても支持することができ

る地盤に設置し，自らの破壊又は倒壊による火

災及び爆発の発生を防止する。 

耐震については事業指定基準規則の第七条に

示す要求を満足するよう，事業指定基準規則の

解釈に従い耐震設計を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.3  火災の感知，消火 

 

火災の感知及び消火については，安重機能を有

する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に対し

て，早期の火災感知及び消火を行うための火災感

知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

火災防護上重要な機器等に対して火災及

び爆発を発生させるおそれのある自然現象

のうち，落雷による火災及び爆発の発生を

防止するため，建築基準法及び消防法に基

づき，避雷設備を設置する設計とする。ロ

(4)(i)(b)(ﾊ)-④安全上重要な施設は，建

築基準法及び消防法の適用を受けないもの

であっても避雷設備を設置する設計とし，

各構築物に設置する避雷設備は，構内接地

系と連接することにより，接地抵抗の低減

及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平

坦化を図る設計とする。 

 

 

 

火災１火災防護上重要な機器等は，耐震

重要度分類に応じた地震力が作用した場合

においても支持することができる地盤に設

置し，自らの破壊又は倒壊による火災及び

爆発の発生を防止する設計とするととも

に，ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-⑤再処理施設の技術

基準に関する規則に従い，耐震設計を行う

設計とする。 

 

なお，屋外の火災防護上重要な機器等に

対して火災及び爆発を発生させるおそれの

ある竜巻については，「3.3.2 竜巻」に基

づく竜巻防護対策を行うことにより，火災

及び爆発の発生防止を講ずる設計とする。 

また，屋外の火災防護上重要な機器等に

対して火災及び爆発を発生させるおそれの

ある森林火災については，「3.3.3 外部火

災」の「(3) 外部火災に対する防護対

策」，「(a) 森林火災に対する防護対策」

に基づく防火帯による防護等により火災及

び爆発の発生防止を講ずる設計とする。 

 

5.3 火災の感知，消火 

 

火災の感知及び消火は，火災１火災防護上重

要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火

災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を

行うための火災感知設備及び消火設備を設置す

る設計とする。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(b) 

(ﾊ)-④は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(b)(ﾊ)-④を具

体的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4) 

(i)(b)(ﾊ)-⑤は，技術

基準規則の名称に変更

したもののため，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(b) 

(ﾊ)-⑤の区分と同義で

あり整合している。 
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ロ(4)(i)(c)(ｲ)-①ただし，火災感知設

備は，他の設備により火災発生の前後にお

いて有効に検出できる場合は設置しない。 

 

 

 

 

 

火災感知設備及び消火設備は，ロ

(4)(i)(c)(ｲ)-②「(b)(ﾊ) 落雷，地震等

の自然現象による火災及び爆発の発生防

止」で抽出した自然現象に対して，火災感

知及び消火の機能，性能が維持できる設計

とする。 

 

 

 

火災感知設備及び消火設備については，

火災区域及び火災区画に設置した火災１安

重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等は，地震による火災を想定する

場合は耐震重要度分類に応じて，機能を維

持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.3.1  火災感知設備 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮及び多様化 

＜中略＞ 

 

 

 

 

ただし，以下の火災のおそれがない区域又は

他の設備により火災発生の前後において有効に

検出できる場合は除く。 

 

 

 

 

1.5.1.3  火災の感知，消火 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震

等の自然現象に対して，火災感知及び消火の機

能，性能が維持され，かつ，安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の耐震重要度分類に応

じて，機能を維持できる設計とすることを

「1.5.1.3.3 自然現象の考慮」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

 (2) 火災感知設備 

＜中略＞ 

また，通常作業時に人の立入りがなく可燃

性物質がない区域，通常作業時に人の立入り

がなく少量の可燃性物質の取扱いはあるが取

扱いの状況を踏まえると火災のおそれがない

区域又はロ(4)(i)(c)(ｲ)-①可燃性物質の取

扱いはあるが火災感知器によらない設備によ

り検出方法の多様性を確保し，火災発生の前

後において有効に火災等を検出できる区域は

火災感知器を設置しない設計とする。 

＜中略＞ 

 

5.3 火災の感知，消火 

火災感知設備及び消火設備は，ロ(4)(i)(c) 

(ｲ)-②「5.2.4 自然現象による火災及び爆発

の発生防止」で抽出した自然現象に対して，火

災感知及び消火の機能，性能が維持できる設計

とする。 

 

 

 

 

火災防護上重要な機器等に係る火災感知設備

及び消火設備については，火災区域及び火災区

画に設置した火災１火災防護上重要な機器等が

地震による火災を想定する場合においては耐震

重要度分類に応じて，機能を維持できる設計と

する。 

＜中略＞ 

火災の影響を受けるおそれのある火災防護上

重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置す

る火災区域又は火災区画に対する火災の感知及

び消火に係る運用の措置について，以下に示

す。 

火災感知器を設置しない火災区域又は火災区

画は，不要な可燃性物質を持ち込まない可燃性

物質管理及び人の立ち入り管理又は火災感知器

によらない設備により火災発生の前後において

火災等を有効に検出できる設備により監視する

ことについて保安規定に定め，管理する。 

火災発生時の煙又は放射線の影響により消火

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)-①は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(c)(ｲ)-①と同

義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)-②は，設工認内の

項目の引き当てを行っ

ているため，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(b)(ﾊ)-②と

同義であり整合してい

る。 
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また，消火設備は，破損，誤作動又は誤

操作ロ(4)(i)(c)(ｲ)-③が起きた場合にお

いても，火災１安全上重要な施設の安全機

能及び放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を損なわない設計とする。 

 

 

 

1) 火災感知設備 

火災感知器ロ(4)(i)(c)(ｲ)1)-①は，環

境条件や火災の性質を考慮して型式を選定

し，固有の信号を発する異なる種類を組み

合わせて設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.3.4  消火設備の破損，誤動作又は誤操作に

よる安全機能への影響 

消火設備の破損，誤作動又は誤操作により，安

重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機

器等の安全機能を損なわないよう以下の設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

1.5.1.3.1  火災感知設備 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮及び多様化 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵

等の機器等を設置する火災区域又は火災区画の

火災感知器の型式は，放射線，取付面高さ，温

度，湿度，空気流等の環境条件及び予想される

火災の性質を考慮して選定する。 

また，火災を早期に感知するとともに，火災

の発生場所を特定するために，固有の信号を発

する異なる種類の火災感知器又は同等の機能を

有する機器を組み合わせて設置する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動が困難とならない箇所については，不要な

可燃性物質を持ち込まない可燃性物質管理を保

安規定に定め，管理する。 

 

消火活動時においては，煙の影響を軽減する

ため，可搬式排煙機等を配備することを保安規

定に定めて，管理する。 

火災感知設備及び消火設備の設計方針につい

ては，第 2章 個別項目の「7.3.3 火災防護設

備」に示す。 

 

第 2 章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(3) 消火設備 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の消火設備は，破損，誤作動又は誤操作ロ

(4)(i)(c)(ｲ)-③により，火災１火災防護

上重要な機器等の安全機能及び重大事故等

に対処するために必要な機能を損なわない

設計とする。 

 

(2) 火災感知設備 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の火災感知器ロ(4)(i)(c)(ｲ)1)-①の型式

は，放射線，取付面高さ，温度，湿度，空

気流等の環境条件及び予想される火災の性

質を考慮して選定するとともに，火災を早

期に感知できるよう固有の信号を発する異

なる種類の火災感知器として，アナログ式

煙感知器及びアナログ式熱感知器の組合せ

を基本として設置する設計とする。 

屋内において取り付け面高さが熱感知器

又は煙感知器の上限を超える場合及び外気

取入口など気流の影響等を受ける場合は，

アナログ式の感知器(煙又は熱)と非アナロ

グ式の炎感知器を組み合わせて設置する設

計とする。屋外構築物の監視に当たって

は，アナログ式の感知器の設置が適さない

ことから，非アナログ式の炎感知器及び非

アナログ式の熱感知カメラを組み合わせて

設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(c)(ｲ)-③と同

義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-①は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-①を具体的に

記載しており整合し

ている。 
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また，発火性又は引火性の雰囲気を形成

するおそれのある場所については，防爆型

のアナログ式の熱感知器(熱電対)に加え，

防爆型の非アナログ式の炎感知器を設置す

る設計とする。 

非アナログ式の火災感知器は，環境条件

等を考慮することにより誤作動を防止する

設計とする。 

非アナログ式の炎感知器及び非アナログ

式の熱感知カメラを設置する場合は，それ

ぞれの監視範囲に火災の感知に影響を及ぼ

す死角がないように設置する設計とする。 

非アナログ式の炎感知器を屋内に設置す

る場合は，誤動作防止対策のため，外光が

当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設

置する設計とする。 

非アナログ式の炎感知器及び非アナログ

式の熱感知カメラを屋外に設置する場合

は，屋外型を採用するとともに，必要に応

じて太陽光の影響を防ぐ遮光板を設置する

設計とする。 

消防法施行令及び消防法施行規則におい

て火災感知器の設置が除外される区域につ

いても，火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設が火災による影響を考慮す

べき場合には火災感知器を設置する設計と

する。 

火災感知器については消防法施行規則第

二十三条第 4項に従い設置する設計とす

る。 

また，環境条件等から消防法上の火災感

知器の設置が困難となり，感知器と同等の

機能を有する機器を使用する場合において

は，同項において求める火災区域内の感知

器の網羅性及び火災報知設備の感知器及び

発信機に係る技術上の規格を定める省令第

十二条～第十八条までに定める感知性能と

同等以上の方法により設置する設計とす

る。 

ただし，火災防護上重要な機器等及び重

大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画のうち，コンクリート製の構造物

や金属製の配管，タンク等のみで構成する

機器等を設置する火災区域又は火災区画

は，火災の影響により機能を喪失するおそ

れがないことから，固有の信号を発する異

なる種類の火災感知器の組合せは行わず，
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火災感知設備は，外部電源喪失時におい

ても火災の感知が可能なようロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-②に電源を確保し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室ロ(4)(i)(c)(ｲ) 1)-

③にて常時監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 火災感知設備の電源確保 

火災感知設備は，外部電源喪失時にも火災の

感知が可能となるよう,蓄電池を設け，火災感知

の機能を失わないよう電源を確保する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

(4) 火災受信器盤 

中央制御室又は使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室に設置する火災受信器盤に火

災信号を表示するとともに警報を発すること

で，適切に監視できる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防法に基づいた設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等を設置する火災

区域又は火災区画の火災感知設備は，外部

電源喪失時にも火災の感知が可能となるよ

うロ(4)(i)(c)(ｲ)1)-②,蓄電池を設け，火

災感知の機能を失わないよう電源を確保す

る設計とする。 

また，火災防護上重要な機器等を設置す

る火災区域又は火災区画の火災感知設備に

ついては，火災防護上重要な機器等の耐震

重要度分類に応じて，非常用母線又は運転

予備用母線から給電する設計とする。 

＜中略＞ 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の火災感知設備は，中央制御室又は使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室ロ

(4)(i) (c)(ｲ)1)-③若しくは緊急時対策建

屋の建屋管理室に設置する火災受信器盤(火

災監視盤)に火災信号を表示するとともに警

報を発することで，常時監視できる設計と

するとともに，火災感知器の設置場所を 1

つずつ特定できることにより，火災の発生

場所を特定できる設計とする。 

火災感知器は，自動試験機能又は遠隔試

験機能により点検ができる設計とする。 

自動試験機能又は遠隔試験機能を持たな

い火災感知器は，機能に異常がないことを

確認するため，消防法施行規則に基づく煙

等の火災を模擬した試験を定期的に実施す

ることを保安規定に定めて, 管理する。 

屋外の火災区域又は火災区画に設置する

火災感知器は，設計上考慮する自然現象に

対する環境条件を満足する設計とする。 

屋外の火災感知設備は，外気温が-15.7℃

まで低下しても使用可能な屋外仕様とする

とともに火災感知器の予備を確保し，風水

害の影響を受けた場合は，早期に火災感知

器の取替えを行うことにより，当該設備の

機能及び性能を復旧する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-②は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-②を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-③は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)1)-③を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5335



  

ロ-55 

火
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

2) 消火設備 

 

 

火災１再処理施設の安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を設置

する火災区域又は火災区画で，火災発生時

の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難となるロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-①とこ

ろには，固定式消火設備を設置して消火を

行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.3.2  消火設備 

(8) 安重機器等を設置する区域のうち消火困難と

なる区域の消火設備 

火災の影響を受けるおそれのある安重機能を

有する機器等を設置する火災区域又は火災区画

のうち，煙又は放射線の影響により消火困難と

なる箇所については以下のとおり自動又は制御

室等からの手動操作による固定式消火設備を設

置することにより，消火活動を可能とする。 

 

＜中略＞ 

(9) 放射性物質貯蔵等の機器等を設置する区域の

うち消火困難となる区域の消火活動 

放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区

域のうち，当該機器が火災の影響を受けるおそ

れがあることから消火活動を行うに当たり，煙

又は放射線の影響により消火困難となる箇所に

ついては以下のとおり固定式消火設備を設置す

ることにより，消火活動を可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 消火設備 

＜中略＞ 

 

火災１火災の影響を受けるおそれのある

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処施設を設置する火災区域又は火災区画の

うち，火災発生時の煙又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるロ

(4)(i)(c)(ｲ)2)-①箇所として多量の可燃

性物質を取り扱う火災区域又は火災区画(危

険物の規制に関する政令に規定される著し

く消火困難な製造所等に該当する場所とな

る放射性物質が含まれる有機溶媒等を貯蔵

する設備を設置するセル)，可燃性物質を取

扱い構造上消火活動が困難となる火災区域

又は火災区画(中央制御室床下，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室，緊急

時対策建屋の対策本部室の床下及び一般共

同溝)，等価火災時間が 3時間を超える火災

区域又は火災区画及び電気品室等の火災区

域又は火災区画については，自動又は中央

制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室，緊急時対策建屋の建屋管理

室からの手動操作による固定式消火設備を

設置することにより，消火活動を可能とす

る設計とする。 

上記以外の火災区域又は火災区画につい

ては，取り扱う可燃性物質の量が少ないこ

と，消火に当たり扉を開放することで隣室

からの消火が可能なこと，再処理施設は動

的閉じ込め設計としており，換気設備によ

る排煙が可能であるため，有効に煙の除去

又は煙が降下するまでの時間が確保できる

ことにより消火活動が困難とならないた

め，消防法又は建築基準法に基づく消火設

備で消火する設計とする。 

 

消火設備の破損，誤作動又は誤操作に伴

う溢水に対する影響は，溢水に対する防護

設計に包絡されるため，「6.再処理施設内

における溢水による損傷の防止」に基づく

設計とする。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の消火設備は，以下の設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-①は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-①

を具体的に記載してお

り整合している。 
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固定式ガス消火設備は，作動前に従事者

等の退出ができるよう警報ロ(4)(i)(c)(ｲ) 

2)-②を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，再処理施設のロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-

③安全上重要な施設を系統間で分離して設

置する火災区域又は火災区画の消火ロ(4) 

(i)(c)(ｲ)2)-④に用いる消火設備は，選択

弁等の動的機器の故障によっても系統分離

に応じた独立性を備えた設備とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火用水供給系は，２時間の最大放水量

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑤を確保するととも

に， 

 

 

 

 

(15) 固定式ガス消火設備等の従事者退避警報 

全域放出方式の固定式ガス消火設備は，作動

前に従事者等の退出ができるよう警報又は音声

警報を吹鳴する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 系統分離に応じた独立性の考慮 

再処理施設の安全上重要な施設を系統間で分

離し設置する火災区域又は火災区画の消火に用

いる消火設備は，消火設備の動的機器の単一故

障によっても，以下のとおり，系統分離に応じ

た独立性を備えるものとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(12) 消火用水の最大放水量の確保 

消火剤に水を使用する消火設備（屋内消火

栓，屋外消火栓）の必要水量を考慮し，水源は

消防法施行令及び危険物の規制に関する規則に

基づくとともに，２時間の最大放水量（426ｍ
３）を確保する設計とする。 

＜中略＞ 

 

e. 消火設備の警報 

(b) 固定式ガス消火設備の退避警報 

全域放出方式の固定式ガス消火設備

は，作動前に従事者等が退出できるよう

警報ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-②又は音声警報

を吹鳴する設計とする。 

ハロゲン化物消火設備(局所)は，従事

者が酸欠になることはないが，消火時に

生成するフッ化水素が周囲に拡散するこ

とを踏まえ，作動前に退避警報を発する

設計とする。 

なお，固定式ガス消火設備のうち，防

火シート，金属製の筐体等による被覆内

に局所的に放出する場合においては，消

火剤が内部に留まり，外部に有意な影響

を及ぼさないため，消火設備作動前に退

避警報を発しない設計とする。 

 

b. 消火設備の系統構成 

(b) 系統分離に応じた独立性の考慮 

再処理施設のロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-③火

災防護上の最重要設備の相互の系統分離

を行うために設けられた火災区域又は火

災区画の消火ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-④を行

うガス系消火設備は，消火設備の動的機

器の故障により，系統分離した設備に対

する消火設備の消火機能が同時に喪失す

ることがないよう，動的機器である容器

弁及び選択弁のうち，容器弁(ボンベ含

む)は必要数量に対し 1以上多く設置する

とともに，選択弁は各ラインにそれぞれ

設置することにより同時に機能が喪失し

ないよう独立性を備えた設計とする。 

なお，万一，系統上の選択弁の故障を

想定しても，手動により選択弁を操作す

ることにより，消火が可能な設計とす

る。 

 

 

a. 消火設備の消火剤の容量 

消火用水供給系の水源は，消防法施行

令，危険物の規制に関する規則及び都市計

画法施行令に基づくとともに，2時間の最

大放水量ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑤に対し十分

な容量を有する設計とする。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-②は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-②

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-③は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-③

と同義であり整合して

いる。 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-④は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-④

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑤は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑤

と同義であり整合して

いる。 
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給水処理設備と兼用する場合は隔離弁を設

置し消火水供給を優先する設計とし， 

 

 

 

水源ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑥及び消火ポンプ

は多重性又は多様性を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑦また，屋内及び屋

外の消火範囲を考慮し消火栓を配置すると

ともに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑧移動式消火設備を配

備する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 水消火設備の優先供給 

消火用水は他の系統と兼用する場合には，他

の系統から隔離できる弁を設置し，遮断する措

置により，消火水供給を優先する設計とする。 

＜中略＞ 

(11) 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は，

火災防護審査基準に基づく消火活動時間２時間

に対し十分な容量を有するろ過水貯槽及び消火

用水貯槽を設置し，双方からの消火水の供給を

可能とすることで，多重性を有する設計とす

る。 

また，消火ポンプは電動機駆動消火ポンプに

加え，同等の能力を有する異なる駆動方式であ

るディーゼル駆動消火ポンプを設置すること

で，多様性を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

(3) 消火栓の配置 

火災区域又は火災区画に設置する屋内消火栓

及び屋外消火栓は，火災区域の消火活動（セル

を除く）に対処できるよう，消防法施行令第十

一条（屋内消火栓設備に関する基準），第十九

条及び都市計画法施行令第二十五条（屋外消火

栓設備に関する基準，開発許可の基準を適用す

るについて必要な技術的細目）に準拠し配置す

ることにより，消火栓により消火を行う必要の

あるすべての火災区域又は火災区画（セルを除

く）における消火活動に対処できるように配置

する設計とする。 

 

(4) 移動式消火設備の配備 

火災時の消火活動のため，「使用済燃料の再

処理の事業に関する規則」（以下「再処理規

則」という。）第十二条に基づき，消火ホース

等の資機材を備え付けている移動式消火設備と

して，大型化学高所放水車を配備するととも

に，故障時の措置として消防ポンプ付水槽車を

配備する設計とする。 

また，航空機落下による化学火災（燃料火

災）時の対処のため化学粉末消防車を配備する

設計とする。 

b. 消火設備の系統構成 

(c) 消火用水の優先供給 

消火用水は給水処理設備と兼用する場

合は隔離弁を設置し，消火用水の供給を

優先する設計とする。 

＜中略＞ 

(a) 消火用水供給系の多重性又は多様性 

消火用水供給系の水源ロ(4)(i)(c)(ｲ) 

2)-⑥として，ろ過水貯槽及び消火用水

貯槽を設置し，多重性を有する設計とす

る。 

＜中略＞ 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑥消火用水系の消

火ポンプは，必要量を送水可能な電動機

駆動消火ポンプに加え，ディーゼル駆動

消火ポンプを 1台ずつ設置することで，

多様性を有する設計とするとともに，消

火配管内を加圧状態に保持するため，機

器の単一故障を想定し，圧力調整用消火

ポンプを 2台設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(c) 消火栓の配置 

火災区域又は火災区画(セルを除く)に

設置するロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑦屋内消火

栓及び屋外消火栓は，消防法施行令及び

都市計画法施行令に準拠し配置すること

により，消火栓により消火を行う必要の

あるすべての火災区域又は火災区画にお

ける消火活動に対処できるように配置す

る設計とする。 

 

 

 

g. その他 

(a) 移動式消火設備 

火災時の消火活動のため，ロ(4)(i) 

(c)(ｲ)2)-⑧消火ホース等の資機材を備

え付けている移動式消火設備として，大

型化学高所放水車を配備するとともに，

故障時の措置として消防ポンプ付水槽車

を配備する設計とする。 

また，航空機落下による化学火災(燃料

火災)時の対処のため化学粉末消防車を配

備する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑥は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑥を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑦は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑦を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑧は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑧を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

5338



  

ロ-58 

火
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

消火設備の消火剤は，想定される火災の

性質に応じた十分な容量を配備ロ(4)(i) 

(c)(ｲ)2)-⑨し， 

 

 

 

 

 

 

管理区域で放出したロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑩

場合に，管理区域外への流出を防止する設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑪消火設備は，火災

の火炎等による直接的な影響，流出流体等

による二次的影響を受けず，火災１安重機

能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の

機器等にロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑪悪影響を及

ぼさないよう設置し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 想定される火災の性状に応じた消火剤容量 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏まえ，想

定される火災の性質に応じた容量の消火剤を備

える設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

(14) 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出した消火水は，管理区域外

への流出を防止するため，管理区域と管理区域

外の境界に堰等を設置するとともに，各室の排

水系統から液体廃棄物の廃棄施設に回収し，処

理する設計とする。 

また，管理区域においてガス系消火剤による

消火を行った場合においても，建屋換気設備の

フィルタ等により放射性物質を低減したのち，

排気筒等から放出する設計とする。 

 

 

 

 

(1) 火災に対する二次的影響の考慮 

再処理施設内の消火設備のうち，消火栓，消

火器等を適切に配置することにより，安重機能

を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等

に火災の二次的影響が及ばない設計とする。 

消火剤にガスを用いる場合は，電気絶縁性の

高いガスを採用することで，火災が発生してい

る火災区域又は火災区画からの火炎，熱による

直接的な影響のみならず，煙，流出流体，断線

及び爆発等の二次的影響が安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 消火設備の消火剤の容量 

消火設備の消火剤は，想定される火災の

性質に応じた十分な容量ロ(4)(i)(c)(ｲ)2) 

-⑨として，消防法施行規則又は試験結果

に基づく消火剤容量を配備する設計とす

る。 

 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(b) 管理区域からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出したロ(4)(i)(c)(ｲ) 

2)-⑩消火水は，管理区域外への流出を

防止するロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑩ため，管

理区域と管理区域外の境界に堰等を設置

するとともに，各室の排水系統から低レ

ベル廃液処理設備に回収し，処理する設

計とする。 

また，管理区域においてガス系消火剤

による消火を行った場合においても，換

気設備のフィルタ等により放射性物質を

低減したのち，排気筒等から放出する設

計とする。 

 

(a) 火災による二次的影響の考慮 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑪消火栓，消火器

等を適切に配置することにより，火災１

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設にロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑪火災の

二次的影響が及ばない設計とする。 

消火剤にガスを用いる場合は，電気絶

縁性の高いガスを採用し，火災が発生し

ている火災区域又は火災区画からの火

炎，熱による直接的な影響のみならず，

煙，流出流体，断線及び爆発等の二次的

影響が火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

消火設備は火災による熱の影響を受け

ても破損及び爆発が発生しないように，

消火ガスボンベに接続する安全装置によ

り消火ガスボンベの過圧を防止する設計

とするとともに，消火ガスボンベ及び制

御盤については消火対象を設置するエリ

アとは別の火災区域，火災区画又は十分

に離れた位置に設置する設計とする。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑨は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑨を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑩は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑩を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑪は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑪

と同義であり整合して

いる。 
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外部電源喪失時ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑫の電

源を確保するとともに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑬又は使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室に故障警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

また，煙の二次的影響が火災 1 安全機能

を有する構築物，系統及び機器に悪影響を

及ぼす場合は，防火ダンパを設ける設計と

する。 

 

 

 

消火設備ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑭を設置し

た場所への移動及び操作を行うため，蓄電

池を内蔵する照明器具を設置する設計とす

る。 

 

 

(5) 消火設備の電源確保 

消火設備のうち，消火用水供給系の電動機駆

動消火ポンプは運転予備用母線から受電する設

計とするが，ディーゼル駆動消火ポンプは，外

部電源喪失時でもディーゼル機関を起動できる

ように，専用の蓄電池により電源を確保する設

計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 消火設備の故障警報 

固定式消火設備（全域），電動機駆動消火ポ

ンプ及びディーゼル駆動消火ポンプは，電源断

等の故障警報を使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室又は中央制御室に吹鳴する設計

とする。 

 

 

 

(1) 火災に対する二次的影響の考慮 

＜中略＞ 

また，煙の二次的影響が安全機能を有する構

築物，系統及び機器に悪影響を及ぼす場合は，

防火ダンパを設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

(10) 消火活動のための電源を内蔵した照明器具 

屋内消火栓及び消火設備の現場盤操作等に必

要な照明器具として，移動経路，屋内消火栓設

備及び消火設備の現場盤周辺に，現場への移動

時間約 10 分～40 分及び消防法の消火継続時間

20 分を考慮し，２時間以上の容量の蓄電池を

内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

 

c. 消火設備の電源確保 

ディーゼル駆動消火ポンプは，外部電源

喪失時ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑫においてもデ

ィーゼル機関を起動できるように，専用の

蓄電池により電源を確保する設計とする。 

また，火災防護上重要な機器等を設置す

る消火活動が困難となる箇所の固定式消火

設備のうち作動に電源が必要となるもの

は，外部電源喪失時においても消火が可能

となるよう，非常用母線から給電するとと

もに，設備の作動に必要な電源を供給する

蓄電池を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

地震時において固定式消火設備による消

火活動を想定する必要の無い火災区域又は

火災区画に係る消火設備については運転予

備用母線から給電する設計とする。 

ケーブルトレイに対する局所消火設備

は，消火剤の放出に当たり電源を必要とし

ない設計とする。 

 

e. 消火設備の警報 

(a) 消火設備の故障警報 

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑬固定式消火設

備，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼ

ル駆動消火ポンプは，電源断等の故障警

報を使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室，中央制御室又は緊急時対策

建屋の建屋管理室に吹鳴する設計とす

る。 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(a) 火災による二次的影響の考慮 

また，煙の二次的影響が火災 1 火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設に悪影響を及ぼす場合は，防火ダンパ

を設ける設計とする。 

 

g. その他 

(b) 消火用の照明器具 

火災防護上重要な機器等及び重大事故

等対処施設を設置する火災区域及び火災

区画の消火設備ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑭の

現場盤操作等に必要な照明器具として，

移動経路，消火設備の現場盤周辺に，現

場への移動時間に加え，消防法の消火継

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑫は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑫を具体的に

記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑬は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑬

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)2)-⑭は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(i)(c)(ｲ)2)-⑭

を具体的に記載してお

り整合している。 
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(d) 火災及び爆発の影響軽減 

ロ(4)(i)(d)-①火災及び爆発の影響軽減

については，安全機能を有する施設の重要

度に応じ，それらを設置する火災区域又は

火災区画及び隣接する火災区域又は火災区

画における火災及び爆発による影響を軽減

するため，以下の対策を講ずる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.4  火災及び爆発の影響軽減 

1.5.1.4.1  火災及び爆発の影響軽減 

再処理施設の安重機能を有する機器等及び放射

性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域又は火

災区画内の火災及び爆発並びに隣接する火災区域

又は火災区画の火災及び爆発による影響に対し，

以下に記す火災及び爆発の影響軽減のための対策

を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

続時間 20 分を考慮し，2時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する

設計とする。 

 

f. 消火設備に対する自然現象の考慮 

(a) 凍結防止対策 

屋外に設置する消火設備のうち，消火

用水の供給配管は凍結を考慮し，凍結深

度を確保した埋設配管とし，地上部に配

置する場合には保温材を設置することに

より凍結を防止する設計とするととも

に，屋外消火栓は，自動排水機構により

消火栓内部に水が溜まらないような構造

とする設計とする。 

(b) 風水害対策 

消火ポンプ及び固定式ガス消火設備

は，風水害に対してその性能が著しく阻

害されることが無いよう，各建屋内に設

置する設計とする。 

 

(c) 地盤変位対策 

屋内消火栓は，地震時における地盤変

位により，消火用水を建物へ供給する消

火配管が破断した場合においても，移動

式消火設備から消火水を供給し，消火活

動を可能とするよう，送水口を設置し，

破断した配管から建屋外へ流出させない

よう逆止弁を設置する設計とする。 

 

第 1 章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.4 火災及び爆発の影響軽減 

5.4.1 火災及び爆発の影響軽減対策 

ロ(4)(i)(d)-①再処理施設の火災防護上

重要な機器等を設置する火災区域又は火災区

画及び隣接する火災区域又は火災区画におけ

る火災及び爆発による影響を軽減するため，

以下の対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-①を具体

的に記載しており整

合している。 
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火災１再処理施設の安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の機器等ロ

(4)(i)(d)-②を設置する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区域は，ロ(4)(i)(d)-②他の火災区域

と隣接する場合は，３時間以上の耐火能力

を火災耐久試験により確認した耐火壁によ

って他の区域と分離する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-③また，再処理施設におけ

る火災防護上の最重要機能である 

 

 

 

プルトニウムを含む溶液又は粉末及び高レ

 

 

(1) 安全上重要な施設の火災区域の分離 

再処理施設の安重機能を有する機器等を設置

する火災区域は，他の火災区域と隣接する場合

は，３時間以上の耐火能力を火災耐久試験によ

り確認した耐火壁によって他の区域と分離す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 最重要設備に係る機器及びケーブルの系統分

離 

再処理施設における安全上重要な施設の中で

も，最重要設備（機器及び当該機器を駆動又は

制御するケーブル）に対し，以下に示すいずれ

かの系統分離対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方

針 

5.1.1 安全機能を有する施設 

火災１火災防護上重要な機器等ロ(4)(i) 

(d)-②を収納する建屋に，耐火壁(耐火隔

壁，耐火シール，防火戸，防火ダンパ等)，

天井及び床(以下「耐火壁」という。)によ

って囲われた火災区域を設定する。建屋の

火災区域は，火災防護上重要な機器等の配

置を考慮して設定する。 

 

第 2 章 個別項目 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(1) 火災区域構造物及び火災区画構造物 

火災区域は，第 1章 共通項目の「5.1.1

安全機能を有する施設」及び「5.1.2 重大

事故等対処施設」に示す耐火壁により隣接

する他の火災区域と分離する設計とする。 

火災区画は，第 1章 共通項目の「5.1.1

安全機能を有する施設」及び「5.1.2 重大

事故等対処施設」に示す耐火壁，離隔距離

及び系統分離状況に応じて火災区域を細分

化する設計とする。 

このうち，火災区域は，ロ(4)(i)(d)-②

3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁とし

て，3時間耐火に設計上必要な 150mm 以上

の壁厚を有するコンクリート壁や火災耐久

試験により 3時間以上の耐火能力を有する

耐火壁により隣接する他の火災区域と分離

する。 

 

 

 

第 1 章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方

針 

5.1.1 安全機能を有する施設 

＜中略＞ 

ロ(4)(i)(d)-③安全上重要な施設のう

ち，その重要度と特徴を考慮し，最も重要な

以下の設備(以下「火災防護上の最重要設

備」という。)に対し，系統分離対策を講ず

る設計とする。 

1) プルトニウムを含む溶液又は粉末及び

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d)-

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ(4) 

(i)(d)-②と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-②は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-②を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-③は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-③を具体

的に記載しており整

合している。 
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ベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機能（異

常の発生防止機能を有する排気機能）を有

する気体廃棄物の廃棄施設の排風機， 

 

崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系の重要

度の高いもの，ウラン・プルトニウム混合

酸化物貯蔵建屋換気設備貯蔵室からの排気

系， 

 

安全圧縮空気系及び 

 

ロ(4)(i)(d)-④これらの機能の維持に必要

な支援機能である非常用所内電源系統につ

いては， 

 

 

 

 

 

 

互いに相違する系列間の機器及びケーブル

並びにこれらに関連する一般系のケーブル

は， 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-⑤「３時間以上の耐火能力を

有する隔壁等で分離された設計」， 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-⑥「互いに相違する系列間の

水平距離が６ｍ以上あり，かつ，火災感知

設備及び自動消火設備を設置する設計」又

は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，最重要設備のケーブルの系統分離にお

いては，最重要設備のケーブルと同じトレイ等

に敷設するなどにより，最重要設備のケーブル

の系統と関連することとなる最重要設備のケー

ブル以外のケーブルも当該系統に含め，他系統

との分離を行うため，以下の設計とする。 

ａ．３時間以上の耐火能力を有する隔壁等による

分離 

系統分離し配置している最重要設備となる安重

機能を有する機器等は，火災耐久試験により３時

間以上の耐火能力を確認した，耐火壁で系統間を

分離する設計とする。 

 

 

ｂ．水平距離６ｍ以上の離隔距離の確保，火災感

知設備及び自動消火設備の設置による分離 

互いに相違する系列の最重要設備は，水平距離

間には仮置きするものを含め可燃性物質が存在し

ないようにし，系列間を６ｍ以上の離隔距離によ

り分離する設計とし，かつ，火災感知設備及び自

動消火設備を設置することで系統間を分離する設

計とする。 

 

 

 

 

 

高レベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機

能(異常の発生防止機能を有する排気機

能)を有する気体廃棄物の廃棄施設の排風

機 

2) 崩壊熱除去機能のうち安全冷却水系の

重要度の高いもの(崩壊熱による溶液の沸

騰までの時間余裕が小さいもの)，ウラ

ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換

気設備貯蔵室からの排気系 

3) 安全圧縮空気系 

 

4) ロ(4)(i)(d)-④上記機能の維持に必要

な支援機能である非常用所内電源系統 

 

 

5.4 火災及び爆発の影響軽減 

5.4.1 火災及び爆発の影響軽減対策 

＜中略＞ 

(1) 火災防護上の最重要設備に対する影響軽

減対策 

火災防護上の最重要設備のうち，互いに

相違する系列間の機器及びケーブル並びに

これらに関連する一般系のケーブルは，以

下のいずれかの系統分離によって，火災の

影響を軽減するための対策を講ずる設計と

する。 

a. ロ(4)(i)(d)-⑤3 時間以上の耐火能力を

有する隔壁等による分離 

火災防護上の最重要設備のうち，互いに

相違する系列間の機器及びケーブル並びに

これらに関連する一般系のケーブルは，火

災耐久試験により 3時間以上の耐火能力を

確認した，隔壁等で系統間を分離する設計

とする。 

b. 水平距離 6m 以上ロ(4)(i)(d)-⑥の離隔

距離の確保，火災感知設備及び自動消火設

備の設置による分離 

火災防護上の最重要設備のうち，互いに

相違する系列間の機器及びケーブル並びに

これらに関連する一般系のケーブルは，水

平距離間には仮置きするものを含め可燃性

物質が存在しないようにし，系列間を 6m 以

上の離隔距離により分離する設計とし，か

つ，火災感知設備及び自動消火設備を設置

することで系統間を分離する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d)-

④は，事業変更許可申

請書（本文）のロ(4) 

(i)(d)-④と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑤は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑤を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑥は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑥を具体

的に記載しており整

合している。 
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ロ(4)(i)(d)-⑦「１時間の耐火能力を有す

る隔壁等で互いの系列間を分離し，かつ，

火災感知設備及び自動消火設備を設置する

設計」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-⑧ただし，火災及び爆発の

影響軽減のための措置を講ずる設計と同等

の設計として，中央制御室等の制御盤に関

しては，不燃性筐体による系統別の分離対

策， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高感度煙感知器の設置， 

 

 

 

 

 

 

ｃ．１時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及

び自動消火設備の設置による分離 

互いに相違する系列の最重要設備を１時間の耐

火能力を有する隔壁で分離し，かつ，火災感知設

備及び自動消火設備を設置することで系統間を分

離する設計とする。 

 

 

 

 

(3) 中央制御室に対する火災及び爆発の影響軽減 

ａ．制御盤の分離 

(a) 中央制御室においては，異なる系統の制御盤

を系統別に個別の不燃性の筐体で造る盤とする

ことで分離する。盤の筐体は 1.5ｍｍ以上の鉄

板で構成することにより，１時間以上の耐火能

力を有する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．制御盤内の火災感知器 

制御室には異なる種類の火災感知器を設置する

とともに，万一の制御盤内における火災を想定し

た場合，可能な限り速やかに感知・消火を行い，

安全機能への影響を防止できるよう，高感度煙感

知器を設置する設計とする。 

 

 

 

 

c. ロ(4)(i)(d)-⑦1 時間耐火隔壁による分

離，火災感知設備及び自動消火設備の設置

による分離 

火災防護上の最重要設備のうち，互いに

相違する系列間の機器及びケーブル並びに

これらに関連する一般系のケーブルを 1時

間の耐火能力を有する隔壁で分離し，か

つ，火災感知設備及び自動消火設備を設置

することで系統間を分離する設計とする。 

 

(2) 制御室の火災及び爆発の影響軽減対策 

a. 制御室制御盤内の火災影響軽減対策 

ロ(4)(i)(d)-⑧中央制御室に設置する火

災防護上の最重要設備である制御盤及びそ

のケーブルについては，火災及び爆発の影

響軽減のための措置を講ずる設計と同等の

設計として，不燃性筐体による系統別の分

離対策，離隔距離等による分離対策，高感

度煙感知器の設置，常駐する運転員による

消火活動等により，上記(1)と同等な設計と

する。 

なお，火災防護上の最重要設備には該当

しないが使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室についても同等の設計とす

る。 

制御室の制御盤は，火災及び爆発の影響

軽減のための措置を講ずる設計と同等の設

計として，実証試験結果に基づき，異なる

系統の制御盤を系統別に個別の不燃性の筐

体の盤とする又は同一盤に異なる系統の回

路を収納する場合は鉄板により別々の区画

を設け分離するとともに，異なる系統の配

線ダクト間に分離距離を確保する設計とす

る。また，操作スイッチ間は分離距離を確

保する設計とする。 

 

 

制御室には，異なる原理の火災感知器を

設置するとともに，制御盤内における火災

を速やかに感知し，安全機能への影響を防

止できるよう，高感度煙感知器を設置する

設計とする。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑦は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑦を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑧は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑧を具体

的に記載しており整

合している。 
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ロ(4)(i)(d)-⑨常駐する当直（運転員）に

よる消火活動等により，上記設計と同等な

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室の制御室床下コンクリートピ

ットに関しては，１時間の耐火能力を有す

るロ(4)(i)(d)-⑩コンクリートピット構造

による分離， 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-⑪火災感知設備並びに中央

制御室からの手動操作により早期の起動も

可能なハロゲン化物自動消火設備を設置す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(i)(d)-⑫再処理施設のセルは，放

射線物質による汚染のおそれのある区域を

常時負圧にすることで閉じ込め機能を維持

する動的な閉じ込め設計とするため，構成

する耐火壁を貫通する給気側ダクトに防火

ダンパを設置し，火災及び爆発の発生時に

は防火ダンパを閉止することにより，火災

及び爆発の影響を軽減できる設計とする。

ロ(4)(i)(d)-⑫一方，耐火壁を貫通するセ

ル排気側ダクトについては，３時間以上の

耐火境界となるように厚さ 1.5ｍｍ以上の

鋼板ダクトとする設計とする。 

 

 

ｃ．制御盤内の消火活動 

制御盤内の火災において，高感度煙感知器が煙

又は制御室内の火災感知器により火災を感知した

場合，当直（運転員）は，制御盤周辺に設置する

二酸化炭素消火器を用いて早期に消火を行う。消

火時には火災の発生箇所の特定が困難な場合も想

定し，サーモグラフィを配備する。 

 

 

 

ｄ．制御室床下の系統分離対策 

(a) 制御室の床下フリーアクセスフロアに敷設す

る互いに相違する系列のケーブルについては，

１時間以上の耐火能力を有する分離板又は障壁

で分離する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

(c) 制御室床下フリーアクセスフロアは，制御室

からの手動操作により早期の起動が可能な固定

式ガス消火設備を設置する設計とする。この消

火設備は，故障警報及び作動前の警報を各制御

室に発する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

(5) 換気設備に対する火災及び爆発の影響軽減対

策 

火災区域境界を貫通する換気ダクトには防火

ダンパを設置することで，他の区域からの火災

及び爆発の影響が及ばない設計とする。 

ただし，セルについては，放射性物質による

汚染のおそれのある区域を常時負圧にすること

で閉じ込め機能を維持する動的な閉じ込め設計

とするため，構成する耐火壁を貫通する給気側

ダクトに防火ダンパを設置し，火災及び爆発の

発生時には防火ダンパを閉止することにより，

火災の影響を軽減できる設計とする。 

一方，セル排気側ダクトについては防火ダン

パを設置しない設計とするが，耐火壁を貫通す

るダクトについては，厚さ 1.5ｍｍ以上の鋼板

ダクトにより，３時間耐火境界となるよう排気

系統を形成することから，他の火災区域又は火

制御室内の火災感知器により火災を感知

した場合，ロ(4)(i)(d)-⑨運転員は，制御

盤周辺に設置する消火器を用いて早期に消

火を行うことを保安規定に定めて，管理す

る。 

消火活動時には火災の発生箇所の特定が

困難な場合も想定し，サーモグラフィを配

備する設計とする。 

 

b. 制御室床下コンクリートピットの影響軽

減対策 

中央制御室の制御室床下コンクリートピ

ットにロ(4)(i)(d)-⑩敷設する互いに相違

する系列のケーブルに関しては，1時間以

上の耐火能力を有する分離板又は隔壁で系

列間を分離する設計とする。 

 

 

また，ロ(4)(i)(d)-⑪固有の信号を発す

る異なる原理の火災感知器を組み合わせて

設置し，火災の発生場所が特定できる設計

とする。 

さらに，中央制御室からの手動操作によ

り早期の起動が可能なハロゲン化物消火設

備を設置する設計とする。 

なお，火災防護上の最重要設備には該当

しないが使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室についても同等の設計とす

る。 

 

(3) 換気設備に対する火災及び爆発の影響軽

減対策 

火災区域境界を貫通する換気ダクトには

3時間耐火性能を有する防火ダンパを設置

することで，他の区域からの火災及び爆発

の影響が及ばない設計とする。 

ロ(4)(i)(d)-⑫ただし，セルについて

は，放射性物質による汚染のおそれのある

区域を常時負圧にすることで閉じ込め機能

を維持する動的な閉じ込め設計とするた

め，耐火壁を貫通する給気側ダクトに防火

ダンパを設置し，火災及び爆発の発生時に

は防火ダンパを閉止することにより，火災

の影響を軽減できる設計とするロ(4)(i) 

(d)-⑫とともに，耐火壁を貫通するセル排

気側ダクトについては，3時間以上の耐火

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑨及び事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑨は，保

安規定にて対応す

る。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑩は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑩を具体

的に記載しており整

合している。 

 

設工認のロ(4)(i)(d) 

-⑪は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(d)-⑪を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(d)-

⑫は，事業変更許可申

請書（本文）のロ(4) 

(i)(d)-⑫と同義であ

り整合している。 
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(e) 火災影響評価 

 

 

 

 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質

の量等を基に，想定される再処理施設内の

火災又は爆発によって，安全上重要な施設

の多重化されたそれぞれの系統が同時に機

能をロ(4)(i)(e)-①損なわれることによ

り，再処理施設のロ(4)(i)(e)-①安全機能

が損なわれないことを，火災影響評価にて

確認する。 

 

 

 

 

災区画に対する遮炎性能を担保することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.1.4.2  火災影響評価 

再処理施設の特徴を踏まえ，各火災区域又は火

災区画における安全上重要な施設への火災防護対

策について内部火災影響評価ガイド及び事業指定

基準規則の解釈を参考に，再処理施設における火

災又は爆発が発生した場合においても安全上重要

な施設の安全機能を損なわないこと及び内部火災

により，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事

故が発生する場合は，それらに対処するために必

要な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束

できることについて確認する。内部火災影響評価

の結果，安全上重要な施設の安全機能に影響を及

ぼすおそれがある場合には，火災防護対策の強化

を図る。 

 

 

 

境界となるように必要な厚さを確保した鋼

板ダクトとする設計とする。 

 

 

5.4.2 再処理施設の安全確保 

(1) 再処理施設の安全機能の確保対策 

a. 火災区域又は火災区画に設置される不燃

性材料で構成される建物・構築物，系統及

び機器を除く全機器の機能喪失を想定した

設計 

再処理施設内の火災又は爆発によって，

当該火災区域又は火災区画に設置される不

燃性材料で構成される建物・構築物，系統

及び機器を除く全機器の機能喪失を想定し

ても，火災の影響軽減のための系統分離対

策等によって，多重化されたそれぞれの系

統が同時に機能を損なわれることにより，

再処理施設の安全性が損なわれない設計と

する。 

b. 設計基準事故等に対処するための機器に

単一故障を想定した設計 

再処理施設内の火災又は爆発によって運

転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が

発生する場合は，それらに対処するために

必要な機器の単一故障を考慮しても「5.4.1 

火災及び爆発の影響軽減対策」で実施する

火災防護対策により多重化されたそれぞれ

の系統が同時に機能を失うことなく，異常

状態を収束できる設計とする。 

 

(2) 火災影響評価 

a. 火災区域又は火災区画に設置される不燃

性材料で構成される建物・構築物，系統及

び機器を除く全機器の機能喪失を想定した

設計に対する評価 

火災区域又は火災区画における設備等の

設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基

に，想定される再処理施設内の火災又は爆

発を考慮しても，安全上重要な施設の多重

化されたそれぞれの系統が同時に機能をロ

(4)(i)(e)-①損なわれず，再処理施設のロ

(4)(i)(e)-①安全性が損なわれないこと

を，火災影響評価にて確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(e)-

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(4)(i)(e)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

5346



  

ロ-66 

火
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 隣接火災区域に影響を与えない火災区

域に対する火災伝播評価 

当該火災区域又は火災区画内に設置す

る全機器の動的機能喪失を想定しても，

再処理施設の多重化された火災防護上の

最重要設備に係る機器及びケーブルの系

統分離の火災防護対策を考慮することに

より，火災防護上の最重要設備の安全機

能に影響を与えないことを確認する。 

また，火災防護上の最重要設備以外の

安全上重要な施設が機能喪失するおそれ

のある火災区域又は火災区画は，当該火

災区域又は火災区画における最も過酷な

単一の火災を想定して，火災力学ツール

(以下「FDTs」という。)を用いた火災影

響評価を実施し，安全上重要な施設が同

時に機能を喪失しないことを確認するこ

とで，再処理施設の安全性が損なわれな

いことを確認する。 

 

(b) 隣接火災区域に火災の影響を与える火

災区域に対する火災伝播評価 

当該火災区域又は火災区画内の火災に

伴う当該火災区域又は火災区画及び隣接

火災区域又は火災区画の 2区画内に設置

する全機器の動的機能喪失を想定して

も，再処理施設の多重化された火災防護

上の最重要設備に係る機器及びケーブル

の系統分離の火災防護対策を考慮するこ

とにより，火災防護上の最重要設備の安

全機能のうち，少なくとも一つの系統の

安全機能が確保されることを確認する。 

また，火災防護上の最重要設備以外の

安全上重要な施設が機能喪失するおそれ

のある隣接 2区域(区画)において，当該

火災区域又は火災区画における最も過酷

な単一の火災を想定して，「FDTs」を用

いた火災影響評価を実施し，安全上重要

な施設が同時に機能を喪失しないことを

確認することで，再処理施設の安全性が

損なわれないことを確認する。 
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また，再処理施設内の火災又は爆発によ

って運転時の異常な過渡変化又は設計基準

事故が発生するロ(4)(i)(e)-②場合は，そ

れらに対処するために必要な機器の単一故

障を考慮しても異常状態を収束できるロ

(4)(i)(e)-②設計とし，火災影響評価にて

確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

(f) その他 

ロ(4)(i)(f)-①「(b) 火災及び爆発の

発生防止」～「(e) 火災影響評価」のほ

か，安全機能を有する施設のそれぞれの特

徴を考慮した火災防護対策を講ずる設計と

する。 

 

 

 

1.5.1.4.2  火災影響評価 

 

再処理施設の特徴を踏まえ，各火災区域又は火

災区画における安全上重要な施設への火災防護対

策について内部火災影響評価ガイド及び事業指定

基準規則の解釈を参考に，再処理施設における火

災又は爆発が発生した場合においても安全上重要

な施設の安全機能を損なわないこと及び内部火災

により，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事

故が発生する場合は，それらに対処するために必

要な機器の単一故障を考慮しても異常状態を収束

できることについて確認する。内部火災影響評価

の結果，安全上重要な施設の安全機能に影響を及

ぼすおそれがある場合には，火災防護対策の強化

を図る。 

 

1.5.1.5  個別の火災区域又は火災区画における留

意事項 

＜中略＞ 

 

b. 設計基準事故等に対処するための機器に

単一故障を想定した設計に対する評価 

火災又は爆発によって運転時の異常な過

渡変化又は設計基準事故が発生するロ(4) 

(i)(e)-②可能性があるため，それらに対

処するために必要な機器の単一故障を考慮

しても多重化されたそれぞれの系統が同時

に機能を失うことなく，異常状態を収束で

きるロ(4)(i)(e)-②ことを火災影響評価に

て確認する。 

 

 

 

 

 

 

5.2.2 再処理施設の火災及び爆発の発生防止 

ロ(4)(i)(f)-①通常の使用状態において

水素が蓄電池外部へ放出されるおそれのあ

る蓄電池室には，原則として直流開閉装置

やインバータを収納しない設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①ただし，蓄電池が無停電

電源装置等を設置している室と同じ室に収

納する場合は，社団法人電池工業会「蓄電

池室に関する設計指針」(SBA G 0603)に適

合するよう，鋼板製筐体に収納し，水素ガ

ス滞留を防止するため筐体内を機械換気に

より排気することで火災又は爆発を防止す

る設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①蓄電池室の換気設備が停

止した場合には，中央制御室，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室又は緊

急時対策建屋の建屋管理室に警報を発する

設計とする。 

＜中略＞ 

ロ(4)(i)(f)-①放射性廃棄物の廃棄施設

は，火災の発生防止を考慮し，放射性物質

より発生する崩壊熱を冷却水又は空気で除

去する設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①また，放射性物質を含ん

だ廃樹脂及び廃スラッジは，廃樹脂貯槽に

貯蔵する設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①さらに，放射性物質を含

んだフィルタ類及びその他の雑固体は，処

理を行うまでの間，金属製容器に封入し，

保管する設計とする。 

 

 

設工認のロ(4)(i)(e)-

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ(4) 

(i)(e)-②と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(f) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(f)-①を具体

的に記載しており整

合している。(以下同

じ) 
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第 2章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(3) 消火設備 

g. その他 

(c) ポンプ室 

ロ(4)(i)(f)-①火災防護上重要な機器等

及び重大事故等対処施設のポンプの設置場

所のうち，火災発生時の煙の充満により消

火活動が困難な場所には，固定式消火設備

を設置する設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①上記以外のポンプを設置

している部屋は，換気設備による排煙が可

能であることから，煙が滞留し難い構造と

しており，人による消火が可能な設計とす

る。 

(d) 使用済燃料貯蔵設備 

ロ(4)(i)(f)-①使用済燃料貯蔵設備は，

使用済燃料を水中に貯蔵するための設備で

あり，未臨界となるよう間隔を設けたラッ

クに使用済燃料を貯蔵することから，消火

活動により消火用水が放水されても未臨界

を維持できる設計とする。 

 

第 1 章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.4 火災及び爆発の影響軽減 

5.4.1 火災及び爆発の影響軽減対策 

(4) 火災発生時の煙に対する火災及び爆発の

影響軽減対策 

ロ(4)(i)(f)-①運転員が駐在する中央制

御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の火災及び爆発の発生時の

煙を排気するために，建築基準法に基づく

容量の排煙設備を設置する設計とする。 

ロ(4)(i)(f)-①また，電気ケーブルが密

集する火災区域に該当する制御室床下，引

火性液体を取り扱う非常用ディーゼル発電

機室及び危険物の規制に関する政令に規定

される著しく消火困難な製造所等に該当す

る場所については，固定式消火設備によ

り，早期に消火する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(f) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(f)-①を具体

的に記載しており整

合している。(以下同

じ) 
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(5) 油タンクに対する火災及び爆発の影響軽

減対策 

ロ(4)(i)(f)-①火災区域又は火災区画に

設置する油タンクは，機械換気による排気

又はベント管により屋外へ排気する設計と

する。 

(6) 安全上重要な施設のケーブルに対する火

災の影響軽減対策 

ロ(4)(i)(f)-①安全上重要な施設の異な

る系統のケーブルは，IEEE 384 に準じて，

異なる系統のケーブルトレイ間の分離距離

を水平 900mm 以上又は垂直 1,500mm 以上，

ソリッドトレイ(ふた付き)の場合は，水平

25mm 以上又は垂直 25mm 以上とすることに

より，互いに相違する系統間で影響を及ぼ

さない設計とする。 

 

第 2 章 個別項目 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(4) 火災及び爆発の影響軽減設備 

a. 火災防護上の最重要設備の系統分離のた

めの火災影響軽減設備 

再処理施設における火災防護上の最重要

設備の系統分離は，第 1章 共通項目 

「5.4.1 (1) 火災防護上の最重要設備の系

統分離による影響軽減対策」に示す耐火隔

壁，火災感知設備及び自動消火設備により

行う設計とする。 

このうち，火災及び爆発の影響軽減設備

については，耐火隔壁により構成し，以下

に示す設計とする。 

 

(a) 3 時間耐火隔壁 

3 時間耐火隔壁は，互いに相違する系列

を分離し，火災及び爆発の影響を軽減する

ために，3時間以上の耐火能力を有する耐

火隔壁を設置する設計とする。 

 

(b) 6m 以上離隔，火災感知設備及び自動消火

設備 

互いに相違する系列は，火災及び爆発の

影響を軽減するために，水平距離間には仮

置きするものを含め可燃性物質が存在しな

いようにし，系列間を 6m 以上の離隔距離に

より分離する設計とする。 

また，火災感知設備及び自動消火設備を

 

 

設工認のロ(4)(i)(f) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(4)(i)(f)-①を具体

的に記載しており整

合している。(以下同

じ) 
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設置する設計とする。 

なお，火災感知設備及び自動消火設備に

ついては，「(2) 火災感知設備」及び「(3) 

消火設備」に基づく設計とする。 

(c) 1 時間耐火隔壁，火災感知設備及び自動

消火設備 

1 時間耐火隔壁は，互いに相違する系列

を分離し，火災及び爆発の影響を軽減する

ために，1時間以上の耐火能力を有する耐

火隔壁を設置する設計とする。 

また，火災感知設備及び自動消火設備を

設置する設計とする。 

なお，火災感知設備及び自動消火設備に

ついては，「(2) 火災感知設備」及び「(3) 

消火設備」に基づく設計とする。 

 

b. 中央制御室制御盤内の火災影響軽減設備 

中央制御室に設置する火災防護上の最重

要設備である制御盤の火災及び爆発の影響

軽減設備は高感度煙感知器により構成し，

以下に示す設計とする。 

(a) 高感度煙感知器 

高感度煙感知器は，火災及び爆発の影響

軽減のため，盤内における初期の火災の速

やかな感知を目的として，火災防護上の最

重要設備の系統分離対策を講ずる制御盤内

に設置する設計とする。 

なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室も同等の設計とする。 

c. 中央制御室床下コンクリートピットの火

災影響軽減設備 

中央制御室床下コンクリートピットの火

災防護上の最重要設備(ケーブル)の系統分

離は，第 1章 共通項目 「5.4.1 (2)b. 中

央制御室床下コンクリートピットの影響軽

減対策」に示す耐火隔壁，火災感知設備及

び消火設備により行う設計とする。 

このうち，火災及び爆発の影響軽減設備

については，耐火隔壁により構成する設計

とする。 

なお，耐火隔壁，火災感知設備及び消火

設備については，「本項 a.」，「(2) 火

災感知設備」及び「(3) 消火設備」に基づ

く設計とする。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室も同等の設計とする。 
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(ⅱ) 重大事故等対処施設の火災及び爆発の防止 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発によ

り重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防

止し，早期に火災発生を感知し消火を行うた

めに，火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

(a) 基本事項 

(ｲ) 火災区域及び火災区画の設定 

重大事故等対処施設をロ(4)(ⅱ)(a) 

(ｲ)-①設置するエリアについて，重大事故

等対処施設と設計基準事故に対処するため

の設備の配置を考慮してロ(4)(ⅱ)(a) 

(ｲ)-①火災区域及び火災区画を設定する。 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発に

より重大事故等に対処するために必要な機

能ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-②を損なうおそれがな

いよう，火災防護対策を講ずる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災防護対策を講ずる設計ロ(4)(ⅱ)(a) 

(ｲ)-③を行うに当たり， 

 

 

 

1.5  火災及び爆発の防止に関する設計 

1.5.2  重大事故等対処施設に対する火災及び爆発

の防止に関する設計 

1.5.2.1  火災及び爆発の防止に関する設計方針 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発により重

大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な

過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは重

大事故（以下「重大事故等」という。）に対処す

るために必要な機能が損なわれないよう，重大事

故等対処施設を設置する区域を火災区域及び火災

区画に設定し，火災及び爆発の発生防止，火災の

感知及び消火のそれぞれを考慮した火災防護対策

を講ずる設計とする。 

 

 

(1) 火災区域及び火災区画の設定 

重大事故等対処施設を設置するエリアについ

て，重大事故等対処施設と設計基準事故に対処

するための設備の配置を考慮して火災区域及び

火災区画を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発により

重大事故等に対処するために必要な機能を損な

うおそれがないよう，火災防護対策を講ずる設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災防護対策を講ずる設計を行うに当たり， 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方

針 

5.1.2 重大事故等対処施設 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発に

より重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれないよう，火災及び爆発の発

生を防止し，早期に火災発生を感知し消火

を行うために，重大事故等対処施設を設置

する火災区域及び火災区画に対して，火災

防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設をロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-

①収納する建屋の火災区域は，重大事故等

対処施設と設計基準事故に対処するための

設備の配置を考慮して設定する。 

 

火災区画ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-①は，建屋内

及び屋外で設定した火災区域を重大事故等

対処施設と設計基準事故に対処するための

設備の配置を考慮して，耐火壁又は離隔距

離に応じて細分化して設定する。 

 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発に

より重大事故等に対処するために必要な機

能ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-②が損なわれないよ

う，火災及び爆発の発生を防止し，早期に

火災発生を感知し消火を行うために，重大

事故等対処施設を設置する火災区域及び火

災区画に対して，火災防護対策を講ずる設

計とする。 

 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発に

より重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれないよう，火災及び爆発の発

生を防止し，早期に火災発生を感知し消火

を行うために，重大事故等対処施設を設置

する火災区域及び火災区画に対して，火災

防護対策を講ずる設計ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-③

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(a)(ｲ)-①は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ) 

-①を具体的に記載し

て お り 整 合 し て い

る。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(a)(ｲ)-②は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ) 

-②と同義であり整合

している。 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(a)(ｲ)-③は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ) 

-③と同義であり整合

している。 
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重大事故等対処施設をロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-④

設置する区域を火災区域及び火災区画に設

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区域は，３時間以上の耐火能力を有

する耐火壁により隣接する他の火災区域と

分離する。 

 

 

 

 

 

 

屋外の重大事故等対処施設を設置する区

域については，他の区域と分離して火災防

護対策を実施するために，重大事故等対処

施設と設計基準事故に対処するための設備

の配置を考慮して周囲からの延焼防止のた

めに火災区域を設定する。 

 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した

火災区域を重大事故等対処施設と設計基準

事故に対処するための設備の配置等を考慮

して，耐火壁又は離隔距離に応じて設定す

る。 

 

重大事故等対処施設のうち常設のものに

対して火災区域及び火災区画を設定し，火

災及び爆発の発生防止並びに火災の感知及

び消火のそれぞれを考慮した火災防護対策

を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

重大事故等対処施設を設置する区域を火災区域

及び火災区画に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災区域は，３時間以上の耐火能力を有する

耐火壁として，３時間耐火に設計上必要な 150

ｍｍ以上の壁厚を有するコンクリート壁や火災

耐久試験により３時間以上の耐火能力を有する

ことを確認した耐火壁により隣接する他の火災

区域と分離する。 

 

 

 

屋外の重大事故等対処施設を設置する区域に

ついては，他の区域と分離して火災防護対策を

実施するために，重大事故等対処施設と設計基

準事故に対処するための設備の配置を考慮して

周囲からの延焼防止のために火災区域を設定す

る。 

 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災

区域を重大事故等対処施設と設計基準事故に対

処するための設備の配置等を考慮して，耐火壁

又は離隔距離に応じて設定する。 

 

 

具体的には，重大事故等対処施設のうち常設

のものに対して火災区域及び火災区画を設定

し，火災及び爆発の発生防止，火災の感知及び

消火のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ず

る設計とする。 

 

 

 

 

重大事故等対処施設をロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-

④収納する建屋の火災区域は，重大事故等

対処施設と設計基準事故に対処するための

設備の配置を考慮して設定する。 

火災区画ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ)-④は，建屋内

及び屋外で設定した火災区域を重大事故等

対処施設と設計基準事故に対処するための

設備の配置を考慮して，耐火壁又は離隔距

離に応じて細分化して設定する。 

 

第 2 章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(1) 火災区域構造物及び火災区画構造物 

＜中略＞ 

また，重大事故等対処施設を設置する火

災区域は，3 時間以上の耐火能力を有する

耐火壁により隣接する他の火災区域と分離

する。 

 

第 1 章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.1 火災等による損傷の防止に対する基本設計方針 

5.1.2 重大事故等対処施設 

屋外の重大事故等対処施設を設置する区

域については，他の区域と分離して火災防

護対策を実施するために，重大事故等対処

施設と設計基準事故に対処するための設備

の配置を考慮して周囲からの延焼防止のた

めに火災区域を設定する。 

 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した

火災区域を重大事故等対処施設と設計基準

事故に対処するための設備の配置を考慮し

て，耐火壁又は離隔距離に応じて細分化し

て設定する。 

 

重大事故等対処施設のうち常設のものに

対して火災区域及び火災区画を設定し，

「火災防護審査基準」及び「内部火災影響

評価ガイド」を参考として再処理施設の特

徴(引火性の多種の化学薬品を取り扱うこ

と，高線量下となるセルが存在すること等)

及びその重要度を踏まえ，火災及び爆発の

発生防止並びに火災の感知及び消火のそれ

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(a)(ｲ)-④は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(a)(ｲ) 

-④と同義であり整合

している。 
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重大事故等対処設備のうち，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備は，関連する工程を停止す

ることにより重大事故に至らずその機能を

必要としないため，消防法，建築基準法，

都市計画法及び日本電気協会電気技術規

程・指針に基づき設備等に応じた火災防護

対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

なお，重大事故等対処設備のうち，可搬

型のものに対する火災防護対策について

は，火災防護計画に定めて実施する。 

 

 

(ﾛ) 火災防護計画 

ロ(4)(ⅱ)(a)(ﾛ)-①火災防護計画は，

「(ｉ)(a)(ﾍ) 火災防護計画」に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備のうち常設のもの（以下

「常設重大事故等対処設備」という。）のう

ち，外部からの影響を受ける事象（以下「外的

事象」という。）以外の動的機器の故障，及び

静的機器の損傷等（以下「内的事象」とい

う。）を要因とする重大事故等へ対処する常設

重大事故等対処設備であり，必要に応じて関連

する工程を停止することにより重大事故に至ら

ずその機能を必要としないものについては，消

防法，建築基準法，都市計画法及び日本電気協

会電気技術規程・指針に基づき設備等に応じた

火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

なお，重大事故等対処設備のうち，可搬型の

ものに対する火災防護対策については，火災防

護計画に定めて実施する。 

 

 

(2) 火災防護計画 

火災防護計画は，「1.5.1.1(6) 火災防護計

画」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計

とする。 

 

ただし，重大事故等対処設備のうち，動

的機器の故障等の機能喪失の要因となる事

象 (以下「内的事象」という。)を要因とす

る重大事故等へ対処する常設重大事故等対

処設備は，関連する工程を停止することに

より重大事故に至らずその機能を必要とし

ないため，消防法，建築基準法，都市計画

法及び日本電気協会電気技術規程・指針に

基づき設備に応じた火災防護対策を講ずる

設計とする。 

 

 

 

なお，重大事故等対処設備のうち，可搬

型のものに対する火災防護対策について

は，火災防護計画に定めて実施する。 

 

 

5.1.3 火災防護計画 

ロ(4)(ⅱ)(a)(ﾛ)-①再処理施設全体を対

象とした火災防護対策を実施するため，火

災防護計画を策定する。 

火災防護上重要な機器等を火災及び爆発

から防護するため，火災及び爆発の発生防

止，火災の早期感知及び消火並びに火災及

び爆発の影響軽減の 3つの深層防護の概念

に基づき，必要な運用管理を含む火災防護

の計画を保安規定に定めて，管理する。 

重大事故等対処施設については，火災及

び爆発の発生防止並びに火災の早期感知及

び消火に必要な運用管理を含む火災防護の

計画を保安規定に定めて，管理する。 

その他の再処理施設については，消防

法，建築基準法，都市計画法及び日本電気

協会電気技術規程・指針に基づき設備に応

じた火災防護の計画を保安規定に定めて，

管理する。 

重大事故等対処設備のうち，可搬型のも

のに対する火災防護対策については，火災

防護の計画を保安規定に定めて，管理す

る。 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象

並びに人為事象による火災及び爆発(以下

「外部火災」という。)については，安全機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(a)(ﾛ)-①は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(a)(ﾛ) 

-①を具体的に記載し

て お り 整 合 し て い

る。 

なお，火災防護計画に

ついては保安規定にて

対応する。 
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(b) 火災及び爆発の発生防止 

火災及び爆発の発生を防止するため，再

処理施設で取り扱う化学薬品等のうち，可

燃性物質若しくは熱的に不安定な物質を使

用又は生成する系統及び機器に対する着火

源の排除，異常な温度上昇の防止対策，可

燃性物質の漏えい防止対策，可燃性又は熱

的に不安定な物質の混入防止対策を講ずる

設計とするとともに，熱的制限値及び化学

的制限値を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.2  重大事故等対処施設に対する火災及び爆

発の発生防止 

1.5.2.2.1  施設特有の火災及び爆発の発生防止 

重大事故等対処施設の火災及び爆発の発生防止

については，再処理施設で取り扱う化学薬品等の

うち，可燃性物質若しくは熱的に不安定な物質を

使用又は生成する系統及び機器に対する着火源の

排除，異常な温度上昇の防止対策，可燃性物質の

漏えい防止対策，可燃性又は熱的に不安定な物質

の混入防止対策を講ずる設計とするとともに，熱

的制限値及び化学的制限値を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能を有する施設及び重大事故等対処施設を

外部火災から防護するための運用等につい

ての火災防護の計画を保安規定に定めて，

管理する。 

 

5.2 火災及び爆発の発生防止 

 

5.2.1 施設特有の火災及び爆発の発生防止 

再処理施設の火災及び爆発の発生を防止

するため，再処理施設で取り扱う化学薬品

等のうち，可燃性物質若しくは熱的に不安

定な物質を使用又は生成する系統及び機器

に対する着火源の排除，異常な温度上昇の

防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策及

び可燃性又は熱的に不安定な物質の混入防

止対策を講ずる設計とするとともに，熱的

制限値及び化学的制限値を設ける設計とす

る。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する系

統及び機器は，腐食し難い材料を使用する

とともに，漏えいし難い構造とすることに

より有機溶媒の漏えいを防止する設計とす

る。 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する機

器で加温を行う機器は，化学的制限値(n-ド

デカンの引火点 74℃)を設定し，化学的制

限値を超えて加温することがないように，

溶液の温度を監視して，温度高により警報

を発するとともに，自動で加温を停止する

設計とする。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する機

器は，静電気により着火するおそれがない

よう接地を施す設計とし，これらの機器を

収納するセルには，着火源を有する機器は

設置しない設計とする。 

 

放射性物質を含む有機溶媒を内包する系

統及び機器を内部に設置するセル，グロー

ブボックス及び室については，気体廃棄物

の廃棄施設の換気設備で換気を行う設計と

する。 

 

使用済有機溶媒の蒸発及び蒸留を行う機

器は，有機溶媒へ着火するおそれのない可

燃領域外で有機溶媒の処理を行う設計とす
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るとともに，廃ガスには不活性ガス(窒素)

を注入して排気する設計とし，蒸発缶を減

圧するための系統の圧力を監視し，圧力高

により警報を発するとともに自動で不活性

ガス(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の蒸

発缶への供給及び加熱蒸気の供給を自動で

停止する設計とする。 

 

溶媒蒸留塔の圧力を監視し，圧力高によ

り警報を発するとともに自動で不活性ガス

(窒素)を系内に注入し，有機溶媒の蒸発缶

への供給及び加熱蒸気の供給を自動で停止

する設計とする。 

 

廃棄する有機溶媒(以下「廃溶媒」とい

う。)を処理する熱分解装置は，不活性ガス

(窒素)を供給することにより，廃溶媒を不

活性な雰囲気下で熱分解する設計とし，外

部ヒータを適切に制御するとともにその内

部温度を測定し，運転状態を監視し，温度

高により外部ヒータ加熱及び廃溶媒供給を

停止する設計とする。 

 

熱分解ガスを燃焼する装置は，その内部

温度を測定し，燃焼状態を監視し，温度低

により熱分解装置への廃溶媒供給を停止す

る設計とする。 

 

また，可燃性ガスを取り扱う室に設置す

る電気接点を有する機器は，防爆構造とす

る設計とする。 

 

リン酸トリブチル(以下「TBP」という。)

又はその分解生成物であるリン酸ジブチ

ル，リン酸ブチル(以下「TBP 等」とい

う。)と硝酸，硝酸ウラニル又は硝酸プルト

ニウムの錯体(以下「TBP 等の錯体」とい

う。)の急激な分解反応を防止するため，硝

酸を含む溶液を内包する濃縮缶及び蒸発缶

(以下「濃縮缶等」という。)では TBP の混

入防止対策として n-ドデカン(以下「希釈

剤」という。)を用いて濃縮缶等に供給する

溶液を洗浄し，TBP を除去する設計とす

る。 

また，濃縮缶等での TBP 等の錯体の急激

な分解反応を防止するため，TBP の混入防

止対策として濃縮缶等に供給する溶液から
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有機溶媒を分離することができる設計とす

るとともに，溶液を濃縮缶等に供給する槽

では水相を下部から抜き出す設計とする。 

 

TBP 等の錯体の急激な分解反応のおそれ

のある機器には，熱的制限値(加熱蒸気の最

高温度 135℃)を設定し，濃縮缶等の加熱部

に供給する加熱蒸気の温度を加熱蒸気の圧

力により制御し，温度計により監視し，温

度高により警報を発するとともに，加熱蒸

気の温度が設定値を超えないように，蒸気

発生器に供給する一次蒸気及び濃縮缶等の

加熱部に供給する加熱蒸気を自動で遮断す

る設計とする。 

 

運転で水素ガスを使用する設備又は溶液

及び有機溶媒の放射線分解により発生する

水素の濃度が可燃限界濃度に達するおそれ

のある機器は接地を施す設計とする。 

 

溶液及び有機溶媒の放射線分解により発

生する水素の濃度が可燃限界濃度に達する

おそれのある機器は，塔槽類廃ガス処理設

備等の排風機による排気を行う設計とす

る。 

 

また，その他再処理設備の附属施設の圧

縮空気設備から空気を供給(水素掃気)する

設計とする。 

 

運転で水素ガスを使用する設備を設置す

るグローブボックス及び室は，当該設備か

ら水素が漏えいした場合においても滞留し

ないよう気体廃棄物の廃棄施設の換気設備

の排風機による排気を行う設計とする。 

 

また，運転で水素ガスを使用する設備の

ウラン精製設備のウラナス製造器は，水素

の可燃領域外で運転する設計とする。 

 

洗浄塔は，その他再処理設備の附属施設

の圧縮空気設備の一般圧縮空気系から空気

を供給し，廃ガス中の水素濃度を可燃限界

濃度未満に抑制する設計とする。さらに，

洗浄塔に供給する空気の流量を監視し，流

量低により警報を発するとともに，自動で

窒素ガスを洗浄塔に供給する設計とする。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 気液分離槽は，窒素ガスを供給し，4

価のウラン(以下「ウラナス」という。)を

含む硝酸溶液中に溶存する水素を追い出す

とともに，廃ガス中の水素を可燃限界濃度

未満に抑制する設計とする。さらに，第 2

気液分離槽に供給する窒素ガスの流量を監

視し，流量低により警報を発する設計とす

る。 

 

ウラン精製設備のウラナス製造器を設置

する室の電気接点を有する機器は，防爆構

造とし，万一の室内への水素の漏えいを早

期に検知するため，水素漏えい検知器を設

置し，中央制御室に警報を発する設計とす

る。 

  

運転で水素ガスを使用する脱硝施設のウ

ラン・プルトニウム混合脱硝設備の還元炉

は，化学的制限値(還元用窒素・水素混合ガ

ス中の可燃限界濃度ドライ換算 6.4vol%)を

設定し，還元炉へ供給する還元用窒素・水

素混合ガス中の水素濃度を測定し，空気と

いかなる混合比においても可燃限界濃度未

満となるように設計する。万一，水素濃度

が設定値を超える場合には，還元炉への還

元用窒素・水素混合ガスの供給を自動で停

止する設計とする。 

 

ジルコニウム粉末及びその合金粉末を取

り扱うせん断処理施設のせん断機は，窒素

ガスを吹き込むことで不活性雰囲気とし，

窒素ガスは，気体廃棄物の廃棄施設の排気

筒等から排気する設計とする。 

 

また，ジルコニウム粉末及びその合金粉

末を保管廃棄する設備は，ドラム又はガラ

ス固化体に収納し，そのうちドラムについ

ては，水中で取り扱うことにより，火災及

び爆発のおそれがないように保管を行う設

計とする。 

 

硝酸ヒドラジンは，自己反応性物質であ

ることから，爆発の発生を防止するため，

消防法に基づき，貯蔵及び取扱い時の漏え

い防止を講ずる設計とする。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(ⅱ)(b)-①また，上記に加え発火

性物質又は引火性物質を内包する設備に対

する火災及び爆発の発生防止対策を講ずる

とともに，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉

に対する対策，発火源に対する対策，水素

に対する換気，漏えい検出対策及び接地対

策，放射線分解により発生する水素の蓄積

防止対策，電気系統の過電流による過熱及

び焼損の防止対策等を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.2.2  重大事故等対処施設の火災及び爆発の

発生防止 

重大事故等対処施設の火災及び爆発の発生防止

については，発火性物質又は引火性物質を内包す

る設備に対する及びこれらの設備を設置する火災

区域又は火災区画に対する火災及び爆発の発生防

止対策を講ずるとともに，可燃性の蒸気又は可燃

性の微粉に対する対策，発火源に対する対策，水

素に対する換気，漏えい検出対策及び接地対策，

放射線分解により発生する水素の蓄積防止対策，

電気系統の過電流による過熱及び焼損の防止対策

等を講ずる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析試薬については，少量ではあるが可

燃性試薬及び引火性試薬を含む多種類の分

析試薬を取り扱うため，保管及び取扱いに

係る火災及び爆発の発生防止対策を講ずる

設計とする。 

 

再処理施設で取り扱う特有の可燃性物質

若しくは熱的に不安定な物質を使用又は生

成する設備の火災及び爆発の発生防止に係

る設計方針については，第 2 章 個別項目

の「2.1 せん断処理施設」，「2.2 溶解

施設」，「2.3 分離施設」，「2.4 精製

施設」，「2.5 脱硝施設」，「2.6 酸及

び溶媒の回収施設」，「4.1 計測制御設

備」，「4.2 安全保護回路」，「5.1 気

体廃棄物の廃棄施設」，「5.2 液体廃棄物

の廃棄施設」，「5.3 固体廃棄物の廃棄施

設」，「7.1.2 圧縮空気設備」に示す。 

 

 

5.2.2 再処理施設の火災及び爆発の発生防止 

 

ロ(4)(ⅱ)(b)-①発火性物質又は引火性

物質を内包する設備及びこれらの設備を設

置する火災区域又は火災区画に対して火災

及び爆発の発生防止対策を講ずるととも

に，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対す

る対策，発火源に対する対策，水素に対す

る換気，漏えい検出対策及び接地対策，放

射線分解により発生する水素の蓄積防止対

策，電気系統の過電流による過熱及び焼損

の防止対策等を講ずる設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止における発火性

物質又は引火性物質に対する火災及び爆発

の発生防止対策は，火災区域又は火災区画

に設置する潤滑油又は燃料油を内包する設

備に加え，再処理施設で取り扱う物質とし

て，TBP，n-ドデカン等(以下「有機溶媒

等」という。)，硝酸ヒドラジンを内包する

設備及び水素，プロパンを内包する設備並

びに分析試薬を取り扱う設備を対象とす

る。 

なお，分析試薬については，「5.2.1 施

設特有の火災及び爆発の発生防止」に示す

分析試薬に対する対策と同様の設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)-①は，火災防護

対策について項を分

割したため，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)-①

と同義であり整合し

ている。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

潤滑油，燃料油，有機溶媒等又は硝酸ヒ

ドラジンを内包する設備(以下「油等内包設

備」という。)は，溶接構造又はシール構造

により漏えい防止対策を講ずる設計とする

とともに，漏えい液受皿又は堰を設置する

設計とする。そのうち，セル内に設置する

有機溶媒等を内包する設備から有機溶媒等

が漏えいした場合については，漏えい検知

装置により漏えいを検知し，スチームジェ

ットポンプ，ポンプ又は重力流により移送

することによって，漏えいした有機溶媒等

が拡大することを防止する設計とする。 

油等内包設備の火災又は爆発により，火

災及び爆発の影響を受けるおそれのある火

災防護上重要な機器等の安全機能及び重大

事故等対処施設の重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なわないよう耐火壁，

隔壁の設置又は離隔による配置上の考慮を

行う設計とする。 

油等内包設備を設置する火災区域又は火

災区画は，機械換気又は自然換気を行う設

計とする。 

発火性物質又は引火性物質を貯蔵する機

器は，運転に必要な量に留めて貯蔵する設

計とする。 

 

水素又はプロパンを内包する設備(以下

「可燃性ガス内包設備」という。)は，溶接

構造等により，可燃性ガスの漏えいを防止

することで防爆の対策を行う設計とする。 

可燃性ガス内包設備の火災又は爆発によ

り，火災及び爆発の影響を受けるおそれの

ある火災防護上重要な機器等の安全機能及

び重大事故等対処施設の重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわないよう耐

火壁，隔壁の設置又は離隔による配置上の

考慮を行う設計とする。 

火災及び爆発の発生防止における可燃性

ガスに対する換気のため，可燃性ガス内包

設備を設置する火災区域又は火災区画は，

機械換気を行う設計とする。 

このうち，蓄電池を設置する火災区域

は，機械換気を行うことにより，水素濃度

を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

火災及び爆発の発生防止における水素ガ

ス漏えい検出は，蓄電池の上部に水素漏え

い検知器を設置し，水素の燃焼限界濃度で
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある 4vol％の 4分の 1以下で中央制御室，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室又は緊急時対策建屋の建屋管理室に警

報を発する設計とする。 

火災区域に設置する可燃性ガスを貯蔵す

る機器は，運転に必要な量に留めて貯蔵す

る設計とする。 

火災及び爆発の発生防止における防爆及

び接地対策として，火災区域又は火災区画

に設置する発火性物質又は引火性物質を内

包する設備は，溶接構造の採用，機械換気

等により，「電気設備に関する技術基準を

定める省令」第六十九条及び「工場電気設

備防爆指針」で要求される爆発性雰囲気と

ならない設計とするとともに，発火性物質

又は引火性物質を内包する設備からの万一

の漏えいを考慮して，漏えいの可能性のあ

る機器を設置する室の電気接点を有する機

器は，防爆構造とする設計とし，静電気の

発生のおそれのある機器は接地を施す設計

とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，可燃性

の蒸気又は可燃性の微粉を取り扱う設備を

設置する火災区域には静電気が溜まるおそ

れがある設備を設置しない設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，火災区

域における現場作業において，可燃性の蒸

気が滞留しないように建屋の送風機及び排

風機による機械換気により滞留を防止する

設計とする。また，火災区域における現場

作業において，有機溶剤を使用する場合は

必要量以上持ち込まない運用とし，可燃性

の蒸気が滞留するおそれがある場合は，換

気，通風又は拡散の措置を行うことを保安

規定に定めて，管理する。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，発火源

への対策として火花の発生を伴う設備は，

水中で取り扱うことにより発生する火花が

発火源となることを防止する設計又は火花

の発生を伴う設備の周辺に可燃性物質を保

管しないこと及び複数のカメラで機器の周

囲を監視することを保安規定に定めて，管

理する。 

また，高温となる設備は，高温部を保温
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(ｲ) 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設の機器等のうち， 

 

主要な構造材， 

 

 

 

 

 

ケーブル， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.2.3  不燃性材料又は難燃性材料の使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材若しくは耐火材で覆うことにより，可燃

性物質との接触を防止する設計又は計測制

御系統施設による温度パラメータを監視

し，加熱の停止等を行うことにより可燃性

物質の加熱を防止する設計とする。 

 

火災及び爆発の発生防止のため，電気系

統は，機器の損壊，故障及びその他の異常

を検知した場合には，遮断器により故障箇

所を隔離することにより，故障の影響を局

所化するとともに，他の安全機能への影響

を限定できる設計とする。 

 

電気室は，電源供給のみに使用する設計

とする。 

 

5.2.3 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設は，可能な限り不燃性材料又は難

燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料

又は難燃性材料の使用が技術上困難な場合

は，不燃性材料又は難燃性材料と同等以上

の性能を有するもの(以下「代替材料」とい

う。)を使用する設計若しくは代替材料の使

用が技術上困難な場合は，当該機器等にお

ける火災及び爆発に起因して，他の火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

において火災及び爆発が発生することを防

止するための措置を講ずる設計とする。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，機器，配管，ダクト，ケ

ーブルトレイ，電線管及び盤の筐体並びに

これらの支持構造物の主要な構造材は，金

属材料又はコンクリートを使用する設計と

する。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に使用するケーブルには，実証試

験により延焼性(米国電気電子工学学会規格

IEEE383又はIEEE1202垂直トレイ燃焼試験)

及び自己消火性(UL1581 垂直燃焼試験)を確

認したケーブルを使用する設計とする。 

ただし，機器等の性能上の理由から実証

試験により延焼性及び自己消火性が確認で

きないケーブルをやむを得ず使用する場合

には，金属製の筐体等に収納，延焼防止材

により保護又は専用の電線管に敷設等の措
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換気設備のフィルタ， 

 

 

 

 

 

 

保温材及び 

 

 

 

 

 

建屋内装材は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置を講じた上で，難燃ケーブルを使用した

場合と同等以上の難燃性能があることを実

証試験により確認し，使用する設計とする

ことで，他の火災防護上重要な機器等及び

重大事故等対処施設において火災及び爆発

が発生することを防止する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，換気設備のフィルタは，

不燃性材料又は「JACA No.11A(空気清浄装

置用ろ材燃焼性試験方法指針(公益社団法人

日本空気清浄協会))」により難燃性を満足

する難燃性材料を使用する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に対する保温材は，平成 12 年建設

省告示第 1400 号に定められたもの又は建築

基準法で不燃性材料として定められたもの

を使用する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する建屋の建屋内装材は，

建築基準法に基づく不燃性材料若しくはこ

れと同等の性能を有することを試験により

確認した材料又は消防法に基づく防炎物品

若しくはこれと同等の性能を有することを

試験により確認した材料を使用する設計と

する。 

ただし，塗装は当該場所における環境条

件を考慮したものとする。管理区域の床及

び壁は，耐汚染性，除染性，耐摩耗性等を

考慮したコーティング剤を不燃性材料であ

るコンクリート表面に塗布すること，加熱

源を除去した場合はその燃焼部が広がらな

いこと，建屋内に設置する火災防護上重要

な機器等及び重大事故等対処施設には不燃

性材料又は難燃性材料を使用し，周辺にお

ける可燃性物質を管理することから，難燃

性材料を使用する設計とする。 

また，中央制御室，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対

策建屋の対策本部室の床面は，消防法に基

づく防炎物品又はこれと同等の性能を有す

ることを試験により確認したカーペットを

使用する設計とする。 
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可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使

用する設計とし，不燃性材料又は難燃性材

料の使用が技術上困難な場合は，代替材料

を使用する設計とする。 

 

また，代替材料の使用が技術上困難な場

合は，当該ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-①重大事故等

対処施設における火災及び爆発に起因し

て，他の重大事故等対処施設の火災及び爆

発が発生することを防止するための措置を

講ずる設計とする。 

 

 

 

 

放射性物質を内包するグローブボックス

等のうち，閉じ込め機能を喪失することで

再処理施設の安全性を損なうおそれのある

ものについては，不燃性材料又は難燃性材

料を使用する設計とし， 

 

 

 

パネルに可燃性材料を使用する場合は，難

燃性材料を設置することにより閉じ込め機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する

設計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用が技

術上困難な場合は，代替材料を使用する設計とす

る。 

 

また，構築物，系統及び機器の機能を確保する

ために代替材料の使用が技術上困難な場合は，当

該重大事故等対処施設における火災に起因して，

他の重大事故等対処施設の火災が発生することを

防止するための措置を講ずる設計とする。 

 

 

 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

＜中略＞ 

また，放射性物質を内包する機器を収納する

グローブボックス等のうち，非密封で放射性物

質を取り扱うグローブボックス等で，万一の火

災時に閉じ込め機能を損なうおそれのあるもの

については，不燃性材料又は難燃性材料を使用

する設計する。 

 

 

グローブボックスのパネルに可燃性材料を使

用する場合は，火災によるパネルの損傷を考慮

しても収納する機器の閉じ込め機能を損なわな

いよう，難燃性材料であるパネルをグローブボ

ックスのパネル外表面に設置することにより，

難燃性パネルと同等以上の難燃性能を有するこ

とについて，ＵＬ94 垂直燃焼試験及びＪＩＳ酸

素指数試験における燃焼試験により確認するも

のとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設は，可能な限り不燃性材料又は難

燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料

又は難燃性材料の使用が技術上困難な場合

は，不燃性材料又は難燃性材料と同等以上

の性能を有するもの(以下「代替材料」とい

う。)を使用する設計若しくは代替材料の使

用が技術上困難な場合は，当該ロ(4)(ⅱ) 

(b)(ｲ)-①機器等における火災及び爆発に

起因して，他の火災防護上重要な機器等及

び重大事故等対処施設において火災及び爆

発が発生することを防止するための措置を

講ずる設計とする。 

 

 

 

また，放射性物質を内包する機器を収納

するグローブボックス等のうち，非密封で

放射性物質を取り扱うグローブボックス等

で，閉じ込め機能を喪失することで再処理

施設の安全性を損なうおそれのあるものに

ついては，不燃性材料又は難燃性材料を使

用する設計とする。 

 

グローブボックスのパネルに可燃性材料

を使用する場合は，火災によるパネルの損

傷を考慮しても閉じ込め機能を損なわない

よう，パネル外表面に難燃性材料を設置す

ることで，難燃性パネルと同等以上の難燃

性能を有する設計とし，その難燃性能を

UL94 垂直燃焼試験及び JIS 酸素指数試験に

おける燃焼試験により確認したものを使用

する設計とする。 

 

ただし，配管等のパッキン類は，その機

能を確保するために必要な代替材料の使用

が技術上困難であるため，金属で覆われた

狭隘部に設置し直接火炎に晒されることの

ない設計とする。 

また，金属に覆われたポンプ及び弁の駆

動部の潤滑油並びに金属に覆われた機器内

部のケーブルは，発火した場合でも他の火

災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に延焼しないことから，不燃性材料又

は難燃性材料ではない材料を使用する設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ｲ)-①は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ) 

-①と同義であり整合

している。 
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重大事故等対処施設に使用するケーブル

には，延焼性及び自己消火性を実証試験に

より確認したケーブルを使用する設計とす

る。 

 

 

 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-②重大事故等対処施設

に使用するケーブルのうち，機器等の性能

上の理由からやむを得ず実証試験により延

焼性及び自己消火性が確認できないケーブ

ルは，金属製の筐体等に収納する，延焼防

止材により保護する，専用の電線管に敷設

する等の措置を講ずることにより，他の重

大事故等対処施設ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-③及び

設計基準事故に対処するための設備におい

て火災及び爆発が発生することを防止する

設計とする。 

 

 

 

 

建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油ロ

(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-④等の可燃性物質を内包し

ていないものを使用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 落雷，地震等の自然現象による火災及び

爆発の発生防止 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-①重大事故時における

再処理施設の敷地及びその周辺での発生の

可能性，重大事故等対処施設への影響度，

事象進展速度や事象進展に対する時間余裕

の観点から，重大事故時に重大事故等対処

施設に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，津波，落雷，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影

響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選

定する。 

 

 

(3) 難燃ケーブルの使用 

重大事故等対処施設に使用するケーブルは，

実証試験により延焼性（米国電気電子工学学会

規格ＩＥＥＥ383－1974 又はＩＥＥＥ1202－

1991 垂直トレイ燃焼試験）及び自己消火性（Ｕ

Ｌ1581（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ）1080 

ＶＷ－１ ＵＬ垂直燃焼試験）を確認したケーブ

ルを使用する設計とする。 

ただし，機器の性能上の理由から実証試験に

て延焼性及び自己消火性を確認できないケーブ

ルは，難燃ケーブルと同等以上の性能を有する

材料を使用する設計とする。 

具体的には，ケーブルに対し，金属製の筐体

等に収納，延焼防止材により保護，専用の電線

管に敷設等の措置を講ずることにより，他の重

大事故等対処施設及び設計基準事故に対処する

ための設備において火災及び爆発が発生するこ

とを防止する設計とする。 

 

 

 

 

(2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油の内包 

重大事故等対処施設の機器等のうち，建屋内

に設置する変圧器及び遮断器は，可燃物である

絶縁油を内包しない乾式を使用する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

1.5.2.2.4  落雷，地震等の自然現象による火災及

び爆発の発生防止 

重大事故時における再処理施設の敷地及びその

周辺での発生の可能性，重大事故等対処施設への

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余

裕の観点から，重大事故時に重大事故等対処施設

に影響を与えるおそれがある事象として，地震，

津波，落雷，風（台風），竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災

及び塩害を選定する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に使用するケーブルには，実証試

験により延焼性(米国電気電子工学学会規格

IEEE 383 又は IEEE 1202 垂直トレイ燃焼試

験)及び自己消火性(UL1581 垂直燃焼試験)

を確認したケーブルを使用する設計とす

る。 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-②ただし，機器等の性

能上の理由から実証試験により延焼性及び

自己消火性が確認できないケーブルをやむ

を得ず使用する場合には，金属製の筐体等

に収納，延焼防止材により保護又は専用の

電線管に敷設等の措置を講じた上で，難燃

ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃

性能があることを実証試験により確認し，

使用する設計とすることで，他のロ(4) 

(ⅱ)(b)(ｲ)-③火災防護上重要な機器等及

び重大事故等対処施設において火災及び爆

発が発生することを防止する設計とする。 

 

 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設のうち，建屋内に設置する変圧器

及び遮断器は絶縁油ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ)-④を

内包しない乾式を使用する設計とする。 

 

 

 

 

 

5.2.4 自然現象による火災及び爆発の発生防止 

 

再処理施設にロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-①対する

自然現象として，地震，津波，落雷，風(台

風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，火山

の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害

を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ｲ)-②は，前段文

章の続きとしている

ことから，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ) -

②と同義であり整合

している。 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ｲ)-③は，事業変

更 許 可 申 請 書 （ 本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)(ｲ) 

-③と同義であり整合

している。 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ｲ)-④は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(ⅱ)(b) 

(ｲ)-④を具体的に記

載しており整合して

いる。 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ﾛ)-①は，事業変

更許可申請書（本

文）のロ(4)(ⅱ)(b) 

(ﾛ)-①と同義であり

整合している。 
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ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-②これらの自然現象の

うち，再処理施設で火災及び爆発を発生さ

せるおそれのある落雷，地震及び竜巻（風

（台風）を含む。）について，これらの現

象によって火災及び爆発が発生しないよう

に，以下のとおり火災防護対策を講ずる設

計とする。 

 

 

 

 

落雷による火災及び爆発の発生を防止す

るため，避雷設備を設置する設計とする。

ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-③重要な構築物は，建築

基準法及び消防法の適用を受けないもので

あっても避雷設備を設ける設計とする。 

 

 

各構築物に設置する避雷設備は，構内接

地系と連接することにより，接地抵抗の低

減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の

平坦化を図る設計とする。 

 

 

重大事故等対処施設は，ロ(4)(ⅱ)(b) 

(ﾛ)-④耐震設計上の重要度分類に応じた地

震力が作用した場合においても支持するこ

とができる地盤に設置し，自らの破壊又は

倒壊による火災及び爆発の発生を防止する

設計とするとともに，「事業指定基準規

則」第三十一条に示す要求を満足するよ

う，「事業指定基準規則の解釈」に従い耐

震設計を行う設計とする。 

 

 

 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-⑤竜巻（風（台風）を

含む。）について，重大事故等対処施設

は，重大事故等時の竜巻（風（台風）を含

む。）の影響により火災及び爆発が発生す

ることがないように，竜巻防護対策を行う

設計とする。 

 

 

 

 

したがって，再処理施設で火災及び爆発を発生

させるおそれのある自然現象として，落雷，地

震，竜巻（風（台風）を含む。）及び森林火災に

ついて考慮することとし，これらの自然現象によ

って火災及び爆発が発生しないように，以下のと

おり火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

(1) 落雷による火災及び爆発の発生防止 

 

 

落雷による火災及び爆発の発生を防止するた

め，「原子力発電所の耐雷指針」（ＪＥＡＧ

4608），建築基準法及び消防法に基づき，日本

産業規格に準拠した避雷設備で防護された建屋

内又は範囲内に設置する設計とする。 

 

 

各々の防護対象施設に設置する避雷設備は，

構内接地系と連接することにより，接地抵抗の

低減及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平

坦化を図る設計とする。 

 

(2) 地震による火災及び爆発の発生防止 

重大事故等対処施設は，耐震設計上の重要度

分類に応じた地震力が作用した場合においても

支持することができる地盤に設置し，自らの破

壊又は倒壊による火災及び爆発の発生を防止す

る。 

耐震については事業指定基準規則の第三十一

条に示す要求を満足するよう，事業指定基準規

則の解釈に従い耐震設計を行う設計とする。 

 

 

(3) 竜巻（風（台風）を含む。）による火災及び

爆発の発生防止 

重大事故等対処施設は，重大事故等時の竜巻

（風（台風）を含む。）の影響により火災及び

爆発が発生することがないように，竜巻防護対

策を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設は，ロ(4)(ⅱ)(b) 

(ﾛ)-②考慮する自然現象のうち，火災及び

爆発を発生させるおそれのある落雷，地

震，竜巻(風(台風)を含む。)及び森林火災

について，これらの現象によって火災及び

爆発が発生しないように，以下のとおり火

災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

重大事故等対処施設に対して火災及び爆

発を発生させるおそれのある自然現象のう

ち，落雷による火災及び爆発の発生を防止

するため，建築基準法及び消防法に基づ

き，避雷設備を設置する設計とする。 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-③重大事故等対処施設を

収納する建屋は，建築基準法及び消防法の

適用を受けないものであっても，避雷設備

を設置する設計とし， 

各構築物に設置する避雷設備は，構内接地

系と連接することにより，接地抵抗の低減

及び雷撃に伴う構内接地系の電位分布の平

坦化を図る設計とする。 

 

 

重大事故等対処施設は，ロ(4)(ⅱ)(b) 

(ﾛ)-④重大事故等対処施設の設備分類に応

じた地震力が作用した場合においても支持

することができる地盤に設置し，自らの破

壊又は倒壊による火災及び爆発の発生を防

止する設計とするとともに，再処理施設の

技術基準に関する規則に従い耐震設計を行

う設計とする。 

 

 

 

 

ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-⑤重大事故等対処施設

は，竜巻(風(台風)を含む。)の影響により

火災及び爆発が発生することがないよう

に，竜巻防護対策を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ﾛ)-②は，事業変

更許可申請書（本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ) 

-②と同義であり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ﾛ)-③は，事業変

更許可申請書（本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ) 

-③と同義であり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(b) 

(ﾛ)-④は，技術基準規

則の名称に変更したも

ののため，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-④の区

分と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(b)(ﾛ)-⑤は，事業変

更許可申請書（本

文）ロ(4)(ⅱ)(b)(ﾛ) 

-⑤と同義であり整合

している。 
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なお，森林火災については，防火帯によ

り，重大事故等対処施設の火災及び爆発の

発生防止を講ずる設計とする。 

 

 

(c) 火災の感知，消火 

(ｲ) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，重大事

故等対処施設に対する火災の影響を限定

し，早期の火災感知及び消火を行うための

火災感知設備及び消火設備を設置する設計

とする。 

 

火災感知設備及び消火設備は，ロ(4) 

(ⅱ)(c)(ｲ)-①「(ⅱ)(b)(ﾛ) 落雷，地震

等の自然現象による火災及び爆発の発生防

止」で抽出した自然現象に対して，火災感

知及び消火の機能，性能が維持できる設計

とする。 

 

 

 

火災感知設備及び消火設備は，火災区域

及び火災区画に設置した重大事故等対処施

設が地震による火災を想定する場合におい

てはロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)-②耐震設計上の重要

度分類に応じて機能を維持できる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

また，消火設備は，破損，誤作動又は誤

操作ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)-③が起きた場合にお

いても，重大事故等に対処するために必要

な機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 森林火災による火災及び爆発の発生防止 

森林火災については，防火帯により，重大事

故等対処施設の火災及び爆発の発生防止を講ず

る設計とする。 

 

 

1.5.2.3  火災の感知，消火 

 

火災の感知及び消火については，重大事故等対

処施設に対して，早期の火災感知及び消火を行う

ための火災感知設備及び消火設備を設置する設計

とする。 

＜中略＞ 

 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震

等の自然現象に対して，火災感知及び消火の機

能，性能が維持され，かつ，重大事故等対処施設

の耐震設計上の重要度分類に応じて，機能を維持

できる設計とすることを「1.5.2.3.3 自然現象の

考慮」に示す。 

 

1.5.2.3.3  自然現象の考慮 

(4) 想定すべき地震に対する対応 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画の火災感知設備及び消火設備は，地震

時に火災を考慮する場合においては，重大事故

等対処施設が維持すべき耐震設計上の重要度分

類に応じて機能を維持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

1.5.2.3.4  消火設備の破損，誤動作又は誤操作に

よる重大事故等対処施設への影響 

「1.5.1.3.4 消火設備の破損，誤動作又は誤操

作による安全機能への影響」の基本方針を適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林火災については，防火帯により，重

大事故等対処施設の火災及び爆発の発生防

止を講ずる設計とする。 

 

 

5.3 火災の感知，消火 

 

火災の感知及び消火は，火災防護上重要な機

器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影

響を限定し，早期の火災感知及び消火を行うた

めの火災感知設備及び消火設備を設置する設計

とする。 

 

火災感知設備及び消火設備は，ロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)-①「5.2.4 自然現象による火災及び爆発

の発生防止」で抽出した自然現象に対して，火

災感知及び消火の機能，性能が維持できる設計

とする。 

 

 

 

 

重大事故等対処施設に係る火災感知設備及び

消火設備については，火災区域及び火災区画に

設置した重大事故等対処施設が地震による火災

を想定する場合においてはロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)-②

重大事故等対処施設の設備分類に応じて，機能

を維持できる設計とする。 

 

第 2 章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(3) 消火設備 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の消火設備は，破損，誤作動又は誤操作ロ

(4)(i)(c)(ｲ)-③により，火災防護上重要

な機器等の安全機能及び重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)-①は，設工認内の

項目の引き当てを行っ

ているため，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)-①と

同義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)-②は，技術基準規

則の名称に変更したも

ののため，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(ⅱ)(b)(ﾛ)-④の区

分と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(i)(c) 

(ｲ)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(4)(i)(c)(ｲ)-③と同

義であり整合してい

る。 
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1) 火災感知設備 

火災感知器ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-①は，

環境条件や火災の性質を考慮して型式を

選定し，固有の信号を発する異なる種類

を組み合わせて設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.3.1  火災感知設備 

(1) 火災感知設備の環境条件等の考慮及び多様化 

「1.5.1.3.1(１) 火災感知設備」の基本方針

を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 火災感知設備 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の火災感知器ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-①の型式

は，放射線，取付面高さ，温度，湿度，空

気流等の環境条件及び予想される火災の性

質を考慮して選定するとともに，火災を早

期に感知できるよう固有の信号を発する異

なる種類の火災感知器として，アナログ式

煙感知器及びアナログ式熱感知器の組合せ

を基本として設置する設計とする。 

屋内において取り付け面高さが熱感知器

又は煙感知器の上限を超える場合及び外気

取入口など気流の影響等を受ける場合は，

アナログ式の感知器(煙又は熱)と非アナロ

グ式の炎感知器を組み合わせて設置する設

計とする。屋外構築物の監視に当たって

は，アナログ式の感知器の設置が適さない

ことから，非アナログ式の炎感知器及び非

アナログ式の熱感知カメラを組み合わせて

設置する設計とする。 

 

また，発火性又は引火性の雰囲気を形成

するおそれのある場所については，防爆型

のアナログ式の熱感知器(熱電対)に加え，

防爆型の非アナログ式の炎感知器を設置す

る設計とする。 

非アナログ式の火災感知器は，環境条件

等を考慮することにより誤作動を防止する

設計とする。 

非アナログ式の炎感知器及び非アナログ

式の熱感知カメラを設置する場合は，それ

ぞれの監視範囲に火災の感知に影響を及ぼ

す死角がないように設置する設計とする。 

非アナログ式の炎感知器を屋内に設置す

る場合は，誤動作防止対策のため，外光が

当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設

置する設計とする。 

非アナログ式の炎感知器及び非アナログ

式の熱感知カメラを屋外に設置する場合

は，屋外型を採用するとともに，必要に応

じて太陽光の影響を防ぐ遮光板を設置する

設計とする。 

消防法施行令及び消防法施行規則におい

て火災感知器の設置が除外される区域につ

いても，火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設が火災による影響を考慮す

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)1)-①は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-①

を具体的に記載してお

り整合している。 
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火災感知設備は，全交流動力電源喪失

時ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-②においても火災

の感知が可能なように電源を確保し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 火災感知設備の電源確保 

火災感知設備は，外部電源喪失及び非常用デ

ィーゼル発電機の多重故障（以下「全交流動力

電源喪失」という。）時にも火災の感知が可能

となるよう，電源を確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

べき場合には火災感知器を設置する設計と

する。 

火災感知器については消防法施行規則第

二十三条第 4項に従い設置する設計とす

る。 

また，環境条件等から消防法上の火災感

知器の設置が困難となり，感知器と同等の

機能を有する機器を使用する場合において

は，同項において求める火災区域内の感知

器の網羅性及び火災報知設備の感知器及び

発信機に係る技術上の規格を定める省令第

十二条～第十八条までに定める感知性能と

同等以上の方法により設置する設計とす

る。 

ただし，火災防護上重要な機器等及び重

大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画のうち，コンクリート製の構造物

や金属製の配管，タンク等のみで構成する

機器等を設置する火災区域又は火災区画

は，火災の影響により機能を喪失するおそ

れがないことから，固有の信号を発する異

なる種類の火災感知器の組合せは行わず，

消防法に基づいた設計とする。 

また，通常作業時に人の立入りがなく可

燃性物質がない区域，通常作業時に人の立

入りがなく少量の可燃性物質の取扱いはあ

るが取扱いの状況を踏まえると火災のおそ

れがない区域又は可燃性物質の取扱いはあ

るが火災感知器によらない設備により検出

方法の多様性を確保し，火災発生の前後に

おいて有効に火災等を検出できる区域は火

災感知器を設置しない設計とする。 

＜中略＞ 

 

重大事故等対処施設を設置する火災区域

又は火災区画の火災感知設備は，ロ(4) 

(ⅱ)(c)(ｲ)1)-②外部電源喪失及び非常用

ディーゼル発電機の多重故障(以下「全交流

動力電源喪失」という。)時にも火災の感知

が可能となるよう，蓄電池を設け，火災感

知の機能を失わないよう電源を確保する設

計とする。 

また，重大事故等対処施設を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備につい

ては，重大事故等対処施設の設備分類に応

じて，各建屋の可搬型発電機等，非常用母

線又は運転予備用電源若しくは緊急時対策

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)1)-②は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-②

を具体的に記載してお

り整合している。 
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中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室，緊急時対策建

屋の建屋管理室ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-③に

て常時監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 消火設備 

 

 

重大事故等対処施設を設置する火災区

域又は火災区画ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-①

で，火災発生時の煙の充満又は放射線の

影響により消火活動が困難となるところ

には，固定式消火設備を設置して消火を

行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

(4) 火災受信器盤 

中央制御室又は使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室若しくは緊急時対策建屋の建

屋管理室に設置する火災受信器盤に火災信号を

表示するとともに警報を発することで，適切に

監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.3.2  消火設備 

(7) 重大事故等対処施設を設置する区域のうち消

火困難となる区域の消火設備 

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画のうち， 煙又は放射線の影響により消

火困難となる箇所については以下のとおり自動

又は制御室等からの手動操作による固定式消火

設備を設置することにより，消火活動を可能と

する。 

 

 

 

 

建屋用発電機から給電する設計とする。 

 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の火災感知設備は，中央制御室又は使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室若

しくは緊急時対策建屋の建屋管理室ロ(4) 

(ⅱ)(c)(ｲ)1)-③に設置する火災受信器盤

(火災監視盤)に火災信号を表示するととも

に警報を発することで，常時監視できる設

計とするとともに，火災感知器の設置場所

を 1つずつ特定できることにより，火災の

発生場所を特定できる設計とする。 

 

火災感知器は，自動試験機能又は遠隔試

験機能により点検ができる設計とする。 

自動試験機能又は遠隔試験機能を持たな

い火災感知器は，機能に異常がないことを

確認するため，消防法施行規則に基づく煙

等の火災を模擬した試験を定期的に実施す

ることを保安規定に定めて，管理する。 

屋外の火災区域又は火災区画に設置する

火災感知器は，設計上考慮する自然現象に

対する環境条件を満足する設計とする。 

屋外の火災感知設備は，外気温が-15.7℃

まで低下しても使用可能な屋外仕様とする

とともに火災感知器の予備を確保し，風水

害の影響を受けた場合は，早期に火災感知

器の取替えを行うことにより，当該設備の

機能及び性能を復旧する設計とする。 

 

(3) 消火設備 

＜中略＞ 

 

火災の影響を受けるおそれのある火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

を設置する火災区域又は火災区画 ロ

(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-①のうち，火災発生時の

煙又は放射線の影響により消火活動が困難

となる箇所として多量の可燃性物質を取り

扱う火災区域又は火災区画(危険物の規制に

関する政令に規定される著しく消火困難な

製造所等に該当する場所となる放射性物質

が含まれる有機溶媒等を貯蔵する設備を設

置するセル)，可燃性物質を取扱い構造上消

火活動が困難となる火災区域又は火災区画

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)1)-③は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)1)-③

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-①は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-①

を具体的に記載してお

り整合している。 
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固定式ガス消火設備は，作動前に従事

者等の退出ができるよう警報ロ(4)(ⅱ) 

(c)(ｲ)2)-②を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 固定式ガス消火設備等の従事者退避警報 

「1.5.1.3.2(15) 固定式ガス消火設備等の

従事者退避警報」の基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(中央制御室床下，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室，緊急時対策建屋の

対策本部室の床下及び一般共同溝)，等価火

災時間が 3 時間を超える火災区域又は火災

区画及び電気品室等の火災区域又は火災区

画については，自動又は中央制御室，使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室，緊急時対策建屋の建屋管理室からの手

動操作による固定式消火設備を設置するこ

とにより，消火活動を可能とする設計とす

る。 

 

上記以外の火災区域又は火災区画につい

ては，取り扱う可燃性物質の量が少ないこ

と，消火に当たり扉を開放することで隣室

からの消火が可能なこと，再処理施設は動

的閉じ込め設計としており，換気設備によ

る排煙が可能であるため，有効に煙の除去

又は煙が降下するまでの時間が確保できる

ことにより消火活動が困難とならないた

め，消防法又は建築基準法に基づく消火設

備で消火する設計とする。 

消火設備の破損，誤作動又は誤操作に伴

う溢水に対する影響は，溢水に対する防護

設計に包絡されるため，「6.再処理施設内

における溢水による損傷の防止」に基づく

設計とする。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設を設置する火災区域又は火災区画

の消火設備は，以下の設計とする。 

 

e. 消火設備の警報 

(b) 固定式ガス消火設備の退避警報 

全域放出方式の固定式ガス消火設備

は，作動前に従事者等が退出できるよう

警報ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-②又は音声警報

を吹鳴する設計とする。 

ハロゲン化物消火設備(局所)は，従事

者が酸欠になることはないが，消火時に

生成するフッ化水素が周囲に拡散するこ

とを踏まえ，作動前に退避警報を発する

設計とする。 

なお，固定式ガス消火設備のうち，防

火シート，金属製の筐体等による被覆内

に局所的に放出する場合においては，消

火剤が内部に留まり，外部に有意な影響

を及ぼさないため，消火設備作動前に退

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-②は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-②

を具体的に記載してお

り整合している。 
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消火用水供給系は，２時間の最大放水

量ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-③を確保するとと

もに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水処理設備と兼用する場合は隔離弁を

設置し消火水供給を優先する設計とし， 

 

 

 

 

 

 

 

水源ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-④及び消火ポン

プは多重性又は多様性を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 消火用水の最大放水量の確保 

「1.5.1.3.2(12) 消火用水の最大放水量の

確保」の基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) 水消火設備の優先供給 

消火用水は他の系統と兼用する場合には，他

の系統から隔離できる弁を設置し，遮断する措

置により，消火水供給を優先する設計とする。 

また，緊急時対策建屋の消火用水供給系の消

火水槽は他の系統と兼用しない設計とすること

から，消火用水の供給を優先する。 

 

 

(9) 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は，

火災防護審査基準に基づく消火活動２時間に対

し十分な容量を有するろ過水貯槽及び消火用水

貯槽を設置し，双方からの消火水の供給を可能

とすることで，多重性を有する設計とする。 

また，消火ポンプは電動機駆動消火ポンプに

加え，同等の能力を有する異なる駆動方式であ

るディーゼル駆動消火ポンプを設置すること

で，多様性を有する設計とする。 

 

緊急時対策建屋の消火用水供給系の水源及び

消火ポンプ系は，同建屋に消火水槽，建屋近傍

に防火水槽を設置し，双方からの消火水の供給

を可能とすることで多重性を有する設計とす

る。また，消火ポンプは電動駆動消火ポンプを

２台設置することで，多重性を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

避警報を発しない設計とする。 

 

 

a. 消火設備の消火剤の容量 

消火用水供給系の水源は，消防法施行

令，危険物の規制に関する規則及び都市計

画法施行令に基づくとともに，2時間の最

大放水量ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-③に対し十分

な容量を有する設計とする。 

また，緊急時対策建屋の水源は，消防法

施行令に基づくとともに，2時間の最大放

水量に対し十分な容量を有する設計とす

る。 

 

b. 消火設備の系統構成 

(c) 消火用水の優先供給 

消火用水は給水処理設備と兼用する場

合は隔離弁を設置し，消火用水の供給を

優先する設計とする。 

また，緊急時対策建屋の消火用水供給

系の消火水槽は他の系統と兼用しないこ

とで消火用水の供給を優先する設計とす

る。 

 

(a) 消火用水供給系の多重性又は多様性 

消火用水供給系の水源ロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-④として，ろ過水貯槽及び消火用

水貯槽を設置し，多重性を有する設計と

する。 

 

緊急時対策建屋の水源は，ロ(4)(ⅱ) 

(c)(ｲ)2)-④同建屋に消火水槽，建屋近

傍に防火水槽を設置し，多重性を有する

設計とする。 

 

消火用水系の消火ポンプは，ロ(4) 

(ⅱ)(c)(ｲ)2)-④必要量を送水可能な電

動機駆動消火ポンプに加え，ディーゼル

駆動消火ポンプを 1台ずつ設置すること

で，多様性を有する設計とするととも

に，消火配管内を加圧状態に保持するた

め，機器の単一故障を想定し，圧力調整

用消火ポンプを 2台設ける設計とする。 

また，緊急時対策建屋の消火ポンプは

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-④電動機駆動消火ポ

ンプを 2台設置することで，多重性を有

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-③は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-③

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-④は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-④

を具体的に記載してお

り整合している。 
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ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ) 2)-⑤また，屋内及

び屋外の消火範囲を考慮し消火栓を配置

するとともに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑥移動式消火設備を

配備する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火設備の消火剤は，想定される火災

の性質に応じた十分な容量を配備ロ

(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑦し， 

 

 

 

 

 

管理区域で放出したロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-

⑧場合に，管理区域外への流出を防止す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 消火栓の配置 

「1.5.1.3.2(3) 消火栓の配置」の基本方針

を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 移動式消火設備の配備 

「1.5.1.3.2(４) 移動式消火設備の配備」の

基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 想定される火災の性状に応じた消火剤容量 

「1.5.1.3.2(２) 想定される火災の性状に応

じた消火剤容量」の基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

(12) 管理区域からの放出消火剤の流出防止 

「1.5.1.3.2(14) 管理区域からの放出消火

剤の流出防止」の基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

する設計とする。 

なお，上記に加えて，消防車等により

防火水槽から緊急時対策建屋へ送水する

ための手段を設けることを保安規定に定

めて，管理する。 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(c) 消火栓の配置 

火災区域又は火災区画(セルを除く)に

設置するロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑤屋内消火

栓及び屋外消火栓は，消防法施行令及び

都市計画法施行令に準拠し配置すること

により，消火栓により消火を行う必要の

あるすべての火災区域又は火災区画にお

ける消火活動に対処できるように配置す

る設計とする。 

 

g. その他 

(a) 移動式消火設備 

火災時の消火活動のため，ロ(4)(ⅱ) 

(c)(ｲ)2)-⑥消火ホース等の資機材を備

え付けている移動式消火設備として，大

型化学高所放水車を配備するとともに，

故障時の措置として消防ポンプ付水槽車

を配備する設計とする。 

また，航空機落下による化学火災(燃料

火災)時の対処のため化学粉末消防車を配

備する設計とする。 

 

a. 消火設備の消火剤の容量 

消火設備の消火剤は，想定される火災の

性質に応じた十分な容量ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ) 

2)-⑦として，消防法施行規則又は試験結

果に基づく消火剤容量を配備する設計とす

る。 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(b) 管理区域からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内で放出したロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑧消火水は，管理区域外への流出

を防止するため，管理区域と管理区域外

の境界に堰等を設置するとともに，各室

の排水系統から低レベル廃液処理設備に

回収し，処理する設計とする。 

また，管理区域ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑧

においてガス系消火剤による消火を行っ

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑤は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑤

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑥は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑥

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑦は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑦

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑧は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑧

を具体的に記載してお

り整合している。 
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ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑨消火設備は，火

災の火炎等による直接的な影響，流出流

体等による二次的影響を受けず，重大事

故等対処施設に悪影響を及ぼさないよう

設置し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全交流動力電源喪失時ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ) 

2)-⑩の電源を確保するとともに， 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 火災に対する二次的影響の考慮 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火災の

二次的影響が重大事故等対処施設に及ばないよ

う適切に配置する設計とする。 

消火剤にガスを用いる場合は，電気絶縁性の

高いガスを採用することで，火災が発生してい

る火災区域又は火災区画からの火炎，熱による

直接的な影響のみならず，煙，流出流体，断線

及び爆発等の二次的影響が重大事故等対処施設

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 消火設備の電源確保 

消火設備のうち，消火用水供給系の電動機駆

動消火ポンプは運転予備用母線から受電する設

計とするが，ディーゼル駆動消火ポンプは，外

部電源喪失時でもディーゼル機関を起動できる

ように，専用の蓄電池により電源を確保する設

計とする。 

 

 

 

 

 

また，重大事故等対処施設を設置する火災区

域又は火災区画の消火活動が困難な箇所に設置

する固定式消火設備は，全交流動力電源喪失時

においても消火が可能となるよう，各建屋の可

搬型発電機等，非常用母線又は緊急時対策建屋

用発電機から給電するとともに，設備の作動に

必要な電源を供給する蓄電池を設ける設計とす

る。 

た場合においても，換気設備のフィルタ

等により放射性物質を低減したのち，排

気筒等から放出する設計とする。 

 

(a) 火災による二次的影響の考慮 

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑨消火栓，消火器

等を適切に配置することにより，火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設に火災の二次的影響が及ばない設計と

する。 

消火剤にガスを用いる場合は，電気絶

縁性の高いガスを採用し，火災が発生し

ている火災区域又は火災区画からの火

炎，熱による直接的な影響のみならず，

煙，流出流体，断線及び爆発等の二次的

影響が火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

消火設備は火災による熱の影響を受け

ても破損及び爆発が発生しないように，

消火ガスボンベに接続する安全装置によ

り消火ガスボンベの過圧を防止する設計

とするとともに，消火ガスボンベ及び制

御盤については消火対象を設置するエリ

アとは別の火災区域，火災区画又は十分

に離れた位置に設置する設計とする。 

 

c. 消火設備の電源確保 

ディーゼル駆動消火ポンプは，外部電源

喪失時においてもディーゼル機関を起動で

きるように，専用の蓄電池により電源を確

保する設計とする。 

また，火災防護上重要な機器等を設置す

る消火活動が困難となる箇所の固定式消火

設備のうち作動に電源が必要となるもの

は，外部電源喪失時においても消火が可能

となるよう，非常用母線から給電するとと

もに，設備の作動に必要な電源を供給する

蓄電池を設ける設計とする。 

重大事故等対処施設を設置する消火活動

が困難となる箇所の固定式消火設備のうち

作動に電源が必要となるものは，全交流動

力電源喪失時ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑩におい

ても消火が可能となるよう，各建屋の可搬

型発電機等，非常用母線又は緊急時対策建

屋用発電機から給電するとともに，設備の

作動に必要な電源を供給する蓄電池を設け

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑨は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑨

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑩は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑩

を具体的に記載してお

り整合している。 
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中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の制御室又は緊急時対策建屋

の建屋管理室に故障警報をロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑪発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

また，煙の二次的影響が重大事故等対

処施設に悪影響を及ぼす場合は，防火ダ

ンパを設ける設計とする。 

 

 

 

 

消火設備ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑫を設置

した場所への移動及び操作を行うため，

蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

(d) その他 

ロ(4)(ⅱ)(d)-①「(b) 火災及び爆発の

発生防止」～「(c) 火災の感知，消火」の

ほか，重大事故等対処施設のそれぞれの特

徴を考慮した火災防護対策を講ずる設計と

する。 

 

なお，地震時において固定式消火設備による

消火活動を想定する必要の無い火災区域又は火

災区画に係る消火設備については運転予備用母

線から給電する設計とすることとし，作動に電

源が不要となる消火設備については上記の限り

ではない。 

 

 

 

(6) 消火設備の故障警報 

固定式消火設備（全域），電動機駆動消火ポ

ンプ及びディーゼル駆動消火ポンプは，電源断

等の故障警報を使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室，中央制御室又は緊急時対策建

屋の建屋管理室に吹鳴する設計とする。 

 

 

1.5.1.3.2  消火設備 

(1) 火災に対する二次的影響の考慮 

＜中略＞ 

また，煙の二次的影響が安全機能を有する構

築物，系統及び機器に悪影響を及ぼす場合は，

防火ダンパを設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.5.2.3.2  消火設備 

(8) 消火活動のための電源を内蔵した照明器具 

「1.5.1.3.2(10) 消火活動のための電源を内

蔵した照明器具」の基本方針を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.2.4  個別の火災区域又は火災区画における留

意事項 

 

 

 

 

 

る設計とする。 

地震時において固定式消火設備による消

火活動を想定する必要の無い火災区域又は

火災区画に係る消火設備については運転予

備用母線から給電する設計とする。 

ケーブルトレイに対する局所消火設備

は，消火剤の放出に当たり電源を必要とし

ない設計とする。 

 

e. 消火設備の警報 

(a) 消火設備の故障警報 

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑪固定式消火設

備，電動機駆動消火ポンプ及びディーゼ

ル駆動消火ポンプは，電源断等の故障警

報を使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室，中央制御室又は緊急時対策

建屋の建屋管理室に吹鳴する設計とす

る。 

 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(a) 火災による二次的影響の考慮 

また，煙の二次的影響が火災防護上重

要な機器等及び重大事故等対処施設に悪

影響を及ぼす場合は，防火ダンパを設け

る設計とする。 

 

g. その他 

(b) 消火用の照明器具 

火災防護上重要な機器等及び重大事故

等対処施設を設置する火災区域及び火災

区画の消火設備ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑫の

現場盤操作等に必要な照明器具として，

移動経路，消火設備の現場盤周辺に，現

場への移動時間に加え，消防法の消火継

続時間 20 分を考慮し，2時間以上の容量

の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する

設計とする。 

 

5.2.2 再処理施設の火災及び爆発の発生防止 

ロ(4)(ⅱ)(d)-①通常の使用状態におい

て水素が蓄電池外部へ放出されるおそれの

ある蓄電池室には，原則として直流開閉装

置やインバータを収納しない設計とする。 

ただし，蓄電池が無停電電源装置等を設

置している室と同じ室に収納する場合は，

社団法人電池工業会「蓄電池室に関する設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑪は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑪

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ)(c) 

(ｲ)2)-⑫は，事業変更

許可申請書（本文）の

ロ(4)(ⅱ)(c)(ｲ)2)-⑫

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ(4)(ⅱ) 

(d)-①は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(4)(ⅱ)(d)-①を

具体的に記載してお

り整合している。(以

下同じ) 
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計指針」(SBA G 0603)に適合するよう，鋼

板製筐体に収納し，水素ガス滞留を防止す

るため筐体内を機械換気により排気するこ

とで火災又は爆発を防止する設計とする。 

蓄電池室の換気設備が停止した場合に

は，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室又は緊急時対策建屋

の建屋管理室に警報を発する設計とする。 

＜中略＞ 

ロ(4)(ⅱ)(d)-①放射性廃棄物の廃棄施

設は，火災の発生防止を考慮し，放射性物

質より発生する崩壊熱を冷却水又は空気で

除去する設計とする。 

また，放射性物質を含んだ廃樹脂及び廃

スラッジは，廃樹脂貯槽に貯蔵する設計と

する。 

さらに，放射性物質を含んだフィルタ類

及びその他の雑固体は，処理を行うまでの

間，金属製容器に封入し，保管する設計と

する。 

第 2章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.3 火災防護設備 

(3) 消火設備 

g. その他 

(c) ポンプ室 

ロ(4)(ⅱ)(d)-①火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設のポンプの設置

場所のうち，火災発生時の煙の充満により

消火活動が困難な場所には，固定式消火設

備を設置する設計とする。 

上記以外のポンプを設置している部屋

は，換気設備による排煙が可能であること

から，煙が滞留し難い構造としており，人

による消火が可能な設計とする。 

(d) 使用済燃料貯蔵設備 

ロ(4)(ⅱ)(d)-①使用済燃料貯蔵設備

は，使用済燃料を水中に貯蔵するための設

備であり，未臨界となるよう間隔を設けた

ラックに使用済燃料を貯蔵することから，

消火活動により消火用水が放水されても未

臨界を維持できる設計とする。 
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(5) 耐震構造 

再処理施設は，次の方針に基づき耐震設計

を行ロ(5)い，事業指定基準規則に適合する

ように設計する。 

 

 

 

 

(i) 安全機能を有する施設の耐震設計 

(a) 安全機能を有する施設は，地震力に十分

耐えロ(5)(i)(a)ることができる構造とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 安全機能を有する施設は，地震の発生に

よって生ずるおそれがある安全機能ロ

(5)(i)(b)を有する施設の安全機能の喪失

及びそれに続く放射線による公衆への影響

の観点から，耐震設計上の重要度をＳクラ

ス，Ｂクラス及びＣクラスに分類し，それ

ぞれの重要度に応じた地震力に十分耐える

ことができるように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6  耐震設計 

再処理施設の耐震設計は，事業指定基準規則

に適合するように，「1.6.1 安全機能を有する

施設の耐震設計」に基づき設計する。 

 

 

1.6.1  安全機能を有する施設の耐震設計 

1.6.1.1  安全機能を有する施設の耐震設計の基本

方針 

(1) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐え

ることができるように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 安全機能を有する施設は，地震により発生す

るおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する観点か

ら，耐震重要度に応じてＳクラス，Ｂクラス及

びＣクラスに分類し，それぞれの耐震重要度に

応じた地震力に十分耐えることができるように

設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

再処理施設は，次の方針に基づき耐震設

計を行ロ(5)う。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生に

よって生ずるおそれがある安全機能の喪失

及びそれに続く放射線による公衆への影響

を防止する観点から，施設の安全機能が喪

失した場合の影響の相対的な程度（以下

「耐震重要度」という。）に応じて，Ｓク

ラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類し，そ

れぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分

耐えロ(5)(i)(a)られる設計とする。 

＜中略＞ 

 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生に

よって生ずるおそれがある安全機能ロ

(5)(i)(b)の喪失及びそれに続く放射線に

よる公衆への影響を防止する観点から，施

設の安全機能が喪失した場合の影響の相対

的な程度（以下「耐震重要度」という。）

に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣクラ

スに分類し，それぞれの耐震重要度に応じ

た地震力に十分耐えられる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等

対処施設の設備分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重

要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以

下のとおり分類する。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(5) と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(a)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(a) と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(b)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(b) と同義であ

り整合している。 
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Ｓクラスの施設：自ら放射性物質を内蔵している

施設，当該施設に直接関係して

おりその機能喪失により放射性

物質を外部に拡散する可能性の

ある施設，放射性物質を外部に

放出する可能性のある事態を防

止するために必要な施設及び事

故発生の際に，外部に放出され

る放射性物質による影響を低減

させるために必要な施設であっ

て，環境への影響が大きいも

の。 

 

 

 

 

Ｂクラスの施設：安全機能を有する施設のうち，

機能喪失した場合の影響がＳク

ラスに属する施設と比べ小さい

施設。 

 

 

Ｃクラスの施設：Ｓクラスに属する施設及びＢク

ラスに属する施設以外の一般産

業施設又は公共施設と同等の安

全性が要求される施設。 

 

 

 

(c) 安全機能を有する施設ロ(5)(i)(c)は，

耐震設計上の重要度に応じた地震力が作用

した場合においても当該安全機能を有する

施設を十分に支持することができる地盤に

設置する。 

 

 

 

(d) Ｓクラスの施設は，基準地震動による地

震力に対してその安全機能が損なわれるお

それがないロ(5)(i)(d)ように設計する。 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.2  耐震設計上の重要度分類 

(1) 耐震重要度による分類 

a．Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設

に直接関係しておりその機能喪失により放射性物

質を外部に拡散する可能性のある施設，放射性物

質を外部に放出する可能性のある事態を防止する

ために必要な施設及び事故発生の際に，外部に放

出される放射性物質による影響を低減させるため

に必要な施設であって，環境への影響が大きいも

の。 

 

 

 

 

 

 

b．Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場

合の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施

設。 

 

 

c．Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施

設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設。 

 

 

1.6.1.3  基礎地盤の支持性能 

(1) 安全機能を有する施設は，耐震設計上の重要

度に応じた地震力が作用した場合においても，

当該安全機能を有する施設を十分に支持するこ

とができる地盤に設置する。 

 

 

1.6.1.1  安全機能を有する施設の耐震設計の基本

方針 

(3) Ｓクラスの安全機能を有する施設は，その供

用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動

（以下「基準地震動」という。）による地震力

に対してその安全機能が損なわれるおそれがな

いように設計する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 
(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当

該施設に直接関係しておりその機能喪失に

より放射性物質を外部に拡散する可能性の

ある施設，放射性物質を外部に放出する可

能性のある事態を防止するために必要な施

設及び事故発生の際に，外部に放出される

放射性物質による影響を低減させるために

必要な施設であって，環境への影響が大き

いもの。 

 

 

 

 

 

 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失

した場合の影響がＳクラスに属する施設と

比べ小さい施設。 

 

 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属

する施設以外の一般産業施設又は公共施設

と同等の安全性が要求される施設。 

 

 

2. 地盤 

安全機能を有する施設は、ロ(5)(i)(c)地震力

が作用した場合においても当該施設を十分に支持

することができる地盤に設置する。 

＜中略＞ 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

a. 安全機能を有する施設 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対してその安全機能が損なわれ

るおそれがないロ(5)(i)(d)設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(c)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(c)と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(d)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(d) と同義であ

り整合している。 
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(e) ロ(5)(i)(e)基準地震動は，最新の科学

的・技術的知見を踏まえ，敷地及び敷地周

辺の地質・地質構造，地盤構造並びに地震

活動性等の地震学及び地震工学的見地から

想定することが適切なものを選定すること

とし，敷地ごとに震源を特定して策定する

地震動及び震源を特定せず策定する地震動

について，敷地の解放基盤表面における水

平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞ

れ策定する。策定した基準地震動の応答ス

ペクトルを第５図（１）及び第５図（２）

に，加速度時刻歴波形を第６図（１）～第

６図（10）に示す。解放基盤表面は，敷地

地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平で相

当な拡がりを有し，著しい風化を受けてい

ない岩盤でＳ波速度がおおむね0.7ｋｍ／ｓ

以上となる標高－70ｍとする。 

また，弾性設計用地震動を以下のとおり

設定する方針とする。 

(ｲ) 地震動設定の条件 

基準地震動との応答スペクトルの比率

は，工学的判断として以下を考慮し，Ｓｓ

－Ｂ１～Ｂ５，Ｓｓ－Ｃ１～Ｃ４に対して

0.5，Ｓｓ－Ａに対して0.52と設定する。 

1) 基準地震動との応答スペクトルの比率

は，再処理施設の安全機能限界と弾性限界

に対する入力荷重の比率に対応し，その値

は0.5程度である。 

2) 弾性設計用地震動は，「発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針」に基づく平

成４年12月24日付け４安（核規）第844号を

もって事業の指定を受け，その後，平成９

年７月29日付け９安（核規）第468号，平成

14年４月18日付け平成14･04･03原第13号，

平成17年９月29日付け平成17･09･13原第５

号及び平成23年２月14日付け平成22･02･19

原第11号で変更の許可を受けた再処理事業

指定申請書の本文及び添付書類（以下「旧

申請書」という。）における基準地震動Ｓ

１の応答スペクトルをおおむね下回らない

ようにする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「基準地震

動」の策定及び「弾性

設計用地震動」の設定

は，本設工認の対象外

である。なお，設工認

に適用する基準地震動

及び弾性設計用地震動

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(e)を用いてお

り整合している。基準

地震動及び弾性設計用

地震動の応答スペクト

ル及び時刻歴波形等に

ついては，添付書類

「Ⅳ-1-1-1 基準地震

動 Ss 及び弾性設計用

地震動 Sd の概要」に

記載している。 
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(f) 地震応答解析による地震力及び静的地震

力の算定方針 

(ｲ) 地震応答解析による地震力 

以下のロ(5)(i)(f)(ｲ)とおり，地震応答

解析による地震力を算定する方針とする。 

 

 

 

 

 

1) Ｓクラスの施設の地震力の算定方針 

基準地震動及び弾性設計用地震動から定

まる入力地震動をロ(5)(i)(f)(ｲ)1)①用い

て，水平２方向及び鉛直方向について適切

に組み合わせて算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)1)②なお，建物・構築物

と地盤との相互作用，埋込み効果及び周辺

地盤の非線形性について必要に応じて考慮

する。 

 

 

 

 

 

 

 

2) Ｂクラスの施設の地震力の算定方針 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある

施設ロ(5)(i)(f)(ｲ)2)①の影響検討に当たっ

て，弾性設計用地震動に２分の１を乗じたも

のから定まる入力地震動を用いることとし， 

 

 

 

 

 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)2)②加えてＳクラスと同様

に，水平２方向及び鉛直方向について適切に

組み合わせ，地震力を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.4.2  動的地震力 

Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力

は，基準地震動及び弾性設計用地震動から定め

る入力地震動を入力として，建物・構築物の三

次元応答性状及びそれによる機器・配管系への

影響を考慮し，水平２方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定する。 

＜中略＞ 

 

(2) 動的解析法 

a．建物・構築物 

＜中略＞ 

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作

用及び埋込み効果を考慮するものとし，解析モ

デルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，

地盤の剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等

については，必要に応じて地盤の非線形応答を

考慮することとし，地盤のひずみに応じた地盤

物性値に基づくものとする。 

＜中略＞ 

 

 

1.6.1.4.2  動的地震力 

＜中略＞ 

Ｂクラスの施設のうち支持構造物の振動と共

振のおそれのあるものについては，上記Ｓクラ

スの施設に適用する弾性設計用地震動に２分の

１を乗じたものから定める入力地震動を入力と

して，建物・構築物の三次元応答性状及びそれ

による機器・配管系への影響を考慮し，水平２

方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて

算定する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下

のロ(5)(i)(f)(ｲ)方法で算定される静的地

震力及び動的地震力とする。 

＜中略＞ 

 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラ

スの施設の設計に適用する動的地震力は，

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓⅾ

から定める入力地震動をロ(5)(i)(f)(ｲ)1)

①適用する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

＜中略＞ 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)1)②動的解析には，建

物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効

果を考慮するものとし，解析モデルの地盤

のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の

剛性等を考慮して定める。地盤の剛性等に

ついては，必要に応じて地盤の非線形応答

を考慮することとし，地盤のひずみに応じ

た地盤物性値に基づくものとする。 

＜中略＞ 

 

b. 動的地震力 

＜中略＞ 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあ

る施設ロ(5)(i)(f)(ｲ)2)①については，上

記Ｓクラスの施設に適用する弾性設計用地

震動Ｓⅾに 2分の 1を乗じたものから定め

る入力地震動を適用する。 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

a. 安全機能を有する施設 

＜中略＞ 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)2)②当該地震動による地

震力は，水平 2方向及び鉛直方向について

適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(f)(ｲ)

と同義であり整合して

いる。 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)1)①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)1)①と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)1)②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)1)② と

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)2)①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)2)① と

同義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)2)②は，

事業変更許可申請書
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3) 入力地震動の設定方針 

建物・構築物の地震応答解析ロ

(5)(i)(f)(ｲ)3)における入力地震動につい

て，解放基盤表面からの地震波の伝播特性を

考慮し，必要に応じて，地盤の非線形応答に

関する動的変形特性を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 地震応答解析方法 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)4)地震応答解析方法につ

いては，対象施設の形状，構造特性及び振

動特性等を踏まえ，解析手法の適用性及び

適用限界を考慮のうえ，解析方法を選定す

るとともに，調査に基づく解析条件を設定

する。また，対象施設の形状及び構造特性

等を踏まえたモデル化を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 入力地震動 

＜中略＞ 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する

入力地震動は，解放基盤表面からの地震波の伝

播特性を適切に考慮して作成したものとすると

ともに，必要に応じて地盤の非線形応答を考慮

することとし，地盤のひずみに応じた地盤物性

値を用いて作成する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

(2) 動的解析法 

a．建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構

造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答解析手

法の適用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切

な解析法を選定するとともに，建物・構築物に

応じて十分な調査に基づく適切な解析条件を設

定する。動的解析は，原則として，時刻歴応答

解析法を用いて求めるものとする。 

 

 

 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建

物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特性，

振動特性，減衰特性を十分考慮して評価し，集

中質点系に置換した解析モデルを設定する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 入力地震動 

 

建物・構築物の地震応答解析ロ

(5)(i)(f)(ｲ)3)モデルに対する入力地震動

は，解放基盤表面からの地震波の伝播特性

を適切に考慮した上で，必要に応じ 2次元

ＦＥＭ解析又は 1次元波動論により，地震

応答解析モデルの入力位置で評価した入力

地震動を設定する。また，必要に応じて地

盤の非線形応答に関する動的変形特性を考

慮することとし，地盤のひずみに応じた地

盤物性値を用いて作成する。 

 

b. 動的地震力 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

ロ(5)(i)(f)(ｲ)4)動的解析に当たって

は，対象施設の形状，構造特性，振動特性

等を踏まえ，地震応答解析手法の適用性及

び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法

を選定するとともに，建物・構築物に応じ

て十分な調査に基づく適切な解析条件を設

定する。動的解析は，原則として，時刻歴

応答解析法を用いて求めるものとする。 

また，3次元応答性状等の評価は，線形

解析に適用可能な周波数応答解析法によ

る。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，

建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造

特性，振動特性，減衰特性を十分考慮して

評価し，集中質点系に置換した解析モデル

を設定する。 

＜中略＞ 

 

ロ. 機器・配管系 

機器については，形状，構造特性等を考

慮して，代表的な振動モードを適切に表現

できるよう質点系モデル，有限要素モデル

等に置換し，設計用床応答曲線を用いたス

ペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解

析法により応答を求める。 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトル

モーダル解析法を用いる場合は地盤物性等

（本文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)2)② と

同義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)3)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)3)を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ｲ)4)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(f)(ｲ)4)を具体

的に記載しており整合

している。 
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(ﾛ) 静的地震力 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)以下のとおり，静的地震

力を算定する方針とする。 

 

 

 

 

 

 

1) 建物・構築物の水平地震力 

水平地震力は，地震層せん断力係数に，

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)1)再処理施設の耐震重要度

に応じた係数（Ｓクラスは3.0，Ｂクラスは

1.5及びＣクラスは1.0）を乗じ，さらに当

該層以上の重量を乗じて算定する。 

ここで，地震層せん断力係数は，標準せ

ん断力係数を0.2以上とし，建物・構築物の

振動特性，地盤の種類等を考慮して求めら

れる値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.4.1  静的地震力 

静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣク

ラスの施設に適用することとし，それぞれ耐震

重要度分類に応じて以下の地震層せん断力係数

及び震度に基づき算定する。 

耐震重要度分類に応じて定める静的地震力を

第 1.6－２表に示す。 

 

 

(1) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，

次に示す施設の耐震重要度分類に応じた係数を

乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定す

るものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せ

ん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築物

のばらつきを適切に考慮する。スペクトル

モーダル解析法には地盤物性等のばらつき

を考慮した床応答曲線を用いる。 

配管系については，適切なモデルを作成

し，設計用床応答曲線を用いた応答スペク

トルモーダル解析法により応答を求める。

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答

解析法の選択に当たっては，衝突・すべり

等の非線形現象を模擬する観点又は既往研

究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する

観点で，建物・構築物の剛性及び地盤物性

のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解

析法を用いる等，解析対象とする現象，対

象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適

切に選定する。 

また，設備の 3次元的な広がりを踏ま

え，適切に応答を評価できるモデルを用

い，水平 2方向及び鉛直方向の応答成分に

ついて適切に組み合わせるものとする。 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その

設置床面の最大床応答加速度の 1.2 倍の加

速度を静的に作用させて地震力を算定す

る。 

動的解析に用いる減衰定数は，既往の振

動実験，地震観測の調査結果等を考慮して

適切な値を定める。 

 

 

a. 静的地震力 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)安全機能を有する施設に

適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラ

ス及びＣクラスの施設に適用することと

し，それぞれの耐震重要度に応じて以下の

地震層せん断力係数及び震度に基づき算定

する。 

＜中略＞ 

 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃⅰ

に，ロ(5)(i)(f)(ﾛ)1)次に示す施設の耐震

重要度に応じた係数を乗じ，さらに当該層

以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標

準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(f)(ﾛ)

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)1)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)1)を具体

的に記載しており整合

している。 

 

5382



  

ロ-102 

機
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

2) 建物・構築物の保有水平耐力 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)2)保有水平耐力は，必要

保有水平耐力を上回るものとし，必要保有

水平耐力は，地震層せん断力係数に乗じる

係数を1.0，標準せん断力係数を1.0以上と

して算定する。 

 

 

 

3) 機器・配管系の地震力 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)3)機器・配管系の地震力

は，建物・構築物で算定した地震層せん断

力係数に再処理施設の耐震重要度に応じた

係数を乗じたものを水平震度と見なし，そ

の水平震度と建物・構築物の鉛直震度をそ

れぞれ20％増しとして算定する。 

 

 

 

 

 

 

4) 鉛直地震力 

Ｓクラスの施設については，水平地震力

と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せ

で作用するものとする。鉛直地震力は，震

度0.3以上を基準とし，建物・構築物の振動

特性及び地盤の種類等を考慮し，高さ方向

に一定として求めた鉛直震度より算定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の振動特性及び地盤の種類，地震層せん断力の

係数の高さ方向の分布係数，地震地域係数を考

慮して求められる値とする。 

 

 

 

 

また，必要保有水平耐力の算定においては，

地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重

要度分類に応じた係数は，耐震重要度分類の各

クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せ

ん断力係数Ｃ０は 1.0 以上とする。 

＜中略＞ 

 

 

(2) 機器・配管系 

耐震重要度分類の各クラスの地震力は，上記

(１)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐

震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平

震度とし，当該水平震度及び上記(１)の鉛直震

度をそれぞれ 20％増しとした震度より求めるも

のとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

1.6.1.4.1  静的地震力 

(1) 建物・構築物 

＜中略＞ 

Ｓクラスの建物・構築物については，水平地

震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せ

で作用するものとする。鉛直地震力は，震度

0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性

及び地盤の種類を考慮して求めた鉛直震度より

算定するものとする。ただし，鉛直震度は高さ

方向に一定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物・構築物の振動特性及び地盤の種類，地

震層せん断力の係数の高さ方向の分布係

数，地震地域係数を考慮して求められる値

とする。 

 

 

 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)2)また，必要保有水平耐

力の算定においては，地震層せん断力係数

Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度に応じた係

数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 と

し，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０

は 1.0 以上とする。 

＜中略＞ 

 

(b) 機器・配管系 

ロ(5)(i)(f)(ﾛ)3)耐震重要度の各クラス

の地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力

係数Ｃｉに施設の耐震重要度に応じた係数

を乗じたものを水平震度とし，当該水平震

度及び上記(a)の鉛直震度をそれぞれ 20％

増しとした震度より求めるものとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

a. 静的地震力 

(a) 建物・構築物 

＜中略＞ 

Ｓクラスの施設については，水平地震力

と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せ

で作用するものとする。鉛直地震力は，震

度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振

動特性及び地盤の種類等を考慮し，高さ方

向に一定として求めた鉛直震度より算定す

る。 

 

 

 

(b) 機器・配管系 

＜中略＞ 

Ｓクラスの施設については，水平地震力

と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せ

で作用するものとする。ただし，鉛直震度

は高さ方向に一定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)2)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)2) と同

義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)3)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(f)(ﾛ)3) と同

義であり整合してい

る。 
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5) 標準せん断力係数の割増し係数 

標準せん断力係数の割増し係数について

は，耐震性向上の観点から，一般産業施設

及び公共施設の耐震基準との関係を考慮し

て設定する。 

 

 

 

(g) 荷重の組合せと許容限界の設定方針 

(ｲ) 建物・構築物 

ロ(5)(i)(g)(ｲ)以下のとおり，建物・構

築物の荷重の組合せ及び許容限界を設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

1) 荷重の組合せ 

常時作用している荷重，運転時の状態で

施設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重

と地震力を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記(１)及び(２)の標準せん断力係数Ｃ０等

の割増し係数については，耐震性向上の観点か

ら，一般産業施設及び公共施設の耐震基準との

関係を考慮して設定する。 

 

 

 

 

1.6.1.5  荷重の組合せと許容限界 

安全機能を有する施設に適用する荷重の組合せ

と許容限界は，以下によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.5.3  荷重の組合せ 

(1) 建物・構築物 

Ｓクラスの建物・構築物について，基準地震

動による地震力と組み合わせる荷重は，常時作

用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及

び水圧），運転時の状態で施設に作用する荷

重，積雪荷重及び風荷重とする。Ｓクラス，Ｂ

クラス及びＣクラス施設を有する建物・構築物

について，基準地震動以外の地震動による地震

力又は静的地震力と組み合わせる荷重は，常時

作用している荷重，運転時の状態で施設に作用

する荷重，積雪荷重及び風荷重とする。この

際，常時作用している荷重のうち，土圧及び水

圧について，基準地震動による地震力又は弾性

設計用地震動による地震力と組み合わせる場合

は，当該地震時の土圧及び水圧とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記(a)及び(b)の標準せん断力係数Ｃ０

等の割増し係数については，耐震性向上の

観点から，一般産業施設及び公共施設の耐

震基準との関係を考慮して設定する。 

 

 

 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

ロ(5)(i)(g)(ｲ)耐震設計における荷重の

組合せと許容限界は，以下によるものとす

る。 

 

 

 

 

c. 荷重の組合せ 

(a) 安全機能を有する施設 

イ． 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，常

時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），運転時の状態で施設

に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と基

準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせ

る。 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建

物・構築物については，常時作用している

荷重（固定荷重，積載荷重，土圧及び水

圧），運転時の状態で施設に作用する荷

重，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ

以外の地震動による地震力又は静的地震力

とを組み合わせる。 

この際，常時作用している荷重のうち，

土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓに

よる地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力と組み合わせる場合は，当該地震

時の土圧及び水圧とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(g)(ｲ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(g)(ｲ)

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5384



  

ロ-104 

機
G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

2) 許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物ロ

(5)(i)(g)(ｲ)2)について，基準地震動によ

る地震力との組合せにおいては，建物・構

築物全体としての変形能力（耐震壁のせん

断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して

十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん

断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひ

ずみ・応力等に対し妥当な安全余裕を有す

ることとする。なお，終局耐力は，建物・

構築物に対する荷重又は応力が漸次増大

し，その変形又はひずみが著しく増加する

に至る限界の最大荷重負荷とする。Ｓクラ

ス，Ｂクラス及びＣクラスの施設を有する

建物・構築物について，基準地震動以外の

地震動による地震力又は静的地震力との組

合せにおいては，地震力に対しておおむね

弾性状態に留まるように，発生する応力に

対して，建築基準法等の安全上適切と認め

られる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 機器・配管系 

ロ(5)(i)(g)(ﾛ)以下のとおり，機器・配

管系の荷重の組合せ及び許容限界を設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.5.4  許容限界 

(1) 建物・構築物 

a．Ｓクラスの建物・構築物 

(a) 基準地震動による地震力との組合せに対する

許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力（耐震壁

のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対し

て十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断

ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・

応力等に対して，妥当な安全余裕を持たせるこ

ととする。 

 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する

荷重を漸次増大していくとき，その変形又はひ

ずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力と

し，既往の実験式等に基づき適切に定めるもの

とする。 

 

(b) 弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力との組合せに対する許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力

に対しておおむね弾性状態に留まるように，発

生する応力に対して，建築基準法等の安全上適

切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とする。 

b．Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記ａ.(ｂ)による許容応力度を許容限界とす

る。 

 

 

 

 

 

1.6.1.5  荷重の組合せと許容限界 

安全機能を有する施設に適用する荷重の組合せ

と許容限界は，以下によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 許容限界 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物ロ

(5)(i)(g)(ｲ)2)（土木構造物を除く。） 

ⅰ． 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合

せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力

（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力

時の変形に対して十分な余裕を有し，部

材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が

終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対

して，妥当な安全余裕を有することとす

る。 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に

対する荷重又は応力を漸次増大していく

とき，その変形又はひずみが著しく増加

するに至る限界の最大耐力とし，既往の

実験式等に基づき適切に定めるものとす

る。 

 

ⅱ． 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又

は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

Ｓクラスの建物・構築物については，

地震力に対しておおむね弾性状態に留ま

るように，発生する応力に対して，建築

基準法等の安全上適切と認められる規格

及び基準による許容応力度を許容限界と

する。 

＜中略＞ 

 

 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

ロ(5)(i)(g)(ﾛ)耐震設計における荷重の

組合せと許容限界は，以下によるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(g)(ｲ)2)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(g)(ｲ)2) と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(g)(ﾛ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(g)(ﾛ)

と同義であり整合して

いる。 
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1) 荷重の組合せ 

運転時の状態で施設に作用する荷重，運

転時の異常な過渡変化時に生じる荷重，設

計基準事故時に生じる荷重と地震力を組み

合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 許容限界 

Ｓクラスの機器・配管系ロ

(5)(i)(g)(ﾛ)2)について，基準地震動によ

る地震力との組合せにおいては，破断延性

限界に十分な余裕を有し，その施設に要求

される機能に影響を及ぼすことがないもの

とする。なお，地震時又は地震後の機器・

配管系の動的機能要求については，実証試

験等により確認されている機能維持加速度

等を許容限界とする。Ｓクラス，Ｂクラス

及びＣクラスの機器・配管系について，基

準地震動以外の地震動による地震力又は静

的地震力との組合せによる影響評価におい

ては，応答が全体的におおむね弾性状態に

留まることを許容限界とする。 

 

1.6.1.5.3  荷重の組合せ 

(2) 機器・配管系 

Ｓクラスの機器・配管系について，基準地震

動による地震力，弾性設計用地震動による地震

力又は静的地震力と組み合わせる荷重は，常時

作用している荷重，運転時の状態で施設に作用

する荷重，運転時の異常な過渡変化時に生じる

荷重，設計基準事故時に生じる荷重とする。Ｂ

クラスの機器・配管系について，共振影響検討

用の地震動による地震力又は静的地震力と組み

合わせる荷重は，常時作用している荷重，運転

時の状態で施設に作用する荷重，運転時の異常

な過渡変化時に生じる荷重とする。Ｃクラスの

機器・配管系について，静的地震力と組み合わ

せる荷重は，常時作用している荷重，運転時の

状態で施設に作用する荷重，運転時の異常な過

渡変化時に生じる荷重とする。なお，屋外に設

置される施設については，建物・構築物と同様

に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.5.4  許容限界 

(2) 機器・配管系 

a．Ｓクラスの機器・配管系 

(a) 基準地震動による地震力との組合せに対する

許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であって

も，その量が小さなレベルに留まって破断延性

限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影

響を及ぼすことがない限度に応力，荷重を制限

する値を許容限界とする。なお，地震時又は地

震後の機器・配管系の動的機能要求について

は，実証試験等により確認されている機能維持

加速度等を許容限界とする。 

 

 

 

 

c. 荷重の組合せ 

(b) 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系については，常

時作用している荷重，運転時の状態で施設

に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化

時に生じる荷重，設計基準事故時に生じる

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地

震力とを組み合わせる。 

 

(ロ) Ｂクラスの機器・配管系については，常

時作用している荷重，運転時の状態で施設

に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化

時に生じる荷重と共振影響検討用の地震動

による地震力又は静的地震力とを組み合わ

せる。 

 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，常

時作用している荷重，運転時の状態で施設

に作用する荷重，運転時の異常な過渡変化

時に生じる荷重と静的地震力とを組み合わ

せる。 

 

 

なお，屋外に設置される施設について

は，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風

荷重を組み合わせる。 

 

 

d. 許容限界 

(a) 安全機能を有する施設 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ． ロ(5)(i)(g)(ﾛ)2)基準地震動Ｓｓによ

る地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合で

あっても，その量が小さなレベルに留ま

って破断延性限界に十分な余裕を有し，

その施設の機能に影響を及ぼすことがな

い限度に応力，荷重を制限する値を許容

限界とする。なお，地震時又は地震後の

機器・配管系の動的機能要求について

は，実証試験等により確認されている機

能維持加速度等を許容限界とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(g)(ﾛ)2)は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ

(5)(i)(g)(ﾛ)2) と同

義であり整合してい

る。 
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(h) 波及的影響に係る設計方針 

耐震重要施設は，ロ(5)(i)(h)以下のと

おり，耐震重要度分類の下位のクラスに属

する施設の波及的影響によって，その安全

機能を損なわないように設計する。 

 

 

 

(ｲ) ロ(5)(i)(h)(ｲ)敷地全体を網羅した調査

及び検討の内容を含めて，以下に示す４つ

の観点について，波及的影響の評価に係る

事象選定を行う。 

 

 

 

 

 

 

1) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因

する相対変位又は不等沈下による影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力との組合せに対する許容限界 

発生する応力に対して，応答が全体的におお

むね弾性状態に留まるように，降伏応力又はこ

れと同等の安全性を有する応力を許容限界とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.6.2  波及的影響 

耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラ

スに属する施設（以下「下位クラス施設」とい

う。）の波及的影響によって，その安全機能が損

なわれないものとする。 

 

 

 

評価に当たっては，以下の４つの観点をもと

に，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，各観

点より選定した事象に対して波及的影響の評価を

行い，波及的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐

震重要施設の安全機能への影響がないことを確認

する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ． 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又

は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

発生する応力に対して，応答が全体的

におおむね弾性状態に留まるように，降

伏応力又はこれと同等の安全性を有する

応力を許容限界とする。 

 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とす

る。 

 

 

 

(5) 設計における留意事項 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，ロ(5)(i)(h)耐震重要

度の下位のクラスに属する施設の波及的影

響によって，その安全機能を損なわれない

ものとする。 

 

 

 

ロ(5)(i)(h)(ｲ)評価に当たっては，以下

の 4 つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰し

た調査・検討を行い，各観点より選定した

事象に対する波及的影響の評価により波及

的影響を考慮すべき施設を抽出し，耐震重

要施設の安全機能への影響がないことを確

認する。 

＜中略＞ 

 

 

(a) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因

する相対変位又は不等沈下による影響 

イ. 不等沈下 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力に対して不等沈下により，耐震重要

施設の安全機能へ影響がないことを確認す

る。 

 

ロ. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力による下位クラス施設と耐震重要施

設の相対変位により，耐震重要施設の安全

機能へ影響がないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(h)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(h)と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(h)(ｲ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(h)(ｲ)

を具体的に記載してお

り整合している。 
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2) 耐震重要施設と下位のクラスの施設との

接続部における相互影響 

 

 

 

 

 

 

 

3) 建屋内における下位のクラスの施設の損

傷，転倒，落下による耐震重要施設への影

響 

 

 

 

 

 

4) 建屋外における下位のクラスの施設の損

傷，転倒，落下による耐震重要施設への影

響 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 各観点より選定した事象に対して波及的

影響の評価を行い，波及的影響を考慮すべ

き施設を抽出する。 

 

 

 

(ﾊ) 波及的影響の評価に当たっては，耐震重

要施設の設計に用いる地震動又は地震力を

適用する。 

 

 

(ﾆ) ロ(5)(i)(h)(ﾆ)これら４つの観点以外に

追加すべきものがないかを，原子力施設及

び化学プラント等の地震被害情報をもとに

確認し，新たな検討事項が抽出された場合

には，その観点を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.6.2  波及的影響 

＜中略＞ 

各観点より選定した事象に対して波及的影響の

評価を行い，波及的影響を考慮すべき施設を抽出

し，耐震重要施設の安全機能への影響がないこと

を確認する。 

 

 

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設

の設計に用いる地震動又は地震力を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

なお，原子力施設及び化学プラント等の地震被

害情報をもとに，４つの観点以外に検討すべき事

項がないか確認し，新たな検討事項が抽出された

場合には，その観点を追加する。 

 

 

 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続

部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力に対して，耐震重要施設に接続する

下位クラス施設の損傷により，耐震重要施

設の安全機能へ影響がないことを確認す

る。 

 

 

(c) 建屋内における下位クラス施設の損傷，

転倒及び落下による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力に対して，建屋内の下位クラス施設

の損傷，転倒及び落下により，耐震重要施

設の安全機能へ影響がないことを確認す

る。 

 

(d) 建屋外における下位クラス施設の損傷，

転倒及び落下による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は

地震力に対して，建屋外の下位クラス施設

の損傷，転倒及び落下により，耐震重要施

設の安全機能へ影響がないことを確認す

る。 

 

 

b. 波及的影響に対する考慮 

＜中略＞ 

各観点より選定した事象に対して波及的

影響の評価を行い，波及的影響を考慮すべ

き施設を抽出し，耐震重要施設の安全機能

への影響がないことを確認する。 

 

 

波及的影響の評価に当たっては，耐震重

要施設の設計に用いる地震動又は地震力を

適用する。 

＜中略＞ 

 

ロ(5)(i)(h)(ﾆ)なお，原子力施設及び化

学プラント等の地震被害情報をもとに，４

つの観点以外に検討すべき事項がないか確

認し，新たな検討事項が抽出された場合に

は，その観点を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(i)(h)(ﾆ)は，事業

変更許可申請書（本

文）のロ(5)(i)(h)(ﾆ) 

と同義であり整合して

いる。 
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(i) 耐震重要施設ロ(5)(i)(i)の周辺斜面

は，基準地震動による地震力に対して，耐

震重要施設に影響を及ぼすような崩壊を起

こすおそれがないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.1.7  耐震重要施設の周辺斜面 

耐震重要施設の周辺斜面は，基準地震動による

地震力に対して，耐震重要施設に影響を及ぼすよ

うな崩壊を起こすおそれがないものとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計

方針 

耐震重要施設については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力により周辺斜面の崩壊の影

響がないことが確認された場所に設置す

る。 

なお，耐震重要施設ロ(5)(i)(i)周辺に

おいては，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して，施設の安全機能に重大な影響を与

えるような崩壊を起こすおそれのある斜面

はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(i)(i)

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(5)(i)(i) と同義であ

り整合している。 
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(ⅱ) 重大事故等対処施設の耐震設計 

重大事故等対処施設について，安全機能を

有する施設の耐震設計における動的地震力又

は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重

大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故

等時における運転状態及び重大事故等の状態

で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する

地震力に対して重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないロ

(5)(ⅱ)ことを目的として，以下の項目に従

って耐震設計を行う。 

 

(a) 重大事故等対処施設について，施設の各

設備が有する重大事故等に対処するために

必要な機能及び設置状態を踏まえて，ロ

(5)(ⅱ)(a)以下の設備分類に応じて設計す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.1  重大事故等対処施設の耐震設計の基本方 

    針 

重大事故等対処施設については，安全機能を有

する施設の耐震設計における動的地震力又は静的

地震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対

処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運

転状態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷

重等を考慮し，適用する地震力に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないことを目的として，以下のとおり耐震設

計を行う。 

 

 

(1) 重大事故等対処施設について，施設の各設備

が有する重大事故等に対処するために必要な機

能及び設置状態を踏まえて，以下の設備分類に

応じて設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

＜中略＞ 

b. 重大事故等対処施設 

(a) 重大事故等対処施設について，安全機能

を有する施設の耐震設計における動的地震

力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲

し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，

重大事故等時における運転状態及び重大事

故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮

し，適用する地震力に対して重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないロ(5)(ⅱ)設計とする。 

 

 

重大事故等対処施設について，施設の各

設備が有する重大事故等に対処するために

必要な機能及び設置状態を踏まえて，ロ

(5)(ⅱ)(a)常設耐震重要重大事故等対処設

備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外

の常設重大事故等対処設備に分類し，それ

ぞれの設備分類に応じて設計する。 

＜中略＞ 

 

 

(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等

対処施設の設備分類 

＜中略＞ 

b. 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各

設備が有する重大事故等に対処するために

必要な機能及び設置状態を踏まえて，以下

の設備分類に応じた設計とする。 

 

(a) 常設重大事故等対処設備 

重大事故に至るおそれがある事故及び重

大事故が発生した場合において，対処する

ために必要な機能を有する設備であって常

設のもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ(5)(ⅱ)

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)(a)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ

(5)(ⅱ)(a)を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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(ｲ) 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震

重要施設に属する設計基準事故に対処する

ための設備が有する機能を代替するもの。 

 

(ﾛ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記

ロ(5)(ⅱ)(a)(ﾛ)(イ)以外のもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要

施設に属する設計基準事故に対処するための設

備が有する機能を代替するもの。 

 

b. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記ａ.以

外のもの。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震

重要施設に属する設計基準事故に対処する

ための設備が有する機能を代替するもの。 

 

ロ. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記

ロ(5)(ⅱ)(a)(ﾛ)イ.以外のもの。 

上記に基づく重大事故等対処施設の設備

分類について第 3.1.1-2 表に示す。 

なお，同表には，重大事故等対処設備を

支持する建物・構築物の支持機能が損なわ

れないことを確認する地震力についても併

記する。 

＜中略＞ 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

＜中略＞ 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に

示す。 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 運転時の状態 

再処理施設が運転している状態。 

(ロ) 重大事故等時の状態 

再処理施設が，重大事故に至るおそれが

ある事故又は重大事故の状態で，重大事故

等対処施設の機能を必要とする状態。 

(ハ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない

自然条件（積雪，風）。 

＜中略＞ 

b. 荷重の種類 

(b) 重大事故等対処施設  

イ. 建物・構築物  

(イ) 再処理施設のおかれている状態にかかわ

らず常時作用している荷重，すなわち固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧 

(ロ) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

(ハ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷 

  重 

(ニ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

ただし，運転時及び重大事故等時の状態

で施設に作用する荷重には，機器・配管系

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(a)(ﾛ)は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ

(5)(ⅱ)(a)(ﾛ)と同義

であり整合している。  
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(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重，運転

時の状態で施設に作用する荷重，重大事故

等時に生じる荷重，積雪荷重及び風荷重と

地震力を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.4.3  荷重の組合せ 

＜中略＞ 

 

(1) 建物・構築物 

a. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の建物・構築物について

は，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び運

転時の状態で施設に作用する荷重と基準地震動

による地震力とを組み合わせる。 

b. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の建物・構築物について

は，常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及び重

大事故等時の状態で施設に作用する荷重のう

ち，地震によって引き起こされるおそれがある

事象によって作用する荷重と基準地震動による

地震力とを組み合わせる。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

から作用する荷重が含まれるものとし，地

震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機

器・配管系からの反力が含まれるものとす

る。 

＜中略＞ 

 

c. 荷重の組合せ 

＜中略＞ 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷

重，風荷重及び運転時の状態で施設に作用

する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力と

を組み合わせる。 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷

重，風荷重及び重大事故等時の状態で施設

に作用する荷重のうち，地震によって引き

起こされるおそれがある事象によって作用

する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力と

を組み合わせる。 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷

重，風荷重及び重大事故等時の状態で施設

に作用する荷重のうち，地震によって引き

起こされるおそれがない事象による荷重

は，その事故事象の発生確率，継続時間及

び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適

切な地震力（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせ

る。この組合せについては，事故事象の発

生確率，継続時間及び地震動の年超過確率

の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の

上設定する。なお，継続時間については対

策の成立性も考慮した上で設定する。 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設の建物・構築物について

は，常時作用している荷重（固定荷重，積

載荷重，土圧及び水圧），運転時の状態で
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機器・配管系については，ロ(5)(ⅱ)(b)

運転時の状態で施設に作用する荷重，運転

時の異常な過渡変化時に生じる荷重，設計

基準事故時に生じる荷重及び重大事故等時

に生じる荷重と地震力を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機器・配管系 

a. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の機器・配管系について

は，常時作用している荷重及び運転時の状態で

施設に作用する荷重と基準地震動による地震力

とを組み合わせる。 

 

b. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の機器・配管系について

は，常時作用している荷重，運転時の異常な過

渡変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重

大事故等時の状態で施設に作用する荷重のう

ち，地震によって引き起こされるおそれがある

事象によって作用する荷重と基準地震動による

地震力とを組み合わせる。 

＜中略＞ 

 

 

 

施設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重

と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又

は静的地震力とを組み合わせる。 

この際，常時作用している荷重のうち，

土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓに

よる地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力と組み合わせる場合は，当該地震

時の土圧及び水圧とする。 

＜中略＞ 

b. 荷重の種類 
(b) 重大事故等対処施設 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

(ロ) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設

に作用する荷重 

(ハ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する

荷重 

(ニ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷 

  重 

(ホ) 地震力 

ただし，各状態において施設に作用する

荷重には，常時作用している荷重，すなわ

ち自重等の固定荷重が含まれるものとす

る。また，屋外に設置される施設について

は，建物・構築物に準じる。 

＜中略＞ 

c. 荷重の組合せ 

(b) 重大事故等対処施設 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，常時作用している荷重及び運

転時の状態で施設に作用する荷重と基準地

震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，ロ(5)(ⅱ)(b)常時作用してい

る荷重，運転時の異常な過渡変化時の状

態，設計基準事故時の状態及び重大事故等

時の状態で施設に作用する荷重のうち，地

震によって引き起こされるおそれがある事

象によって作用する荷重と基準地震動Ｓｓ

による地震力とを組み合わせる。 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，常時作用している荷重，運転

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)(b)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ

(5)(ⅱ)(b)を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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時の異常な過渡変化時の状態，設計基準事

故時の状態及び重大事故等時の状態で施設

に作用する荷重のうち，地震によって引き

起こされるおそれがない事象による荷重

は，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力と組み合わせる。 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設の機器・配管系について

は，常時作用している荷重，運転時の状態

で施設に作用する荷重及び運転時の異常な

過渡変化時の状態と弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力又は静的地震力とを組み合わ

せる 

なお，屋外に設置される施設について

は，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風

荷重を組み合わせる。 

 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

＜中略＞ 

ヘ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧

については，地下水排水設備による地下水

位の低下を踏まえた設計用地下水位に基づ

き設定する。 

ト. 設備分類の異なる重大事故等対処施設を

支持する建物・構築物の当該部分の支持機

能を確認する場合においては，支持される

施設の設備分類に応じた地震力と常時作用

している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧

及び水圧），運転時の状態で施設に作用す

る荷重及び重大事故等時の状態で施設に作

用する荷重並びに積雪荷重及び風荷重を組

み合わせる。 

チ. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の機器・配管系

の，常時作用している荷重，運転時の異常

な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状

態及び重大事故等時の状態で施設に作用す

る荷重のうち，地震によって引き起こされ

るおそれがない事象による荷重と，基準地

震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震力との組合せについては，事故事象の

発生確率，継続時間及び地震動の年超過確

率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案

の上設定する。なお，継続時間については

対策の成立性も考慮した上で設定する。 

＜中略＞ 
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(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設は，基準地震動

による地震力に対して，重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないロ(5)(ⅱ)(c)-①ように設計する。 

 

 

 

 

建物・構築物については，構造物全体と

しての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ

等）が終局耐力時の変形に対して十分な余

裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひず

み・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・

応力等に対し妥当な安全余裕を有するよう

に設計する。 

 

 

機器・配管系については，その施設に要

求される機能を保持するロ(5)(ⅱ)(c)-②

ように設計し，塑性域に達するひずみが生

じる場合であっても，その量が小さなレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設に要求される機能に影響を

及ぼさないように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.1  重大事故等対処施設の耐震設計の基本方 

    針 

＜中略＞ 

(2) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設は，基準地震動による地

震力に対して重大事故等に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないように設計す

る。 

＜中略＞ 

 

1.6.2.4.4  許容限界 

(1) 建物・構築物 

a. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の建物・構築物は，

「1.6.1.5.4  許容限界」の「(1) 建物・構築

物」の「a.Ｓクラスの建物・構築物」に示す

「(a) 基準地震動による地震力との組合せに対

する許容限界」を適用する。 

＜中略＞ 

 

(2) 機器・配管系 

a. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の機器・配管系は，

「1.6.1.5.4  許容限界」の「(2) 機器・配管

系」の「a.Ｓクラスの機器・配管系」に示す

「(a) 基準地震動による地震力との組合せに対

する許容限界」を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

b.重大事故等対処施設 

＜中略＞ 

(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設は，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないロ(5)(ⅱ)(c)-①設計とする。 

 

 

 

 

建物・構築物については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して，建物・構築物全

体としての変形能力（耐震壁のせん断ひず

み等）が終局耐力時の変形に対して十分な

余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひず

み・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・

応力等に対して，妥当な安全余裕を有する

設計とする。 

 

機器・配管系については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して，その施設に要求

される機能を保持するロ(5)(ⅱ)(c)-②設

計とし，塑性域に達するひずみが生じる場

合であっても，その量が小さなレベルに留

まって破断延性限界に十分な余裕を有し，

その施設に要求される機能に影響を及ぼさ

ない設計とする。また，動的機器等につい

ては，基準地震動Ｓｓによる応答に対し

て，その設備に要求される機能を保持する

設計とする。なお，動的機能が要求される

機器については，当該機器の構造，動作原

理等を考慮した評価を行い，既往の研究等

で機能維持の確認がなされた機能確認済加

速度等を超えていないことを確認する。 

＜中略＞ 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

d. 許容限界 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(c)-①は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(c)-

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(c)-②は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(c)-

②と同義であり整合し

ている。 
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(ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を

支持する建物・構築物 (土木構造物を除

く。) 

上記(イ)を適用するほか，建物・構築物

は，変形等に対してその支持機能が損なわ

れない設計とする。なお，当該施設を支持

する建物・構築物の支持機能が損なわれな

いことを確認する際の地震力は，支持され

る施設に適用される地震力とする。 

 

(ニ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物(土木構造物を除く。)につ

いては，当該建物・構築物の保有水平耐力

が必要保有水平耐力に対して，重大事故等

対処施設が代替する機能を有する安全機能

を有する施設が属する耐震重要度に応じた

適切な安全余裕を有していることを確認す

る。 

 

(ホ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を

支持する土木構造物 

上記(a)イ.(ニ)ⅰ.又は(a)イ.(ニ)ⅱ.を

適用するほか，土木構造物は，変形に対し

てその支持機能が損なわれない設計とす

る。なお，当該施設を支持する土木構造物

の支持機能が損なわれないことを確認する

際の地震力は，支持される施設に適用され

る地震力とする。 

 

ロ.機器・配管系 

 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。 

＜中略＞ 
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(d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設は，代替する機能を有する

安全機能を有する施設が属する耐震重要度

ロ(5)(ⅱ)(d)-①分類のクラスに適用され

る地震力に十分に耐えることができるよう

に設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(5)(ⅱ)(d)-②なお，Ｂクラス施設の

機能を代替する常設耐震重要重大事故等対

処設備以外の常設重大事故等対処設備が設

置される重大事故等対処施設のうち，共振

のおそれのある施設については，弾性設計

用地震動に２分の１を乗じた地震動により

その影響についての検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.1  重大事故等対処施設の耐震設計の基本方  

    針 

＜中略＞ 

(3) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備が設置される重大事故等対

処施設は，代替する機能を有する安全機能を有

する施設が属する耐震重要度分類のクラスに適

用される地震力に対し十分に耐えることができ

るように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.3.2  動的地震力 

＜中略＞ 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重

大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施

設のうち，Ｂクラス施設の機能を代替する施設で

あって共振のおそれのある施設については，

「1.6.1.4.2  動的地震力」に示す共振のおそれ

のあるＢクラス施設に適用する地震力を適用す

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

b.重大事故等対処施設 

(d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設は，代替する機能を有する

安全機能を有する施設が属する耐震重要度

ロ(5)(ⅱ)(d)-①に適用される地震力に十

分耐えることができる設計とする。 

また，代替する安全機能を有する施設が

ない常設重大事故等対処設備は，安全機能

を有する施設の耐震設計における耐震重要

度の分類の方針に基づき，重大事故等対処

時の使用条件を踏まえて，当該設備の機能

喪失により放射線による公衆への影響の程

度に応じて分類し，その地震力に対し十分

に耐えることができる設計とする。 

＜中略＞ 

 

(3) 地震力の算定方法 

b. 動的地震力 

＜中略＞ 

ロ(5)(ⅱ)(d)-②常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設のうち，

Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施

設であって共振のおそれのある施設につい

ては，「b. 動的地震力」に示す共振のお

それのあるＢクラス施設に適用する地震力

を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(d)-①は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(d)-

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(d)-②は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(d)-

②と同義であり整合し

ている。  
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ロ(5)(ⅱ)(d)-③建物・構築物及び機

器・配管系ともに，静的地震力に対してお

おむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

ように設計する。建物・構築物について

は，発生する応力に対して，建築基準法等

の安全上適切と認められる規格及び基準に

よる許容応力度を許容限界とする。機器・

配管系については，発生する応力に対し

て，応答が全体的におおむね弾性状態に留

まるように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，代替する安全機能を有する施設が

ない常設重大事故等対処設備は，安全機能

を有する施設の耐震設計における耐震重要

度の分類方針に基づき，重大事故等対処時

の使用条件を踏まえて，当該設備の機能喪

失により放射線による公衆への影響の程度

に応じて分類し，その地震力に対し十分に

耐えることができるロ(5)(ⅱ)(d)-④よう

に設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6.2.4.4  許容限界 

(1) 建物・構築物 

＜中略＞ 

b. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備が設置される重大事故等対

処施設の建物・構築物は，「1.6.1.5.4  許容

限界」の「(１) 建物・構築物」に示す「ｂ.Ｂ

クラス及びＣクラスの建物・構築物」を適用す

る。 

＜中略＞ 

(2) 機器・配管系 

＜中略＞ 

b. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設

重大事故等対処設備が設置される重大事故等対

処施設の機器・配管系は，「1.6.1.5.4 許容限

界」の「(2) 機器・配管系」に示す「b.Ｂクラ

ス及びＣクラスの機器・配管系」を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

1.6.2.1  重大事故等対処施設の耐震設計の基本方 

    針 

＜中略＞ 

(c) また，代替する安全機能を有する施設がない

常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する

施設の耐震設計における耐震重要度の分類方針

に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏ま

えて，当該設備の機能喪失により放射線による

公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震

力に対し十分に耐えることができるように設計

する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

d. 許容限界 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

＜中略＞ 

(ロ)  ロ(5)(ⅱ)(d)-③常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設の建物・

構築物 

上記(a)イ.(ロ)を適用する。 

＜中略＞ 

 

ロ. 機器・配管系 

＜中略＞ 

(ロ)  ロ(5)(ⅱ)(d)-③常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設の機器・

配管系 

ⅰ. 上記(a)ロ.(ロ)を適用する。 

ⅱ. 代替する安全機能を有する施設がない常

設重大事故等対処設備のうちＳクラスの施

設は，上記(イ)を適用する。 

＜中略＞ 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

b. 重大事故等対処施設 

＜中略＞ 

(d) また，代替する安全機能を有する施設が

ない常設重大事故等対処設備は，安全機能

を有する施設の耐震設計における耐震重要

度の分類の方針に基づき，重大事故等対処

時の使用条件を踏まえて，当該設備の機能

喪失により放射線による公衆への影響の程

度に応じて分類し，その地震力に対し十分

に耐えることができるロ(5)(ⅱ)(d)-④設

計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(d)-③は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(d)-

③と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(5)(ⅱ)(d)-④は，事

業変更許可申請書(本

文）のロ(5)(ⅱ)(d)-

④と同義であり整合し

ている。 
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(e)  重大事故等対処施設に適用する ロ

(5)(ⅱ)(e)動的地震力は，水平２方向及び

鉛直方向について適切に組み合わせて算定

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(f) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設ロ(5)(ⅱ)(f)の

周辺斜面は，基準地震動による地震力に対

して，重大事故等の対処に必要な機能へ影

響を及ぼすような崩壊を起こすおそれがな

いものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 重大事故等対処施設に適用する動的地震力

は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせて算定するものとする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設の周辺斜面は，基準地震

動による地震力に対して，重大事故等の対処に

必要な機能へ影響を及ぼすような崩壊を起こす

おそれがないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

b. 重大事故等対処施設 

＜中略＞ 

(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設に適用するロ

(5)(ⅱ)(e)基準地震動Ｓｓによる地震力

は，水平 2方向及び鉛直方向について適切

に組み合わせて算定するものとする。 

＜中略＞ 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

b.重大事故等対処施設 

＜中略＞ 

(f) 緊急時対策所の耐震設計の基本方針につ

いては，「(6) 緊急時対策所」に示す。 

(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設については，周

辺地盤の変状により，重大事故等に対処す

るために必要な機能が損なわれるおそれが

ない設計とする。 

＜中略＞ 

 

(7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計 

方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故

等対処設備が設置される重大事故等対処施

設ロ(5)(ⅱ)(f)については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力により周辺斜面の崩壊の影

響がないことが確認された場所に設置す

る。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重

大事故等対処設備が設置される重大事故等

対処施設周辺においては平坦な造成地であ

ることから，地震力に対して，施設の安全

機能及び重大事故等に対処するために必要

な機能に重大な影響を与えるような崩壊を

起こすおそれのある斜面はない。 

＜中略＞ 

b. 重大事故等対処施設 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)(e)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ

(5)(ⅱ)(e)を具体的に

記載しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)(f)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ

(5)(ⅱ)(f)を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及

びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設，可搬型

重大事故等対処設備の波及的影響によっ

て，その重大事故等に対処するために必要

な機能を損なわれるおそれがないロ

(5)(ⅱ)(g)ように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置され

る重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラ

スの施設，常設耐震重要重大事故等対処設備以

外の常設重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設，可搬型重大事故等対処設備の

波及的影響によって，重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがないよう

に設計する。 

 

 

 

 

(e) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置

される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及

びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設，可搬型

重大事故等対処設備の波及的影響によっ

て，その重大事故等に対処するために必要

な機能を損なわないロ(5)(ⅱ)(g)設計とす

る。 

＜中略＞ 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物

及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造

物については，耐震重要度に応じた地震力

に十分耐えられる設計とするとともに，安

全機能を有する施設のうち，耐震重要施設

に該当する設備は，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対してその安全機能が損なわれる

おそれがない設計とする。また，間接支持

構造物については，支持する主要設備等又

は補助設備の耐震重要度に適用する地震動

による地震力に対して支持機能が損なわれ

ない設計とする。 

＜中略＞ 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待

する建物・構築物は，周囲の地下水を排水

し，基礎スラブ底面レベル以深に地下水位

を維持できるよう地下水排水設備（サブド

レンポンプ，水位検出器等）を設置する。

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て，必要な機能が保持できる設計とすると

ともに，非常用電源設備又は基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対し機能維持が可能な発

電機からの給電が可能な設計とする。 

d. 一関東評価用地震動（鉛直） 

基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地

震動のみであることから，水平方向と鉛直

方向の地震力を組み合わせた影響評価を行

う場合には，工学的に水平方向の地震動か

ら設定した鉛直方向の評価用地震動（以下

「一関東評価用地震動（鉛直）」とい

う。）による地震力を用いて，水平方向と

鉛直方向の地震力を組み合わせた影響が考

えられる施設に対して，許容限界の範囲内

 

 

 

 

設工認のロ(5)(ⅱ)(g)

は，事業変更許可申請

書(本文）のロ

(5)(ⅱ)(g)と同義であ

り整合している。 
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に留まることを確認する。 

 

(6) 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して，重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがない設計とする。緊急時対策建屋につ

いては，耐震構造とし，基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対して，遮蔽機能を確保する

設計とする。 

また，緊急時対策所の居住性を確保する

ため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対して，緊急時対

策建屋の換気設備の性能とあいまって十分

な気密性を確保する設計とする。 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合

せと許容限界については，「(3)地震力の算

定方法」及び「(4)荷重の組合せと許容限

界」に示す建物・構築物及び機器・配管系

を適用する。 
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(6) 耐津波構造 

 

 

 

 

 

設計上考慮する津波から防護する施設は，

事業指定基準規則の解釈別記3に基づき安全機

能を有する施設のうち耐震重要施設及び重大

事故等対処施設とし，これらの施設は大きな

影響を及ぼすおそれがある津波に対して必要

な機能が損なわれないロ(6)-①ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8  耐津波設計 

 

 

 

 

 

設計上考慮する津波から防護する施設は，事業

指定基準規則の解釈別記 3 に基づき安全機能を有

する施設のうち耐震重要施設及び重大事故等対処

施設とし，これらの施設は大きな影響を及ぼすお

それがある津波に対して必要な機能が損なわれな

いものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 津波による損傷の防止 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施

設は，津波によりその安全機能又は重大事故等

に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがない設計とする。 

 

設計上考慮する津波から防護する施設は，事

業指定基準規則の解釈別記 3に基づき安全機能

を有する施設のうち耐震重要施設及び重大事故

等対処施設とし，これらの施設に大きな影響を

及ぼすおそれがある津波に対して必要な機能が

損なわれないロ(6)-①よう，耐震重要施設及び

重大事故等対処施設のうち常設重大事故等対処

設備は津波による影響を受けない位置に設置

し，また，可搬型重大事故等対処設備は津波に

よる影響を受けない位置に保管する設計とす

る。 

 

設計上考慮する津波から防護する施設以外の

安全機能を有する施設については，津波に対し

て機能を維持すること若しくは津波による損傷

を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修理を行う

こと又はそれらを適切に組み合わせることによ

り，その安全機能を損なわない設計とする。 

 

上記施設のうち液体廃棄物の廃棄施設の海洋

放出管については，津波により損傷した場合の

措置として，必要に応じて廃液の発生量低減の

ための工程停止を行ったうえで適切な修理を行

うことにより，その安全機能を損なわない設計

とする。 

 

また，上記の施設に対する損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修理を行うこと及び廃液

の発生量低減のため必要に応じて工程停止を行

うことを保安規定に定めて，管理する。 

 

なお，可搬型重大事故等対処設備の使用時の

据え付け場所に係る設計方針については，第 1

章 共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」に

おける「9.2.4 環境条件等」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(6)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(6)-①を

具体的に記載しており

整合している。 
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耐震重要施設，重大事故等対処施設のうち

常設重大事故等対処設備を設置する敷地及び

可搬型重大事故等対処設備を保管する敷地

は，標高約50m～約55m及び海岸からの距離約

4km～約5kmの地点に位置しており，断層のす

べり量が既往知見を大きく上回る波源を想定

した場合でも，より厳しい評価となるように

設定した標高40mの敷地高さへ津波が到達する

可能性はなく，また，低レベル廃液処理建屋

及び使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋から導

かれ，汀線部から沖合約3kmまで敷設する海洋

放出管は，低レベル廃液処理建屋及び使用済

燃料受入れ・貯蔵管理建屋が標高約55mの敷地

に設置することから，海洋放出管の経路から

これらの建屋に津波が流入するおそれはな

い。 

 

 

 

 

したがって，津波によって，ロ(6)-②耐震

重要施設の安全機能及び重大事故等対処施設

の重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれはないロ(6)-③ことから，

津波防護施設等を設ける必要はない。 

耐震重要施設，重大事故等対処施設のうち常設

重大事故等対処設備を設置する敷地及び可搬型重

大事故等対処設備を保管する敷地は，標高約 50m

から約 55m 及び海岸からの距離約 4km から約 5km

の地点に位置しており，断層のすべり量が既往知

見を大きく上回る波源を想定した場合でも，より

厳しい評価となるように設定した標高 40m の敷地

高さへ津波が到達する可能性はなく，また，低レ

ベル廃液処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵管

理建屋から導かれ，汀線部から沖合約 3km まで敷

設する海洋放出管は，低レベル廃液処理建屋及び

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋が標高約 55m の

敷地に設置することから，海洋放出管の経路から

これらの建屋に津波が流入するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

したがって，津波によって，耐震重要施設の安

全機能及び重大事故等対処施設の重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれはな

いことから，津波防護施設等を新たに設ける必要

はない。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震重要施設及び重大事故等対処施設のうち

常設重大事故等対処設備（これらの施設に波及

的影響を及ぼして必要な機能を損なわせるおそ

れがある施設を含む）を設置する敷地並びに可

搬型重大事故等対処設備を保管する敷地は，標

高約 50m から約 55m 及び海岸からの距離約 4km

から約 5km の地点に位置しており，事業指定

（変更許可）においては，断層のすべり量が既

往知見を大きく上回る波源を想定した場合で

も，より厳しい評価となるように設定した標高

40m の敷地高さへ津波が到達する可能性はな

く，また，低レベル廃液処理建屋及び使用済燃

料受入れ・貯蔵管理建屋から導かれ，汀線部か

ら沖合約 3km まで敷設する海洋放出管は，低レ

ベル廃液処理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵

管理建屋が標高約 55m の敷地に設置されること

から，海洋放出管の経路からこれらの建屋に津

波が流入するおそれはないことを確認してい

る。 

 

したがって，津波によって，ロ(6)-②安全機

能を有する施設の安全機能及び重大事故等対処

施設の重大事故等に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれはないロ(6)-③ 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(6)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(6)-②と

同義であり整合してい

る。 

津波防護施設等を設け

ないため設工認のロ

(6)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(6)-③と整合してい

る。 
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(7) その他の主要な構造 

    再処理施設は，(１) 核燃料物質の臨界防止

に関する構造，(２) 放射線の遮蔽に関する構

造，(３) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構

造，(４) 火災及び爆発の防止に関する構造，

(５) 耐震構造及び(６) 耐津波構造に加え以下

の基本方針に基づき安全設計を行う。 

 

  事業変更許可申請書

（本文）は，概要の

書き出しであり詳細

は後段に示す。 
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(ⅰ) 安全機能を有する施設 

再処理施設のうち，重大事故等対処施設を

除いたものを設計基準対象の施設とし，安全

機能を有する構築物，系統及び機器を，安全

機能を有する施設とする。 

 

 

 

 

また，安全機能を有する施設のうち，その

機能喪失により，公衆又は従事者に放射線障

害を及ぼすおそれがあるもの及び設計基準事

故時に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある

放射線障害を防止するため，放射性物質又は

放射線がロ(7)(ⅰ)-①工場等外へ放出される

ことを抑制し又は防止する構築物，系統及び

機器から構成される施設を，安全上重要な施

設とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設は，使用済燃料及びその溶解

液，放射性廃棄物等の貯蔵ロ(7)(ⅰ)-②，処

理時に発生する崩壊熱による異常な温度上昇

を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(1) 再処理施設のうち，「再処理施設の安全性を

確保するために必要な構築物，系統及び機器」

を「安全機能を有する施設」とし，「再処理施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

（以下「事業指定基準規則」という。）に適合

した設計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(2) 安全機能を有する施設のうち，その機能喪失

により，公衆又は従事者に放射線障害を及ぼす

おそれがあるもの及び設計基準事故時に公衆又

は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防

止するため，放射性物質又は放射線が工場等外

へ放出されることを抑制し又は防止する構築

物，系統及び機器を，安全上重要な施設とす

る。 

 

 

1. 安全設計 

<中略> 

 

 

 

1.7  その他の設計方針 

1.7.1  崩壊熱除去に関する設計 

(1) 再処理施設は，使用済燃料等から発生する崩

壊熱を適切に除去することとし，構造物の温度

を適切に維持すること，また，放射性物質を含

む溶液の崩壊熱による機器内での沸騰を防止す

ること等の過度の温度上昇を防止する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第 1章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

再処理施設のうち，重大事故等対処施設

を除いたものを設計基準対象の施設とし，

安全機能を有する構築物，系統及び機器

を，安全機能を有する施設とする。 

 

 

 

 

また，安全機能を有する施設のうち，そ

の機能喪失により，公衆又は従事者に放射

線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計

基準事故時に公衆又は従事者に及ぼすおそ

れがある放射線障害を防止するため，放射

性物質又は放射線がロ(7)(ⅰ)-①再処理施

設を設置する敷地外へ放出されることを抑

制し又は防止する構築物，系統及び機器か

ら構成される施設を，安全上重要な施設と

する。 

 

 

（基本設計方針） 

第１章 共通項目 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.6 崩壊熱除去 

再処理施設は，使用済燃料及びその溶解

液，放射性廃棄物等の貯蔵ロ(7)(ⅰ)-②及

び処理時に発生する崩壊熱による異常な温

度上昇を防止する設計とする。 

なお，溶解液等の貯蔵及び処理時に発生

する崩壊熱による溶液の異常な温度上昇を

防止するために使用する安全冷却水系の設

計については，第 2 章 個別項目の「7. そ

の他再処理設備の附属施設」の「7.2.2 冷

却水設備」に示す。 

また，使用済燃料，製品貯蔵容器及び放

射性廃棄物であるガラス固化体の貯蔵時に

発生する崩壊熱による異常な温度上昇の防

止に関する設計については，それぞれ第2章 

個別項目の「1. 使用済燃料の受入れ施設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅰ)-①

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(ⅰ)-

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅰ)-②

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(ⅰ)-

②と同義であり整合し

ている。 
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及び貯蔵施設」，「3. 製品貯蔵施設」及

び「5. 放射性廃棄物の廃棄施設」の「5.3 

固体廃棄物の廃棄施設」に示す。 

 

(基本設計方針) 

第 1章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

 

<中略> 

 

なお，安全機能を有する施設並びに核物

質防護及び保障措置の設備は，設備間にお

いて相互影響を考慮した設計とする。 

 

再処理施設において再処理を行う使用済

燃料は，発電用の軽水減速，軽水冷却，沸

騰水型原子炉(以下「BWR」という。)及び軽

水減速，軽水冷却，加圧水型原子炉(以下

「PWR」という。)の使用済ウラン燃料集合

体であって，以下の仕様を満たすものであ

る。 

 

a. 濃縮度 

照射前燃料最高濃縮度：5wt% 

使用済燃料集合体平均濃縮度：3.5wt%以

下 

 

b. 冷却期間 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時

から再処理施設に受け入れるまでの冷却期

間：4年以上 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000t・

UPrのうち，冷却期間 4年以上 12年未満の

使用済燃料の貯蔵量が 600 t・UPr未満，そ

れ以外は冷却期間 12年以上となるよう受け

入れを管理する。 

使用済燃料集合体最終取出し前の原子炉

停止時からせん断処理するまでの冷却期

間：15年以上 

 

c. 燃焼度 

使用済燃料集合体最高燃焼度 ： 55,000 

MWd/t・UPr  

１日当たりに処理する使用済燃料の平均
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再処理施設のロ(7)(ⅰ)-③安全設計は，旧

申請書における設計条件を維持することと

し，使用済燃料の仕様のうち冷却期間を以下

の条件とする。 

 

 

 

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間：

１年以上 

 

 

 

 

 

せん断処理するまでの冷却期間：４年以上  

 

 

 

 

3. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

3.1  設計基準対象の施設 

3.1.1  概  要 

 

<中略> 

 

使用済燃料の冷却期間は，旧申請書における設

計条件を維持することとし，以下の条件とする。 

   

   

 

 

 

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間：１年

以上 

 

4.2  せん断処理施設 

4.2.1  概  要 

<中略> 

 

使用済燃料の冷却期間は，旧申請書における設

計条件を維持することとし，以下の条件とする。 

せん断処理するまでの冷却期間 ： ４年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃焼度：45,000 MWd/t・UPr以下 

ここでいう t・UPrは，照射前金属ウラン

重量換算である。 

 

 

 

 

 

 

ただし、再処理施設のロ(7)(ⅰ)-③安全

機能を有する施設の設計については，新規

制基準施行以前の事業指定(変更許可)申請

書に示される設計条件を維持することと

し，使用済燃料の仕様のうち冷却期間を以

下の条件とする。 

 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時

から再処理施設に受け入れるまでの冷却期

間：１年以上 

 

 

 

 

使用済燃料集合体最終取出し前の原子炉

停止時からせん断処理するまでの冷却期

間：４年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅰ)-③

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(ⅰ)-

③と同義であり整合し

ている。 
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(ａ) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全機能を有する施設は，敷地内又はその周

辺の自然環境を基に想定される洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑

り，火山の影響，生物学的事象，森林火災ロ

(7)(i)(a)-①等の自然現象（地震及び津波を

除く。）又は地震及び津波を含む組合せに遭遇

した場合において，自然現象そのものがもたら

す環境条件及びその結果として再処理施設で生

じ得る環境条件においても，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

なお，敷地内又はその周辺で想定される自然

現象のうち，洪水及び地滑り並びに津波につい

ては，立地的要因より設計上考慮する必要はな

い。 

 

ロ(7)(i)(a)-②上記に加え，安全上重要な

施設は，最新の科学的技術的知見を踏まえ，当

該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそ

れがあると想定される自然現象により当該安全

上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を，それぞれの因果関係及び時

間的変化を考慮して適切に組み合わせた条件に

おいても，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.9  その他外部からの衝撃に対する考慮 

＜中略＞ 

 

 

 

 

検討の結果，設計上の考慮を必要とする事象

は，第 1.7.9－１表に示す風（台風），竜巻，凍

結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物

学的事象，森林火災及び塩害といった自然現象と

し，敷地及び周辺地域の過去の記録並びに現地調

査を参考にして，予想される最も過酷と考えられ

る条件を適切に考慮する。また，これらの自然現

象ごとに，関連して発生する可能性がある自然現

象も含めて考慮する。 

 

 

 

 

 

 

1.7.9.3  異種の自然現象の重畳及び自然現象と設

計基準事故の組合せ 

 

 

＜中略＞ 

また，外部事象防護対象施設等に大きな影響を

及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる荷重

を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮し

て，適切に組み合わせて設計する。外部事象防護

対象施設等に大きな影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象は「1.7.9.1 外部事象の抽

出」で抽出した自然現象に含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

3. 自然現象等 

3.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

(1) 外部からの衝撃による損傷の防止に係る設

計方針 

安全機能を有する施設は，敷地内又はその

周辺の自然環境を基に想定される風(台風)，

竜巻，凍結，ロ(7)(i)(a)-①高温，降水，積

雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林

火災及び塩害の自然現象(地震及び津波を除

く。)又は地震及び津波を含む組合せに遭遇し

た場合において，自然現象そのものがもたら

す環境条件及びその結果として再処理施設で

生じ得る環境条件においても，その安全機能

が損なわれないよう，防護措置，基礎地盤の

改良及び運用上の措置を講ずる設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

(3) 異種の自然現象の組合せ，事故時荷重との

組合せ 

 

 

＜中略＞ 

ロ(7)(i)(a)-②最新の科学的技術的知見を

踏まえ，安全上重要な施設は，当該安全上重

要な施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

と想定される自然現象（地震を除く。）によ

り当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び

設計基準事故時に生ずる応力を，それぞれの

因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組

み合わせた条件においても，安全機能を損な

わない設計とする。 

具体的には，建屋内に設置される安全上重

要な施設は，建屋によって安全上重要な施設

に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象（地震を除く。）の影響を防止

することにより，設計基準事故が発生した場

合でも，自然現象（地震を除く。）による影

響を受けない設計とする。 

屋外に設置される安全上重要な施設は，設

計基準事故が発生した場合でも施設の運転圧

力，温度等は変わらないため，設計基準事故

時荷重が発生しないことから，自然現象によ

る荷重と重なることはない。 

事業変更許可申請書

（本文）第四号にお

いて、設工認の内容

は，以下の通り整合

している。 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)-①は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-①を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

洪水，地滑り，津波

については，事業変

更許可申請書（本

文）で設計上の考慮

は不要としている。 

設工認のロ

(7)(i)(a)-②は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-②と同義

であり整合してい

る。 
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ロ(7)(i)(a)-③また，安全機能を有する施

設は，敷地内又はその周辺の状況を基に想定さ

れる飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆

発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝

突，電磁的障害等のうち再処理施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意によるものを除く。）

（以下「人為事象」という。）に対して安全機

能を損なわない設計とする。 

なお，敷地内又はその周辺の状況を基に想定

される人為事象のうち，ダムの崩壊及び船舶の

衝突については，立地的要因により設計上考慮

する必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然現象及び人為事象の組合せについては，

地震，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮

ロ(7)(i)(a)-④する。これらの事象が単独で

発生した場合の影響と比較して，複数の事象が

重畳することで影響が増長される組合せを特定

し，その組合せの影響に対しても安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.9.4  人為事象の抽出 

＜中略＞ 

 

検討の結果，設計上の考慮を必要とする人為事

象は，第 1.7.9－２表に示す飛来物（航空機落

下），爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，電磁

的障害及び再処理事業所内における化学物質の漏

えいといった事象とし，敷地及び周辺地域の過去

の記録並びに現地調査を参考にして，予想される

最も過酷と考えられる条件を適切に考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  外部からの衝撃による損傷の防止に係る設

計方針 

＜中略＞ 

ロ(7)(i)(a)-③安全機能を有する施設は，

敷地内又はその周辺の状況を基に想定され，

再処理施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの(故

意によるものを除く。)(以下「人為事象」と

いう。)として，飛来物(航空機落下)，爆発，

近隣工場等の火災（危険物を搭載した車両及

び船舶の火災を含む），有毒ガス，電磁的障

害及び再処理事業所内における化学物質の漏

えいに対して，その安全機能が損なわれない

よう，防護措置及び運用上の措置を講ずる設

計とする。 

外部からの衝撃に対する影響評価並びに安

全機能を損なうおそれがある場合の防護措置

及び運用上の措置においては，波及的影響を

及ぼして安全機能を損なわせるおそれがある

施設についても考慮する。 

 

(2)  外部からの衝撃に対する防護設計に係る荷

重等の設定 

国内外の規格・基準類，敷地周辺の気象観

測所における観測記録，敷地周辺の環境条件

等を考慮し，防護設計に係る荷重等の条件を

設定する。 

 

(3) 異種の自然現象の組合せ，事故時荷重との

組合せ 

自然現象及び人為事象の組合せについて

は，地震，風(台風)，竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林

火災等を考慮ロ(7)(i)(a)-④し，複数の事象

が重畳することで影響が増長される組合せと

して，積雪及び風(台風)，積雪及び竜巻，積

雪及び火山の影響(降下火砕物)，積雪及び地

震，風(台風)及び火山の影響(降下火砕物)並

びに風(台風)及び地震の組合せを，施設の形

状及び配置に応じて考慮する。 

組み合わせる積雪深については，敷地付近

における最深積雪を用いて垂直積雪量 190cm

とし，建築基準法に定められた平均的な積雪

荷重を与えるための係数を考慮する。ただ

し，火山の影響(降下火砕物)と組み合わせる

場合の積雪深は，降下火砕物による荷重の特

徴を踏まえ，「青森県建築基準法施行細則」

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)-③は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-③と同義

であり整合してい

る。 

 

ダム崩壊及び船舶の

衝突については，事

業変更許可申請書

（本文）で設計上の

考慮は不要としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)-④は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-④を具体

的に記載しており整

合している。 
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ロ(7)(i)(a)-⑤ここで，想定される自然現

象及び人為事象に対して，安全機能を有する施

設が安全機能を損なわないために必要な安全機

能を有する施設以外の施設又は設備等（重大事

故等対処設備を含む。）への措置を含める。 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)-⑥また，想定される自然現象

及び人為事象の発生により，再処理施設に重大

な影響を及ぼすおそれがあると判断した場合

は，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止す

る等，再処理施設への影響を軽減するための措

置を講ずるよう手順を整備する。 

 

 

に定められた六ヶ所村の垂直積雪量 150cm と

する。 

また，組み合わせる風速の大きさについて

は，建築基準法を準用して設定する。 

 

(1)  外部からの衝撃による損傷の防止に係る設

計方針 

ロ(7)(i)(a)-⑤また，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）及び人為事象に対

しては，安全機能を有する施設が安全機能を

損なわないために必要な安全機能を有する施

設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設

備を含む。）への措置を含める。 

 

 

ロ(7)(i)(a)-⑥想定される自然現象（地震

及び津波を除く。）及び人為事象の発生によ

り，再処理施設に重大な影響を及ぼすおそれ

があると判断した場合は，必要に応じて使用

済燃料の再処理を停止する等，再処理施設へ

の影響を軽減するための措置を講ずることを

保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)-⑤は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-⑤と同義

であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)-⑥は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)-⑥と同義

であり整合してい

る。 
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(イ) 竜巻 

 

 

安全機能を有する施設は，想定される竜

巻が発生した場合においても，作用する設

計荷重に対してその安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-①竜巻に対する防護設計

を行うための設計竜巻の最大風速は100ｍ／

ｓとし，設計荷重は，設計竜巻による風圧

力による荷重，気圧差による荷重及び飛来

物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重

並びに安全機能を有する施設に常時作用す

る荷重，運転時荷重及びその他竜巻以外の

自然現象による荷重等を適切に組み合わせ

たものとして設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-②安全機能を有する施

設の安全機能を損なわないようにするた

め，安全機能を有する施設に影響を及ぼす

飛来物の発生防止対策として，飛来物とな

る可能性のあるもののうち，運動エネルギ

及び貫通力の大きさを踏まえ，設計上考慮

すべき飛来物（以下「設計飛来物」とい

う。）を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.10.3.1 設計竜巻の設定 

  
 

1.7.10.3.2 設計飛来物の設定 

以上のことから，竜巻ガイドに例示される鋼製

材を設計飛来物として設定する。 

さらに，飛来物防護ネットの形状及び寸法を考

慮して，鋼製材より小さく飛来物防護ネットを通

過する可能性がある設計飛来物として，竜巻ガイ

ドに例示される鋼製パイプを設定する。 

第 1.7.10－２表に再処理施設における設計飛来

物を示す。 

 
 

3.3.2 竜巻 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

 

安全機能を有する施設は，事業指定(変更

許可)を受けた想定される竜巻(以下「設計

竜巻」という。)が発生した場合において

も，作用する設計荷重に対してその安全機

能を損なわない設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

(2) 防護設計に係る荷重の設定 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)- ①竜巻に対する防護設

計を行うための設計竜巻は事業指定(変更許

可)を受けた最大風速 100m/s とし，設計荷

重は，風圧力による荷重，気圧差による荷

重及び飛来物による衝撃荷重を組み合わせ

た設計竜巻荷重並びに安全機能を有する施

設に常時作用する荷重，運転時荷重及びそ

の他竜巻以外の自然現象による荷重を適切

に組み合わせたもの(以下「設計荷重(竜

巻)」という。)を設定する。 

 

     風圧力による荷重及び気圧差による荷重

は，設計竜巻の特性値に基づいて設定す

る。 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-②飛来物による衝撃荷

重としては，事業指定(変更許可)を受けた

設計飛来物である鋼製材(長さ 4.2m×幅

0.3m×奥行き 0.2m，質量 135kg，最大水平

速度 51m/s，最大鉛直速度 34m/s)が衝突す

る場合の荷重を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(a) 

(ｲ)-①は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(7) (i)(a)(ｲ)- 

①と同義であり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(a) 

(ｲ)-②は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(7) (i)(a)(ｲ)-

②を具体的に記載し

ており整合してい

る。 
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ロ(7)(i)(a)(ｲ)-③飛来物となり得る資

機材及び車両のうち，衝突時に与える運動

エネルギ又は貫通力が設計飛来物によるも

のより大きくなるものについては，固定，

固縛，建屋収納，退避又は撤去を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-④また，再処理事業所

外から飛来するおそれがあり，かつ，再処

理事業所内からの飛来物による衝撃荷重を

上回ると想定されるものがある場合は，設

計飛来物としての考慮の要否を検討する。 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-⑤竜巻に対する防護設

計においては，機械的強度を有する建物に

より保護すること，竜巻防護対策設備を設

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.10.3.2 設計飛来物の設定 

車両については，周辺防護区域への入構を管理

するとともに，固縛又は退避を必要とする区域

（以下「飛来対策区域」という。）を設定し，竜

巻の襲来が予想される場合には，停車又は走行し

ている場所に応じて固縛するか又は飛来対策区域

外の避難場所へ退避することにより，飛来物とな

らないよう管理を行うことから，設計飛来物とし

て考慮しない。 

 

飛来距離を考慮すると，ブレードが設計対処施

設まで到達するおそれはないことから，ブレード

は設計飛来物として考慮しない。 

 

 

 

 

 

1.7.10.1 竜巻防護に関する設計方針 

設計竜巻から防護する施設（以下「竜巻防護対

象施設」という。）としては，安全評価上その機

能を期待する構築物，系統及び機器を漏れなく抽

出する観点から，安全上重要な機能を有する構築

さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影

響を考慮する施設の設置状況及びその他環

境状況を考慮し，評価に用いる飛来物の衝

突による荷重を設定する。 

 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-③鋼製材よりも運動エ

ネルギ又は貫通力が大きくなる資機材等の

設置場所及び障害物の有無を考慮し，固

定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管

理及び退避を実施することにより，飛来物

とならない設計とする。 

＜中略＞ 

(3) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策 

c. 必要な機能を損なわないための運用上の

措置 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-③竜巻に関する設計条

件等に係る新知見の収集及び竜巻に関する

防護措置との組合せにより安全機能を損な

わないための運用上の措置として，以下を

保安規定に定めて，管理する。 

・設計竜巻の特性値，竜巻と同時に発生す

る自然現象等について，定期的に新知見

の確認を行い，新知見が得られた場合に

評価を行うこと 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-③・資機材等の固定，

固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及

び退避を行うこと 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

(2) 防護設計に係る荷重の設定 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-④また，設計飛来物に

よる衝撃荷重を上回ると想定される再処理

事業所外からの飛来物は，飛来距離を考慮

すると竜巻防護対象施設等に到達するおそ

れはないことから，衝撃荷重として考慮す

る必要のあるものはない。 

 

＜中略＞ 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

ロ(7)(i)(a)(ｲ)-⑤設計竜巻から防護す

る施設(以下「竜巻防護対象施設」とい

う。)としては，安全評価上その機能を期待

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(a) 

(ｲ)-③は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(7) (i)(a)(ｲ)-

③を具体的に記載し

ており整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(a) 

(ｲ)-④は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(7) (i)(a)(ｲ)-

④を具体的に記載し

ており整合してい

る。 

 

 

設工認のロ(7)(i)(a) 

(ｲ)-⑤は，事業変更

許可申請書（本文）
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置すること等により，安全機能を有する施

設が安全機能を損なわない設計とするこ

と，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若しくは竜巻による損傷を考慮して，代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修理を行うこと又

はそれらを適切に組み合わせることによ

り，その安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物，系統及び機器を抽出する。竜巻防護対象施設

及びそれらを収納する建屋（以下「竜巻防護対象

施設等」という。）は，竜巻により冷却，水素掃

気，火災及び爆発の防止，臨界防止等の安全機能

を損なわないよう機械的強度を有すること等によ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記に含まれない安全機能を有する施設は，竜

巻及びその随伴事象に対して機能を維持すること

若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を考慮

して代替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修理を行うこと又はそ

れらを適切に組み合わせることにより，その安全

機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する建物・構築物，系統及び機器を漏れな

く抽出する観点から，安全上重要な機能を

有する建物・構築物，系統及び機器を対象

とする。竜巻防護対象施設及びそれらを収

納する建屋(以下「竜巻防護対象施設等」と

いう。)は，竜巻に対し，機械的強度を有す

ること等により，竜巻防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 

また，その施設の倒壊等により竜巻防護

対象施設等に波及的影響を及ぼして安全機

能を損なわせるおそれがある施設(以下「竜

巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得

る施設」という。)の影響及び竜巻の随伴事

象による影響を考慮した設計とする。 

 

竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有

する施設は，竜巻及びその随伴事象に対し

て機能を維持すること若しくは竜巻及びそ

の随伴事象による損傷を考慮して代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修理を行うこと又はそ

れらを適切に組み合わせることにより，そ

の安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記の施設に対する損傷を考慮し

て代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修理を行う

ことを保安規定に定めて，管理する。 

 

     なお，使用済燃料収納キャスクは再処理

施設内に一時的に保管されることを踏ま

え，竜巻により使用済燃料収納キャスクを

収納する建屋が使用済燃料収納キャスクに

対して波及的破損を与えない設計とする。 

 

(3) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策 

a. 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策 

竜巻に対する防護設計において，竜巻防

護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して機

械的強度を有する建屋により保護するこ

と，竜巻防護対策設備を設置すること等に

より，安全機能を損なわない設計とする。 

 

建屋内の竜巻防護対象施設は，設計荷重

(竜巻)に対して竜巻防護対象施設を収納す

る建屋内に設置することにより，安全機能

のロ(7) (i)(a)(ｲ)-

⑤を具体的に記載し

ており整合してい

る。 
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を損なわない設計とする。 

     竜巻防護対象施設を収納する建屋は，設

計荷重(竜巻)に対して，構造強度評価を実

施し，構造健全性を維持することにより，

建屋内の竜巻防護対象施設が安全機能を損

なわない設計とする。 

     また，設計飛来物の衝突に対して，貫通

及び裏面剥離の発生により竜巻防護対象施

設の安全機能を損なわない設計とする。 

 塔槽類廃ガス処理設備等の建屋内の施設

で外気と繋がっている竜巻防護対象施設

は，気圧差による荷重に対して構造強度評

価を実施し，安全機能を損なわないよう，

要求される機能を維持する設計とする。 

 開口部等からの設計飛来物の侵入によ

り，建屋内に収納されるが防護が期待でき

ない竜巻防護対象施設は，竜巻防護対策設

備を設置することにより，設計飛来物の衝

突による影響に対して，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防

護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して，

構造強度評価を実施し，安全機能を損なわ

ないよう，要求される機能を維持する設計

とする。また，設計飛来物の衝突による影

響に対して安全機能を損なうおそれのある

場合には，竜巻防護対策設備を設置するこ

とにより安全機能を損なわない設計とす

る。 

竜巻防護対策設備の基本設計方針につい

ては，第２章 個別項目の「7.3.4 竜巻防

護対策設備」に示す。 

     竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼ

し得る施設のうち，破損に伴う倒壊又は転

倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，

設計荷重(竜巻)に対して，構造強度評価を

実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，

周辺の竜巻防護対象施設等に波及的影響を

及ぼさない設計とする。竜巻防護対象施設

等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，

当該施設が機能喪失に陥った場合に竜巻防

護対象施設も機能喪失させる機能的影響を

及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)に対し

て，必要な機能を維持する設計とする。 

     使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，設計荷重(竜巻)に対して，構造強度評

価を実施し，構造健全性を維持することに
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より，使用済燃料収納キャスクに波及的破

損を与えない設計とする。 

 

b. 竜巻随伴事象に対する設計方針 

過去の他地域における竜巻被害状況及び

再処理施設の配置から，竜巻随伴事象とし

て火災，溢水及び外部電源喪失を想定し，

これらの事象が発生した場合においても，

竜巻防護対象施設が安全機能を損なわない

設計とする。 

竜巻随伴事象のうち火災に対しては，火

災源と竜巻防護対象施設の位置関係を踏ま

えて熱影響を評価した上で，竜巻防護対象

施設の安全機能に影響を与えない設計又は

火災の感知・消火等の対策により竜巻防護

対象施設の安全機能に影響を与えない設計

とする。竜巻随伴事象としての火災による

影響は外部火災及び内部火災に対する防護

設計に包絡されるため，「3.3.3 外部火

災」の「(b) 近隣の産業施設の火災及び爆

発に対する防護対策」及び「5. 火災等に

よる損傷の防止」に基づく設計とする。 

竜巻随伴事象のうち溢水に対しては，溢

水源と竜巻防護対象施設の位置関係を踏ま

えた影響評価を行った上で，竜巻防護対象

施設の安全機能に影響を与えない設計とす

る。竜巻随伴事象としての溢水による影響

は溢水に対する防護設計に包絡されるた

め，「6. 再処理施設内における溢水によ

る損傷の防止」の「6.3.4 その他の溢水」

に基づく設計とする。 

竜巻随伴事象のうち外部電源喪失に対し

ては，外部電源喪失が生じたとしても非常

用所内電源系統等の安全機能を確保する設

計とし，非常用所内電源系統による電源供

給を可能とすることで竜巻防護対象施設の

安全機能を維持する設計とする。 
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(ロ) 外部火災 

 

 

 

 

安全機能を有する施設は，想定される外部

火災において，最も厳しい火災が発生した場

合においても，その安全機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11 外部火災防護に関する設計 

1.7.11.1 外部火災防護に関する設計方針 

 

＜中略＞ 

 

安全機能を有する施設は，外部火災の影響を受

ける場合においてもその安全機能を確保するため

に，防火帯の設置，離隔距離の確保，建屋による

防護等により，外部火災に対して安全機能を損な

わない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.3 外部火災 

 

 

 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

安全機能を有する施設は，想定される外

部火災において，最も厳しい火災が発生し

た場合においても，防火帯の設置，離隔距

離の確保及び建屋による防護等により，そ

の安全機能を損なわない設計とする。 

 

その上で，外部火災により発生する火炎

及び輻射熱からの直接的影響並びにばい煙

及び有毒ガスの二次的影響によってその安

全機能を損なわない設計とする。 

外部火災から防護する施設(以下「外部火

災防護対象施設」という。)としては，安全

評価上その機能を期待する建物・構築物，

系統及び機器を漏れなく抽出する観点か

ら，安全上重要な機能を有する建物・構築

物，系統及び機器を対象とする。外部火災

防護対象施設及びそれらを収納する建屋(以

下「外部火災防護対象施設等」という。)

は，外部火災の直接的影響及び二次的影響

に対し，機械的強度を有すること等によ

り，外部火災防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

また，外部火災防護対象施設等に波及的

影響を及ぼして安全機能を損なわせるおそ

れがある施設(以下「外部火災防護対象施設

等に波及的影響を及ぼし得る施設」とい

う。)の影響を考慮した設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

また，上記の施設に対する損傷を考慮し

て代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修理を行う

こと及び防火帯の外側に位置する設備に対

し事前散水により延焼防止を図ることを保

安規定に定めて，管理する。 

なお，使用済燃料収納キャスクは再処理

施設内に一時的に保管されることを踏ま

え，外部火災により使用済燃料収納キャス

クを収納する建屋が使用済燃料収納キャス

クに対して波及的破損を与えない設計とす

る。 
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外部火災としては，「原子力発電所の外部

火災影響評価ガイド」を参考として，森林火

災，近隣の工場，石油コンビナート等特別防

災区域，危険物貯蔵所及び高圧ガス貯蔵施設

（以下「近隣の産業施設」という。）の火災

及び爆発並びに航空機墜落による火災を対象

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然現象として想定される森林火災につい

ては，敷地への延焼防止を目的として，再処

理施設の敷地周辺の植生を確認し，作成した

植生データ及び敷地の気象条件等を基にロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-①解析によって求めた最大火

線強度（9,128ｋＷ／ｍ）から算出される防

火帯（幅 25ｍ以上）を敷地内に設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火帯は延焼防止機能を損なわない設計と

し，防火帯内には原則として可燃物となるも

 

 

 

 

ここでの外部火災としては，「原子力発電所の

外部火災影響評価ガイド」（平成 25年６月 19日 

原規技発第 13061912号 原子力規制委員会決定）

（以下「外部火災ガイド」という。）を参考とし

て，森林火災，近隣の産業施設の火災及び爆発並

びに航空機墜落による火災を対象とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11.3 森林火災の想定 

＜中略＞ 

1.7.11.3.7 防火帯幅の設定 

ＦＡＲＳＩＴＥによる影響評価により算出され

る最大火線強度（9,128ｋＷ／ｍ（発火点２））に

対し，外部火災ガイドを参考として，風上に樹木

がある場合の火線強度と最小防火帯の関係から，

必要とされる最小防火帯幅 24.9ｍを上回る幅 25ｍ

以上の防火帯を確保することにより，設計対処施

設への延焼を防止し，外部火災防護対象施設の安

全機能を損なわない設計とする。設置する防火帯

の位置を第 1.7.11－１図に示す。 

＜中略＞ 

 

 

 

1.7.11.10 手順等 

＜中略＞ 

(1) 防火帯の維持及び管理に係る手順並びに防火

帯に可燃物を含む機器等を設置する場合に

 

 

(2) 防護設計に考慮する外部火災に係る事象

の設定 

外部火災としては，「原子力発電所の外

部火災影響評価ガイド」を参考として，森

林火災，近隣の工場，石油コンビナート等

特別防災区域，危険物貯蔵所及び高圧ガス

貯蔵施設(以下「近隣の産業施設」とい

う。)の火災及び爆発並びに航空機墜落によ

る火災を対象とする。 

また，外部火災防護対象施設へ影響を与

えるおそれのある敷地内に存在する屋外の

危険物貯蔵施設及び可燃性ガスボンベ(以下

「危険物貯蔵施設等」という。)について

は，外部火災源としての影響及び外部火災

による影響を考慮する。 

 

さらに，近隣の産業施設の火災と森林火

災の重畳並びに航空機墜落による火災と敷

地内の危険物貯蔵施設等の火災及び爆発と

の重畳を考慮する。 

 

これら火災の二次的影響として，火災に

伴い発生するばい煙及び有毒ガスを考慮す

る。 

 

(3) 外部火災に対する防護対策 

a. 外部火災の直接的影響に対する防護対策 

(a) 森林火災に対する防護対策 

自然現象として想定される森林火災につ

いては，敷地への延焼防止を目的として，

再処理施設の敷地周辺の植生を確認し，作

成した植生データ及び敷地の気象条件等を

基に，ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-①再処理施設への

影響が厳しい評価となるように解析条件を

設定し，森林火災シミュレーション解析コ

ードを用いて求めた最大火線強度

(9,128kW/m）から算出される，事業指定(変

更許可)を受けた防火帯(幅 25m以上)を敷地

内に設ける設計とする。 

 

 

 

 

防火帯は延焼防止機能を損なわない設計

とし，防火帯内には原則として可燃物とな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-①は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-①を具

体的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5417



 

ロ-137  

 
火

G
 B
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

のは設置しない。 

防火帯に可燃物を含む機器等を設置する場

合には，延焼防止機能を損なわないよう必要

最小限とするとともに，不燃性シートで覆う

等の対策をロ(7)(i)(a)(ﾛ)-②実施する。 

 

また，森林火災からの輻射強度の影響を考

慮した場合においても，離隔距離の確保ロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-③等により，安全機能を有す

る施設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は，延焼防止機能を損なわないよう必要最小

限とするとともに，不燃性シートで覆う等の

対策を実施する手順を整備する。 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るものは設置しない設計とする。 

ただし，防火帯に可燃物を含む機器等を

設置する場合には，延焼防止機能を損なわ

ないよう必要最小限とするとともに，不燃

性シートで覆う等の対策をロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-②施す設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-③及び建屋による防護に

より，外部火災防護対象施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

建屋内の外部火災防護対象施設は，外部

火災に対して損傷の防止が図られた建屋内

に設置することにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

森林火災からの輻射強度の影響に対する

評価として,外部火災防護対象施設を収納す

る建屋は，防火帯の外縁(火炎側)から危険

距離を上回る離隔距離を確保することで，

建屋内の外部火災防護対象施設の安全機能

を損なわない設計とする。外壁表面温度が

コンクリートの圧縮強度を維持できる温度

域の上限(以下「コンクリートの許容温度」

という。)となる離隔距離を危険距離として

設定する。 

 

建屋の外気取入口から空気を取り込む設

備である，非常用ディーゼル発電機に流入

する空気の森林火災による温度上昇に対す

る温度評価は，輻射熱の影響が厳しい石油

備蓄基地火災の熱影響評価に包絡されるた

め，「(b) 近隣の産業施設の火災及び爆発

に対する防護対策」に基づく設計とする。 

 

安全冷却水系の冷却塔等の屋外に設置す

る外部火災防護対象施設（以下「屋外の外

部火災防護対象施設」という。）は，防火

帯の外縁(火炎側)から危険距離を上回る離

隔距離を確保することで，安全機能を損な

わない設計とする。施設の温度が，冷却水

出口温度の最大運転温度等の安全機能を維

持するために必要な温度域の上限（以下

「屋外の外部火災防護対象施設の許容温

度」という。）となる離隔距離を危険距離

(7)(i)(a)(ﾛ)-②は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-②を具

体的に記載しており整

合している。 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-③は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-③を具

体的に記載しており整

合している。 
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人為事象として想定される近隣の産業施設

の火災及び爆発，ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-④敷地内

に存在する屋外の危険物貯蔵施設及び可燃性

ガスボンベの火災及び爆発の影響について

は， 

 

 

 

離隔距離の確保ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑤等によ

り，安全機能を有する施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11.4 近隣の産業施設の火災及び爆発 

1.7.11.4.1 概要 

近隣の産業施設の火災及び爆発については，外

部火災ガイドを参考として，敷地周辺 10ｋｍ範囲

内に存在する近隣の産業施設及び敷地内の危険物

貯蔵施設等を網羅的に調査し，石油備蓄基地（敷

地西方向約 0.9ｋｍ）の火災，敷地内の危険物貯

蔵施設等の火災及び爆発を対象とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする。 

 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，防火帯の外縁(火炎側)から危険距離を

上回る離隔距離を確保することで，使用済

燃料収納キャスクに波及的破損を与えない

設計とする。 

 

(b) 近隣の産業施設の火災及び爆発に対する

防護対策 

人為事象として想定される近隣の産業施

設の火災及び爆発ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-④とし

て，石油備蓄基地の火災並びに敷地内の危

険物貯蔵施設等の火災及び爆発の影響につ

いては， 

 

 

 

離隔距離の確保ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑤及び建

屋による防護により，外部火災防護対象施

設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

敷地周辺を通行する危険物を搭載した車

両による火災及び爆発については，危険物

の貯蔵量が多く，外部火災防護対象施設ま

での距離が近い敷地内の危険物貯蔵施設等

の火災及び爆発の評価に包絡されるため，

敷地内の危険物貯蔵施設等の火災及び爆発

に対する設計方針において示す。 

 

また，敷地内において，危険物を搭載し

たタンクローリ火災が発生した場合の影響

については，燃料等の補充時は監視人が立

会を実施することで，万一の火災発生時は

速やかな消火活動を可能とすることによ

り，外部火災防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

 

船舶の火災については，危険物の貯蔵量

が多く外部火災防護対象施設までの距離が

近い敷地近傍の石油備蓄基地火災の影響に

包絡されることから，石油備蓄基地の火災

に対する設計方針において示す。 

 

イ. 石油備蓄基地火災に対する防護対策 

石油備蓄基地の火災に対して，外部火災

防護対象施設を収納する建屋は，火災源か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-④は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-④と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑤は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑤を具

体的に記載しており整

合している。 
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ら危険距離を上回る離隔距離を確保するこ

とで，建屋の外壁表面温度をコンクリート

の許容温度以下とし，建屋内の外部火災防

護対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

 

建屋の外気取入口から空気を取り込む設

備である非常用ディーゼル発電機は，火災

源から危険距離を上回る離隔距離を確保す

ることで，安全機能を損なわない設計とす

る。外気取入口から流入する空気の温度

が，非常用ディーゼル発電機の設計上の最

高使用温度となる離隔距離を危険距離とす

る。 

 

屋外の外部火災防護対象施設は，火災源

から危険距離を上回る離隔距離を確保する

ことで，輻射強度に基づき算出した施設の

温度を屋外の外部火災防護対象施設の許容

温度以下とし，安全機能を損なわない設計

とする。 

 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，火災源から危険距離を上回る離隔距離

を確保することで，外壁表面温度をコンク

リートの許容温度以下とし，使用済燃料収

納キャスクに波及的破損を与えない設計と

する。 

 

ロ. 石油備蓄基地火災と森林火災の重畳に対

する防護対策 

石油備蓄基地火災と森林火災の重畳に対

して，外部火災防護対象施設を収納する建

屋は，火災源から危険距離を上回る離隔距

離を確保することで，建屋の外壁表面温度

をコンクリートの許容温度以下とし，建屋

内の外部火災防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

 

屋外の外部火災防護対象施設は，火災源

から危険距離を上回る離隔距離を確保する

ことで，輻射強度に基づき算出した施設の

温度を屋外の外部火災防護対象施設の許容

温度以下とし，安全機能を損なわない設計

とする。 
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使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，火災源から危険距離を上回る離隔距離

を確保することで，外壁表面温度をコンク

リートの許容温度以下とし，使用済燃料収

納キャスクに波及的破損を与えない設計と

する。 

 

ハ. 敷地内の危険物貯蔵施設等の火災及び爆

発に対する防護対策 

敷地内の危険物貯蔵施設等の火災及び爆

発に対しては，敷地内に複数存在する危険

物貯蔵施設等の中から，貯蔵量及び配置状

況並びに外部火災防護対象施設を収納する

建屋及び屋外の外部火災防護対象施設への

距離を考慮し，外部火災防護対象施設に火

災及び爆発の影響を及ぼすおそれがあるも

のを選定する。 

 

敷地内の危険物貯蔵施設等の火災におい

て，外部火災防護対象施設を収納する建屋

は，それぞれの敷地内の危険物貯蔵施設に

対し危険距離を上回る離隔距離を確保する

ことで，輻射強度に基づき算出した建屋の

外壁表面温度をコンクリートの許容温度以

下とし，建屋内の外部火災防護対象施設の

安全機能を損なわない設計とする。 

 

屋外の外部火災防護対象施設は，火災源

から危険距離を上回る離隔距離を確保する

ことで，輻射強度に基づき算出した施設の

温度を屋外の外部火災防護対象施設の許容

温度以下とし，安全機能を損なわない設計

とする。 

 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，火災源から危険距離を上回る離隔距離

を確保することで，外壁表面温度をコンク

リートの許容温度以下とし，使用済燃料収

納キャスクに波及的破損を与えない設計と

する。 

 

再処理施設の危険物貯蔵施設等は，建屋

内に収納され，着火源を排除するとともに

可燃性ガスが漏えいした場合においても滞

留しない構造とすることで爆発を防止する

設計とする。 
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航空機墜落による火災については，対象航

空機がロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑥安全機能を有する

施設を収納する建屋等の直近に墜落する火災

を想定し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑦火炎からの輻射強度の影

響により，建屋外壁等の温度上昇を考慮した

場合においても，安全機能を有する施設の安

全機能を損なわない設計とすること， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11.5.4 航空機墜落地点の設定 

 

再処理施設は敷地内に放射性物質を取り扱う建

屋が多く，面的に広く分布していることを踏ま

え，離隔距離を想定しない航空機墜落による火災

としてとらえ，航空機墜落地点は，建屋外壁等の

設計対処施設への影響が厳しい地点とする。 

＜中略＞ 

屋外に設置する設計対処施設については，外部

火災防護対象施設を収納する建屋への評価と同様

に，設計対処施設の外殻となる竜巻防護対策設備

の至近で航空機墜落による火災が発生することを

想定し，設計対処施設の安全機能を損なわない設

計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その上で，敷地内の危険物貯蔵施設等の

爆発を想定し，ガス爆発の爆風圧が

0.01MPa となる危険限界距離を求め，危険

限界距離を上回る離隔距離を確保すること

で外部火災防護対象施設の安全機能を損な

わない設計とすること及び使用済燃料収納

キャスクを収納する建屋は，使用済燃料収

納キャスクに波及的破損を与えない設計と

する。 

 

また，敷地内の危険物貯蔵施設等に隣接

し，危険限界距離を上回る離隔距離を確保

できない外部火災防護対象施設を収納する

建屋は，爆発によって発生する爆風圧に対

して，建屋外壁の発生応力を短期許容応力

度以下とし，コンクリートの構造強度を確

保することで，建屋内の外部火災防護対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

(c) 航空機墜落による火災に対する防護対策 

 

航空機墜落による火災について， 

ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑥外部火災防護対象施設

を収納する建屋は，対象航空機が直近に墜

落する火災を想定し，建屋による防護によ

り，外部火災防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑦航空機墜落による火

災は建屋直近で発生を想定しており建屋外

壁表面温度がコンクリートの許容温度を超

えることが想定されるため，輻射強度の影

響に対する評価として，外部火災防護対象

施設を収納する建屋は，外壁及び建屋内の

温度上昇を考慮した場合においても，建屋

内の外部火災防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

屋外の外部火災防護対象施設は，施設の

温度上昇を考慮した場合においても，屋外

の外部火災防護対象施設の許容温度以下と

することで，安全機能を損なわない設計と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑥は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑥を具

体的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑦は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑦を具

体的に記載しており整

合している。 
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する。 

 

外部火災防護対象施設等に波及的影響を

及ぼし得る施設は，支持構造物である架構

等の必要な部材に，耐火被覆又は遮熱板の

防護対策を講じることで，構造が維持でき

る温度以下とし，外部火災防護対象施設等

へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

 

竜巻防護対策設備の鋼板の飛来物防護板

等(以下「飛来物防護板等」という。)を設

置する建屋内の外部火災防護対象施設につ

いては，火炎からの輻射強度を受けた飛来

物防護板等の温度上昇を考慮し，この熱影

響に基づき求めた施設の温度を，外部火災

防護対象施設の性能維持に必要な温度以下

とすることで，安全機能を損なわない設計

とする。 

 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は外壁の温度を算出し，建屋の構造強度を

維持することで使用済燃料収納キャスクに

波及的破損を与えない設計とする。 

 

航空機墜落火災の熱影響により，外部火

災防護対象施設の安全機能を損なうおそれ

がある場合には，耐火被覆による対策を講

じ，耐火被覆を施工できない駆動部等の部

材に対しては，遮熱板による対策を講ずる

ことで，安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

耐火被覆(主材)は，建築基準法における

耐火性能に関する技術的基準のうち，１時

間耐火性能を満足し，国土交通大臣の認定

を取得した塗料を用い，必要厚さ以上を施

工する設計とする。 

 

耐火被覆の施工にあたっては，主材に対

し，主材の剥がれを防止するため，上記認

定を受けた下塗りを施工し，劣化等から保

護する中塗り及び上塗りの塗装を施工する

設計とする。 

 

耐火被覆に係る塗装は，周辺施設を含

め，航空機墜落火災の想定位置を考慮し，

外部火災防護対象施設の安全機能を損なう
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若しくはロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑧その火災によ

る損傷を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間で

修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わ

せることにより，その安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

また，熱影響によりロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑨安

全機能を有する施設の安全機能を損なうおそ

れがある場合には，耐火被覆又は遮熱板等の

対策を講ずることにより安全機能を損なわな

い設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おそれがある部材を抽出し，火災の直近と

なる部材は全てを，その他の部材は離隔距

離が確保できない部材を対象とし，輻射を

遮るように施工する設計とする。 

 

遮熱板は，防護する部材への輻射を遮る

ように囲み，鋼板の受熱面側に耐火被覆に

係る塗装を施工する設計とする。また，防

護する部材及び遮熱板の点検等の保守性を

考慮した設計とする。 

＜中略＞ 

 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

＜中略＞ 

 

外部火災防護対象施設等以外の安全機能

を有する施設については，外部火災に対し

て機能を維持すること，若しくはロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑧外部火災による損傷を考

慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修理を

行うこと，防火帯の外側に位置する設備に

対し事前散水により延焼防止を図ること又

はそれらを適切に組み合わせることによ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

(c) 航空機墜落による火災に対する防護対策 

＜中略＞ 

また，熱影響によりロ(7)(i)(a)(ﾛ)-⑨

外部火災防護対象施設の安全機能を損なう

おそれがある場合には，耐火被覆又は遮熱

板の対策を講ずることにより安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

(c) 航空機墜落による火災に対する防護対策 

＜中略＞ 

 

航空機墜落による火災と敷地内の危険物

貯蔵施設等の火災の重畳としては，航空機

が敷地内の危険物貯蔵施設等に直撃し，危

険物及び航空機燃料による重畳火災が発生

することを想定する。上記の危険物及び航

空機燃料による重畳火災を想定した場合の

外部火災防護対象施設等が受ける輻射強度

は，建屋等の直近における航空機墜落によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑧は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑧と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑨は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑨を具

体的に記載しており整

合している。 
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る火災を想定した場合の輻射強度よりも小

さいことから，航空機墜落による火災に対

する設計方針に基づくことで，外部火災防

護対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

航空機墜落による火災と敷地内の危険物

貯蔵施設等の爆発が重畳した場合の爆風圧

に対しては，ガス爆発の爆風圧が 0.01MPa

となる危険限界距離を求め，危険限界距離

を上回る離隔距離を確保することで外部火

災防護対象施設の安全機能を損なわない設

計とすること及び使用済燃料収納キャスク

を収納する建屋は，使用済燃料収納キャス

クに波及的破損を与えない設計とする。 

 

また，敷地内の危険物貯蔵施設等に隣接

し，危険限界距離を上回る離隔距離を確保

できない外部火災防護対象施設を収納する

建屋は，爆発によって発生する爆風圧に対

して，建屋外壁の発生応力を短期許容応力

度以下とし，コンクリートの構造強度を確

保することで，建屋内の外部火災防護対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

(d) 再処理施設の危険物貯蔵施設等への火災

及び爆発に対する防護対策 

 

再処理施設の危険物貯蔵施設等への火災

及び爆発に対する防護対策については，森

林火災及び近隣の産業施設の火災の影響を

想定し，火災源から危険距離を上回る離隔

距離を確保することで，再処理施設の危険

物貯蔵施設等の火災及び爆発を防止する設

計とする。再処理施設の危険物貯蔵施設等

の貯蔵物の温度が許容温度となる離隔距離

を危険距離とする。また，近隣の産業施設

の爆発の影響を想定しても，爆風圧が

0.01MPa となる危険限界距離を算出し，危

険限界距離を上回る離隔距離を確保する設

計とする。上記設計により，再処理施設の

危険物貯蔵施設等が，外部火災防護対象施

設等へ影響を与えない設計とすること及び

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，使用済燃料収納キャスクに波及的破損

を与えない設計とする。 
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外部火災の二次的影響であるばい煙による

影響については，建屋換気設備等に適切な防

護対策を講じることで，(7)(i)(a)(ﾛ)-⑩安

全機能を有する施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11.7 二次的影響評価 

1.7.11.7.1 概要 

ばい煙及び有毒ガスによる影響については，外

部火災ガイドを参考として第 1.7.11－８表の設備

を対象とし，ばい煙及び有毒ガスの侵入を防止す

るため，適切な対策を講ずることで外部火災防護

対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 外部火災の二次的影響に対する防護対策 

(a) ばい煙の影響に対する防護対策 

外部火災の二次的影響であるばい煙によ

る影響については，建屋換気設備等に適切

な防護対策を講じることで，

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑩外部火災防護対象施設の

安全機能を損なわない設計とする。 

 

イ. 換気空調系統 

外部火災防護対象施設を収納する建屋の

換気設備の給気系は，ばい煙の侵入に対し

て，フィルタを設置することで，外部火災

防護対象施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

中央制御室は，運転員の居住性を確保す

るため，制御建屋中央制御室換気設備の外

気取入口にフィルタを設置することで，安

全機能を損なわない設計とする。 

 

制御建屋中央制御室換気設備は，外気と

の連絡口を遮断し，中央制御室内の空気を

再循環できる設計とする。 

 

連絡口を遮断し再循環を行う措置並びに

再循環時における中央制御室内の酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響を考慮した措置

を講ずることを保安規定に定めて，管理す

る。 

 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室については，運転員への影響

を防止するため，必要に応じて外気との連

絡口を遮断し，制御室内の空気を再循環で

きる設計とする。 

 

連絡口を遮断し再循環の措置を講ずるこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

 

ロ. ディーゼル発電機 

外部火災防護対象施設の非常用ディーゼ

ル発電機については，ばい煙の侵入に対し

て，フィルタ又はワイヤーネットを設置す

ることで，安全機能を損なわない設計とす

る。 

また，ばい煙が侵入したとしてもばい煙

が流路に溜まりにくい構造とし，ばい煙に

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑩は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑩と同

義であり整合してい

る。 
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また，有毒ガスによる影響については，運

転員の作業環境を確保するためロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑪制御建屋の中央制御室内空

気を再循環する設計とし，居住性に影響を及

ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.11.7.3 有毒ガスの影響 

制御建屋の中央制御室は，運転員の居住性を確

保するため，有毒ガスの侵入を防止できるよう，

制御建屋中央制御室換気設備の外気との連絡口を

遮断し，制御建屋の中央制御室内の空気を再循環

する措置を講ずる設計とする。再循環について

は，制御建屋の中央制御室内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の影響を考慮する。これにより，再処

理事業所内において有毒ガスが発生した場合にお

いても，再循環する措置を講ずることで制御建屋

の中央制御室の居住性を損なわない設計とする。

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室については，必要に応じて外気との連絡口を

遮断し，運転員への影響を防止する設計とする。 

より閉塞しない設計とする。 

 

ハ. 安全空気圧縮機系の圧縮空気 

外部火災防護対象施設の安全圧縮空気系

の空気圧縮機の吸気側については，ばい煙

の侵入に対して，フィルタを設置すること

で，安全機能を損なわない設計とする。 

また，ばい煙が侵入したとしてもばい煙

が流路に溜まりにくい構造とし，ばい煙に

より閉塞しない設計とする。 

 

二. ガラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風

管 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風

管については，外気とともに自然空冷の通

気流路にばい煙が流入するが，流路の閉塞

を防止する構造とすることで，安全機能を

損なわない設計とする。 

 

 

(b) 有毒ガスの影響に対する防護対策 

有毒ガスによる影響については，運転員

の作業環境を確保するため，ロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑪制御建屋中央制御室換気

設備の外気との連絡口を遮断し，中央制御

室内の空気を再循環できる設計とする。 

 

連絡口を遮断し再循環を行う措置並びに

再循環時における中央制御室内の酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響を考慮した措置

を講ずることを保安規定に定めて，管理す

る。 

 

 

 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室については，運転員への影響

を防止するため，必要に応じて外気との連

絡口を遮断し，制御室内の空気を再循環で

きる設計とする。 

 

連絡口を遮断し再循環の措置を講ずるこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

 

c. 必要な機能を損なわないための運用上の

措置 

外部火災に関する設計条件等に係る新知

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑪は，

変更許可申請書（本

文）のロ

(7)(i)(a)(ﾛ)-⑪と同

義であり整合してい

る。 
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見の収集及び防護措置との組合せにより安

全機能を損なわないための運用上の措置と

して，以下を保安規定に定めて，管理す

る。 

 

・外部火災の評価の条件及び新知見につい

て，定期的に確認を行い，評価条件の大

きな変更又は新知見が得られた場合に評

価を行うこと 

 

・延焼防止機能を損なわないために，防火

帯の維持管理を行うとともに，防火帯内

には原則として可燃物となるものは設置

せず，可燃物を含む機器等を設置する場

合には，必要最小限として不燃性シート

で覆う等の対策を行うこと 

 

・危険物を搭載したタンクローリ火災が発

生した場合の影響については，万一の火

災発生時に速やかな消火活動が可能とな

るよう，燃料補充時は監視人が立会を実

施すること 

 

・耐火被覆及び遮熱板の定期的な保守管理

を行うこと 

 

・航空機墜落火災が発生した場合，再処理

施設の耐火被覆及び遮熱板の点検並びに

工程停止等の措置を講ずること 

 

・外部火災によるばい煙及び有毒ガスの発

生時には，中央制御室の運転員への影響

を防止するため，制御建屋中央制御室換

気設備の外気との連絡口を遮断し，中央

制御室内の空気の再循環を行い，再循環

時においては，中央制御室内の酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響を考慮した措

置を講ずること 

 

・外部火災によるばい煙及び有毒ガスの発

生時には，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室の運転員への影響を防

止するため，必要に応じて外気との連絡

口を遮断し，制御室内の空気の再循環を

行う措置を講ずること 
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(ﾊ) 航空機落下 

再処理施設の上空には三沢特別管制区が

あり，南方向約 10ｋｍの位置には三沢対地

訓練区域がある。三沢対地訓練区域で対地

射爆撃訓練飛行中の航空機が施設に墜落す

る可能性は極めて小さいが，当区域で多く

の訓練飛行が行われているという立地地点

固有の社会環境等を配慮し，仮に訓練飛行

中の航空機が施設に墜落することを想定し

たときに，公衆に対して著しい放射線被ば

くのリスクを与えるおそれのある施設は，

航空機に対して貫通が防止でき，かつ，航

空機による衝撃荷重に対して健全性が確保

できる堅固な建物・構築物で適切に保護す

る等，安全確保上支障がないように設計す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.3  航空機に対する防護設計 

1.7.3.1  防護設計の基本方針 

三沢対地訓練区域で訓練飛行中の航空機が施設

に墜落することを想定したときに，公衆に対して

著しい放射線被ばくのリスクを与えるおそれのあ

る施設は，航空機に対して貫通が防止でき，か

つ，航空機による衝撃荷重に対して健全性が確保

できる堅固な建物・構築物で適切に保護する等，

安全確保上支障がないように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

1.7.3.3  防護設計条件の設定 

 

＜中略＞ 

 

3.3.5 航空機落下 

再処理施設の上空には三沢特別管制区が

あり，南方向約 10km の位置には三沢対地訓

練区域がある。三沢対地訓練区域で対地射

爆撃訓練飛行中の航空機が施設に墜落する

可能性は極めて小さいが，当区域で多くの

訓練飛行が行われているという立地地点固

有の社会環境等を配慮し，仮に訓練飛行中

の航空機が施設に墜落することを想定した

ときに，公衆に対して著しい放射線被ばく

のリスクを与えるおそれのある施設は，航

空機に対して貫通が防止でき，かつ，航空

機による衝撃荷重に対して健全性が確保で

きる堅固な建物・構築物で適切に保護する

等，安全確保上支障がないように設計す

る。 

 

安全上重要な施設については原則として

防護対象とする。 

ただし，安全上重要な施設のうち，航空

機が墜落する可能性が無視できる施設又は

仮に航空機が墜落することを想定しても公

衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを

与えない施設は，防護対象外とする。 

防護方法としては，建物の外壁及び屋根

により建物全体を適切に保護する方法を基

本とし，放射性物質を内蔵する防護対象施

設が一箇所に集中している場合は，建物の

壁及び床により防護対象とする区画を適切

に保護する方法を用いることにより，施設

の安全性を確保する設計とする。 

また，放射性物質を内蔵しておらず，か

つ，多重化が要求される場合は，同時に 2

系列破損しないよう十分な離隔距離をとっ

て配置する方法を用いることにより，施設

の安全性を確保する設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

なお，定期的に航空路の変更等の状況を

確認し，追加の防護措置の要否を判断する

ことを保安規定に定めて，管理する。 

 

(1) 防護設計条件 
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ロ(7)(i)(a)(ﾊ)-①建物・構築物の防護

設計においては，余裕を考慮し，航空機総

重量 20ｔ，速度 150ｍ／ｓから求まる衝撃

荷重を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾊ)-②上記の防護設計を踏

まえ，「実用発電用原子炉施設への航空機

落下確率の評価基準について」等に基づ

き，再処理施設への航空機落下確率を評価

した結果，防護設計の要否判断基準を超え

ないことから，追加の防護設計は必要な

い。 

 

 

 

さらに，建物・構築物の防護設計においては，

余裕を考慮し，航空機の質量 20ｔ，速度 150ｍ／

ｓから求まる衝撃荷重を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，貫通限界厚さの算定についても同様に,余

裕を考慮し，エンジンの質量 1.9ｔ，エンジン吸

気口部直径 0.98ｍ，エンジンの衝突速度 150ｍ／

ｓとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

1.7.3  航空機に対する防護設計 

1.7.3.1  防護設計の基本方針 

上記の防護設計を踏まえ，再処理施設への航空

機落下確率を評価し，追加の防護設計の要否を確

認する。 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾊ)-①建物・構築物の防護

設計においては，三沢対地訓練区域で多く

訓練飛行を行っている航空機のうち，F-16

と F-4EJ 改を包絡する条件として，航空機

総重量20t，速度150m/sとしたF-16相当の

航空機による衝撃荷重を設定する。 

 

 

この衝撃荷重はすべての方向の壁及び天

井に対して直角に作用するものとする。 

 

貫通限界厚さの算定についても同様に，

F-16 相当の航空機に余裕を考慮し，エンジ

ン重量 1.9t，エンジン吸気口部直径

0.98m，エンジンの衝突速度 150m/s とす

る。 

 

また，F-4EJ 改を考慮し，2基のエンジン

（重量 1.745t/基，吸気口部直径 0.992m）

と等価な重量，断面積を有するエンジンと

して，エンジンの重量 3.49t，エンジン吸

気口部直径 1.403m 及びエンジンの衝突速度

155m/s も貫通限界厚さの算定に用いる。 

 

＜中略＞ 

 

3.3.5 航空機落下 

 

＜中略＞ 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾊ)-②上記の防護設計を踏

まえ，再処理施設への航空機落下確率が防

護設計の要否を判断する基準を超えないこ

とを評価して事業指定（変更許可）を受け

ている。 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾊ)-②設工認申請時に，事

業指定（変更許可）申請時から，防護設計

の要否を判断する基準を超えるような航空

路の変更等がないことを確認していること

から，安全機能を有する施設に対して追加

の防護措置その他適切な措置を講ずる必要

はない。 

 

＜中略＞ 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾊ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾊ)-①と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾊ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾊ)-②と同

義であり整合してい

る。 
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(2) 防護設計 

航空機衝突時の建物・構築物の損傷の評

価においては，比較的硬いエンジンの衝突

による貫通等の局部的な破壊と，機体全体

の衝突による鉄筋コンクリート版等の全体

的な破壊という二つの現象を考慮する。 

防護設計を行う建物・構築物は，エンジ

ンの衝突による貫通を防止でき，航空機全

体の衝突荷重によるコンクリートの圧縮破

壊及び鉄筋又は鋼材の破断による版の全体

的な破壊を防止できる構造とする。 

外壁等に設けられた開口部のうち開口面

積の大きいものは，迷路構造(建屋内壁によ

る防護等)により開口内部を直接見込めない

構造とすること等によって防護する設計と

する。 

なお，航空機墜落に伴う搭載燃料の燃焼

による火災に対して，十分な耐火性能を有

する鉄筋コンクリート版等により，防護対

象とする施設を防護する設計とする。航空

機墜落に伴う搭載燃料の燃焼による火災に

係る設計方針については，「3.3.3 外部火

災 (3)a.(c)航空機墜落による火災に対する

防護対策」に示す。 
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(ﾆ) 落雷 

 

安全機能を有する施設は，想定される落

雷が発生した場合において安全機能を損な

わない設計とする。また，ロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-①落雷によってもたらされ

る影響及び再処理施設の特徴を考慮して耐

雷設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-②再処理施設の建物及

び構築物は広範囲に分散して設置されてお

り，かつ，建屋間には，配管，ケーブルを

収納する洞道が設置され，各施設の監視及

び制御を制御建屋で集中的に実施するとい

う特徴を踏まえ，直撃雷による再処理施設

への影響及び間接雷による雷サージによる

影響のそれぞれを考慮して耐雷設計を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐雷設計においては，再処理施設が立地

する地域の気候，再処理事業所及びその周

辺ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-③で過去に観測された

落雷データを踏まえ，想定する落雷の規模

を 270ｋＡとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.6 落雷 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

安全機能を有する施設は，想定される落

雷が発生した場合においても，安全機能を

損なわない設計とする。また，ロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-①直撃雷による再処理施設

への影響及び間接雷による雷サージによる

影響のそれぞれを考慮するとともに，再処

理施設の建物及び構築物は広範囲に分散し

て設置されていること，それらの中には雷

撃を受けやすい高い構築物があること，建

屋間には，配管，ケーブルを収納する洞道

が設置され，各施設の監視及び制御を制御

建屋で集中的に実施するという特徴を踏ま

えて耐雷設計を行う。 

ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-②落雷から防護する施

設（以下，「落雷防護対象施設」とい

う。）としては，安全評価上その機能を期

待する建物・構築物，系統及び機器を漏れ

なく抽出する観点から，安全上重要な機能

を有する建物・構築物,系統及び機器を対象

とする。落雷防護対象施設には，建屋内に

設置されるもの，屋外に設置されるもの及

び屋外に設置され金属製の構築物で覆われ

るものがある。したがって，落雷防護対象

施設，落雷防護対象施設を収納する建屋及

び落雷防護対象施設を覆う金属製の構築物

（以下，「落雷防護対象施設等」とい

う。）は，落雷の影響により落雷防護対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

また，落雷防護対象施設等に波及的影響

を及ぼして安全機能を損なわせるおそれが

ある施設（以下，「落雷防護対象施設等に

波及的影響を及ぼし得る施設」という。）

の影響を考慮した設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

(2) 想定する落雷の規模及び荷重の組合せ 

耐雷設計においては，再処理施設が立地

する地域の気候，再処理事業所及びその周

辺ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-③の過去の観測値に安

全余裕を見込んで，想定する落雷の規模

を，事業指定（変更許可）を受けた 270kA

とする。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-①を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-②を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-③は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-③と同

義であり整合してい

る。 
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落雷と同時に発生するロ(7)(i)(a)(ﾆ)-

④ことが想定される自然現象については，

その衝撃の組合せを適切に考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-⑤直撃雷に対する耐雷

設計として，安全機能を有する施設には，

原子力発電所の耐雷指針（ＪＥＡＧ

4608），建築基準法及び消防法に基づき，

日本産業規格に準拠した避雷設備を設置す

るとともに，避雷設備を構内接地系と連接

することで，接地抵抗の低減及び雷撃に伴

う構内接地系の電位分布の平坦化を図る。 

 

 

 

 

 

 

1.7.12.3.2 異種の自然現象の重畳及び設計基準事

故との組合せ 

落雷と同時に発生することが想定される自然現

象については，その衝撃の組合せを適切に考慮す

る。また，設計基準事故については，落雷の影響

との因果関係及び時間的変化を考慮した上で，そ

の応力を適切に組み合わせる。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落雷と同時に発生するロ(7)(i)(a)(ﾆ)-

④可能性のある竜巻，積雪，降雹及び降水

については，これらが落雷防護対象施設等

に及ぼす影響を考慮したうえで，落雷との

組合せを適切に考慮する。 

 

 

 

(3) 落雷に対する防護対策 

一般的に落雷は高い建物及び構築物に対

して発生しやすいという特徴があり，再処

理施設では最も高い構築物である主排気筒

に落雷が発生しやすいことから，雷撃電流

と雷撃距離の関係を考慮すると，想定する

雷撃電流 270kAの落雷は主排気筒にて捕捉

される。したがって，主排気筒を想定する

雷撃電流 270kAの落雷の雷撃点として防護

設計を行う。 

また，落雷の特徴を踏まえると，落雷は

主排気筒等の高い構築物にて捕捉されやす

いため，雷撃電流と雷撃距離の関係を考慮

すると，雷撃電流 150kA以上の落雷は主排

気筒等の高い構築物で捕捉される。したが

って，主排気筒を除く落雷防護対象施設等

は，雷撃電流 150kAの落雷を考慮して防護

設計を行う。主排気筒以外の高い構築物

は，150kAを超え，かつ，主排気筒に捕捉

されない落雷を捕捉することを考慮した設

計とする。 

a. 直撃雷に対する防護設計 

ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-⑤落雷防護対象施設等

は，直撃雷に対して避雷設備を設置するこ

と等により，落雷防護対象施設の安全機能

を損なわない設計とする。 

具体的には，屋外の落雷防護対象施設の

うち主排気筒は，雷撃電流 270kA の直撃雷

の影響を考慮して，「原子力発電所の耐雷

指針」（JEAG4608）及び建築基準法に基づ

き，日本産業規格に準拠した避雷設備を設

置することにより，安全機能を損なわない

設計とする。 

落雷防護対象施設を収納する建屋，主排

気筒を除く屋外の落雷防護対象施設及び落

雷防護対象施設を覆う金属製の構築物は，

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-④は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-④と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-⑤は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-⑤を具

体的に記載しており

整合している。 
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ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-⑥また，間接雷による

雷サージを抑制する設計については，270ｋ

Ａの雷撃電流の落雷に対して，安全機能を

有する施設の安全機能を損なわない設計と

すること，若しくは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雷撃電流 150kAの直撃雷の影響を考慮し

て，「原子力発電所の耐雷指針」

（JEAG4608），建築基準法及び消防法に基

づき，日本産業規格に準拠した避雷設備を

設置することにより，建屋内の落雷防護対

象施設，主排気筒を除く屋外の落雷防護対

象施設及び金属製の構築物に覆われる落雷

防護対象施設の安全機能を損なわない設計

とする。落雷防護対象施設を覆う金属製の

構築物は，日本産業規格に準拠した金属製

の構造体利用の避雷設備とするよう設計す

る。 

また，主排気筒を除く高い構築物は，雷

撃電流 150kA を超え，かつ，主排気筒に捕

捉されない直撃雷を捕捉するため，主排気

筒と同等の避雷設備を設ける設計とする。 

避雷設備は，構内接地系と連接すること

により，接地抵抗の低減及び雷撃に伴う構

内接地系の電位分布の平坦化を図る設計と

する。 

上記以外の施設のうち，建築基準法又は

消防法の適用を受ける建物・構築物（使用

済燃料収納キャスクを収納する建屋を含

む）については，落雷防護対象施設等と同

様の設計とする。 

また，落雷防護対象施設等は，落雷防護

対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設

の直撃雷による機械的影響を考慮した設計

とする。 

 

b. 間接雷に対する防護設計 

ロ(7)(i)(a)(ﾆ)-⑥落雷防護対象施設

は，間接雷に対して雷サージの影響阻止設

計等により，安全機能を損なわない設計と

する。 

再処理施設の建物・構築物は広範囲に分

散して設置されており，かつ，再処理施設

の建屋間には配管，ダクト及びケーブルを

収納する洞道が設置されている。再処理施

設では，洞道内に設置されるケーブルを介

して，各施設の監視及び制御が制御建屋で

集中的に実施されること並びに高圧系統及

び低圧系統への給電が行われるという特徴

がある。このため，間接雷による雷サージ

によって各建屋に接地電位の差が生じるこ

とによる影響を考慮し，建屋間で取り合う

計測制御系統施設，放射線監視設備及び電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-⑥は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾆ)-⑥を具

体的に記載しており

整合している。 
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気設備（以下，「計測制御系統施設等」と

いう。）を対象として間接雷に対する防護

設計を行う。また，間接雷による雷サージ

の影響は，雷撃電流の大きさ及び雷撃点周

辺の落雷防護対象施設の設置状況によるこ

とから，最も厳しい条件を設定して間接雷

に対する防護設計を行う。 

具体的には，落雷防護対象施設の間接雷

に対する防護設計としては，想定する雷撃

電流 270kAの落雷が主排気筒に捕捉され，

雷撃電流が拡散及び分流する過程で生じる

雷サージの侵入及び伝播経路を考慮し，接

地設計による間接雷の影響の抑制及び雷サ

ージの影響阻止設計により，落雷防護対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

接地設計としては，避雷設備と接続する

各接地系を連接することにより構内接地系

の電位分布の平坦化を図り，日本産業規格

による標準設計値を十分下回り，間接雷の

影響を抑制する設計とする。 

雷サージの影響阻止設計としては，計測

制御系の信号方式等に応じた設計を行うこ

ととし，アナログ信号式の計測制御系統施

設は，信号の出力側の建屋と信号の入力側

の建屋の両方に保安器を設置し，想定され

る雷サージ電圧に対して安全機能を損なわ

ない設計とする。また，各建屋から制御建

屋への信号出力ラインにアイソレータを設

置し，落雷の影響が安全上重要な警報及び

インターロック機能に及ぶことのない設計

とする。 

デジタル信号式の計測制御系統施設及び

放射線監視設備は，シールドケーブルの両

端接地又は光伝送ケーブルの使用により，

想定される雷サージ電圧に対して安全機能

を損なわない設計とする。 

電気設備は，雷インパルス絶縁耐力を有

することにより，想定される雷サージ電圧

に対して安全機能を損なわない設計とす

る。 

また，落雷防護対象施設は，落雷防護対

象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の

間接雷による機能的影響を考慮し，電気

的・物理的な独立性を有する設計とする。 

 

＜中略＞ 
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落雷による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支

障のない期間で修理を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることにより，その安

全機能を損なわない設計とする。 

 

 

3.3.6 落雷 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

落雷防護対象施設等以外の安全機能を有

する施設は，落雷の影響に対して機能を維

持すること，落雷による損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修理を行うこと

又はそれらを適切に組み合わせることによ

り，その安全機能を損なわない設計とす

る。 

また，上記の代替設備により必要な機能

を確保すること及び安全上支障のない期間

での修理を行うことを保安規定に定めて，

管理する。 

 

＜中略＞ 

 

3.3.6 落雷 

(3) 落雷に対する防護対策 

c. 必要な機能を損なわないための運用上の

措置 

落雷に関する設計条件等に係る新知見の

収集，落雷の影響が確認された場合の運用

上の措置として，以下を保安規定に定め

て，管理する。 

・定期的に落雷の規模，発生頻度，落雷

の影響メカニズム等に係る新知見の確

認を行うこと 

・落雷により，落雷防護対象施設の安全

機能への影響のおそれがあると判断さ

れた場合には，当該の落雷防護対象施

設に関連する工程を停止する措置を取

ること 
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   (ホ) 火山の影響 

 

安全機能を有する施設は，再処理施設の

運用期間中において再処理施設の安全機能

に影響を及ぼし得る火山事象としてロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-①設定した層厚55ｃｍ，密度

1.3ｇ／ｃｍ３（湿潤状態）降下火砕物に対

し，ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-②以下のような設計と

することにより降下火砕物による直接的影

響に対して機能を維持すること若しくは降

下火砕物による損傷を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間で修理を行うこと又はそれ

らを適切に組み合わせることにより，その

安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.13.1 火山事象に関する設計方針 

 

安全機能を有する施設は，再処理施設の運用期

間中に想定される火山事象である降下火砕物の影

響を受ける場合においてもその安全機能を確保す

るために，降下火砕物に対して安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記に含まれない安全機能を有する施設につい

ては，降下火砕物に対して機能を維持すること若

しくは降下火砕物による損傷を考慮して代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上支障が

ない期間での修理を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.13.3 設計条件 

1.7.13.3.1 降下火砕物の設計条件及び特徴 

3.3.4 火山の影響 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

安全機能を有する施設は，再処理施設の

運用期間中において再処理施設の安全機能

に影響を及ぼし得る火山事象として，ロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-②事業指定(変更許可)を受

けた降下火砕物の特性を考慮し，降下火砕

物の影響を受ける場合においても，その安

全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物から防護する施設(以下「降下

火砕物防護対象施設」という。)としては，

安全評価上その機能を期待する建物・構築

物，系統及び機器を漏れなく抽出する観点

から，安全上重要な機能を有する建物・構

築物，系統及び機器を対象とする。降下火

砕物防護対象施設及びそれらを収納する建

屋(以下「降下火砕物防護対象施設等」とい

う。)は，降下火砕物の影響に対し，機械的

強度を有すること等により，降下火砕物防

護対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

また，降下火砕物防護対象施設等に波及

的影響を及ぼして安全機能を損なわせるお

それがある施設(以下「降下火砕物防護対象

施設等に波及的影響を及ぼし得る施設」と

いう。)の影響を考慮した設計とする。 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-②降下火砕物防護対象

施設等以外の安全機能を有する施設につい

ては，降下火砕物に対して機能を維持する

こと若しくは降下火砕物による損傷を考慮

して代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間での修理を行

うこと又はそれらを適切に組み合わせるこ

とにより，その安全機能を損なわない設計

とする。 

また，上記の施設に対する損傷を考慮し

て代替設備により必要な機能を確保するこ

と及び安全上支障のない期間での修理を行

うことを保安規定に定めて，管理する。 

なお，使用済燃料収納キャスクは再処理

施設内に一時的に保管されることを踏ま

え，降下火砕物により使用済燃料収納キャ

スクを収納する建屋が使用済燃料収納キャ

スクに対して波及的破損を与えない設計と

する。 

(2) 防護設計における降下火砕物の特性及び

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)②と同

義であり整合してい

る。 
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   １） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-③構造物への静的負荷

に対して安全余裕を有する設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 降下火砕物の設計条件 

再処理施設における降下火砕物の諸元につい

ては，給源を特定できる降下火砕物のうち，敷

地に最も影響を与える甲地軽石の降下火砕物シ

ミュレーション結果を踏まえ，敷地での層厚は

55cmとする。 

また，甲地軽石を対象とした密度試験の結果

を踏まえ，湿潤状態の密度を 1.3g/cm3とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.13.5.1 直接的影響に対する設計方針 

(1) 構造物への静的負荷 

 

 

＜中略＞ 

 

 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋及び

屋外に設置する降下火砕物防護対象施設は，当

該施設に要求される機能に応じて適切な許容荷

重を設定し，設計荷重（火山）に対して安全余

裕を有することにより，構造健全性を失わず，

安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷重の設定 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-①設計に用いる降下火

砕物は，事業指定(変更許可)を受けた層厚

55ｃｍ，密度 1.3ｇ／ｃｍ３（湿潤状態）と

設定する。 

また，降下火砕物に対する防護設計を行

うために，施設に作用する荷重として，降

下火砕物を湿潤状態とした場合における荷

重，常時作用する荷重，運転時荷重及び火

山と同時に発生し得る自然現象による荷重

を組み合わせた設計荷重(火山)を設定す

る。 

火山と同時に発生し得る自然現象による

荷重については，火山と同時に発生し得る

自然現象が与える影響を踏まえた検討によ

り，風(台風)及び積雪による荷重を考慮す

る。 

(3) 降下火砕物に対する防護対策 

降下火砕物に対する防護設計において

は，降下火砕物の特性による直接的影響と

して静的負荷，粒子の衝突，閉塞，磨耗，

腐食，大気汚染及び絶縁低下並びに間接的

影響として外部電源喪失及びアクセス制限

の影響を評価し，降下火砕物防護対象施設

の安全機能を損なわない設計とする。 

a. 直接的影響に対する防護対策 

(a) 構造物への静的負荷 

 

建屋内の降下火砕物防護対象施設は，設

計荷重(火山)に対して構造健全性を維持す

る建屋内に設置することにより，安全機能

を損なわない設計とする。 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-③ 降下火砕物防護対

象施設を収納する建屋は，設計荷重(火山)

に対して，降下火砕物が堆積しやすい構造

を有する場合等には構造強度評価を実施

し，構造健全性を維持することにより，建

屋内の降下火砕物防護対象施設の安全機能

を損なわない設計とする。 

安全冷却水系の冷却塔等の屋外の降下火

砕物防護対象施設(以下「屋外の降下火砕物

防護対象施設」という。)は，降下火砕物が

堆積しやすい構造を有する場合等には設計

荷重(火山)に対して，構造強度評価を実施

し，構造健全性を維持することにより，安

全機能を損なわない設計とする。 

なお，屋外の降下火砕物防護対象施設で

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-①と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-③は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-③を具

体的に記載しており

整合している。 
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   ２） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-④構造物への粒子の衝

突に対して影響を受けない設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ３） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑤構造物，換気系，電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2) 構造物への粒子の衝突 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋及び

屋外に設置する降下火砕物防護対象施設は，構

造物への降下火砕物の粒子の衝突の影響によ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及び安

全圧縮空気系に対する機械的影響（閉塞） 

 

屋外に設置する降下火砕物防護対象施設のう

ある安全冷却水系の冷却塔は，冷却ファン

を作動し上方に空気を流すことにより降下

火砕物が堆積し難い構造とする。 

降下火砕物防護対象施設等に波及的影響

を及ぼし得る施設は，降下火砕物が堆積し

やすい構造を有する場合等には設計荷重(火

山)に対して，構造強度評価を実施し，構造

健全性を維持することにより，周辺の降下

火砕物防護対象施設等に波及的影響を及ぼ

さない設計とする。 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，降下火砕物が堆積しやすい構造を有す

る場合等には設計荷重(火山)に対して，構

造強度評価を実施し，構造健全性を維持す

ることにより，使用済燃料収納キャスクに

波及的破損を与えない設計とする。 

なお，降下火砕物が長期的に堆積しない

よう当該施設に堆積する降下火砕物の除去

を適切に行うことから，降下火砕物による

荷重を短期に生じる荷重として設定する。 

(b) 構造物への粒子の衝突 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-④降下火砕物防護対象

施設を収納する建屋は，構造物への降下火

砕物の粒子の衝突の影響により，建屋内の

降下火砕物防護対象施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

屋外の降下火砕物防護対象施設は，構造

物への降下火砕物の粒子の衝突の影響によ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設等に波及的影響

を及ぼし得る施設は，構造物への降下火砕

物の粒子の衝突の影響により，周辺の降下

火砕物防護対象施設等に波及的影響を及ぼ

さない設計とする。 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，構造物への降下火砕物の粒子の衝突の

影響により，使用済燃料収納キャスクに波

及的破損を与えない設計とする。 

なお，粒子の衝突の影響は，竜巻で設定

する飛来物の影響に包絡されるため，

「3.3.2 (3) a. 竜巻に対する影響評価及

び竜巻防護対策」に示す基本設計方針に基

づく設計とする。 

(c) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及

び安全圧縮空気系に対する機械的影響(閉

塞) 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑤建屋内の降下火砕物

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ 

(7)(i)(a)(ﾎ)-④は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ 

(7)(i)(a)(ﾎ)-④を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ
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気系，計測制御系及び安全圧縮空気系に対

する機械的影響（閉塞）に対して降下火砕

物が侵入し難い設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ち主排気筒は，降下火砕物の侵入による閉塞の

影響により，安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

建屋に収納される降下火砕物防護対象施設及

び降下火砕物を含む空気の流路となる降下火砕

物防護対象施設は，降下火砕物を含む空気によ

る流路の閉塞の影響により，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋及び

制御建屋中央制御室換気設備は，外気取入口に

防雪フードを設け，降下火砕物が侵入し難い構

造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管，通風管等で

構成する貯蔵ピットの冷却空気流路について

は，冷却空気入口シャフトの外気取入口に防雪

フードを設け降下火砕物が侵入し難い構造とす

る。 

 

第１非常用ディーゼル発電機，第２非常用デ

ィーゼル発電機及び安全圧縮空気系空気圧縮機

は，外気取入口に防雪フードを設け降下火砕物

が侵入し難い構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及び安

全圧縮空気系に対する機械的影響（磨耗） 

 

防護対象施設及び降下火砕物を含む空気の

流路となる降下火砕物防護対象施設は，降

下火砕物を含む空気による流路の閉塞の影

響に対して降下火砕物が侵入し難い設計と

することにより，安全機能を損なわない設

計とする。 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋

は，外気取入口に防雪フードを設置するこ

と等により，降下火砕物が侵入し難い構造

とする。 

また，降下火砕物を含む空気の流路とな

る降下火砕物防護対象施設である気体廃棄

物の廃棄施設の換気設備の給気系等にフィ

ルタを設置し，設備内部及び建屋内部に降

下火砕物が侵入し難い設計とする。 

さらに，非常用ディーゼル発電機の給気

系等は，降下火砕物用フィルタの追加設置

等のさらなる降下火砕物対策を実施できる

よう設計する。 

降下火砕物がフィルタに付着した場合で

もフィルタの交換又は清掃が可能な構造と

することで，降下火砕物により閉塞しない

設計とする。 

ガラス固化体貯蔵設備の収納管，通風管

等で構成する貯蔵ピットの冷却空気流路

は，貯蔵ピットの下部に空間を設けること

により冷却空気流路が閉塞し難い構造とす

る。 

また，点検用の開口部より吸引による除

灰が可能な構造とすることで，降下火砕物

により閉塞しない設計とする。 

屋外の降下火砕物防護対象施設である主

排気筒は，降下火砕物の侵入による閉塞の

影響に対して降下火砕物が侵入し難い設計

とすることにより，安全機能を損なわない

設計とする。 

主排気筒は，排気の吹き上げにより降下

火砕物が侵入し難い構造とする。また，降

下火砕物が主排気筒内に侵入した場合で

も，異物の除去が可能な構造とすること及

び異物の溜まる空間を設けることにより閉

塞し難い構造とする。 

 

 

(d) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及

び安全圧縮空気系に対する機械的影響(磨

耗) 

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑤は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑤を具

体的に記載しており

整合している。 
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   ４） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑥構造物，換気系，電

気系，計測制御系及び安全圧縮空気系に対

する機械的影響（磨耗）に対して磨耗し難

い設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ５） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑦ 構造物，換気系，

電気系，計測制御系及び安全圧縮空気系に

対する化学的影響（腐食）に対して短期で

の腐食が発生しない設計とすること 

 

 

 

建屋に収納される降下火砕物防護対象施設及

び降下火砕物を含む空気の流路となる降下火砕

物防護対象施設のうち，制御建屋中央制御室換

気設備，第１非常用ディーゼル発電機，第２非

常用ディーゼル発電機及び安全圧縮空気系空気

圧縮機並びに屋外に設置される降下火砕物防護

対象施設のうち安全冷却水系の冷却塔は，降下

火砕物による磨耗の影響により，安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及び安

全圧縮空気系に対する化学的影響（腐食） 

 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋，建

屋に収納される降下火砕物防護対象施設，降下

火砕物を含む空気の流路となる降下火砕物防護

対象施設及び屋外に設置する降下火砕物防護対

象施設は，降下火砕物に含まれる腐食性のある

ガスによる化学的影響（腐食）により，安全機

能を損なわない設計とする。 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑥建屋内の降下火砕物

防護対象施設，降下火砕物を含む空気の流

路となる降下火砕物防護対象施設及び屋外

に設置される降下火砕物防護対象施設は，

降下火砕物による磨耗の影響に対して降下

火砕物が侵入し難い設計及び磨耗し難い設

計とすることにより，安全機能を損なわな

い設計とする。 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋

は，外気取入口に防雪フードを設け，降下

火砕物が侵入し難い構造とする。 

また，降下火砕物を含む空気の流路とな

る降下火砕物防護対象施設である気体廃棄

物の廃棄施設の換気設備の給気系等にフィ

ルタを設置し，設備内部及び建屋内部に降

下火砕物が侵入し難い設計とする。 

さらに，非常用ディーゼル発電機の給気

系等は，降下火砕物用フィルタの追加設置

等のさらなる降下火砕物対策を実施できる

よう設計する。 

降下火砕物がフィルタに付着した場合で

もフィルタの交換又は清掃が可能な構造と

することで，降下火砕物により磨耗しない

設計とする。 

屋外の降下火砕物防護対象施設である安

全冷却水系の冷却塔の冷却ファンの回転軸

部は，冷却空気を上方に流すこと等により

降下火砕物が侵入し難い構造とする。 

なお，降下火砕物を含む空気の流路とな

る降下火砕物防護対象施設及び屋外の降下

火砕物防護対象施設は，摺動部に降下火砕

物が侵入したとしても，降下火砕物に対し

て磨耗し難い材料を使用することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

(e) 構造物，換気系，電気系，計測制御系及

び安全圧縮空気系に対する化学的影響(腐

食) 

イ. 構造物の化学的影響(腐食) 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑦降下火砕物防護対象

施設を収納する建屋は，降下火砕物に含ま

れる腐食性のあるガスによる化学的影響(腐

食)に対して短期での腐食が発生しない設計

とすることにより，建屋内の降下火砕物防

護対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑥は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑥を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑦は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑦を具

体的に記載しており
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屋外の降下火砕物防護対象施設は，降下

火砕物に含まれる腐食性のあるガスによる

化学的影響(腐食)に対して短期での腐食が

発生しない設計とすることにより，安全機

能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設等に波及的影響

を及ぼし得る施設は，降下火砕物に含まれ

る腐食性のあるガスによる化学的影響(腐

食)に対して短期での腐食が発生しない設計

とすることにより，周辺の降下火砕物防護

対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計

とする。 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，降下火砕物に含まれる腐食性のあるガ

スによる化学的影響(腐食)に対して短期で

の腐食が発生しない設計とすることによ

り，使用済燃料収納キャスクに波及的破損

を与えない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋

は，外壁塗装及び屋上防水を実施すること

により，短期での腐食が発生しない設計と

することで，建屋内の降下火砕物防護対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

屋外の降下火砕物防護対象施設は，塗装

若しくは腐食し難い金属の使用又は外壁塗

装及び屋上防水により，短期での腐食が発

生しない設計とすることで，安全機能を損

なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設等に波及的影響

を及ぼし得る施設は，塗装若しくは腐食し

難い金属の使用又は外壁塗装及び屋上防水

により，短期での腐食が発生しない設計と

することで，周辺の降下火砕物防護対象施

設等に波及的影響を及ぼさない設計とす

る。 

使用済燃料収納キャスクを収納する建屋

は，外壁塗装及び屋上防水を実施すること

により，短期での腐食が発生しない設計と

することで，使用済燃料収納キャスクに波

及的破損を与えない設計とする。 

また，降下火砕物堆積後の長期的な腐食

の影響については，堆積した降下火砕物の

除去後に点検し，必要に応じて修理を行う

こと並びに日常的な保守及び修理を行うこ

とにより，降下火砕物防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

整合している。 
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   ６） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑧敷地周辺の大気汚染

に対して制御建屋中央制御室換気設備は降

下火砕物が侵入し難く，さらに外気を遮断

できる設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 中央制御室の大気汚染 

＜中略＞ 

 

 

制御建屋中央制御室換気設備の外気取入口に

は防雪フードを設け，降下火砕物が侵入し難い

構造とすることにより，中央制御室の大気汚染

を防止する。 

 

 

 

また，敷地周辺で大気汚染が発生した場合

は，制御建屋中央制御室換気設備の外気との連

絡口を遮断し，制御建屋の中央制御室内の空気

を再循環する措置を講ずる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

ロ. 換気系，電気系，計測制御系及び安全圧

縮空気系に対する化学的影響(腐食) 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑦建屋内の降下火砕物

防護対象施設及び降下火砕物を含む空気の

流路となる降下火砕物防護対象施設は，降

下火砕物に含まれる腐食性のあるガスによ

る化学的影響(腐食)に対して短期での腐食

が発生しない設計とすることにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋

は，外気取入口に防雪フードを設け，降下

火砕物が侵入し難い構造とする。 

降下火砕物を含む空気の流路となる降下

火砕物防護対象施設である気体廃棄物の廃

棄施設の換気設備の給気系等にフィルタを

設置し，設備内部及び建屋内部に降下火砕

物が侵入し難い設計とする。 

降下火砕物を含む空気の流路となる降下

火砕物防護対象施設は，塗装，腐食し難い

金属の使用又は防食処理により，短期での

腐食が発生しない設計とする。 

また，降下火砕物堆積後の長期的な腐食

の影響については，堆積した降下火砕物の

除去後に点検し，必要に応じて修理を行う

こと並びに日常的な保守及び修理を行うこ

とにより，安全機能を損なわない設計とす

る。 

(f) 敷地周辺の大気汚染 

中央制御室は，降下火砕物による大気汚

染により，中央制御室内の居住性を損なわ

ない設計とする。 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑧制御建屋中央制御室

換気設備を収納する制御建屋等は，外気取

入口に防雪フードを設け，降下火砕物が侵

入し難い構造とする。 

制御建屋中央制御室換気設備の給気系等

にフィルタを設置し，制御室内部に降下火

砕物が侵入し難い設計とする。 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑧制御建屋中央制御室

換気設備は，外気との連絡口を遮断し，中

央制御室内の空気を再循環できる設計とす

る。 

連絡口を遮断し再循環を行う措置並びに

再循環時における中央制御室内の酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響を考慮した措置

を講ずることを保安規定に定めて，管理す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑧は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑧と同

義であり整合してい

る。 
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   ７） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑨電気系及び計測制御

系の絶縁低下に対して，換気設備は降下火

砕物が侵入し難い設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ８） ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑩降下火砕物による静

的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物

の除去や換気設備外気取入口のフィルタの

交換又は清掃並びに換気設備の停止又は循

環運転の実施により安全機能を損なわない

設計とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 電気系及び計測制御系の絶縁低下 

電気系及び計測制御系のうち，外気から取り

入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有

する設備は，降下火砕物による絶縁低下の影響

により，安全機能を損なわない設計とする。 

 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋及び

制御建屋中央制御室換気設備は，外気取入口に

防雪フードを設け降下火砕物が侵入し難い構造

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室については，運転員への影響を防止

するため，必要に応じて外気との連絡口を

遮断し，制御室内の空気を再循環する措置

を講ずることができる設計とする。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室については，運転員への影響

を防止するため，必要に応じて外気との連

絡口を遮断し，制御室内の空気を再循環で

きる設計とする。 

連絡口を遮断し再循環の措置を講ずるこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

(g) 電気系及び計測制御系の絶縁低下 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑨外気から取り入れた

建屋内の空気を機器内に取り込む機構を有

する降下火砕物防護対象施設は，降下火砕

物による絶縁低下の影響により，安全機能

を損なわない設計とする。 

降下火砕物防護対象施設を収納する建屋

は，外気取入口に防雪フードを設け，降下

火砕物が侵入し難い構造とする。 

降下火砕物の影響を受ける可能性があ

る，降下火砕物を含む空気の流路となる降

下火砕物防護対象施設にフィルタを設置

し，建屋内部に降下火砕物が侵入し難い設

計とすることにより，外気から取り入れた

建屋内の空気を機器内に取り込む機構を有

する降下火砕物防護対象施設である計測制

御設備の制御盤等の安全機能を損なわない

設計とする。 

＜中略＞ 

c. 必要な機能を損なわないための運用上の

措置 

＜中略＞ 

・ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑩降下火砕物が長期的

に堆積しないよう当該施設に堆積する降

下火砕物の除去を適切に行うこと 

＜中略＞ 

・降灰時には，降下火砕物による閉塞及び

磨耗を防止するために，換気設備の給気

系の停止又はフィルタの交換若しくは清

掃を行うこと 

＜中略＞ 

・敷地周辺の大気汚染による影響を防止す

るため，制御建屋中央制御室換気設備の

外気との連絡口を遮断し，中央制御室内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑨は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑨を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑩は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑩を具

体的に記載しており

整合している。 
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ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑪さらに，降下火砕物

による間接的影響である７日間の外部電源

喪失及び敷地内外での交通の途絶によるア

クセス制限事象に対し，再処理施設の安全

性を維持するために必要となる電源の供給

が継続できるようにすることにより安全機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

1.7.13.5.2 間接的影響に対する設計方針 

(1) 外部電源喪失 

再処理事業所外で生じる送電網への降下火砕

物の影響による長時間の外部電源喪失に対し，

第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用デ

ィーゼル発電機を各々２系統設置する設計と

し，外部電源喪失により安全上重要な施設の安

全機能を損なわない設計とする。 

また，外部からの支援を期待できない場合に

おいても，電力の供給を可能とするため，再処

理施設内に第１非常用ディーゼル発電機及び第

２非常用ディーゼル発電機が７日間以上連続で

運転できる燃料貯蔵設備を設け，重油タンク及

び燃料油貯蔵タンクにＡ重油を貯蔵する設計と

し，降下火砕物防護対象施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

(2) アクセス制限 

敷地外で交通の途絶が発生した場合，安全上

重要な施設に電力を供給する第１非常用ディー

ゼル発電機及び第２非常用ディーゼル発電機の

燃料の供給が外部から受けられないが，再処理

施設内に第１非常用ディーゼル発電機及び第２

非常用ディーゼル発電機が７日間以上連続で運

転できる燃料貯蔵設備を設け，重油タンク及び

燃料油貯蔵タンクにＡ重油を貯蔵する設計と

し，降下火砕物防護対象施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

 

の空気の再循環を行い，再循環時におい

ては，中央制御室内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の影響を考慮した措置を講ず

ること 

＜中略＞ 

b. 間接的影響に対する防護対策 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾎ)-⑪降下火砕物による間

接的影響である７日間の外部電源喪失及び

敷地内外での交通の途絶によるアクセス制

限事象に対し，再処理施設の安全性を維持

するために必要となる電源の供給が継続で

きるよう，非常用ディーゼル発電機の燃料

を貯蔵する設備及び移送する設備は降下火

砕物の影響を受けないよう設置することに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

また，安全上重要な施設へ 7日間の電力

を供給する措置を講ずることを保安規定に

定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 必要な機能を損なわないための運用上の

措置 

火山に関する設計条件等に係る新知見の

収集及び火山に関する防護措置との組合せ

により安全機能を損なわないための運用上

の措置として，以下を保安規定に定めて，

管理する。 

・定期的に新知見の確認を行い，新知見を

得られた場合に評価すること 

・火山活動のモニタリングを行い，評価時

からの状態の変化の検知により評価の根

拠が維持されていることを確認すること 

＜中略＞ 

・降灰時には，冷却塔に降下火砕物が堆積

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑪は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾎ)-⑪を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

5445



 

ロ-165 

火
G
 
C 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

しないよう，冷却塔のルーバが開状態の

場合は，冷却ファンを作動させる措置を

講ずること 

＜中略＞ 

・降下火砕物によりガラス固化体貯蔵設備

の冷却空気流路が閉塞しないよう必要に

応じて貯蔵ピットの点検用の開口部より

吸引による除灰を行うこと 

・降灰時には，非常用ディーゼル発電機の

給気系等に対するフィルタの追加設置等

を行うこと 

・堆積した降下火砕物の除去後に点検し，

必要に応じて修理を行うこと並びに日常

的な保守及び修理を行うこと 

＜中略＞ 

・敷地周辺の大気汚染による影響を防止す

るため，制御建屋中央制御室換気設備の

外気との連絡口を遮断し，中央制御室内

の空気の再循環を行い，再循環時におい

ては，中央制御室内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の影響を考慮した措置を講ず

ること 

・敷地周辺の大気汚染による影響を防止す

るため，必要に応じて外気との連絡口を

遮断し，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室内の空気の再循環を行う

措置を講ずること 

・外部電源喪失及び敷地内外での交通の途

絶によるアクセス制限事象による影響を

防止するため，安全上重要な施設へ 7日

間の電力を供給する措置を講ずること 
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(ヘ) 竜巻，落雷，森林火災及び火山の影響以外

の自然現象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 風（台風） 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-①安全機能を有する施

設は，風（台風）に対し，安全機能を有す

る施設の安全機能を確保すること若しくは

風（台風）による損傷を考慮して代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間で修理等の対応を行うこと

又はそれらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設計とする。 

 

２） 凍  結 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-②安全機能を有する施設

は，凍結に対し，安全機能を有する施設の安

全機能を確保すること若しくは凍結による損

傷を考慮して代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間で修理等

の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

1.7.9.2 竜巻，落雷，森林火災及び火山の影響以外

の自然現象に対する設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 風（台風） 

＜中略＞ 

外部事象防護対象施設及びそれらを収納する

建屋（以下「外部事象防護対象施設等」とい

う。）の設計に当たっては，この観測値を基準

とし，建築基準法に基づき算出する風荷重に対

して機械的強度を有する設計とすることで安全

機能を有する施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

 

(2) 凍結 

＜中略＞ 

外部事象防護対象施設等の設計に当たって

は，敷地内及び敷地周辺の観測値を適切に考慮

するため，六ヶ所地域気象観測所の観測値を参

考にし，屋外施設で凍結のおそれのあるものは

保温等の凍結防止対策を行うことにより，設計

外気温－15.7℃に対して安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

3.3.1 竜巻，森林火災，火山の影響，落雷，地

震及び津波以外の自然現象並びに航空機落

下，爆発及び近隣工場等の火災以外の人為

事象 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

 

＜中略＞ 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-①，②，③，④，⑤，

⑥，⑦外部事象防護対象施設等以外の安全

機能を有する施設は，自然現象又は人為事

象に対して機能を維持すること若しくは損

傷を考慮して代替設備により必要な機能を

確保すること，安全上支障のない期間での

修理を行うこと又はそれらを組み合わせる

ことにより，安全機能を損なわない設計と

する。 

＜中略＞ 

 

a. 自然現象に対する防護対策 

 

(a) 風(台風) 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-①外部事象防護対象施

設は，建築基準法に基づき算出する風荷重

に対して機械的強度を有する設計とする又

は機械的強度を有する建屋内に収納するこ

とで安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

(b) 凍結 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-②外部事象防護対象施

設は，敷地付近の気象観測所での日最低気

温の観測記録を考慮して，建屋内への収

納，給気加熱，保温等の凍結防止措置を講

ずることにより，凍結に対して安全機能を

損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-①，

②，③，④，⑤，

⑥，⑦は，事業変更

許可申請書（本文）

のロ(7)(i)(a)(ﾍ)-

①，②，③，④，

⑤，⑥，⑦と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-①を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-②を具

体的に記載しており

整合している。 
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３） 高  温 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-③安全機能を有する施設

は，高温に対し，安全機能を有する施設の安

全機能を確保すること若しくは高温による損

傷を考慮して代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間で修理等

の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なわない設

計とする。 

 

４） 降  水 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-④安全機能を有する施設

は，降水による浸水に対し，安全機能を有す

る施設の安全機能を確保すること若しくは降

水による損傷を考慮して代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない期

間で修理等の対応を行うこと又はそれらを適

切に組み合わせることで，その安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

５） 積  雪 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-⑤安全機能を有する施設

は，積雪による荷重及び閉塞に対し，安全機

能を有する施設の安全機能を確保すること若

しくは積雪による損傷を考慮して代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理等の対応を行うこと又はそ

れらを適切に組み合わせることで，その安全

機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６） 生物学的事象 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-⑥安全機能を有する施設

は，生物学的事象として敷地周辺の生物の生

息状況の調査に基づいて鳥類，昆虫類，小動

(3) 高温 

＜中略＞ 

外部事象防護対象施設等の設計に当たって

は，敷地内及び敷地周辺の観測値を適切に考慮

するため，六ヶ所地域気象観測所の観測値を参

考にし，むつ特別地域気象観測所の夏季（６月

～９月）の外気温度の観測データから算出する

超過確率１％に相当する 29℃を設計外気温と

し，崩壊熱除去等の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

(4) 降水 

＜中略＞ 

外部事象防護対象施設等の設計に当たって

は，八戸特別地域気象観測所で観測された日最

大１時間降水量 67.0ｍｍを想定して設計した排

水溝及び敷地内排水路によって敷地外へ排水す

るとともに，「溢水による損傷の防止に関する

設計」と同様に，建屋貫通部の止水処理をする

こと等により，雨水が当該建屋に浸入すること

を防止することで，安全機能を有する施設の安

全機能を損なわない設計とする。 

 

 

(5) 積雪 

＜中略＞ 

したがって，外部事象防護対象施設等の設計

に当たっては，六ヶ所村統計書における最深積

雪深である 190ｃｍを考慮し，積雪荷重に対し

て機械的強度を有する設計とすることで安全機

能を損なわない設計とする。また，換気設備の

給気系においては防雪フードを設置し，降雪時

に雪を取り込み難い設計とするとともに，給気

を加熱することにより，雪の取り込みによる給

気系の閉塞を防止し，安全機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

(6) 生物学的事象 

生物学的事象としては，敷地周辺の生物の生

息状況の調査に基づいて鳥類，昆虫類，小動

物，魚類，底生生物及び藻類を生物学的事象で

考慮する対象生物（以下「対象生物」とい

(c)  高温 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-③外部事象防護対象施

設は，敷地付近の気象観測所での日最高気

温の観測記録を考慮して，高温に対して要

求される機能を維持する設計とすることに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

(d)  降水 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-④外部事象防護対象施

設は，敷地付近の気象観測所での観測記録

を考慮して，降水量を設定し，降水による

影響に対し，排水溝及び敷地内排水路によ

って敷地外へ排水するとともに，外部事象

防護対象施設を収納する建屋の貫通部の止

水処理をすること，保護構造を有すること

等により，雨水が当該建屋又は機器に浸入

することを防止することで，安全機能を損

なわない設計とする。 

 

(e)  積雪 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-⑤外部事象防護対象施

設は，敷地付近で観測された最深積雪を考

慮した積雪荷重に対し，機械的強度を有す

る設計とする又は機械的強度を有する建屋

内に収納することで安全機能を損なわない

設計とする。 

また，外部事象防護対象施設は，雪の取

り込みによる閉塞に対し，外気取入口に防

雪フードを設置すること等により，安全機

能を損なわない設計とする。 

なお，気体廃棄物の廃棄施設の換気設備

等の給気系で給気を加熱することにより，

雪の取り込みによる閉塞を防止し，外部事

象防護対象施設が安全機能を損なわない設

計とする。 

 

(f)  生物学的事象 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-⑥外部事象防護対象施

設は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入を防

止又は抑制するため，外部事象防護対象施

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-③は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-③を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-④は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾍ)-④を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑤は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑤を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑥は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ
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物，魚類，底生生物及び藻類の再処理施設へ

の侵入を防止又は抑制することにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７） 塩  害 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-⑦一般に大気中の塩分量

は，平野部で海岸から 200ｍ付近までは多

く，数百ｍの付近で激減する傾向がある。再

処理施設は海岸から約５ｋｍ離れており，塩

害の影響は小さいと考えられるが，換気設備

の給気系への粒子フィルタの設置，直接外気

を取り込む施設の防食処理,屋外施設の塗装

等による腐食防止対策及び受電開閉設備の絶

縁性の維持対策により，安全機能を有する施

設が安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。）に選定し，これらの生物が再処理施設へ

侵入することを防止又は抑制することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

換気設備の外気取入口，ガラス固化体貯蔵設

備の冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シ

ャフト，屋外に設置する電気設備並びに給水処

理設備に受け入れる水の取水口には，対象生物

の侵入を防止又は抑制するための措置を施し，

安全機能を損なわない設計とする。 

具体的には，換気設備の外気取入口並びにガ

ラス固化体貯蔵設備の冷却空気入口シャフト及

び冷却空気出口シャフトにはバードスクリーン

又はフィルタを設置することにより，鳥類及び

昆虫類の侵入を防止又は抑制する設計とする。 

屋外に設置する電気設備は，密封構造，メッ

シュ構造，シール処理を施す構造又はこれらを

組み合わせることにより，鳥類，昆虫類及び小

動物の侵入を防止又は抑制する設計とする。 

二又川から給水処理設備に水を受け入れる取

水口にはスクリーンを設置することにより，魚

類及び底生生物の侵入並びに藻類の取込みを防

止又は抑制する設計とする。 

 

(7) 塩  害 

一般に大気中の塩分量は，平野部で海岸から

200ｍ付近までは多く，数百ｍの付近で激減する

傾向がある。再処理施設は海岸から約５ｋｍ離

れており，塩害の影響は小さいと考えられる

が，安全機能を有する施設を設置する建屋の換

気設備の給気系には粒子フィルタ等を設置し，

屋内の施設への塩害の影響を防止する設計とす

る。また，直接外気を取り込むガラス固化体貯

蔵設備の収納管及び通風管には防食処理（アル

ミニウム溶射）を施す設計とする。屋外の施設

にあっては，塗装すること及び腐食し難い金属

を用いることにより腐食を防止するとともに，

受電開閉設備については碍子部分の絶縁を保つ

ために洗浄が行える設計とする。 

以上のことから，塩害により安全機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

設を収納する建屋の外気取入口等にバード

スクリーンを，気体廃棄物の廃棄施設の換

気設備等の給気系にフィルタを設置するこ

と，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入による

影響を受けるおそれがある機器が保護構造

を有すること等により，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(g) 塩害 

ロ(7)(i)(a)(ﾍ)-⑦外部事象防護対象施

設は，塩害に対し，気体廃棄物の廃棄施設

の換気設備等の給気系にフィルタを設置す

ること，塗装等による腐食防止対策によ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

直接外気を取り込むガラス固化体貯蔵設

備の収納管及び通風管は，防食処理を施す

設計とすることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

受電開閉設備は，碍子部分の絶縁性の維

持対策により，安全機能を損なわない設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑥を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑦は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-⑦を具

体的に記載しており

整合している。 
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          (ト) 異種の自然現象の重畳及び自然現象と設計

基準事故の組合せ 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-①再処理施設の設計にお

いて考慮する自然現象については，その特徴

を考慮し，必要に応じて異種の自然現象の重

畳を想定し，安全機能を有する施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-②また，安全上重要な施

設は，最新の科学的技術的知見を踏まえ，当

該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼすお

それがあると想定される自然現象により当該

安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基

準事故時に生ずる応力を，それぞれの因果関

係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わ

せた条件においても，安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.9.3 異種の自然現象の重畳及び自然現象と設計

基準事故の組合せ 

 

抽出した安全機能を有する施設の安全機能に影

響を及ぼし得る自然現象（11 事象）に地震を加え

た計 12 事象について，各自然現象によって関連し

て発生する可能性がある自然現象も考慮し組合せ

を網羅的に検討する。 

この組合せが再処理施設に与える影響につい

て，竜巻と地震など同時に発生する可能性が極め

て低い組合せ，火山の影響（堆積荷重）と落雷

（電気的影響）など再処理施設に及ぼす影響モー

ドが異なる組合せ及び竜巻と風（台風）など一方

の自然現象の評価に包絡される組合せを除外し，

いずれにも該当しないものを再処理施設の設計に

おいて想定する組合せとする。その結果，設計上

考慮すべき自然現象の組合せとして，積雪及び風

（台風），積雪及び竜巻，積雪及び火山の影響

（降灰），積雪及び地震，風（台風）及び火山の

影響（降灰）並びに風（台風）及び地震の組合せ

が抽出され，それらの組合せに対して安全機能を

有する施設の安全機能が損なわれない設計とす

る。 

 

＜中略＞ 

 

また，外部事象防護対象施設等に大きな影響を

及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる荷重

を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮し

て，適切に組み合わせて設計する。外部事象防護

対象施設等に大きな影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象は「1.7.9.1 外部事象の抽

出」で抽出した自然現象に含まれる。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 外部からの衝撃による損傷の防止（つづき） 

(3) 異種の自然現象の組合せ，事故時荷重との

組合せ 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-①自然現象及び人為事象

の組合せについては，地震，風(台風)，竜

巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，

生物学的事象，森林火災等を考慮し，複数の

事象が重畳することで影響が増長される組合

せとして，積雪及び風(台風)，積雪及び竜

巻，積雪及び火山の影響(降下火砕物)，積雪

及び地震，風(台風)及び火山の影響(降下火砕

物)並びに風(台風)及び地震の組合せを，施設

の形状及び配置に応じて考慮する。 

組み合わせる積雪深については，敷地付近

における最深積雪を用いて垂直積雪量 190cm

とし，建築基準法に定められた平均的な積雪

荷重を与えるための係数を考慮する。ただ

し，火山の影響(降下火砕物)と組み合わせる

場合の積雪深は，降下火砕物による荷重の特

徴を踏まえ，「青森県建築基準法施行細則」

に定められた六ヶ所村の垂直積雪量 150cm と

する。 

また，組み合わせる風速の大きさについて

は，建築基準法を準用して設定する。 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾄ)-②最新の科学的技術的知

見を踏まえ，安全上重要な施設は，当該安全

上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそれが

あると想定される自然現象（地震を除く。）

により当該安全上重要な施設に作用する衝撃

及び設計基準事故時に生ずる応力を，それぞ

れの因果関係及び時間的変化を考慮して適切

に組み合わせた条件においても，安全機能を

損なわない設計とする。 

具体的には，建屋内に設置される安全上重

要な施設は，建屋によって安全上重要な施設

に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象（地震を除く。）の影響を防止

することにより，設計基準事故が発生した場

合でも，自然現象（地震を除く。）による影

響を受けない設計とする。 

屋外に設置される安全上重要な施設は，設

計基準事故が発生した場合でも施設の運転圧

力，温度等は変わらないため設計基準事故時

荷重が発生しないことから自然現象による荷

重と重なることはない。 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-①を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾄ)-②と同

義であり，整合して

いる。 
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          (チ) 航空機落下，爆発及び近隣工場等の火災以

外の人為による事象 

１） 有毒ガス 

 

(7)(i)(a)(ﾁ)-①安全機能を有する施設

は，再処理事業所内及びその周辺で発生する

有毒ガス（化学薬品の漏えいに伴うものを含

む）に対して安全機能を損なわない設計とす

る。再処理施設は，想定される有毒ガスの発

生に対し，制御建屋中央制御室換気設備によ

り，中央制御室の居住性を損なわない設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ２） 電磁的障害 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-②計測制御設備のうち安

全上重要な施設の安全機能を維持するために

必要な計測制御設備及び安全保護回路は，日

本産業規格に基づいたノイズ対策を行うとと

もに，電気的及び物理的な独立性を持たせる

ことにより，安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-③安全上重要な施設以外

の計測制御設備については，その機能の喪失

 

 

 

 

 

 

1.7.9.4 航空機落下，爆発及び近隣工場等の火災以

外の人為による事象に対する設計方針 

 (1) 有毒ガス 

＜中略＞ 

再処理事業所内において化学物質を貯蔵する

施設については，化学物質が漏えいし難い設計

とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，近隣工場等

の火災及び航空機墜落火災による有毒ガスの発

生と同様に，外気の連絡を遮断し制御建屋の中

央制御室内空気の再循環運転を行うことができ

る設計とする。再循環運転については，中央制

御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響を

考慮する。これにより，再処理事業所内におい

て有毒ガスが発生した場合においても，再循環

運転を行うことで中央制御室の居住性を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

(2) 電磁的障害 

計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全

機能を維持するために必要な計測制御設備及び

安全保護回路は，日本産業規格に基づいたノイ

ズ対策を行うとともに，電気的及び物理的な独

立性を持たせることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって，安全上重要な施設に大きな影

響を及ぼすおそれがあると想定される自然現

象（地震を除く。）による衝撃と設計基準事

故時の荷重は重なることのない設計とする。 

 

 

b. 人為事象に対する防護対策 

 

(a) 有毒ガス 

 

(7)(i)(a)(ﾁ)-①外部事象防護対象施設

は，再処理事業所内及びその周辺で発生する

有毒ガス（化学薬品の漏えいに伴うものを含

む）に対して安全機能を損なわない設計とす

る。 

中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策建屋は，

想定される有毒ガスの発生に対し，必要に応

じて外気との連絡口を遮断又は中央制御室内

空気及び緊急時対策建屋内空気の再循環運転

を行うこと，防護具を着用すること等の措置

を講ずることにより，中央制御室，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに

緊急時対策建屋の居住性を損なわない設計と

する。 

＜中略＞ 

 

(b) 電磁的障害 

外部事象防護対象施設は，電磁的障害に対

して安全機能を損なわない設計とする。ロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-②外部事象防護対象施設の安

全機能を維持するために必要な計測制御設備

及び安全保護回路は，日本産業規格に基づい

たノイズ対策を行うとともに，電気的及び物

理的な独立性を持たせることにより，安全機

能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 

3.3.1  竜巻，森林火災，火山の影響，落雷，地

震及び津波以外の自然現象並びに航空機落

下，爆発及び近隣工場等の火災以外の人為

事象 

(1) 防護すべき施設及び設計方針 

＜中略＞ 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-③外部事象防護対象施

設等以外の安全機能を有する施設は，自然

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-①を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-②と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-③は，
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を考慮して代替設備により必要な機能を確保

すること，代替設備による機能の確保ができ

ない場合は当該機能を必要とする運転を停止

すること，安全上支障の生じない期間に修理

を行うこと又はそれらを組み合わせることに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

３） 再処理事業所内における化学物質の漏え 

 い 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-④安全機能を有する施

設は,想定される再処理事業所内における

化学物質の漏えいに対し,安全機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-⑤安全機能を有する施設

は,想定される再処理事業所内における化学

物質の漏えいに対し,制御建屋中央制御室換

気設備により,中央制御室の居住性を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 敷地内における化学物質の漏えい 

＜中略＞ 

一方，人体への影響の観点から，再処理施設

の運転員に対する影響を想定し，制御建屋中央

制御室換気設備は，外気の連絡を遮断し制御建

屋の中央制御室内空気の再循環運転を行うこと

ができる設計とする。 

再循環運転については，中央制御室内の酸素

濃度及び二酸化炭素濃度の影響を考慮する。こ

れにより，再処理事業所内において化学物質の

漏えいが発生した場合においても，再循環運転

を行うことで中央制御室の居住性を損なわない

設計とする。 

 

 

現象又は人為事象に対して機能を維持する

こと若しくは損傷を考慮して代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修理を行うこと又はそれら

を組み合わせることにより，安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

(c) 再処理事業所内における化学物質の漏え

い 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-④外部事象防護対象施

設は，想定される再処理事業所内における

化学物質の漏えいに対し，安全機能を損な

わない設計とする。 

これらの化学物資の漏えいによる影響と

しては，外部事象防護対象施設に直接被水

すること等による安全機能への影響及び漏

えいした化学物質の反応等によって発生す

る有毒ガスによる制御室の運転員，敷地内

の作業員等への影響が考えられる。 

外部事象防護対象施設の安全機能への影

響については，「7.8 屋外で発生する化学

薬品の漏えいに関する化学薬品の漏えい評

価及び防護設計方針」に示す。 

ロ(7)(i)(a)(ﾁ)-⑤また，制御室の運転

員，敷地内の作業員等への影響について

は，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策建

屋が想定される再処理事業所内における化

学物質の漏えいに対し，必要に応じて外気

との連絡口を遮断又は中央制御室内空気及

び緊急時対策建屋内空気の再循環運転を行

うこと，防護具を着用すること等の措置を

講ずることにより，中央制御室，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並び

に緊急時対策建屋の居住性を損なわない設

計とする。 

 

＜中略＞ 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-③と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-④は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-④を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-⑤は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(i)(a)(ﾁ)-⑤と同

義であり整合してい

る。 
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(b) 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

 

 

 

 

 

再処理施設への人の不法な侵入ロ(b)-①

等並びに核燃料物質等の不法な移動又は妨

害破壊行為をロ(b)-②核物質防護対策とし

て防止するため，区域の設定，人の容易な

侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造

りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，

出入口での身分確認及びロ(b)-③施錠管理

を行うことができる設計とする。 

 

核物質防護上の措置が必要な区域につい

ては，接近管理及び出入管理をロ(b)-④効

果的に行うため，探知施設を設け，警報，

映像等を集中監視することができる設計と

するとともに，核物質防護措置に係る関係

機関との通信及び連絡を行うことができる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 また，再処理施設ロ(b)-⑤に不正に爆発   

性又は易燃性を有する物件その他人に危害

を与え，又は他の物件を損傷するおそれが

ある物件の持込み（郵便物等による敷地外

からの爆発物及び有害物質の持込みを含

む。）をロ(b)-②核物質防護対策として防

止するため，ロ(b)-⑥持込み点検を行うこ

とができる設計とする。 

 

 

 

 さらに，不正アクセス行為（サイバーテ

ロを含む。）をロ(b)-②核物質防護対策と

して防止するため，ロ(b)-⑦再処理施設及

1. 安全設計 

1.7  その他の設計方針 

1.7.14  再処理施設への人の不法な侵入等の防止に

関する設計 

＜中略＞ 

 

1.7.14.1 安全設計 

(1) 再処理施設への人の不法な侵入等の防止の設

計方針 

再処理施設への人の不法な侵入等並びに核燃

料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為を核物

質防護対策として防止するため，区域の設定，

人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリ

ート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うこ

とができる設計とする。 

 

 

核物質防護上の措置が必要な区域について

は，接近管理及び出入管理を効果的に行うた

め，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視

することができる設計とするとともに，核物質

防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行

うことができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

また，再処理施設に不正に爆発性又は易燃性

を有する物件その他人に危害を与え，又は他の

物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵

便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質

の持込みを含む。）を核物質防護対策として防

止するため，持込み点検を行うことができる設

計とする。 

 

 

 

 

 さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを

含む。）を核物質防護対策として防止するた

め，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のた

 (基本設計方針) 

第１章 共通項目 

10.   その他 

10.2  再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

 

 

 

 

 

再処理施設への人の不法な侵入ロ(b)-①，

核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為

を防止するため，区域の設定，人の容易な侵

入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの

壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口

での身分確認及び施錠管理を行うことができ

る設計とする。 

 

 

核物質防護上の措置が必要な区域について

は，接近管理及び出入管理をロ(b)-④確実に

行うため，探知施設を設け，警報，映像等を

集中監視することができる設計とするととも

に，核物質防護措置に係る関係機関との通信

及び連絡を行うことができる設計とする。ロ

(b)-③さらに，防護された区域内において

も，施錠管理により，再処理施設及び特定核

燃料物質の防護のために必要な設備又は装置

の操作に係る情報システム（以下「情報シス

テム」という。）への不法な接近を防止する

設計とする。 

 

また，再処理施設ロ(b)-⑤への不正な爆発

性又は易燃性を有する物件その他人に危害を

与え，又は他の物件を損傷するおそれがある

物件の持込み（郵便物等による敷地外からの

爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防

止するため，ロ(b)-⑥持込点検を行うことが

できる設計とする。 

 

 

 

 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロ

を含む。）を防止するため，ロ(b)-⑦情報シ

ステムが電気通信回線を通じた不正アクセス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(b)-①は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(b)-①を

具体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ(b)-③は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(b)-③を

具体的に記載しており

整合している。 

設工認のロ(b)-④は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(b)-④と

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

設工認のロ(b)-⑤及び

ロ(b)-⑥は，変更許可

申請書（本文）のロ

(b)-⑤及びロ(b)-⑥と

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(b)-⑦は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(b)-⑦と
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び特定核燃料物質の防護のために必要な設

備又は装置の操作に係る情報システム（以

下「情報システム」という。）が電気通信

回線を通じた不正アクセス行為（サイバー

テロを含む。）を受けることがないよう

に，当該情報システムに対する外部からの

不正アクセスを遮断することができる設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施

設と共用する場合は，共用によって再処理

施設の安全性を損なわない設計とする。 

めに必要な設備又は装置の操作に係る情報シス

テム（以下「情報システム」という。）が電気

通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバー

テロを含む。）を受けることがないように，当

該情報システムに対する外部からの不正アクセ

スを遮断することができる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

1.7.14  再処理施設への人の不法な侵入等の防止に

関する設計 

再処理施設への人の不法な侵入等を防止す

るため，以下の設計とする。 

また，人の容易な侵入を防止できる柵等を

他施設と共用する場合は，共用によって再処

理施設の安全性を損なわない設計とする。 

行為（サイバーテロを含む。）を受けること

がないように，当該情報システムに対する外

部からの不正アクセスを遮断することができ

る設計とする。 

 

 

 

 

ロ(b)-②これらの対策を核物質防護規定に

定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設

と共用する場合は，共用によって再処理施設

の安全性を損なわない設計とする。 

 

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(b)-②は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ(b)-②と

同義であり整合してい

る。 
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(c) 溢水による損傷の防止 

安全機能を有する施設は，再処理施設

ロ．(7)(i)(c)-①が溢水の影響を受ける場

合においても，その安全機能を確保するた

めに，溢水に対して安全機能を損なわない

方針とする。 

 

 

 

ここで，安全機能を有する施設のうち，

ロ．(7)(i)(c)-②再処理施設内部で想定さ

れる溢水に対して，冷却，水素掃気，火災

及び爆発の防止，臨界防止等の安全機能を

維持するために必要な設備（以下「溢水防

護対象設備」という。）として，安全評価

上機能を期待する安全上重要な機能を有す

る構築物，系統及び機器を抽出し，これら

の設備が，没水，被水及び蒸気の影響を受

けて，その安全機能を損なわない設計（多

重性又は多様性を有する設備が同時にその

安全機能を損なわない設計）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(7)(i)(c)-③そのために，溢水評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.15 溢水防護に関する設計 

1.7.15.1 溢水防護に関する設計方針 

 

事業指定基準規則の要求事項を踏まえ，安全機

能を有する施設は，再処理施設が溢水の影響を受

ける場合においても，その安全機能を確保するた

めに，溢水に対して安全機能を損なわない方針と

する。 

 

 

 

 

そのために，「原子力発電所の内部溢水影響評

価ガイド(平成25年６月19日原規技発第13061913号

原子力規制委員会決定)」(以下「内部溢水ガイ

ド」という。)を参考に，溢水防護対象設備とし

て，安全評価上機能を期待する安全上重要な機能

を有する構築物，系統及び機器を抽出し，これら

の設備が，没水，被水及び蒸気の影響を受けて，

その安全機能を損なわない設計(多重性又は多様性

を有する設備が同時にその安全機能を損なわない

設計)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第1章 共通項目 

 

6. 再処理施設内における溢水による損傷の防止 

6.1 溢水から防護する設備及び設計方針 

 

安全機能を有する施設は，再処理施設ロ．

(7)(i)(c)-①内における溢水の発生によりその

安全機能を損なうおそれがある場合において，

防護措置その他の適切な措置を講じることによ

り，溢水に対して安全機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

ここで，安全機能を有する施設のうち，ロ．

(7)(i)(c)-②安全評価上機能を期待する安全上

重要な機能を有する建物・構築物，系統及び機

器を溢水から防護する設備(以下「溢水防護対象

設備」という。)とし，これらの設備が，没水，

被水及び蒸気の影響を受けて，その安全機能を

損なわない設計(多重性又は多様性を有する設備

が同時にその安全機能を損なわない設計)とす

る。 

 

 

溢水防護対象設備以外の安全機能を有する施

設は，溢水による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修理の対応を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることにより，その安全機

能を損なわない設計とする。 

また，上記の施設に対する損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修理を行うことを保安規

定に定めて，管理する。 

 

 

ロ．(7)(i)(c)-③溢水防護対象設備が溢水に

より安全機能を損なわない設計であることを確

認するために，再処理施設内において発生が想

定される溢水の影響を評価(以下「溢水評価」と

いう。)する。 

また，溢水評価に当たっては，運転時の異常

な過渡変化又は設計基準事故に対処するために

必要な機器の単一故障を考慮しても異常事象を

事業変更許可申請書

（本文）第四号ロ項に

おいて、設工認の内容

は、以下の通り整合し

ている。 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-①は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-①を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-②は，事業変更許

可 申 請 書 ( 本 文 ) の

「ロ．(7)(i)(c)-②」

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-③は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-③と同義で

あり整合している。 
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溢水評価では，溢水源として発生要因別

に分類した以下の溢水をロ．(7)(i)(c)-④

主として想定する｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(7)(i)(c)-⑤また，溢水評価に当た

っては，溢水防護区画を設定し， 

 

 

 

 

 

 

溢水評価ロ．(7)(i)(c)-⑥がより厳しい

結果を与えるように溢水経路を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 溢水の影響を評価するために想定する機

器の破損等により生じる溢水 

 

 

 

 

 

1.7.15.3 考慮すべき溢水事象 

溢水源及び溢水量としては，発生要因別に分類

した以下の溢水を想定して評価することとし，評

価の条件については内部溢水ガイドを参考とす

る。 

 

 

＜中略＞ 

 

 

1.7.15.5 溢水防護区画及び溢水経路を設定するた

めの方針 

(1) 溢水防護区画の設定 

溢水防護に対する評価対象区画を溢水防護区

画として，以下のとおり設定する。 

 

 

＜中略＞ 

 

 

(2) 溢水経路の設定 

溢水影響評価において考慮する溢水経路は，

溢水防護区画とその他の区画(溢水防護対象設備

が存在しない区画又は通路)との間における伝播

経路となる防水扉及び水密扉以外の扉，壁開口

部及び貫通部，天井開口部及び貫通部，床面開

口部及び貫通部，床ドレンの連接状況及びこれ

らに対する流入防止対策の有無を踏まえ，溢水

防護区画内の水位が最も高くなるように，より

厳しい結果を与える経路を設定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

1.7.15.3 考慮すべき溢水事象 

 

＜中略＞ 

 

(1) 溢水の影響を評価するために想定する機器の

破損等溢水により生じる溢水（以下「想定破損

による溢水」という。） 

 

収束できる設計とする。 

なお，溢水評価の条件に見直しがある場合

は，溢水評価への影響確認を行うことを保安規

定に定めて，管理する。 

 

6.2 考慮すべき溢水事象 

溢水評価では，溢水源として発生要因別に分

類した以下の溢水をロ．(7)(i)(c)-④想定す

る。 

 

 

 

＜中略＞ 

 

6.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定 

 

ロ．(7)(i)(c)-⑤溢水評価に当たっては，溢

水防護区画を以下のとおり設定する。 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

6.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定 

溢水評価ロ．(7)(i)(c)-⑥に当たっては，溢

水の影響を受けて，溢水防護対象設備の安全機

能を損なうおそれがある高さ(以下「機能喪失高

さ」という。)及び溢水防護区画を構成する壁，

扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえ，溢水防

護区画内の水位が最も高くなるように，より厳

しい結果を与える溢水経路を設定する。 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

6.2 考慮すべき溢水事象 

 

 

 

(1) 溢水の影響を評価するために想定する機器

の破損等により生じる溢水(以下「想定破損に

よる溢水」という。) 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-④は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-④と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-⑤は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-⑥は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-⑥を具体的

に記載しており整合し

ている。 
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2) 再処理施設内で生じる異常状態（火災を

含む。）の拡大防止のために設置される系

統からの放水による溢水 

 

 

 

3) 地震に起因する機器の破損等により生じ

る溢水ロ．(7)(i)(c)-⑦（使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の燃料取出しピッ

ト，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール，

チャンネルボックス・バーナブルポイズン

取扱いピット，燃料移送水路及び燃料送出

しピット（以下「燃料貯蔵プール・ピット

等」という。）のスロッシングにより発生

する溢水を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 再処理施設内で生じる異常状態（火災を含

む。）の拡大防止のために設置される系統から

の放水による溢水（以下「消火水等の放水によ

る溢水」という。） 

 

 

(3) 地震に起因する機器の破損等により生じる溢

水（燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシング

により発生する溢水を含む。）（以下「地震起

因による溢水」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 再処理施設内で生じる異常状態(火災を含

む。)の拡大防止のために設置される系統から

の放水による溢水(以下「消火水等の放水によ

る溢水」という。) 

 

 

(3) 地震に起因する機器の破損等により生じる

溢水ロ．(7)(i)(c)-⑦(燃料貯蔵プール・ピ

ット等のスロッシングにより発生する溢水を

含む。)(以下「地震起因による溢水」とい

う。) 

 

(4) その他の要因(地下水の流入，地震以外の自

然現象，誤操作等)により生じる溢水(以下

「その他の溢水」という。) 

 

溢水源となり得る機器は，流体を内包する配

管及び容器(塔，槽類を含む。)とし，設計図書

(施工図面等)及び必要に応じ現場確認等により

抽出を行ったうえ，耐震評価及び応力評価を踏

まえ選定する。なお，「7.3 設計上考慮すべき

化学薬品の設定のための方針」の「7.3.1 漏え

いによる影響を検討する化学薬品及び構成部材

の抽出」に示す化学薬品についても，機器等に

内包される液体であることを踏まえ，ここで溢

水源として想定する。 

 

 

6.3 溢水源及び溢水量の設定 

6.3.1 想定破損による溢水 

想定破損による溢水は，1系統における単

一の機器の破損を想定し，溢水源となり得

る機器は流体を内包する配管とし，配管の

破損箇所を溢水源として設定する。 

 

また，破損を想定する配管は，内包する

流体のエネルギに応じて，高エネルギ配管

又は低エネルギ配管に分類する。 

配管の破損形状の想定に当たっては，高

エネルギ配管は，原則「完全全周破断」，

低エネルギ配管は，原則「配管内径の1/2の

長さと配管肉厚の1/2の幅を有する貫通クラ

ック(以下「貫通クラック」という。)」を

想定する。 

ただし，配管破損の想定に当たって，詳

細な応力評価を実施する場合は，発生応力

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-⑦は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-⑦と同義で

あり整合している。 
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と許容応力の比による応力評価の結果に基

づく破損形状を想定する。 

高エネルギ配管については，ターミナル

エンド部を除き，発生応力が許容応力の0.8

倍を超える場合は「完全全周破断」，0.4倍

を超え0.8倍以下であれば「貫通クラック」

を想定し，0.4倍以下であれば破損は 想定

しない。 

また，低エネルギ配管については，発生

応力が許容応力の0.4倍を超える場合は「貫

通クラック」を想定し，0.4倍以下であれば

破損は想定しない。 

応力評価の結果により破損形状の想定を

行う場合は，評価結果に影響するような減

肉がないことを確認するために継続的な肉

厚管理を実施することを保安規定に定め

て，管理する。 

溢水源として設定する配管の破損箇所は

溢水防護対象設備への溢水の影響が最も大

きくなる位置とし，溢水量は，異常の検

知，事象の判断及び漏えい箇所の特定並び

に現場又は中央制御室，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室からの隔離(運

転員の状況確認及び隔離操作を含む。)によ

り漏えい停止するまでの時間を適切に考慮

し，想定する破損箇所からの流出量と隔離

後の溢水量として隔離範囲内の系統の保有

水量を合算して設定する。 

なお，手動による漏えいの停止のために

現場等を確認し操作することを保安規定に

定めて，管理する。 

 

6.3.2 消火水等の放水による溢水 

消火水等の放水による溢水は，溢水防護

対象設備が設置されている建屋(以下「溢水

防護建屋」という。)内において，水を使用

する消火設備である屋内消火栓及び水噴霧

消火設備を溢水源として設定する。その

他，消火設備ではないが，消火活動に供す

る設備として，水を噴霧する連結散水から

の放水を溢水源として設定する。 

消火水等の放水による溢水量について

は，消火設備及び消火活動に供する設備か

らの単位時間当たりの放水量と放水時間か

ら設定する。 
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6.3.3 地震起因による溢水 

(1) 再処理施設内に設置された機器の破損に

よる溢水 

地震起因による溢水については，耐震Ｓ

クラス機器は基準地震動Ｓｓによる地震力

によって破損は生じないことから，流体を

内包する系統のうち，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対する耐震性が確認されていな

い耐震Ｂ，Ｃクラスに属する系統を溢水源

として設定する。 

ただし，耐震Ｂ，Ｃクラスであっても基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性

が確保されるものについては，溢水源とし

て設定しない。 

 

溢水量の算出に当たっては，溢水が生じ

るとした機器について，溢水防護対象設備

への溢水の影響が最も大きくなるように評

価する。 

溢水源となる系統については全保有水量

を考慮した上で，流体を内包する機器のう

ち，基準地震動Ｓｓによって破損が生じる

可能性のある機器について破損を想定し，

その影響を評価する。この場合において，

溢水源となる配管は，破損形状を完全全周

破断とし，溢水源となる容器は，全保有水

量を溢水量として設定する。 

 

(2) 燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシン

グによる溢水 

燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシン

グによる溢水については，基準地震動Ｓｓ

による地震力により生じる燃料貯蔵プー

ル・ピット等のスロッシングによる漏えい

水を溢水源として設定する。 

また，燃料貯蔵プール・ピット等のスロ

ッシングによる溢水量については，基準地

震動Ｓｓによる地震力により生じるスロッ

シングにより燃料貯蔵プール・ピット等の

外への漏えい量から設定する。 

 

6.3.4 その他の溢水 

その他の溢水については，地震以外の自

然現象やその波及的影響に伴う溢水，溢水

防護区画内にて発生が想定されるその他の

漏えい事象を想定する。 
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溢水評価に当たっては，ロ．(7)(i)(c)-

⑧溢水防護対象設備の機能喪失高さ（溢水

の影響を受けて，溢水防護対象設備の安全

機能を損なうおそれがある高さ）及び溢水

防護区画を構成する壁，扉，堰，床段差等

の設置状況を踏まえ，ロ．(7)(i)(c)-⑨評

価の条件を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.15.5 溢水防護区画及び溢水経路を設定するた

めの方針 

＜中略＞ 

(2) 溢水経路の設定 

溢水影響評価において考慮する溢水経路は，

溢水防護区画とその他の区画(溢水防護対象設備

が存在しない区画又は通路)との間における伝播

経路となる防水扉及び水密扉以外の扉，壁開口

部及び貫通部，天井開口部及び貫通部，床面開

口部及び貫通部，床ドレンの連接状況及びこれ

らに対する流入防止対策の有無を踏まえ，溢水

防護区画内の水位が最も高くなるように，より

厳しい結果を与える経路を設定する。 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

具体的には，地下水の流入，降水のよう

な再処理施設への直接的な影響と，飛来物

等による屋外タンク等の破損のような間接

的な影響，機器ドレン，機器損傷(配管以

外)，人的過誤及び誤作動を想定し，各事象

において溢水源及び溢水量を設定する。 

 

6.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定 

溢水評価に当たっては，溢水防護区画を以下

のとおり設定する。 

(1) 溢水防護対象設備が設置されている区画 

(2) 中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室 

(3) 運転員が，溢水が発生した区画を特定する

ためにアクセスする通路部又は必要により隔

離等の操作が必要な設備にアクセスする通路

部 

溢水防護区画は，壁，扉，堰，床段差等又は

それらの組合せによって他の区画と分離される

区画として設定する。 

 

 

 

溢水評価に当たっては，ロ．(7)(i)(c)-⑧溢

水の影響を受けて，溢水防護対象設備の安全機

能を損なうおそれがある高さ(以下「機能喪失高

さ」という。)及び溢水防護区画を構成する壁，

扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえ，ロ．

(7)(i)(c)-⑨溢水防護区画内の水位が最も高く

なるように，より厳しい結果を与える溢水経路

を設定する。 

 

また，消火活動により区画の防水扉及び水密

扉を開放する場合は，開放した防水扉及び水密

扉からの消火水の伝播を考慮する。 

防水扉及び水密扉については，扉の閉止運用

を保安規定に定めて，管理する。 

 

6.5 溢水防護建屋内で発生する溢水に関する溢水

評価及び防護設計方針 

6.5.1 没水の影響に対する評価及び防護設計方

針 

想定した溢水源から発生する溢水量，溢

水防護区画及び溢水経路から算出した溢水

水位に対し，溢水防護対象設備が没水によ

り安全機能を損なわないことを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-⑧は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-⑧と同義で

あり整合している。 

設工認のロ．(7)(i)

(c)-⑨は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(c)-⑨を具体的

に記載しており整合し

ている。 
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また，壁(貫通部止水処置を含む。)，防

水扉等の設置による溢水防護区画外で発生

した溢水の流入を防止する対策並びに緊急

遮断弁の設置及び漏えい検知器の設置によ

る溢水量を低減する対策により，溢水防護

対象設備が没水により安全機能を損なわな

い設計とする。 

壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉，

緊急遮断弁等の溢水防護設備の設計方針に

ついては，第2章 個別項目の「7.3.5 溢

水防護設備」に示す。 

 

 

6.5.2 被水の影響に対する評価及び防護設計方

針 

想定した溢水源からの直線軌道及び放物

線軌道の飛散による被水，消火水等による

被水並びに天井面の開口部又は貫通部から

の被水に対し，影響を受ける範囲内にある

溢水防護対象設備が安全機能を損なわない

ことを評価する。 

また，被水の影響を受けないよう保護構

造を有する設計，壁(貫通部止水処置を含

む。)，防水扉等の設置による溢水防護区画

外で発生した溢水の流入を防止する対策及

び溢水防護板の設置による発生した溢水の

溢水防護対象設備への被水を防止する対策

により，溢水防護対象設備が被水により安

全機能を損なわない設計とする。 

壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉，

溢水防護板等の溢水防護設備の設計方針に

ついては，第2章 個別項目の「7.3.5 溢

水防護設備」に示す。 

 

消火水等の放水による溢水に対しては，

溢水防護対象設備が設置されている溢水防

護区画において固定式消火設備等の水を用

いない消火手段を採用することにより，被

水の影響が発生しない設計とする。 

なお，水を用いる消火活動を行う場合に

は，水を用いる消火活動による被水の影響

を最小限に止めるため，溢水防護対象設備

に対して不用意な放水を行わないことを消

火活動における運用及び留意事項として保

安規定に定めて，管理する。  
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6.5.3 蒸気影響に対する評価及び防護設計方針 

想定した溢水源からの漏えい蒸気の直接

噴出及び拡散による影響を確認するため

に，空調条件や解析区画を設定して実施し

た解析結果を踏まえ，蒸気曝露試験又は机

上評価により溢水防護対象設備の健全性を

確認することで，蒸気の影響により安全機

能を損なわないことを評価する。 

また，壁，扉等の設置による溢水防護区

画外からの漏えい蒸気の流入を防止する対

策，自動で漏えい蒸気を隔離する自動検

知・遠隔隔離システムの設置及びターミナ

ルエンド防護カバーの設置による漏えい蒸

気量を低減する対策並びに蒸気防護板によ

る漏えい蒸気の溢水防護対象設備への曝露

を防止する対策により，溢水防護対象設備

が蒸気の影響により安全機能を損なわない

設計とする。 

自動検知・遠隔隔離システム，蒸気防護

板等の溢水防護設備の設計方針について

は，第2章 個別項目の「7.3.5 溢水防護

設備」に示す。 

 

 

 

6.5.4 燃料貯蔵プール・ピット等のスロッシン

グ後の機能維持に関する溢水評価及び防護

設計方針 

基準地震動Ｓｓによる地震力によって生

じるスロッシングにより，燃料貯蔵プー

ル・ピット等の外へ漏えいする溢水量を三

次元流動解析により評価する。 

その際，燃料貯蔵プール・ピット等の周

囲に止水板及び蓋を設置することにより溢

水量を低減する設計とする。 

算出した溢水量からスロッシング後の燃

料貯蔵プール・ピット等の水位低下を考慮

しても，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却

機能及び燃料貯蔵プール・ピット等への給

水機能が確保されることを確認し，それら

を用いることにより適切な水温及び遮蔽に

必要な水位を維持できる設計とする。 
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6.6 屋外で発生する溢水に関する溢水評価及び防

護設計方針 

6.6.1 溢水防護建屋に対する溢水評価及び防護

設計方針 

屋外で発生を想定する溢水が，溢水防護

区画に流入しないことを評価する。 

また，屋外で発生を想定する溢水に対し

ては，屋外で発生を想定する溢水による影

響を評価する上で期待する範囲を境界とし

た溢水防護建屋内への流入を壁(貫通部止水

処置を含む。)，防水扉等により防止する設

計とすることにより，建屋内の溢水防護対

象設備が安全機能を損なわない設計とす

る。 

壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉等

の溢水防護設備の設計方針については，第2

章 個別項目の「7.3.5 溢水防護設備」に

示す。 

 

6.6.2 屋外の溢水防護対象設備に対する溢水評

価及び防護設計方針 

屋外で発生を想定する溢水により，屋外

の溢水防護対象設備が安全機能を損なわな

いことを評価する。 

また，屋外の溢水防護対象設備のうち，

溢水の影響を受けるおそれのある部位に対

して，溢水水位を上回る機能喪失高さを確

保すること，保護構造を有すること及び机

上評価にて健全性を確認することにより，

屋外の溢水防護対象設備が没水，被水及び

蒸気の影響を受けて，安全機能を損なわな

い設計とする。 

 

第2章 個別項目  

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.5 溢水防護設備 

溢水防護設備の設計に係る共通的な設計

方針については，第1章 共通項目の「2. 

地盤」，「3. 自然現象等」，「5. 火災

等による損傷の防止」，「6. 再処理施設

内における溢水による損傷の防止」，「7.

 再処理施設内における化学薬品の漏えい

による損傷の防止」及び「9. 設備に対す

る要求」に基づくものとする。 
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安全機能を有する施設は，再処理施設内

における溢水が発生した場合においても，

安全機能を損なわない設計とする。 

そのために，再処理施設内に設置された

機器及び配管の破損(地震起因を含む。)に

よる溢水，再処理施設内で生じる異常状態

(火災を含む。)の拡大防止のために設置さ

れる系統からの放水による溢水又は燃料貯

蔵プール・ピット等のスロッシングによる

溢水が発生した場合においても，溢水防護

設備により，溢水防護対象設備が安全機能

を損なわない設計とする。 

また，燃料貯蔵プール・ピット等の冷却

機能及び燃料貯蔵プール・ピット等への給

水機能を維持できる設計とする。 

溢水防護設備は，壁(貫通部止水処置を含

む。)，防水扉，水密扉，堰，床ドレン逆止

弁，溢水防護板，自動検知・遠隔隔離シス

テム，ターミナルエンド防護カバー，蒸気

防護板，地震計，緊急遮断弁，漏えい検知

器，液位計，止水板及び蓋で構成し，以下

の設計とすることにより，溢水防護対象設

備が溢水により安全機能を損なわない設計

とする。 

 

(1) 流入防止対策として設置する壁(貫通部止

水処置を含む。)，防水扉，水密扉，堰及び

床ドレン逆止弁は，壁，扉，堰，床段差等

の設置状況を踏まえて流入防止対策を図る

ことにより，溢水防護区画外の溢水に対し

て，流入を防止する設計とする。 

また，溢水防護対象設備周囲に設置する

堰は，溢水防護対象設備が没水しないよう

設置する設計とする。 

 

流入防止対策として設置する壁(貫通部止

水処置を含む。)，防水扉，水密扉，堰及び

床ドレン逆止弁並びに溢水防護対象設備周

囲に設置する堰は，発生した溢水による水

位や水圧に対して流入防止機能が維持でき

る設計とするとともに，基準地震動Ｓｓに

よる地震力等の溢水の要因となる事象に伴

い生じる荷重や環境に対して必要な当該機

能が損なわれない設計とする。 
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(2) 溢水防護板は，発生した溢水の溢水防護

対象設備への被水を防止する設計とし，溢

水防護対象設備が被水により安全機能を損

なわないよう設置する設計とする。 

溢水防護対象設備を覆う溢水防護板は，

主要部材に不燃性材料又は難燃性材料を用

いて製作し，基準地震動Ｓｓによる地震力

に対して耐震性を有する設計及び実機を想

定した被水条件を考慮しても当該機能を損

なわないことを被水試験等により確認する

設計とする。 

 

(3) 自動検知・遠隔隔離システム(温度検出

器，蒸気遮断弁)は，蒸気影響を緩和するた

め，蒸気の漏えいを検知し，自動で漏えい

蒸気を隔離する設計とする。 

溢水源となる一般蒸気等に設置する蒸気

遮断弁は，隔離信号発信後10秒以内に自動

隔離する設計とする。 

また，自動検知・遠隔隔離システムだけ

では溢水防護対象設備の健全性が確保され

ない場合には，破損想定箇所にターミナル

エンド防護カバーを設置することで蒸気影

響を軽減する設計とする。 

 

(4) 蒸気防護板は，溢水防護対象設備が蒸気

の影響により安全機能を損なわないよう，

溢水防護対象設備に対して設置する設計と

する。 

蒸気防護板は，実機を想定した蒸気条件

を考慮した耐蒸気性能を有する設計とす

る。 

蒸気防護板は，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して耐震性を有する設計並びに蒸

気配管の破損により生じる環境温度及び圧

力に対して当該機能が損なわれない設計と

する。 

 

(5) 溢水防護建屋内又は建屋間(建屋外の洞道

含む。)に設置する緊急遮断弁は，制御建屋

に設置する地震計からの信号で作動する又

は弁の感震機構で作動することにより，他

建屋から流入する系統を隔離できる設計と

し，溢水防護建屋内で発生する溢水量を低

減する設計とする。 
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ロ．(7)(i)(c)- ⑩溢水評価において，溢

水影響を軽減するための壁，扉，堰等の溢

水防護設備については，必要により保守点

検等の運用を適切に実施することにより，

溢水防護対象設備が安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震計及び緊急遮断弁は，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して耐震性を有する設

計とする。 

 

(6) 漏えい検知器及び液位計は，溢水の発生

を検知し，中央制御室，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室からの手動遠

隔操作又は現場操作により漏えい箇所を早

期に隔離できる設計とする。 

 

(7) 止水板及び蓋は，燃料貯蔵プール・ピッ

ト等の周囲に設置することによりスロッシ

ング水量を低減し，燃料貯蔵プール・ピッ

ト等の冷却機能及び燃料貯蔵プール・ピッ

ト等への給水機能が確保されることを確認

し，それらを用いることにより適切な水温

及び遮蔽に必要な水位を維持できる設計と

する。 

止水板及び蓋は，地震，火災荷重及び環

境条件に対して，スロッシング水量を低減

する性能が損なわれない設計とする。 

溢水防護設備については，保守点検等の

運用を適切に実施することを保安規定に定

めて，管理する。 

 

ロ．(7)(i)(c)-⑩溢水防護設備について

は，保守点検等の運用を適切に実施するこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）ロ．(7)(i)

(c)-⑩は保安規定にて

対応する。 
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(d) 化学薬品の漏えいによる損傷の防止 

 

 

 

安全機能を有する施設は，再処理施設内

ロ．(7)(i)(d)-①が化学薬品の漏えいの影

響（漏えいに伴い発生する有毒ガスを含

む。）を受ける場合においても，その安全

機能を確保するために，化学薬品の漏えい

に対して安全機能を損なわない方針とす

る。 

 

ここで，安全機能を有する施設のうち，

ロ．(7)(i)(d)-②再処理施設内部で想定さ

れる化学薬品の漏えいに対して，冷却，水

素掃気，火災及び爆発の防止，臨界防止等

の安全機能を維持するために必要な設備

（以下「化学薬品防護対象設備」とい

う。）として，安全評価上機能を期待する

安全上重要な機能を有する構築物，系統及

び機器を抽出し，これらの設備が，没水，

被水及び蒸気の影響評価手法等を参考に，

漏えいした化学薬品の影響を受けて，その

安全機能を損なわない設計（多重性又は多

様性を有する設備が同時にその安全機能を

損なわない設計）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.16 化学薬品の漏えい防護に関する設計 

1.7.16.1 化学薬品の漏えい防護に関する設計方針 

 

 

事業指定基準規則の要求事項を踏まえ，安全機

能を有する施設は，再処理施設が化学薬品の漏え

いの影響（漏えいに伴い発生する有毒ガスを含

む）を受ける場合においても，その安全機能を確

保するために，化学薬品の漏えいに対して安全機

能を損なわない方針とする。 

 

 

そのために，内部溢水ガイドを参考に，化学薬

品防護対象設備として，安全評価上機能を期待す

る安全上重要な機能を有する構築物，系統及び機

器を抽出し，これらの設備が，内部溢水ガイドに

示す没水，被水及び蒸気の影響評価手法等を参考

に，漏えいした化学薬品の影響を受けて，その安

全機能を損なわない設計（多重性又は多様性を有

する設備が同時にその安全機能を損なわない設

計）とする。 

 
＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第1章 共通項目 

7. 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる

損傷の防止 

7.1 化学薬品の漏えいから防護する設備及び設計

方針 

安全機能を有する施設は，再処理施設内ロ．

(7)(i)(d)-①における化学薬品の漏えいの発生

(漏えいに伴い発生する有毒ガスを含む。)によ

りその安全機能を損なうおそれがある場合にお

いて，防護措置その他の適切な措置を講じるこ

とにより，化学薬品の漏えいに対して安全機能

を損なわない設計とする。 

 

ここで，安全機能を有する施設のうち，ロ．

(7)(i)(d)-②安全評価上機能を期待する安全上

重要な機能を有する建物・構築物，系統及び機

器を化学薬品の漏えいから防護する設備(以下

「化学薬品防護対象設備」という。)とし，これ

らの設備が，没水，被水及び蒸気の影響評価手

法等を参考に，漏えいした化学薬品の影響を受

けて，その安全機能を損なわない設計(多重性又

は多様性を有する設備が同時にその安全機能を

損なわない設計)とする。 

 

 

 

化学薬品防護対象設備以外の安全機能を有す

る施設は，化学薬品の漏えいによる損傷を考慮

して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修理の対応を行

うこと又はそれらを適切に組み合わせることに

より，その安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記の施設に対する損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修理を行うことを保安規

定に定めて，管理する。 

化学薬品の漏えいに伴い発生する有毒ガスに

対しては，漏えいした化学薬品から有毒ガスが

発生し，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策建屋に

到達するおそれがある場合には，運転員並びに

設計基準事故及び重大事故等の対処に必要な指

示を行う要員への影響を防止するため，必要に

応じて外気との連絡口の遮断，中央制御室内及

び緊急時対策建屋内の空気の再循環運転，防護

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-①は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i) (d)-①を

具体的に記載しており

整合している。 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-②は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-②と同

義であり整合してい

る。 
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ロ．(7)(i)(d)-③そのために，化学薬品

の漏えい防護に係る設計時に再処理施設内

において発生が想定される化学薬品の漏え

いの影響評価（以下「化学薬品の漏えい評

価」という。）を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具の着用等の措置を講じることにより，安全機

能を有する施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

有毒ガスが発生した場合に再処理施設の安全

性を確保するために必要な措置をとるための設

計方針については，第2章 個別項目の「4.3 

制御室」及び「7.3 その他の主要な事項」の

「7.3.9 緊急時対策所」に示す。 

 

ロ．(7)(i)(d)-③化学薬品防護対象設備が化

学薬品の漏えいにより安全機能を損なわない設

計であることを確認するために，再処理施設内

において発生が想定される化学薬品の漏えいの

影響を評価(以下「化学薬品の漏えい評価」とい

う。)する。 

 

また，化学薬品の漏えい評価に当たっては，

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故(以下

「事故等」という。)に対処するために必要な機

器の単一故障を考慮しても異常事象を収束でき

る設計とする。 

なお，化学薬品の漏えい評価の条件に見直し

がある場合は，化学薬品の漏えい評価への影響

確認を行うことを保安規定に定めて，管理す

る。 

 

 

7.2 再処理施設における化学薬品取扱いの基本方

針 

 

再処理施設において使用する化学薬品のう

ち，プロセス工程において大量に取り扱う硝

酸，水酸化ナトリウム，リン酸トリブチル ，n-

ドデカン，硝酸ヒドラジン，硝酸ヒドロキシル

アミン及び炭酸ナトリウムは，試薬建屋の化学

薬品貯蔵供給設備に保有し，必要な量を各施設

の化学薬品貯蔵供給系に移送する設計とする。 

化学薬品の取扱いの基本方針として，化学薬

品を内包する設備及び化学薬品を内包又は化学

薬品が通過する継ぎ手部に対する適切な材料選

定，当該継ぎ手部への飛散防止措置並びに漏え

いが生じるおそれのある区画，伝播経路及びそ

れらに設置する機器に対する腐食性ガスの発生

等の副次的な影響を低減する設計により，再処

理施設及び従事者の安全性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-③は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-③を具

体的に記載しており整

合している。 
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1.7.16.3 化学薬品防護対象設備の抽出及び設計上

考慮すべき化学薬品の設定のための方針 

1.7.16.3.2 設計上考慮すべき化学薬品の設定のた

めの方針 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，化学薬品の漏えい及び化学薬品の漏え

いに伴い発生する有毒ガスに備えた運転員，敷

地内の作業員等の安全確保に係る対応として，

作業リスクに応じた防護具の着用や漏えい発生

時の作業員の対応及び必要な資機材を配備する

ことを保安規定に定めて，管理する。 

 

さらに，中央制御室，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所に

おける有毒ガスによる影響を防止するための再

処理施設内の化学薬品の安全管理に係る対応と

して，以下を保安規定に定めて，管理する。 

 

・化学薬品から発生する有毒ガスの影響を考慮

し，敷地内で保有する化学薬品の種類，量，

濃度等に制限を設けること 

・敷地内への化学薬品の受入れに当たっては，

敷地内の運搬ルート及び運搬先を含めた運搬

計画を定めること 

・敷地内への化学薬品の受入れ時は，敷地内で

複数の輸送容器による運搬を同時に行わない

こと 

・敷地内への化学薬品の受入れ時に立会人を設

け，漏えい又は異臭等の異常を確認した場合

には通信連絡設備により当該事象の発生を必

要な箇所に通報連絡すること及び敷地外の化

学薬品の漏えいに対し，公的機関から情報を

入手した者等が通信連絡設備により当該事象

の発生を必要な箇所に通報連絡すること 

 

 

7.3 設計上考慮すべき化学薬品の設定のための方

針 

 

化学薬品防護対象設備が化学薬品の漏えいの

影響を受ける場合においても安全機能を損なわ

ないことを評価するために，化学薬品防護対象

設備の抽出及び設計上考慮すべき化学薬品を設

定する。 

また，有毒ガスの発生の観点では，有毒ガス

の発生要因(揮発，分解，接触，燃焼等)を踏ま

え，急性毒性又は中枢神経への影響を及ぼすお

それのある化学薬品(構成部材と反応する場合を

含む。)を抽出する。 
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ロ．(7)(i)(d)-④また，これらの設計に

当たり，化学薬品防護対象設備の安全機能

を短時間で損なうおそれのある化学薬品を

設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化学薬品の漏えい評価では，化学薬品の

漏えい源として発生要因別に分類した以下

の化学薬品の漏えいをロ．(7)(i)(d)-⑤主

として想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.16.3.2.2 検討対象とする化学薬品と構成部材

の組合せを踏まえた設計上考慮すべき

化学薬品の設定 

 

検討対象とする化学薬品と構成部材を組み合わ

せることで生じる腐食等により，化学薬品防護対

象設備の安全機能に短時間で影響を及ぼすおそれ

のある化学薬品を設計上考慮すべき対象として設

定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.16.4 考慮すべき化学薬品の漏えい事象 

 

化学薬品の漏えい源及び化学薬品の漏えい量と

しては，発生要因別に分類した以下の化学薬品の

漏えいを想定して評価することとし，評価の条件

については内部溢水ガイドを参考とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.1 漏えいによる影響を検討する化学薬品及

び構成部材の抽出 

 

再処理事業所内で用いられる化学薬品及

び化学薬品防護対象設備の構成部材から，

化学薬品防護対象設備の安全機能に影響を

及ぼす化学薬品と構成部材の組合せを決定

するため，文献調査等により，漏えいによ

る損傷の防止の検討対象とする化学薬品及

び構成部材を抽出する。 

 

 

7.3.2 検討対象とする化学薬品と構成部材の組

合せを踏まえた設計上考慮すべき化学薬品

の設定 

 

検討対象とする化学薬品と構成部材の組

合せごとの腐食試験(浸漬及び曝露試験を含

む。)又は文献調査の結果から，ロ．

(7)(i)(d)-④化学薬品防護対象設備の安全

機能に短時間で影響を及ぼすおそれのある

化学薬品を設計上考慮すべき化学薬品とし

て設定する。 

 

なお，ここでいう短時間とは，事故等の

対処期間として見込んでおり，漏えいした

化学薬品の回収等の実施期間として見込む

ことのできる7日間とする。 

 

 

7.4 考慮すべき化学薬品の漏えい事象 

 

化学薬品の漏えい評価では，化学薬品の漏え

い源として発生要因別に分類した以下の化学薬

品の漏えいをロ．(7)(i)(d)-⑤想定する。 

 

(1) 化学薬品の漏えいの影響を評価するために想

定する機器の破損等 により生じる化学薬品の漏

えい(以下「想定破損による化学薬品の漏えい」

という。) 

(2) 再処理施設内で生じる異常状態の拡大防止の

ために設置される系統からの消火剤の放出によ

る化学薬品の漏えい(以下「消火剤の放出による

化学薬品の漏えい」という。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-④は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-④と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-⑤は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-⑤と同

義であり整合してい

る。 
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(3) 地震に起因する機器の破損等により生じる化

学薬品の漏えい(以下「地震起因による化学薬品

の漏えい」という。)  

(4) その他の要因(地震以外の自然現象，誤操作

等)により生じる化学薬品の漏えい(以下「その

他の化学薬品の漏えい」という。) 

 

化学薬品の漏えい源となり得る機器は，化学

薬品を内包する配管及び容器(塔，槽類を含

む。)とし，設計図書(施工図面等)及び必要に応

じ現場確認等により抽出を行ったうえ，耐震評

価及び応力評価を踏まえ選定する。なお，液体

状の化学薬品については，「6.2 考慮すべき溢

水事象」で溢水源として想定する。 

 

 

7.5 化学薬品の漏えい源及び化学薬品の漏えい量

の設定 

7.5.1 想定破損による化学薬品の漏えい 

 

想定破損による化学薬品の漏えいは，1系

統における単一の機器の破損を想定し，化

学薬品の漏えい源となり得る機器は設計上

考慮すべき化学薬品を内包する配管とし，

配管の破損箇所を化学薬品の漏えい源とし

て設定する。 

また，破損を想定する配管は，内包する

流体のエネルギに応じて，高エネルギ配管

又は低エネルギ配管に分類する。 

配管の破損形状の想定に当たっては，高

エネルギ配管は，原則「完全全周破断」，

低エネルギ配管は，原則「配管内径の1/2の

長さと配管肉厚の1/2の幅を有する貫通クラ

ック(以下「貫通クラック」という。)」を

想定する。 

ただし，配管破損の想定に当たって，詳

細な応力評価を実施する場合は，発生応力

と許容応力の比による応力評価の結果に基

づく破損形状を想定する。 

高エネルギ配管については，ターミナル

エンド部を除き，発生応力が許容応力の0.8

倍を超える場合は「完全全周破断」，0.4倍

を超え0.8倍以下であれば「貫通クラック」

を想定し，0.4倍以下であれば破損は想定し

ない。 
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また，低エネルギ配管については，発生

応力が許容応力の0.4倍を超える場合は「貫

通クラック」を想定し，0.4倍以下であれば

破損は想定しない。 

応力評価の結果により破損形状の想定を

行う場合は，評価結果に影響するような減

肉がないことを確認するために継続的な肉

厚管理を実施することを保安規定に定め

て，管理する。 

化学薬品の漏えい源として設定する配管

の破損箇所は化学薬品防護対象設備への化

学薬品の漏えいの影響が最も大きくなる位

置とし，化学薬品の漏えい量は，異常の検

知，事象の判断及び漏えい箇所の特定並び

に現場又は中央制御室，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室からの隔離(運

転員の状況確認及び隔離操作を含む。)によ

り漏えい停止するまでの時間を適切に考慮

し，想定する破損箇所からの流出量と隔離

後の漏えい量として隔離範囲内の系統の保

有量を合算して設定する。 

なお，手動による漏えいの停止のために

現場等を確認し操作することを保安規定に

定めて，管理する。 

 

7.5.2 消火剤の放出による化学薬品の漏えい 

消火設備については，設備の破損，誤作

動又は誤操作により消火剤が放出されて

も，化学薬品防護対象設備に影響を与えな

い設計とすることを第2章 個別項目の

「7.3.3 火災防護設備」に示していること

から，消火剤の放出による化学薬品の漏え

いは，化学薬品の漏えい源として設定しな

い。 

 

7.5.3 地震起因による化学薬品の漏えい 

地震起因による化学薬品の漏えいについ

ては，耐震Ｓクラス機器は基準地震動Ｓｓ

による地震力によって破損は生じないこと

から，設計上考慮すべき化学薬品を内包す

る系統のうち，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対する耐震性が確認されていない耐震

Ｂ，Ｃクラスに属する系統を化学薬品の漏

えい源として設定する。 

ただし，耐震Ｂ，Ｃクラスであっても基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性

が確保されるものについては，化学薬品の
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ロ．(7)(i)(d)-⑥また，化学薬品の漏え

い評価に当たっては，化学薬品防護対象設

備を設置する区画（以下「化学薬品防護区

画」という。）を設定し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.16.6 化学薬品防護区画及び化学薬品の漏えい

経路を設定するための方針 

(1) 化学薬品防護区画の設定 

 

化学薬品の漏えい防護に対する評価対象区画

を化学薬品防護区画として，以下のとおり設定

する。 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい源として設定しない。 

化学薬品の漏えい量の算出に当たって

は，化学薬品の漏えいが生じるとした機器

について，化学薬品防護対象設備への漏え

いの影響が最も大きくなるように評価す

る。 

化学薬品の漏えい源となる系統について

は全保有量を考慮した上で，設計上考慮す

べき化学薬品を内包する機器のうち，基準

地震動Ｓｓによって破損が生じる可能性の

ある機器について破損を想定し，その影響

を評価する。この場合において，化学薬品

の漏えい源となる配管は，破損形状を完全

全周破断とし，化学薬品の漏えい源となる

容器は，全保有量を漏えい量として設定す

る。 

 

7.5.4 その他の化学薬品の漏えい 

その他の化学薬品の漏えいについては，

地震以外の自然現象やその波及的影響に伴

う化学薬品の漏えい，化学薬品防護対象設

備を設置する区画(以下「化学薬品防護区

画」という。)内にて発生が想定されるその

他の漏えい事象を想定する。 

具体的には，飛来物等による屋外タンク

の破損，化学薬品の運搬及び補給のために

一時的に再処理事業所に立ち入るタンクロ

ーリ等の破損のような間接的な影響，機器

ドレン，機器損傷(配管以外)，人的過誤及

び誤作動による漏えいを想定し，各事象に

おいて漏えい源及び漏えい量を設定する。 

 

 

7.6 化学薬品防護区画及び化学薬品の漏えい経路

の設定 

 

 

ロ．(7)(i)(d)-⑥化学薬品の漏えい評価に当

たっては，化学薬品防護区画を以下のとおり設

定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-⑥は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-⑥と同

義であり整合してい

る。 
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化学薬品の漏えい評価ロ．(7)(i)(d)-⑦

がより厳しい結果を与えるように化学薬品

の漏えい経路を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5.4 その他の化学薬品の漏えい 

 

その他の化学薬品の漏えいについては，

地震以外の自然現象やその波及的影響に伴

う化学薬品の漏えい，化学薬品防護対象設

備を設置する区画(以下「化学薬品防護区

画」という。)内にて発生が想定されるその

他の漏えい事象を想定する。 

 

＜中略＞ 

 

 

7.6 化学薬品防護区画及び化学薬品の漏えい経路

の設定 

 

化学薬品の漏えい評価に当たっては，化学薬

品防護区画を以下のとおり設定する。 

(1) 化学薬品防護対象設備が設置されている区画 

(2) 中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室 

(3) 運転員が，化学薬品の漏えいが発生した区画

を特定するためにアクセスする通路部又は必要

により隔離等の操作が必要な設備にアクセスす

る通路部 

化学薬品防護区画は，壁，扉，堰，床段差等

又はそれらの組合せによって他の区画と分離さ

れる区画として設定する。 

 

化学薬品の漏えい評価ロ．(7)(i)(d)-⑦に当

たっては ，化学薬品の漏えいの影響を受けて，

化学薬品防護対象設備の安全機能を損なうおそ

れがある高さ(以下「機能喪失高さ」という。)

及び化学薬品防護区画を構成する壁，扉，堰，

床段差等の設置状況を踏まえ，化学薬品防護区

画内の液位が最も高くなるように，より厳しい

結果を与える化学薬品の漏えい経路を設定す

る。 

 

防水扉及び水密扉については，扉の閉止運用

を保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-⑦は，事業変更許

可申請書（本文）の

ロ．(7)(i)(d)-⑦を具

体的に記載しており整

合している。 
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1) 化学薬品の漏えいの影響を評価するため

に想定する機器の破損等により生じる化学

薬品の漏えい 

 

2) 再処理施設内で生じる異常状態の拡大防

止のために設置される系統からの消火剤の

放出による化学薬品の漏えい 

 

3) 地震に起因する機器の破損等により生じ

る化学薬品の漏えい 

 

 

 

 

 

 

 

 

化学薬品の漏えい評価に当たっては，化

学薬品防護対象設備の機能喪失高さ（化学

薬品の漏えいの影響を受けて，化学薬品防

護対象設備の安全機能を損なうおそれがあ

る高さ）及び化学薬品防護区画を構成する

壁，扉，堰，床段差等の設置状況を踏ま

え，ロ．(7) (i)(d)-⑧評価の条件を設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.16.4 考慮すべき化学薬品の漏えい事象 

 

＜中略＞ 

(1) 化学薬品の漏えいの影響を評価するために想

定する機器の破損等により生じる化学薬品の漏

えい（以下「想定破損による化学薬品の漏え

い」という。） 

(2) 再処理施設内で生じる異常状態の拡大防止の

ために設置される系統からの消火剤の放出によ

る化学薬品の漏えい（以下「消火剤の放出によ

る化学薬品の漏えい」という。） 

(3) 地震に起因する機器の破損等により生じる化

学薬品の漏えい（以下「地震起因による化学薬

品の漏えい」という。） 

＜中略＞ 

 

 

1.7.16.6 化学薬品防護区画及び化学薬品の漏えい

経路を設定するための方針 

(2) 化学薬品の漏えい経路の設定 

 

化学薬品の漏えい経路の設定の考え方は，

「1.7.15.5 溢水防護区画及び溢水経路を設定

するための方針」の「(2) 溢水経路の設定」と

同様である。その上で，漏えい経路上の防水

扉，堰等の流入防止機能に期待する場合は，漏

えいした化学薬品の影響を考慮しても，当該機

能を維持できるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4 考慮すべき化学薬品の漏えい事象 

 

＜中略＞ 

(1) 化学薬品の漏えいの影響を評価するために想

定する機器の破損等 により生じる化学薬品の漏

えい(以下「想定破損による化学薬品の漏えい」

という。) 

(2) 再処理施設内で生じる異常状態の拡大防止の

ために設置される系統からの消火剤の放出によ

る化学薬品の漏えい(以下「消火剤の放出による

化学薬品の漏えい」という。) 

(3) 地震に起因する機器の破損等により生じる化

学薬品の漏えい(以下「地震起因による化学薬品

の漏えい」という。) 

＜中略＞ 

 

 

7.6 化学薬品防護区画及び化学薬品の漏えい経路

の設定 

 

＜中略＞ 

化学薬品の漏えい評価に当たっては，化学薬

品の漏えいの影響を受けて，化学薬品防護対象

設備の安全機能を損なうおそれがある高さ(以下

「機能喪失高さ」という。)及び化学薬品防護区

画を構成する壁，扉，堰，床段差等の設置状況

を踏まえ，ロ．(7) (i)(d)-⑧化学薬品防護区画

内の液位が最も高くなるように，より厳しい結

果を与える化学薬品の漏えい経路を設定する。 

＜中略＞ 

 

 

 7.7 化学薬品防護建屋内で発生する化学薬品の漏

えいに関する化学薬品の漏えい評価及び防護設

計方針 

 

   化学薬品防護対象設備が設置されている建屋

(以下「化学薬品防護建屋」という。)内及び洞

道内で発生する化学薬品の漏えいに対して，没

液，被液及び腐食性ガスの影響評価を行い，必

要に応じて防護対策を講じることにより，化学

薬品防護対象設備が安全機能を損なわない設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(d)-⑧は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(d)-⑧を具体的

に記載しており整合し

ている。 
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  7.7.1 没液の影響に対する評価及び防護設計方

針 

 

想定した化学薬品の漏えい源から発生す

る漏えい量，化学薬品防護区画及び化学薬

品の漏えい経路から算出した化学薬品の漏

えい液位に対し，化学薬品防護対象設備が

没液により安全機能を損なわないことを評

価する。 

 

また，壁(貫通部止水処置を含む。)，防

水扉等の設置による化学薬品防護区画外で

漏えいした化学薬品の流入を防止する対策

及び緊急遮断弁等の設置による漏えい量を

低減する対策により，化学薬品防護対象設

備が没液により安全機能を損なわない設計

とする。 

 

壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉，

緊急遮断弁等の化学薬品防護設備の設計方

針については，第2章 個別項目の「7.3.6 

化学薬品防護設備」に示す。 

 

 

7.7.2 被液の影響に対する評価及び防護設計方

針 

 

想定した化学薬品の漏えい源からの直線

軌道及び放物線軌道の飛散による被液並び

に天井面の開口部又は貫通部からの被液に

対し，影響を受ける範囲内にある化学薬品

防護対象設備が安全機能を損なわないこと

を評価する。 

 

また，壁(貫通部止水処置を含む。)，防

水扉等の設置による化学薬品防護区画外で

漏えいした化学薬品の流入を防止する対

策，機器収納ボックス及び二重管の設置に

よる化学薬品の漏えいを防止する対策並び

に薬品防護板の設置等による漏えいした化

学薬品の化学薬品防護対象設備への被液を

防止する対策により，化学薬品防護対象設

備が被液により安全機能を損なわない設計

とする。 
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壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉，

薬品防護板等の化学薬品防護設備の設計方

針については，第2章 個別項目の「7.3.6 

化学薬品防護設備」に示す。 

 

 

7.7.3 腐食性ガスの影響に対する評価及び防護

設計方針 

 

想定した化学薬品の漏えい源からの腐食

性ガスの拡散による影響を確認するため

に，漏えいが発生した区画から，天井面の

開口部，壁の貫通部等を介して他区画へ伝

播する条件とし，化学薬品防護対象設備の

うち電子部品を有する設備が腐食性ガスの

拡散経路以外に設置され，腐食性ガスの影

響により安全機能を損なわないことを評価

する。 

 

また，機器収納ボックス及び二重管の設

置等による化学薬品の漏えいを防止する対

策並びに化学薬品防護対象設備の設置区画

への腐食性ガスの移行を防止する対策によ

り，化学薬品防護対象設備が腐食性ガスの

影響により安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

機器収納ボックス，二重管の化学薬品防

護設備の設計方針については，第2章 個別

項目の「7.3.6 化学薬品防護設備」に示

す。 

 

 

7.8 屋外で発生する化学薬品の漏えいに関する化

学薬品の漏えい評価及び防護設計方針 

 

7.8.1 化学薬品防護建屋に対する化学薬品の漏

えい評価及び防護設計方針 

 

屋外で漏えいした化学薬品が，化学薬品

防護区画に流入しないことを評価する。 

 

また，屋外で発生を想定する化学薬品の

漏えいに対しては，壁(貫通部止水処置を含

む。)，防水扉等により化学薬品防護区画を

有する化学薬品防護建屋内への流入を防止

する設計とすることにより，建屋内の化学
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薬品防護対象設備が安全機能を損なわない

設計とする。 

 

壁(貫通部止水処置を含む。)，防水扉等

の化学薬品防護設備の設計方針について

は，第2章 個別項目の「7.3.6 化学薬品

防護設備」に示す。 

 

 

7.8.2 屋外の化学薬品防護対象設備に対する化

学薬品の漏えい評価及び防護設計方針 

 

屋外で発生を想定する化学薬品の漏えい

に対し，屋外の化学薬品防護対象設備が化

学薬品の漏えい影響により安全機能を損な

わないことを評価する。 

 

また，屋外で発生を想定する化学薬品の

漏えいに対しては，想定する漏えい源から

の距離を確保する設計とすることにより，

屋外の化学薬品防護対象設備が没液，被液

及び腐食性ガスの影響により安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

第2章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.6 化学薬品防護設備 

 

化学薬品防護設備の設計に係る共通的な

設計方針については，第1章 共通項目の

「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，「5. 

火災等による損傷の防止」，「6. 再処理

施設内における溢水による損傷の防止」，

「7. 再処理施設内における化学薬品の漏

えいによる損傷の防止」及び「9. 設備に

対する要求」に基づくものとする。 

 

安全機能を有する施設は，再処理施設内

における化学薬品の漏えいが発生した場合

(漏えいに伴い有毒ガスが発生した場合を含

む)においても，安全機能を損なわない設計

とする。 
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1.7.16.1 化学薬品の漏えい防護に関する設計方針 

 

 

 

 

＜中略＞ 

さらに，再処理施設内の化学薬品の安全管理に

係る手順を定める。以下に化学薬品の安全管理に

対する必要な手順等を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのために，再処理施設内に設置された

機器及び配管の破損(地震起因を含む。)に

よる化学薬品の漏えい又は再処理施設内で

生じる異常状態の拡大防止のために設置さ

れる系統からの消火剤の放出による化学薬

品の漏えいが発生した場合においても，化

学薬品防護設備により，化学薬品防護対象

設備が安全機能を損なわない設計とする。 

 

化学薬品防護設備は，壁(貫通部止水処置

を含む。)，防水扉，水密扉，堰，床ドレン

逆止弁，薬品防護板，地震計，緊急遮断

弁，機器収納ボックス，二重管，漏えい検

知器及び液位計で構成し，以下の設計とす

ることにより，化学薬品防護対象設備が化

学薬品の漏えいにより安全機能を損なわな

い設計とする。 

 

(1) 流入防止対策として設置する壁(貫通部止

水処置を含む。)，防水扉，水密扉，堰及び

床ドレン逆止弁は，壁，扉，堰，床段差等

の設置状況を踏まえて流入防止対策を図る

ことにより化学薬品防護区画外の化学薬品

の漏えいに対して，流入を防止する設計と

する。 

また，化学薬品防護対象設備周囲に設置

する堰は，化学薬品防護対象設備が没液し

ないよう設置する設計とする。 

流入防止対策として設置する壁(貫通部止

水処置を含む。)，防水扉，水密扉，堰及び

床ドレン逆止弁並びに化学薬品防護対象設

備周囲に設置する堰は，発生した化学薬品

の漏えいによる液位，水圧及び腐食又は劣

化に起因する化学的損傷の影響に対して流

入防止機能が維持できる設計とするととも

に，基準地震動Ｓｓによる地震力等の化学

薬品の漏えいの要因となる事象に伴い生じ

る荷重や環境に対して必要な当該機能が損

なわれない設計とする。 

 

(2) 薬品防護板は，漏えいした化学薬品の化

学薬品防護対象設備への被液を防止する設

計とし，化学薬品防護対象設備が被液によ

り安全機能を損なわないよう設置する設計

とする。 
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ロ．(7) (i)(d)-⑨化学薬品の漏えい評価

において，化学薬品の漏えいの影響を軽減

するための壁，扉，堰等の化学薬品防護設

備については，化学薬品の影響を受けたと

してもその影響を軽減する機能が損なわれ

ない設計にするとともに，必要により保守

点検等の運用を適切に実施することによ

り，化学薬品防護対象設備が安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

化学薬品防護対象設備を覆う薬品防護板

は，主要部材に不燃性材料又は難燃性材料

を用いて製作し，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して耐震性を有する設計とすると

ともに，機器の破損により漏えいした化学

薬品の腐食又は劣化に起因する化学的損傷

の影響に対して当該機能が損なわれない設

計とする。 

 

(3) 化学薬品防護建屋内又は建屋間(建屋外の

洞道含む。)に設置する緊急遮断弁は，制御

建屋に設置する地震計からの信号で作動す

ることにより，他建屋から流入する系統を

隔離できる設計とし，化学薬品防護区画で

発生する化学薬品の漏えい量を低減する設

計とする。 

地震計及び緊急遮断弁は，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して耐震性を有する設

計とする。 

 

(4) 機器収納ボックス及び二重管は，破損を

想定する配管に設置することにより，化学

薬品が区画内に漏えいすることを防止し，

化学薬品の漏えい量を低減する設計とす

る。 

 

(5) 漏えい検知器及び液位計は，化学薬品の

漏えいの発生を検知し，中央制御室，使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

からの手動遠隔操作又は現場操作により隔

離を行うことで発生する化学薬品の漏えい

量を低減する設計とする。 

 

ロ．(7) (i)(d)-⑨化学薬品防護設備につ

いては，化学薬品の影響を受けたとしても

その影響を軽減する機能が損なわれない設

計にするとともに，保守点検等の運用を適

切に実施することを保安規定に定めて，管

理する。 

 

 

 

 

なお，化学薬品の影響を受けたとしても

その影響を軽減する機能が損なわれない溢

水防護設備については，化学薬品防護設備

として兼用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

( 本 文 ) の ロ ． (7)

(i)(d)-⑨は，保安規

定にて対応する。 
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また，再処理施設内の化学薬品の安全管

理に係るロ．(7)(i)(d)-⑩手順を整備す

る。 

 

 

 

 

第1章 共通項目 

7. 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる

損傷の防止 

7.2 再処理施設における化学薬品取扱いの基本方

針 

 

＜中略＞ 

さらに，中央制御室，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所に

おける有毒ガスによる影響を防止するための再

処理施設内の化学薬品の安全管理に係るロ．

(7)(i)(d)-⑩対応として，以下を保安規定に定

めて，管理する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（ 本 文 ） の ロ ．

(7)(i)(d)-⑩は，保安

規定にて対応する。 
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(e) 誤操作の防止 

安全機能を有する施設は，運転員による

誤操作を防止するため，機器，ロ(7)(e)-

①弁等に対して系統等による色分けや銘板

取り付け等による識別管理ロ(7)(e)-②を

行うとともに，人間工学上の諸因子，操作

性及び保守点検を考慮した盤の配置ロ

(7)(e)-③，再処理施設の状態が正確，か

つ，迅速に把握できる計器表示，警報表示

する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

 (16) 安全機能を有する施設は，誤操作を防止する

ための措置を講ずる設計とする。 

 

1.9.13  誤操作の防止 

適合のための設計方針 

第１項について 

安全機能を有する施設は，誤操作を防止する

ための措置を講ずる設計とする。 

運転員の誤操作を防止するため，盤の配置及

び操作器具，弁等の操作性に留意するととも

に，計器表示，警報表示により再処理施設の状

態が正確，かつ，迅速に把握できる設計とす

る。また，保守点検において誤りを生じにくい

よう留意した設計とする。 

安全機能を有する施設の制御盤は，設備の監

視及び制御が可能となるように，計器表示，警

報表示及び操作器具を配置するとともに，計器

表示，警報表示は，運転員の誤判断を防止し，

再処理施設の状態を正確，かつ，迅速に把握で

 

 

(基本設計方針)  

第 1 章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(3) 操作性の考慮 

安全機能を有する施設の設置場所は，運

転時，停止時，運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時においても従事者によ

る操作及び復旧作業に支障がないように，

遮蔽の設置や線源からの離隔により放射線

量が高くなるおそれの少ない場所を選定し

た上で，設置場所から操作可能，放射線の

影響を受けない異なる区画若しくは離れた

場所から遠隔で操作可能，又は過度な放射

線被ばくを受けないよう遮蔽機能を確保し

た中央制御室若しくは使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室から操作可能な

設計とする。 

また，従事者が必要な操作及び措置を行

えるように換気設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

安全機能を有する施設は，運転員による

誤操作を防止するため，機器，ロ(7)(e)-

①配管，弁及び盤に対して系統等による色

分けや銘板取り付け等による識別管理ロ

(7)(e)-②等を行い，人間工学上の諸因子

，操作性及び保守点検を考慮した盤の配置

ロ(7)(e)-③を行うとともに，計器表示，

警報表示により再処理施設の状態が正確か

つ迅速に把握できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(e)-①

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(e)-

①を具体的に記載して

おり整合している。 

 

設工認のロ(7)(e)-②

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(e)-

②と同義であり整合し

ている。 

 

設工認のロ(7)(e)-③

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(e)-

③と同義であり整合し

ている。 
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また，運転時の異常な過渡変化又は設計

基準事故の発生後，ある時間までは，運転

員の操作を期待しなくても必要な安全上の

機能が確保される設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，安全上重要な施設は，運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故が発生した

状況下（混乱した状態等）であっても，容

易に操作ができるよう，中央制御室並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室の制御盤や現場の機器，ロ(7)(e)-④

弁等に対して，誤操作を防止するための措

置をロ(7)(e)-⑤講ずることにより，簡単

な手順によって必要な操作が行える等の運

転員に与える負荷を少なくすることができ

る設計とする。 

 

 

 

 

きるよう，色分けや銘板により容易に識別でき

る設計とする。操作器具は，系統ごとにグルー

プ化した配列にするとともに，色，形状等の視

覚的要素により容易に識別できる設計とする。 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の

発生後，ある時間までは，運転員の操作を期待

しなくても必要な安全機能が確保されるよう，

時間余裕が少ない場合においても安全保護回路

により，異常事象を速やかに収束させることが

可能な設計とする。 

さらに，安全機能を有する施設の機器，弁等

は，系統等による色分けや銘板取り付けなどの

識別管理や視認性の向上を行うとともに，施錠

管理により誤りを生じにくいよう留意した設計

とする。 

 

第２項について 

   安全上重要な施設は，容易に操作することが

できる設計とする。 

   運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が

発生した状況下（混乱した状態等）にあって

も，誤操作を防止するための措置を講じた中央

制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室の制御盤や現場の機器，弁等によ

り，簡単な手順によって必要な操作が可能な設

計とする。 

   また，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室の制御盤は，操作器

具，警報表示等の盤面器具を系統ごとにグルー

プ化して集約し，操作器具の統一化（色，形

状，大きさ等の視覚的要素での識別），並び

に，操作器具の操作方法に統一性を持たせるこ

とで，通常運転，運転時の異常な過渡変化又は

設計基準事故時において運転員の誤操作を防止

するとともに，容易に操作することができる設

計とする。 

   中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の制御室以外における操作が必要な

安全上重要な施設の機器，弁等に対して，系統

等による色分けや銘板取り付けなどの識別管理

や視認性の向上を行い，運転員が容易に操作す

ることができる設計とする。 

 

 

 

 

 

また，運転時の異常な過渡変化又は設計

基準事故の発生後，ある時間までは，運転

員の操作を期待しなくても必要な安全上の

機能が確保されるよう，時間余裕が少ない

場合においても安全保護回路により，異常

事象を速やかに収束させることが可能な設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上重要な施設は，運転時の異常な過

渡変化又は設計基準事故が発生した状況下

（混乱した状態等）であっても，容易に操

作ができるよう，中央制御室並びに使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

制御盤や現場の機器，ロ(7)(e)-④配管，

弁及び盤に対して，誤操作を防止するため

の措置をロ(7)(e)-⑤講じ，また，簡単な

手順によって必要な操作が行える等の運転

員に与える負荷を少なくすることができる

設計とする。 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事

故時における誤操作防止に係る設備の設計

方針については，第 2章 個別項目の「4. 

計測制御系統施設」の「4.2 安全保護回

路」，「4.3 制御室」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(e)-④

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(e)-

④を具体的に記載して

おり整合している。 

 

設工認のロ(7)(e)-⑤

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(e)-

⑤と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

5483



 

ロ-203 

電
保
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

ロ．再処理施設の一般構造 

(ｆ) 安全避難通路等 

 

 

 

再処理施設には，その位置を明確かつ恒久的に表

示することにより容易に識別できる安全避難通路及

び照明用の電源が喪失した場合においても機能を損

なわない避難用照明をロ(f)-①設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故が発生した場合において，昼夜及び

場所を問わず，再処理施設内で事故対策のための作

業が可能となるよう，避難用照明とは別に作業用照

明を設ける設計とする。 

 

 

設計基準事故に対処するために，監視，操作等が

必要となる中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室には，作業用照明として運

転保安灯，直流非常灯又は蓄電池内蔵型照明を設置

ロ(f)-②し，運転保安灯は非常用母線，直流非常灯

は非常用蓄電池に接続し，非常用ディーゼル発電機

からも電力を供給できる設計とするとともに，蓄電

池内蔵型照明は非常用母線に接続し，内蔵蓄電池を

備える設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9.14 安全避難通路等 

 

 

適合のための設計方針 

第１項第一号について 

再処理施設の建屋内及びその他の人が立ち入る区

域には，安全避難通路を設ける設計とする。また，

安全避難通路には，必要に応じて，単純，明確及び

永続性のある標識並びに誘導灯及び非常灯を設け，

その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容

易に識別できる設計とする。 

第１項第二号について 

再処理施設には，照明用の電源が喪失した場合に

おいても機能を損なわない避難用の照明として，誘

導灯及び非常灯を設ける設計とし，誘導灯及び非常

灯は，事業所内のディーゼル発電機，灯具に内蔵し

た蓄電池からの給電により，外部からの電源が喪失

した場合においてもその機能を損なわない設計とす

る。 

第１項第三号について 

再処理施設には，昼夜及び場所を問わず，再処理

施設内で事故対策のための作業が可能となるよう，

設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明

（前号の避難用の照明を除く。）及びその専用の電

源を設ける設計とする。 

 

再処理施設としては，設計基準事故が発生した場

合において，再処理施設の状態を監視及び制御する

ために必要な中央制御室並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室には，運転保安灯，直流

非常灯又は蓄電池内蔵型照明を設ける設計とし，必

要な監視，操作等が確実に行えるように非常灯と同

等以上の照度を有する設計とする。 

中央制御室の運転保安灯は，外部電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわないように 6.9ｋ

Ｖ非常用主母線に接続し，第２非常用ディーゼル発

電機から電力を供給する設計とする。 

中央制御室の直流非常灯は，第２非常用蓄電池に

接続し，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対

処するために必要な電力の供給が重大事故等対処設

備から開始される前までの間，点灯可能な設計とす

る。 

中央制御室の蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電

源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電

力の供給が重大事故等対処設備から開始される前ま

での間，点灯可能な内蔵蓄電池を備える設計とす

る。 

(基本設計方針) 

第 1 章 共通項目 

10.その他 

10.3 安全避難通路等 

 

再処理施設には，その位置を明確かつ恒久的に表

示することにより容易に識別できる安全避難通路及

び照明用の電源が喪失した場合においても機能を損

なわない避難用照明ロ(f)-①として，保安電源設備

のディーゼル発電機，緊急時対策建屋電源設備の緊

急時対策建屋用発電機又は灯具に内蔵した蓄電池に

より給電できる誘導灯及び非常灯を設置し，安全に

避難できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故が発生した場合において，昼夜及び

場所を問わず，再処理施設内で事故対策のための作

業が可能となるよう，避難用照明とは別に作業用照

明を設置する設計とする。 

 

 

設計基準事故に対処するために，監視，操作等が

必要となる中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室には，作業用照明として運

転保安灯，直流非常灯又は蓄電池内蔵型照明を設置

ロ(f)-②する設計とする。 

運転保安灯は非常用母線，直流非常灯は非常用蓄

電池に接続し，非常用ディーゼル発電機からも電力

を供給できる設計とするとともに，蓄電池内蔵型照

明は非常用母線に接続し，内蔵蓄電池を備える設計

とする。 

 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室の直流非常灯及び可搬型照明，中央

制御室の蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失

時から重大事故等に対処するために必要な電力の供

給が重大事故等対処設備から開始される前までの

間，点灯可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(f)-①

は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(f)-①を具体的に記

載しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(f)-②

は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(f)-②と同義であり

整合している。 
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ロ(f)-③また，現場作業の緊急性との関連におい

て，仮設照明の準備に時間的猶予がある場合には，

可搬型照明を活用する設計とする。 

 

 

 

 

 

これらの設計においては，設計基準において想定

する事故に対して再処理施設の安全性が損なわれな

い（安全機能を有する施設が安全機能を損なわな

い。）ために必要な重大事故等対処施設，ロ(f)-④

設備等への措置を含める。 

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

運転保安灯は，外部電源が喪失した場合においても

その機能を損なわないように 6.9ｋＶ非常用母線に

接続し，第１非常用ディーゼル発電機から電力を供

給する設計とする。 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

直流非常灯は，第１非常用蓄電池に接続し，全交流

動力電源喪失時においてもその機能を損なわない設

計とする。 

 

また，現場作業の緊急性との関連において，設計

基準事故の収束後の火災の鎮火確認や漏えい液の回

収系統のライン形成を行う場合など，仮設照明の準

備に時間的猶予がある場合には，初動操作に対応す

る当直（運転員）が滞在している中央制御室並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に配

備する可搬型照明を活用する設計とする。 

 

これらの作業用の照明により，設計基準事故等で

操作が必要となる場所及びそのアクセスルートの照

明を確保でき，昼夜及び場所を問わず，再処理施設

で事故対策のための作業が生じた場合に作業が可能

となる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(f)-③現場作業の緊急性との関連において，仮設

照明の準備に時間的猶予がある場合には，可搬型照

明を活用する。また，可搬型照明を配備することを

保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

なお，これらの設計においては，設計基準におい

て想定する事故に対して再処理施設の安全性が損な

われない（安全機能を有する施設が安全機能を損な

わない。）ために必要な重大事故等対処施設ロ(f)-

④への措置を含める。 

 

 

 

 

第２章 個別項目 

7.その他再処理の附属施設 

7.1.1 電気設備 

7.1.1.8 照明設備 

照明設備は，照明用の電源が喪失した場合におい

ても機能を損なわない避難用照明として，保安電源

設備のディーゼル発電機，緊急時対策建屋電源設備

の緊急時対策建屋用発電機又は灯具に内蔵した蓄電

池により給電できる誘導灯及び非常灯を設置する設

計とする。 

また，設計基準事故に対処するために，監視，操

作等が必要となる中央制御室並びに使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，作業用照明と

して運転保安灯，直流非常灯又は蓄電池内蔵型照明

を設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(f)-③

は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(f)-③と同義であり

整合している。 

 

 

 

設工認のロ(f)-④

は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(f)-④と同義であり

整合している。 
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(g) 安全機能を有する施設 

(ｲ) 安全機能を有する施設の設計方針 

再処理施設のうち，安全機能を有する構

築物，系統及び機器を安全機能を有する施

設とする。 

 

 

 

 

 

また，安全機能を有する施設のうち，そ

の機能喪失により，公衆又は従事者に放射

線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計

基準事故時に公衆又は従事者に及ぼすおそ

れがある放射線障害を防止するため，放射

性物質又は放射線が再処理施設を設置する

ロ(7)(g)-①工場等外へ放出されることを

抑制し又は防止する構築物，系統及び機器

から構成される施設を，安全上重要な施設

とする。 

 

安全機能を有する施設は，その安全機能

の重要度に応じて，その機能ロ(7)(g)-②

が確保されたものとするとともに，以下の

設計を満足するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

1) 安全機能を有する施設のうち，安全上重

要な系統及び機器については，それらを構

成する動的機器に単一故障を仮定しても，

所定の安全機能を果たし得るように多重性

又は多様性を有する設計とする。 

  ただし，単一故障を仮定しても，安全上

支障のない期間内に運転員等による原因の

除去又は修理が期待できる場合は，多重化

又は多様化の配慮をしなくてもよいものと

する。 

 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(1) 再処理施設のうち，「再処理施設の安全性を

確保するために必要な構築物，系統及び機器」

を「安全機能を有する施設」とし，「再処理施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

（以下「事業指定基準規則」という。）に適合

した設計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(2) 安全機能を有する施設のうち，その機能喪失

により，公衆又は従事者に放射線障害を及ぼす

おそれがあるもの及び設計基準事故時に公衆又

は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防

止するため，放射性物質又は放射線が工場等外

へ放出されることを抑制し又は防止する構築

物，系統及び機器を，安全上重要な施設とす

る。 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(3) 安全機能を有する施設は，その安全機能の重

要度に応じて，その機能を確保するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(4) 安全上重要な施設は，機械又は器具の単一故

障が発生した場合においてもその機能が失われ

ることのない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第 1 章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

再処理施設のうち，重大事故等対処施設

を除いたものを設計基準対象の施設とし，

安全機能を有する構築物，系統及び機器

を，安全機能を有する施設とする。 

 

 

 

 

また，安全機能を有する施設のうち，そ

の機能喪失により，公衆又は従事者に放射

線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計

基準事故時に公衆又は従事者に及ぼすおそ

れがある放射線障害を防止するため，放射

性物質又は放射線が再処理施設を設置する

ロ(7)(g)-①敷地外へ放出されることを抑

制し又は防止する構築物，系統及び機器か

ら構成される施設を，安全上重要な施設と

する。 

 

安全機能を有する施設は，その安全機能

の重要度に応じて，その機能ロ(7)(g)-②

を確保する設計とする。 

 

 

 

＜中略＞ 

 

 

 

9.1.2 多重性又は多様性 

安全機能を有する施設のうち，安全上重

要な系統及び機器については，それらを構

成する動的機器に単一故障を仮定しても，

所定の安全機能を果たし得るように多重性

又は多様性を有する設計とする。 

ただし，単一故障を仮定しても，安全上

支障のない期間内に運転員等による原因の

除去又は修理が期待できる場合は，多重化

又は多様化の配慮をしなくてもよいものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-①

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

設工認のロ(7)(g)-②

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

②と同義であり整合し

ている。 
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2) 安全機能を有する施設は，ロ(7)(g)-③

設計基準事故時及び設計基準事故に至るま

での間に想定される圧力，温度，湿度，線

量等各種の環境条件において，その安全機

能を発揮することができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(5) 安全機能を有する施設は，設計基準事故時及

び設計基準事故に至るまでの間に想定される全

ての環境条件において，その安全機能を発揮で

きる設計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(5) 安全機能を有する施設は，設計基準事故時及

び設計基準事故に至るまでの間に想定される圧

力，温度，湿度，線量等各種の環境条件におい

て，その安全機能を発揮できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(2) 環境条件の考慮 

安全機能を有する施設は，ロ(7)(g)-③

その安全機能の重要度に応じて，材料疲

労，劣化等に対しても十分な余裕を持って

機能維持が可能となるよう，運転時，停止

時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基

準事故時に想定される圧力，温度，湿度，

放射線量，荷重，屋外の天候による影響

（凍結及び降水），電磁的障害及び周辺機

器等からの悪影響の全ての環境条件におい

て，その安全機能を発揮することができる

設計とする。 

 

 

a. 環境圧力，環境温度及び湿度による影

響，放射線による影響，屋外の天候による

影響（凍結及び降水）並びに荷重 

安全機能を有する施設は，運転時，停止

時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基

準事故時における環境圧力，環境温度及び

湿度による影響，放射線による影響，屋外

の天候による影響（凍結及び降水）並びに

荷重を考慮しても，安全機能を発揮できる

設計とする。 

b. 電磁波による影響 

電磁的障害に対しては，安全機能を有す

る施設は，運転時，停止時，運転時の異常

な過渡変化時及び設計基準事故が発生した

場合においても，電磁波によりその安全機

能が損なわれない設計とする。 

c. 周辺機器等からの悪影響 

安全機能を有する施設は，地震，火災，

溢水，化学薬品の漏えい及びその他の自然

現象並びに人為事象による他設備からの悪

影響により，安全機能が損なわれないよう

措置を講じた設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-③

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

③を具体的に記載して

おり整合している。 
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3) 安全機能を有する施設は，その健全性及

び能力を確認するため，その安全機能の重

要度に応じ，再処理施設の運転中又は停止

中に検査又は試験ができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) ロ(7)(g)-④安全機能を有する施設は，

その安全機能を健全に維持するための適切

な保守及び修理ができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5) 安全機能を有する施設は，再処理施設内

におけるポンプその他の機器又は配管の損

壊に伴う飛散物によって，その安全機能を

損なわない設計とする。 

  ロ(7)(g)-⑤内部発生飛散物とは，ガス

爆発，重量機器の落下等によって発生する

飛散物をいう。 

 

 

なお，二次的飛散物，火災，化学反応，電

気的損傷，配管の損傷，機器の故障等の二次

的影響も考慮するものとする。 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(6) 安全機能を有する施設は，その健全性及び能

力を確認するため，その安全機能の重要度に応

じ，再処理施設の運転中又は停止中に試験又は

検査ができる設計とする。 

 

 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(6) 安全機能を有する施設は，その健全性及び能

力を確認するため，その安全機能の重要度に応

じ，再処理施設の運転中又は停止中に検査又は

試験ができる設計とする。なお，安全上重要な

機器等の健全性を確認するため，セル壁に貫通

口を設ける設計とする。 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(7) 安全機能を有する施設は，安全機能を健全に

維持するための適切な保守及び修理ができる設

計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(7) 安全機能を有する施設は，その安全機能を健

全に維持するための適切な保守及び修理ができ

る設計とする。なお，安全上重要な機器等の安

全機能を維持するために，必要に応じて保守セ

ル等を設ける設計とする。 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(8) 安全機能を有する施設は，再処理施設内にお

ける溢水又は化学薬品の漏えい及びポンプその

他の機器の損壊に伴う飛散物により，安全機能

を損なわない設計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(8) 安全機能を有する施設は，再処理施設内にお

けるポンプその他の機器の損壊に伴う飛散物に

より，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

1.7.7.4  内部発生飛散物による損傷の防止に関す

る設計方針 

安全機能を有する施設は，想定するポンプその

他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物（以下「内

9.1.3 検査・試験等 

安全機能を有する施設は，その健全性及

び能力を確認するため，その安全機能の重

要度に応じ，再処理施設の運転中又は停止

中に検査又は試験ができる設計とするロ

(7)(g)-④とともに，安全機能を健全に維

持するための適切な保守及び修理ができる

設計とし，そのために必要な配置，空間及

びアクセス性を備えた設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1.4 内部発生飛散物に対する考慮 

安全機能を有する施設は，再処理施設内

におけるポンプその他の機器又は配管の損

壊に伴う飛散物ロ(7)(g)-⑤(以下「内部発

生飛散物」という。)によって，その安全機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

なお，二次的飛散物，火災，化学反応，

電気的損傷，配管の損傷，機器の故障等の

二次的影響も考慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-④

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

④と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-⑤

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

⑤と同義であり整合し

ている。 
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  安全機能を有する施設のうち，内部発生

飛散物から防護する施設としては，安全評

価上その機能を期待する構築物，系統及び

機器を漏れなく抽出する観点から，安全上

重要な構築物，系統及び機器をロ(7)(g)-

⑥抽出し，内部発生飛散物により冷却，水

素掃気，火災・爆発の防止，臨界の防止等

の安全機能を損なわないよう内部発生飛散

物の発生を防止することにより，安全機能

を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

ロ(7)(g)-⑦その他の安全機能を有する施

設については，内部発生飛散物に対して機能

を維持すること若しくは内部発生飛散物によ

る損傷を考慮して代替設備により必要な機能

を確保すること，安全上支障がない期間での

修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わ

せることにより，その安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部発生飛散物」という。）の影響を受ける場合に

おいてもその安全機能を確保するために，内部発

生飛散物に対して安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

その上で，内部発生飛散物によってその安全機

能が損なわれないことを確認する施設を，全ての

安全機能を有する構築物，系統及び機器とする。

内部発生飛散物から防護する施設（以下「内部発

生飛散物防護対象設備」という。）としては，安

全評価上その機能を期待する構築物，系統及び機

器を漏れなく抽出する観点から，安全上重要な構

築物，系統及び機器を抽出し，内部発生飛散物に

より冷却，水素掃気，火災・爆発の防止，臨界の

防止等の安全機能を損なわないよう内部発生飛散

物の発生を防止することにより，安全機能を損な

わない設計とする。 

<中略> 

 

 

上記に含まれない安全機能を有する施設につい

ては，内部発生飛散物に対して機能を維持するこ

と若しくは内部発生飛散物による損傷を考慮して

代替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障がない期間での修理を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることにより，その安全機能

を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する施設のうち，内部発生

飛散物から防護する施設としては，安全評

価上その機能を期待する構築物，系統及び

機器を漏れなく抽出する観点から，安全上

重要な構築物，系統及び機器をロ(7)(g)-

⑥対象とする。安全上重要な構築物，系統

及び機器は，内部発生飛散物の発生を防止

することにより，安全機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(g)-⑦上記に含まれない安全機能

を有する施設は，内部発生飛散物に対して

機能を維持すること若しくは内部発生飛散

物による損傷を考慮して代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障がな

い期間での修理を行うこと又はそれらを適

切に組み合わせることにより，その安全機

能を損なわない設計とする。 

 

また，上記の施設に対する損傷を考慮し

て代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障がない期間での修理を行う

ことを保安規定に定めて，管理する。 

内部発生飛散物の発生要因として，重量

物の落下による飛散物，回転機器の損壊に

よる飛散物を考慮し，発生要因に対してつ

りワイヤ等を二重化，逸走を防止するため

の機構の設置，誘導電動機又は調速器を設

けることにより過回転とならない設計とす

る等により飛散物の発生を防止できる設計

とする。 

 

なお，上記に示す内部発生飛散物の発生

を防止する設計としていることから，内部

発生飛散物による二次的影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-⑥

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

⑥と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-⑦

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(g)-

⑦と同義であり整合し

ている。 
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6) 安全機能を有する施設のうち，廃棄物管

理施設，MOX燃料加工施設ロ(7)(g)-⑧等と

共用するものは，共用によって再処理施設

の安全性を損なうことのない設計とする。 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(9) 安全機能を有する施設は，二以上の原子力施

設と共用する場合には，再処理施設の安全性を

損なわない設計とする。 

 

1.7.7.1  安全機能を有する施設の設計方針 

(9) 安全機能を有する施設は，二以上の原子力施

設と共用する場合には，再処理施設の安全性を

損なわない設計とする。 

 

9.1.5 共用に対する考慮 

安全機能を有する施設のうち，廃棄物管

理施設，MOX 燃料加工施設ロ(7)(g)-⑧又は

使用施設と共用するものは，共用によって

再処理施設の安全性を損なうことのない設

計とする。 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(g)-⑧

事業変更許可申請書

(本文)のロ(7)(g)-⑧

を具体的に記載してお

り整合している。 
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(h) 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故の拡大の防止 

ロ(7)(h)-①安全機能を有する施設は，

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故

を選定し，解析及び評価を実施することに

より，運転時の異常な過渡変化時において

は，温度，圧力，流量その他の再処理施設

の状態を示す事項を安全設計上許容される

範囲内に維持できる設計とする。また，設

計基準事故時においては，工場等周辺の公

衆に放射線障害を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

1.9.16 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故

の拡大の防止 

適合のための設計方針 

 

＜中略＞ 

 

 

事故等の拡大の防止の観点から，安全機能を有

する施設は，次に掲げる要件を満たす設計とす

る。 

(1) 運転時の異常な過渡変化時において，パラメ

ータ（温度，圧力，流量その他の再処理施設の

状態を示す事項）を安全設計上許容される範囲

内に維持できるものであること。 

(2) 設計基準事故時において，安全上重要な施設

の機能により，工場等周辺の公衆に放射線障害

を及ぼさないものであること。 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第 1 章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

 

＜中略＞ 

 

ロ(7)(h)-①安全機能を有する施設は，

運転時の異常な過渡変化時において，温

度，圧力，流量その他の再処理施設の状態

を示す事項を安全設計上許容される範囲内

に維持できる設計とする。また，設計基準

事故時においては，敷地周辺の公衆に放射

線障害を及ぼさない設計とする。 

 

 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故に係る設備の設計方針については，第２

章 個別項目の「1. 使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設」，「2.1 せん断処理施

設」，「2.2 溶解施設」，「2.3 分離施

設」，「2.4 精製施設」，「2.5 脱硝施

設」，「2.6 酸及び溶媒の回収施設」，

「3. 製品貯蔵施設」，「4.1 計測制御設

備」，「4.2 安全保護回路」，「4.3 制御

室」，「5.1 気体廃棄物の廃棄施設」，

「5.2 液体廃棄物の廃棄施設」，「5.3 固

体廃棄物の廃棄施設」，「6. 放射線管理施

設」，「7.1.1 電気設備」，「7.1.2 圧縮

空気設備」，「7.2.2 冷却水設備」，

「7.2.3 蒸気供給設備」，「7.3.1 分析設

備」，「7.3.9 緊急時対策所」，「7.3.10 

通信連絡設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(h)-①

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(7)(h)-

①と同義であり整合し

ている。 
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(i) 使用済燃料の貯蔵施設等 

 

ロ(7)(i)(i)-①使用済燃料輸送容器管理

建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に収

納される使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設は，使用済燃料を受け入れ，又は貯蔵

するために必要な容量を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

また，使用済燃料の冷却のための適切な

措置を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(i)-②ウラン酸化物貯蔵建屋及

びウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建

屋に収納される製品貯蔵施設は，製品を貯

蔵するために必要な容量を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

また，製品の冷却のための適切な措置を

講ずる設計とする。 

各施設に対する冷却に係る設計方針につ

いては，以下のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

1.9.17 使用済燃料の貯蔵施設等 

適合のための設計方針 

 第１項について 

 

 

 

 

 

 

 

   使用済燃料の貯蔵容量は，最大再処理能力800

ｔ・ＵＰｒ／ｙでの再処理に対して受け入れた使

用済燃料を３年間以上貯蔵できる3,000ｔ・ＵＰ

ｒとし，燃料貯蔵プール・ピット等では，使用

済燃料の崩壊熱による過度な温度上昇を防ぐた

め，１系統で必要な崩壊熱除去機能を有するプ

ール水冷却系を２系統設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 第２項について 

   ＵＯ３の貯蔵容量は，4,000ｔ・Ｕ（ここでい

うｔ・Ｕは金属ウラン質量換算である。）のＵ

Ｏ３を貯蔵できる容量を有する設計とする。な

お，ＵＯ３については，崩壊熱量が少ないため

常時冷却の必要はない。 

   ＭＯＸの貯蔵容量は，60ｔ・（Ｕ＋Ｐｕ）

（ここでいうｔ・（Ｕ＋Ｐｕ）は金属ウラン及

び金属プルトニウム質量換算である。）のＭＯ

Ｘを貯蔵できる容量とし，混合酸化物貯蔵容器

からの崩壊熱による過度な温度上昇を防ぐた

め，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

換気設備の多重化した排風機により崩壊熱を除

去する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

1. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

<中略> 

ロ(7)(i)(i)-①使用済燃料の受入れ施設は，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン及び燃料

取出し装置を用いて１日最大 BWR 燃料 15.2ｔ・

UPr/d，PWR 燃料 12.9t・UPr/d の使用済燃料集合体

を受け入れることができ，年間の最大受入れ量

は，1,000t・UPrとする設計とする。 

ロ(7)(i)(i)-①使用済燃料の貯蔵施設の燃料貯

蔵プールは，最大再処理能力 800t・UPr/y での再

処理に対して受け入れた燃料を３年間以上貯蔵す

ることができる設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

3. 製品貯蔵施設 

<中略> 

ロ(7)(i)(i)-②製品貯蔵施設は，製品を貯蔵す

るために必要な容量を有する設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(i) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(7)(i)(i)-①を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の

書き出しであり詳細

は後段に示す。 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(i) 

-②は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(7)(i)(i)-②と同義

であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の

書き出しであり詳細

は後段に示す。 
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ロ(7)(i)(i)-③使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設のうち，燃料貯蔵プール・ピ

ット等については，１系統で必要な崩壊熱

除去機能を有する使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使

用済燃料貯蔵設備のプール水浄化・冷却設

備のプール水冷却系（以下「プール水冷却

系」という。）を２系統設ける設計とす

る。 

 

 

 

ロ(7)(i)(i)-④また，使用済燃料を取り

出すまでの間，使用済燃料を収納した使用

済燃料輸送容器（以下「キャスク」とい

う。）を保管する使用済燃料収納使用済燃

料輸送容器保管庫は，冷却空気の流路を確

保し，キャスクに収納された使用済燃料の

崩壊熱を自然冷却により除去し，構造物の

健全性を維持できる設計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(i)-⑤製品貯蔵施設のうち，ウ

ラン酸化物貯蔵設備は，崩壊熱除去のため

の常時冷却は不要であり，ウラン・プルト

ニウム混合酸化物貯蔵設備は，多重化され

た排風機で強制冷却することにより，必要

な崩壊熱除去を行う設計とする。 

 

 

1.9.17 使用済燃料の貯蔵施設等 

適合のための設計方針 

 第１項について 

使用済燃料の貯蔵容量は，最大再処理能力800

ｔ・ＵＰｒ／ｙでの再処理に対して受け入れた使

用済燃料を３年間以上貯蔵できる3,000ｔ・ Ｕ

Ｐｒとし，燃料貯蔵プール・ピット等では，使用

済燃料の崩壊熱による過度な温度上昇を防ぐた

め，１系統で必要な崩壊熱除去機能を有するプ

ール水冷却系を２系統設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

また，使用済燃料を取り出すまでの間，キャ

スクを保管する使用済燃料収納使用済燃料輸送

容器保管庫は，冷却空気の流路を確保し，キャ

スクに収納された使用済燃料の崩壊熱を自然冷

却により除去し，構造物の健全性を維持できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 第２項について 

   ＵＯ３の貯蔵容量は，4,000ｔ・Ｕ（ここでい

うｔ・Ｕは金属ウラン質量換算である。）のＵ

Ｏ３を貯蔵できる容量を有する設計とする。な

お，ＵＯ３については，崩壊熱量が少ないため

常時冷却の必要はない。 

   ＭＯＸの貯蔵容量は，60ｔ・（Ｕ＋Ｐｕ）

（ここでいうｔ・（Ｕ＋Ｐｕ）は金属ウラン及

び金属プルトニウム質量換算である。）のＭＯ

Ｘを貯蔵できる容量とし，混合酸化物貯蔵容器

からの崩壊熱による過度な温度上昇を防ぐた

め，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

換気設備の多重化した排風機により崩壊熱を除

去する設計とする。 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

1. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

<中略> 

ロ(7)(i)(i)-③使用済燃料の受入れ施設の燃料

取出しピット及び燃料仮置きピット並びに使用済

燃料の貯蔵施設の燃料貯蔵プール，チャンネルボ

ックス・バーナブル ポイズン取扱ピット，燃料移

送水路及び燃料送出しピット（以下「燃料貯蔵プ

ール・ピット等」という。）については，プール

水をその他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

の冷却水と熱交換器を介して熱交換することによ

り，１系統でロ(7)(i)(i)-③使用済燃料からの崩

壊熱を適切に除去し，燃料貯蔵プール・ピット等

の構造物の健全性を維持できるプール水冷却系を

２系統設ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設の使用済燃料収納使用

済燃料輸送容器保管庫は，冷却空気の流路を確保

し，キャスクに収納された使用済燃料の崩壊熱を

自然冷却により除去し，本保管庫の構造物の健全

性を維持する設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

3. 製品貯蔵施設    

<中略> 

ロ(7)(i)(i)-⑤ウラン酸化物貯蔵設備は，崩壊

熱除去のための常時冷却は不要であり，ウラン・

プルトニウム混合酸化物貯蔵設備は，多重化され

た排風機で強制冷却することにより，必要な崩壊

熱除去を行う設計とする。 

  なお，崩壊熱除去に必要な排風機を設置する系

統に関する設計方針については，第２章 個別項

目の「5. 放射性廃棄物の廃棄施設」の「5.1.4 

換気設備」に示す。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(i) 

-③は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(7)(i)(i)-③を具体

的に記載しており整

合している。 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ(7)(i) 

(i)-④は事業変更許

可申請書（本文）ハ

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(i) 

-⑤は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(7)(i)(i)-⑤と同義

であり整合してい

る。 
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(j) 計測制御系統施設 

再処理施設には，安全機能を有する施設の

健全性を確保するために必要なパラメータを

制御，監視及び記録するために，計測制御系

統施設を設ける設計とする。 

 

計測制御系統施設は，再処理施設の運転

時，停止時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて，安全機能を有する施設の健全性を確

保するために必要なパラメータを想定される

範囲内に制御できるとともに，想定される範

囲内で監視できる設計とする。  

 

設計基準事故が発生した場合の状況を把握

し，及び対策を講ずるために必要なパラメー

タは，設計基準事故時に想定される環境下に

おいて十分な測定範囲及び期間にわたり監視

できる設計とする。 

 

ロ．(7)(i)(j)-①設計基準事故時に状況を

把握し，対策を講ずるために必要なパラメー

タは，設計基準事故時においても確実に記録

され，及び当該記録が保存される設計とす

る。 

 

 

(k) 安全保護回路 

安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故が発生した場合において，

これらの異常な状態を検知し，これらの核

的，熱的及び化学的制限値を超えないように

するための設備並びに火災，爆発その他の再

処理施設の安全性を著しく損なうおそれが生

じたときに，これらを抑制し，又は防止する

ための設備の作動を速やかに，かつ，自動で

開始させる設計とする。 

計測制御系統施設のロ．(7)(i)(k)-①一部

を安全保護回路と共用する場合であって，単

一故障が生じた場合においても，当該安全保

護回路の安全保護機能が失われない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1.3.2 設計方針 

(１) 安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故が発生した場合において，これ

らの異常を検知し，これらの核的，熱的及び化

学的制限値を超えないようにするための設備並

びに火災，爆発その他の再処理施設の安全性を

著しく損なうおそれが生じたときに，これらを

抑制し，又は防止するための設備の作動を速や

かに，かつ，自動で開始させる設計とする。 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

4. 計測制御系統施設 

再処理施設には，安全機能を有する施設の健全

性を確保するために必要なパラメータを制御，監

視及び記録するために，計測制御系統施設を設け

る設計とする。 

 

計測制御系統施設は，再処理施設の運転時，停

止時及び運転時の異常な過渡変化時において，安

全機能を有する施設の健全性を確保するために必

要なパラメータを想定される範囲内に制御できる

とともに，想定される範囲内で監視できる設計と

する。 

 

設計基準事故が発生した場合の状況把握及び対

策を講ずるために必要なパラメータは，設計基準

事故時に想定される環境下において十分な測定範

囲及び期間にわたり監視できる設計とする。 

 

 

ロ．(7)(i)(j)-①また，設計基準事故時におい

ても確実に記録され，及び当該記録が保存される

設計とする。 

 

 

 

 

4.2 安全保護回路 

安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故が発生した場合において，これ

らの異常な状態を検知し，これらの核的，熱的

及び化学的制限値を超えないようにするための

設備並びに火災，爆発その他の再処理施設の安

全性を著しく損なうおそれが生じたときに，こ

れらを抑制し，又は防止するための設備の作動

を速やかに，かつ，自動で開始させる設計とす

る。 

計測制御系統施設のロ．(7)(i)(k)-①計測制

御設備を安全保護回路と共用する場合には，単

一故障が生じた場合においても，その安全保護

機能を失わないよう，計測制御設備から機能的

に分離した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(j)-①は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(j)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．(7)(i)

(k)-①は，事業変更許

可申請書(本文)のロ．

(7)(i)(k)-①と同義で

あり整合している。 
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(l) 制御室等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(i)(l)-①再処理施設の運転の状態を

集中的に監視及び制御するため，制御建屋に

中央制御室を設けるほか，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室を設ける。 

 

 

 

 

 第 2 章 個別項目 

4.計測制御系統施設 

4.3 制御室 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室（以下「制御室」という）の設計に

係る共通的な設計方針については，第１章 共通項

目の「5. 火災等による損傷の防止」，「8 遮蔽」，

「9.1 安全機能を有する施設及び安全上重要な施

設」，「10.2 安全避難通路等」に基づくものとす

る。 

 

制御室は以下の機能を有する。 

 ロ(7)(i)(l)-①再処理施設には，運転時におい

て，運転員その他の従事者が施設の運転又は工程等

の管理を行い，事故時において，適切な事故対策を

構ずる場所として，制御建屋に中央制御室を設ける

ほか，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を設ける設計とす

る。また，制御室は，基準地震動Ｓｓによる地震力

に対して機能を喪失しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(l)-

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(i)(l)-①の内容と

同義であり整合してい

る。 

 

  制御建屋は，地上３階，地下２階の建物とする設計

とする。 

 

  

制御室には，再処理施設の健全性を確保す

るために必要なパラメータを監視及び制御

し，再処理施設の安全性を確保するために必

要な操作を手動により行うことができるよ

う，主要な警報装置及び計測制御系統設備を

備える設計とする。 

 

 制御室には，再処理施設の健全性を確保するため

に必要なパラメータを監視及び制御し，再処理施設

の安全性を確保するために必要な操作を手動により

行うことができるよう，主要な警報装置及び計測制

御系統設備を備える設計とする。 

  

 

ロ(7)(i)(l)-②再処理施設に影響を及ぼす

可能性のある自然現象等（森林火災，草原火

災，航空機落下及び近隣工場等の火災等）及

び人為事象については，再処理施設の外の状

況を把握するための暗視機能を有する監視カ

メラロ(7)(i)(l)-②，気象観測設備及び公的

機関から気象情報を入手できる設備等を設置

し，昼夜にわたり制御室において把握できる

設計とする。 

 

 a.再処理施設の外の状況を把握するための設備 

 再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能

を有し，制御室にて遠隔操作できる監視カメラロ

(7)(i)(l)-②，風向，風速その他の気象条件を測定

する気象観測設備及び公的機関からロ(7)(i)(l)-②

地震，津波，竜巻，落雷情報等の気象情報を入手で

きるロ(7)(i)(l)-②電話，ファクシミリ，社内ネッ

トワークに接続されたパソコンを設置し，昼夜にわ

たり制御室においてロ(7)(i)(l)-②再処理施設に影

響を及ぼす可能性のある自然現象等を把握できる設

計とする。 

設工認のロ(7)(i)(l)-

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(i)(l)-②の内容を

具体的に記載しており

整合している。 
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分離施設，精製施設その他必要な施設に

は，再処理施設の健全性を確保するために計

測制御系統施設で監視が要求されるパラメー

タを連続的に監視するための設備及び再処理

施設の安全性を確保するために必要な操作を

手動により行うことができる設備を設ける設

計とする。 

 

 分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処

理施設の健全性を確保するために計測制御系統施設

で監視が要求されるパラメータを連続的に監視する

ための設備及び再処理施設の安全性を確保するため

に必要な操作を手動により行うことができる設備を

設ける設計とする。 

  

 

制御室及びこれに連絡する通路並びに運転

員その他の従事者が制御室に出入りするため

の区域は，設計基準事故が発生した場合に再

処理施設の安全性を確保するための措置をと

れるよう，運転員その他の従事者が支障なく

入ることができる設計とする。また，運転員

その他の従事者が，制御室に一定期間とどま

り，必要な操作を行う際に過度の被ばくを受

けないよう，適切な遮蔽を設ける設計とす

る。 

 c.居住性の確保 

制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その

他の従事者が制御室に出入りするための区域は，運

転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した

場合に再処理施設の安全性を確保するための措置を

とれるよう，運転員その他の従事者が支障なく入る

ことができる設計とする。また，運転員その他の従

事者が，制御室に一定期間とどまり，必要な操作を

行う際に過度の被ばくを受けないよう，適切な遮蔽

を設ける設計とする。 

  

さらに，制御室に運転員その他の従事者が

とどまることができるよう，気体状の放射性

物質，火災又は爆発により発生する有毒ガス

及び化学物質により発生する有毒ガスに対す

る換気設備の隔離その他の適切に防護するた

めの措置に必要な設備を設ける設計とする。 

 

 さらに，制御室に運転員その他の従事者がとどま

ることができるよう，気体状の放射性物質，火災又

は爆発により発生する有毒ガス及び化学物質により

発生する有毒ガスに対する換気設備の隔離その他の

適切に防護するための措置に必要な設備を設ける設

計とする。 

  

制御室は，有毒ガスが及ぼす影響により，

運転員の対処能力が著しく低下し，安全機能

を有する施設の安全機能が損なわれることが

ない設計とする。ロ(7)(i)(l)-③そのため

に，事業指定基準規則第九条及び第十二条に

係る設計方針を踏まえて，有毒ガスが発生し

た場合の影響評価（以下「有毒ガス防護に係

る影響評価」という。）を実施する。有毒ガ

ス防護に係る影響評価に当たっては，有毒ガ

スが作業環境中に多量に放出され，人体へ悪

影響を及ぼすおそれがあるかの観点から，化

学物質の性状，保有量及び保有方法を踏ま

え，有毒ガス防護に係る影響評価の対象とす

る発生源を特定する。また，有毒ガス防護に

係る影響評価に用いる保有量等の評価条件

を，現場の状況を踏まえ設定する。 

上記評価を踏まえた対策等により，運転員

を防護できる設計とする。 

 

 制御室は，有毒ガスが及ぼす影響により，運転員

の対処能力が著しく低下し，安全機能を有する施設

の安全機能が損なわれることがない設計とする。 

変更許可申請書（本

文）のロ(7)(i)(l)-③

は、保安規定にて対応

する。 
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重大事故等が発生した場合において，実施

組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を

考慮しなくとも，制御室にとどまる実施組織

要員及びＭＯＸ燃料加工施設から中央制御室

に移動する要員の実効線量が７日間で 100ｍ

Ｓｖを超えず，当該重大事故等に対処するた

めに適切な措置が講じられるよう，実施組織

要員が制御室にとどまるために必要な居住性

を確保するための重大事故等対処施設を設け

る設計とする。 

 

 重大事故等が発生した場合においても，制御室に

とどまる実施組織要員の実効線量が７日間で 100ｍ

Ｓｖを超えず，当該重大事故等に対処するために適

切な措置が講じられるよう，次に掲げる実施組織要

員が制御室にとどまるために必要な重大事故等対処

施設を設ける設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，実施組織要

員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮しなくと

も，制御室にとどまる実施組織要員及びMOX燃料加工

施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が7日

間で100mSvを超えず，当該重大事故等に対処するた

めに適切な措置が講じられるよう，実施組織要員が

制御室にとどまるために必要な居住性を確保するた

めの重大事故等対処施設を設ける設計とする。 

  

重大事故等が発生した場合（有毒ガスが発

生した場合を含む。）において，制御室にと

どまり必要な操作，監視及び措置を行う実施

組織要員がとどまるために必要な居住性を確

保するための重大事故等対処施設を設置及び

保管する。 

 

各重大事故が発生した場合（有毒ガスが発生した

場合を含む。）において，制御室にて必要な操作及

び措置を行う実施組織要員がとどまるために必要な

重大事故等対処施設を配備又は位置付ける。 

制御室は，重大事故等が発生した場合（有毒ガス

が発生した場合を含む。）において，制御室にとど

まり必要な操作，監視及び措置を行う実施組織要員

がとどまるために必要な居住性を確保するための重

大事故等対処施設を設置及び保管する設計とする。 

  

制御室に必要な重大事故等対処設備は，計

測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設

備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及

び制御室放射線計測設備で構成する。 

 

 なお，制御室に必要な重大事故等対処設備は，計

測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制

御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射

線計測設備で構成する。 

  

計測制御装置，制御室換気設備，制御室照

明設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設

備及び制御室放射線計測設備は，設計基準事

故及び重大事故等を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設

備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御

室放射線計測設備は，設計基準事故及び重大事故等

を考慮した設計とする。 

計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設

備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御

室放射線計測設備は，設計基準事故及び重大事故等

を考慮した設計とする。 
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ロ．再処理施設の一般構造 

(7) その他の主要な構造 

(m) 廃棄施設 

 

 

 

 

 

周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の

濃度及び液体状の放射性物質の海洋放出に起

因する線量を十分に低減できるよう，再処理

施設の設計の基本方針を以下のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

(ｲ) 気体廃棄物の廃棄施設 

 

各施設の塔槽類等から発生する廃ガス及び

セル等内の雰囲気中から環境への放射性物質

の放出量を合理的に達成できる限り低くする

よう，放射性物質の性状，濃度等に応じて，

廃ガス洗浄塔，高性能粒子フィルタ等で洗

浄，ろ過等の処理をした後，十分な拡散効果

の期待できる排気筒から監視しながら放出す

る設計とする。 

 

 

(ﾛ) 液体廃棄物の廃棄施設 

 

周辺環境に放出する放射性液体廃棄物に

よる公衆の線量を合理的に達成できる限り

低くするよう，廃液の放射性物質の性状，

濃度等に応じてろ過，脱塩，蒸発処理を行

い，放射性物質の量及び濃度を確認した上

で，十分な拡散効果を有する海洋放出口か

ら海洋に放出する設計とする。 

 

 

 

 （基本設計方針） 

第１章 共通項目 

10. その他 

10.1 廃棄施設 

  

＜中略＞ 

放射性廃棄物の廃棄施設は，周辺監視区域の外

の空気中の放射性物質の濃度及び液体状の放射性

物質の海洋放出に起因する線量を十分に低減でき

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

気体廃棄物の廃棄施設は，各施設の塔槽類等か

ら発生する廃ガス及びセル等内の雰囲気中から環

境への放射性物質の放出量を合理的に達成できる

限り低くするよう，放射性物質の性状，濃度に応

じて，廃ガス洗浄塔，高性能粒子フィルタ等で洗

浄，ろ過等の処理をした後，十分な拡散効果の期

待できる排気筒から監視しながら放出する設計と

する。 

 

 

 

 

液体廃棄物の廃棄施設は，周辺環境に放出する

放射性液体廃棄物による公衆の線量を合理的に達

成できる限り低くするよう，廃液の放射性物質の

放射性物質の核種，性状，濃度に応じてろ過，脱

塩，蒸発処理を行い，放射性物質の量及び濃度を

確認した上で，十分な拡散効果を有する海洋放出

口から海洋に放出する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の書

き出しであり，詳細は

後段に示す。 
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放射性廃棄物の廃棄施設は，平常時において，

周辺監視区域外の公衆の線量及び放射線業務従事

者の線量が「原子炉等規制法」に基づき定められ

ている線量限度を超えないように設計する。 

さらに，公衆の線量については，合理的に達成

できる限り低くなるように設計する。 

 

＜中略＞ 

 

気体廃棄物の廃棄設備及び液体廃棄物の廃棄設

備においては，放射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄

する設備と区別して設置する設計とし，流体状の

放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の流体状の廃棄

物を取り扱う設備へ逆流することを防止する設計

とする。 

 

気体廃棄物の廃棄施設は，排気筒以外の箇所に

おいて気体状の放射性廃棄物を排出することがな

い設計とする。 

 

気体廃棄物の廃棄施設は，フィルタを設置する

設計とするとともに，差圧を測定し，適切にフィ

ルタの交換を行う設計とする。また，取替えに必

要な空間を設けるとともに，保守性を考慮した構

造とすることにより，取替えが容易な設計とす

る。 
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(n) 保管廃棄施設 

保管廃棄施設の設計に係る基本方針を以

下のとおりとする。 

 

 

 

 

ガラス固化体貯蔵設備及び低レベル固体

廃棄物貯蔵設備は，放射性廃棄物を保管廃

棄するために必要な容量を有する設計とす

る。 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス

固化体の冷却のための適切な措置を講ずる

設計とする。 

 

 （基本設計方針） 

第２章 個別項目 

5．放射性廃棄物の廃棄施設 

5.3 固体廃棄物の廃棄施設 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

固体廃棄物の廃棄施設のうち，ガラス固化

体貯蔵設備及び低レベル固体廃棄物貯蔵設備

は，放射性廃棄物を保管廃棄するために必要

な容量を有する設計とする。 

また，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固

化体の冷却のための適切な措置を講ずる設計

とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）は，概要の

書き出しであり，詳

細は後段に示す。 
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  (基本設計方針) 

第 2 章 個別項目 

6. 放射線管理施設 

  

  放射線管理施設の設計に係る共通的な設計方針

については，第 1章 共通項目の「1. 核燃料物質の

臨界防止」，「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，「5. 火

災等による損傷の防止」，「6. 再処理施設内におけ

る溢水による損傷の防止」，「7. 再処理施設内にお

ける化学薬品の漏えいによる損傷の防止」及び「9. 

設備に対する要求事項」に基づくものとする。 

 

 

  

 

 

 (o) 放射線管理施設 

8. 放射線管理施設 

8.1  設計基準対象の施設 

8.1.1  概  要 

   

ロ.(7)(i)(o)-1 再処理事業所には，放射

線から放射線業務従事者及び管理区域に一

時的に立ち入る者（以下「放射線業務従事者

等」という。）を防護するため，放射線業務

従事者の出入管理，汚染管理，除染等を行う

ロ.(7)(i)(o)-2 放射線管理施設を設け，放

射線被ばくを監視及び管理する設計とする。 

 

放射線管理施設は，放射線業務従事者等の放射線

被ばくを管理するとともに，周辺環境における線量

当量等を監視するためのもので，出入管理関係設

備，試料分析関係設備，放射線監視設備，環境管理

設備，個人管理用設備及びその他の設備で構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ.(7)(i)(o)-1 放射線管理施設には，放射線か

ら放射線業務従事者及び管理区域に一時的に立ち

入る者(以下「放射線業務従事者等」という。)を防

護するため，放射線業務従事者等の出入管理，汚染

管理，除染等を行うためのロ.(7)(i)(o)-2 放射線

監視設備，試料分析関係設備，出入管理関係設備及

び個人管理用設備を設置し，放射線被ばくを監視及

び管理する設計とする。 

設工認の ロ .(7)(i) 

(o)-1 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i) (o)-1 を具

体的に記載しており

整合している。 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(o)-2 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(o)-2 を具

体的に記載しており

整合している。 
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また，放射線管理に必要な情報として管理

区域における空間線量，空気中の放射性物質

の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度

を，中央制御室ロ.(7)(i)(o)-3 及びその他

該当情報を伝達する必要がある場所に表示

できる設備（安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）を設ける設計とする

ロ.(7)(i)(o)-4。 

 また，放射線管理に必要な情報として管理区域に

おける空間線量，空気中の放射性物質の濃度及び床

面等の放射性物質の表面密度を，中央制御室

ロ.(7)(i)(o)-3 その他該当情報を伝達する必要が

ある場所に表示できる設備（安全機能を有する施設

に属するものに限る。）を設ける設計とする

ロ.(7)(i)(o)-4 とともに，表示に係る運用を保安

規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(o)-3 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(o)-3 と同

義であり整合してい

る。 

 

変更許可申請書(本

文)のロ.(7)(i)(o)-4

は保安規定に定めて

管理することを記載

しており整合してい

る。 

 

(p) 監視設備     
再処理施設の運転時，停止時，運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故時におい

て，当該再処理施設及びその境界付近におけ

る放射性物質の濃度及び線量を監視，測定

し，並びに設計基準事故時における迅速な対

応のために必要な情報を中央制御室その他

当該情報を伝達する必要がある場所に表示

できる設備（安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）ロ.(7)(i)(p)-1 を設ける設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設には，再処理施設の運転時，停止

時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

において，当該再処理施設及びその境界付近におけ

る放射性物質の濃度及び放射線量を監視し，及び測

定し，並びに設計基準事故時における迅速な対応の

ために必要な情報を中央制御室その他当該情報を

伝達する必要のある場所に表示できる設備(安全機

能 を 有 す る 施 設 に 属 す る も の に 限 る 。 ) 

ロ.(7)(i)(p)-1 として，放射線監視設備，試料分

析関係設備及び環境管理設備を設置する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-1 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-1 を具

体的に記載しており

整合している。 
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 8.1.4.3  放射線監視設備 

(2) 屋外モニタリング設備 

ｃ．環境モニタリング設備 

6.1 放射線監視設備 

6.1.2 屋外モニタリング設備 

6.1.2.3 環境モニタリング設備 

  

モニタリングポスト及びダストモニタは，

非常用所内電源系統に接続し，電源復旧まで

の期間，ロ.(7)(i)(p)-2 電源を受電できる

設計とする。 

さらに，モニタリングポスト及びダストモ

ニタは，専用の無停電電源装置を有し，電源

切替時の短時間の停電時にロ.(7)(i)(p)-3

電源を受電できる設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，電源

復旧までの期間の電源を確保するため，非常用所

内電源系統に接続する設計とする。 

 

さらに，モニタリングポスト及びダストモニタ

は，短時間の停電時に電源を確保するため，専用

の無停電電源装置を有する設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，

非常用所内電源系統に接続し，電源復旧まで

の期間，ロ.(7)(i)(p)-2 非常用所内電源系

統から受電できる設計とする。 

さらに，モニタリングポスト及びダストモ

ニタは，専用の無停電電源装置を有し，電源

切替時の短時間の停電時にロ.(7)(i)(p)-3

無停電電源装置から受電できる設計とする。 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-2 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-2 を具

体的に記載しており

整合している。 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-3 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-3 を具

体的に記載しており

整合している。 

 

 

 1.9.24  監視設備 

適合のための設計方針 

(2)  周辺監視区域境界付近における空間放射線

量率等の監視及び測定 

   

 

ロ.(7)(i)(p)-4 また，モニタリングポス

ト及びダストモニタからロ.(7)(i)(p)-5 測

定したデータの伝送は，モニタリングポスト

及びダストモニタを設置する場所から中央

制御室及び緊急時対策所間において有線系

回線及び無線系回線により多様性を有し，測

定値は中央制御室で監視，記録を行うことが

できる設計とする。 

 

＜中略＞ 

また，モニタリングポスト及びダストモニタを

設置する場所から中央制御室及び緊急時対策所

への伝送は，有線及び無線により，多様性を有す

る設計とする。 

 

ロ.(7)(i)(p)-4 モニタリングポスト及び

ダストモニタからロ.(7)(i)(p)-5 中央制御

室及び緊急時対策所までのデータの伝送系

は，有線及び無線(衛星回線を含む。)により

多様性を有する設計とし，測定値は中央制御

室で監視，記録を行うことができる設計とす

る。 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-4 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-4 と同

義であり整合してい

る。 

 
設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-5 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-5 と同

義であり整合してい
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る。 

 
 

また，緊急時対策所でも監視することがで

きる設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタの測定

値は，緊急時対策所において指示する。 

 

 

 

 

また，緊急時対策所でも監視することがで

きる設計とする。 

  

 8.1.4.3  放射線監視設備 

(2) 屋外モニタリング設備 

ｃ．環境モニタリング設備 

   

モニタリングポスト及びダストモニタは，

ロ.(7)(i)(p)-6 その測定値が設定値以上に

上昇した場合，直ちに中央制御室に警報を発

信する設計とする。 

 

モニタリングポスト及びダストモニタは，その

測定値を中央制御室及び使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室において指示及び記録

し，空間放射線量率又は放射能レベルがあらかじ

め設定した値を超えたときは，警報を発する。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，

ロ.(7)(i)(p)-6 放射線レベル又は放射能レ

ベルがあらかじめ設定した値を超えた場合

に，直ちに中央制御室に警報を発信する設計

とする。 

 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室においてもモニタリングポスト

及びダストモニタの測定値の指示及び記録

を行い，放射線レベル又は放射能レベルがあ

らかじめ設定した値を超えた場合に，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おいて警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-6 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-6 と同

義であり整合してい

る。 
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8.2  重大事故等対処設備 

8.2.1  概  要 

(基本設計方針) 

第 2 章 個別項目 

6. 放射線管理施設 

  

重大事故等が発生した場合に再処理施設

から大気中へ放出される放射性物質の濃度

及び線量を監視し，及び測定し，並びにその

結果を記録するために必要な重大事故等対

処設備をロ.(7)(i)(p)-7 ロ.(7)(i)(p)-8

設置及び保管する。 

 

 

重大事故等が発生した場合に再処理施設から大

気中へ放出される放射性物質の濃度及び線量を監

視し，及び測定し，並びにその結果を記録するため

に必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

放射線管理施設には，重大事故等が発生した場合

に再処理施設から大気中へ放出される放射性物質

の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその

結果を記録するために必要な重大事故等対処設備

をロ.(7)(i)(p)-7 設ける設計とする。 

 

6.2 代替モニタリング設備 

重大事故等が発生した場合に再処理施設から

大気中へ放出される放射性物質の濃度及び線量

を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録す

る た め に 必 要 な 重 大 事 故 等 対 処 設 備

ロ.(7)(i)(p)-8 として代替モニタリング設備を

設ける設計とする。 

代替モニタリング設備は，代替排気モニタリン

グ設備及び代替環境モニタリング設備で構成す

る。 

 

 

 

 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-7 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-6 と同

義であり整合してい

る。 

 
設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-8 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-8 を具

体的に記載しており

整合している。 

 

重大事故等が発生した場合に敷地内にお

いて，風向，風速その他の気象条件を測定し，

及びその結果を記録するために必要な重大

事故等対処設備をロ.(7)(i)(p)-9 設置及び

保管する。 

重大事故等が発生した場合に敷地内において，風

向，風速その他の気象条件を測定し，及びその結果

を記録するために必要な重大事故等対処設備を設

置及び保管する。 

放射線管理施設には，重大事故等が発生した場

合に敷地内において，風向，風速その他の気象条

件を測定し，及びその結果を記録するために必要

な重大事故等対処設備をロ.(7)(i)(p)-9 設ける

設計とする。 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-9 は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i)(p)-9 と同

義であり整合してい

る。 
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重大事故等が発生し，モニタリングポスト

及びダストモニタの電源が喪失した場合に，

代替電源からロ.(7)(i)(p)-10 給電するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び

保管する。 

重大事故等が発生し，モニタリングポスト及びダ

ストモニタの電源が喪失した場合に，代替電源から

給電するために必要な重大事故等対処設備を設置

及び保管する。 

放射線管理施設には，重大事故等が発生し，放

射線監視設備のモニタリングポスト及びダスト

モニタの電源が喪失した場合に，代替電源から

ロ.(7)(i)(p)-10 電源を供給するために必要な

重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

設工認の ロ .(7)(i) 

(p)-10は,事業変更許

可申請書(本文 )の

ロ.(7)(i) (p)-10 と

同義であり整合して

いる。 

 
 
 
 
 
 

 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，

放射線監視設備，代替モニタリング設備，試

料分析関係設備，代替試料分析関係設備，環

境管理設備，代替放射能観測設備，代替気象

観測設備及び環境モニタリング用代替電源

設備で構成する。 

 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，放射線

監視設備，代替モニタリング設備，試料分析関係設

備，代替試料分析関係設備，環境管理設備，代替放

射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリ

ング用代替電源設備で構成する。 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，放射

線監視設備，代替モニタリング設備，試料分析関

係設備，代替試料分析関係設備，環境管理設備，

代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境

モニタリング用代替電源設備で構成する。 
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(ｑ) 保安電源設備 

 

 

 

再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維

持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため，電力系統に連系した設計とす

る。 

 

 

 

 

また，再処理施設には，非常用電源設備（安全機能

を有する施設に属するものに限る。）を設ける設計

とする。 

 

 

 

 

 

ロ．(ｑ)①再処理施設の保安電源設備（安全機能

を有する施設へ電力を供給するための設備をい

う。）は，再処理施設内開閉所の外の電力系統（以

下「電線路」という。）及び非常用電源設備から安

全機能を有する施設への電力の供給が停止すること

がないよう，送電線，変圧器，母線等に保護継電器

を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線の低

電圧，過電流等を感知した場合は，ガス絶縁開閉装

置あるいはメタルクラッド開閉装置等の遮断器によ

り故障箇所を隔離することによって，故障による影

響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響

を限定できる設計とする。 

 

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の

一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生

じた場合，安全機能を有する施設への電力の供給が

不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は

非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止す

る対策（手動操作による対策を含む。）を講ずるこ

とによって，安全機能を有する施設への電力の供給

が停止することのないように，電力供給の安定性を

回復できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

9.2 電気設備 

9.2.1 設計基準対象の施設 

9.2.1.1 概要 

 再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維

持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため，154ｋＶ送電線２回線で電力系統

に連系した設計とする。 

 

 

 

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設並びに非常用

電源建屋に非常用ディーゼル発電機を設けるととも

に，安全上重要な施設を有する建屋に非常用蓄電池

を設ける設計とする。 

 

 

 

 

保安電源設備は，安全機能を有する施設への電力の

供給が停止することがないよう，機器の損壊，故障

その他の異常を検知するとともに，その拡大を防止

できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障

による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限

定できる構成とする。 

 

 

 

 

 

 

 

外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側

において３相のうち１相の電路の開放が発生した場

合，系統の電圧低下の警報により使用している受電

変圧器が自動で切り替わる設計とする。 

また，受電変圧器が自動で切り替わらない場合には

手動にて受電変圧器の切替えを実施する設計とす

る。なお，受電変圧器の切替えが実施できない場合

には，手動にて１相開放故障が発生した受電変圧器

を切り離すことにより，ディーゼル発電機を起動さ

せ，安全機能を有する施設に電力を供給し，再処理

施設の非常用所内電源系統を安定状態に移行させる

設計とする。 

 

 

7.その他再処理設備の附属施設 

7.1 動力装置及び非常用動力装置 

7.1.1 電気設備 

 

再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維

持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため，電力系統に連系した設計とす

る。 

 

 

 

 

再処理施設には，非常用電源設備（安全機能を有

する施設に属するものに限る。）を設ける設計とす

る。 

 

再処理施設の安全性を確保するために特に必要な

設備には，無停電電源装置又はこれと同等以上の機

能を有する設備を設ける設計とする。 

 

ロ．(ｑ)①再処理施設の保安電源設備（安全機能

を有する施設へ電力を供給するための設備をい

う。）は，電線路及び非常用電源設備から安全機能

を有する施設への電力の供給が停止することがない

よう，送電線，変圧器，母線，発電機に保護継電器

を設置し，電気系統の機器の短絡，地絡，母線の低

電圧，過電流，過電圧を感知した場合は，ガス絶縁

開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装置，パワー

センタ及びモータコントロールセンタの遮断器によ

り故障箇所を隔離することによって，故障による影

響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響

を限定できる設計とする。 

 

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の

一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生

じた場合，安全機能を有する施設への電力の供給が

不安定になったことを検知し，故障箇所の隔離又は

非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止す

る対策（手動操作による対策を含む。）を講ずるこ

とによって，安全機能を有する施設への電力の供給

が停止することのないように，電力供給の安定性を

回復できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画

のロ．(ｑ)①は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ．(ｑ)

①と同義であり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5507



    

ロ-227 

 

電
保
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(ｑ)②再処理施設に接続する電線路のうち少

なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電源系統

とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計と

することにより，再処理施設において受電可能な設

計とし，かつ，それにより再処理施設を電力系統に

連系する設計とする。 

 

 

ロ．(ｑ)③再処理施設の非常用電源設備及びその

附設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発

電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全上

重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラッ

ド開閉装置，ケーブル等））は，多重性を確保し，

及び独立性を確保し，その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において安

全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための

設備がその機能を確保するため，７日間の外部電源

喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運

転により電力を供給できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯

蔵設備（耐震Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必

要な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵できる設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電線路のうち少なくとも２回線は，電力系統と非

常用所内電源系統とを接続する外部電源系統を２つ

以上設ける設計とすることにより，当該再処理施設

において受電可能な設計とし，かつ，それにより当

該再処理施設を電力系統に連系する設計とする。 

 

 

 

非常用電源設備及びその附属設備は，多重性及び

独立性を確保する設計とする。具体的には，独立し

た２箇所に非常用電源設備及びその附属設備を設置

し，それぞれ必要な容量を有する非常用ディーゼル

発電機に接続する設計とするとともに，非常用の直

流電源設備を独立した２箇所に設置する設計とす

る。 

非常用所内電源系統は，安全上重要な負荷等への

電源として，電気的及び物理的に相互に分離独立し

た電源を確保し，共通原因により機能を失うことな

く，少なくとも１系統は機能の維持及び人の接近性

を確保できる設計とする。非常用所内電源系統のみ

の運転下又は外部電源系統のみの運転下で，単一故

障を仮定しても，安全上重要な施設の安全機能を失

うことのない設計とする。 

非常用ディーゼル発電機は，７日間の外部電源喪失

を仮定しても電力を供給できるよう，７日間以上連

続運転できる燃料貯蔵設備を敷地内に設け，非常用

ディーゼル発電機の燃料油系により，運転時に連続

して燃料を供給できる設計とする。 

 

 

 

 

 

安全上重要な施設への電力供給に係る電気盤及び

当該電気盤に影響を与えるおそれのある電気盤（安

全上重要な施設を除く。）について，遮断器の遮断

時間の適切な設定，非常用ディーゼル発電機の停止

により，高エネルギーのアーク放電によるこれらの

電気盤の損壊の拡大を防止することができる設計と

する。 

 

ロ．(ｑ)②再処理施設に接続する再処理施設内開

閉所の外の電力系統（以下「電線路」という。）の

うち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電

源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける

設計とすることにより，再処理施設において受電可

能な設計とし，かつ，それにより再処理施設を電力

系統に連系する設計とする。 

 

ロ．(ｑ)③再処理施設の非常用電源設備及びその

附属設備（非常用所内電源設備（非常用ディーゼル

発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安全

上重要な施設への電力供給設備（非常用メタルクラ

ッド開閉装置，非常用パワーセンタ，非常用コント

ロールセンタ，ケーブル））は，多重性を確保し，

及び独立性を確保し,その系統を構成する機械又は

器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において安

全上重要な施設及び設計基準事故に対処するための

設備がその機能を確保するため，７日間の外部電源

喪失を仮定しても非常用ディーゼル発電機の連続運

転により電力を供給できる設計とする。 

非常用ディーゼル発電機の燃料を貯蔵する燃料貯

蔵設備（耐震Ｓクラス）は，７日分の連続運転に必

要な容量以上の燃料を事業所内に貯蔵できる設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画

のロ．(ｑ)②は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ．(ｑ)

②と同義であり整合

している。 

 

 

設計及び工事の計画

のロ．(ｑ)③は，事

業変更許可申請書

（本文）のロ．(ｑ)

③と同義であり整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5508



  

ロ-228 

防
災
 
Ａ
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(r) 緊急時対策所 

緊急時対策所は，設計基準事故及び重大

事故等を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

再処理施設には，設計基準事故が発生し

た場合に，適切な措置をとるため，緊急時

対策所を制御室以外の場所に設ける設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所は，有毒ガスが及ぼす影響

により，設計基準事故及び重大事故等の対

処に必要な指示を行う要員の対処能力が著

しく低下し，安全機能を有する施設の安全

機能が損なわれることがない設計とする。 

 

そのために，事業指定基準規則第九条及

び第十二条に係る設計方針を踏まえて，有

毒ガス防護に係る影響評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.16  緊急時対策所 

9.16.1  設計基準対象の施設 

9.16.1.1  概要 

設計基準事故が発生した場合に，再処理施設内

の情報の把握等，適切な措置をとるため，制御室

以外の場所に緊急時対策所を設ける。 

 

 

 

 

 

9.16.1.4 主要設備 

(１) 緊急時対策所 

＜中略＞ 

緊急時対策所は，有毒ガスが及ぼす影響によ

り，設計基準事故及び重大事故等の対処に必要

な指示を行う要員の対処能力が著しく低下し，

安全機能を有する施設の安全機能が損なわれる

ことがない設計とする。 

 

そのために，事業指定基準規則第九条及び第

十二条に係る設計方針を踏まえて，敷地内外の

固定源及び可動源それぞれに対して，有毒ガス

防護に係る影響評価を実施する。 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

7.3.9 緊急時対策所 

 

緊急時対策所の設計に係る共通的な設計

方針については，第１章 共通項目の

「２．地盤」，「３．自然現象等」，

「５．火災等による損傷の防止」，「６．

再処理施設内における溢水による損傷の防

止」，「７．再処理施設内における化学薬

品の漏えいによる損傷の防止」及び「９．

設備に対する要求事項」に基づくものとす

る。 

 

緊急時対策所は，設計基準事故及び重大

事故等を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

再処理施設には，設計基準事故が発生し

た場合に，再処理施設内の情報の把握等，

適切な措置をとるため，緊急時対策所を制

御室以外の場所に設置する設計とする。 

 

緊急時対策所は緊急時対策建屋に収納す

る設計とする。 

 

 

 

 

緊急時対策所は，有毒ガスが及ぼす影響

により，設計基準事故及び重大事故等の対

処に必要な指示を行う要員の対処能力が著

しく低下し，安全機能を有する施設の安全

機能が損なわれることがない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価に係る条件である

ことから，添付書類

「Ⅵ-1-5-2-2 緊急時

対策所の居住性に関す

る説明書」に記載して

いる。 
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有毒ガス防護に係る影響評価に当たって

は，有毒ガスが作業環境中に多量に放出さ

れ，人体へ悪影響を及ぼすおそれがあるか

の観点から，化学物質の性状，保有量及び

保有方法を踏まえ，有毒ガス防護に係る影

響評価の対象とする発生源を特定する。 

 

また，有毒ガス防護に係る影響評価に用

いる保有量等の評価条件を，現場の状況を

踏まえ設定する。 

 

上記評価を踏まえた対策等により，当該

要員を防護できる設計とする。 

 

 

 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した

場合（有毒ガスが発生した場合を含む。）

においても，当該重大事故等に対処するた

めに必要な指示を行う要員がとどまること

ができるよう，適切なロ(7)(i)(r)-1措置

を講じた設計とするとともに，重大事故等

に対処するために必要な情報を把握できる

設備及び再処理施設の内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために

必要な設備を設置又は配備する。 

また，重大事故等に対処するために必要

な数の原子力防災組織又は非常時対策組織

（以下「非常時対策組織」という。）の要

員を収容できる設計とする。 

 

 

 

 

緊急時対策所は，ロ(7)(i)(r)-2重大事故

等が発生した場合において，マスクの着

用，ロ(7)(i)(r)-3交代要員体制等による

被ばく線量の低減措置を考慮しなくても，

緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の

要員の実効線量が７日間で100ｍＳｖを超え

ない設計とする。 

 
 
 
 
 

＜中略＞ 

有毒ガス防護に係る影響評価では，有毒ガス

が作業環境中に多量に放出され，人体へ悪影響

を及ぼすおそれがあるかの観点から，化学物質

の性状，保有量及び保有方法を踏まえ，有毒ガ

ス防護に係る影響評価の対象とする固定源及び

可動源を特定する。 

 

また，固定源及び可動源の有毒ガス防護に係

る影響評価に用いる保有量等の評価条件を，現

場の状況を踏まえ設定する。 

 

 

 

 

9.16.2 重大事故等対処設備 

9.16.2.1 概要 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合

（有毒ガスが発生した場合を含む。）において

も，当該重大事故等に対処するために必要な指

示を行う要員がとどまることができるよう，居

住性を確保するための設備として適切な遮蔽設

備及び，換気設備を設ける等の措置を講じた設

計とするとともに，重大事故等に対処するため

に必要な情報を把握できる設備及び再処理施設

の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信

連絡を行うために必要な設備を設置又は配備す

る。 

また，重大事故等に対処するために必要な数

の非常時対策組織の要員を収容できる設計とす

る。 

 

 

9.16.2.2 設計方針 

＜中略＞ 

緊急時対策所は，緊急時対策所にとどまる非

常時対策組織の要員の実効線量が，７日間で100

ｍＳｖを超えない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

上記評価を踏まえた対策等により，当該

要員を防護できる設計とする。 

 

 

 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した

場合（有毒ガスが発生した場合を含む。）

においても，当該重大事故等に対処するた

めに必要な指示を行う要員がとどまること

ができるよう，居住性を確保するための設

備として適切なロ(7)(i)(r)-1 遮蔽設備及

び換気設備を設置する等の措置を講じた設

計とするとともに，重大事故等に対処する

ために必要な情報を把握できる設備及び再

処理施設の内外の通信連絡をする必要のあ

る場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設ける設計とする。 

また，重大事故等に対処するために必要

な数の原子力防災組織又は非常時対策組織

（以下「非常時対策組織」という。）の要

員を収容できる設計とする。 

 

 

緊急時対策所は，ロ(7)(i)(r)-2 冷却機

能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解に

より発生する水素による爆発の同時発生に

おいて，多段の重大事故等の拡大防止対策

が機能しないことを条件とし，かつ，マス

クの着用，交代要員体制ロ(7)(i)(r)-3 及

び安定ヨウ素剤の服用による被ばく線量の

低減措置を考慮しない場合においても，緊

急時対策建屋の遮蔽設備，緊急時対策建屋

換気設備の緊急時対策建屋フィルタユニッ

ト，緊急時対策建屋送風機及び緊急時対策

 

評価に係る条件である

ことから，添付書類

「Ⅵ-1-5-2-2 緊急時

対策所の居住性に関す

る説明書」に記載して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(r)-

1 は，変更許可本文の

ロ(7)(i)(r)-1 を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(i)(r)-

2 は，変更許可本文の

ロ(7)(i)(r)-2 を具体

的に記載しており整合

している。 

 

設工認のロ(7)(i)(r)-

3 は，変更許可本文の

ロ(7)(i)(r)-3 を具体

的に記載しており整合

している。 
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建屋の気密性の機能とあいまって，緊急時

対策所にとどまる非常時対策組織の要員の

実効線量が，7日間で 100mSv を超えない設

計とする。 
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(s) 通信連絡設備 

通信連絡設備は，警報装置，所内通信連

絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備から構成す

る。 

 

 

 

再処理事業所には，設計基準事故が発生

した場合において，再処理事業所内の各所

の者への必要な操作，作業又は退避の指示

等の連絡をブザー鳴動等により行うことが

できる装置及び音声等により行うことがで

きる設備として，警報装置及び有線回線又

は無線回線による通信方式の多様性を確保

した所内通信連絡設備をロ．(7)(i)(s)-①

設ける設計とする。  

 

 

また，緊急時対策所へ事故状態等の把握

に必要なデータを伝送できるロ．

(7)(i)(s)-②設備として，所内データ伝送

設備を設ける設計とする。 

  

 

 

 

 

 

 

再処理事業所には，設計基準事故が発生

した場合において，国，地方公共団体，そ

の他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通

信連絡を音声等により行うことができる

ロ．(7)(i)(s)-③設備として，所外通信連

絡設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9.27 通信連絡設備 

適合のための設計方針 

第１項について 

再処理事業所には，設計基準事故が発生し

た場合において，事業所内の各所の者への必

要な操作，作業又は退避の指示等の連絡をブ

ザー鳴動等により行うことができる装置及び

音声等により行うことができる設備として，

警報装置及び有線回線又は無線回線による通

信方式の多様性を確保した所内通信連絡設備

を設ける設計とする。 

 

 

 

また，緊急時対策所へ事故状態等の把握に

必要なデータを伝送できる設備として，所内

データ伝送設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第２項について 

再処理事業所には，設計基準事故が発生し

た場合において，国，地方公共団体，その他

関係機関等の必要箇所へ事故の発生等に係る

通信連絡を音声等により行うことができる設

備として，所外通信連絡設備を設ける設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

7. その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他主要な事項 

7.3.10.1 通信連絡設備 

通信連絡設備は，警報装置，所内通信連

絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備で構成す

る。 

 

 

7.3.10.1.1 通信連絡設備（事業所内） 

再処理事業所には，設計基準事故が発生

した場合において，中央制御室等から再処

理事業所内の各所の者への必要な操作，作

業又は退避の指示等の連絡をブザー鳴動等

により行うことができる装置及び音声等に

より行うことができる設備として，警報装

置及び有線回線又は無線回線による通信方

式の多様性を確保した所内通信連絡設備を

ロ．(7)(i)(s)-①設置する設計とする。 

 

 

また，緊急時対策所へ事故状態等の把握

に必要なデータを伝送できるロ．

(7)(i)(s)-②所内データ伝送設備として，

プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用

計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を

設置する設計とする。 

 

 

 

 

7.3.10.1.2 通信連絡設備（事業所外） 

再処理事業所には，設計基準事故が発生

した場合において，国，地方公共団体，そ

の他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通

信連絡を音声等により行うことができる

ロ．(7)(i)(s)-③所外通信連絡設備とし

て，統合原子力防災ネットワーク IP 電話，

統合原子力防災ネットワーク IP-FAX，統合

原子力防災ネットワーク TV 会議システム，

一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電

話及びファクシミリを設置する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-①は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-①と

同義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-②は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-②を

具体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-③は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-③を

具体的に記載しており

整合している。 
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また，再処理事業所内から事業所外の緊

急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）へ必要

なデータを伝送できるロ．(7)(i)(s)-④設

備として，所外データ伝送設備を設ける設

計とする。 

  

 

 

 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設

備については，有線回線，無線回線又は衛

星回線による通信方式の多様性を確保した

構成の専用通信回線に接続し，輻輳等によ

る制限を受けることなく常時使用可能な設

計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(7)(i)(s)-⑤これらの通信連絡設備

については，ロ．(7)(i)(s)-⑥非常用所内

電源系統，無停電電源に接続又は蓄電池を

内蔵することにより，外部電源が期待でき

ない場合でも動作可能な設計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

再処理事業所には，重大事故等が発生し

た場合において再処理事業所の内外の通信

連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うために必要な設備として，通信連絡設備

及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。  

 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電

池等の予備電源設備を含む。）からの給電

を可能とした設計とする。 

また，再処理事業所内から事業所外の緊急

時対策支援システム（ＥＲＳＳ）へ必要なデ

ータを伝送できる設備として，所外データ伝

送設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備

は，有線回線，無線回線又は衛星回線による

通信方式の多様性を確保した構成の専用通信

回線に接続し，輻輳等による制限を受けるこ

となく常時使用できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備

は，非常用所内電源系統，無停電電源に接続

又は蓄電池を内蔵することにより，外部電源

が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。 

 

 

 

 

 

1.9.47 通信連絡を行うために必要な設備 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

適合のための設計方針 

再処理事業所には，重大事故等が発生した

場合において再処理事業所の内外の通信連絡

をする必要のある場所と通信連絡を行うため

に必要な設備として，通信連絡設備及び代替

通信連絡設備を設ける設計とする。 

 

 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池

等の予備電源設備を含む。）からの給電を可

能とした設計とする。 

また，再処理事業所内から事業所外の緊

急時対策支援システム（ERSS）へ必要なデ

ータを伝送できるロ．(7)(i)(s)-④所外デ

ータ伝送設備として，データ伝送設備を設

置する設計とする。 

 

 

 

 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設

備については，有線回線，無線回線又は衛

星回線による通信方式の多様性を確保した

構成の通信回線に接続する。統合原子力防

災ネットワーク IP 電話，統合原子力防災ネ

ットワーク IP-FAX，統合原子力防災ネット

ワーク TV 会議システム及びデータ伝送設備

は，専用通信回線に接続し，輻輳等による

制限を受けることなく常時使用可能な設計

とする。また，これらの専用通信回線の容

量は通話及びデータ伝送に必要な容量に対

し十分な余裕を確保した設計とする。 

 

ロ．(7)(i)(s)-⑤所外通信連絡設備及び

所外データ伝送設備については，ロ．

(7)(i)(s)-⑥無停電電源に接続することに

より，外部電源が期待できない場合でも動

作可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.10.2 代替通信連絡設備 

再処理事業所には，重大事故等が発生し

た場合において再処理事業所の内外の通信

連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うために必要な設備として，通信連絡設備

及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。 

 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電

池等の予備電源設備を含む。）からの給電

を可能とした設計とする。 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-④は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-④と

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-⑤は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-⑤を

具体的に記載しており

整合している。 

設工認のロ．

(7)(i)(s)-⑥は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(s)-⑥を

具体的に記載しており

整合している。 
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(ⅱ) 重大事故等対処施設（再処理施設への人の

不法な侵入等の防止，安全避難通路等，制御

室，監視測定設備，緊急時対策所及び通信連

絡を行うために必要な設備は(ⅰ)安全機能を

有する施設に記載） 

 

 

ロ(７)(ⅱ)-①重大事故等対処については

放射能量，発熱量等に基づいた対策の優先順

位，対処の手順等の検討が重要となるため，

現実的な使用済燃料の冷却期間として，再処

理施設に受け入れるまでの冷却期間を概ね

12 年，せん断処理するまでの冷却期間を 15

年とし，設計する。 

これにより，使用済燃料の放射能量及び崩

壊熱密度が低減する。 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設は，重大事故に至るおそれがあ

る事故が発生した場合において，重大事故の

発生を防止するために，また，重大事故が発

生した場合においても，重大事故の拡大を防

止するため，及び工場等外への放射性物質の

異常な水準の放出を防止するために，ロ

(７)(ⅱ)-②必要な措置を講ずる設計とす

る。 

 

 

 

重大事故等対処設備は，想定する重大事故

等の環境条件を考慮した上で期待する機能が

発揮できる設計とする。また，重大事故等対

処設備が機能を発揮するために必要な系統

（供給源から供給先まで，経路を含む）で構

成する。 

 

 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設ご

とに要求される技術的要件（重大事故等に対

処するために必要な機能）を満たしつつ，同

じ敷地内に設置するＭＯＸ燃料加工施設と共

用することにより安全性が向上し，かつ，再

処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設に悪影響を

(ⅱ) 重大事故等対処施設（再処理施設への人の

不法な侵入等の防止，安全避難通路等，制

御室，監視測定設備，緊急時対策所及び通

信連絡を行うために必要な設備は(ⅰ)安全

機能を有する施設に記載） 

 

 

重大事故等対処については放射能量，発熱

量等に基づいた対策の優先順位，対処の手順

等の検討が重要となるため，現実的な使用済

燃料の冷却期間として，再処理施設に受け入

れるまでの冷却期間を概ね 12 年，せん断処

理するまでの冷却期間を 15 年とし，設計す

る。 

これにより，使用済燃料の放射能量及び崩

壊熱密度が低減する。 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設は，重大事故に至るおそれがあ

る事故が発生した場合において，重大事故の

発生を防止するために，また，重大事故が発

生した場合においても，重大事故の拡大を防

止するため，及び工場等外への放射性物質の

異常な水準の放出を防止するために，必要な

措置を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，想定する重大事故

等の環境条件を考慮した上で期待する機能が

発揮できる設計とする。また，重大事故等対

処設備が機能を発揮するために必要な系統

（供給源から供給先まで，経路を含む）で構

成する。 

 

(ａ) 重大事故等の拡大の防止等 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設

ごとに要求される技術的要件（重大事故等に

対処するために必要な機能）を満たしつつ，

同じ敷地内に設置するＭＯＸ燃料加工施設と

共用することにより安全性が向上し，かつ，

再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設に悪影響

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設の設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な方針 

＜中略＞ 

ロ(７)(ⅱ)-①ｂ．冷却期間 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から再

処理施設に受け入れるまでの冷却期間：4年以上 

 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000t・UPrのう

ち，冷却期間 4年以上 12 年未満の使用済燃料の貯

蔵量が 600 t・UPr未満，それ以外は冷却期間 12 年

以上となるよう受け入れを管理する。 

 

使用済燃料集合体取出し前の原子炉停止時から

せん断処理するまでの冷却期間：15 年以上 

＜中略＞ 

 

9.2  重大事故等対処設備 

9.2.1  重大事故等対処設備に対する設計方針 

再処理施設は，重大事故に至るおそれがあ

る事故が発生した場合において，重大事故

の発生を防止するために，また，重大事故

が発生した場合においても，重大事故の拡

大を防止するため，及び再処理施設を設置

する事業所(再処理事業所)外への放射性物

質の異常な水準の放出を防止するために，

ロ(７)(ⅱ)-④重大事故等対処設備を設け

るとともに，ロ(７)(ⅱ)-②必要な運用上

の措置等を講ずる設計とする。 

 

重大事故等対処設備は，想定する重大事

故等の環境条件を考慮した上で期待する機

能が発揮できる設計とする。ロ(７)(ⅱ)-

⑤また，重大事故等対処設備が機能を発揮

するために必要な系統(供給源から供給先ま

で，経路を含む。)で構成する。 

 

 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設

ごとに要求される技術的要件(重大事故等に

対処するために必要な機能)を満たしつつ，

同じ敷地内に設置する MOX 燃料加工施設と

共用することにより安全性が向上し，か

つ，再処理施設及び MOX 燃料加工施設に悪

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(７)(ⅱ)-

①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(７)(ⅱ)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(７)(ⅱ)-

②，④は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

(７)(ⅱ)-②，④と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(７)(ⅱ)-

⑤は，事業変更許可

申請書（本文）のロ

(７)(ⅱ)-⑤と同義で

あり整合している。 
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及ぼさない場合には共用できる設計とする。

重大事故等対処設備を共用する場合には，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設の重大事故等への対処を考

慮した個数及び容量を確保する。また，同時

に発生するＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等

による環境条件の影響について考慮する。 

 

 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因と

する重大事故等に対処するものと外部からの

影響を受ける事象（以下「外的事象」とい

う。）を要因とする重大事故等に対処するも

のについて，常設のものと可搬型のものがあ

り，以下のとおり分類する。 

 

 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等対

処設備のうち常設のものをいう。また，常設

重大事故等対処設備であって耐震重要施設に

属する安全機能を有する施設が有する機能を

代替するものを「常設耐震重要重大事故等対

処設備」，常設重大事故等対処設備であって

常設耐震重要重大事故等対処設備以外のもの

を「常設耐震重要重大事故等対処設備以外の

常設重大事故等対処設備」という。 

 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等

対処設備のうち可搬型のものをいう。 

 

ロ(７)(ⅱ)-③また，主要な重大事故等対

処設備の設置場所及び保管場所を第７図に示

す。 

 

(a) 重大事故等の拡大の防止等 

ロ(７)(ⅱ)-④再処理施設は，重大事故

に至るおそれがある事故が発生した場合に

おいて，重大事故の発生を防止するため

に，また，重大事故が発生した場合におい

ても，当該重大事故の拡大を防止し，工場

等外への放射性物質の異常な水準の放出を

防止するために，重大事故等対処設備を設

ける。 

ロ(７)(ⅱ)-⑤これらの設備について

は，当該設備が機能を発揮するために必要

な系統を含む。 

を及ぼさない場合には共用できる設計とす

る。重大事故等対処設備を共用する場合に

は，ＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等への対

処を考慮した個数及び容量を確保する。ま

た，同時に発生するＭＯＸ燃料加工施設の重

大事故等による環境条件の影響について考慮

する。 

 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外部から

の影響を受ける事象（以下「外的事象」とい

う。）を要因とする重大事故等に対処するも

のについて，常設のものと可搬型のものがあ

り，以下のとおり分類する。 

 

 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

対処設備のうち常設のものをいう。また，常

設重大事故等対処設備であって耐震重要施設

に属する安全機能を有する施設が有する機能

を代替するものを「常設耐震重要重大事故等

対処設備」，常設重大事故等対処設備であっ

て常設耐震重要重大事故等対処設備以外のも

のを「常設耐震重要重大事故等対処設備以外

の常設重大事故等対処設備」という。 

 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等対処設備のうち可搬型のものをいう。 

 

また，主要な重大事故等対処設備の設置

場所及び保管場所を第７図に示す。 

 

 

(ａ) 重大事故等の拡大の防止等 

再処理施設は，重大事故に至るおそれが

ある事故が発生した場合において，重大事故

の発生を防止するために，また，重大事故が

発生した場合においても，当該重大事故の拡

大を防止し，工場等外への放射性物質の異常

な水準の放出を防止するために，重大事故等

対処設備を設ける。 

 

これらの設備については，当該設備が機

能を発揮するために必要な系統を含む 

影響を及ぼさない場合には共用できる設計

とする。重大事故等対処設備を共用する場

合には，MOX 燃料加工施設の重大事故等へ

の対処を考慮した個数及び容量を確保す

る。また，同時に発生する MOX 燃料加工施

設の重大事故等による環境条件の影響につ

いて考慮する。 

 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外部か

らの影響による機能喪失の要因となる事象

(以下「外的事象」という。)を要因とする

重大事故等に対処するものについて，常設

のものと可搬型のものがあり，以下のとお

り分類する。 

 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

対処設備のうち常設のものをいう。また，

常設重大事故等対処設備であって耐震重要

施設に属する安全機能を有する施設が有す

る機能を代替するものを「常設耐震重要重

大事故等対処設備」，常設重大事故等対処

設備であって常設耐震重要重大事故等対処

設備以外のものを「常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設

備」という。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等対処設備のうち可搬型のものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，「再処理施設の技術基準に関する

規則」第 43 条(放射性物質の漏えいに対処

するための設備)については，再処理施設に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)-③について

は添付書類で示す。 
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おいて液体状，固体状及び気体状の放射性

物質に関する閉じ込め機能の喪失が発生し

た場合においても，放射性物質の漏えいは

発生が想定されないことから，放射性物質

の漏えいに対処するための設備は設置しな

い。 

重大事故等対処設備は，設計，材料の選

定，製作及び検査にあたっては，現行国内

法規に基づく規格及び基準によるものとす

るが，必要に応じて，使用実績があり，信

頼性の高い国外規格及び基準によるものと

する。重大事故等対処設備の維持管理にあ

たっては，保安規定に基づく要領類に従

い，施設管理計画における保全プログラム

を策定し，設備の維持管理を行う。なお，

重大事故等対処設備を構成する設備，機器

のうち，一般消耗品又は設計上交換を想定

している部品(安全に係わる設計仕様に変更

のないもので，特別な工事を要さないもの

に限る。)及び通信連絡設備，安全避難通路

(照明設備)等の「原子力施設の保安のため

の業務に係る品質管理に必要な体制の基準

に関する規則」で定める一般産業用工業品

については，適切な時期に交換を行うこと

で設備の維持管理を行う。 

再処理施設は，重大事故に至るおそれが

ある事故が発生した場合において，重大事

故の発生を防止するために，また，重大事

故が発生した場合においても，重大事故の

拡大を防止するため，及び再処理施設を設

置する事業所（再処理事業所）外への放射

性物質の異常な水準の放出を防止するため

に，必要な運用上の措置等を講ずることを

保安規定に定めて，管理する。 

なお，重大事故等対処設備並びに核物質

防護及び保障措置の設備は，設備間におい

て相互影響を考慮した設計とする。 

 

 

9.2.2 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

(1) 多様性，位置的分散 

重大事故等対処設備は，共通要因の特性

を踏まえた設計とする。共通要因として

は，重大事故等における条件，自然現象，

人為事象，周辺機器等からの影響及び事業

指定(変更許可)を受けた設計基準より厳し

い条件の要因となる事象を考慮する。 
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共通要因のうち重大事故等における条件

については，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，圧力，湿度，放射

線及び荷重を考慮する。 

 

共通要因のうち自然現象として，地震，

津波，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災及び塩害を選定する。自然現

象による荷重の組合せについては，地震，

風(台風)，竜巻，積雪及び火山の影響を考

慮する。 

 

共通要因のうち人為事象として，航空機

落下，有毒ガス，敷地内における化学物質

の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災

及び爆発を選定する。故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムについては，

可搬型重大事故等対処設備による対策を講

ずることとする。 

 

共通要因のうち周辺機器等からの影響と

して地震，溢水，化学薬品漏えい，火災に

よる波及的影響及び内部発生飛散物を考慮

する。 

 

共通要因のうち事業指定(変更許可)を受

けた設計基準より厳しい条件の要因となる

事象については，外的事象の地震，火山の

影響を考慮する。また，内的事象として配

管の全周破断を考慮する。 

 

a. 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，共通要因に

よって設計基準事故に対処するための設備

の安全機能と同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，共通要因の特性を踏ま

え，可能な限り多様性，独立性，位置的分

散を考慮して適切な措置を講ずる設計とす

る。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で修理の対応

を行うこと，関連する工程の停止等又はこ

れらを適切に組み合わせることにより，機

5517



  

ロ-237 

重
事
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類八） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

能を損なわない設計とする。代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理の対応を行うこと，関連

する工程を停止すること等については，保

安規定に定めて，管理する。 

重大事故等における条件に対して常設重

大事故等対処設備は，想定される重大事故

等が発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重を考慮し，その機能を

確実に発揮できる設計とする。 

常設重大事故等対処設備は，「2. 地

盤」に基づく地盤に設置し，地震，津波及

び火災に対しては，「3.1  地震による損

傷の防止」，「3.2  津波による損傷の防

止」及び「5. 火災等による損傷の防止」に

基づく設計とする。 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

等時に機能を期待する常設重大事故等対処

設備は,「9.2.6 地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設

計とする。 

また，溢水，化学薬品漏えい及び火災並

びに設計基準より厳しい条件の要因となる

内的事象の配管の全周破断に対して常設重

大事故等対処設備は，設計基準事故に対処

するための設備の安全機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，可能な

限り位置的分散を図るか又は溢水，化学薬

品漏えい及び火災並びに設計基準より厳し

い条件の要因となる内的事象の配管の全周

破断に対して健全性を確保する設計とす

る。 

常設重大事故等対処設備は，風(台風)，

竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火

山の影響，生物学的事象，森林火災，塩

害，航空機落下，有毒ガス，敷地内におけ

る化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工

場等の火災及び爆発に対する健全性を確保

する設計とする。 

周辺機器等からの影響のうち内部発生飛

散物に対して，回転羽の損壊により飛散物

を発生させる回転機器について回転体の飛

散を防止する設計とし，常設重大事故等対

処設備が機能を損なわない設計とする。 

環境条件に対する健全性については，

「9.2.4 環境条件等」に基づく設計とす
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る。 

 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，共通要因

によって設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備

の重大事故等に対処するために必要な機能

と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，共通要因の特性を踏まえ，可能な

限り多様性，独立性，位置的分散を考慮し

て適切な措置を講ずる設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，地震，津

波，その他の自然現象又は故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズム，設計基

準事故に対処するための設備及び重大事故

等対処設備の配置その他の条件を考慮した

上で常設重大事故等対処設備と異なる保管

場所に保管する設計とする。 

重大事故等における条件に対して可搬型

重大事故等対処設備は，想定される重大事

故等が発生した場合における温度，圧力，

湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能

を確実に発揮できる設計とする。 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，「2. 地盤」に基づく地盤に設置さ

れた建屋等に位置的分散することにより，

設計基準事故に対処するための設備の安全

機能又は常設重大事故等対処設備の重大事

故等に対処するために必要な機能と同時に

その機能が損なわれるおそれがないように

保管する設計とする。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，「3.1  地震による損傷の防止」に

示す地震により，転倒しないことを確認す

る，又は必要により固縛等の措置をすると

ともに，「3.1  地震による損傷の防止」

の地震により生ずる敷地下斜面のすべり，

液状化又は揺すり込みによる不等沈下，傾

斜及び浮き上がり，地盤支持力の不足，地

中埋設構造物の損壊等により必要な機能を

喪失しない複数の保管場所に位置的分散す

ることにより，設計基準事故に対処するた

めの設備の安全機能又は常設重大事故等対

処設備の重大事故等に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないように保管する設計とする。 

また，事業指定(変更許可)を受けた設計

基準より厳しい条件の要因となる外的事象
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のうち地震に対して，地震を要因とする重

大事故等に対処するために重大事故等時に

機能を期待する可搬型重大事故等対処設備

は, 「9.2.6 地震を要因とする重大事故等

に対する施設の耐震設計」に基づく設計と

する。津波に対して可搬型重大事故等対処

設備の保管場所については，「3.2  津波

による損傷の防止」に示す津波による影響

を受けない位置に設置する設計とする。 

また，可搬型重大事故等対処設備の据付

けは，津波による影響を受けるおそれのな

い場所を選定することとし，使用時に津波

による影響を受けるおそれのある場所に据

付ける場合は，津波に対して重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

火災に対して可搬型重大事故等対処設備

は,「5．火災等による損傷の防止」に基づ

く設計とするとともに，「9.2.7  可搬型

重大事故等対処設備の内部火災に対する防

護方針」に基づく火災防護を行う設計とす

る。 

溢水，化学薬品漏えい，火災，内部発生

飛散物及び設計基準より厳しい条件の要因

となる内的事象の配管の全周破断に対して

可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事

故に対処するための設備の安全機能又は常

設重大事故等対処設備の重大事故等に対処

するために必要な機能と同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，可能な限り

位置的分散を図る設計とする。 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガ

ス，敷地内における化学物質の漏えい，電

磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対

して，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建屋等内に保管し，かつ，設計基

準事故に対処するための設備の安全機能又

は常設重大事故等対処設備の重大事故等に

対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，設計基

準事故に対処するための設備又は常設重大

事故等対処設備を設置する場所と異なる場

所に保管する設計とする。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，自然現象，人為事象及び故意による
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大型航空機の衝突その他のテロリズムに対

して，設計基準事故に対処するための設備

の安全機能又は常設重大事故等対処設備の

重大事故等に対処するために必要な機能と

同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，設計基準事故に対処するための設備

又は常設重大事故等対処設備を設置する建

屋の外壁から 100ｍ以上の離隔距離を確保

した場所に保管するとともに異なる場所に

も保管することで位置的分散を図る設計と

する。 

また，屋外に設置する設計基準事故に対

処するための設備からも 100ｍ以上の離隔

距離を確保する設計とする。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガ

ス，敷地内における化学物質の漏えい，電

磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対

して健全性を確保する設計とする。 

環境条件に対する健全性については，

「9.2.4 環境条件等」に基づく設計とす

る。 

c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事

故等対処設備の接続口 

建屋等の外から水，空気又は電力を供給

する可搬型重大事故等対処設備と常設設備

との接続口は，共通要因によって接続する

ことができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置す

る設計とする。 

接続口は，重大事故等における条件に対

して，想定される重大事故等が発生した場

合における温度，圧力，湿度，放射線及び

荷重を考慮し，その機能を確実に発揮でき

る設計とするとともに，建屋等内の適切に

離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所

に設置する設計とする。また，重大事故等

における条件に対する健全性を確保する設

計とする。 

地震に対して接続口は，「2. 地盤」に

基づく地盤に設置する建屋等内に設置する

設計とする。 

地震，津波及び火災に対しては，「3.1  

地震による損傷の防止」，「3.2  津波に

よる損傷の防止」及び「5. 火災等による損

傷の防止」に基づく設計とする。 
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溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

建屋の外から水，空気又は電力を供給する

可搬型重大事故等対処設備と常設設備との

接続口は，溢水，化学薬品漏えい及び火災

によって接続することができなくなること

を防止するため，それぞれ互いに異なる複

数の場所に設置する設計とする。 

接続口は，風(台風)，竜巻，凍結，高

温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物

学的事象，森林火災，塩害，航空機落下，

有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え

い，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆

発に対して健全性を確保する設計とする。 

接続口は，複数のアクセスルートを踏ま

えて自然現象，人為事象及び故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに対し

て建屋等内の適切に離隔した隣接しない位

置の異なる複数の場所に設置する設計とす

る。 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

等時に機能を期待する接続口は，「9.2.6 

地震を要因とする重大事故等に対する施設

の耐震設計」に基づく設計とする。 

接続口は，設計基準より厳しい条件の要

因となる事象の内的事象のうち配管の全周

破断に対して配管の全周破断の影響により

接続できなくなることを防止するため，漏

えいを想定するセル及びグローブボックス

内で漏えいした放射性物質を含む腐食性の

液体(溶液，有機溶媒等)に対して健全性を

確保する設計とする。 

環境条件に対する健全性については，常

設重大事故等対処設備として，「9.2.4 環

境条件等」に基づく設計とする。 

 

(2) 悪影響防止 

重大事故等対処設備は，再処理事業所内

の他の設備(安全機能を有する施設，当該重

大事故等対処設備以外の重大事故等対処設

備，MOX 燃料加工施設及び MOX 燃料加工施

設の重大事故等対処設備を含む。)に対して

悪影響を及ぼさない設計とする。 

重大事故等対処設備は，重大事故等にお

ける条件を考慮し，他の設備への影響とし

ては，重大事故等対処設備使用時及び待機

時の系統的な影響(電気的な影響を含
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む。)，内部発生飛散物による影響並びに竜

巻により飛来物となる影響を考慮し，他の

設備の機能に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

系統的な影響について，重大事故等対処

設備は，弁等の操作によって安全機能を有

する施設として使用する系統構成から重大

事故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前(通常時)の隔離若し

くは分離された状態から弁等の操作や接続

により重大事故等対処設備としての系統構

成とすること，他の設備から独立して単独

で使用可能なこと，安全機能を有する施設

として使用する場合と同じ系統構成で重大

事故等対処設備として使用すること等によ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

可搬型放水砲については，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化

建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への

放水により，当該設備の使用を想定する重

大事故時において必要となる屋外の他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

重大事故等対処設備からの内部発生飛散

物による影響については，回転機器の破損

を想定し，回転体が飛散することを防ぐこ

とで他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

重大事故等対処設備が竜巻により飛来物

となる影響については，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた建屋等内に設置

又は保管することで，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする，又は，風荷重を考

慮し，屋外に保管する可搬型重大事故等対

処設備は必要に応じて固縛等の措置をとる

ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設

ごとに要求される技術的要件(重大事故等に

対処するために必要な機能)を満たしつつ，

同じ敷地内に設置する MOX 燃料加工施設と

共用することにより安全性が向上し，か

つ，再処理施設及び MOX 燃料加工施設に悪

影響を及ぼさない場合には共用できる設計

とする。 
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9.2.3 個数及び容量 

(1) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等の収束において，想定する事象

及びその事象の進展等を考慮し，重大事故

等時に必要な目的を果たすために，事故対

応手段としての系統設計を行う。重大事故

等の収束は，これらの系統又はこれらの系

統と可搬型重大事故等対処設備の組合せに

より達成する。 

「容量」とは，タンク容量，伝熱容量，

発電機容量，計装設備の計測範囲及び作動

信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

への対処に十分に余裕がある容量を有する

設計とするとともに，設備の機能，信頼度

等を考慮し，動的機器の単一故障を考慮し

た予備を含めた個数を確保する設計とす

る。 

常設重大事故等対処設備のうち安全機能

を有する施設の系統及び機器を使用するも

のについては，安全機能を有する施設の容

量の仕様が，系統の目的に応じて必要とな

る容量に対して十分であることを確認した

上で，安全機能を有する施設としての容量

と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故

等への対処を本来の目的として設置する系

統及び機器を使用するものについては，系

統の目的に応じて必要な個数及び容量を有

する設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち，MOX 燃

料加工施設と共用する常設重大事故等対処

設備は，再処理施設及び MOX 燃料加工施設

における重大事故等の対処に必要となる個

数及び容量を有する設計とする。 

一つの接続口で複数の機能を兼用して使

用する場合には，それぞれの機能に必要な

容量が確保できる接続口を設ける設計とす

る。 

 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等の収束において，想定する事

象及びその事象の進展を考慮し，事故対応

手段としての系統設計を行う。重大事故等

の収束は，これらの系統の組合せ又はこれ

らの系統と常設重大事故等対処設備の組合
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せにより達成する。 

「容量」とは，ポンプ流量，タンク容

量，発電機容量，ボンベ容量，計測器の計

測範囲等とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目

的に応じて必要な容量に対して十分に余裕

がある容量を有する設計とするとともに，

設備の機能，信頼度等を考慮し，予備を含

めた保有数を確保する設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，複数

の機能を兼用することで，設置の効率化，

被ばくの低減が図れるものは，同時に要求

される可能性がある複数の機能に必要な容

量を合わせた設計とし，兼用できる設計と

する。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等への対処に必要な個数(必要数)に加え，

予備として故障時のバックアップ及び点検

保守による待機除外時のバックアップを合

わせて必要数以上確保する設計とする。 

また，再処理施設の特徴である同時に複

数の建屋に対し対処を行うこと及び対処の

制限時間等を考慮して，建屋内及び建屋近

傍で対処するものについては，複数の敷設

ルートに対してそれぞれ必要数を確保する

とともに，建屋内に保管するホースについ

ては 1本以上の予備を含めた個数を必要数

として確保する設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，臨界

事故，冷却機能の喪失による蒸発乾固，放

射線分解により発生する水素による爆発，

使用済燃料貯蔵槽等の冷却機能等の喪失に

対処する設備は，安全上重要な施設の安全

機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機

能喪失する重大事故等については，当該系

統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要

な設備を 1セット確保する設計とする。 

ただし，安全上重要な施設の安全機能の

喪失を想定した結果，その範囲が系統で機

能喪失する重大事故等については，当該系

統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要

な設備を 1セット確保する。 

また，安全上重要な施設以外の施設の機

器で発生するおそれがある場合についても

同様とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，MOX

燃料加工施設と共用する可搬型重大事故等

対処設備は，再処理施設及び MOX 燃料加工
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施設における重大事故等の対処に必要とな

る個数及び容量を有する設計とする。 

 

9.2.4 環境条件等 

(1) 環境条件 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外的事

象を要因とする重大事故等に対処するもの

それぞれに対して想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効

に発揮できるよう，その設置場所(使用場

所)及び保管場所に応じた耐環境性を有する

設計とするとともに，操作が可能な設計と

する。 

重大事故等時の環境条件については，重

大事故等における温度，圧力，湿度，放射

線，荷重に加えて，重大事故による環境の

変化を考慮した環境温度，環境圧力，環境

湿度による影響，重大事故等時に汽水を供

給する系統への影響，自然現象による影

響，人為事象の影響及び周辺機器等からの

影響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等が発生した場

合における機械的荷重に加えて，環境温

度，環境圧力及び自然現象による荷重を考

慮する。また，同一建屋内において同時又

は連鎖して発生を想定する重大事故等とし

ては，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び

放射線分解により発生する水素による爆発

を考慮する。系統的な影響を受ける範囲に

おいて互いの事象による温度及び圧力の影

響を考慮する。 

自然現象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波，風(台風)，竜巻，凍結，高温，

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的

事象，森林火災及び塩害を選定する。 

自然現象による荷重の組合せについて

は，地震，風(台風)，竜巻，積雪及び火山

の影響を考慮する。 

人為事象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展
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速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれのある事象として，敷

地内における化学物質の漏えい及び電磁的

障害を選定する。 

なお，これらの自然現象及び人為事象に

ついては，設計基準対象施設について考慮

する「3.3 外部からの衝撃による損傷の防

止」に示す条件を考慮する。 

重大事故等の要因となるおそれとなる事

業指定(変更許可)を受けた設計基準より厳

しい条件の要因となる事象の外的事象の地

震及び火山の影響（降下火砕物による積載

荷重）を考慮する。 

また，内的事象として，配管の全周破断

を考慮する。 

周辺機器等からの影響としては，地震，

火災，溢水，化学薬品漏えいによる波及的

影響及び内部発生飛散物を考慮する。ま

た，同時に発生する可能性のある MOX 燃料

加工施設における重大事故等による影響に

ついても考慮する。 

 

a. 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等が発生した場合における温度，

圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，そ

の機能が有効に発揮できるよう，その設置

場所(使用場所)に応じた耐環境性を有する

設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち，放射線

分解により発生する水素による爆発の発生

及有機溶媒等による火災又は爆発する機器

については，瞬間的に上昇する内部流体温

度及び内部流体圧力の影響により重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る常設重大事故等対処設備は，

重大事故等時における使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度，環境圧

力及び放射線を考慮した設計とする。 

同一建屋内において同時に発生を想定す

る冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射

線分解により発生する水素による爆発に対

して，これらの重大事故等に対処するため

の常設重大事故等対処設備は，系統的な影

響を受ける範囲において互いの重大事故等
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による温度，圧力，湿度，放射線及び荷重

に対して，重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水を通水するコンクリ

ート構造物については，腐食を考慮した設

計とする。 

地震に対して常設重大事故等対処設備

は，「3.1 地震による損傷の防止」に記載

する地震力による荷重を考慮して，重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

また，事業指定(変更許可)を受けた設計

基準より厳しい条件の要因となる外的事象

のうち地震に対して，地震を要因とする重

大事故等に対処するために重大事故等時に

機能を期待する常設重大事故等対処設備

は， 「9.2.6 地震を要因とする重大事故

等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とする。 

さらに，地震に対して常設重大事故等対

処設備は，当該設備周辺の機器等からの波

及的影響によって重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。また，

当該設備周辺の資機材の落下，転倒による

損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材の

落下防止，転倒防止，固縛の措置を行う設

計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，地震により機能が損なわれる場合，代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修理の対応を行う

こと，関連する工程の停止等又はこれらを

適切に組み合わせることにより，機能を損

なわない設計とする。代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない

期間で修理の対応を行うこと，関連する工

程を停止すること等については，保安規定

に定めて，管理する。 

溢水及び化学薬品の漏えいに対して常設

重大事故等対処設備は，想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して，機能を損なわ

ない高さへの設置，被水防護及び被液防護

を行うことにより，重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 
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火災に対して常設重大事故等対処設備

は，「5．火災等による損傷の防止」に基づ

く設計とすることにより，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，溢水，化学薬品漏えい及び火災による

損傷を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間

で修理の対応を行うこと，関連する工程の

停止等又はこれらを適切に組み合わせるこ

とにより，機能を損なわない設計とする。

代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理の対応を

行うこと，関連する工程を停止すること等

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

津波に対して常設重大事故等対処設備

は，「3.2 津波による損傷の防止」に基づ

く設計とする。 

屋内の常設重大事故等対処設備は，風(台

風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪及び火

山の影響に対して外部からの衝撃による損

傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精

製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，非常用

電源建屋，主排気筒管理建屋，第１保管

庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時

対策建屋及び洞道に設置し，重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台

風)，竜巻，積雪及び火山の影響に対して，

風(台風)及び竜巻による風荷重，積雪荷重

及び降下火砕物による積載荷重により重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

凍結，高温及び降水に対して屋外の常設

重大事故等対処設備は，凍結防止対策，高

温防止対策及び防水対策により，重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう
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ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，風(台風)，竜巻，積雪，火山の影響，

凍結，高温及び降水により機能が損なわれ

る場合，代替設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期間で修理の

対応を行うこと，関連する工程の停止等又

はこれらを適切に組み合わせることによ

り，機能を損なわない設計とする。代替設

備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間で修理の対応を行うこ

と，関連する工程を停止すること等につい

ては，保安規定に定めて，管理する。 

落雷に対して外部電源系統からの電気の

供給の停止及び非常用所内電源設備からの

電源の喪失(以下「全交流動力電源喪失」と

いう。)を要因とせずに発生する重大事故等

に対処する常設重大事故等対処設備は，直

撃雷及び間接雷を考慮した設計とする。 

直撃雷に対して，当該設備自体が構内接

地網と連接した避雷設備を有する設計とす

る又は構内接地網と連接した避雷設備を有

する建屋等に設置することにより，重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

間接雷に対して，雷サージによる影響を

軽減することにより，重大事故等への対処

に必要な機能を損なわない設計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，落雷により機能が損なわれる場合，代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修理の対応を行う

こと，関連する工程の停止等又はこれらを

適切に組み合わせることにより，機能を損

なわない設計とする。代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない

期間で修理の対応を行うこと，関連する工

程を停止すること等については，保安規定

に定めて，管理する。 

生物学的事象に対して常設重大事故等対

処設備は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入

を考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑

制することにより，重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 

森林火災に対して常設重大事故等対処設
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備は，防火帯の内側に設置することによ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，常設重大事故等対処設備の重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，森林火災発生時に消防車による事前散

水による延焼防止を図るとともに代替設備

により機能を損なわない設計とする。消防

車による事前散水を含む火災防護計画を，

保安規定に定めて，管理する。 

塩害に対して屋内の常設重大事故等対処

設備は，換気設備の建屋給気ユニットへの

粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む

施設の防食処理により，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 

また，屋外の常設重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は受電開閉設備の絶縁性の維持対策によ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

敷地内における化学物質の漏えいに対し

て屋外の常設重大事故等対処設備は，機能

を損なわない高さへの設置，被液防護を行

うことにより，重大事故等への対処に必要

な機能を損なわない設計とする。 

電磁的障害に対して常設重大事故等対処

設備は，重大事故等時においても電磁波に

より重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について常設重大

事故等対処設備は，内部発生飛散物に対し

て当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の

損壊による飛散物の影響を考慮し，影響を

受けない位置へ設置することにより重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，内部発生飛散物を考慮して，代替設備
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により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間で修理の対応を行うこと，

関連する工程の停止等又はこれらを適切に

組み合わせることにより，機能を損なわな

い設計とする。 

代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理の対応を

行うこと，関連する工程を停止すること等

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の外的事象

のうち火山の影響(降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等)及び積雪に対し

て常設重大事故等対処設備は，火山の影響

(降下火砕物による積載荷重，フィルタの目

詰まり等)に対してはフィルタ交換，清掃及

び除灰，積雪に対しては除雪を踏まえて影

響がないよう重大事故等への対処に必要な

機能を維持する設計とする。積雪に対する

除雪，火山の影響(降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等)に対するフィル

タ交換，清掃及び除灰については，保安規

定に定めて，管理する。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の内的事象

のうち配管の全周破断に対して常設重大事

故等対処設備は，漏えいを想定するセル及

びグローブボックス内で漏えいした放射性

物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒

等)により重大事故等への対処に必要な機能

を損なわない設計とする。 

常設重大事故等対処設備は，同時に発生

する可能性のある MOX 燃料加工施設におけ

る重大事故等による建屋外の環境条件の影

響を受けない設計とする。 

重大事故等対処設備において，主たる流

路の機能を維持できるよう，主たる流路に

影響を与える範囲について，主たる流路と

同一又は同等の規格で設計する。 

 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合における温

度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮

し，その機能が有効に発揮できるよう，そ

の設置場所(使用場所)及び保管場所に応じ

た耐環境性を有する設計とする。 
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使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る可搬型重大事故等対処設備

は，重大事故等時における使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度，環

境圧力及び放射線を考慮した設計とする。 

同一建屋内において同時に発生を想定す

る冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射

線分解により発生する水素による爆発に対

して，これらの重大事故等に対処するため

の可搬型重大事故等対処設備は，系統的な

影響を受ける範囲において互いの重大事故

等による温度，圧力，湿度，放射線及び荷

重に対して，重大事故等への対処に必要な

機能を損なわない設計とする。 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水を通水する又は尾駮

沼で使用する可搬型重大事故等対処設備

は，耐腐食性材料を使用する設計とする。

また，尾駮沼から直接取水する際の異物の

流入防止を考慮した設計とする。 

地震に対して可搬型重大事故等対処設備

は，「3.1 地震による損傷の防止」に記載

する地震力による荷重を考慮して，当該設

備の落下防止，転倒防止，固縛の措置を講

ずる設計とする。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる外的事象のうち

地震に対して，地震を要因とする重大事故

等に対処するために重大事故等時に機能を

期待する可搬型重大事故等対処設備は，

「9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とす

る。 

さらに，当該設備周辺の機器等からの波

及的影響によって重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。また，

当該設備周辺の資機材の落下，転倒による

損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材の

落下防止，転倒防止，固縛の措置を行う設

計とする。 

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

可搬型重大事故等対処設備は，溢水及び化

学薬品漏えいに対しては想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して機能を損なわな

い高さへの設置又は保管，被水防護及び被

液防護を行うことにより，火災に対しては

「9.2.7  可搬型重大事故等対処設備の内

部火災に対する防護方針」に基づく火災防
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護を行うことにより，重大事故等への対処

に必要な機能を損なわない設計とする。 

津波に対して可搬型重大事故等対処設備

の保管場所は，「3.2 津波による損傷の防

止」に示す津波による影響を受けない位置

に保管する設計とする。 

また，可搬型重大事故等対処設備の据付

けは，津波による影響を受けるおそれのな

い場所を選定することとし，使用時に津波

による影響を受けるおそれのある場所に据

付ける場合は，津波に対して重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積

雪及び火山の影響に対して屋内の可搬型重

大事故等対処設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる建屋等内に保管し，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い設計とする。 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，風

(台風)及び竜巻に対して風(台風)及び竜巻

による風荷重を考慮し，必要により当該設

備又は当該設備を収納するものに対して転

倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設

計とする。 

ただし，固縛する屋外の可搬型重大事故

等対処設備のうち，地震時の移動を考慮し

て，地震後の機能を維持する設備は，余長

を有する固縛で拘束することにより，重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

積雪及び火山の影響に対して屋外の可搬

型重大事故等対処設備は，積雪荷重，降下

火砕物による積載荷重，フィルタの目詰ま

り等を考慮し，損傷防止措置として除雪，

フィルタ交換，清掃，除灰及び屋内への配

備を実施することにより，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわないよう維持す

る設計とする。除雪，フィルタ交換，清

掃，除灰及び屋内への配備を実施すること

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

凍結，高温及び降水に対して屋外の可搬

型重大事故等対処設備は，凍結防止対策，

高温防止対策及び防水対策により，重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

落雷に対して全交流動力電源喪失を要因

5534



  

ロ-254 

重
事
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類八） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

とせずに発生する重大事故等に対処する可

搬型重大事故等対処設備は，直撃雷を考慮

した設計とする。 

直撃雷に対して，構内接地網と連接した

避雷設備で防護される範囲内に保管する又

は構内接地網と連接した避雷設備を有する

建屋等に保管することにより，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

生物学的事象に対して可搬型重大事故等

対処設備は，鳥類，昆虫類，小動物及び水

生植物の付着又は侵入を考慮し，これら生

物の侵入を防止又は抑制することにより，

重大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。 

森林火災に対して可搬型重大事故等対処

設備は，防火帯の内側に保管することによ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，可搬型重大事故等対処設備の重

大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い設計とする。 

塩害に対して屋内の可搬型重大事故等対

処設備は，換気設備の建屋給気ユニットへ

の粒子フィルタの設置，直接外気を取り込

む施設の防食処理により，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

また，屋外の可搬型重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は絶縁性の維持対策により，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

敷地内における化学物質の漏えいに対し

て屋外の可搬型重大事故等対処設備は，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い高さへの設置，被液防護を行うことによ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

電磁的障害に対して可搬型重大事故等対

処設備は，重大事故等時においても電磁波

により重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について可搬型重

大事故等対処設備は，内部発生飛散物に対

して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽
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の損壊による飛散物の影響を考慮し，影響

を受けない位置へ保管することにより重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の外的事象

のうち火山の影響(降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等)及び積雪に対し

て可搬型重大事故等対処設備は，火山の影

響(降下火砕物による積載荷重，フィルタの

目詰まり等)に対してはフィルタ交換，清

掃，除灰及び可搬型重大事故等対処設備を

屋内への配備，積雪に対しては除雪を踏ま

えて影響がないよう重大事故等への対処に

必要な機能を維持する設計とする。積雪に

対する除雪，火山の影響(降下火砕物による

積載荷重，フィルタの目詰まり等)に対する

フィルタ交換，清掃，除灰及び屋内への配

備については，保安規定に定めて，管理す

る。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の内的事象

のうち，配管の全周破断に対して可搬型重

大事故等対処設備は，漏えいを想定するセ

ル及びグローブボックス内で漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶

媒等)により重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない場所に保管する設計とす

る。 

可搬型重大事故等対処設備は，同時に発

生する可能性のある MOX 燃料加工施設にお

ける重大事故等による建屋外の環境条件の

影響を受けない設計とする。 

 

(2) 重大事故等対処設備の設置場所 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作及び

復旧作業に支障がないように，線量率の高

くなるおそれの少ない場所の選定，当該設

備の設置場所への遮蔽の設置等により当該

設備の設置場所で操作可能な設計，放射線

の影響を受けない異なる区画若しくは離れ

た場所から遠隔で操作可能な設計，又は遮

蔽設備を有する中央制御室，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊

急時対策所で操作可能な設計とする。 

 

(3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 
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可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合においても設

置及び常設設備との接続に支障がないよう

に，線量率の高くなるおそれの少ない設置

場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽

の設置等により当該設備の設置場所で操作

可能な設計，遮蔽設備を有する中央制御

室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室並びに緊急時対策所で操作可能な

設計により，当該設備の設置及び常設設備

との接続が可能な設計とする。 

 

 

9.2.5 操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

重大事故等対処設備は，手順書の整備，

訓練・教育により，想定される重大事故等

が発生した場合においても，確実に操作で

き，事業指定(変更許可)申請書「八、再処

理施設において核燃料物質が臨界状態にな

ることその他の事故が発生した場合におけ

る当該事故に対処するために必要な施設及

び体制の整備に関する事項」ハで考慮した

要員数と想定時間内で，アクセスルートの

確保を含め重大事故等に対処できる設計と

する。これらの運用に係る体制，管理等に

ついては，保安規定に定めて，管理する。 

 

a. 操作の確実性 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作を確

実なものとするため，重大事故等における

条件を考慮し，操作する場所において操作

が可能な設計とする。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作

空間を確保するとともに，確実な操作がで

きるよう，必要に応じて操作足場を設置す

る。また，防護具，可搬型照明は重大事故

等時に迅速に使用できる場所に配備するこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

現場操作において工具を必要とする場合

は，一般的に用いられる工具又は専用の工

具を用いて，確実に作業ができる設計とす

る。工具は，作業場所の近傍又はアクセス

ルートの近傍に保管できる設計とする。可

搬型重大事故等対処設備は運搬・設置が確

実に行えるよう，人力又は車両等による運

搬，移動ができるとともに，必要により設
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置場所にてアウトリガの張出し又は輪留め

による固定等が可能な設計とする。 

現場の操作スイッチは非常時対策組織要

員の操作性を考慮した設計とする。また，

電源操作が必要な設備は，感電防止のため

露出した充電部への近接防止を考慮した設

計とする。 

現場において人力で操作を行う弁等は，

手動操作が可能な設計とする。 

現場での接続操作は，ボルト・ネジ接

続，フランジ接続又はより簡便な接続方式

等，接続方式を統一することにより，速や

かに，容易かつ確実に接続が可能な設計と

する。 

現場操作における誤操作防止のために重

大事故等対処設備には識別表示を設置する

設計とする。 

また，重大事故等に対処するために迅速

な操作を必要とする機器は，必要な時間内

に操作できるように中央制御室での操作が

可能な設計とする。制御盤の操作器具は非

常時対策組織要員の操作性を考慮した設計

とする。 

想定される重大事故等において操作する

重大事故等対処設備のうち動的機器は，そ

の作動状態の確認が可能な設計とする。 

 

b. 系統の切替性 

重大事故等対処設備のうち本来の用途(安

全機能を有する施設としての用途等)以外の

用途として重大事故等に対処するために使

用する設備は，通常時に使用する系統から

速やかに切替操作が可能なように，系統に

必要な弁等を設ける設計とする。 

 

c. 可搬型重大事故等対処設備の常設設備と

の接続性 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と

接続するものについては，容易かつ確実に

接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用

することができるよう，ケーブルはボル

ト・ネジ接続又はより簡便な接続方式を用

いる設計とし，配管・ダクト・ホースは口

径並びに内部流体の圧力及び温度等の特性

に応じたフランジ接続又はより簡便な接続

方式を用いる設計とする。また，同一ポン

プを接続するホースは，流量に応じて口径

を統一すること等により，複数の系統での
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接続方式を考慮した設計とする。 

 

d. 再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路

の確保 

想定される重大事故等が発生した場合に

おいて，可搬型重大事故等対処設備の保管

場所から設置場所への運搬及び接続場所へ

の敷設，又は他の設備の被害状況を把握す

るため，再処理事業所内の屋外道路及び屋

内通路をアクセスルートとして確保できる

よう，以下の設計とする。 

アクセスルートは，環境条件として考慮

した事象を含め，自然現象，人為事象，溢

水，化学薬品の漏えい及び火災を考慮して

も，運搬，移動に支障をきたすことのない

よう，迂回路も考慮して複数のアクセスル

ートを確保する設計とする。 

アクセスルートに対する自然現象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波(敷地に遡上する津波を含む。)，

洪水，風(台風)，竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び

森林火災を選定する。 

アクセスルートに対する人為事象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれのある事象として選定

する航空機落下，敷地内における化学物質

の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火

災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故

意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムに対して，迂回路も考慮した複数のア

クセスルートを確保する設計とする。 

なお，洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突

については立地的要因により設計上考慮す

る必要はない。落雷及び電磁的障害に対し

ては，道路面が直接影響を受けることはな

いことからアクセスルートへの影響はな

い。生物学的事象に対しては，容易に排除

可能なため，アクセスルートへの影響はな

い。 

屋外のアクセスルートは，「3.1  地震
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による損傷の防止」にて考慮する地震の影

響(周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及

び道路面のすべり)，その他自然現象による

影響(風(台風)及び竜巻による飛来物，積雪

並びに火山の影響)及び人為事象による影響

(航空機落下，爆発)を想定し，複数のアク

セスルートの中から状況を確認し，早急に

復旧可能なアクセスルートを確保するた

め，障害物を除去可能なホイールローダを

３台使用する。ホイールローダは，必要数

として３台に加え，予備として故障時及び

点検保守による待機除外時のバックアップ

を４台，合計７台を保有数とし，分散して

保管する設計とする。 

屋外のアクセスルートは，地震による屋

外タンクからの溢水及び降水に対しては，

道路上への自然流下も考慮した上で，通行

への影響を受けない箇所に確保する設計と

する。 

屋外のアクセスルートは，「3.1 地震に

よる損傷の防止」にて考慮する地震の影響

による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり

で崩壊土砂が広範囲に到達することを想定

した上で，ホイールローダにより崩壊箇所

を復旧する又は迂回路を確保する設計とす

る。 

不等沈下等に伴う段差の発生が想定され

る箇所においては，段差緩和対策を行う設

計とする。 

屋外のアクセスルートは，考慮すべき自

然現象のうち凍結及び積雪に対して，車両

はタイヤチェーン等を装着することにより

通行性を確保できる設計とする。 

屋内のアクセスルートは，「3.1 地震に

よる損傷の防止」の地震を考慮した建屋等

に複数確保する設計とする。 

屋内のアクセスルートは，津波に対して

立地的要因によりアクセスルートへの影響

はない。 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び

人為事象として選定する風(台風)，竜巻，

凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空

機落下，敷地内における化学物質の漏え

い，近隣工場等の火災，爆発，有毒ガス及

び電磁的障害に対して，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた建屋等内に確保

する設計とする。 
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再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路

を確保するために，上記の設計に加え，以

下を保安規定に定めて，管理する。 

・尾駮沼取水場所Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ又

は二又川取水場所Ａ(以下「敷地外水源」

という。)の取水場所及び取水場所への屋

外のアクセスルートに遡上するおそれの

ある津波に対しては，津波警報の解除後

に対応を開始すること。また，津波警報

の発令を確認時にこれらの場所において

対応中の場合に備え，非常時対策組織要

員及び可搬型重大事故等対処設備を一時

的に退避すること。 

・屋外のアクセスルートは，「3.1 地震に

よる損傷の防止」にて考慮する地震の影

響による周辺斜面の崩壊，道路面のすべ

りによる崩壊土砂及び不等沈下等に伴う

段差の発生が想定される箇所において

は，ホイールローダにより復旧するこ

と。 

・屋外のアクセスルートは，考慮すべき自

然現象のうち凍結及び積雪に対して，道

路については，融雪剤を配備すること。 

・敷地内における化学物質の漏えいに対し

て薬品防護具を配備し，必要に応じて着

用すること。 

・屋外のアクセスルートは，考慮すべき自

然現象及び人為事象のうち森林火災及び

近隣工場等の火災に対しては，消防車に

よる初期消火活動を行うこと。 

・屋内のアクセスルートにおいては，機器

からの溢水及び化学薬品漏えいを考慮

し，防護具を配備し，必要に応じて着用

すること。また，地震時に通行が阻害さ

れないように，アクセスルート上の資機

材の落下防止，転倒防止及び固縛の措置

並びに火災の発生防止対策を実施するこ

と。 

・屋外及び屋内のアクセスルートにおいて

は，被ばくを考慮した放射線防護具の配

備を行い，移動時及び作業時の状況に応

じて着用すること。また，夜間及び停電

時の確実な運搬や移動のため可搬型照明

を配備すること。 

 

(2) 試験・検査性 

重大事故等対処設備は，通常時におい

て，重大事故等への対処に必要な機能を確
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認するための試験又は検査並びに当該機能

を健全に維持するための保守及び修理が実

施できるよう，機能・性能の確認，漏えい

の有無の確認，分解点検等ができる構造と

する。 

試験又は検査は，使用前事業者検査，定

期事業者検査，自主検査等が実施可能な設

計とする。また，保守及び修理は，維持活

動としての点検(日常の運転管理の活用を含

む。)，取替え，保修等が実施可能な設計と

する。 

再処理施設の運転中に待機状態にある重

大事故等対処設備は，再処理施設の運転に

大きな影響を及ぼす場合を除き，定期的な

試験又は検査ができる設計とする。また，

多様性又は多重性を備えた系統及び機器に

あっては，各々が独立して試験又は検査並

びに保守及び修理ができる設計とする。 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確

認が必要な設備は，原則として分解・開放

(非破壊検査を含む。)が可能な設計とし，

機能・性能確認，各部の経年劣化対策及び

日常点検を考慮することにより，分解・開

放が不要なものについては外観の確認が可

能な設計とする。 

 

9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計 

(1)  地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計の基本方針 

基準地震動Ｓｓを超える地震動に対して

機能維持が必要な施設については，重大事

故等対処施設及び安全機能を有する施設の

耐震設計における設計方針を踏襲し，重大

事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故

等の状態で施設に作用する荷重等を考慮

し，基準地震動Ｓｓの 1.2 倍の地震力に対

して，必要な機能が損なわれるおそれがな

いことを目的として，以下のとおり耐震設

計を行う。 

a. 事業指定(変更許可)における重大事故の

発生を仮定する際の条件の設定及び重大事

故の発生を仮定する機器の特定において，

基準地震動Ｓｓの 1.2 倍の地震動を考慮し

た際に機能維持できる設計とした設備(以

下「起因に対し発生防止を期待する設備」

という。)は，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍し

た地震力に対して，静的な閉じ込め機能，
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崩壊熱等の除去機能，核的制限値の維持機

能及び転倒・落下防止機能を損なわない設

計とする。 

起因に対し発生防止を期待する設備を設

置する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって設置する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，起因に対し発生防止を期待する設備を

支持できる設計とする。 

b. 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する常設重大事故等対処設備(以下「対

処する常設重大事故等対処設備」という。)

は，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に

対して，想定する重大事故等を踏まえ，崩

壊熱除去，水素掃気，放出経路の維持及び

放出抑制等の地震を要因として発生する重

大事故等に対処するために必要な機能を損

なわない設計とする。 

対処する常設重大事故等対処設備は，基

準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力によって

設置する建物・構築物に生じる変形等の地

震影響を考慮し，地震を要因として発生す

る重大事故等に対処するために必要な機能

が維持できる設計とする。 

対処する常設重大事故等対処設備を設置

する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって設置する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，対処する常設重大事故等対処設備を支

持できる設計並びに重大事故等の対処に係

る操作場所及びアクセスルートが保持でき

る設計とする。 

c. 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する可搬型重大事故等対処設備(以下

「対処する可搬型重大事故等対処設備」と

いう。)は，各保管場所における基準地震動

Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，想定す

る重大事故等を踏まえ，崩壊熱除去，水素

掃気，放出経路の維持及び放出抑制等の地

震を要因として発生する重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわないよう，

転倒しないよう固縛等の措置を講ずるとと

もに，動的機器については加振試験等によ

り地震を要因として発生する重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれない

設計とする。また，ホース等の静的機器

は，複数の保管場所に分散して保管するこ

とにより，地震を要因として発生する重大
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事故等に対処するために必要な機能を損な

わない設計とする。 

対処する可搬型重大事故等対処設備を保

管する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって保管する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，保管場所，操作場所及びアクセスルー

トが保持できる設計とする。 

 

起因に対し発生防止を期待する設備，対

処する常設重大事故等対処設備及び対処す

る可搬型重大事故等対処設備は，個別の設

備の機能や設計を踏まえて，地震を要因と

する重大事故等時において，基準地震動Ｓ

ｓを 1.2 倍した地震力による影響によっ

て，機能を損なわない設計とする。 

 

(2) 地震力の算定方法 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計に用いる動的

地震力は，「第１章 3.自然現象等」にお

ける「3.1.1(3)b.(a)入力地震動」の解放

基盤表面で定義する基準地震動Ｓｓの加速

度を 1.2 倍した地震動により算定した地震

力を適用する。 

 

(3) 荷重の組合せと許容限界 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計における荷重

の組合せと許容限界は，以下によるものと

する。 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計においては，

必要な機能である崩壊熱除去，水素掃気，

放出経路の維持，放出抑制，操作場所及び

アクセスルートの保持機能，保管場所の保

持機能，支持機能等を維持する設計とす

る。 

建物・構築物に要求される操作場所及び

アクセスルートの保持機能，保管場所の保

持機能並びに支持機能については，基準地

震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，当

該機能が要求される施設の構造強度を確保

することで機能を維持できる設計とする。 

機器・配管系に要求される崩壊熱除去，

水素掃気，放出経路の維持及び放出抑制等

については，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した

地震力に対して，当該機能が要求される施
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設の構造強度を確保することで機能を維持

できる設計とする。 

また，機器・配管系に要求される崩壊熱

除去，水素掃気，放出経路の維持及び放出

抑制については，構造強度を確保するとと

もに，当該機能が要求される各施設の特性

に応じて許容限界を適切に設定することで

機能を維持できる設計とする。 

可搬型設備に要求される崩壊熱除去，水

素掃気，放出経路の維持及び放出抑制，支

援機能等については，可搬型設備の特性に

応じて，構造強度を確保する又は当該機能

が要求される各施設の特性に応じて許容限

界を適切に設定することで機能が維持でき

る設計とする。 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に

示す。 

(a) 建物・構築物 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「a. 

耐震設計上考慮する状態」の「(b)重大事故

等対処施設」に基づく設計とし，その場合

において「重大事故等」を「地震を要因と

する重大事故等」に読み替えて適用する。

なお，対処する可搬型重大事故等対処設備

を保管する重大事故等対処施設の建物・構

築物も同様に適用する。 

(b) 機器・配管系 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「a. 

耐震設計上考慮する状態」の「(b) 重大事

故等対処施設」に基づく設計とし，その場

合において「重大事故等」を「地震を要因

とする重大事故等」に読み替えて適用す

る。 

(c) 可搬型設備 

イ. 通常時の状態 

当該設備を保管している状態。 

ロ. 地震を要因とする重大事故等時の状態 

再処理施設が，地震を要因とする重大事

故等に至るおそれがある事故又は地震を要

因とする重大事故等の状態で，対処する可

搬型重大事故等対処設備の機能を必要とす

る状態。 

ハ. 設計用自然条件 

屋外に保管している場合に設計上基本的

に考慮しなければならない自然条件（積
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雪，風）。 

 

b. 荷重の種類 

(a) 建物・構築物 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「b. 

荷重の種類」の「(b) 重大事故等対処施

設」に基づく設計とし，その場合において

「重大事故等」を「地震を要因とする重大

事故等」に，「地震力」を「基準地震動 Ss

を 1.2 倍した地震力」と読み替えて適用す

る。なお，対処する可搬型重大事故等対処

設備を保管する重大事故等対処施設の建

物・構築物も同様に適用する。 

(b) 機器・配管系 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「b. 

荷重の種類」の「(b) 重大事故等対処施

設」に基づく設計とし，その場合において

「重大事故等」を「地震を要因とする重大

事故等」に，「地震力」を「基準地震動 Ss

を 1.2 倍した地震力」と読み替えて適用す

る。 

(c) 可搬型設備 

イ. 通常時に作用している荷重 

通常時に作用している荷重は持続的に生

じる荷重であり，自重及び積載荷重とす

る。 

ロ. 地震を要因とする重大事故等時の状態で

施設に作用する荷重 

対処する可搬型重大事故等対処設備は，

保管状態であることから重大事故等起因の

荷重は考慮しない。 

ハ. 対処する可搬型重大事故等対処設備の保

管場所における地震力，積雪荷重及び風荷

重 

対処する可搬型重大事故等対処設備の保

管場所における地震力を考慮する。屋外に

保管する設備については，積雪荷重及び風

荷重も考慮する。 

 

c. 荷重の組合せ 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と他

の荷重との組合せは以下によるものとす

る。 

(a) 建物・構築物 

イ． 起因に対し発生防止を期待する設備が設

置される重大事故等対処施設の建物・構築
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物については，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），運転

時の状態で施設に作用する荷重，積雪荷重

及び風荷重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した

地震力とを組み合わせる。 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設又は対処する可搬

型重大事故等対処設備が保管される重大事

故等対処施設の建物・構築物については，

常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），運転時の状態で施設

に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と基

準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力とを組み

合わせる。 

ハ．対処する常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設又は対処する可搬

型重大事故等対処設備が保管される重大事

故等対処施設の建物・構築物については，

常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及

び重大事故等時の状態で施設に作用する荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間

及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，

適切な地震力と組み合わせる。この組み合

わせについては，事故事象の発生確率，継

続時間及び地震動の年超過確率の積等を考

慮し，工学的，総合的に勘案の上設定す

る。なお，継続時間については対策の成立

性も考慮した上で設定し，常時作用してい

る荷重のうち，土圧及び水圧については，

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力，弾性

設計用地震動による地震力と組み合わせる

場合は，当該地震時の土圧及び水圧とす

る。 

(b) 機器・配管系 

イ． 起因に対し発生防止を期待する設備に係

る機器・配管系については，常時作用して

いる荷重及び運転時の状態で施設に作用す

る荷重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震

力とを組み合わせる。 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機

器・配管系については，常時作用している

荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷

重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と

を組み合わせる。 

ハ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機

器・配管系については，常時作用している

荷重，運転時の異常な過渡変化時の状態，
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設計基準事故時の状態及び重大事故等時の

状態で施設に作用する荷重は，その事故事

象の発生確率，継続時間及び地震動の年超

過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組

み合わせる。この組み合わせについては，

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動

の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総

合的に勘案の上設定する。なお，継続時間

については対策の成立性も考慮した上で設

定し，屋外に設置される施設については，

建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重

を組み合わせる。 

(c) 可搬型設備 

イ. 対処する可搬型重大事故等対処設備は，

通常時に作用している荷重と対処する可搬

型重大事故等対処設備の保管場所における

地震力とを組み合わせる。 

ロ. 対処する可搬型重大事故等対処設備の耐

震計算の荷重の組合せの考え方について，

保管状態であることから重大事故等起因の

荷重は考慮しない。ただし，屋外に設置さ

れる施設については，建物・構築物と同様

に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

d. 荷重の組合せ上の留意事項 

イ．ある荷重の組合せ状態での評価が，その他

の荷重の組合せ状態と比較して明らかに厳

しいことが判明している場合には，その他

の荷重の組合せ状態での評価は行わないこ

とがある。 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備を支持す

る建物・構築物の当該部分の支持機能を確

認する場合においては，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力と常時作用している荷重

及びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

ハ．積雪荷重については，屋外に設置されてい

る施設のうち，積雪による受圧面積が小さ

い施設や，常時作用している荷重に対して

積雪荷重の割合が無視できる施設を除き，

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力との組

み合わせを考慮する。 

ニ．風荷重については，屋外の直接風を受ける

場所に設置されている施設のうち，風荷重

の影響が地震荷重と比べて相対的に無視で

きないような構造，形状及び仕様の施設に

おいては，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地

震力との組み合わせを考慮する。 

 

e. 許容限界 
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 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と他

の荷重とを組み合わせた状態に対する許容

限界は，以下のとおりとする。 

(a) 起因に対し発生防止を期待する設備 

放射性物質の保持機能を維持する設備の

機能の確保に対しては，内包する放射性物

質（液体，気体，固体）の閉じ込めバウン

ダリを構成する部材のき裂や破損により漏

えいしない設計とする。核的制限値（寸

法）を維持する設備の機能の確保に対して

は，地震による変形等により臨界に至らな

い設計とする。落下・転倒防止機能を維持

する設備の機能の確保に対しては，放射性

物質（固体）を内包する容器等を搬送する

設備の破損により，容器等が落下又は転倒

しない設計とする。ガラス固化体の崩壊熱

除去機能の確保に対しては，収納管及び通

風管の破損により冷却空気流路が閉塞しな

い設計とする。 

 

上記の各機能を維持するために確保する

構造強度の許容限界は，基準地震動Ｓｓの

1.2 倍の地震力に対して，塑性域に達する

ひずみが生じた場合であっても，その量が

小さなレベルに留まって破断延性限界に十

分な余裕を有し，その施設の機能に影響を

及ぼすことがない限界に応力，荷重を制限

する値とする。それ以外を適用する場合は

各機能が維持できる許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込

め機能が維持できる許容限界を適切に設定

する。 

 

(b) 対処する常設重大事故等対処設備 

対処する常設重大事故等対処設備の崩壊

熱除去，水素掃気，放出経路の維持，放出

抑制等の地震を要因として発生する重大事

故等に対処するために必要な機能を維持す

るために確保する構造強度の許容限界は，

基準地震動Ｓｓの 1.2 倍の地震力に対し

て，塑性域に達するひずみが生じた場合で

あっても，その量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し，その

施設の機能に影響を及ぼすことがない限界

に応力，荷重を制限する値とする。それ以

外を適用する場合は，各機能が維持できる

許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱
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除去，水素掃気，放出経路の維持，放出抑

制等の維持が必要な設備については，その

機能が維持できる許容限界を適切に設定す

る。 

 

(c) 対処する可搬型重大事故等対処設備 

対処する可搬型重大事故等対処設備の許

容限界は，保管する対処する可搬型重大事

故等対処設備の構造を踏まえて設定する。 

取付ボルト等の構造強度は，基準地震動

Ｓｓの 1.2 倍の地震力に対し，塑性域に達

するひずみが生じた場合であっても，その

量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影

響を及ぼすことがない限界に応力，荷重を

制限する値とする。それ以外を適用する場

合は各機能が維持できる許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱

除去，水素掃気，放出経路の維持，放出抑

制等の維持が必要な設備については，その

機能が維持できる許容限界を適切に設定す

る。 

 

(d) 起因に対し発生防止を期待する設備及び

対処する常設重大事故等対処設備を設置す

る建物・構築物並びに対処する可搬型重大

事故等対処設備を保管する建物・構築物 

起因に対し発生防止を期待する設備及び

対処する常設重大事故等対処設備を設置す

る建物・構築物並びに対処する可搬型重大

事故等対処設備を保管する建物・構築物

は，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に

対し，建物・構築物全体としての変形能力

（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時

の変形等の地震影響を考慮しても，地震を

要因とする重大事故等に対する重大事故等

対処施設の機能が維持できる設計とする。

その上で，耐震評価においては，地震を要

因とする重大事故等に対する重大事故等対

処施設の必要な機能が発揮できることを確

認するため，機能維持に必要となる施設の

部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することを確

認する。 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対

する荷重又は応力を漸次増大していくと

き，その変形又はひずみが著しく増加する

に至る限界の最大耐力とし，既往の実験式
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等に基づき適切に定めるものとする。 

 

9.2.7 可搬型重大事故等対処設備の内部火災に

対する防護方針 

可搬型重大事故等対処設備は，共通要因

によって設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備

の重大事故等に対処するために必要な機能

と同時にその重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれることがないことを

求められている。 

再処理施設の重大事故等対処設備の内部

火災に対する設計方針については，「5.火

災等による損傷の防止」に示すとおりであ

り，これを踏まえた，上記の可搬型重大事

故等対処設備に求められる設計方針を達成

するための内部火災に対する防護方針を以

下に示す。 

 

(1) 可搬型重大事故等対処設備の火災発生防

止 

可搬型重大事故等対処設備を保管する建

屋内，建屋近傍，外部保管エリアは，発火

性物質又は引火性物質を内包する設備に対

する火災発生防止を講ずるとともに，発火

源に対する対策，水素に対する換気及び漏

えい検出対策及び接地対策，並びに電気系

統の過電流による過熱及び焼損の防止対策

を講ずる設計とする。 

 

(2) 不燃性又は難燃性材料の使用 

可搬型重大事故等対処設備は，可能な限

り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設

計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用

が技術上困難な場合は，代替材料を使用す

る設計とする。また，代替材料の使用が技

術上困難な場合は，当該可搬型重大事故等

対処設備における火災に起因して，他の可

搬型重大事故等対処設備の火災が発生する

ことを防止するための措置を講ずる設計と

する。 

 

(3) 落雷，地震等の自然現象による火災の発

生防止 

敷地及びその周辺での発生の可能性，可

搬型重大事故等対処設備への影響度，事象

進展速度や事象進展に対する時間余裕の観

点から，重大事故等時に可搬型重大事故等
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対処設備に影響を与えるおそれがある事象

として，地震，津波，風(台風)，竜巻，凍

結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選

定する。 

 

風(台風)，竜巻及び森林火災は，それぞ

れの事象に対して重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なうことのないよう

に，自然現象から防護する設計とすること

で，火災の発生を防止する。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の

影響に対しては，侵入防止対策によって影

響を受けない設計とする。 

津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学

的事象及び塩害は，発火源となり得る自然

現象ではなく，火山の影響についても，火

山から再処理施設に到達するまでに降下火

砕物が冷却されることを考慮すると，発火

源となり得る自然現象ではない。 

したがって，再処理施設で火災を発生さ

せるおそれのある自然現象として，落雷，

地震，竜巻(風(台風)を含む)及び森林火災

によって火災が発生しないように，火災防

護対策を講ずる設計とする。 

 

(4) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，可搬型

重大事故等対処設備に対する火災の影響を

限定し，早期の火災感知及び消火を行うた

めの火災感知設備及び消火設備を設置する

設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼ

すおそれのある火災を早期に感知するとと

もに，火災の発生場所を特定するために，

固有の信号を発する異なる種類の火災感知

器又は同等の機能を有する機器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火

災の二次的影響が重大事故等対処設備に及

ばないよう適切に配置する設計とする。 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏ま

え，想定される火災の性質に応じた容量の

消火剤を備える設計とする。 

火災時の消火活動のため，大型化学高所

放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末

消防車を配備する設計とする。 
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重大事故等への対処を行う屋内のアクセ

スルートには，重大事故等が発生した場合

のアクセスルート上の火災に対して初期消

火活動ができるよう消火器を配備し，初期

消火活動については保安規定に定めて，管

理する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所の

うち，火災発生時の煙又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるところには，固

定式消火設備を設置することにより，消火

活動が可能な設計とする。 

消火設備の現場盤操作等に必要な照明器

具として，蓄電池を内蔵した照明器具を設

置する設計とする。 

 

(5) 火災感知設備及び消火設備に対する自然

現象の考慮 

火災感知設備及び消火設備は，地震等の

自然現象によっても，火災感知及び消火の

機能，性能が維持されるよう，凍結，風水

害，地震時の地盤変位を考慮した設計とす

る。 
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(b) 重大事故等対処設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.2  重大事故等対処設備 

9.2.1 重大事故等対処設備に対する設計方針 

再処理施設は，重大事故に至るおそれが

ある事故が発生した場合において，重大事

故の発生を防止するために，また，重大事

故が発生した場合においても，重大事故の

拡大を防止するため，及び再処理施設を設

置する事業所(再処理事業所)外への放射性

物質の異常な水準の放出を防止するため

に，重大事故等対処設備を設けるととも

に，必要な運用上の措置等を講ずる設計と

する。 

重大事故等対処設備は，想定する重大事

故等の環境条件を考慮した上で期待する機

能が発揮できる設計とする。また，重大事

故等対処設備が機能を発揮するために必要

な系統(供給源から供給先まで，経路を含

む。)で構成する。 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設

ごとに要求される技術的要件(重大事故等に

対処するために必要な機能)を満たしつつ，

同じ敷地内に設置する MOX 燃料加工施設と

共用することにより安全性が向上し，か

つ，再処理施設及び MOX 燃料加工施設に悪

影響を及ぼさない場合には共用できる設計

とする。重大事故等対処設備を共用する場

合には，MOX 燃料加工施設の重大事故等へ

の対処を考慮した個数及び容量を確保す

る。また，同時に発生する MOX 燃料加工施

設の重大事故等による環境条件の影響につ

いて考慮する。 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外部か

らの影響による機能喪失の要因となる事象

(以下「外的事象」という。)を要因とする

重大事故等に対処するものについて，常設

のものと可搬型のものがあり，以下のとお

り分類する。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

対処設備のうち常設のものをいう。また，

常設重大事故等対処設備であって耐震重要

施設に属する安全機能を有する施設が有す

る機能を代替するものを「常設耐震重要重

大事故等対処設備」，常設重大事故等対処
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設備であって常設耐震重要重大事故等対処

設備以外のものを「常設耐震重要重大事故

等対処設備以外の常設重大事故等対処設

備」という。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等対処設備のうち可搬型のものをいう。 

なお，「再処理施設の技術基準に関する

規則」第 43 条(放射性物質の漏えいに対処

するための設備)については，再処理施設に

おいて液体状，固体状及び気体状の放射性

物質に関する閉じ込め機能の喪失が発生し

た場合においても，放射性物質の漏えいは

発生が想定されないことから，放射性物質

の漏えいに対処するための設備は設置しな

い。 

重大事故等対処設備は，設計，材料の選

定，製作及び検査にあたっては，現行国内

法規に基づく規格及び基準によるものとす

るが，必要に応じて，使用実績があり，信

頼性の高い国外規格及び基準によるものと

する。重大事故等対処設備の維持管理にあ

たっては，保安規定に基づく要領類に従

い，施設管理計画における保全プログラム

を策定し，設備の維持管理を行う。なお，

重大事故等対処設備を構成する設備，機器

のうち，一般消耗品又は設計上交換を想定

している部品(安全に係わる設計仕様に変更

のないもので，特別な工事を要さないもの

に限る。)及び通信連絡設備，安全避難通路

(照明設備)等の「原子力施設の保安のため

の業務に係る品質管理に必要な体制の基準

に関する規則」で定める一般産業用工業品

については，適切な時期に交換を行うこと

で設備の維持管理を行う。 

再処理施設は，重大事故に至るおそれが

ある事故が発生した場合において，重大事

故の発生を防止するために，また，重大事

故が発生した場合においても，重大事故の

拡大を防止するため，及び再処理施設を設

置する事業所（再処理事業所）外への放射

性物質の異常な水準の放出を防止するため

に，必要な運用上の措置等を講ずることを

保安規定に定めて，管理する。 

なお，重大事故等対処設備並びに核物質

防護及び保障措置の設備は，設備間におい

て相互影響を考慮した設計とする。 
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(ｲ) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

1) 多様性，位置的分散 

重大事故等対処設備は，共通要因の特性

を踏まえた設計とする。共通要因として

は，重大事故等における条件，自然現象，

人為事象，周辺機器等からの影響及びロ

(７)(ⅱ)(b)-１「八、ハ．（３） (ⅰ)

（ａ） 重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機

器の特定」に記載する設計基準より厳しい

条件の要因となる事象を考慮する。 

 

共通要因のうち重大事故等における条件

については，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，圧力，湿度，放射

線及び荷重を考慮する。 

 

共通要因のうち自然現象として，地震，

津波，風（台風），竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災及び塩害を選定する。自然現

象による荷重の組合せについては，地震，

風（台風），ロ(７)(ⅱ)(b)-２積雪及び火

山の影響を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通要因のうち人為事象として，航空機落

下，有毒ガス，敷地内における化学物質の

漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災及

び爆発を選定する。故意による大型航空機

の衝突その他のテロリズムについては，可

搬型重大事故等対処設備による対策を講ず

ることとする。 

 

共通要因のうち周辺機器等からの影響と

して地震，溢水，化学薬品漏えい，火災に

よる波及的影響及び内部発生飛散物を考慮

する。 

(1) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

ａ．多様性，位置的分散 

重大事故等対処設備は，共通要因の特性を踏ま

えた設計とする。共通要因としては，重大事故等

における条件，自然現象，人為事象，溢水，化学

薬品漏えい，火災及び「添付書類八 6．6.1 重大

事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事

故の発生を仮定する機器の特定」に記載する安全

機能を有する施設の設計において想定した規模よ

りも大きい規模（以下「設計基準より厳しい条

件」という。）の要因となる事象を考慮する。 

 

共通要因のうち重大事故等における条件につい

ては，想定される重大事故等が発生した場合にお

ける温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮す

る。 

 

共通要因のうち自然現象については，地震，津

波に加え，敷地及びそ の周辺での発生実績の有無

に関わらず，国内外の基準や文献等に基づ き収集

した洪水，風（台風），竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的

事象，森林火災及び塩害等の事象を考慮する。そ

の上で，これらの事象のうち，敷地及びその周辺

での発生 の可能性，重大事故等対処設備への影響

度，事象進展速度や事象進展 に対する時間余裕の

観点から，重大事故等対処設備に影響を与えるお 

それがある事象として，地震，津波，風（台

風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火

山の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害を 選

定する。自然現象による荷重の組合せについて

は，地震，風（台 風），積雪及び火山の影響を考

慮する。 

 

共通要因のうち人為事象については，国内外の

文献等から抽出し，さらに事業指定基準規則の解

釈第９条に示される飛来物（航空機落下），有毒

ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的

障害，近隣工場 等の火災，爆発，ダムの崩壊，船

舶の衝突及び故意による大型航空機 の衝突その他

のテロリズムを考慮する。その上で，これらの事

象のう ち，敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影 響度，事象進展速度や

事象進展に対する時間余裕の観点から，重大事 故

等対処設備に影響を与えるおそれのある事象とし

て，航空機落下， 有毒ガス，敷地内における化学

物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災及

9.2.2 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

(1) 多様性，位置的分散 

重大事故等対処設備は，共通要因の特性

を踏まえた設計とする。共通要因として

は，重大事故等における条件，自然現象，

人為事象，周辺機器等からの影響及びロ

(７)(ⅱ)(b)-１事業指定(変更許可)を受け

た設計基準より厳しい条件の要因となる事

象を考慮する。 

 

 

共通要因のうち重大事故等における条件

については，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，圧力，湿度，放射

線及び荷重を考慮する。 

 

 

共通要因のうち自然現象として，地震，

津波，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災及び塩害を選定する。自然現

象による荷重の組合せについては，地震，

風(台風)，ロ(７)(ⅱ)(b)-２竜巻，積雪及

び火山の影響を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通要因のうち人為事象として，航空機

落下，有毒ガス，敷地内における化学物質

の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災

及び爆発を選定する。故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムについては，

可搬型重大事故等対処設備による対策を講

ずることとする。 

 

共通要因のうち周辺機器等からの影響と

して地震，溢水，化学薬品漏えい，火災に

よる波及的影響及び内部発生飛散物を考慮

する。 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１同義

であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

２を詳細に記載してお

り整合している。 
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共通要因のうちロ(７)(ⅱ)(b)-３「八、

ハ．（３）(ⅰ)（ａ） 重大事故の発生を

仮定する際の条件の設定及び重大事故の発

生を仮定する機器の特定」に記載する設計

基準より厳しい条件の要因となる事象につ

いては，外的事象として地震，火山の影響

を考慮する。また，内的事象として配管の

全周破断を考慮する。 

 

 

 

 

 

ⅰ) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-４設計基準事故に対処する

ための設備の安全機能と共通要因によって

同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限

り多様性，独立性，位置的分散を考慮して

適切な措置を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

び爆発を選定する。故意による大型航空機の衝突

その他の テロリズムについては，可搬型重大事故

等対処設備による対策を講じることとする。 

 

共通要因のうち周辺機器等からの影響として地

震，溢水，化学薬品漏えい，火災による波及的影

響及び内部発生飛散物を考慮する。 

 

共通要因のうち「添付書類八  6．6.1  重大事

故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故

の発生を仮定する機器の特定」に記載する設計基

準より厳しい条件の要因となる事象については，

外的事象として地震，火山の影響（降下火砕物に

よる積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川の

水位降下を考慮する。また，内的事象として動的

機器の多重故障，多重誤作動，多重誤操作（以下

「動的機器の多重故障」という。），長時間の全

交流動力電源の喪失及び配管の全周破断を考慮す

る。 

 

(a) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，設計基準事故に

対処するための設備の安全機能と共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多

様性，独立性，位置的分散を考慮して適切な措

置を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通要因のうちロ(７)(ⅱ)(b)-３事業指

定(変更許可)を受けた設計基準より厳しい

条件の要因となる事象については，外的事

象の地震，火山の影響を考慮する。また，

内的事象として配管の全周破断を考慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-４共通要因によって設計基準

事故に対処するための設備の安全機能と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り

多様性，独立性，位置的分散を考慮して適

切な措置を講ずる設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５ただし，内的事象を要

因とする重大事故等へ対処する常設重大事

故等対処設備のうち安全上重要な施設以外

の安全機能を有する施設と兼用する常設重

大事故等対処設備は，代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない

期間で修理の対応を行うこと，関連する工

程の停止等又はこれらを適切に組み合わせ

ることにより，機能を損なわない設計とす

る。代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で修理の対応

を行うこと，関連する工程を停止すること

等については，保安規定に定めて，管理す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

３と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４は，業

変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

４と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

５を集約し，保安規定

に定めて管理すること

を明確化記載であり，

同義であり整合してい

る。 
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重大事故等における条件に対して常設重

大事故等対処設備は，想定される重大事故

等が発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重を考慮し，その機能を

確実に発揮できる設計とする。 

 

 

 

常設重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-６「イ．（１） 敷地の面

積及び形状」に基づく地盤に設置し，地

震，津波及び火災に対して常設重大事故等

対処設備は，「ロ．（５）(ⅱ) 重大事故

等対処施設の耐震設計」，「ロ．（６） 

耐津波構造」及び「ロ．（４） (ⅱ) 重

大事故等対処施設の火災及び爆発防止」に

基づく設計とする。 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

等時に機能を期待する常設重大事故等対処

設備は，ロ(７)(ⅱ)(b)-７「（ホ） 地

震を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計」に基づく設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，地震により機能が

損なわれる場合，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間

での修理の対応を行うこと，関連する工程

の停止等又はこれらを適切に組み合わせる

ことにより，その機能を確保する。 

 

また，溢水，化学薬品漏えい及び火災並

びに設計基準より厳しい条件の要因となる

内的事象の配管の全周破断に対して常設重

大事故等対処設備は，設計基準事故に対処

するための設備の安全機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，可能な

限り位置的分散を図るか又は溢水，化学薬

品漏えい及び火災並びに設計基準より厳し

い条件の要因となる内的事象の配管の全周

重大事故等における条件に対して常設重大事

故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，圧力，湿度，放射線及

び荷重を考慮し，その機能を確実に発揮できる

設計とする。重大事故等における条件に対する

健全性については，「(3)  環境条件等」に記載

する。 

 

常設重大事故等対処設備は，「添付書類四  

4．4.6  基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価」

に基づく地盤に設置し，地震，津波及び火災に

対しては，「1.6.2  重大事故等対処施設の耐震

設計」，「1.8  耐津波設計」及び「1.5.2  重

大事故等対処施設に対する火災及び爆発の防止

に関する設計」に基づく設計とする。 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる外的事

象のうち地震に対して，地震を要因とする重大

事故等に対処する常設重大事故等対処設備は,

「(5)  地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計」に基づく設計とする。地震，津

波及び火災に対する健全性については，「(3)  

環境条件等」に記載する。ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故

等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全

機能を有する施設と兼用する常設重大事故等対

処設備は，地震により機能が損なわれる場合，

代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間での修理の対応を行うこと

又はこれらを適切に組み合わせることにより，

その機能を確保する。また，上記機能が確保で

きない場合に備え，関連する工程を停止する等

の手順を整備する。また，溢水，化学薬品漏え

い，火災及び設計基準より厳しい条件の要因と

なる内的事象の配管の全周破断に対して常設重

大事故等対処設備は，設計基準事故に対処する

ための設備の安全機能と同時にその機能が損な

われるおそれがないよう，可能な限り位置的分

散を図るか又は溢水，化学薬品漏えい，火災及

び配管の全周破断に対する常設重大事故等対処

設備の健全性については，「(3)  環境条件等」

に記載する。ただし，内的事象を要因とする重

大事故等へ対処する常設重大事故等対処設備の

うち安全上重要な施設以外の安全機能を有する

施設と兼用する常設重大事故等対処設備は，溢

重大事故等における条件に対して常設重

大事故等対処設備は，想定される重大事故

等が発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重を考慮し，その機能を

確実に発揮できる設計とする。 

 

 

常設重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-6「2. 地盤」に基づく地盤

に設置し，地震，津波及び火災に対して

は，「3.1  地震による損傷の防止」，

「3.2  津波による損傷の防止」及び「5. 

火災等による損傷の防止」に基づく設計と

する。 

 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

等時に機能を期待する常設重大事故等対処

設備は, ロ(７)(ⅱ)(b)-７「9.2.6 地震

を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，溢水，化学薬品漏えい及び火災並

びに設計基準より厳しい条件の要因となる

内的事象の配管の全周破断に対して常設重

大事故等対処設備は，設計基準事故に対処

するための設備の安全機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，可能な

限り位置的分散を図るか又は溢水，化学薬

品漏えい及び火災並びに設計基準より厳し

い条件の要因となる内的事象の配管の全周

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

６と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

７と同義であり整合し

ている。 
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破断に対して健全性を確保する設計とす

る。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，溢水，化学薬品漏

えい及び火災による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修理等の対応を行う

こと関連する工程の停止等又はそれらを適

切に組み合わせることで，重大事故等に対

処するための機能を損なわない設計とす

る。 

 

常設重大事故等対処設備は，風（台

風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落

雷，火山の影響，生物学的事象，森林火

災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内

における化学物質の漏えい，電磁的障害，

近隣工場等の火災及び爆発に対する健全性

を確保する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間で修理等の対応を行うこと，関連す

る工程の停止等，損傷防止措置又はそれら

を適切に組み合わせることで，重大事故等

に対処するための機能を損なわない設計と

する。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５森林火災に対して外

的事象を要因として発生した場合に対処す

るための可搬型重大事故等対処設備を確保

しているものは，可搬型重大事故等対処設

備により重大事故等に対処するための機能

を損なわない設計とするとともに，損傷防

止措置として消防車による事前散水による

延焼防止の措置により機能を維持する。 

 

周辺機器等からの影響のうち内部発生飛

水，化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮

して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修理の対応を行

うこと又はこれらを適切に組み合わせることに

より，その機能を確保する。また，上記機能が

確保できない場合に備え，関連する工程を停止

する等の手順を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故等対処設備は，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空機落

下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏え

い，電磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に

対する健全性について，「(3)  環境条件等」に

記載する。ただし，内的事象を要因とする重大

事故等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施

設と兼用する常設重大事故等対処設備は，竜

巻，落雷，火山の影響及び航空機落下による損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間での修理の

対応を行うこと又はこれらを適切に組み合わせ

ることにより，その機能を確保する。また，上

記機能が確保できない場合に備え，関連する工

程を停止する等の手順を整備する。森林火災に

対して外的事象を要因として発生した場合に対

処するための可搬型重大事故等対処設備を確保

しているものは，可搬型重大事故等対処設備に

より重大事故等に対処するための機能を損なわ

ない設計とするとともに，損傷防止措置として

消防車による事前散水による延焼防止の措置に

より機能を維持する。 

 

 

 

 

 

周辺機器等からの影響のうち内部発生飛散物

に対しては，回転羽の損壊により飛散物を発生

破断に対して健全性を確保する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故等対処設備は，風(台風)，

竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火

山の影響，生物学的事象，森林火災，塩

害，航空機落下，有毒ガス，敷地内におけ

る化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工

場等の火災及び爆発に対する健全性を確保

する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺機器等からの影響のうち内部発生飛

散物に対して，回転羽の損壊により飛散物
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散物に対して，回転羽の損壊により飛散物

を発生させる回転機器について回転体の飛

散を防止する設計とし，常設重大事故等対

処設備が機能を損なわない設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，内部発生飛散物を

考慮して，代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間で修理

等の対応を行うこと，関連する工程の停止

等又はそれらを適切に組み合わせること

で，重大事故等に対処するための機能を損

なわない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-８設計基準より厳しい

条件の要因となる外的事象のうち火山の影

響（降下火砕物による積載荷重），積雪に

対して，損傷防止措置として実施する除

灰，除雪を踏まえて影響がないよう機能を

維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

させる回転機器について回転体の飛散を防止す

る設計とし，常設重大事故等対処設備が機能を

損なわない設計とする。ただし，内的事象を要

因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等

対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機

能を有する施設と兼用する常設重大事故等対処

設備は，内部発生飛散物を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修理の対応を行うこと又はこれ

らを適切に組み合わせることにより，その機能

を確保する。また，上記機能が確保できない場

合に備え，関連する工程を停止する等の手順を

整備する。 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による

積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川

の水位降下に対して常設重大事故等対処設備

は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，

フィルタの目詰まり等）に対してはフィルタ交

換，清掃及び除灰する手順を，森林火災及び草

原火災に対しては消防車による初期消火活動 を

行う手順を，積雪に対しては除雪する手順を，

干ばつ及び湖若しく は川の水位降下に対しては

再処理工程を停止した上で必要に応じて外 部か

らの給水を行う手順を整備することにより，設

計基準事故に対処するための設備の安全機能と

同時にその機能が損なわれないことから，設計

上の考慮は不要である。設計基準より厳しい条

件のうち動的機器 の多重故障に対して常設重大

事故等対処設備は，当該動的機器の多重 故障の

影響を受けないことから，設計上の考慮は不要

である。設計基 準より厳しい条件の要因となる

事象の内的事象のうち長時間の全交流 動力電源

の喪失に対して常設重大事故等対処設備は，長

時間の全交流 動力電源の喪失の影響を受けない

ことから，設計上の考慮は不要である。 

 

周辺機器等からの影響のうち地震に対して常

設重大事故等対処設備は，当該設備周辺の機器

等からの波及的影響によって機能を損なわない

設計とする。また，当該設備周辺の資機材の落

下，転倒による損傷を考慮して，当該設備周辺

の資機材の落下防止，転倒防止，固縛の措置を

を発生させる回転機器について回転体の飛

散を防止する設計とし，常設重大事故等対

処設備が機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2.4 環境条件等 

(1) 環境条件 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

ロ(７)(ⅱ)(b)-８事業指定(変更許可)を

受けた設計基準より厳しい条件の要因とな

る事象の外的事象のうち火山の影響(降下火

砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり

等)及び積雪に対して常設重大事故等対処設

備は，火山の影響(降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等)に対してはフィ

ルタ交換，清掃及び除灰，積雪に対しては

除雪を踏まえて影響がないよう重大事故等

への対処に必要な機能を維持する設計とす

る。積雪に対する除雪，火山の影響(降下火

砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり

等)に対するフィルタ交換，清掃及び除灰に

ついては，保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-８は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

８と同義であり整合し

ている。 
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ⅱ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-９設計基準事故に対処する

ための設備の安全機能又は常設重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必

要な機能と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，共通要

因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独

立性，位置的分散を考慮して適切な措置を

講ずる設計とする。 

 

また，可搬型重大事故等対処設備は，地

震，津波，その他の自然現象又は故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズム，

設計基準事故に対処するための設備及び重

大事故等対処設備の配置その他の条件を考

慮した上で常設重大事故等対処設備と異な

る保管場所に保管する設計とする。 

 

重大事故等における条件に対して可搬型

重大事故等対処設備は，想定される重大事

故等が発生した場合における温度，圧力，

湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能

を確実に発揮できる設計とする。 

 

 

 

行う。内部発生飛散物に対して常設重大事故等

対処設備は，周辺機器等からの回転羽の損壊に

よる飛散物により設計基準事故に対処するため

の設備の安全機能と同時にその機能が損なわれ

るおそれがないよう，可能な限り位置的分散を

図る。内部発生飛散物に対する健全性につい

て，「(3)  環境条件等」に記載する。ただし，

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常

設重大事故等対処設備のうち安全上重要な施設

以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重

大事故等対処設備は，内部発生飛散物を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理等の対応を行

うこと又はこれらを適切に組み合わせることに

より，その機能を確保する。また，上記機能が

確保できない場合に備え，関連する工程を停止

する等の手順を整備する。 

 

 

 

(b) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故

に対処するための設備の安全機能又は常設重大

事故等対処設備の重大事故等に対処するために

必要な機能と共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，共通要因の特

性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置

的分散を考慮して適切な措置を講ずる設計とす

る。 

 

 

また，可搬型重大事故等対処設備は，地震，

津波，その他の自然現象又は故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズム，設計基準事故

に対処するための設備及び重大事故等対処設備

の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事

故等対処設備と異なる保管場所に保管する設計

とする。 

 

重大事故等における条件に対して可搬型重大

事故等対処設備は，想定 される重大事故等が発

生した場合における温度，圧力，湿度，放射

線，荷重を考慮し，その機能を確実に発揮でき

る設計とする。重大事故等時における条件に対

する健全性については，「(3) 環境条件等」に

記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境条件に対する健全性については，

「9.2.4 環境条件等」に基づく設計とす

る。 

 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-９共通要因によって設計基準

事故に対処するための設備の安全機能又は

常設重大事故等対処設備の重大事故等に対

処するために必要な機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，共通要因

の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立

性，位置的分散を考慮して適切な措置を講

ずる設計とする。 

 

可搬型重大事故等対処設備は，地震，津

波，その他の自然現象又は故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズム，設計基

準事故に対処するための設備及び重大事故

等対処設備の配置その他の条件を考慮した

上で常設重大事故等対処設備と異なる保管

場所に保管する設計とする。 

 

重大事故等における条件に対して可搬型

重大事故等対処設備は，想定される重大事

故等が発生した場合における温度，圧力，

湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能

を確実に発揮できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-９は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

９と同義であり整合し

ている。 
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屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，「ロ(７)(ⅱ)(b)-１０イ．（１） 

敷地の面積及び形状」に基づく地盤に設置

された建屋等に位置的分散することによ

り，設計基準事故に対処するための設備の

安全機能又は常設重大事故等対処設備の重

大事故等に対処するために必要な機能と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよ

うに保管する設計とする。 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１１転倒しないこ

とを確認する，又は必要により固縛等の処

置をするとともに，「ロ．（５）(ⅱ) 重

大事故等対処施設の耐震設計」の地震によ

り生ずる敷地下斜面のすべり，液状化又は

揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き

上がり，地盤支持力の不足，地中埋設構造

物の損壊等により必要な機能を喪失しない

複数の保管場所に位置的分散することによ

り，設計基準事故に対処するための設備の

安全機能又は常設重大事故等対処設備の重

大事故等に対処するために必要な機能と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよ

うに保管する設計とする。 

 

また，設計基準より厳しい条件の要因と

なる外的事象のうち地震に対して，地震を

要因とする重大事故等に対処するために重

大事故等時に機能を期待する可搬型重大事

故等対処設備は, ロ(７)(ⅱ)(b)-１２

「（ホ） 地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とす

る。 

津波に対して可搬型重大事故等対処設備

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１３「ロ．（６） 

耐津波構造」に基づく津波による損傷を防

止した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備

は，「添付書類四 4．4.6  基礎地盤及び周辺斜

面の安定性評価」に基づく地盤に設置する前処

理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化

建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建 

屋，非常用電源建屋，主排気筒管理建屋，第１

保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時

対策建屋及び洞道に位置的分散することによ 

り，設計基準事故に対処するための設備の安全

機能又は常設重大事故 等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時にその機 能

が損なわれるおそれがないように保管する設計

とする。屋外に保管する可搬型重大事故等対処

設備は，転倒しないことを確認する，又は必要

により固縛等の処置をするとともに，「1.6.2  

重大事故等対処施 設の耐震設計」の地震により

生じる敷地下斜面のすべり，液状化又は 揺すり

込みによる不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地

盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等の影

響を受けない複数の保管場所に位置的分散する

ことにより，設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重

大事故等に対処するために必要な機能と同時に

その機能が損なわれるおそれがないように保管

する設計とする。また，設計基準より厳しい条

件の要因となる外的事象のうち地震 に対して，

地震を要因とする重大事故等に対処するために

重大事故等 時に機能を期待する可搬型重大事故

等対処設備は,「(5)  地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計と

する。津波 に対して可搬型重大事故等対処設備

は，「1.8  耐津波設計」に基づく津波による損

傷を防止した設計とする。火災に対して可搬型

重大事故等対処設備は,「(6)  可搬型重大事故

等対処設備の内部火災に対する防 護方針」に基

づく火災防護を行う。地震，津波，火災，溢

水，化学薬 品漏えい，内部発生飛散物，設計基

準より厳しい条件の要因となる内 的事象の配管

の全周破断に対する健全性については，「(3)  

環境条件等」に記載する。溢水，化学薬品漏え

い，内部発生飛散物，設計基準より厳しい条件

の要因となる内的事象の配管の全周破断に対し

て可搬 型重大事故等対処設備は，設計基準事故

に対処するための設備の安全機能と同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう，可能な限

り位置的分散を図る。 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１０「2. 地盤」に

基づく地盤に設置された建屋等に位置的分

散することにより，設計基準事故に対処す

るための設備の安全機能又は常設重大事故

等対処設備の重大事故等に対処するために

必要な機能と同時にその機能が損なわれる

おそれがないように保管する設計とする。 

 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１１「3.1  地震に

よる損傷の防止」に示す地震により，転倒

しないことを確認する，又は必要により固

縛等の措置をするとともに，「3.1  地震

による損傷の防止」の地震により生ずる敷

地下斜面のすべり，液状化又は揺すり込み

による不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地

盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等

により必要な機能を喪失しない複数の保管

場所に位置的分散することにより，設計基

準事故に対処するための設備の安全機能又

は常設重大事故等対処設備の重大事故等に

対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないように保管す

る設計とする。 

また，事業指定(変更許可)を受けた設計

基準より厳しい条件の要因となる外的事象

のうち地震に対して，地震を要因とする重

大事故等に対処するために重大事故等時に

機能を期待する可搬型重大事故等対処設備

は, ロ(７)(ⅱ)(b)-１２「9.2.6 地震を

要因とする重大事故等に対する施設の耐震

設計」に基づく設計とする。 

津波に対して可搬型重大事故等対処設備

の保管場所については，ロ(７)(ⅱ)(b)-１

３「3.2  津波による損傷の防止」に示す

津波による影響を受けない位置に設置する

設計とする。 

また，可搬型重大事故等対処設備の据付

けは，津波による影響を受けるおそれのな

い場所を選定することとし，使用時に津波

による影響を受けるおそれのある場所に据

付ける場合は，津波に対して重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１０は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１０と同

義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１１は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１１と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１２は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１２と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１３は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１３を具

体的に記載しており整

合している。 
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火災に対して可搬型重大事故等対処設備

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１４「（ヘ） 可搬

型重大事故等対処設備の内部火災に対する

防護方針」に基づく火災防護を行う。 

 

 

 

溢水，化学薬品漏えい，内部発生飛散

物，設計基準より厳しい条件の要因となる

内的事象の配管の全周破断に対して可搬型

重大事故等対処設備は，設計基準事故に対

処するための設備の安全機能と同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう，可能

な限り位置的分散を図る。 

 

 

 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，自然現象及び人為事象に対して風

（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積

雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森

林火災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷

地内における化学物質の漏えい，電磁的障

害，近隣工場等の火災及び爆発に対して，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た建屋等内に保管し，かつ，設計基準事故

に対処するための設備の安全機能又は常設

重大事故等対処設備の重大事故等に対処す

るために必要な機能と同時にその機能を損

なわれるおそれがないよう，設計基準事故

に対処するための設備又は常設重大事故等

対処設備を設置する場所と異なる場所に保

管する設計とする。 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，自然現象，人為事象及び故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムに対

して，設計基準事故に対処するための設備

の安全機能又は常設重大事故等対処設備の

重大事故等に対処するために必要な機能と

同時にその機能を損なわれるおそれがない

よう，設計基準事故に対処するための設備

又は常設重大事故等対処設備これらを考慮

して設置される建屋の外壁から 100ｍ以上

の離隔距離を確保した場所に保管するとと

もに異なる場所にも保管することで位置的

分散を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備

は，自然現象及び人為事象に対して風（台

風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，

火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，

航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物

質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災及

び爆発に対して，外部からの衝撃による損傷の

防止が図られた建屋等内に保管し，かつ，設計

基準事故に対処するための設備の安全機能又は

常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処す

るために必要な機能と同時にその機能を損なわ

れるおそれがないよう，設計基準事故に対処す

るための設備又は常設重大事故等対処設備を設

置する場所と異なる場所に保管する設計とす

る。 

 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備

は，自然現象，人為事象及び故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムに対して，設計

基準事故に対処するための設備の安全機能又は

常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処す

るために必要な機能と同時にその機能を損なわ

れるおそれがないよう，設計基準事故に対処す

るための設備又は常設重大事故等対処設備これ

らを考慮して設置される建屋の外壁から 100 ｍ

以上の離隔距離を確保した場所に保管するとと

もに異なる場所にも保管することで位置的分散

を図る。また，屋外に設置する設計基準事故に

対処するための設備からも 100ｍ以上の離隔距

火災に対して可搬型重大事故等対処設備

は, ロ(７)(ⅱ)(b)-１４「5．火災等によ

る損傷の防止」に基づく設計とするととも

に，「9.2.7  可搬型重大事故等対処設備

の内部火災に対する防護方針」に基づく火

災防護を行う設計とする。 

 

溢水，化学薬品漏えい，火災，内部発生

飛散物及び設計基準より厳しい条件の要因

となる内的事象の配管の全周破断に対して

可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事

故に対処するための設備の安全機能又は常

設重大事故等対処設備の重大事故等に対処

するために必要な機能と同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，可能な限り

位置的分散を図る設計とする。 

 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガ

ス，敷地内における化学物質の漏えい，電

磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対

して，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建屋等内に保管し，かつ，設計基

準事故に対処するための設備の安全機能又

は常設重大事故等対処設備の重大事故等に

対処するために必要な機能と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，設計基

準事故に対処するための設備又は常設重大

事故等対処設備を設置する場所と異なる場

所に保管する設計とする。 

 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，自然現象，人為事象及び故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムに対

して，設計基準事故に対処するための設備

の安全機能又は常設重大事故等対処設備の

重大事故等に対処するために必要な機能と

同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，設計基準事故に対処するための設備

又は常設重大事故等対処設備を設置する建

屋の外壁から 100ｍ以上の離隔距離を確保

した場所に保管するとともに異なる場所に

も保管することで位置的分散を図る設計と

する。 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１４と同

義であり整合してい

る。 
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また，屋外に設置する設計基準事故に対

処するための設備からも 100ｍ以上の離隔

距離を確保する。 

 

 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，風（台風），竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガ

ス，敷地内における化学物質の漏えい，電

磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対

して健全性を確保する設計とする。 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１５ただし，設計基準

より厳しい条件の要因となる外的事象のう

ち火山の影響（降下火砕物による積載荷

重），積雪に対しては，損傷防止措置とし

て実施する除灰，除雪を踏まえて影響がな

いよう機能を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）可搬型重大事故等対処設備と常設重大事

故等対処設備の接続口 

建屋等の外から水，空気又は電力を供給

する可搬型重大事故等対処設備と常設設備

との接続口は，共通要因によって接続する

ことができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置す

る設計とする。 

 

離を確保する。可搬型重大事故等対処設備を保

管する外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた建屋等及び屋外に保管する可搬型重大事故

等対処設備に対する健全性については，「(3)  

環境条件等」に記載する。 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による

積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川

の水位降下に対して可搬型 重大事故等対処設備

は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，

フ ィルタの目詰まり等）に対してはフィルタ交

換，清掃及び除灰する手順を，森林火災及び草

原火災に対しては消防車による初期消火活動を 

行う手順を，積雪に対しては除雪する手順を，

干ばつ及び湖若しくは 川の水位降下に対しては

再処理工程を停止した上で必要に応じて外部 か

らの給水を行う手順を整備することにより，設

計基準事故に対処するための設備の安全機能と

同時にその機能が損なわれないことから， 設計

上の考慮は不要である。設計基準より厳しい条

件のうち動的機器の多重故障に対して可搬型重

大事故等対処設備は，当該動的機器の多 重故障

の影響を受けないことから，設計上の考慮は不

要である。設計基準より厳しい条件の要因とな

る事象の内的事象のうち長時間の全交 流動力電

源の喪失に対して可搬型重大事故等対処設備

は，長時間の全交流動力電源の喪失の影響を受

けないことから，設計上の考慮は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)  可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等

対処設備の接続口 

建屋等の外から水，空気又は電力を供給する

可搬型重大事故等対処設備と常設設備との接続

口は，共通要因によって接続することができな

くなることを防止するため，それぞれ互いに異

なる複数の場所に設置する設計とする。 

 

 

また，屋外に設置する設計基準事故に対

処するための設備からも 100ｍ以上の離隔

距離を確保する設計とする。 

 

 

 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設

備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガ

ス，敷地内における化学物質の漏えい，電

磁的障害，近隣工場等の火災及び爆発に対

して健全性を確保する設計とする。 

 

9.2.4 環境条件等 

(1) 環境条件 

a. 常設重大事故等対処設備 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１５事業指定(変更許可)

を受けた設計基準より厳しい条件の要因と

なる事象の外的事象のうち火山の影響(降下

火砕物による積載荷重，フィルタの目詰ま

り等)及び積雪に対して可搬型重大事故等対

処設備は，火山の影響(降下火砕物による積

載荷重，フィルタの目詰まり等)に対しては

フィルタ交換，清掃，除灰及び可搬型重大

事故等対処設備を屋内への配備，積雪に対

しては除雪を踏まえて影響がないよう重大

事故等への対処に必要な機能を維持する設

計とする。積雪に対する除雪，火山の影響

(降下火砕物による積載荷重，フィルタの目

詰まり等)に対するフィルタ交換，清掃，除

灰及び屋内への配備については，保安規定

に定めて，管理する。 

 

環境条件に対する健全性については，

「9.2.4 環境条件等」に基づく設計とす

る。 

 

c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事

故等対処設備の接続口 

建屋等の外から水，空気又は電力を供給

する可搬型重大事故等対処設備と常設設備

との接続口は，共通要因によって接続する

ことができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１５

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１５と同

義であり整合してい

る。 
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接続口は，重大事故等における条件に対

して，想定される重大事故等が発生した場

合における温度，圧力，湿度，放射線及び

荷重を考慮し，その機能を確実に発揮でき

る設計とするとともに，建屋等内の適切に

離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所

に設置する。 

また，重大事故等における条件に対する

健全性を確保する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１６接続口は，「イ．

（１） 敷地の面積及び形状」に基づく地

盤に設置する建屋等内に設置し，地震，津

波及び火災に対して，「ロ．（５）(ⅱ) 

重大事故等対処施設の耐震設計」，「ロ．

（６） 耐津波構造」及び「ロ．（４）

(ⅱ) 重大事故等対処施設の火災及び爆発

防止」に基づく設計とする。 

 

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

建屋の外から水，空気又は電力を供給する

可搬型重大事故等対処設備と常設設備との

接続口は，溢水，化学薬品漏えい及び火災

によって接続することができなくなること

を防止するため，それぞれ互いに異なる複

数の場所に設置する設計とする。 

 

接続口は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１７自然現象

及び人為事象に対して，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，

航空機落下，有毒ガス，敷地内における化

学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等

の火災及び爆発に対して健全性を確保する

設計とする。 

 

接続口は，複数のアクセスルートを踏ま

えて自然現象，人為事象及び故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに対し

て建屋等内の適切に離隔した隣接しない位

置の異なる複数の場所に設置する。 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

重大事故等における条件に対して接続口は，

想定される重大事故等が発生した場合における

温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，

その機能を確実に発揮できる設計とする。重大

事故等における条件に対する健全性について

は，「(3)  環境条件等」に記載する。 

 

 

 

 

接続口は，「添付書類四  4．4.6  基礎地盤

及び周辺斜面の安定性評価」に基づく地盤に設

置する建屋等内に設置し，地震，津波及び火災

に対しては，「1.6.2  重大事故等対処施設の耐

震設計」，「1.8  耐津波設計」及び「1.5.2  

重大事故等対処施設に対する火災及び爆発の防

止に関する設計」に基づく設計とする。地震，

津波及び火災に対する健全性については，「(3)  

環境条件等」に記載する。溢水，化学薬品漏え

い及び火災に対して建屋の外から水，空気又は

電力を供給する可搬型重大事故等対処設備と常

設設備との接続口は，溢水，化学薬品漏えい及

び火災によって接続することができなくなるこ

とを防止するため，それぞれ互いに異なる複数

の場所に設置する設計とする。 

 

 

接続口は，自然現象及び人為事象に対して，

風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，

落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災，

塩 害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における

化学物質の漏えい，電磁 的障害，近隣工場等の

火災及び爆発に対する健全性について，「(3) 

環境条件等」に記載する。接続口は，複数のア

クセスルートを踏まえ て自然現象，人為事象及

び故意による大型航空機の衝突その他のテロ リ

ズムに対して建屋等内の適切に離隔した隣接し

ない位置の異なる複 数の場所に設置する。 

 

 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

外的事象のうち地震に対して接続口は，「(5)  

地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とする。地震に対する健

接続口は，重大事故等における条件に対

して，想定される重大事故等が発生した場

合における温度，圧力，湿度，放射線及び

荷重を考慮し，その機能を確実に発揮でき

る設計とするとともに，建屋等内の適切に

離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所

に設置する設計とする。また，重大事故等

における条件に対する健全性を確保する設

計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１６地震に対して接続口

は，「2. 地盤」に基づく地盤に設置する

建屋等内に設置する設計とする。 

地震，津波及び火災に対しては，「3.1  

地震による損傷の防止」，「3.2  津波に

よる損傷の防止」及び「5. 火災等による損

傷の防止」に基づく設計とする。 

 

 

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

建屋の外から水，空気又は電力を供給する

可搬型重大事故等対処設備と常設設備との

接続口は，溢水，化学薬品漏えい及び火災

によって接続することができなくなること

を防止するため，それぞれ互いに異なる複

数の場所に設置する設計とする。 

 

接続口は，ロ(７)(ⅱ)(b)-１７風(台

風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落

雷，火山の影響，生物学的事象，森林火

災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内

における化学物質の漏えい，電磁的障害，

近隣工場等の火災及び爆発に対して健全性

を確保する設計とする。 

 

 

接続口は，複数のアクセスルートを踏ま

えて自然現象，人為事象及び故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに対し

て建屋等内の適切に離隔した隣接しない位

置の異なる複数の場所に設置する設計とす

る。 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる外

的事象のうち地震に対して，地震を要因と

する重大事故等に対処するために重大事故

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１６は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１６と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１７は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１７と同

義であり整合してい

る。 
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等時に機能を期待する接続口は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-１８「（ホ） 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とする。 

 

接続口は，設計基準より厳しい条件の要

因となる事象の内的事象のうち配管の全周

破断に対して配管の全周破断の影響により

接続できなくなることを防止するため，漏

えいを想定するセル及びグローブボックス

内で漏えいした放射性物質を含む腐食性の

液体（溶液，有機溶媒等）に対して健全性

を確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１９また，一つの接続口

で複数の機能を兼用して使用する場合に

は，それぞれの機能に必要な容量が確保で

きる接続口を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

2) 悪影響防止 

重大事故等対処設備は，再処理事業所内

の他の設備（安全機能を有する施設，当該

重大事故等対処設備以外の重大事故等対処

設備，ＭＯＸ燃料加工施設及びＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等対処設備を含む。）

全性については，「(3) 環境条件等」に記載す

る。設計基準より厳しい条件の要因となる事象

の外的事象のうち火山の影響（降下火砕物によ

る積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川

の水位降下に対して常設重大事故等対処設備

は，火山の影響（降下 火砕物による積載荷重，

フィルタの目詰まり等）に対してはフィルタ 交

換，清掃及び除灰する手順を，森林火災及び草

原火災に対しては消 防車による初期消火活動を

行う手順を，積雪に対しては除雪する手順 を，

干ばつ及び湖若しくは川の水位降下に対しては

再処理工程を停止 した上で必要に応じて外部か

らの給水を行う手順を整備することにより，設

計基準事故に対処するための設備の安全機能と

同時にその機能 が損なわれないことから，設計

上の考慮は不要である。設計基準より厳しい条

件の要因となる事象の内的事象のうち配管の全

周破断に対し て常設重大事故等対処設備は，配

管の全周破断に対する健全性について，「(3)  

環境条件等」に記載する。設計基準より厳しい

条件のうち 動的機器の多重故障に対して常設重

大事故等対処設備は，当該動的機 器の多重故障

の影響を受けないことから，設計上の考慮は不

要である。設計基準より厳しい条件の要因とな

る事象の内的事象のうち長時間の 全交流動力電

源の喪失に対して常設重大事故等対処設備は，

長時間の 全交流動力電源の喪失の影響を受けな

いことから，設計上の考慮は不要である。 

 

また，一つの接続口で複数の機能を兼用して

使用する場合には，それぞれの機能に必要な容

量が確保できる接続口を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．悪影響防止 

重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の

設備（安全機能を有する施設，当該重大事故等対

処設備以外の重大事故等対処設備，ＭＯＸ燃料加

工施設及びＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等対処

設備を含む。）に対して悪影響を及ぼさない設計

とする。 

等時に機能を期待する接続口は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-１８「9.2.6 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とする。 

 

接続口は，設計基準より厳しい条件の要

因となる事象の内的事象のうち配管の全周

破断に対して配管の全周破断の影響により

接続できなくなることを防止するため，漏

えいを想定するセル及びグローブボックス

内で漏えいした放射性物質を含む腐食性の

液体(溶液，有機溶媒等)に対して健全性を

確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2.3 個数及び容量 

(1) 常設重大事故等対処設備 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１９一つの接続口で複数

の機能を兼用して使用する場合には，それ

ぞれの機能に必要な容量が確保できる接続

口を設ける設計とする。 

 

環境条件に対する健全性については，常

設重大事故等対処設備として，「9.2.4 環

境条件等」に基づく設計とする。 

 

 

(2) 悪影響防止 

重大事故等対処設備は，再処理事業所内

の他の設備(安全機能を有する施設，当該重

大事故等対処設備以外の重大事故等対処設

備，MOX 燃料加工施設及び MOX 燃料加工施

設の重大事故等対処設備を含む。)に対して

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-１８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１８と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-１９ 

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-１９と同

義であり整合してい

る。 
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に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

重大事故等対処設備は，重大事故等にお

ける条件を考慮し，他の設備への影響とし

ては，重大事故等対処設備使用時及び待機

時の系統的な影響（電気的な影響を含

む。），内部発生飛散物による影響並びに

竜巻により飛来物となる影響を考慮し，他

の設備の機能に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 

系統的な影響について重大事故等対処設

備は，弁等の操作によって安全機能を有す

る施設として使用する系統構成から重大事

故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前（通常時）の隔離若

しくは分離された状態から弁等の操作や接

続により重大事故等対処設備としての系統

構成とすること，他の設備から独立して単

独で使用可能なこと，安全機能を有する施

設として使用する場合と同じ系統構成で重

大事故等対処設備として使用すること等に

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

 

また，可搬型放水砲については，前処理

建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラ

ス固化建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋への放水により，当該設備の使用を想定

する重大事故時において必要となる屋外の

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備が竜巻により飛来物

となる影響についてはロ(７)(ⅱ)(b)-２１

風荷重を考慮し，屋外に保管する可搬型重

大事故等対処設備は必要に応じて固縛等の

措置をとることで，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

 

 

 

重大事故等対処設備は，重大事故等における条

件を考慮し，他の設備への影響としては，重大事

故等対処設備使用時及び待機時の系統的な影響

（電気的な影響を含む。），内部発生飛散物並び

に竜巻により飛来物となる影響を考慮し，他の設

備の機能に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

系統的な影響について重大事故等対処設備は，

弁等の操作によって安全機能を有する施設として

使用する系統構成から重大事故等対処設備として

の系統構成とすること，重大事故等発生前（通常

時）の隔離若しくは分離された状態から弁等の操

作や接続により重大事故等対処設備としての系統

構成とすること，他の設備から独立して単独で使

用可能なこと，安全機能を有する施設として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備と

して使用すること等により，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

 

 

 

また，可搬型放水砲については，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋及び使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋への放水により，当該設

備の使用を想定する重大事故時において必要とな

る屋外の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 

重大事故等対処設備からの内部発生飛散物によ

る影響については，高速回転機器の破損を想定

し，回転体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

竜巻による影響を考慮する重大事故等対処設備

は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた

建屋等内に設置又は保管することで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする，又は風荷重を考

慮し，屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備

は必要により当該設備の固縛等の措置をとること

で，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

重大事故等対処設備は，重大事故等にお

ける条件を考慮し，他の設備への影響とし

ては，重大事故等対処設備使用時及び待機

時の系統的な影響(電気的な影響を含

む。)，内部発生飛散物による影響並びに竜

巻により飛来物となる影響を考慮し，他の

設備の機能に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 

系統的な影響について，重大事故等対処

設備は，弁等の操作によって安全機能を有

する施設として使用する系統構成から重大

事故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前(通常時)の隔離若し

くは分離された状態から弁等の操作や接続

により重大事故等対処設備としての系統構

成とすること，他の設備から独立して単独

で使用可能なこと，安全機能を有する施設

として使用する場合と同じ系統構成で重大

事故等対処設備として使用すること等によ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 

可搬型放水砲については，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化

建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋への

放水により，当該設備の使用を想定する重

大事故時において必要となる屋外の他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-２０重大事故等対処設備

からの内部発生飛散物による影響について

は，回転機器の破損を想定し，回転体が飛

散することを防ぐことで他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

 

 

重大事故等対処設備が竜巻により飛来物

となる影響については，ロ(７)(ⅱ)(b)-２

１外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた建屋等内に設置又は保管することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２０は，

事業変更許可申請書

（本文）の内部発生飛

散物に対する設計を具

体的に記載しており整

合している。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２１は，

事業変更許可申請書

（本文）の竜巻に対す

る設計を具体的に記載

しており整合してい

る。 
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(ﾛ) 個数及び容量 

1) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等の収束において，想定する事象

及びその事象の進展等を考慮し，重大事故

等時に必要な目的を果たすために，事故対

応手段としての系統設計を行う。 

重大事故等の収束は，これらの系統と可

搬型重大事故等対処設備の組合せにより達

成する。 

「容量」とは，タンク容量，伝熱容量，

発電機容量，計装設備の計測範囲及び作動

信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

への対処に十分に余裕がある容量を有する

設計とするとともに，設備の機能，信頼度

等を考慮し，動的機器の単一故障を考慮し

た予備を含めた個数を確保する。 

 

常設重大事故等対処設備のうち安全機能

を有する施設の系統及び機器を使用するも

のについては，安全機能を有する施設の容

量の仕様が，系統の目的に応じて必要とな

る容量に対して十分であることを確認した

上で，安全機能を有する施設としての容量

と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故

等への対処を本来の目的として設置する系

統及び機器を使用するものについては，系

統の目的に応じて必要な個数及び容量を有

する設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち，ＭＯＸ

燃料加工施設と共用する常設重大事故等対

処設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工

風（台風）及び竜巻に対する健全性について，

「(3)  環境条件等」に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 個数及び容量 

ａ．常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事

故等の収束において，想定する事象及びその事象

の進展等を考慮し，重大事故等時に必要な目的を

果たすために，事故対応手段としての系統設計を

行う。重大事故等の収束は，これらの系統と可搬

型重大事故等対処設備の組合せにより達成する。 

 

 

「容量」とは，タンク容量，伝熱容量，発電機

容量，計装設備の計測範囲及び作動信号の設定値

等とする。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等への対

処に十分に余裕がある容量を有する設計とすると

ともに，設備の機能，信頼度等を考慮し，動的機

器の単一故障を考慮した予備を含めた個数を確保

する。 

 

常設重大事故等対処設備のうち安全機能を有す

る施設の系統及び機器を使用するものについて

は，安全機能を有する施設の容量の仕様が，系統

の目的に応じて必要となる容量に対して十分であ

ることを確認した上で，安全機能を有する施設と

しての容量と同仕様の設計とする。 

 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への

対処を本来の目的として設置する系統及び機器を

使用するものについては，系統の目的に応じて必

要な個数及び容量を有する設計とする。 

 

常設重大事故等対処設備のうち，ＭＯＸ燃料加

工施設と共用する常設重大事故等対処設備は，再

処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事

る，又は，風荷重を考慮し，屋外に保管す

る可搬型重大事故等対処設備は必要に応じ

て固縛等の措置をとることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-２２重大事故等対処設備

は，共用対象の施設ごとに要求される技術

的要件(重大事故等に対処するために必要な

機能)を満たしつつ，同じ敷地内に設置する

MOX 燃料加工施設と共用することにより安

全性が向上し，かつ，再処理施設及び MOX

燃料加工施設に悪影響を及ぼさない場合に

は共用できる設計とする。 

 

9.2.3 個数及び容量 

(1) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等の収束において，想定する事象

及びその事象の進展等を考慮し，重大事故

等時に必要な目的を果たすために，事故対

応手段としての系統設計を行う。重大事故

等の収束は，これらの系統又はこれらの系

統と可搬型重大事故等対処設備の組合せに

より達成する。 

「容量」とは，タンク容量，伝熱容量，

発電機容量，計装設備の計測範囲及び作動

信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等

への対処に十分に余裕がある容量を有する

設計とするとともに，設備の機能，信頼度

等を考慮し，動的機器の単一故障を考慮し

た予備を含めた個数を確保する設計とす

る。 

常設重大事故等対処設備のうち安全機能

を有する施設の系統及び機器を使用するも

のについては，安全機能を有する施設の容

量の仕様が，系統の目的に応じて必要とな

る容量に対して十分であることを確認した

上で，安全機能を有する施設としての容量

と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故

等への対処を本来の目的として設置する系

統及び機器を使用するものについては，系

統の目的に応じて必要な個数及び容量を有

する設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち，MOX 燃

料加工施設と共用する常設重大事故等対処

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２２は，

事業変更許可申請書

（本文）の「(ﾛ) 個

数及び容量」における

MOX との供用する設備

の悪影響に対する設計

を具体的に記載してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5568



  

ロ-288 

重
事
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

施設における重大事故等の対処に必要とな

る個数及び容量を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等の収束において，想定する事

象及びその事象の進展を考慮し，事故対応

手段としての系統設計を行う。重大事故等

の収束は，これらの系統の組合せ又はこれ

らの系統と常設重大事故等対処設備の組合

せにより達成する。 

「容量」とは，ポンプ流量，タンク容

量，発電機容量，ボンベ容量，計測器の計

測範囲等とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目

的に応じて必要な容量に対して十分に余裕

がある容量を有する設計とするとともに，

設備の機能，信頼度等を考慮し，予備を含

めた保有数を確保する。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，複数

の機能を兼用することで，設置の効率化，

被ばくの低減が図れるものは，同時に要求

される可能性がある複数の機能に必要な容

量を合わせた設計とし，兼用できる設計と

する。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等への対処に必要な個数（必要数）に加

え，予備として故障時のバックアップ及び

点検保守による待機除外時のバックアップ

を合わせて必要数以上確保する。 

また，再処理施設の特徴である同時に複

数の建屋に対し対処を行うこと及び対処の

制限時間等を考慮して，建屋内及び建屋近

傍で対処するものについては，複数の敷設

ルートに対してそれぞれ必要数を確保する

とともに，建屋内に保管するホースについ

ては１本以上の予備を含めた個数を必要数

として確保する。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-２４可搬型重大事故等対

処設備のうち，臨界事故，冷却機能の喪失

故等の対処に必要となる個数及び容量を有する設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等の収束において，想定する事象及びその事

象の進展を考慮し，事故対応手段としての系統 設

計を行う。重大事故等の収束は，これらの系統の

組合せ又はこれらの 系統と常設重大事故等対処設

備の組合せにより達成する。 

 

「容量」とは，ポンプ流量，タンク容量，発電

機容量，ボンベ容量，計測器の計測範囲等とす

る。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応

じて必要な容量に対して十分に余裕がある容量を

有する設計とするとともに，設備の機能，信頼度

等を考慮し，予備を含めた保有数を確保する。 

 

可搬型重大事故等対処設備のうち，複数の機能

を兼用することで，設置の効率化，被ばくの低減

が図れるものは，同時に要求される可能性がある

複数の機能に必要な容量を合わせた設計とし，兼

用できる設計とする。 

 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等への

対処に必要な個数（必要数）に加え，予備として

故障時のバックアップ及び点検保守による待機除

外時のバックアップを合わせて必要数以上確保す

る。また，再処理施設の特徴である同時に複数の

建屋に対し対処を行うこと及び対処の制限時間等

を考慮して，建屋内及び建屋近傍で対処するもの

については，複数の敷設ルートに対してそれぞれ

必要数を確保するとともに，建屋内に保管するホ

ースについては１本以上の予備を含めた個数を必

要数として確保する。 

 

 

可搬型重大事故等対処設備のうち，臨界事故，

冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解によ

設備は，再処理施設及び MOX 燃料加工施設

における重大事故等の対処に必要となる個

数及び容量を有する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-２３一つの接続口で複数

の機能を兼用して使用する場合には，それ

ぞれの機能に必要な容量が確保できる接続

口を設ける設計とする。 

 

 

 

(2) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等の収束において，想定する事

象及びその事象の進展を考慮し，事故対応

手段としての系統設計を行う。重大事故等

の収束は，これらの系統の組合せ又はこれ

らの系統と常設重大事故等対処設備の組合

せにより達成する。 

「容量」とは，ポンプ流量，タンク容

量，発電機容量，ボンベ容量，計測器の計

測範囲等とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目

的に応じて必要な容量に対して十分に余裕

がある容量を有する設計とするとともに，

設備の機能，信頼度等を考慮し，予備を含

めた保有数を確保する設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，複数

の機能を兼用することで，設置の効率化，

被ばくの低減が図れるものは，同時に要求

される可能性がある複数の機能に必要な容

量を合わせた設計とし，兼用できる設計と

する。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故

等への対処に必要な個数(必要数)に加え，

予備として故障時のバックアップ及び点検

保守による待機除外時のバックアップを合

わせて必要数以上確保する設計とする。 

また，再処理施設の特徴である同時に複

数の建屋に対し対処を行うこと及び対処の

制限時間等を考慮して，建屋内及び建屋近

傍で対処するものについては，複数の敷設

ルートに対してそれぞれ必要数を確保する

とともに，建屋内に保管するホースについ

ては 1本以上の予備を含めた個数を必要数

として確保する設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-２４可搬型重大事故等対

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２３につ

いては事業変更許可申

請書（本文）の

「(ｲ)1)多様性，位置

的分散」で示しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２４は，

事業変更許可申請書
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による蒸発乾固，放射線分解により発生す

る水素による爆発，有機溶媒等による火災

又は爆発，使用済燃料貯蔵槽等の冷却機能

等の喪失に対処する設備は，安全上重要な

施設の安全機能の喪失を想定し，その範囲

が系統で機能喪失する重大事故等について

は，当該系統の範囲ごとに重大事故等への

対処に必要な設備を１セット確保する。 

 

 

 

 

 

また，安全上重要な施設以外の施設の機

器で発生するおそれがある場合についても

同様とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用する可搬型重大事故

等対処設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料

加工施設における重大事故等の対処に必要

となる個数及び容量を有する設計とする。 

 

(ﾊ) 環境条件等 

1) 環境条件 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外的事

象を要因とする重大事故等に対処するもの

それぞれに対して想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効

に発揮できるよう，その設置場所（使用場

所）及び保管場所に応じた耐環境性を有す

る設計とするとともに，操作が可能な設計

とする。 

重大事故等時の環境条件については，重

大事故等における温度，圧力，湿度，放射

線，荷重に加えて，重大事故による環境の

変化を考慮した環境温度，環境圧力，環境

湿度による影響，重大事故等時に汽水を供

給する系統への影響，自然現象による影

響，人為事象の影響及び周辺機器等からの

影響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等が発生した場

合における機械的荷重に加えて，環境温

度，環境圧力及び自然現象による荷重を考

慮する。また，ロ(７)(ⅱ)(b)-２５同時又

は連鎖して発生を想定する重大事故等とし

り発生する水素による爆発，有機溶媒等による火

災又は爆発，使用済燃料貯蔵槽等の冷却機能等の

喪失に対処する設備は，当該重大事故等が発生す

るおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに重

大事故等への対処に必要な設備を１セット確保す

る。ただし，安全上重要な施設の安全機能の喪失

を想定した結果，その範囲が系統で機能喪失する

重大事故等については，当該系統の範囲ごとに重

大事故等への対処に必要な設備を１セット確保す

る。また，安全上重要な施設以外の施設の機器で

発生するおそれがある場合についても同様とす

る。 

 

 

 

 

可搬型重大事故等対処設備のうち，ＭＯＸ燃料

加工施設と共用する可搬型重大事故等対処設備

は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における

重大事故等の対処に必要となる個数及び容量を有

する設計とする。 

 

(3) 環境条件等 

ａ．環境条件 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因とする

重大事故等に対処するものと外的事象を要因とす

る重大事故等に対処するものそれぞれに対して想

定される重大事故等が発生した場合における温

度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，その

機能が有効に発揮できるよう，その設 置場所（使

用場所）及び保管場所に応じた耐環境性を有する

設計とするとともに，操作が可能な設計とする。 

 

 

重大事故等時の環境条件については，重大事故

等における温度，圧力，湿度，放射線，荷重に加

えて，重大事故による環境の変化を考慮した環境

圧力，環境湿度による影響，重大事故等時に汽水

を供給する系統への影響，自然現象による影響，

人為事象の影響及び周辺機器等からの影響を考慮

する。 

 

荷重としては，重大事故等が発生した場合にお

ける機械的荷重に加えて，環境温度，環境圧力及

び自然現象による荷重を考慮する。また，同時に

発生を想定する重大事故等としては，冷却機能の

喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生す

処設備のうち，臨界事故，冷却機能の喪失

による蒸発乾固，放射線分解により発生す

る水素による爆発，使用済燃料貯蔵槽等の

冷却機能等の喪失に対処する設備は，安全

上重要な施設の安全機能の喪失を想定し，

その範囲が系統で機能喪失する重大事故等

については，当該系統の範囲ごとに重大事

故等への対処に必要な設備を 1セット確保

する設計とする。 

ただし，安全上重要な施設の安全機能の

喪失を想定した結果，その範囲が系統で機

能喪失する重大事故等については，当該系

統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要

な設備を 1セット確保する。 

また，安全上重要な施設以外の施設の機

器で発生するおそれがある場合についても

同様とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，MOX

燃料加工施設と共用する可搬型重大事故等

対処設備は，再処理施設及び MOX 燃料加工

施設における重大事故等の対処に必要とな

る個数及び容量を有する設計とする。 

 

9.2.4 環境条件等 

(1) 環境条件 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因

とする重大事故等に対処するものと外的事

象を要因とする重大事故等に対処するもの

それぞれに対して想定される重大事故等が

発生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効

に発揮できるよう，その設置場所(使用場

所)及び保管場所に応じた耐環境性を有する

設計とするとともに，操作が可能な設計と

する。 

重大事故等時の環境条件については，重

大事故等における温度，圧力，湿度，放射

線，荷重に加えて，重大事故による環境の

変化を考慮した環境温度，環境圧力，環境

湿度による影響，重大事故等時に汽水を供

給する系統への影響，自然現象による影

響，人為事象の影響及び周辺機器等からの

影響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等が発生した場

合における機械的荷重に加えて，環境温

度，環境圧力及び自然現象による荷重を考

慮する。また，ロ(７)(ⅱ)(b)-２５同一建

（本文）の(７)(ⅱ)-

２４を詳細に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２５は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

２５を詳細に記載して
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ては，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び

放射線分解により発生する水素による爆発

を考慮する。系統的な影響を受ける範囲に

おいて互いの事象による温度及び圧力の影

響を考慮する。 

自然現象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波，風（台風），竜巻，凍結，高

温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物

学的事象，森林火災及び塩害を選定する。 

自然現象による荷重の組合せについて

は，地震，風（台風），ロ(７)(ⅱ)(b)-２

６積雪及び火山の影響を考慮する。 

 

 

 

 

人為事象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれのある事象として，

(７)(ⅱ)-２７電磁的障害を選定する。 

 

 

 

 

 

 

重大事故等の要因となるおそれとなるロ

(７)(ⅱ)(b)-２８「八、ハ．（３） (ⅰ)

（ａ） 重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機

器の特定」に記載する設計基準より厳しい

条件の要因となる事象を環境条件として考

慮する。具体的には，外的事象として，地

震，火山の影響（降下火砕物による積載荷

重）を考慮する。 

また，内的事象として，配管の全周破断

を考慮する。 

周辺機器等からの影響としては，地震，

る水素による爆発を考慮する。系統的な影響を受

ける範囲において互いの事象による温度及び圧力

の影響を考慮する。なお，再処理施設において，

重大事故等が連鎖して発生することはない。 

 

自然現象の選定に当たっては，地震，津波に加

え，敷地及びその周辺 での発生実績の有無に関わ

らず，国内外の基準や文献等に基づき収集した洪

水，風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，

森林火災，塩害等の事象を考慮する。その上で，

これらの事象のうち，重大事故等時における敷地

及びその 周辺での発生の可能性，重大事故等対処

設備への影響度，事象進展速 度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，重大事故等時に重大事故 

等対処設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，高

温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事

象，森林火災及び塩害を選定する。自然現象によ

る荷重の組合せについては，地震，風（台風），

積雪及び火山の影響を考慮する。 

人為事象としては，国内外の文献等から抽出

し，さらに事業指定基準 規則の解釈第９条に示さ

れる飛来物（航空機落下），有毒ガス，敷地 内に

おける化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場

等の火災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故

意による大型航空機の衝突その他のテ ロリズムを

考慮する。その上で，これらの事象のうち，重大

事故等時における敷地及びその周辺での発生の可

能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重

大事故等時に重大事故等対処設備に影響を与える

おそれのある事象として，電磁的障害を選定す

る。 

重大事故等の要因となるおそれとなる「添付書

類八  6．6.1  重大事 故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機 器の特

定」に記載する設計基準より厳しい条件の要因と

なる事象を環境条件として考慮する。具体的に

は，外的事象として，地震，火山の 影響（降下火

砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり等），

森林火 災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しく

は川の水位降下を考慮する。また，内的事象とし

て，動的機器の多重故障，長時間の全交流動力電 

源の喪失及び配管の全周破断を考慮する。 

周辺機器等からの影響としては，地震，火災，

溢水，化学薬品漏えいによる波及的影響及び内部

屋内において同時又は連鎖して発生を想定

する重大事故等としては，冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び放射線分解により発生

する水素による爆発を考慮する。系統的な

影響を受ける範囲において互いの事象によ

る温度及び圧力の影響を考慮する。 

自然現象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波，風(台風)，竜巻，凍結，高温，

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的

事象，森林火災及び塩害を選定する。 

自然現象による荷重の組合せについて

は，地震，風(台風)，ロ(７)(ⅱ)(b)-２６

竜巻，積雪及び火山の影響を考慮する。 

 

 

 

 

人為事象については，重大事故等時にお

ける敷地及びその周辺での発生の可能性，

重大事故等対処設備への影響度，事象進展

速度や事象進展に対する時間余裕の観点か

ら，重大事故等時に重大事故等対処設備に

影響を与えるおそれのある事象として，ロ

(７)(ⅱ)(b)-２７敷地内における化学物質

の漏えい及び電磁的障害を選定する。 

なお，これらの自然現象及び人為事象に

ついては，設計基準対象施設について考慮

する「3.3 外部からの衝撃による損傷の防

止」に示す条件を考慮する。 

 

重大事故等の要因となるおそれとなるロ

(７)(ⅱ)(b)-２８事業指定(変更許可)を受

けた設計基準より厳しい条件の要因となる

事象の外的事象の地震及び火山の影響（降

下火砕物による積載荷重）を考慮する。 

 

 

 

 

また，内的事象として，配管の全周破断

を考慮する。 

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２６は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

２６を詳細に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２７は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-２７を詳

細に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-２８と同

義であり整合してい

る。 
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火災，溢水及び化学薬品漏えいによる波及

的影響及び内部発生飛散物を考慮する。 

また，同時に発生する可能性のあるＭＯ

Ｘ燃料加工施設における重大事故等による

影響についても考慮する。 

 

 

ⅰ) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等が発生した場合における温度，

圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，そ

の機能が有効に発揮できるよう，その設置

場所（使用場所）に応じた耐環境性を有す

る設計とする。 

(７)(ⅱ)(b)-２９放射線分解により発

生する水素による爆発の発生及びりん酸三

ブチル（以下「ＴＢＰ」という。）又はそ

の分解生成物であるりん酸二ブチル，りん

酸一ブチル（以下「ＴＢＰ等」という。）

と硝酸，硝酸ウラニル又は硝酸プルトニウ

ムの錯体（以下「ＴＢＰ等の錯体」とい

う。）による急激な分解反応の発生を想定

する機器については，瞬間的に上昇する温

度及び圧力の影響により必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る常設重大事故等対処設備は，

重大事故等時における使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度ロ

(７)(ⅱ)(b)-３０を考慮した設計とす

る。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３１同時に発生を想定

する冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放

射線分解により発生する水素による爆発に

対して常設重大事故等対処設備は，系統的

な影響を受ける範囲において互いの事象に

よる温度，圧力及び湿度に対して，機能を

損なわない設計とする。 

 

 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水通水するコンクリー

ト構造物については，腐食を考慮した設計

とする。 

発生飛散物を考慮する。 

また，同時に発生する可能性のあるＭＯＸ燃料

加工施設における重大事故等による影響について

も考慮する。 

 

 

 

(a) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効

に発揮できるよう，その設置場所（使用場所）

に応じた耐環境性を有する設計とする。放射線

分解により発生する水素による爆発の発生及び

ＴＢＰ等の錯体による急激な分解反応の発生を

想定する機器については，瞬間的に上昇する温

度及び圧力の影響により必要な機能を損なわな

い設計とする。使用済燃料貯蔵槽における燃料

損傷防止の対処に係る常設重大事故等対処設備

は，重大事故等時における使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋内の環境条件を考慮した設計とする。

同時に発生を想定する冷却機能の喪失による蒸

発乾固及び放射線分解により発生する水素によ

る爆発に対して常設重大事故等対処設備は，系

統的な影響を受ける範囲において互いの事象に

よる温度，圧力及び湿度に対して，機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等時に汽水を供給する系統への影響

に対して常時汽水を通水するコンクリート構造

物については，腐食を考慮した設計とする。 

 

 

周辺機器等からの影響としては，地震，

火災，溢水，化学薬品漏えいによる波及的

影響及び内部発生飛散物を考慮する。ま

た，同時に発生する可能性のある MOX 燃料

加工施設における重大事故等による影響に

ついても考慮する。 

 

 

a. 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される

重大事故等が発生した場合における温度，

圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，そ

の機能が有効に発揮できるよう，その設置

場所(使用場所)に応じた耐環境性を有する

設計とする。 

(７)(ⅱ)(b)-２９常設重大事故等対処設

備のうち，放射線分解により発生する水素

による爆発の発生及び有機溶媒等による火

災又は爆発の発生を想定する機器について

は，瞬間的に上昇する内部流体温度及び内

部流体圧力の影響により重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る常設重大事故等対処設備は，

重大事故等時における使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋内の環境温度，環境湿度，ロ

(７)(ⅱ)(b)-３０環境圧力及び放射線を考

慮した設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３１同一建屋内において

同時に発生を想定する冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固及び放射線分解により発生する

水素による爆発に対して，これらの重大事

故等に対処するための常設重大事故等対処

設備は，系統的な影響を受ける範囲におい

て互いの重大事故等による温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重に対して，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水を通水するコンクリ

ート構造物については，腐食を考慮した設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-２９は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-２９と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３０は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３０を詳

細に記載しており整合

している。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３１は，

同時又は連鎖して発生

する重大事故等の影響

を考慮するものは同一

建屋内であることを具

体的に記載しており整

合している。 
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ロ(７)(ⅱ)(b)-３２地震に対して常設

重大事故等対処設備は，「ロ．（５）(ⅱ) 

重大事故等対処施設の耐震設計」に記載す

る地震力による荷重を考慮して，機能を損

なわない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３３また，設計基準よ

り厳しい条件の要因となる外的事象のうち

地震に対して，地震を要因とする重大事故

等に対処するために重大事故等時に機能を

期待する常設重大事故等対処設備は,

「（ホ） 地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とす

る。 

また，地震に対して常設重大事故等対処

設備は，当該設備周辺の機器等からの波及

的影響によって機能を損なわない設計とす

るとともに，当該設備周辺の資機材の落

下，転倒による損傷を考慮して，当該設備

周辺の資機材の落下防止，転倒防止，固縛

の措置を行う。 

 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，地震により機能が損なわれる場合，代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修理の対応を行

うこと，関連する工程の停止等又はこれら

を適切に組み合わせることにより，その機

能を確保する。 

 

 

 

 

溢水及び化学薬品の漏えいに対して常設

重大事故等対処設備は，想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して常設重大事故等

対処設備は，機能を損なわない高さへの設

置，被水防護及び被液防護を行うことによ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

火災に対して常設重大事故等対処設備

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-３４「ロ．（４）

地震に対して常設重大事故等対処設備は，

「1.6.2 重大事故等対処施設の耐震設計」に記

載する地震力による荷重を考慮して，機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

外的事象の地震を要因とする重大事故等に対

する常設重大事故等対処設備は,「(５)  地震を

要因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とする。 

 

 

 

 

周辺機器等からの影響について，地震に対し

て常設重大事故等対処設備は，当該設備周辺の

機器等からの波及的影響によって機能を損なわ

ない設計とする。また，当該設備周辺の資機材

の落下，転倒による損傷を考慮して，当該設備

周辺の資機材の落下防止，転倒防止，固縛の措

置を行う。 

 

自然現象及び人事象に対して内的事象を要因

とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対

処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能

を有する施設と兼用する常設重大事故等対処設

備は，当該設備が地震，風（台風），竜巻，積

雪，落雷，火山の影響，凍結，高温，降水及び

航空機落下により機能が損なわれる場合，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修理の対応を行うこと又は

これらを適切に組み合わせることにより，その

機能を確保する。また，上記機能が確保できな

い場合に備え，関連する工程を停止する等の手

順を整備する。 

 

想定する溢水量に対して常設重大事故等対処

設備は，機能を損なわない高さへの設置，被水

防護を行う。化学薬品漏えいに対して屋内の常

設重大事故等対処設備は，想定される化学薬品

漏えいにより機能を損なわないよう，化学薬品

漏えい量を考慮した高さへの設置，被液防護を

行う。 

火災に対して常設重大事故等対処設備は，

「1.5.2 重大事故等対処施設に対する火災及び

爆発の防止に関する設計」に基づく設計とす

計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３２地震に対して常設重

大事故等対処設備は，「3.1 地震による損

傷の防止」に記載する地震力による荷重を

考慮して，重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３３また，事業指定(変

更許可)を受けた設計基準より厳しい条件の

要因となる外的事象のうち地震に対して，

地震を要因とする重大事故等に対処するた

めに重大事故等時に機能を期待する常設重

大事故等対処設備は， 「9.2.6 地震を要

因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とする。 

さらに，地震に対して常設重大事故等対

処設備は，当該設備周辺の機器等からの波

及的影響によって重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。また，

当該設備周辺の資機材の落下，転倒による

損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材の

落下防止，転倒防止，固縛の措置を行う設

計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，地震により機能が損なわれる場合，代

替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修理の対応を行う

こと，関連する工程の停止等又はこれらを

適切に組み合わせることにより，機能を損

なわない設計とする。代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない

期間で修理の対応を行うこと，関連する工

程を停止すること等については，保安規定

に定めて，管理する。 

溢水及び化学薬品の漏えいに対して常設

重大事故等対処設備は，想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して，機能を損なわ

ない高さへの設置，被水防護及び被液防護

を行うことにより，重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 

 

火災に対して常設重大事故等対処設備

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３２は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３２と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３３は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３３と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ
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(ⅱ) 重大事故等対処施設の火災及び爆発

防止」に基づく設計とすることにより，重

大事故等に対処するための機能を損なわな

い設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３５ただし，内的事象

を要因とする重大事故等へ対処する常設重

大事故等対処設備のうち安全上重要な施設

以外の安全機能を有する施設と兼用する常

設重大事故等対処設備は，溢水，化学薬品

漏えい及び火災による損傷及び内部発生飛

散物を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間

で修理等の対応を行うこと，関連する工程

の停止等又はそれらを適切に組み合わせる

ことで，重大事故等に対処するための機能

を損なわない設計とする。 

 

 

 

津波に対して常設重大事故等対処設備

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-３６「ロ．（６） 

耐津波設計」に基づく設計とする。 

 

 

屋内の常設重大事故等対処設備は，風

（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪

及び火山の影響に対して，外部からの衝撃

による損傷を防止できる前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建

屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建

屋，非常用電源建屋，主排気筒管理建屋，

第１保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水

所，緊急時対策建屋及び洞道に設置し，

ロ(７)(ⅱ)(b)-３７重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。 

屋外の常設重大事故等対処設備は，風

（台風），竜巻，積雪及び火山の影響に対

して，風（台風）及び竜巻による風荷重，

積雪荷重及び降下火砕物による積載荷重に

より重事１重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

凍結，高温及び降水に対して屋外の常設

重大事故等対処設備は，凍結防止対策，高

温防止対策及び防水対策により，重大事故

る。 

 

 

 

 

ただし，安全上重要な施設以外の安全機能を

有する施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して，

これら事象による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修理の対応を行うこと又はこれら

を適切に組み合わせることにより，その機能を

確保する。また，上記機能が確保できない場合

に備え，関連する工程を停止する等の手順を整

備する。 

 

 

 

 

 

津波に対して常設重大事故等対処設備は，

「1.8 耐津波設計」に基づく設計とする。 

 

 

 

風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積

雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩

害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化

学物質の漏えい，近隣工場等の火災及び爆発に

対して常設重大事故等対処設備は，建屋等に設

置し，外部からの衝撃による損傷を防止できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

風（台風），竜巻，積雪及び火山の影響に対

して屋外の常設重大事故等対処設備は，風（台

風）及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下

火砕物による積載荷重により機能を損なわない

設計とする。 

 

凍結，高温及び降水に対して屋外の常設重大

事故等対処設備は，凍結対策，高温対策及び防

水対策により機能を損なわない設計とする。 

 

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-３４「5．火災等によ

る損傷の防止」に基づく設計とすることに

より，重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３５ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，溢水，化学薬品漏

えい及び火災による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修理の対応を行うこ

と，関連する工程の停止等又はこれらを適

切に組み合わせることにより，機能を損な

わない設計とする。代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期

間で修理の対応を行うこと，関連する工程

を停止すること等については，保安規定に

定めて，管理する。 

津波に対して常設重大事故等対処設備

は，ロ(７)(ⅱ)(b)-３６「3.2 津波によ

る損傷の防止」に基づく設計とする。 

 

 

屋内の常設重大事故等対処設備は，風(台

風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪及び火

山の影響に対して外部からの衝撃による損

傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精

製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，非常用

電源建屋，主排気筒管理建屋，第１保管

庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時

対策建屋及び洞道に設置し，ロ

(７)(ⅱ)(b)-３７重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台

風)，竜巻，積雪及び火山の影響に対して，

風(台風)及び竜巻による風荷重，積雪荷重

及び降下火砕物による積載荷重により重事

１重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

凍結，高温及び降水に対して屋外の常設

重大事故等対処設備は，凍結防止対策，高

温防止対策及び防水対策により，重大事故

(７)(ⅱ)(b)-３４と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３５は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３５と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３６は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３６と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３７は事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

３７は同義であり整合

している。 

以下同じものは重事１

と示し，省略する。 
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等に対処するための機能を損なわない設計

とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３７ただし，内的事象

を要因とする重大事故等へ対処する常設重

大事故等対処設備のうち安全上重要な施設

以外の安全機能を有する施設と兼用する常

設重大事故等対処設備は，風（台風），竜

巻，積雪，火山の影響，凍結，高温，降水

及び航空機落下により機能が損なわれる場

合，代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間での修理の対

応を行うこと，関連する工程の停止等又は

これらを適切に組み合わせることにより，

その機能を確保する。 

 

 

 

 

落雷に対してロ(７)(ⅱ)(b)-３８全交

流動力電源喪失を要因とせずに発生する重

大事故等に対処する常設重大事故等対処設

備は，直撃雷及び間接雷を考慮した設計を

行う。 

 

 

直撃雷に対して，当該設備は当該設備自

体が構内接地網と連接した避雷設備を有す

る設計とする又は構内接地網と連接した避

雷設備を有する建屋等に設置することによ

り，重事１重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

間接雷に対して，当該設備は雷サージに

よる影響を軽減することにより，重事１

重大事故等に対処するための機能を損なわ

ない設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３９ただし，内的事象

を要因とする重大事故等へ対処する常設重

大事故等対処設備のうち安全上重要な施設

以外の安全機能を有する施設と兼用する常

設重大事故等対処設備は，落雷により機能

が損なわれる場合，代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期

間での修理の対応を行うこと，関連する工

程の停止等又はこれらを適切に組み合わせ

ることにより，その機能を確保する。 

 

 

 

自然現象及び人事象に対して内的事象を要因

とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対

処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能

を有する施設と兼用する常設重大事故等対処設

備は，当該設備が地震，風（台風），竜巻，積

雪，落雷，火山の影響，凍結，高温，降水及び

航空機落下により機能が損なわれる場合，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修理の対応を行うこと又は

これらを適切に組み合わせることにより，その

機能を確保する。また，上記機能が確保できな

い場合に備え，関連する工程を停止する等の手

順を整備する。 

 

 

 

落雷に対して全交流動力電源喪失を要因とせ

ずに発生する重大事故等に対処する常設重大事

故等対処設備は，直撃雷及び間接雷を考慮した

設計を行う。 

 

 

 

直撃雷に対して，当該設備は当該設備自体が

構内接地網と連接した避雷設備を有する設計と

する又は構内接地網と連接した避雷設備を有す

る建屋等に設置する。 

 

 

間接雷に対して，当該設備は雷サージによる

影響を軽減できる設計とする。 

 

 

自然現象及び人事象に対して内的事象を要因

とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対

処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能

を有する施設と兼用する常設重大事故等対処設

備は，当該設備が地震，風（台風），竜巻，積

雪，落雷，火山の影響，凍結，高温，降水及び

航空機落下により機能が損なわれる場合，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修理の対応を行うこと又は

これらを適切に組み合わせることにより，その

機能を確保する。また，上記機能が確保できな

等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３７ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，

積雪，火山の影響，凍結，高温及び降水に

より機能が損なわれる場合，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理の対応を行うこと，関連

する工程の停止等又はこれらを適切に組み

合わせることにより，機能を損なわない設

計とする。代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間で修理

の対応を行うこと，関連する工程を停止す

ること等については，保安規定に定めて，

管理する。 

落雷に対してロ(７)(ⅱ)(b)-３８外部電

源系統からの電気の供給の停止及び非常用

所内電源設備からの電源の喪失(以下「全交

流動力電源喪失」という。)を要因とせずに

発生する重大事故等に対処する常設重大事

故等対処設備は，直撃雷及び間接雷を考慮

した設計とする。 

直撃雷に対して，当該設備自体が構内接

地網と連接した避雷設備を有する設計とす

る又は構内接地網と連接した避雷設備を有

する建屋等に設置することにより，重事１

重大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。 

間接雷に対して，雷サージによる影響を

軽減することにより，重事１重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-３９ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，落雷により機能が

損なわれる場合，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間

で修理の対応を行うこと，関連する工程の

停止等又はこれらを適切に組み合わせるこ

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３７は事

業変更許可申請書（本

文）のロ(７)(ⅱ)(b)-

３７の考慮事象を明確

化し，かつ，保安規定

に定めて管理すること

を明確化した記載であ

り，同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３８と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-３９は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-３９と同

義であり，かつ，保安

規定に定めて管理する

ことを明確化した記載

であり整合している。 
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生物学的事象に対して常設重大事故等対

処設備は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入

を考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑

制することにより，重事１重大事故等に

対処するための機能を損なわない設計とす

る。 

森林火災に対して常設重大事故等対処設

備は，防火帯の内側に設置することによ

り，重事１重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，常設重大事故等対処設備の重

事１重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，森林火災発生時に消防車による事前散

水による延焼防止を図るとともに代替設備

により機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

塩害に対して屋内の常設重大事故等対処

設備は，換気設備の建屋給気ユニットへの

粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む

施設の防食処理により，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 

また，屋外の常設重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は受電開閉設備の絶縁性の維持対策によ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

敷地内の化学物質漏えいに対して屋外の

常設重大事故等対処設備は，機能を損なわ

ない高さへの設置，被液防護を行うことに

より，重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

い場合に備え，関連する工程を停止する等の手

順を整備する。 

 

 

 

 

生物学的事象に対して屋外の常設重大事故等

対処設備は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入を

考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑制でき

る設計とする。 

 

 

森林火災に対して屋外の常設重大事故等対処

設備は，防火帯の内側に設置することにより，

機能を損なわない設計とする。 

 

また，森林火災からの輻射強度の影響を考慮

した場合においても，離隔距離の確保等によ

り，常設重大事故等対処設備の重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

 

ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ

対処する常設重大事故等対処設備のうち安全上

重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用

する常設重大事故等対処設備は，森林火災発生

時に消防車による事前散水による延焼防止を図

るとともに代替設備により機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

塩害に対して屋外の常設重大事故等対処設備

は，再処理事業所の敷地が海岸から約４ｋｍ離

れており，また，短期的に影響を及ぼすもので

はなく，その影響は小さいことから，設計上の

考慮は不要とする。 

 

 

 

 

 

化学物質の漏えいについては，機能を損なわ

ない高さへの設置，被液防護を行うことによ

り，機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

とにより，機能を損なわない設計とする。

代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理の対応を

行うこと，関連する工程を停止すること等

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

生物学的事象に対して常設重大事故等対

処設備は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入

を考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑

制することにより，重事１重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

森林火災に対して常設重大事故等対処設

備は，防火帯の内側に設置することによ

り，重事１重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，常設重大事故等対処設備の重事

１重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

ただし，内的事象を要因とする重大事故

等へ対処する常設重大事故等対処設備のう

ち安全上重要な施設以外の安全機能を有す

る施設と兼用する常設重大事故等対処設備

は，森林火災発生時に消防車による事前散

水による延焼防止を図るとともに代替設備

により機能を損なわない設計とする。消防

車による事前散水を含む火災防護計画を，

保安規定に定めて，管理する。 

塩害に対して屋内の常設重大事故等対処

設備は，換気設備の建屋給気ユニットへの

粒子フィルタの設置，直接外気を取り込む

施設の防食処理により，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 

また，屋外の常設重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は受電開閉設備の絶縁性の維持対策によ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

敷地内における化学物質の漏えいに対し

て屋外の常設重大事故等対処設備は，機能

を損なわない高さへの設置，被液防護を行

うことにより，重大事故等への対処に必要

な機能を損なわない設計とする。 
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電磁的障害に対して常設重大事故等対処

設備は，重大事故等時においても電磁波に

より重事１機能を損なわない設計とす

る。 

 

周辺機器等からの影響について常設重大

事故等対処設備は，内部発生飛散物に対し

て当該設備周辺機器の高速回転機器の回転

羽の損壊による飛散物の影響を考慮し，影

響を受けない位置へ設置することにより

重事１機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事

象の内的事象のうち配管の全周破断に対し

て常設重大事故等対処設備は，漏えいを想

定するセル及びグローブボックス内で漏え

いした放射性物質を含む腐食性の液体（溶

電磁的障害に対して常設重大事故等対処設備

は，重大事故等時においても電磁波により機能

を損なわない設計とする。 

 

 

内部発生飛散物に対して常設重大事故等対処

設備は，当該設備周辺機器の高速回転機器の回

転羽の損壊による飛散物の影響を考慮し，影響

を受けない位置へ設置することにより機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による

積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川

の水位降下に対して常設重大事故等対処設備

は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，

フィルタの目詰まり等）に対してはフィルタ交

換，清掃及び除灰する手順を，森 林火災及び草

原火災に対しては消防車による初期消火活動を

行う手順を，積雪に対しては除雪する手順を，

干ばつ及び湖若しくは川の水位降下に 対しては

再処理工程を停止した上で必要に応じて外部か

らの給水を行う 手順を整備することにより，設

計基準事故に対処するための設備の安全 機能と

同時にその機能が損なわれないことから，設計

上の考慮は不要である。 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

うち，配管の全周破断に対して常設重大事故等

対処設備は，漏えいした放射性物質を含む腐食

性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損

なわない設計とする。 

電磁的障害に対して常設重大事故等対処

設備は，重大事故等時においても電磁波に

より重事１重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について常設重大

事故等対処設備は，内部発生飛散物に対し

て当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の

損壊による飛散物の影響を考慮し，影響を

受けない位置へ設置することにより重事１

重大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４０ただし，内的事象を

要因とする重大事故等へ対処する常設重大

事故等対処設備のうち安全上重要な施設以

外の安全機能を有する施設と兼用する常設

重大事故等対処設備は，内部発生飛散物を

考慮して，代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間で修理

の対応を行うこと，関連する工程の停止等

又はこれらを適切に組み合わせることによ

り，機能を損なわない設計とする。 

代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間で修理の対応を

行うこと，関連する工程を停止すること等

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４１事業指定(変更許可)

を受けた設計基準より厳しい条件の要因と

なる事象の外的事象のうち火山の影響(降下

火砕物による積載荷重，フィルタの目詰ま

り等)及び積雪に対して常設重大事故等対処

設備は，火山の影響(降下火砕物による積載

荷重，フィルタの目詰まり等)に対してはフ

ィルタ交換，清掃及び除灰，積雪に対して

は除雪を踏まえて影響がないよう重大事故

等への対処に必要な機能を維持する設計と

する。積雪に対する除雪，火山の影響(降下

火砕物による積載荷重，フィルタの目詰ま

り等)に対するフィルタ交換，清掃及び除灰

については，保安規定に定めて，管理す

る。 

 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の内的事象

のうち配管の全周破断に対して常設重大事

故等対処設備は，漏えいを想定するセル及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４０は，

内部発生飛散物に対す

る機能喪失時の対応の

記載位置の修正，か

つ，保安規定に定めて

管理することを明確化

した記載であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４１につ

いては事業変更許可申

請書（本文）の

「(ｲ)1)多様性，位置

的分散」で示した内容

の詳細を示し，かつ，

保安規定に定めて管理

することを明確化した

記載であり整合してい

る。 
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液，有機溶媒等）により重事１機能を損

なわない設計とする。 

 

常設重大事故等対処設備は，同時に発生

する可能性のあるＭＯＸ燃料加工施設にお

ける重大事故等による建屋外の環境条件の

影響を受けない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合における温

度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮

し，その機能が有効に発揮できるよう，そ

の設置場所（使用場所）及び保管場所に応

じた耐環境性を有する設計とする。 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る可搬型重大事故等対処設備

は，重大事故等時における使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内のロ(７)(ⅱ)(b)-４３環

境温度，環境湿度を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水を通水する又は尾駮

沼で使用する可搬型重大事故等対処設備

は，耐腐食性材料を使用する設計とする。

また，尾駮沼から直接取水する際の異物の

流入防止を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故等対処設備は，同時に発生する

可能性のあるＭＯＸ燃料加工施設における重大

事故等による建屋外の環境条件の影響を受けな

い設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重

大事故等が発生した場合における温度，圧力，

湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有

効に発揮できるよう，その設置場所（使用場

所）及び保管場所に応じた耐環境性を有する設

計とする。 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止の対

処に係る可搬型重大事故等対処設備は，重大事

故等時における使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内

の環境温度，環境湿度を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等時に汽水を供給する系統への影響

に対して汽水を通水する又は尾駮沼で使用する

可搬型重大事故等対処設備は，耐腐食性材料を

使用する設計とする。また，尾駮沼から直接取

水する際の異物の流入防止を考慮した設計とす

る。 

 

 

 

びグローブボックス内で漏えいした放射性

物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒

等)により重事１重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

常設重大事故等対処設備は，同時に発生

する可能性のある MOX 燃料加工施設におけ

る重大事故等による建屋外の環境条件の影

響を受けない設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４２重大事故等対処設備

において，主たる流路の機能を維持できる

よう，主たる流路に影響を与える範囲につ

いて，主たる流路と同一又は同等の規格で

設計する。 

 

 

 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合における温

度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮

し，その機能が有効に発揮できるよう，そ

の設置場所(使用場所)及び保管場所に応じ

た耐環境性を有する設計とする。 

使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

の対処に係る可搬型重大事故等対処設備

は，重大事故等時における使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内のロ(７)(ⅱ)(b)-４３環境

温度，環境湿度，環境圧力及び放射線を考

慮した設計とする。 

同一建屋内において同時に発生を想定す

る冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射

線分解により発生する水素による爆発に対

して，これらの重大事故等に対処するため

の可搬型重大事故等対処設備は，系統的な

影響を受ける範囲において互いの重大事故

等による温度，圧力，湿度，放射線及び荷

重に対して，重大事故等への対処に必要な

機能を損なわない設計とする。 

 

重大事故等時に汽水を供給する系統への

影響に対して常時汽水を通水する又は尾駮

沼で使用する可搬型重大事故等対処設備

は，耐腐食性材料を使用する設計とする。

また，尾駮沼から直接取水する際の異物の

流入防止を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４２につ

いては環境条件を考慮

する範囲を明確化した

記載であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４３は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

４３を詳細に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ
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ロ(７)(ⅱ)(b)-４４地震に対して可搬

型重大事故等対処設備は，当該設備の落下

防止，転倒防止，固縛の措置を講ずる。 

 

 

また，設計基準より厳しい条件の要因と

なる外的事象のうち地震に対して，地震を

要因とする重大事故等に対処するために重

大事故等時に機能を期待する可搬型重大事

故等対処設備は, ロ(７)(ⅱ)(b)-４５

「（ホ） 地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とす

る。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４６また，当該設備周

辺の機器等からの波及的影響によって機能

を損なわない設計とするとともに，当該設

備周辺の資機材の落下，転倒による損傷を

考慮して，当該設備周辺の資機材の落下防

止，転倒防止，固縛の措置を行う。 

 

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

可搬型重大事故等対処設備は，溢水及び化

学薬品漏えいに対しては想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して機能を損なわな

い高さへの設置又は保管，被水防護及び被

液防護を行うことにより，火災に対して可

搬型重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-４７「（ヘ） 可搬型重大

事故等対処設備の内部火災に対する防護方

針」に基づく火災防護を行うことにより，

重事１重大事故等に対処するための機能

を損なわない設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４８津波に対して可搬

型重大事故等対処設備は，「ロ．（６） 

耐津波設計」に基づく設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震に対して可搬型重大事故等対処設備は，

当該設備の落下防止，転倒防止，固縛の措置を

講ずる。 

 

 

外的事象の地震を要因とする重大事故等に対

する可搬型重大事故等対処設備は,「(５)  地震

を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とする。 

 

 

 

 

 

 

周辺機器等からの影響について，地震に対

して可搬型重大事故等対処設備は，当該設備周

辺の機器等からの波及的影響によって機能を損

なわない設計とする。また，当該設備周辺の資

機材の落下，転倒による損傷を考慮して，当該

設備周辺の資機材の落下防止，転倒防止，固縛

の措置を行う。 

想定する溢水量に対して可搬型重大事故等対

処設備は，機能を損なわない高さへの設置又は

保管，被水防護を行う。化学薬品漏えいに対し

て屋内の可搬型重大事故等対処設備は，想定さ

れる化学薬品漏えいにより機能を損なわないよ

う，化学薬品漏えい量を考慮した高さへの設置

又は保管，被液防護を行う。火災に対して可搬

型重大事故等対処設備は，「(6) 可搬型重大事

故等対処設備の内部火災に対する防護方針」に

基づく火災防護を行う。 

 

 

津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，

「1.8 耐津波設計」に基づく設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４４地震に対して可搬型

重大事故等対処設備は，「3.1 地震による

損傷の防止」に記載する地震力による荷重

を考慮して，当該設備の落下防止，転倒防

止，固縛の措置を講ずる設計とする。 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる外的事象のうち

地震に対して，地震を要因とする重大事故

等に対処するために重大事故等時に機能を

期待する可搬型重大事故等対処設備は，ロ

(７)(ⅱ)(b)-４５「9.2.6 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４６さらに，当該設備周

辺の機器等からの波及的影響によって重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。また，当該設備周辺の資機材

の落下，転倒による損傷を考慮して，当該

設備周辺の資機材の落下防止，転倒防止，

固縛の措置を行う設計とする。 

溢水，化学薬品漏えい及び火災に対して

可搬型重大事故等対処設備は，溢水及び化

学薬品漏えいに対しては想定する溢水量及

び化学薬品漏えいに対して機能を損なわな

い高さへの設置又は保管，被水防護及び被

液防護を行うことにより，火災に対しては

ロ(７)(ⅱ)(b)-４７「9.2.7  可搬型重大

事故等対処設備の内部火災に対する防護方

針」に基づく火災防護を行うことにより，

重事１重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４８津波に対して可搬型

重大事故等対処設備の保管場所は，「3.2 

津波による損傷の防止」に示す津波による

影響を受けない位置に保管する設計とす

る。 

また，可搬型重大事故等対処設備の据付

けは，津波による影響を受けるおそれのな

い場所を選定することとし，使用時に津波

による影響を受けるおそれのある場所に据

付ける場合は，津波に対して重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

(７)(ⅱ)(b)-４４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-４４と同

義であり整合してい

る。 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４５は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-４５と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４６は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-４６と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４７は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-４７と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-４８を詳

細に記載しており整合

している。 
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風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，

積雪及び火山の影響に対して屋内の可搬型

重大事故等対処設備は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる建屋等に保管し，

重事１重大事故等に対処するための機能

を損なわない設計とする。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４９屋外の可搬型重大

事故等対処設備は，風（台風）及び竜巻に

対して風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，必要により当該設備又は当該設備

を収納するものに対して転倒防止，固縛等

の措置を講じて保管する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凍結，高温及び降水に対して屋外の可搬

型重大事故等対処設備は，凍結防止対策，

高温防止対策及び防水対策により，重事

１重大事故等に対処するための機能を損

なわない設計とする。 

落雷に対して全交流動力電源喪失を要因

とせずに発生する重大事故等に対処する可

搬型重大事故等対処設備は，直撃雷を考慮

した設計を行う。 

直撃雷に対して，当該設備は構内接地網

と連接した避雷設備で防護される範囲内に

保管する又は構内接地網と連接した避雷設

備を有する建屋等に保管する。 

 

 

風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積

雪，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩

害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化

学物質の漏えい，近隣工場等の火災及び爆発に

対して可搬型重大事故等対処設備は，建屋等に

保管し，外部からの衝撃による損傷を防止でき

る設計とする。 

 

風（台風）及び竜巻に対して屋外の可搬型重

大事故等対処設備は，風（台風）及び竜巻によ

る風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当

該設備を収納するものに対して転倒防止，固縛

等の措置を講じて保管する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

積雪及び火山の影響に対して屋外の可搬型重

大事故等対処設備は，積雪に対しては除雪する

手順を，火山の影響（降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等）に対してはフィル

タ交換，清掃及び除灰する手 順を整備する。 

 

 

 

 

 

 

凍結，高温及び降水に対して屋外の可搬型重

大事故等対処設備は，凍結対策，高温対策及び

防水対策により機能を損なわない設計とする。 

 

 

落雷に対して，全交流動力電源喪失を要因と

せずに発生する重大事故等に対処する可搬型重

大事故等対処設備は，直撃雷を考慮した設計を

行う。 

直撃雷に対して，当該設備は構内接地網と連

接した避雷設備で防護される範囲内に保管する

又は構内接地網と連接した避雷設備を有する建

屋等に保管する。 

 

 

 

る。 

風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積

雪及び火山の影響に対して屋内の可搬型重

大事故等対処設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる建屋等内に保管し，重

事１重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-４９屋外の可搬型重大事

故等対処設備は，風(台風)及び竜巻に対し

て風(台風)及び竜巻による風荷重を考慮

し，必要により当該設備又は当該設備を収

納するものに対して転倒防止，固縛等の措

置を講じて保管する設計とする。 

ただし，固縛する屋外の可搬型重大事故

等対処設備のうち，地震時の移動を考慮し

て，地震後の機能を維持する設備は，余長

を有する固縛で拘束することにより，重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５０積雪及び火山の影響

に対して屋外の可搬型重大事故等対処設備

は，積雪荷重，降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等を考慮し，損傷

防止措置として除雪，フィルタ交換，清

掃，除灰及び屋内への配備を実施すること

により，重大事故等への対処に必要な機能

を損なわないよう維持する設計とする。除

雪，フィルタ交換，清掃，除灰及び屋内へ

の配備を実施することについては，保安規

定に定めて，管理する。 

凍結，高温及び降水に対して屋外の可搬

型重大事故等対処設備は，凍結防止対策，

高温防止対策及び防水対策により，重事１

重大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。 

落雷に対して全交流動力電源喪失を要因

とせずに発生する重大事故等に対処する可

搬型重大事故等対処設備は，直撃雷を考慮

した設計とする。 

直撃雷に対して，構内接地網と連接した

避雷設備で防護される範囲内に保管する又

は構内接地網と連接した避雷設備を有する

建屋等に保管することにより，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-４９は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

４９を詳細に記載して

おり整合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５０につ

いては事業変更許可申

請書（本文）の

「(ｲ)1)多様性，位置

的分散」で示しており

整合している。 
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ロ(７)(ⅱ)(b)-５１生物学的事象に対

して可搬型重大事故等対処設備は，鳥類，

昆虫類及び小動物の侵入を考慮し，これら

生物の侵入を防止又は抑制することによ

り，重事１重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

森林火災に対して可搬型重大事故等対処

設備は，防火帯の内側に保管することによ

り，重事１重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，可搬型重大事故等対処設備の重

大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い設計とする。 

 

塩害に対して屋内の可搬型重大事故等対

処設備は，換気設備の建屋給気ユニットへ

の粒子フィルタの設置，直接外気を取り込

む施設の防食処理により，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

また，屋外の可搬型重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は絶縁性の維持対策により，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

敷地内の化学物質漏えいに対して屋外の

可搬型重大事故等対処設備は，重事１機

能を損なわない高さへの設置，被液防護を

行うことにより，重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

 

電磁的障害に対して可搬型重大事故等対

処設備は，重大事故等時においても電磁波

により重事１機能を損なわない設計とす

る。 

 

周辺機器等からの影響について可搬型重

大事故等対処設備は，内部発生飛散物に対

して当該設備周辺機器の高速回転機器の回

転羽の損壊による飛散物の影響を考慮し，

影響を受けない位置へ保管することにより

機能を損なわない設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５２設計基準より厳し

生物学的事象に対して屋外の可搬型重大事故

等対処設備は，鳥類，昆虫類，小動物及び水生

植物の付着又は侵入を考慮し，これら生物の侵

入を防止又は抑制できる設計とする。 

 

 

森林火災に対して屋外の可搬型重大事故等対

処設備は，防火帯の内側に保管することによ

り，機能を損なわない設計とする。また，森林

火災からの輻射強度の影響を考慮した場合にお

いても，離隔距離の確保等により，機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

塩害に対して屋内の可搬型重大事故等対処設

備は，換気設備の建屋給気ユニットへの粒子フ

ィルタの設置，直接外気を取り込む施設の防食

処理により，機能を損なわない設計とする。 

 

 

また，屋外の可搬型重大事故等対処設備は，

屋外施設の塗装等による腐食防止対策又は絶縁

性の維持対策により，機能を損なわない設計と

する。 

 

化学物質の漏えいについては，屋外の可搬型

重大事故等対処設備は，機能を損なわない高さ

への設置，被液防護を行うことにより，機能を

損なわない設計とする。 

 

 

電磁的障害に対して可搬型重大事故等対処設

備は，重大事故等時においても電磁波により機

能を損なわない設計とする。 

 

 

内部発生飛散物に対して可搬型重大事故等対

処設備は，当該設備周辺機器の高速回転機器の

回転羽の損壊による飛散物の影響を考慮し，影

響を受けない位置へ保管することにより機能を

損なわない設計とする。 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

する。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５１生物学的事象に対し

て可搬型重大事故等対処設備は，鳥類，昆

虫類，小動物及び水生植物の付着又は侵入

を考慮し，これら生物の侵入を防止又は抑

制することにより，重事１重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

森林火災に対して可搬型重大事故等対処

設備は，防火帯の内側に保管することによ

り，重事１重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を

考慮した場合においても，離隔距離の確保

等により，可搬型重大事故等対処設備の重

大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い設計とする。 

塩害に対して屋内の可搬型重大事故等対

処設備は，換気設備の建屋給気ユニットへ

の粒子フィルタの設置，直接外気を取り込

む施設の防食処理により，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

また，屋外の可搬型重大事故等対処設備

は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策

又は絶縁性の維持対策により，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

敷地内における化学物質の漏えいに対し

て屋外の可搬型重大事故等対処設備は，重

事１重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない高さへの設置，被液防護を行うこ

とにより，重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。 

電磁的障害に対して可搬型重大事故等対

処設備は，重大事故等時においても電磁波

によ重事１り重大事故等への対処に必要な

機能を損なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について可搬型重

大事故等対処設備は，内部発生飛散物に対

して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽

の損壊による飛散物の影響を考慮し，影響

を受けない位置へ保管することにより重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５１は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

５１を詳細に記載して

おり整合している。 
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い条件の要因となる事象の外的事象のうち

火山の影響（降下火砕物による積載荷重）

及び積雪に対して可搬型重大事故等対処設

備は，火山の影響（降下火砕物による積載

荷重）に対しては除灰及び可搬型重大事故

等対処設備を屋内への配備，積雪に対して

は除雪を踏まえて影響がないよう機能を維

持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準より厳しい条件の要因となる事

象の内的事象のうち配管の全周破断に対し

て可搬型重大事故等対処設備は，漏えいを

想定するセル及びグローブボックス内で漏

えいした放射性物質を含む腐食性の液体

（溶液，有機溶媒等）により重事１機能

を損なわない場所に保管する。 

 

 

可搬型重大事故等対処設備は，同時に発

生する可能性のあるＭＯＸ燃料加工施設に

おける重大事故等による建屋外の環境条件

の影響を受けない設計とする。 

 

2) 重大事故等対処設備の設置場所 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作及び

復旧作業に支障がないように，線量率の高

くなるおそれの少ない場所の選定，当該設

備の設置場所への遮蔽の設置等により当該

設備の設置場所で操作可能な設計，放射線

の影響を受けない異なる区画若しくは離れ

た場所から遠隔で操作可能な設計，又は遮

蔽設備を有する中央制御室，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊

急時対策所で操作可能な設計とする。 

 

3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合においても設

置及び常設設備との接続に支障がないよう

外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による

積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火

災，草原火災，干ばつ，積雪及び湖若しくは川

の水位降下に対して可搬型重大事故等対処設備

は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，

フィルタの目詰まり等）に対してはフィルタ交

換，清掃，除灰及び可搬型重大事故等対処設備

を屋内へ配備する手順を，森林火災及び草原火

災に対しては消防車による初期消火活動を行う

手順を，積雪に対しては除雪する手順を，干ば

つ及び湖若しくは川の水位降下に対しては再処

理工程を停止した上で必要に応じて外部からの

給水を行う手順を整備することにより，設計基

準事故に対処するための設備の安全機能と同時

にその機能が損なわれないことから，設計上の

考慮は不要である。 

設計基準より厳しい条件の要因となる事象の

うち，配管の全周破断に対して可搬型重大事故

等対処設備は，漏えいを想定するセル及びグロ

ーブボックス内で漏えいした放射性物質を含む

腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能

を損なわない場所に保管する。 

 

 

 

可搬型重大事故等対処設備は，同時に発生す

る可能性のあるＭＯＸ燃料加工施設における重

大事故等による建屋外の環境条件の影響を受け

ない設計とする。 

 

ｂ．重大事故等対処設備の設置場所 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても操作及び復旧作業に支

障がないように，線量率の高くなるおそれの少な

い場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の設

置等により当該設備の設置場所で操作可能な設

計，放射線の影響を受けない異なる区画若しくは

離れた場所から遠隔で操作可能な設計，又は遮蔽

設備を有する中央制御室，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所で操

作可能な設計とする。 

 

 

ｃ．可搬型重大事故等対処設備の設置場所 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても設置及び常設設

備との接続に支障がないように，線量率の高くな

ロ(７)(ⅱ)(b)-５２事業指定(変更許可)

を受けた設計基準より厳しい条件の要因と

なる事象の外的事象のうち火山の影響(降下

火砕物による積載荷重，フィルタの目詰ま

り等)及び積雪に対して可搬型重大事故等対

処設備は，火山の影響(降下火砕物による積

載荷重，フィルタの目詰まり等)に対しては

フィルタ交換，清掃，除灰及び可搬型重大

事故等対処設備を屋内への配備，積雪に対

しては除雪を踏まえて影響がないよう重大

事故等への対処に必要な機能を維持する設

計とする。積雪に対する除雪，火山の影響

(降下火砕物による積載荷重，フィルタの目

詰まり等)に対するフィルタ交換，清掃，除

灰及び屋内への配備については，保安規定

に定めて，管理する。 

 

事業指定(変更許可)を受けた設計基準よ

り厳しい条件の要因となる事象の内的事象

のうち，配管の全周破断に対して可搬型重

大事故等対処設備は，漏えいを想定するセ

ル及びグローブボックス内で漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶

媒等)により重事１重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない場所に保管する設

計とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，同時に発

生する可能性のある MOX 燃料加工施設にお

ける重大事故等による建屋外の環境条件の

影響を受けない設計とする。 

 

(2) 重大事故等対処設備の設置場所 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作及び

復旧作業に支障がないように，線量率の高

くなるおそれの少ない場所の選定，当該設

備の設置場所への遮蔽の設置等により当該

設備の設置場所で操作可能な設計，放射線

の影響を受けない異なる区画若しくは離れ

た場所から遠隔で操作可能な設計，又は遮

蔽設備を有する中央制御室，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊

急時対策所で操作可能な設計とする。 

 

(3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 

可搬型重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等が発生した場合においても設

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５２は，

事業変更許可申請書

（本文）の(７)(ⅱ)-

５２を詳細に記載して

おり，かつ，保安規定

に定めて管理すること

を明確化した記載であ

り整合している。 
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に，線量率の高くなるおそれの少ない設置

場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽

の設置等により当該設備の設置場所で操作

可能な設計，遮蔽設備を有する中央制御

室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室並びに緊急時対策所で操作可能な

設計により，当該設備の設置及び常設設備

との接続が可能な設計とする。 

 

(ﾆ) 操作性及び試験・検査性 

1) 操作性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) 操作の確実性 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作を確

実なものとするため，重大事故等における

条件を考慮し，操作する場所において操作

が可能な設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５３操作する全ての設

備に対し，十分な操作空間を確保するとと

もに，確実な操作ができるよう，必要に応

じて操作足場を設置する。また，防護具，

ＬＥＤヘッドランプ及びＬＥＤ充電式ライ

ト（以下「可搬型照明」という。）等は重

大事故等時に迅速に使用できる場所に配備

する。 

現場操作において工具を必要とする場合

は，一般的に用いられる工具又は専用の工

具を用いて，確実に作業ができる設計とす

る。工具は，作業場所の近傍又はアクセス

ルートの近傍に保管できる設計とする。可

搬型重大事故等対処設備は運搬・設置が確

実に行えるよう，人力又は車両等による運

搬，移動ができるとともに，必要により設

置場所にてアウトリガの張出し又は輪留め

るおそれの少ない設置場所の選定，当該設備の設

置場所への遮蔽の設置等により当該設備の設置場

所で操作可能な設計，遮蔽設備を有する中央制御

室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室並びに緊急時対策所で操作可能な設計により，

当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な設

計とする。 

  

 

(4) 操作性及び試験・検査性 

ａ．操作性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 操作の確実性 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故

等が発生した場合においても操作を確実なもの

とするため，重大事故等における条件を考慮

し，操作する場所において操作が可能な設計と

する。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間

を確保するとともに，確実な操作ができるよ

う，必要に応じて操作足場を設置する。また，

防護具，可搬型照明等は重大事故等時に迅速に

使用できる場所に配備する。 

 

 

 

現場操作において工具を必要とする場合は，

一般的に用いられる工具 又は専用の工具を用い

て，確実に作業ができる設計とする。工具は，

作業場所の近傍又は再処理事業所内の屋外道路

及び屋内通路（以下「アクセスルート」とい

う。）の近傍に保管できる設計とする。可搬型

重大事故等対処設備は運搬・設置が確実に行え

るよう，人力又は車両等による運搬，移動がで

きるとともに，必要により設置場所にてアウト

置及び常設設備との接続に支障がないよう

に，線量率の高くなるおそれの少ない設置

場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽

の設置等により当該設備の設置場所で操作

可能な設計，遮蔽設備を有する中央制御

室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室並びに緊急時対策所で操作可能な

設計により，当該設備の設置及び常設設備

との接続が可能な設計とする。 

 

9.2.5 操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

重大事故等対処設備は，手順書の整備，

訓練・教育により，想定される重大事故等

が発生した場合においても，確実に操作で

き，事業指定(変更許可)申請書「八、再処

理施設において核燃料物質が臨界状態にな

ることその他の事故が発生した場合におけ

る当該事故に対処するために必要な施設及

び体制の整備に関する事項」ハで考慮した

要員数と想定時間内で，アクセスルートの

確保を含め重大事故等に対処できる設計と

する。これらの運用に係る体制，管理等に

ついては，保安規定に定めて，管理する。 

 

a. 操作の確実性 

重大事故等対処設備は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作を確

実なものとするため，重大事故等における

条件を考慮し，操作する場所において操作

が可能な設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５３操作する全ての設備

に対し，十分な操作空間を確保するととも

に，確実な操作ができるよう，必要に応じ

て操作足場を設置する。また，防護具，可

搬型照明は重大事故等時に迅速に使用でき

る場所に配備することを保安規定に定め

て，管理する。 

 

現場操作において工具を必要とする場合

は，一般的に用いられる工具又は専用の工

具を用いて，確実に作業ができる設計とす

る。工具は，作業場所の近傍又はアクセス

ルートの近傍に保管できる設計とする。可

搬型重大事故等対処設備は運搬・設置が確

実に行えるよう，人力又は車両等による運

搬，移動ができるとともに，必要により設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５３は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５３と同

義であり，かつ，保安

規定に定めて管理する

ことを明確化した記載

であり整合している。 
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による固定等が可能な設計とする。 

 

現場の操作スイッチは非常時対策組織要

員の操作性を考慮した設計とする。また，

電源操作が必要な設備は，感電防止のため

露出した充電部への近接防止を考慮した設

計とする。 

現場において人力で操作を行う弁は，手

動操作が可能な設計とする。 

現場での接続操作は，ボルト･ネジ接

続，フランジ接続又はより簡便な接続方式

等，接続方式を統一することにより，速や

かに，容易かつ確実に接続が可能な設計と

する。 

現場操作における誤操作防止のために重

大事故等対処設備には識別表示を設置する

設計とする。 

また，重大事故等に対処するために迅速

な操作を必要とする機器は，必要な時間内

に操作できるように中央制御室での操作が

可能な設計とする。制御盤の操作器具は非

常時対策組織要員の操作性を考慮した設計

とする。 

想定される重大事故等において操作する

重大事故等対処設備のうち動的機器は，そ

の作動状態の確認が可能な設計とする。 

 

ⅱ) 系統の切替性 

重大事故等対処設備のうち本来の用途

（安全機能を有する施設としての用途等）

以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備は，通常時に使用する系

統から速やかに切替操作が可能なように，

系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

 

ⅲ) 可搬型重大事故等対処設備の常設設備と

の接続性 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と

接続するものについては，容易かつ確実に

接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用

することができるよう，ケーブルはボル

ト・ネジ接続又はより簡便な接続方式を用

いる設計とし，配管・ダクト・ホースは口

径並びに内部流体の圧力及び温度等の特性

に応じたフランジ接続又はより簡便な接続

方式を用いる設計とする。 

また，同一ポンプを接続するロ

リガの張出し又は輪留めによる固定等が可能な

設計とする。 

現場の操作スイッチは非常時対策組織要員の

操作性を考慮した設計とする。また，電源操作

が必要な設備は，感電防止のため露出した充電

部への近接防止を考慮した設計とする。 

 

現場において人力で操作を行う弁は，手動操

作が可能な設計とする。 

現場での接続操作は，ボルト･ネジ接続，フラ

ンジ接続又はより簡便 な接続方式等，接続方式

を統一することにより，速やかに，容易かつ確

実に接続が可能な設計とする。 

 

現場操作における誤操作防止のために重大事

故等対処設備には識別表示を設置する設計とす

る。 

また，重大事故等に対処するために迅速な操

作を必要とする機器は，必要な時間内に操作で

きるように中央制御室での操作が可能な設計と

する。制御盤の操作器具は非常時対策組織要員

の操作性を考慮した設計とする。 

 

想定される重大事故等において操作する重大

事故等対処設備のうち動的機器は，その作動状

態の確認が可能な設計とする。 

 

(b) 系統の切替性 

重大事故等対処設備のうち本来の用途（安全

機能を有する施設としての用途等）以外の用途

として重大事故等に対処するために使用する設

備は，通常時に使用する系統から速やかに切替

操作が可能なように，系統に必要な弁等を設け

る設計とする。 

 

(c)  可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接

続性 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続

するものについては，容易かつ確実に接続で

き，かつ，複数の系統が相互に使用することが

でき るよう，ケーブルはボルト・ネジ接続又は

より簡便な接続方式を用い，配管・ダクト・ホ

ースは口径並びに内部流体の圧力及び温度等の

特性に応じたフランジ接続又はより簡便な接続

方式を用いる設計とする。 

 

また，同一ポンプを接続する配管は流量に応

置場所にてアウトリガの張出し又は輪留め

による固定等が可能な設計とする。 

 

現場の操作スイッチは非常時対策組織要

員の操作性を考慮した設計とする。また，

電源操作が必要な設備は，感電防止のため

露出した充電部への近接防止を考慮した設

計とする。 

現場において人力で操作を行う弁等は，

手動操作が可能な設計とする。 

現場での接続操作は，ボルト・ネジ接

続，フランジ接続又はより簡便な接続方式

等，接続方式を統一することにより，速や

かに，容易かつ確実に接続が可能な設計と

する。 

現場操作における誤操作防止のために重

大事故等対処設備には識別表示を設置する

設計とする。 

また，重大事故等に対処するために迅速

な操作を必要とする機器は，必要な時間内

に操作できるように中央制御室での操作が

可能な設計とする。制御盤の操作器具は非

常時対策組織要員の操作性を考慮した設計

とする。 

想定される重大事故等において操作する

重大事故等対処設備のうち動的機器は，そ

の作動状態の確認が可能な設計とする。 

 

b. 系統の切替性 

重大事故等対処設備のうち本来の用途(安

全機能を有する施設としての用途等)以外の

用途として重大事故等に対処するために使

用する設備は，通常時に使用する系統から

速やかに切替操作が可能なように，系統に

必要な弁等を設ける設計とする。 

 

c. 可搬型重大事故等対処設備の常設設備と

の接続性 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と

接続するものについては，容易かつ確実に

接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用

することができるよう，ケーブルはボル

ト・ネジ接続又はより簡便な接続方式を用

いる設計とし，配管・ダクト・ホースは口

径並びに内部流体の圧力及び温度等の特性

に応じたフランジ接続又はより簡便な接続

方式を用いる設計とする。 
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(７)(ⅱ)(b)-５４配管は流量に応じて口

径を統一すること等により，複数の系統で

の接続方式の統一を考慮した設計とする。 

 

ⅳ) 再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路

の確保 

想定される重大事故等が発生した場合に

おいて，可搬型重大事故等対処設備の保管

場所から設置場所への運搬及び接続場所へ

の敷設，又は他の設備の被害状況の把握の

ため，再処理事業所内の屋外道路及び屋内

通路をアクセスルートとしてロ

(７)(ⅱ)(b)-５５以下の設計により確保

する。 

 

アクセスルートは，環境条件として考慮

した事象を含め，自然現象，人為事象，溢

水，化学薬品の漏えい及び火災を考慮して

も，運搬，移動に支障をきたすことのない

よう，迂回路も考慮して複数のアクセスル

ートを確保する。 

アクセスルートに対する自然現象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波（敷地に遡上する津波を含

む。），洪水，風（台風），竜巻，凍結，

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的

事象及び森林火災を選定する。 

 

 

 

 

 

 

アクセスルートに対する人為事象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれのある事象として選定

する航空機落下，敷地内における化学物質

の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火

災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故

じて口径を統一すること等により，複数の系統

での接続方式の統一を考慮した設計とする。 

 

 

(d) 再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路の確

保 

想定される重大事故等が発生した場合におい

て，可搬型重大事故等対処設備の保管場所から

設置場所への運搬及び接続場所への敷設，又は

他の設備の被害状況の把握のため，再処理事業

所内の屋外道路及び屋内通路をアクセスルート

として以下の設計により確保する。 

 

 

アクセスルートは，環境条件として考慮した

事象を含めて自然現象，人為事象，溢水，化学

薬品の漏えい及び火災を考慮しても，運搬，移

動に支障をきたすことのないよう，迂回路も考

慮して複数確保する。 

 

 

アクセスルートに対する自然現象について

は，地震，津波（敷地に遡 上する津波を含

む。）に加え，敷地及びその周辺での発生実績

の有無に 関わらず，国内外の基準や文献等に基

づき収集した洪水，風（台風），竜巻，凍結，

高温，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影

響，生物学的 事象，森林火災，塩害等の事象を

考慮する。その上で，これらの事象のうち，重

大事故等時における敷地及びその周辺での発生

の可能性，アクセスルートへの影響度，事象進

展速度や事象進展に対する時間余裕の観 点か

ら，アクセスルートに影響を与えるおそれがあ

る事象として，地震，津波（敷地に遡上する津

波を含む），洪水，風（台風），竜巻，凍結， 

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象

及び森林火災を選定する。 

アクセスルートに対する人為事象について

は，国内外の文献等から抽出し，さらに事業指

定基準規則の解釈第９条に示される飛来物（航

空機落下），有毒ガス，敷地内における化学物

質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，

爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムを考慮す

る。その上で，これらの事象のうち，重大事故

等時における敷地及びその周辺での発生の可能

性，アクセスルートへの影響度，事象進展速度

また，同一ポンプを接続するロ

(７)(ⅱ)(b)-５４ホースは，流量に応じて

口径を統一すること等により，複数の系統

での接続方式を考慮した設計とする。 

 

d. 再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路

の確保 

想定される重大事故等が発生した場合に

おいて，可搬型重大事故等対処設備の保管

場所から設置場所への運搬及び接続場所へ

の敷設，又は他の設備の被害状況を把握す

るため，再処理事業所内の屋外道路及び屋

内通路をアクセスルートとしてロ

(７)(ⅱ)(b)-５５確保できるよう，以下の

設計とする。 

アクセスルートは，環境条件として考慮

した事象を含め，自然現象，人為事象，溢

水，化学薬品の漏えい及び火災を考慮して

も，運搬，移動に支障をきたすことのない

よう，迂回路も考慮して複数のアクセスル

ートを確保する設計とする。 

 

アクセスルートに対する自然現象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波(敷地に遡上する津波を含む。)，

洪水，風(台風)，竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び

森林火災を選定する。 

 

 

 

 

 

 

アクセスルートに対する人為事象につい

ては，重大事故等時における敷地及びその

周辺での発生の可能性，アクセスルートへ

の影響度，事象進展速度や事象進展に対す

る時間余裕の観点から，アクセスルートに

影響を与えるおそれのある事象として選定

する航空機落下，敷地内における化学物質

の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５４と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５５は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５５と同

義であり整合してい

る。 
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意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムに対して，迂回路も考慮した複数のア

クセスルートを確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外のアクセスルートは，ロ

(７)(ⅱ)(b)-５６「ロ．（５）(ⅱ) 重

大事故等対処施設の耐震設計」にて考慮す

る地震の影響（周辺構造物等の損壊，周辺

斜面の崩壊及び道路面のすべり），その他

自然現象による影響（風（台風）及び竜巻

による飛来物，積雪並びに火山の影響）及

び人為事象による影響（航空機落下，爆

発）を想定し，複数のアクセスルートの中

から状況を確認し，早急に復旧可能なアク

セスルートを確保するため，障害物を除去

可能なホイールローダを３台使用する。ホ

イールローダは，必要数として３台に加

え，予備として故障時及び点検保守による

待機除外時のバックアップを４台，合計７

台を保有数とし，分散して保管する設計と

する。 

屋外のアクセスルートは，地震による屋

外タンクからの溢水及び降水に対しては，

道路上への自然流下も考慮した上で，通行

への影響を受けない箇所に確保する設計と

する。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５７敷地外水源の取水

場所及び取水場所への屋外のアクセスルー

トに遡上するおそれのある津波に対して

は，津波警報の解除後に対応を開始する。

なお，津波警報の発令を確認時にこれらの

場所において対応中の場合に備え，非常時

や事象進展に対する時間余裕の観点から，アク

セスルートに影響を与えるおそれのある事象と

して選定する航空機落下，敷地内における化学

物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火

災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意に

よる大型航空機の衝突その他のテロリズムに対

して，迂回路も考慮した複数のアクセスルート

を確保する設計とする。 

なお，洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突につ

いては立地的要因により設計上考慮する必要は

ない。落雷及び電磁的障害に対しては，道路面

が直接影響を受けることはないことからアクセ

スルートへの影響はない。生物学的事象に対し

ては，容易に排除可能なため，アクセスルート

への影響はない。 

 

屋外のアクセスルートは，「1.6.2 重大事故

等対処施設の耐震設計」にて考慮する地震の影

響（周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及 び

道路面のすべり），その他自然現象による影響

（風（台風）及び竜巻 による飛来物，積雪並び

に火山の影響）及び人為事象による影響（航空 

機落下，爆発）を想定し，複数のアクセスルー

トの中から状況を確認し，早急に復旧可能なア

クセスルートを確保するため，障害物を除去可

能な ホイールローダを３台使用する。ホイール

ローダは，必要数として３台 に加え，予備とし

て故障時及び点検保守による待機除外時のバッ

クアッ プを４台，合計７台を保有数とし，分散

して保管する設計とする。 

 

 

 

屋外のアクセスルートは，地震による屋外タ

ンクからの溢水及び降水に対しては，道路上へ

の自然流下も考慮した上で，通行への影響を受

けない箇所に確保する設計とする。 

 

 

尾駮沼取水場所Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ又は二

又川取水場所Ａ（以下「敷地外水源」とい

う。）の取水場所及び取水場所への屋外のアク

セスルートに遡上するおそれのある津波に対し

ては，津波警報の解除後に対応を開始する。な

お，津波警報の発令を確認時にこれらの場所に

おいて対応中の場合に備え，非常時対策組織要

員及び可搬型重大事故等対処設備を一時的に退

災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故

意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムに対して，迂回路も考慮した複数のア

クセスルートを確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

なお，洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突

については立地的要因により設計上考慮す

る必要はない。落雷及び電磁的障害に対し

ては，道路面が直接影響を受けることはな

いことからアクセスルートへの影響はな

い。生物学的事象に対しては，容易に排除

可能なため，アクセスルートへの影響はな

い。 

屋外のアクセスルートは，ロ

(７)(ⅱ)(b)-５６「3.1  地震による損傷

の防止」にて考慮する地震の影響(周辺構造

物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面の

すべり)，その他自然現象による影響(風(台

風)及び竜巻による飛来物，積雪並びに火山

の影響)及び人為事象による影響(航空機落

下，爆発)を想定し，複数のアクセスルート

の中から状況を確認し，早急に復旧可能な

アクセスルートを確保するため，障害物を

除去可能なホイールローダを３台使用す

る。ホイールローダは，必要数として３台

に加え，予備として故障時及び点検保守に

よる待機除外時のバックアップを４台，合

計７台を保有数とし，分散して保管する設

計とする。 

 

屋外のアクセスルートは，地震による屋

外タンクからの溢水及び降水に対しては，

道路上への自然流下も考慮した上で，通行

への影響を受けない箇所に確保する設計と

する。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５７・尾駮沼取水場所

Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ又は二又川取水場所

Ａ(以下「敷地外水源」という。)の取水場

所及び取水場所への屋外のアクセスルート

に遡上するおそれのある津波に対しては，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５６は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５６と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５７は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５７と同

義であり整合してい

る。 
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対策組織要員及び可搬型重大事故等対処設

備を一時的に退避する手順を整備する。 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５８屋外のアクセスル

ートは，「ロ．（５）(ⅱ) 重大事故等対

処施設の耐震設計」にて考慮する地震の影

響による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべ

りで崩壊土砂が広範囲に到達することを想

定した上で，ホイールローダにより崩壊箇

所を復旧する又は迂回路を確保する。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５９また，不等沈下等

に伴う段差の発生が想定される箇所におい

ては，段差緩和対策を行う設計とし，ホイ

ールローダにより復旧する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６０屋外のアクセスル

ートは，考慮すべき自然現象のうち凍結及

び積雪に対して，道路については融雪剤を

配備し，車両についてはタイヤチェーン等

を装着することにより通行性を確保できる

設計とする。 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６１敷地内における化

学物質の漏えいに対しては，必要に応じて

薬品防護具の着用により通行する。 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６２屋外のアクセスル

ートは，考慮すべき自然現象及び人為事象

のうち森林火災及び近隣工場等の火災に対

しては，消防車による初期消火活動を行う

手順を整備する。 

 

避する手順を整備する。 

 

 

 

 

屋外のアクセスルートは，「1.6.2 重大事故

等対処施設の耐震設計」にて考慮する地震の影

響による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりで

崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した上

で，ホイールローダにより崩壊箇所を復旧する

か又は迂回路を確保する。 

 

 

また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定さ

れる箇所においては，段差緩和対策を行う設計

とし，ホイールローダにより復旧する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現

象のうち凍結及び積雪に対して，道路について

は融雪剤を配備し，車両についてはタイヤチェ

ーン等を装着することにより通行性を確保でき

る設計とする。なお，融雪剤の配備等について

は，「添付書類八 5.1.1 (2) アクセスルート

の確保」に示す。 

 

 

敷地内における化学物質の漏えいに対して

は，必要に応じて薬品防護具の着用により通行

する。 

 

 

 

 

屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現

象及び人為事象のうち森林火災及び近隣工場等

の火災に対しては，消防車による初期消火活動

を行う手順を整備する。 

 

 

 

津波警報の解除後に対応を開始すること。

また，津波警報の発令を確認時にこれらの

場所において対応中の場合に備え，非常時

対策組織要員及び可搬型重大事故等対処設

備を一時的に退避すること。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５８屋外のアクセスルー

トは，「3.1 地震による損傷の防止」にて

考慮する地震の影響による周辺斜面の崩壊

及び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に

到達することを想定した上で，ホイールロ

ーダにより崩壊箇所を復旧する又は迂回路

を確保する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-５９不等沈下等に伴う段

差の発生が想定される箇所においては，段

差緩和対策を行う設計とする。 

・屋外のアクセスルートは，「3.1 地震に

よる損傷の防止」にて考慮する地震の影

響による周辺斜面の崩壊，道路面のすべ

りによる崩壊土砂及び不等沈下等に伴う

段差の発生が想定される箇所において

は，ホイールローダにより復旧するこ

と。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６０屋外のアクセスルー

トは，考慮すべき自然現象のうち凍結及び

積雪に対して，車両はタイヤチェーン等を

装着することにより通行性を確保できる設

計とする。 

・屋外のアクセスルートは，考慮すべき自

然現象のうち凍結及び積雪に対して，道

路については，融雪剤を配備すること。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６１・敷地内における化

学物質の漏えいに対して薬品防護具を配備

し，必要に応じて着用すること。 

 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６２・屋外のアクセスルー

トは，考慮すべき自然現象及び人為事象

のうち森林火災及び近隣工場等の火災に

対しては，消防車による初期消火活動を

行うこと。 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５８と同

義であり整合してい

る。 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-５９は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-５９と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６０は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６０と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６１は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６１と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６２は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６２と同

義であり整合してい

る。 
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屋内のアクセスルートは，ロ

(７)(ⅱ)(b)-６３「ロ．（５）(ⅱ) 重

大事故等対処施設の耐震設計」の地震を考

慮した建屋等に複数確保する設計とする。 

 

 

 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び

人為事象として選定する風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，

航空機落下，爆発，敷地内における化学物

質の漏えい，近隣工場等の火災，有毒ガス

及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃

による損傷の防止が図られた建屋等内に確

保する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６４屋内のアクセスル

ートにおいては，機器からの溢水及び化学

薬品漏えいに対してアクセスルートでの非

常時対策組織要員の安全を考慮した防護具

を着用する。 

また，地震時に通行が阻害されないよう

に，アクセスルート上の資機材の落下防

止，転倒防止及び固縛の措置並びに火災の

発生防止対策を実施する。 

 

屋外及び屋内のアクセスルートにおいて

は，被ばくを考慮した放射線防護具の配備

を行い，移動時及び作業時の状況に応じて

着用する。また，夜間及び停電時の確実な

運搬や移動のため可搬型照明を配備する。 

 

 

2) 試験・検査性 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６５重大事故等対処設備

は，健全性及び能力を確認するため，再処

理施設の運転中又は停止中に必要な箇所の

点検保守，試験又は検査を実施できるよ

う，機能・性能の確認，漏えいの有無の確

認，分解点検等ができる構造とする。 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６６試験及び検査は，使

用前事業者検査，定期事業者検査，自主検

 

屋内のアクセスルートは，「1.6.2 重大事故

等対処施設の耐震設計」の地震を考慮した建屋

等に複数確保する設計とする。 

 

屋内のアクセスルートは，津波に対して立地

的要因によりアクセスルートへの影響はない。 

 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為

事象として選定する風（台風），竜巻，凍結，

高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学 

的事象，森林火災，塩害，航空機落下，爆発，

敷地内における化学物質 の漏えい，近隣工場等

の火災，有毒ガス及び電磁的障害に対して，外

部 からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋

等内に確保する設計とする。 

 

 

屋内のアクセスルートにおいては，機器から

の溢水及び化学薬品漏えいに対してアクセスル

ートでの非常時対策組織要員の安全を考慮した

防護具を着用する。 

 

また，地震時に通行が阻害されないように，

アクセスルート上の資機材の落下防止，転倒防

止及び固縛の措置並びに火災の発生防止対策を

実施する。万一通行が阻害される場合は迂回す

る又は乗り越える。 

屋外及び屋内のアクセスルートにおいては，

被ばくを考慮した放射線 防護具の配備を行い，

移動時及び作業時の状況に応じて着用する。ま

た，夜間及び停電時の確実な運搬や移動のため

可搬型照明を配備する。 

 

 

ｂ．試験・検査性 

重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認

するため，再処理施設の運転中又は停止中に必要

な箇所の点検保守，試験又は検査を実施できるよ

う，機能・性能の確認，漏えいの有無の確認，分

解点検等ができる構造とする。 

 

 

 

試験及び検査は，使用前事業者検査，定期事業

者検査，自主検査等に加え，維持活動としての点

検（日常の運転管理の活用を含む。）が実施可能

 

屋内のアクセスルートは，ロ

(７)(ⅱ)(b)-６３「3.1 地震による損傷の

防止」の地震を考慮した建屋等に複数確保

する設計とする。 

屋内のアクセスルートは，津波に対して

立地的要因によりアクセスルートへの影響

はない。 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び

人為事象として選定する風(台風)，竜巻，

凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空

機落下，敷地内における化学物質の漏え

い，近隣工場等の火災，爆発，有毒ガス及

び電磁的障害に対して，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた建屋等内に確保

する設計とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６４・屋内のアクセスルー

トにおいては，機器からの溢水及び化学

薬品漏えいを考慮し，防護具を配備し，

必要に応じて着用すること。 

 

また，地震時に通行が阻害されないよ

うに，アクセスルート上の資機材の落下

防止，転倒防止及び固縛の措置並びに火

災の発生防止対策を実施すること。 

 

・屋外及び屋内のアクセスルートにおいて

は，被ばくを考慮した放射線防護具の配

備を行い，移動時及び作業時の状況に応

じて着用すること。また，夜間及び停電

時の確実な運搬や移動のため可搬型照明

を配備すること。 

 

(2) 試験・検査性 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６５重大事故等対処設備

は，通常時において，重大事故等への対処

に必要な機能を確認するための試験又は検

査並びに当該機能を健全に維持するための

保守及び修理が実施できるよう，機能・性

能の確認，漏えいの有無の確認，分解点検

等ができる構造とする。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６６試験又は検査は，使

用前事業者検査，定期事業者検査，自主検

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６３は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６３と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６４と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６５は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６５と同

義であり整合してい

る。 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６６は，
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査等に加え，維持活動としての点検（日常

の運転管理の活用を含む。）が実施可能な

設計とする。 

 

再処理施設の運転中に待機状態にある重

大事故等対処設備は，再処理施設の運転に

大きな影響を及ぼす場合を除き，定期的な

試験又は検査ができる設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６７また，多様性又は多

重性を備えた系統及び機器にあっては，

各々が独立して試験又は検査ができる設計

とする。 

 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確

認が必要な設備は，原則として分解・開放

（非破壊検査を含む。）が可能な設計と

し，機能・性能確認，各部の経年劣化対策

及び日常点検を考慮することにより，分

解・開放が不要なものについては外観の確

認が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

(ﾎ) 地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計 

1) 地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計の基本方針 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６８基準地震動を超える

地震に対して機能維持が必要な施設につい

ては，重大事故等対処施設及び安全機能を

有する施設の耐震設計における設計方針を

踏襲し，基準地震動の 1.2 倍の地震力に対

して必要な機能が損なわれるおそれがない

ことを目的として，以下のとおり耐震設計

を行う。 

 

 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６９ⅰ) 選定において基準

地震動を 1.2 倍した地震力を考慮する設備

は，基準地震動を 1.2 倍した地震力に対し

て，必要な機能が損なわれることによって

重大事故等の発生のおそれがないように設

計する。 

な設計とする。 

 

 

 

再処理施設の運転中に待機状態にある重大事故

等対処設備は，再処理施設の運転に大きな影響を

及ぼす場合を除き，定期的な試験又は検査ができ

る設計とする。また，多様性又は多重性を備えた

系統及び機器にあっては，各々が独立して試験又

は検査ができる設計とする。 

 

 

 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必

要な設備は，原則として分解・開放（非破壊検査

を含む。）が可能な設計とし，機能・性能確認，

各部の経年劣化対策及び日常点検を考慮すること

により，分解・開放が不要なものについては外観

の確認が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

(5) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計 

ａ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計の基本方針 

基準地震動を超える地震に対して機能維持が必

要な施設については，重大事故等対処施設及び安

全機能を有する施設の耐震設計における設計 方針

を踏襲し，基準地震動の 1.2 倍の地震力に対して

必要な機能が損なわれるおそれがないことを目的

として，以下のとおり耐震設計を行う。 

 

 

 

 

 

(a) 選定において基準地震動を 1.2 倍した地震力

を考慮する設備は，基準地震動を 1.2 倍した地

震力に対して，必要な機能が損なわれることに

よって重大事故等の発生のおそれがないように

設計する。 

 

 

査等が実施可能な設計とする。また，保守

及び修理は，維持活動としての点検(日常の

運転管理の活用を含む。)，取替え，保修等

が実施可能な設計とする。 

再処理施設の運転中に待機状態にある重

大事故等対処設備は，再処理施設の運転に

大きな影響を及ぼす場合を除き，定期的な

試験又は検査ができる設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６７また，多様性又は多

重性を備えた系統及び機器にあっては，

各々が独立して試験又は検査並びに保守及

び修理ができる設計とする。 

 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確

認が必要な設備は，原則として分解・開放

(非破壊検査を含む。)が可能な設計とし，

機能・性能確認，各部の経年劣化対策及び

日常点検を考慮することにより，分解・開

放が不要なものについては外観の確認が可

能な設計とする。 

 

 

 

 

 

9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計 

(1)  地震を要因とする重大事故等に対する施

設の耐震設計の基本方針 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６８基準地震動Ｓｓを超

える地震動に対して機能維持が必要な施設

については，重大事故等対処施設及び安全

機能を有する施設の耐震設計における設計

方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造

上の特徴，重大事故等の状態で施設に作用

する荷重等を考慮し，基準地震動Ｓｓの

1.2 倍の地震力に対して，必要な機能が損

なわれるおそれがないことを目的として，

以下のとおり耐震設計を行う。 

 

ロ(７)(ⅱ)(b)-６９a. 事業指定(変更許可)

における重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機

器の特定において，基準地震動Ｓｓの 1.2

倍の地震動を考慮した際に機能維持できる

設計とした設備(以下「起因に対し発生防

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６６と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６７は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６７を詳

細に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６８は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６８と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-６９は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-６９を具

体的に記載しており整

合している。 
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ロ(７)(ⅱ)(b)-７０ⅱ) 地震を要因として

発生する重大事故等に対処する重大事故等

対処設備は，基準地震動を 1.2 倍した地震

力に対して，重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないよう

に設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 地震を要因として発生する重大事故等に対処

する重大事故等対処設備は，基準地震動を 1.2

倍した地震力に対して，重大事故等に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがないよ

うに設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

止を期待する設備」という。)は，基準地

震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，静

的な閉じ込め機能，崩壊熱量の除去機能，

核的制限値の維持機能及び転倒・落下防止

機能を損なわない設計とする。 

起因に対し発生防止を期待する設備を設

置する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって設置する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，起因に対し発生防止を期待する設備を

支持できる設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７０b. 地震を要因として発

生する重大事故等に対処する常設重大事故

等対処設備(以下「対処する常設重大事故等

対処設備」という。)は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力に対して，想定する重大

事故等を踏まえ，崩壊熱除去，水素掃気，

放出経路の維持及び放出抑制等の地震を要

因として発生する重大事故等に対処するた

めに必要な機能を損なわない設計とする。 

対処する常設重大事故等対処設備は，基

準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力によって

設置する建物・構築物に生じる変形等の地

震影響を考慮し，地震を要因として発生す

る重大事故等に対処するために必要な機能

が維持できる設計とする。 

対処する常設重大事故等対処設備を設置

する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって設置する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，対処する常設重大事故等対処設備を支

持できる設計並びに重大事故等の対処に係

る操作場所及びアクセスルートが保持でき

る設計とする。 

c. 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する可搬型重大事故等対処設備(以下

「対処する可搬型重大事故等対処設備」と

いう。)は，各保管場所における基準地震動

Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，想定す

る重大事故等を踏まえ，崩壊熱除去，水素

掃気，放出経路の維持及び放出抑制等の地

震を要因として発生する重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわないよう，

転倒しないよう固縛等の措置を講ずるとと

もに，動的機器については加振試験等によ

り地震を要因として発生する重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７０は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-７０を具

体的に記載しており整

合している。 
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ｂ．地震力の算定方法 

耐震設計に用いる地震力の算定方法は，以下の

とおり適用する。 

(a) 動的地震力 

地震を要因とする重大事故等に対する施設

は，「1.6.1.4.2 動的地震力」に示す基準地震

動による地震力を 1.2 倍した地震力を適用す

る。 

 

ｃ．荷重の組合せと許容限界 

荷重の組合せと許容限界は，以下によるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計とする。また，ホース等の静的機器

は，複数の保管場所に分散して保管するこ

とにより，地震を要因として発生する重大

事故等に対処するために必要な機能を損な

わない設計とする。 

対処する可搬型重大事故等対処設備を保

管する建物・構築物は，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力によって保管する建物・

構築物に生じる変形等の地震影響において

も，保管場所，操作場所及びアクセスルー

トが保持できる設計とする。 

 

起因に対し発生防止を期待する設備，対

処する常設重大事故等対処設備及び対処す

る可搬型重大事故等対処設備は，個別の設

備の機能や設計を踏まえて，地震を要因と

する重大事故等時において，基準地震動Ｓ

ｓを 1.2 倍した地震力による影響によっ

て，機能を損なわない設計とする。 

 

(2) 地震力の算定方法 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計に用いる動的

地震力は，「第１章 3.自然現象等」にお

ける「3.1.1(3)b.(a)入力地震動」の解放

基盤表面で定義する基準地震動Ｓｓの加速

度を 1.2 倍した地震動により算定した地震

力を適用する。 

 

(3) 荷重の組合せと許容限界 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計における荷重

の組合せと許容限界は，以下によるものと

する。 

地震を要因とする重大事故等に対する重

大事故等対処施設の耐震設計においては，

必要な機能である崩壊熱除去，水素掃気，

放出経路の維持，放出抑制，操作場所及び

アクセスルートの保持機能，保管場所の保

持機能，支持機能等を維持する設計とす

る。 

建物・構築物に要求される操作場所及び

アクセスルートの保持機能，保管場所の保

持機能並びに支持機能については，基準地

震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対して，当

該機能が要求される施設の構造強度を確保

することで機能を維持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5591



  

ロ-311 

重
事
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示

す。 

ⅰ．建物・構築物 

1) 運転時の状態 

「1.6.1.5.1 耐震設計上考慮する状

態」の「(1) 建物・構築物」に示す

「ａ．運転時の状態」を適用する。 

2) 重大事故等時の状態 

再処理施設が，重大事故に至るおそれ

がある事故又は重大事故の状態で，重大

事故等対処施設の機能を必要とする状

態。 

3) 設計用自然条件 

「1.6.1.5.1 耐震設計上考慮する状

態」の「(1) 建物・構築物」に示す

「ｂ．設計用自然条件」を適用する。 

ⅱ．機器・配管系 

1) 運転時の状態 

「1.6.1.5.1 耐震設計上考慮する状

態」の「(2) 機器・配管系」に示す

「ａ．運転時の状態」を適用する。  

2) 運転時の異常な過渡変化時の状態 

「1.6.1.5.1 耐震設計上考慮する状

態」の「(2) 機器・配管系」に示す

「ｂ．運転時の異常な過渡変化時の状

態」を適用する。 

3) 設計基準事故時の状態 

機器・配管系に要求される崩壊熱除去，

水素掃気，放出経路の維持及び放出抑制等

については，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した

地震力に対して，当該機能が要求される施

設の構造強度を確保することで機能を維持

できる設計とする。 

また，機器・配管系に要求される崩壊熱

除去，水素掃気，放出経路の維持及び放出

抑制については，構造強度を確保するとと

もに，当該機能が要求される各施設の特性

に応じて許容限界を適切に設定することで

機能を維持できる設計とする。 

可搬型設備に要求される崩壊熱除去，水

素掃気，放出経路の維持及び放出抑制，支

援機能等については，可搬型設備の特性に

応じて，構造強度を確保する又は当該機能

が要求される各施設の特性に応じて許容限

界を適切に設定することで機能が維持でき

る設計とする。 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に

示す。 

(a) 建物・構築物 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「a. 

耐震設計上考慮する状態」の「(b)重大事故

等対処施設」に基づく設計とし，その場合

において「重大事故等」を「地震を要因と

する重大事故等」に読み替えて適用する。

なお，対処する可搬型重大事故等対処設備

を保管する重大事故等対処施設の建物・構

築物も同様に適用する。 

 

 

 

 

(b) 機器・配管系 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「a. 

耐震設計上考慮する状態」の「(b) 重大事

故等対処施設」に基づく設計とし，その場

合において「重大事故等」を「地震を要因

とする重大事故等」に読み替えて適用す

る。 

(c) 可搬型設備 

イ. 通常時の状態 

当該設備を保管している状態。 
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「1.6.1.5.1 耐震設計上考慮する状

態」の「(2) 機器・配管系」に示す

「ｃ．設計基準事故時の状態」を適用す

る。 

4) 重大事故等時の状態 

再処理施設が，重大事故に至るおそれ

がある事故又は重大事故の状態で，重大

事故等対処施設の機能を必要とする状

態。 

 

 

(b) 荷重の種類 

ⅰ．建物・構築物 

1) 再処理施設のおかれている状態にかか

わらず常時作用している荷重，すなわち

固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧 

2) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

3) 重大事故等時の状態で施設に作用する

荷重 

4) 積雪荷重及び風荷重 

ただし，運転時及び重大事故等時の状態

で施設に作用する荷重には，機器・配管系

から作用する荷重が含まれるものとし，地

震力には，地 震時土圧，地震時水圧及び機

器・配管系からの反力が含まれるものと す

る。 

ⅱ．機器・配管系 

1) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

2) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施

設に作用する荷重 

3) 設計基準事故時の状態で施設に作用す

る荷重 

4) 重大事故等時の状態で施設に作用する

荷重 

ただし，各状態において施設に作用する

荷重には，常時作用している荷重，すなわ

ち自重等の固定荷重が含まれるものとす

る。また，屋外に設置される施設について

は，建物・構築物に準じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ. 地震を要因とする重大事故等時の状態 

再処理施設が，地震を要因とする重大事

故等に至るおそれがある事故又は地震を要

因とする重大事故等の状態で，対処する可

搬型重大事故等対処設備の機能を必要とす

る状態。 

ハ. 設計用自然条件 

屋外に保管している場合に設計上基本的

に考慮しなければならない自然条件（積

雪，風）。 

 

b. 荷重の種類 

(a) 建物・構築物 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「b. 

荷重の種類」の「(b) 重大事故等対処施

設」に基づく設計とし，その場合において

「重大事故等」を「地震を要因とする重大

事故等」に，「地震力」を「基準地震動 Ss

を 1.2 倍した地震力」と読み替えて適用す

る。なお，対処する可搬型重大事故等対処

設備を保管する重大事故等対処施設の建

物・構築物も同様に適用する。 

 

 

 

(b) 機器・配管系 

第 1章 共通項目の「3.1.1 耐震設計」

の「(4) 荷重の組合せと許容限界」の「b. 

荷重の種類」の「(b) 重大事故等対処施

設」に基づく設計とし，その場合において

「重大事故等」を「地震を要因とする重大

事故等」に，「地震力」を「基準地震動 Ss

を 1.2 倍した地震力」と読み替えて適用す

る。 

 

 

 

 

 

(c) 可搬型設備 

イ. 通常時に作用している荷重 

通常時に作用している荷重は持続的に生

じる荷重であり，自重及び積載荷重とす

る。 

ロ. 地震を要因とする重大事故等時の状態で

施設に作用する荷重 
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(c) 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せは以下による。  

 

 

ⅰ．建物・構築物 

1) 選定において基準地震動を 1.2 倍した地

震力を考慮する設備が設置される重大事故

等対処施設の建物・構築物については，常

時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），運転時の状態で施設

に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と基

準地震動を 1.2 倍した地震力とを組み合わ

せる。 

2) 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する重大事故等対処設備が設置される

重大事故等対処施設の建物・構築物につい

ては，常時作用している荷重（固定荷重，

積載荷重，土圧及び水圧），運転時の状態

で施設に作用する荷重，積雪荷重及び風荷

重と基準地震動を 1.2 倍した地震力とを組

み合わせる。 

 

3) 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する重大事故等対処設備が設置される

重大事故等対処施設の建物・構築物につい

ては，常時作用している荷重（固定荷重，

積載荷重，土圧及び水圧），積雪荷重，風

荷重及び重大事故等時の状態で施設に作用

する荷重は，その事故事象の発生確率，継

続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏

まえ，適切な地震力（基準地震動又は弾性

設計用地震動による地震力）と組み合わせ

る。この組み合わせについては，事故事象

の発生確率，継続時間及び地震動の年超過

確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘

案の上設定する。なお，継続時間について

対処する可搬型重大事故等対処設備は，

保管状態であることから重大事故等起因の

荷重は考慮しない。 

ハ. 対処する可搬型重大事故等対処設備の保

管場所における地震力，積雪荷重及び風荷

重 

対処する可搬型重大事故等対処設備の保

管場所における地震力を考慮する。屋外に

保管する設備については，積雪荷重及び風

荷重も考慮する。 

 

c. 荷重の組合せ 

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と他

の荷重との組合せは以下によるものとす

る。 

(a) 建物・構築物 

イ． 起因に対し発生防止を期待する設備が設

置される重大事故等対処施設の建物・構築

物については，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，土圧及び水圧），運転

時の状態で施設に作用する荷重，積雪荷重

及び風荷重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した

地震力とを組み合わせる。 

 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設又は対処する可搬

型重大事故等対処設備が保管される重大事

故等対処施設の建物・構築物については，

常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），運転時の状態で施設

に作用する荷重，積雪荷重及び風荷重と基

準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力とを組み

合わせる。 

ハ．対処する常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設又は対処する可搬

型重大事故等対処設備が保管される重大事

故等対処施設の建物・構築物については，

常時作用している荷重（固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧），積雪荷重，風荷重及

び重大事故等時の状態で施設に作用する荷

重は，その事故事象の発生確率，継続時間

及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，

適切な地震力と組み合わせる。この組み合

わせについては，事故事象の発生確率，継

続時間及び地震動の年超過確率の積等を考

慮し，工学的，総合的に勘案の上設定す

る。なお，継続時間については対策の成立
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は対策の成立性も考慮した上で設定する。 

なお，常時作用している荷重のうち，土圧

及び水圧について，基準地震動による地震

力，弾性設計用地震動による地震力と組み合

わせる場合は，当該地震時の土圧及び水圧と

する。 

ⅱ．機器・配管系 

1)  選定において基準地震動を 1.2 倍した地

震力を考慮する設備に係る機器・配管系に

ついては，常時作用している荷重及び運転

時の状態で施設に作用する荷重と基準地震

動を 1.2 倍した地震力とを組み合わせる。 

2) 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する重大事故等対処設備に係る機器・

配管系については，常時作用している荷重

及び運転時の状態で施設に作用する荷重と

基準地震動を 1.2 倍した地震力とを組み合

わせる。 

3) 地震を要因として発生する重大事故等に

対処する重大事故等対処設備に係る機器・

配管系については，常時作用している荷

重，運転時の異常な過渡変化時の状態，設

計基準事故時の状態及び重大事故等時の状

態で施設に作用する荷重は，その事故事象

の発生確率，継続時間及び地震動の年超過

確率の関係を踏まえ，適切な地震力（基準

地震動又は弾性設計用地震動による地震

力）と組み合わせる。この組み合わせにつ

いては，事故事象の発生確率，継続時間及

び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工

学的，総合的に勘案の上設定する。なお，

継続時間については対策の成立性も考慮し

た上で設定する。 

なお，屋外に設置される施設については，

建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重を

組み合わせる。 

 

ⅲ．荷重の組合せ上の留意事項 

1) ある荷重の組合せ状態での評価が，その

他の荷重の組合せ状態と比較して明らかに

厳しいことが判明している場合には，その

他の荷重の組合せ状態での評価は行わない

ことがある。 

2) 重大事故等対処施設を支持する建物・構

築物の当該部分の支持機能を確認する場合

においては，支持される施設の設備分類に

応じた地震力と常時作用している荷重及び

性も考慮した上で設定し，常時作用してい

る荷重のうち，土圧及び水圧については，

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力，弾性

設計用地震動による地震力と組み合わせる

場合は，当該地震時の土圧及び水圧とす

る。 

(b) 機器・配管系 

イ． 起因に対し発生防止を期待する設備に係

る機器・配管系については，常時作用して

いる荷重及び運転時の状態で施設に作用す

る荷重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震

力とを組み合わせる。 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機

器・配管系については，常時作用している

荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷

重と基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と

を組み合わせる。 

ハ．対処する常設重大事故等対処設備に係る機

器・配管系については，常時作用している

荷重，運転時の異常な過渡変化時の状態，

設計基準事故時の状態及び重大事故等時の

状態で施設に作用する荷重は，その事故事

象の発生確率，継続時間及び地震動の年超

過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組

み合わせる。この組み合わせについては，

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動

の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総

合的に勘案の上設定する。なお，継続時間

については対策の成立性も考慮した上で設

定し，屋外に設置される施設については，

建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重

を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

(c) 可搬型設備 

イ. 対処する可搬型重大事故等対処設備は，

通常時に作用している荷重と対処する可搬

型重大事故等対処設備の保管場所における

地震力とを組み合わせる。 

ロ. 対処する可搬型重大事故等対処設備の耐

震計算の荷重の組合せの考え方について，

保管状態であることから重大事故等起因の

荷重は考慮しない。ただし，屋外に設置さ

れる施設については，建物・構築物と同様
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その他必要な荷重とを組み合わせる。 

3) 積雪荷重については，屋外に設置されて

いる施設のうち，積雪による受圧面積が小

さい施設や，常時作用している荷重に対し

て積雪荷重の割合が無視できる施設を除

き，地震力との組み合わせを考慮する。 

4) 風荷重については，屋外の直接風を受け

る場所に設置されている施設のうち，風荷

重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視

できないような構造，形状及び仕様の施設

においては，地震力との組み合わせを考慮

する。 

5) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷

重との組み合わせについては，「(3) 環境

条件等」の「ａ．環境条件」の「(c) 重大

事故等時における環境条件」に示す条件を

考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 許容限界 

地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対

する許容限界は，以下のとおりとする。  

 

ⅰ．選定において基準地震動を 1.2 倍した地震

力を考慮する設備 

放射性物質の保持機能を維持する設備の機

能の確保に対しては，内包する放射性物質

（液体，気体，固体）の閉じ込めバウンダリ

を構成する部材のき裂や破損により漏えいし

ないこと。 

核的制限値（寸法）を維持する設備の機能

の確保に対しては，地震による変形等により

臨界に至らないこと。 

落下・転倒防止機能を維持する設備の機能

の確保に対しては，放射性物質（固体）を内

包する容器等を搬送する設備の破損により，

容器等が落下又は転倒しないこと。 

ガラス固化体の崩壊熱除去機能の確保に対

しては，収納管及び通風管の破損により冷却

空気流路が閉塞しないこと。 

上記の各機能について，基準地震動の 1.2

に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

d. 荷重の組合せ上の留意事項 

イ．ある荷重の組合せ状態での評価が，その他

の荷重の組合せ状態と比較して明らかに厳

しいことが判明している場合には，その他

の荷重の組合せ状態での評価は行わないこ

とがある。 

ロ．対処する常設重大事故等対処設備を支持す

る建物・構築物の当該部分の支持機能を確

認する場合においては，基準地震動Ｓｓを

1.2 倍した地震力と常時作用している荷重

及びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

ハ．積雪荷重については，屋外に設置されてい

る施設のうち，積雪による受圧面積が小さ

い施設や，常時作用している荷重に対して

積雪荷重の割合が無視できる施設を除き，

基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力との組

み合わせを考慮する。 

ニ．風荷重については，屋外の直接風を受ける

場所に設置されている施設のうち，風荷重

の影響が地震荷重と比べて相対的に無視で

きないような構造，形状及び仕様の施設に

おいては，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地

震力との組み合わせを考慮する。 

 

e. 許容限界 

 基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力と他

の荷重とを組み合わせた状態に対する許容

限界は，以下のとおりとする。 

(a) 起因に対し発生防止を期待する設備 

放射性物質の保持機能を維持する設備の

機能の確保に対しては，内包する放射性物

質（液体，気体，固体）の閉じ込めバウン

ダリを構成する部材のき裂や破損により漏

えいしない設計とする。核的制限値（寸

法）を維持する設備の機能の確保に対して

は，地震による変形等により臨界に至らな

い設計とする。落下・転倒防止機能を維持

する設備の機能の確保に対しては，放射性

物質（固体）を内包する容器等を搬送する

設備の破損により，容器等が落下又は転倒

しない設計とする。ガラス固化体の崩壊熱

除去機能の確保に対しては，収納管及び通

風管の破損により冷却空気流路が閉塞しな

い設計とする。 

上記の各機能を維持するために確保する

構造強度の許容限界は，基準地震動Ｓｓの
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倍の地震力に対して，「1.6.1.5.4 許容限

界」の「(2) 機器・配管系」の「ａ．Ｓクラ

スの機器・配管」に示す「(a) 基準地震動に

よる地震力との組合せに対する許容限界」に

て確認した上で，それ以外を適用する場合は

各機能が維持できること。 

地震に対して各設備が保持する安全機能を

第 1.7.18－３表に示す。  

 

 

 

ⅱ．地震を要因として発生する重大事故等に対

処する重大事故等対処設備 

地震を要因として発生する重大事故等の対

処に必要な常設重大事故等対処設備は，基準

地震動の 1.2 倍の地震力に対して，

「1.6.1.5.4 許容限界」の「(2) 機器・配

管系」の「ａ．Ｓクラスの機器・配管」に示

す「(a) 基準地震動による地震力との組合せ

に対する許容限界」にて確認した上で，それ

以外を適用する場合は，設備のき裂や破損等

により水及び空気の供給や放出経路の維持

等，重大事故等の対処に必要な機能が維持で

きること。 

対象設備は，第 1.7.18－１表に示す重大事

故等の要因事象のうち，外的事象に係る常設

重大事故等対処設備に示す。 

ⅲ．ⅰ及びⅱに示す設備を設置する建物・構築

物  

ⅰ及びⅱに示す設備を設置する建物・構築

物は，基準地震動を 1.2 倍した地震力に対す

る建物・構築物全体としての変形能力につい

て，「1.6.1.5.4 許容限界」の「(1) 建

物・構築物」の「ａ．Ｓクラスの建物・構築

物」に示す「(a) 基準地震動による地震力と

の組合せに対する許容限界」を適用する。 

 

ｄ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，各保管場所にお

ける基準地震動を 1.2 倍した地震力に対して，転

倒しないよう固縛等の措置を講ずるとともに，動

的機器については加振試験等により重大事故等の

対処に必要な機能が 損なわれないこと。また，ホ

ース等の静的機器は，複数の保管場所に分 散して

保管することにより，地震により重大事故等の対

処に必要な機能 が損なわれないこと。 

対象設備は，第 1.7.18－１表に示す重大事故等

1.2 倍の地震力に対して，塑性域に達する

ひずみが生じた場合であっても，その量が

小さなレベルに留まって破断延性限界に十

分な余裕を有し，その施設の機能に影響を

及ぼすことがない限界に応力，荷重を制限

する値とする。それ以外を適用する場合は

各機能が維持できる許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込

め機能が維持できる許容限界を適切に設定

する。 

 

(b) 対処する常設重大事故等対処設備 

対処する常設重大事故等対処設備の崩壊

熱除去，水素掃気，放出経路の維持，放出

抑制等の地震を要因として発生する重大事

故等に対処するために必要な機能を維持す

るために確保する構造強度の許容限界は，

基準地震動Ｓｓの 1.2 倍の地震力に対し

て，塑性域に達するひずみが生じた場合で

あっても，その量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し，その

施設の機能に影響を及ぼすことがない限界

に応力，荷重を制限する値とする。それ以

外を適用する場合は，各機能が維持できる

許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱

除去，水素掃気，放出経路の維持，放出抑

制等の維持が必要な設備については，その

機能が維持できる許容限界を適切に設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 対処する可搬型重大事故等対処設備 

対処する可搬型重大事故等対処設備の許

容限界は，保管する対処する可搬型重大事

故等対処設備の構造を踏まえて設定する。 

取付ボルト等の構造強度は，基準地震動

Ｓｓの 1.2 倍の地震力に対し，塑性域に達

するひずみが生じた場合であっても，その

量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し，その施設の機能に影

響を及ぼすことがない限界に応力，荷重を
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(ﾍ) 可搬型重大事故等対処設備の内部火災に

対する防護方針 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７１可搬型重大事故等

対処設備は，「事業指定基準規則」の第三

十三条第３項第６号にて，共通要因によっ

て設計基準事故に対処するための設備の安

全機能又は常設重大事故等対処設備の重大

事故等に対処するために必要な機能と同時

にその重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれることがないことを求めら

れている。 

再処理施設の可搬型重大事故等対処設備

の要因事象のうち，外的事象に係る可搬型重大事

故等対処設備に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対す

る防護方針 

可搬型重大事故等対処設備は，事業指定基準

規則の第 33 条第３項第６号にて，共通要因によ

って設計基準事故に対処するための設備の安全

機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時にその重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれ

ることがないことを求められている。 

再処理施設の可搬型重大事故等対処設備の内

部火災に対する防護方針を以下に示す。 

 

制限する値とする。それ以外を適用する場

合は各機能が維持できる許容限界とする。 

上記構造強度の許容限界のほか，崩壊熱

除去，水素掃気，放出経路の維持，放出抑

制等の維持が必要な設備については，その

機能が維持できる許容限界を適切に設定す

る。 

 

(d) 起因に対し発生防止を期待する設備及び

対処する常設重大事故等対処設備を設置す

る建物・構築物並びに対処する可搬型重大

事故等対処設備を保管する建物・構築物 

起因に対し発生防止を期待する設備及び

対処する常設重大事故等対処設備を設置す

る建物・構築物並びに対処する可搬型重大

事故等対処設備を保管する建物・構築物

は，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に

対し，建物・構築物全体としての変形能力

（耐震壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時

の変形等の地震影響を考慮しても，地震を

要因とする重大事故等に対する重大事故等

対処施設の機能が維持できる設計とする。

その上で，耐震評価においては，地震を要

因とする重大事故等に対する重大事故等対

処施設の必要な機能が発揮できることを確

認するため，機能維持に必要となる施設の

部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等に

対して，妥当な安全余裕を有することを確

認する。 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対

する荷重又は応力を漸次増大していくと

き，その変形又はひずみが著しく増加する

に至る限界の最大耐力とし，既往の実験式

等に基づき適切に定めるものとする。 

 

9.2.7 可搬型重大事故等対処設備の内部火災に

対する防護方針 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７１可搬型重大事故等対

処設備は，共通要因によって設計基準事故

に対処するための設備の安全機能又は常設

重大事故等対処設備の重大事故等に対処す

るために必要な機能と同時にその重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれ

ることがないことを求められている。 

再処理施設の重大事故等対処設備の内部

火災に対する設計方針については，「5.火

災等による損傷の防止」に示すとおりであ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７１は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-７１と同

義であり整合してい

る。 
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の内部火災に対する防護方針を以下に示

す。 

 

 

 

1) 可搬型重大事故等対処設備の火災発生防

止 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７２可搬型重大事故等対

処設備を保管する建屋内，建屋近傍，外部

保管エリアは，発火性物質又は引火性物質

を内包する設備に対する火災発生防止を講

ずるとともに，電気系統の過電流による過

熱及び焼損の防止対策を講ずる設計とす

る。 

重大事故等に対処するために必要な機能

を損なうおそれがある可搬型重大事故等対

処設備の保管場所には，可燃性蒸気又は可

燃性微粉が滞留するおそれがある設備，火

花を発する設備，高温となる設備並びに水

素を発生する設備を設置しない設計とす

る。 

 

2) 不燃性又は難燃性材料の使用 

可搬型重大事故等対処設備は，可能な限

り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設

計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用

が困難な場合は，代替材料を使用する設計

とする。また，代替材料の使用が技術的に

困難な場合には，当該可搬型重大事故等対

処設備における火災に起因して，他の可搬

型重大事故等対処設備の火災が発生するこ

とを防止するための措置を講ずる設計とす

る。 

 

3) 落雷，地震等の自然現象による火災の発

生防止 

敷地及びその周辺での発生の可能性，可

搬型重大事故等対処設備への影響度，事象

進展速度や事象進展に対する時間余裕の観

点から，重大事故等時に可搬型重大事故等

対処設備に影響を与えるおそれがある事象

として，地震，津波，風（台風），竜巻，

凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選

定する。 

風（台風），竜巻及び森林火災は，それ

ぞれの事象に対して重大事故等に対処する

 

 

 

 

 

ａ．可搬型重大事故等対処設備の火災発生防止 

 

可搬型重大事故等対処設備を保管する建屋内，

建屋近傍，外部保管エリアは，発火性物質又は引

火性物質を内包する設備に対する火災発生防止を

講ずるとともに，電気系統の過電流による過熱及

び焼損の防止対策を講ずる設計とする。 

重大事故等に対処するために必要な機能を損な

うおそれがある可搬型重大事故等対処設備の保管

場所には，可燃性蒸気又は可燃性微粉が滞留する

おそれがある設備，火花を発する設備，高温とな

る設備並びに水素を発生する設備を設置しない設

計とする。 

 

 

 

 

ｂ．不燃性又は難燃性材料の使用 

可搬型重大事故等対処設備は，可能な限り不燃

性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃

性材料又は難燃性材料の使用が困難な場合は，代

替材料を使用する設計とする。また，代替材料の

使用が技術的に困難な場合には，当該可搬型重大

事故等対処設備における火災に起因して，他の可

搬型重大事故等対処設備の火災が発生することを

防止するための措置を講ずる設計とする。 

 

 

 

ｃ．落雷，地震等の自然現象による火災の発生防

止 

敷地及びその周辺での発生の可能性，可搬型重

大事故等対処設備への影響度，事象進展速度や事

象進展に対する時間余裕の観点から，重大事故等

時に可搬型重大事故等対処設備に影響を与えるお

それがある事 象として，地震，津波，風（台

風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火

山の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選

定する。 

 

風（台風），竜巻及び森林火災は，それぞれの

事象に対して重大事故等に対処するために必要な

り，これを踏まえた，上記の可搬型重大事

故等対処設備に求められる設計方針を達成

するための内部火災に対する防護方針を以

下に示す。 

 

(1) 可搬型重大事故等対処設備の火災発生防

止 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７２可搬型重大事故等対

処設備を保管する建屋内，建屋近傍，外部

保管エリアは，発火性物質又は引火性物質

を内包する設備に対する火災発生防止を講

ずるとともに，発火源に対する対策，水素

に対する換気及び漏えい検出対策及び接地

対策，並びに電気系統の過電流による過熱

及び焼損の防止対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 不燃性又は難燃性材料の使用 

可搬型重大事故等対処設備は，可能な限

り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設

計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用

が技術上困難な場合は，代替材料を使用す

る設計とする。また，代替材料の使用が技

術上困難な場合は，当該可搬型重大事故等

対処設備における火災に起因して，他の可

搬型重大事故等対処設備の火災が発生する

ことを防止するための措置を講ずる設計と

する。 

 

(3) 落雷，地震等の自然現象による火災の発

生防止 

敷地及びその周辺での発生の可能性，可

搬型重大事故等対処設備への影響度，事象

進展速度や事象進展に対する時間余裕の観

点から，重大事故等時に可搬型重大事故等

対処設備に影響を与えるおそれがある事象

として，地震，津波，風(台風)，竜巻，凍

結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選

定する。 

風(台風)，竜巻及び森林火災は，それぞ

れの事象に対して重大事故等に対処するた

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７２は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-７２と同

義であり整合してい

る。 
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ために必要な機能を損なうことのないよう

に，自然現象から防護する設計とすること

で，火災の発生を防止する。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の

影響に対しては，侵入防止対策によって影

響を受けない設計とする。 

津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学

的事象及び塩害は，発火源となり得る自然

現象ではなく，火山の影響についても，火

山から再処理施設に到達するまでに降下火

砕物が冷却されることを考慮すると，発火

源となり得る自然現象ではない。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７３したがって，再処理

施設で火災を発生させるおそれのある自然

現象として，落雷及び地震について，これ

らの自然現象によって火災が発生しないよ

うに，火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

4) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，可搬型

重大事故等対処設備に対する火災の影響を

限定し，早期の火災感知及び消火を行うた

めの火災感知設備及び消火設備を設置する

設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼ

すおそれのある火災を早期に感知するとと

もに，火災の発生場所を特定するために，

固有の信号を発する異なる種類の火災感知

器又は同等の機能を有する機器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火

災の二次的影響が重大事故等対処設備に及

ばないよう適切に配置する設計とする。 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏ま

え，想定される火災の性質に応じた容量の

消火剤を備える設計とする。 

火災時の消火活動のため，大型化学高所

放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末

消防車を配備する設計とする。 

重大事故等への対処を行う建屋内のアク

セスルートには，重大事故等が発生した場

合のアクセスルート上の火災に対して初期

消火活動ができるよう消火器を配備し，初

期消火活動ができる手順を整備する。 

 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所の

機能を損なうことのないように，自然現象から防

護する設計とすることで，火災の発生を防止す

る。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響に

対しては，侵入防止対策によって影響を受けない

設計とする。 

津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学的事象

及び塩害は，発火源となり得る自然現象ではな

く，火山の影響についても，火山から再処理施設

に到達するまでに降下火砕物が冷却されることを

考慮すると，発火源となり得る自然現象ではな

い。 

したがって，再処理施設で火災を発生させるお

それのある自然現象として，落雷及び地震につい

て，これらの自然現象によって火災が発生しない

ように，火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

ｄ．早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，可搬型重大事

故等対処設備に対する火災の影響を限定し，早期

の火災感知及び消火を行うための火災感知設備及

び消火設備を設置する設計とする。 

 

可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼすおそ

れのある火災を早期に感知するとともに，火災の

発生場所を特定するために，固有の信号を発する

異なる種類の火災感知器又は同等の機能を有する

機器を組み合わせて設置する設計とする。 

 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火災の二

次的影響が重大事故等対処設備に及ばないよう適

切に配置する設計とする。 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏まえ，想定

される火災の性質に応じた容量の消火剤を備える

設計とする。 

火災時の消火活動のため，大型化学高所放水

車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消防車を配

備する設計とする。 

重大事故等への対処を行う建屋内のアクセスル

ートには，重大事故等が発生した場合のアクセス

ルート上の火災に対して初期消火活動ができるよ

う消火器を配備し，初期消火活動ができる手順を

整備する。 

 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所のうち，

めに必要な機能を損なうことのないよう

に，自然現象から防護する設計とすること

で，火災の発生を防止する。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の

影響に対しては，侵入防止対策によって影

響を受けない設計とする。 

津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学

的事象及び塩害は，発火源となり得る自然

現象ではなく，火山の影響についても，火

山から再処理施設に到達するまでに降下火

砕物が冷却されることを考慮すると，発火

源となり得る自然現象ではない。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７３したがって，再処理

施設で火災を発生させるおそれのある自然

現象として，落雷，地震，竜巻(風(台風)を

含む)及び森林火災によって火災が発生しな

いように，火災防護対策を講ずる設計とす

る。 

 

(4) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，可搬型

重大事故等対処設備に対する火災の影響を

限定し，早期の火災感知及び消火を行うた

めの火災感知設備及び消火設備を設置する

設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼ

すおそれのある火災を早期に感知するとと

もに，火災の発生場所を特定するために，

固有の信号を発する異なる種類の火災感知

器又は同等の機能を有する機器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火

災の二次的影響が重大事故等対処設備に及

ばないよう適切に配置する設計とする。 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏ま

え，想定される火災の性質に応じた容量の

消火剤を備える設計とする。 

火災時の消火活動のため，大型化学高所

放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末

消防車を配備する設計とする。 

重大事故等への対処を行う屋内のアクセ

スルートには，重大事故等が発生した場合

のアクセスルート上の火災に対して初期消

火活動ができるよう消火器を配備し，初期

消火活動については保安規定に定めて，管

理する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７３は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-７３を詳

細に記載しており整合

している。 
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うち，火災発生時の煙又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるところには，固

定式消火設備を設置することにより，消火

活動が可能な設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７４屋内消火栓，消火設

備の現場盤操作等に必要な照明器具とし

て，蓄電池を内蔵した照明器具を設置す

る。 

 

5) 火災感知設備及び消火設備に対する自然

現象の考慮 

火災感知設備及び消火設備は，地震等の

自然現象によっても，火災感知及び消火の

機能，性能が維持されるよう，凍結，風水

害，地震時の地盤変位を考慮した設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災発生時の煙又は放射線の影響により消火活動

が困難となるところには，固定式消火設備を設置

することにより，消火活動が可能な設計とする。 

 

屋内消火栓，消火設備の現場盤操作等に必要な

照明器具として，蓄電池を内蔵した照明器具を設

置する。 

 

 

ｅ．火災感知設備及び消火設備に対する自然現象

の考慮 

火災感知設備及び消火設備は，地震等の自然現

象によっても，火災感知及び消火の機能，性能が

維持されるよう，凍結，風水害，地震時の地盤変

位を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

うち，火災発生時の煙又は放射線の影響に

より消火活動が困難となるところには，固

定式消火設備を設置することにより，消火

活動が可能な設計とする。 

ロ(７)(ⅱ)(b)-７４消火設備の現場盤操

作等に必要な照明器具として，蓄電池を内

蔵した照明器具を設置する設計とする。 

 

 

(5) 火災感知設備及び消火設備に対する自然

現象の考慮 

火災感知設備及び消火設備は，地震等の

自然現象によっても，火災感知及び消火の

機能，性能が維持されるよう，凍結，風水

害，地震時の地盤変位を考慮した設計とす

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ

(７)(ⅱ)(b)-７４は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(７)(ⅱ)(b)-７４と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5601



    

 

ロ-321 

重
事
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(c) 臨界事故の拡大を防止するための設備 

 

 

 

 

セル内において核燃料物質が臨界に達する

ことを防止するための機能を有する施設のう

ち，ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-1 臨界事故の発生を仮定す

る機器には，重大事故の拡大を防止するため

に必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設

ける設計とする。 

 

 

セル内において核燃料物質が臨界に達する

ことを防止するための機能を有する施設のう

ち，臨界事故の発生を仮定する機器には，未

臨界に移行し，及び未臨界を維持するととも

に，臨界事故が発生した機器に接続する配管

の流路を遮断し，換気系統の配管内が加圧状

態になった場合にセル内に設置された配管の

外部へ放射性物質を排出できるようにし，放

射性物質の放出による影響を緩和するために

必要な重大事故等対処設備をﾛ.(7)(ⅱ)(c)-2

設置及び保管する。 

 

 

 

 

 

 

臨界事故の拡大を防止するための設備は，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系，重大事

故時可溶性中性子吸収材供給系，代替可溶性

中性子吸収材緊急供給回路，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給回路，廃ガス貯留設備及

び臨界事故時水素掃気系で構成する。 

1.9 再処理施設に関する「再処理施設の位置，構造及

び設備の基準に関する規則」への適合性 

1.9.34 臨界事故の拡大を防止するための設備 

 

<中略> 

 

適合のための設計方針 

セル内において核燃料物質が臨界に達することを

防止するための機能を有する施設には，重大事故の

拡大を防止するために必要な次に掲げる重大事故等

対処設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一号について 

 

<中略> 

 

臨界事故の発生を仮定する機器において，臨界事

第 1章 共通項目 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.2 臨界事故の拡大防止に関する設計 

 

 

 

 

セル内において核燃料物質が臨界に達すること

を防止するための機能を有する施設のうち，

ﾛ.(7)(c)-1「臨界事故」の発生を仮定する機器に

は，重大事故の拡大を防止するために必要な次に

掲げる重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

 

 

 

セル内において核燃料物質が臨界に達すること

を防止するための機能を有する施設のうち，「臨

界事故」の発生を仮定する機器には，未臨界に移

行し，及び未臨界を維持するとともに，臨界事故

が発生した機器に接続する配管の流路を遮断し，

換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル

内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出で

きるようにし，放射性物質の放出による影響を緩

和するために必要な重大事故等対処設備を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

臨界事故の拡大を防止するための設備は，代替

可溶性中性子吸収材緊急供給系，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給回路，重大事故時可溶性中性子吸収材供

給回路，廃ガス貯留設備及び臨界事故時水素掃気

系で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「臨界事故」の発生を仮定する機器において，臨

事業変更許可申請書

（本文）第四号ロ項に

おいて，設工認の内容

は，以下の通り整合し

ている 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-1 は，

事業変更許可申請書

（本文）の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-1 と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-2 は，

事業変更許可申請書

（本文）の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-2 と同

義であり整合してい

る。 
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故が発生した場合，臨界事故が発生した機器に可溶

性中性子級収材を供給し，臨界事故が発生した機器

を未臨界に移行するために必要な重大事故等対処設

備として代替可溶性中性子吸収材緊急供給系及び重

大事故時可溶性中性子吸収材供給系を設ける設計と

する。 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-2また，緊急停止系の操作によって

速やかに固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停

止することで未臨界を維持するために必要な重大事

故等対処設備として，代替可溶性中性子吸収材緊急

供給回路及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給回

路を設ける設計とする。 

 

 

 

第二号について 

 

<中略> 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-4臨界事故の発生を仮定する機器に

おいて，臨界事故が発生した場合，当該重大事故で

発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中へ

の放射性物質の放出量を低減するために必要な重大

事故等対処設備として廃ガス貯留設備を設ける設計

とする。 

 

 

 

第三号について 

 

<中略> 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-5臨界事故の発生を仮定する機器に

おいて，臨界事故が発生した場合，当該重大事故で

発生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中へ

の放射性物質の放出量を低減するために必要な重大

事故等対処設備として廃ガス貯留設備を設ける設計

とする。廃ガス貯留設備は第二号に掲げる設備と兼

用する。 

 

また，臨界事故の発生を仮定する機器において，

臨界事故が発生した場合，安全圧縮空気系及び一般

圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホ

ースを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器等に供

給し，水素掃気を実施することにより，機器の気相

部における水素濃度をドライ換算８ｖｏｌ％未満に

維持し，ドライ換算４ｖｏｌ％未満に移行するため

に必要な重大事故等対処設備として臨界事故時水素

界事故が発生した場合，臨界事故が発生した機器

に可溶性中性子吸収材を供給し，臨界事故が発生

した機器を未臨界に移行するために必要な重大事

故等対処設備として代替可溶性中性子吸収材緊急

供給系及び重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

を設ける設計とする。 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-2緊急停止系の操作によって速や

かに固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止

することで未臨界を維持するために必要な重大事

故等対処設備として，代替可溶性中性子吸収材緊

急供給回路及び重大事故時可溶性中性子吸収材供

給回路を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-4「臨界事故」の発生を仮定する

機器において，臨界事故が発生した場合，当該重

大事故で発生した放射性物質を含む気体を貯留

し，大気中への放射性物質の放出量を低減するた

めに必要な重大事故等対処設備として廃ガス貯留

設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「臨界事故」の発生を仮定する機器において，

臨界事故が発生した場合，安全圧縮空気系及び一

般圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋

内ホースを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器

等に供給し，水素掃気を実施することにより，機

器の気相部における水素濃度をドライ換算８ｖｏ

ｌ％未満に維持し，ドライ換算４ｖｏｌ％未満に

移行するために必要な重大事故等対処設備として

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-3 は，

事業変更許可申請書

（本文）の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-3 と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-4 は，

事業変更許可申請書

（添付書類 六）の

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-4，

ﾛ.(7)(ⅱ)(c)-5 と同

義であり整合してい

る。 
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掃気系を設ける設計とする。 臨界事故時水素掃気系を設ける設計とする。 

 

なお，臨界事故の拡大を防止するために使用す

る代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の設計につ

いては，第 2章 個別項目の「2.2.1 溶解設備」

の「2.2.1.1 代替可溶性中性子吸収材緊急供給

系」に，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

設計については，第 2章 個別項目の「2.2.1 溶

解設備」の「2.2.1.2 重大事故時可溶性中性子吸

収材供給系」及び「2.4.3 精製建屋一時貯留処理

設備」の「2.4.3.1 重大事故時可溶性中性子吸収

材供給系」に，代替可溶性中性子吸収材緊急供給

回路の設計については，第 2章 個別項目の「4.2 

安全保護回路」の「4.2.2 代替可溶性中性子吸収

材緊急供給回路」に，重大事故時可溶性中性子吸

収材供給回路の設計については，第 2章 個別項

目の「4.2 安全保護回路」の「4.2.3 重大事故

時可溶性中性子吸収材供給回路」に，廃ガス貯留

設備の設計については，第 2章 個別項目の「5.1 

気体廃棄物の廃棄施設」の「5.1.7 廃ガス貯留設

備」に，臨界事故時水素掃気系の設計について

は，第 2章 個別項目の「7.1.2 圧縮空気設備」

の「7.1.2.4 臨界事故時水素掃気系」に示す。 
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(d) 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための設備 

 

 

 

セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放

射性廃棄物を冷却する機能を有する施設の

うち，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発

生を仮定する機器には，重大事故の発生又

は拡大を防止するために必要な次に掲げる

重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

 

 

 

セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放

射性廃棄物を冷却する機能を有する施設に

は，蒸発乾固の発生を未然に防止するとと

もに，蒸発乾固が発生した場合において，

放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固

の進行を防止し，蒸発乾固が発生した設備

に接続する換気系統の配管の流路を遮断す

るために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置さ

れた配管の外部へ放射性物質を排出できる

ようにし，放射性物質の放出による影響を

緩和するために必要な重大事故等対処設備

を設置及び保管するロ（7）（ⅱ）（ｄ）-

１。 

 

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための設備は，代替安全冷却水系及び代

替換気設備で構成する。 

1.9.35  冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための設備 

（冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備） 

 

第三十五条 セル内において使用済燃料から分

離された物であって液体状のもの又は液体状の放

射性廃棄物を冷却する機能を有する施設には、再

処理規則第一条の三第二号に規定する重大事故の

発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる

重大事故等対処設備を設けなければならない。 

 

<中略> 

 

適合のための設計方針 

セル内において使用済燃料から分離された物で

あって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を

冷却する機能を有する施設には，再処理規則第一

条の三第二号に規定する重大事故の発生又は拡大

を防止するために必要な次に掲げる重大事故等対

処設備を設ける設計とする。 

第一号について 

蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な

重大事故等対処設備を設置及び保管する設計とす

る。 

その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安

全冷却水系（再処理設備本体用）の内部ループに

通水することで「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液を

冷却するための水供給に必要な重大事故等対処設

備として，代替安全冷却水系を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

第二号について 

蒸発乾固が発生した場合において，放射性物質

の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進行を防止する

ために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管

する設計とする。 

 

その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安

全冷却水系（再処理設備本体用）の内部ループに

通水することで「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を想定する対象機器に内包する溶液を

冷却するための水供給に必要な重大事故等対処設

4. 閉じ込め機能  

4.3 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備 

 

 

セル内において使用済燃料から分離された物

であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄

物を冷却する機能を有する施設のうち，冷却機

能の喪失による蒸発乾固の発生を仮定する機器

には，重大事故の発生又は拡大を防止するため

に必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設け

る設計とする。 

 

 

 

セル内において使用済燃料から分離された物

であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄

物を冷却する機能を有する施設には，蒸発乾固

の発生を未然に防止するとともに，蒸発乾固が

発生した場合において，放射性物質の発生を抑

制し，及び蒸発乾固の進行を防止し，蒸発乾固

が発生した設備に接続する換気系統の配管の流

路を遮断するために必要な設備及び換気系統の

配管内が加圧状態になった場合にセル内に設置

された配管の外部へ放射性物質を排出できるよ

うにし，放射性物質の放出による影響を緩和す

るために必要な重大事故等対処設備をロ（7）

（ⅱ）（ｄ）-１設ける設計とする。 

 

 

 

冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備は，代替安全冷却水系及び代替換気設

備で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器の冷却機能が喪失した場合にその

他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷

却水系（再処理設備本体用）の内部ループに通

水することで「冷却機能の喪失による蒸発乾

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（7）

（ⅱ）（ｄ）-１は，

事業変更許可申請書

（本文）のロ（7）

（ⅱ）（ｄ）-１と同

義であり整合してい

る。 
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備として，代替安全冷却水系を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想

定する対象機器に内包する溶液が沸騰に至った場

合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

想定する対象機器に注水すること及びその他再処

理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系

（再処理設備本体用）の冷却コイル又は冷却ジャ

ケットへ通水することで蒸発乾固の進行を防止す

るための水供給に必要な重大事故等対処設備とし

て，代替安全冷却水系を設ける設計とする。 

 

第三号について 

蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の

配管の流路を遮断するために必要な設備及び換気

系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に

設置された配管の外部へ放射性物質を排出するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る設計とする。 

 

 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想

定する対象機器に内包する溶液の沸騰により気相

中に移行する放射性物質を，これらの機器に接続

する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔

槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定

する対象機器からの蒸気を凝縮し，排気をセルに

導出するために必要な重大事故等対処設備として

代替安全冷却水系及び代替換気設備のセル導出設

備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

第四号について 

蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の

放出による影響を緩和するために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する設計とする。 

 

固」の発生を仮定する機器に内包する溶液を冷

却するための水供給に必要な重大事故等対処設

備として，代替安全冷却水系を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器に内包する溶液が沸騰に至った場

合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器に注水すること及びその他再処

理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系

（再処理設備本体用）の冷却コイル又は冷却ジ

ャケットへ通水することで蒸発乾固の進行を防

止するための水供給に必要な重大事故等対処設

備として，代替安全冷却水系を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器に内包する溶液が沸騰に至った場

合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を想定する対象機器に内包する溶液の沸騰によ

り気相中に移行する放射性物質を，これらの機

器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を

閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断す

ることで，「冷却機能の喪失による蒸発乾固」

の発生を仮定する機器からの蒸気を凝縮し，排

気をセルに導出するために必要な重大事故等対

処設備として代替安全冷却水系及びセルへの導

出経路を構築するための代替換気設備を設ける

設計とする。 
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「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想

定する対象機器からセルに導出された放射性エア

ロゾルを除去し，主排気筒を介して大気中に管理

しながら放出するために必要な重大事故等対処設

備として代替換気設備の代替セル排気系を設ける

設計とする。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を

仮定する機器に内包する溶液が沸騰に至った場

合に「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する機器からセルに導出された放射性エ

アロゾルを除去し，主排気筒を介して大気中に

管理しながら放出するために必要な重大事故等

対処設備として導出先セルから主排気筒までの

放出経路を構築するための代替換気設備を設け

る設計とする。 

 

上記の代替冷却水系及び代替換気設備は，第

1章 共通項目の「5.5 放射線分解により発生

する水素による爆発に対処するための設備」に

示す状態と重畳した場合においても必要な機能

を発揮する設計とする。 

 

なお，冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生

又は拡大を防止するために使用する代替安全冷

却水系の設計については，第 2章 個別項目の

「7.2.2 冷却水設備」の「7.2.2.3 代替安全

冷却水系」に，代替換気設備の設計について

は，第 2章 個別項目の「5.1 気体廃棄物の

廃棄施設」の「5.1.6 代替換気設備」に示

す。 
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(e) 放射線分解により発生する水素による爆

発に対処するための設備 

 

 

 

 

 

 

セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留するこ

とを防止する機能を有する施設のうち，重

大事故のﾛ.(7)(e)-1 水素爆発の発生を仮定

する機器には，重大事故の発生又は拡大を

防止するために必要な次に掲げる重大事故

等対処設備を設ける設計とする。 

 

 

セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留するこ

とを防止する機能を有する施設には，水素

爆発の発生を未然に防止するとともに，水

素爆発が発生した場合において，水素爆発

が続けて生じるおそれがない状態を維持

し，水素爆発が発生した設備に接続する換

気系統の配管の流路を遮断するために必要

な設備及び換気系統の配管内が加圧状態に

なった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出できるようにし，放

射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な重大事故等対処設備をﾛ.(7)(e)-2

設置及び保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9 再処理施設に関する「再処理施設の位置，構造

及び設備の基準に関する規則」への適合性 

1.9.36 放射線分解により発生する水素による爆発に

対処するための設備 

 

<中略> 

 

適合のための設計方針 

セル内において放射線分解によって発生する水

素が再処理設備の内部に滞留することを防止する

機能を有する施設において，水素爆発について評

価する機器は，重大事故の発生又は拡大を防止す

るために必要な次に掲げる重大事故等対処設備を

設ける設計とする。 

 

 

 

第一号について 

水素爆発の発生を未然に防止するために必要な

重大事故等対処設備を設置及び保管する設計とす

る。 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合，水素爆発の発生を仮定する対象機器に圧縮空

気を供給し，水素爆発の発生を未然に防止するた

めに必要な重大事故等対処設備として，代替安全

圧縮空気系の水素爆発を未然に防止するための空

気の供給に使用する設備を設ける設計とする。 

 

第二号について 

水素爆発が発生した場合において水素爆発が続

けて生じるおそれがない状態を維持するために必

要な重大事故等対処設備を設置及び保管する設計

とする。 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場

合，水素爆発の発生を仮定する対象機器に圧縮空

気を供給し，水素爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持するために必要な重大事故等対処設

備として，代替安全圧縮空気系の水素爆発の再発

を防止するための空気の供給に使用する設備を設

ける設計とする。 

 

第三号について 

水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の

配管の流路を遮断するために必要な設備及び換気

系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に

設置された配管の外部へ放射性物質を排出するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

5.5 放射線分解により発生する水素による爆発に

対処するための設備 

 

 

 

 

 

 

セル内において放射線分解によって発生する

水素が再処理設備の内部に滞留することを防止

する機能を有する施設のうち，重大事故の

ﾛ.(7)(e)-1「放射線分解により発生する水素に

よる爆発（以下，5.5 では「水素爆発」とい

う。）の発生を仮定する機器には，重大事故の

発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げ

る重大事故等対処設備を設ける設計とする。 

 

セル内において放射線分解によって発生する

水素が再処理設備の内部に滞留することを防止

する機能を有する施設には，水素爆発の発生を

未然に防止するとともに，水素爆発が発生した

場合において，水素爆発が続けて生じるおそれ

がない状態を維持し，水素爆発が発生した設備

に接続する換気系統の配管の流路を遮断するた

めに必要な設備及び換気系統の配管内が加圧状

態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出できるようにし，放射性

物質の放出による影響を緩和するために必要な

重大事故等対処設備をﾛ.(7)(e)-2 設ける設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のﾛ.(7)(e)-1

は，事業変更許可申

請書（本文）の

ﾛ.(7)(e)-1 と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のﾛ.(7)(e)-2

は，事業変更許可申

請書（本文）の

ﾛ.(7)(e)-2 と同義で

あり整合している。 
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水素爆発に対処するための設備は，代替

安全圧縮空気系及び代替換気設備で構成す

る。 

る設計とする。 

水素爆発の発生により気相中に移行する放射性

物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処

理設備の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備

の流路を遮断することで，水素爆発の発生を仮定

する対象機器からの排気をセルに導出するために

必要な重大事故等対処設備として，代替換気設備

のセル導出設備を設ける設計とする。 

 

第四号について 

水素爆発が発生した場合において放射性物質の

放出による影響を緩和するために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する設計とする。 

 

水素爆発の発生を仮定する対象機器からセルに

導出された放射性エアロゾルを除去し，主排気筒

を介して大気中に管理しながら放出するために必

要な重大事故等対処設備として，代替換気設備の

代替セル排気系を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水素爆発に対処するための設備は，代替安全

圧縮空気系及び代替換気設備で構成する。 
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(f) 有機溶媒等による火災又は爆発に対処す

るための設備 

 

 

 

 

 

 

セル内においてＴＢＰ，ｎドデカン等

（以下「有機溶媒等」という。）が火災又

は爆発に至ることを防止するための機能を

有する施設のうち，ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-1 有機溶

媒等による火災又は爆発の発生を仮定する

機器には，重大事故等の拡大を防止するた

めに必要な次に掲げる重大事故等対処設備

を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セル内において有機溶媒等が火災又は爆

発に至ること防止するための機能を有する

施設のうち，ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-2 有機溶媒等に

よる火災又は爆発の発生を仮定する機器

は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再

発を防止し，その状態を維持するととも

に，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発

生した機器に接続する配管の流路を遮断

し，換気系統の配管内が加圧状態になった

場合にセル内に設置された配管の外部へ放

射性物質を排出できるようにし，放射性物

質の放出による影響を緩和するために必要

な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。 

有機溶媒等による火災又は爆発に対処す

るための設備は，重大事故時プルトニウム

濃縮缶加熱停止設備，重大事故時供給停止

回路及び廃ガス貯留設備で構成する。 

1.9 再処理施設に関する「再処理施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則」への適合性 

1.9.37 有機溶媒等による火災又は爆発に対処する

ための設備 

 

＜中略＞ 

 

適合のための設計方針 

セル内において有機溶媒その他の物質を内

包する施設において，有機溶媒等による火災

又は爆発について評価する機器は，重大事故

の発生又は拡大を防止するために必要な次に

掲げる重大事故等対処施設を設ける設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1章 共通項目 

5. 火災等による損傷の防止 

5.6 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するため

の設備 

 

 

 

 

セル内においてＴＢＰ，ｎドデカン等（以下

「有機溶媒等」という。）が火災又は爆発に至る

ことを防止するための機能を有する施設のうち，

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-1「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器には，重大事故等の拡

大を防止するために必要な次に掲げる重大事故等

対処設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セル内において有機溶媒等が火災又は爆発に至

ること防止するための機能を有する施設のうち，

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-2「有機溶媒等による火災又は爆

発」の発生を仮定する機器は，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応の再発を防止し，その状態を維持

するとともに，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

が発生した機器に接続する配管の流路を遮断し，

換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル

内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出で

きるようにし，放射性物質の放出による影響を緩

和するために必要な重大事故等対処設備を設ける

設計とする。 

 

 

有機溶媒等による火災又は爆発に対処するため

の設備は，重大事故時プルトニウム濃縮缶加熱停

止系，重大事故時供給停止回路及び廃ガス貯留設

備で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-1 は，

事業変更許可申請書

(本文)の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-1 と同

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-2 は，

事業変更許可申請書

(本文)の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-2 と同

義であり整合してい

る。 
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第一号について 

有機溶媒等による火災又は爆発は，リン酸トリ

ブチルの混入による急激な分解反応に相当するＴ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応を対象とするた

め，第一号に該当する設備はない。 

 

第二号について 

 

＜中略＞ 

 

プルトニウム濃縮缶においてＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応が発生した場合において，重大事

故時供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応の発生を判定した場合に，プルトニウム

濃縮缶への供給液の供給を停止するとともにプル

トニウム濃縮缶の加熱を停止する設計とする。重

大事故時供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急

激な分解反応の発生を判定した場合は，プルトニ

ウム濃縮缶への供給液の供給を自動及び手動で停

止する設計とする。ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-3また，重大事

故時プルトニウム濃縮缶加熱停止設備により，プ

ルトニウム濃縮缶の加熱を停止する設計とする。 

 

第三号について 

 

＜中略＞ 

 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場

合において，当該重大事故で発生した放射性物質

を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放

出量を低減するために必要な重大事故等対処設備

として廃ガス貯留設備を設ける設計とする。 

 

第四号について 

 

＜中略＞ 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-4プルトニウム濃縮缶において，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合

に，当該重大事故で発生した放射性物質を含む気

体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低

減するために必要な重大事故等対処設備を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルトニウム濃縮缶においてＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応が発生した場合において，重大事

故時供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急激な

分解反応の発生を判定した場合に，プルトニウム

濃縮缶への供給液の供給を停止するとともにプル

トニウム濃縮缶の加熱を停止する設計とする。 

重大事故時供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応の発生を判定した場合は，プル

トニウム濃縮缶への供給液の供給を自動及び手動

で停止する設計とする。 

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-3重大事故時プルトニウム濃縮

缶加熱停止系により，プルトニウム濃縮缶の加熱

を停止する設計とする。 

 

 

 

 

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-4ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応が発生した場合において，当該重大事故で発

生した放射性物質を含む気体を貯留し，大気中へ

の放射性物質の放出量を低減するために必要な重

大事故等対処設備として廃ガス貯留設備を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-3 は，

事業変更許可申請書

(本文)の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-3 と同

義であり整合してい

る。 

 

事業変更許可申請書

(本文)の第三号と第四

号は同じ設備を表して

おり，第三号と第四号

をまとめた設工認の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-4 は，

事業変更許可申請書

(本文)の

ﾛ.(7)(ⅱ)(f)-4 と同

義であり整合してい

る。 
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なお，有機溶媒等による火災又は爆発に対処す

るために使用する重大事故時プルトニウム濃縮缶

加熱停止系の設計については，第2章 個別項目

の「2.4.2 プルトニウム精製設備」の「2.4.2.1

 重大事故時プルトニウム濃縮缶加熱停止系」

に，重大事故時供給停止回路の設計については，

第2章 個別項目の「4.2 安全保護回路」の「4.

2.4 重大事故時供給停止回路」に，廃ガス貯留

設備の設計については，第2章 個別項目の「5.1

 気体廃棄物の廃棄施設」の「5.1.7 廃ガス貯

留設備」に示す。 
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(g) 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(g)-①使用済燃料貯蔵槽の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料

貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により

当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合

において使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を

冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止す

るために必要な重大事故等対処設備を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(g)-②使用済燃料貯蔵槽からの

大量の水の漏えいその他の要因により当該使

用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合

において使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料の

著しい損傷の進行を緩和し，放射性物質又は

1.9.38 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

＜中略＞ 

 

 

 

 第１項について 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪

失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が低下した場合において燃料貯蔵プール等内の

使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界

を防止するために必要な重大事故等対処設備を設

置及び保管する設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２項について 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に

低下した場合において燃料貯蔵プール等内の使用

済燃料の著しい損傷の進行を緩和し，放射性物質

又は放射線の大気中への著しい放出による影響を

1. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

1.2 使用済燃料の貯蔵施設 

1.2.1 使用済燃料貯蔵設備 

1.2.1.6 代替注水設備 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(g)-①プール水冷却系若しくは

その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の

安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設用）の冷却機能が喪失し，又は補給

水設備の注水機能が喪失し，燃料取出し設備

の燃料仮置きピット，燃料貯蔵設備の燃料貯

蔵プール及び燃料送出し設備の燃料送出しピ

ット（以下「燃料貯蔵プール等」という。）

の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合

において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料

を冷却し，及び放射線を遮蔽するために必要

な重大事故等対処設備として代替注水設備を

設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.8 漏えい抑制設備 

ロ(7)(ⅱ)(g)-①燃料貯蔵プール等からの

小規模な水の漏えいその他の要因により燃料

貯蔵プール等の水位が低下した場合におい

て，燃料貯蔵プール等からの水の漏えいを抑

制するために必要な重大事故等対処設備とし

て漏えい抑制設備を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.9 臨界防止設備 

ロ(7)(ⅱ)(g)-①燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等内の使用済

燃料の臨界を防止するために必要な重大事故

等対処設備として臨界防止設備を設ける設計

とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.7 スプレイ設備 

ロ(7)(ⅱ)(g)-②燃料貯蔵プール等からの

大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合にお

いて，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著

しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-②と同義で

あり整合している。 
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放射線の大気中への著しい放出による影響を

緩和し，及び臨界を防止するために必要な重

大事故等対処設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(g)-③使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の使用済燃料の受入れ施設の使

用済燃料受入れ設備の燃料仮置きピット並び

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使

用済燃料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の

燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット（以下

「燃料貯蔵プール等」という。）の冷却機能

又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合

において燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を

冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止す

るために必要な重大事故等対処設備を設置及

び保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩和し，及び臨界を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置及び保管する設計とする。 

 

 

 

は放射線の大気中への著しい放出による影響

を緩和するために必要な重大事故等対処設備

としてスプレイ設備を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.9 臨界防止設備 

＜中略＞ 

ロ(7)(ⅱ)(g)-②また，燃料貯蔵プール等

からの大量の水の漏えいその他の要因により

燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場

合において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃

料の臨界を防止するために必要な重大事故等

対処設備として臨界防止設備を設ける設計と

する。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.6 代替注水設備 

ロ(7)(ⅱ)(g)-③プール水冷却系若しくは

その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の

安全冷却水系（使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設用）の冷却機能が喪失し，又は補給

水設備の注水機能が喪失し，燃料取出し設備

の燃料仮置きピット，燃料貯蔵設備の燃料貯

蔵プール及び燃料送出し設備の燃料送出しピ

ット（以下「燃料貯蔵プール等」という。）

の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合

において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料

を冷却し，及び放射線を遮蔽するために必要

な重大事故等対処設備として代替注水設備を

設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.8 漏えい抑制設備 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が低下した場合において，ロ(7)(ⅱ)(g)-

③燃料貯蔵プール等からの水の漏えいを抑制

するために必要な重大事故等対処設備として

漏えい抑制設備を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.9 臨界防止設備 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規

模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-②と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-③と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-③を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-
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また，燃料貯蔵プール等からの大量の水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が異常に低下した場合において燃料貯

蔵プール等内の使用済燃料の著しい損傷の進

行を緩和し，放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和し，及び臨

界を防止するために必要な重大事故等対処設

ロ(7)(ⅱ)(g)-④備を設置及び保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(g)-⑤燃料貯蔵プール等の冷却

等のための設備は，代替注水設備，スプレイ

設備，漏えい抑制設備，臨界防止設備及び監

視設備で構成する。 

するために必要な重大事故等対処設備ロ

(7)(ⅱ)(g)-③として臨界防止設備を設ける

設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.7 スプレイ設備 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい

その他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行を

緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和するために

必要な重大事故等対処設備ロ(7)(ⅱ)(g)-④

としてスプレイ設備を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1.9 臨界防止設備 

＜中略＞ 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が異常に低下した場合において，燃料

貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止す

るために必要な重大事故等対処設備ロ

(7)(ⅱ)(g)-④として臨界防止設備を設ける

設計とする。 

＜中略＞ 

 

1.2.1 使用済燃料貯蔵設備 

ロ(7)(ⅱ)(g)-⑤使用済燃料貯蔵設備は，

燃料移送設備，燃料貯蔵設備，燃料送出し設

備，プール水浄化・冷却設備，補給水設備，

代替注水設備，スプレイ設備，漏えい抑制設

備，臨界防止設備及び監視設備で構成する。 

 

 

③は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-③を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

④は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-④を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

④は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-④を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(g)-

⑤は事業変更許可申請

書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(g)-⑤と同義で

あり整合している。 
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(h) 放射性物質の漏えいに対処するための設

備 

 

 

 

ロ（7）（ⅱ）（h）-１「八、ハ．

(3)(ⅰ)(a)(ﾊ)6) 放射性物質の漏えい」に

示すとおり，液体状，固体状及び気体状の

放射性物質に関する閉じ込め機能の喪失が

発生した場合においても，放射性物質の漏

えいは発生が想定されないことから，放射

性物質の漏えいに対処するための設備は不

要である。 

1.9.39  放射性物質の漏えいに対処するための設備 

（放射性物質の漏えいに対処するための設備） 

 

 

 

適合のための設計方針 

放射性物質の漏えいは発生が想定されないこと

から，放射性物質の漏えいに対処するための設備

に対する設計方針は不要である。 

第 1章 共通項目 

4. 閉じ込めの機能 

 

 

 

4.4 放射性物質の漏えいに対処するための設備 

ロ（7）（ⅱ）（h）-１液体状，固体状及び

気体状の放射性物質に関する閉じ込め機能の喪

失が発生した場合においても，放射性物質の漏

えいは発生が想定されないことから，放射性物

質の漏えいに対処するための設備は不要であ

る。 

 

 

 

 

 

設工認のロ（7）

（ⅱ）（h）-１は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ（7）（ⅱ）

（h）-１と同義であり

整合している。 
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(i) 工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(7)(ⅱ)(i)-①再処理施設のうち使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固

化建屋において重大事故等が発生した場合

において，工場等外への放射性物質等の放

出を抑制するために必要な重大事故等対処

設備を設置及び保管する。  

工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための設備は，放水設備，注水設備及

び抑制設備で構成する。 

 

 

(基本設計方針) 

7.3.7 放出抑制設備 

放出抑制設備の設計に係る共通的な設計

方針については，第 1章 共通項目の「2. 

地盤」，「3. 自然現象等」，「5. 火災

等による損傷の防止」，「6. 再処理施設

内における溢水による損傷の防止」，「7. 

再処理施設内における化学薬品の漏えいに

よる損傷の防止」及び「9. 設備に対する

要求」に基づくものとする。 

 

ロ．(7)(ⅱ)(i)-①再処理施設のうち使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固

化建屋において重大事故等が発生した場合

において，工場等外への放射性物質等の放

出を抑制するために必要な重大事故等対処

設備として，放水設備，注水設備及び抑制

設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(ⅱ)(i)-①は，事

業変更許可申請書（本

文）のロ．

(7)(ⅱ)(i)-①と同義

であり整合している。 
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(j) 重大事故等への対処に必要となる水の供

給設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等への対処に必要となる十分な

量の水を有する水源を確保することに加え

て，十分な量の水を供給できる重大事故等

対処設備ロ．(7)(ⅱ)(j)-①を設置及び保

管する。 

重大事故等への対処に必要となる水の供

給設備は，水供給設備で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.4.2.1 水供給設備 

9.4.2.1.1 概要 

水供給設備は，重大事故等への対処に必要とな

る十分な量の水を有する水源を確保することに加

えて，十分な量の水を供給できる重大事故等対処

設備を設置及び保管する。 

<中略> 

 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

7.3.8 水供給設備 

水供給設備の設計に係る共通的な設計方

針については，第 1章 共通項目の「2. 

地盤」，「3. 自然現象等」，「4. 閉じ

込めの機能」，「5. 火災等による損傷の

防止」，「6. 再処理施設内における溢水

による損傷の防止」，「7. 再処理施設内

における化学薬品の漏えいによる損傷の防

止」及び「9. 設備に対する要求」に基づ

くものとする。 

 

 

設計基準事故への対処に必要な水源とは

別に，重大事故等への対処に必要となる十

分な量の水を有する水源を確保することに

加えて，重大事故等対処設備に対して重大

事故等への対処に必要となる十分な量の水

を供給できる重大事故等対処設備ロ．

(7)(ⅱ)(j)-①として，水供給設備を設け

る設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(ⅱ)(j)-①は，事

業変更許可申請書(本

文)のロ．(7)(ⅱ)(j)-

①と同義であり整合し

ている。 
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(k) 電源設備 

ロ(7)(ⅱ)(k)-①設計基準事故に対処する

ための設備の電源が喪失したことにより重

大事故等が発生した場合において当該重大

事故等に対処するために必要な電力を確保

するために必要な設備を設ける設計とす

る。  

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-②重大事故等の対処に必要

な電力を確保するための設備は，「代替電

源設備」及び「代替所内電気設備」で構成

する設計とする。  

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-③また，必要な電力を供給

するために「補機駆動用燃料補給設備」を

設ける設計とする。  

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-④代替電源設備は，非常用

所内電源設備に対して，独立性を有し，位

置的分散を図る設計とし，必要な期間にわ

たり重大事故等への対処に必要となる十分

な容量を確保する設計とする。 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑤代替所内電気設備は，設

計基準事故に対処するための設備である安

全上重要な施設への電力を供給するための

設備と共通要因によって同時に機能を損な

わない設計とする。 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑥また，代替所内電気設備

及び設計基準事故に対処するための設備で

ある安全上重要な施設への電力を供給する

ための設備は，少なくとも１系統は機能の

維持及び人の接近性の確保を図る設計とす

る。  

 

 

 

 

 

1.9.42 電源設備 

設計基準事故に対処するための設備の電源が喪失

したことにより重大事故等が発生した場合におい

て，重大事故等に対処するために必要な電力を確保

するために必要な設備を設置及び保管する設計とす

る。 

 

9.2 電気設備 

代替電源設備及び代替所内電気設備は，重大事故

等の対処に必要な電力を確保できる設計とする。 

 

 

 

9.14 補機駆動用燃料補給設備 

重大事故等時の対処に用いる可搬型発電機へ燃料

を補給するために使用する補機駆動用燃料補給設備

として，常設重大事故等対処設備の軽油貯槽を設置

し，可搬型重大事故等対処設備の軽油用タンクロー

リを配備する。 

 

1.9.42 電源設備 

代替電源設備は，非常用電源建屋から離れた場所

に保管することで，非常用電源建屋内の非常用ディ

ーゼル発電機に対して，独立性を有し，共通要因に

よって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とし，重大事故等への対処に必要となる十

分な容量を確保する設計とする。 

 

1.9.42 電源設備 

代替所内電気設備は，設計基準事故に対処するた

めの設備である安全上重要な施設へ電力を供給する

ための設備と，共通要因によって同時に機能を損な

わない設計とする。 

 

 

1.9.42 電源設備 

また，代替所内電気設備及び設計基準事故に対処

するための設備である安全上重要な施設への電力を

供給するための設備は，少なくとも１系統は機能の

維持及び人の接近性の確保を図る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

7.1.1 電気設備 

ロ(7)(ⅱ)(k)-①設計基準事故に対処するための設

備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生し

た場合において当該重大事故等に対処するために必

要な電力を確保するために代替電源設備及び代替所

内電気設備を設ける設計とする。 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-②重大事故等の対処に必要な電力を

確保するための設備は，代替電源設備及び代替所内

電気設備で構成し，電力を供給できる設計とする。 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-③重大事故等時に重大事故等対処設

備へ補機駆動用の軽油を補給するための設備とし

て，補機駆動用燃料補給設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-④代替電源設備は，非常用ディーゼ

ル発電機に対して，独立性を有し，位置的分散を図

る設計とし，必要な期間にわたり重大事故等への対

処に必要となる十分な容量を確保する設計とする。 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑤代替所内電気設備は，共通要因に

よって設計基準事故に対処するための設備である安

全上重要な施設への電力を供給するための設備と同

時に機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑥重大事故対処用母線は，少なくと

も１系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図

る設計とする。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２

系統を設け，電気的及び物理的に相互に分離独立し

た電源を確保し，共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，少なくとも１系統

は機能の維持及び人の接近性を確保することで，独

立性を有する設計とする。 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設へ電力を供

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-①を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-②と同義で

あり整合している。 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

③は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-③と同義で

あり整合している。 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

④は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-④と同義で

あり整合している。 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

⑤は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

⑥は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-⑥と同義で

あり整合している。 
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ロ(7)(ⅱ)(k)-⑦重大事故等発生前（平常

運転時）の動的機器の機能喪失又は人為的

な過失の重畳を要因として発生する臨界事

故及び有機溶媒等による火災又は爆発の対

処に用いる設備に電力を供給する電気設備

については，設計基準対象の施設の保安電

源設備の一部である受電開閉設備等を兼用

し，常設重大事故等対処設備（設計基準対

象の施設と兼用）として位置付け，電力を

確保する設計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑧補機駆動用燃料補給設備

は，非常用所内電源設備の燃料貯蔵設備か

ら離れた屋外に分散して保管することで，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2 電気設備 

全交流動力電源喪失を要因とせず外部電源が健全

な環境条件において，動的機器の機能喪失又は人為

的な過失の重畳を要因として発生する重大事故等の

対処に必要な電力を供給する電気設備は，設計基準

対象の施設の保安電源設備の一部である受電開閉設

備等を兼用し，常設重大事故等対処設備として位置

付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9.42 電源設備 

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽及び軽油用タ

ンクローリは，第１非常用ディーゼル発電機の重油

タンク及び第２非常用ディーゼル発電機の燃料油貯

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２

系統を設け，電気的及び物理的に相互に分離独立し

た電源を確保し，共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，少なくとも１系統

は機能の維持及び人の接近性を確保することで，独

立性を有する設計とする。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２

系統を設け，電気的及び物理的に相互に分離独立し

た電源を確保し，共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，少なくとも１系統

は機能の維持及び人の接近性を確保することで，独

立性を有する設計とする。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設

へ電力を供給するための電気設備の一部を兼用する

設備は，２系統を設け，電気的及び物理的に相互に

分離独立した電源を確保し，共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，少なく

とも１系統は機能の維持及び人の接近性を確保する

ことで，独立性を有する設計とする。 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑦重大事故等発生前（通常時）の動

的機器の機能喪失又は人為的な過失の重畳を要因と

して発生する臨界事故及び有機溶媒等による火災又

は爆発の対処については，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給系，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

系，重大事故時プルトニウム濃縮缶加熱停止設備，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路，重大事故時

可溶性中性子吸収材供給回路，重大事故時供給停止

回路，計測制御装置，制御室換気設備，廃ガス貯留

設備，放射線監視設備，試料分析関係設備，環境管

理設備，臨界事故時水素掃気系及び通信連絡設備を

使用するため，設計基準対象の施設の保安電源設備

の一部である受電開閉設備，受電変圧器， 6.9ｋＶ

非常用主母線，6.9ｋＶ運転予備用主母線，6.9ｋＶ

常用主母線，6.9ｋＶ非常用母線，6.9ｋＶ運転予備

用母線，6.9ｋＶ常用母線，460Ｖ非常用母線，460Ｖ

運転予備用母線，非常用直流電源設備，直流電源設

備，非常用計測制御用交流電源設備及び計測制御用

交流電源設備を常設重大事故等対処設備（設計基準

対象の施設と兼用）として位置付け，必要な電力を

確保できる設計とする。 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑧補機駆動用燃料補給設備の軽油貯

槽は，共通要因によって第１非常用ディーゼル発電

機の重油タンク及び第２非常用ディーゼル発電機の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

⑦は，事業変更許可申

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-⑦を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(7)(ⅱ)(k)-

⑧は，事業変更許可申
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共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，位置的分散を図る設計とする。ま

た，想定する重大事故等への対処に必要と

なる十分な容量を確保する設計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ(7)(ⅱ)(k)-⑨重大事故等の発生から，

可搬型の計測設備に可搬型発電機を接続

し，給電開始できるまでの間は，電源を必

要としない計測機器での計測又は電源を必

要とする計測機器については，乾電池及び

充電池を用いて電力を供給し計測すること

が可能であることから，事業所内恒設蓄電

式直流電源設備は設けない設計とする。 

蔵タンクから離れた屋外に分散して保管すること

で，独立性を有し，共通要因によって同時に機能を

損なわないよう，位置的分散を図る設計とし，想定

する重大事故等への対処に必要となる十分な容量を

確保する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9.42 電源設備 

重大事故等が発生し，計測機器の直流電源の喪

失，その他の故障により重大事故等に対処するため

に監視することが必要なパラメータを計測すること

が困難となった場合においては，可搬型の計測設備

により重大事故等の対処に有効なパラメータを計測

できる設計としている。可搬型の計測設備を可搬型

発電機に接続し給電開始できるまでの間は，電源を

必要としない計測機器又は乾電池，充電池を用いた

計測設備で重大事故等に対処するために有効なパラ

メータを計測できる設計とすることから，事業所内

恒設蓄電式直流電源設備は設けない設計とする。な

お，充電池を用いる計測機器について，充電が枯渇

した場合には計測機器に付属する充電器により充電

を行うことから，整流器等の充電設備は不要とする

設計とする。 

燃料油貯蔵タンクと同時にその機能が損なわれるお

それがないよう，外部保管エリアの地下に設置する

ことにより，第１非常用ディーゼル発電機の重油タ

ンク及び第２非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵

タンクと位置的分散を図る設計とする。軽油貯槽

は，想定する重大事故等への対処に必要となる十分

な容量を確保する設計とする。補機駆動用燃料補給

設備の軽油用タンクローリは，共通要因によって第

１非常用ディーゼル発電機の重油タンク及び第２非

常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンクと同時に

その機能が損なわれるおそれがないように，故障時

のバックアップを含めて必要な数量を，第１非常用

ディーゼル発電機の重油タンク及び第２非常用ディ

ーゼル発電機の燃料油貯蔵タンクから 100ｍ以上の

離隔距離を確保した複数の外部保管エリアに分散し

て保管することで位置的分散を図る設計とする。 

請書（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-⑧を具体的

に示しており整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ

(7)(ⅱ)(k)-⑨は，事業

所内恒設蓄電式直流電

源設備を設けない設計

とする方針のため，設

工認に記載しない。 
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計
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

(l) 計装設備 

ロ．(7)(i)(l)-①計装設備は，重大事故

等が発生した場合において，重大事故等に

対処するために監視することが必要なパラ

メータを計測できる設計とする。  

 

 

ロ．(7)(i)(l)-②計装設備は，重大事故

等が発生し，計測機器（非常用のものを含

む。）の直流電源の喪失その他の故障によ

り重大事故等に対処するために監視するこ

とが必要なパラメータを計測することが困

難となった場合において，当該パラメータ

を推定するために有効な情報を把握できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．(7)(i)(l)-③計装設備は，再処理施

設への故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムが発生した場合においても必

要な情報を把握ロ．(7)(i)(l)-④できる設

計とする。ロ．(7)(i)(l)-⑤また，当該設

備は，共通要因によって制御室と同時にそ

の機能が損なわれるおそれのない設計とす

る。 

 

6.2 重大事故等対処設備 

6.2.1 計装設備 

6.2.1.1 概要 

計装設備は，重大事故等が発生した場合にお

いて，重大事故等に対処するために監視するこ

とが必要なパラメータを計測できる設計とす

る。 

 

 

計装設備は，重大事故等が発生した場合にお

いて，計測機器（非常用のものを含む。）の直

流電源の喪失その他の故障により重大事故等に

対処するために監視することが必要なパラメー

タを計測することが困難となった場合におい

て，再処理施設における重大事故等の事象進展

速度や重大事故等に対処するための時間的余裕

の観点を考慮し，当該パラメータを推定するた

めに有効な情報を把握できる設計とする。 

 

 

6.2.1.2 設計方針 

(３) 再処理施設への故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムが発生した場合において必

要な情報を把握し記録する設備の設計方針 

 

再処理施設は，再処理施設への故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムが発生した

場合において，中央制御室及び緊急時対策所で

必要な情報を把握するために，重大事故等に対

処するために監視することが必要なパラメータ

を把握する設備及び再処理施設への故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムが発生し

た場合において必要な情報を把握し記録する設

備を設ける設計とする。 

 

 

重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを把握する設備及び再処理施

設への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムが発生した場合において必要な情報を

把握し記録する設備は，共通要因によって中央

制御室と緊急時対策所が同時に必要な情報を把

握し記録する機能が損なわれない設計とする。 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

4. 計測制御系統施設 

4.1 計測制御設備 

ロ．(7)(i)(l)-①計測制御設備は，重大事故等

が発生した場合において，重大事故等に対処す

るために監視することが必要なパラメータを計

測できる設計とする。 

 

 

ロ．(7)(i)(l)-②計測制御設備は，重大事故等

が発生し，計測機器（非常用のものを含む。）

の直流電源の喪失その他の故障により当該重大

事故等に対処するために監視することが必要な

パラメータを計測することが困難となった場合

において，再処理施設における重大事故等の事

象進展速度や重大事故等に対処するための時間

的余裕の観点を考慮し，当該パラメータを推定

するために有効な情報を把握できる設計とす

る。 

 

4.1.3 再処理施設への故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムが発生した場合において

必要な情報を把握し記録する設備の設計方針 

 

 

ロ．(7)(i)(l)-③再処理施設は，再処理施

設への故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムが発生した場合において，中

央制御室及び緊急時対策所で必要な情報を

把握するために，重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータを把

握する設備及び再処理施設への故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において必要な情報を把握ロ．

(7)(i)(l)-④し記録する設備を設置する設計

とする。 

 

ロ．(7)(i)(l)-⑤重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータを把

握する設備及び再処理施設への故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において必要な情報を把握し記

録する設備は，共通要因によって中央制御

室と緊急時対策所が同時に必要な情報を把

握し記録する機能が損なわれない設計とす

る。 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(l)-①は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(l)-①と

同義であり整合してい

る。 

設工認のロ．

(7)(i)(l)-②は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(l)-②と

同義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ．

(7)(i)(l)-③は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(l)-③と

同義であり整合してい

る。 

設工認のロ．

(7)(i)(l)-④は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(l)-④を

具体的に記載しており

整合している。 

設工認のロ．

(7)(i)(l)-⑤は，事業

変更許可申請書(本文)

のロ．(7)(i)(l)-⑤と

同義であり整合してい

る。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ) その他 

(a)  ロ(ⅲ)-①再処理施設は，設計，製作，

建設，試験及び検査を通じて信頼性の高いも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1  安全機能を有する施設に関する基本方針 

(19) 再処理施設は，設計，材料の選定，製作，建

設，試験及び検査を通じ，原則として現行国内

法規に基づく規格及び基準により，信頼性の高

いものとする。ただし，外国の規格及び基準に

よる場合又は規格及び基準で一般的でないもの

を適用する場合には，それらの規格及び基準の

適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準と

の対比並びに適用の妥当性を明らかにするもの

とする。 

 

1.9.15  安全機能を有する施設 

 

＜中略＞ 

 

安全機能を有する施設の設計，材料の選定，製

作及び検査に当たっては，原則として現行国内法

規に基づく規格及び基準によるものとする。ま

た，これらに規定がない場合においては，必要に

応じて，十分実績があり，信頼性の高い国外の規

格，基準等に準拠する。 

 

 

 

 

(基本設計方針) 

第 1 章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(4) 規格及び基準に基づく設計 

ロ(ⅲ)-①安全機能を有する施設の設

計，材料の選定，製作，建設，試験及び検

査に当たっては，これを信頼性の高いもの

とするために，原則として現行国内法規に

基づく規格及び基準によるものとする。ま

た，これらに規定がない場合においては，

必要に応じて，十分実績があり，信頼性の

高い国外の規格，基準に準拠するか，又は

規格及び基準で一般的でないものを，適用

の根拠，国内法規に基づく規格及び基準と

の対比並びに適用の妥当性を明らかにした

うえで適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(4)に基づき設計する安全機能を有

する施設の維持管理に当たっては，保安規

定に基づき，施設管理計画における保全プ

ログラムを策定し，設備の維持管理を行

う。 

なお，安全機能を有する施設を構成する

部品のうち，一般消耗品又は設計上交換を

想定している部品(安全に係わる設計仕様に

変更のないもので，特別な工事を要さない

ものに限る。)及び通信連絡設備，安全避難

通路(照明設備)等の「原子力施設の保安の

ための業務に係る品質管理に必要な体制の

基準に関する規則」で定める一般産業用工

業品については，適切な時期に交換を行う

ことで設備の維持管理を行うことを保安規

定に定めて，管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ(ⅲ)-①

は，事業変更許可申請

書(本文)のロ(ⅲ)-①

を具体的に記載してお

り整合している。 
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(b) 使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設

は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用

できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

(本文)において許可を

受けた使用済燃料の受

入れ及び貯蔵に係る施

設の先行使用の設計に

ついては，手続きを完

了し，使用を開始して

いることから，本設工

認対象外である。 
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ハ-1 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

ハ．使用済燃料の受入施設及び貯蔵施設の構造及び

設備 

(1) 構  造 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設は，使

用済燃料の受入れ施設及び使用済燃料の貯蔵施

設で構成する。 

 

(ⅰ) 設計基準対象の施設 

ハ(1)(ⅰ)-①使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設は，使用済燃料の受入れ施設及び使用

済燃料の貯蔵施設で構成し，使用済燃料の受入

れ施設は，使用済燃料輸送容器管理建屋及び使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋に収納し，使用済燃

料の貯蔵施設は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

に収納する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

3.1 設計基準対象の施設 

3.1.1 概  要 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設は，使用済燃

料の受入れ施設及び使用済燃料の貯蔵施設で構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

1.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

 

<中略> 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設は，使用済燃

料の受入れ施設及び使用済燃料の貯蔵施設で構成す

る。 

<中略> 

 

<中略> 

 

使用済燃料の受入れ施設は，使用済燃料輸送容器管

理建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に収納し，使

用済燃料の貯蔵施設は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

に収納する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書 

（本文）第四号ハ項に

おいて，設工認の内容

は，以下の通り整合し

ている。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のハ(1)(ⅰ) 

-①は事業変更許可申

請書（本文）ロ(7) 

(i)(i)に示す。 
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ハ-2 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

使用済燃料輸送容器管理建屋の主要構造は，

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリー

ト造及び鉄骨造）で，地上１階（一部地上３

階，地下１階）ハ(1)(ⅰ)-②，建築面積約

7,100m2の建物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料輸送容器管理建屋は，地上１階（一部地

上３階，地下１階）の建物とする設計とする。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

-②は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)-②の範囲内で

あり，整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)-② 

ハ(1)(ⅰ)-② 
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ハ-3 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の主要構造は，

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリー

ト造及び鉄骨造）で，地上３階，地下３階ハ

(1)(ⅰ)-③，建築面積約 9,400m2の建物であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料輸送容器管理建屋機器配置概要図

を第 47 図から第 51 図に，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋機器配置概要図を第 52 図から第 58 図

に示す。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

系統概要図を第８図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋は，地上３階，地下３

階の建物とする設計とする。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(i)-③

は事業変更許可申請書

（本文）のハ(1) 

(i)-③と同義であり整

合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「使用済燃料

輸送容器管理建屋機器

配置概要図」，「使用

済燃料受入れ・貯蔵建

屋機器配置概要図」及

び「使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設系

統概要図」は，本設工

認の対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)-③ 

ハ(1)(ⅰ)-③ 
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A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

(a) 使用済燃料の受入れ施設 

使用済燃料の受入れ施設は，ハ(1)(ⅰ) 

(a)-①キャスクに収納され再処理施設に輸

送された使用済燃料集合体を受け入れる使用

済燃料受入れ設備２系列（一部１系列）で構

成する。 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)(a)-②使用済燃料集合体を取り

扱う燃料取出しピット及び燃料仮置きピット

はライニング構造とし， 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)(a)-③使用済燃料からの崩壊熱を

適切に除去し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)(a)-④プール水は補給水設備から

適切に供給できる設計とする。 

 

 

 

 

使用済燃料受入れ設備の使用済燃料収納使

用済燃料輸送容器保管庫は，冷却空気の流路

を確保し，キャスクに収納された使用済燃料

の崩壊熱を自然冷却により除去し，本保管庫

の構造物の健全性を維持する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.4 系統構成及び主要設備 

3.1.4.1 使用済燃料受入れ設備 

(２) 主要設備 

ｄ．燃料取出しピット及び燃料仮置きピット 

ピット内面は，漏水を防止するためステンレス鋼を内

張りし， 

 

 

3.1.4.2 使用済燃料貯蔵設備 

(２) 主要設備 

ｇ．プール水浄化・冷却設備 

プール水は，その他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系からプール水冷却系に供給する冷却水と熱交換

器を介して熱交換し，冷却される。 

プール水冷却系は，通常は２系列を運転するが，１

系列の運転でも年間1,000ｔ・ＵＰｒの使用済燃料集合体

（冷却期間：１年，燃焼度：平均 45,000ＭＷｄ／ｔ・

ＵＰｒ）を受け入れ，燃料貯蔵プールに3,000ｔ・ＵＰｒ

が貯蔵された場合の崩壊熱を除去し，燃料貯蔵プール

水温を65℃以下に保ち，燃料貯蔵プール・ピット等の

構造物の健全性を維持できる設計とする。２系列運転

の場合は，燃料貯蔵プールの水温を50℃以下に維持す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1 使用済燃料の受入れ施設 

 使用済燃料の受入れ施設は，使用済燃料受入れ設備

２系列（一部１系列）で構成する。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

<中略> 

ハ(1)(ⅰ)(a)-②燃料貯蔵プール・ピット等の内面

は，漏水を防止するためステンレス鋼を内張りしたラ

イニング構造とし，  

<中略> 

 

 

<中略> 

ハ(1)(ⅰ)(a)-③使用済燃料の受入れ施設の燃料取出

しピット及び燃料仮置きピット並びに使用済燃料の貯

蔵施設の燃料貯蔵プール，チャンネルボックス・バー

ナブル ポイズン取扱ピット，燃料移送水路及び燃料送

出しピット（以下「燃料貯蔵プール・ピット等」とい

う。）については，プール水をその他再処理設備の附

属施設の安全冷却水系の冷却水と熱交換器を介して熱

交換することにより，１系統で使用済燃料からの崩壊

熱を適切に除去し，燃料貯蔵プール・ピット等の構造

物の健全性を維持できるプール水冷却系を２系統設け

る設計とする。 

<中略> 

<中略> 

ハ(1)(ⅰ)(a)-④使用済燃料の貯蔵施設の補給水設備

は，プール水を適切に供給できる設計とする。 

<中略> 

 

 

<中略> 

使用済燃料の受入れ施設の使用済燃料収納使用済燃

料輸送容器保管庫は，冷却空気の流路を確保し，キャ

スクに収納された使用済燃料の崩壊熱を自然冷却によ

り除去し，本保管庫の構造物の健全性を維持する設計

とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のハ(1)(ⅰ) 

(a)-①は事業変更許可

申請書（本文）ロ

(7)(i)(i)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

(a)-②は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)(a)-②を具体

的に記載しており整合

している。 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

(a)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)(a)-③を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

(a)-④は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)(a)-④と同義

であり整合している。 
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(b) 使用済燃料の貯蔵施設 

使用済燃料の貯蔵施設は，ハ(1)(ⅰ)(b) 

-①使用済燃料集合体を貯蔵し，せん断処理

施設へ移送する使用済燃料貯蔵設備１系列

（一部２系列）で構成する。 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)(b)-②その主要な設備である燃

料貯蔵プールはライニング構造とし， 

 

 

 

 

 

使用済燃料からの崩壊熱を適切に除去し， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅰ)(b)-③プール水は補給水設備から

適切に供給できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

3.1.4.2 使用済燃料貯蔵設備 

(２) 主要設備 

ａ．燃料貯蔵プール，チャンネルボックス・バーナブ

ルポイズン取扱ピット，燃料移送水路及び燃料送出し

ピット 

燃料貯蔵プール及びこれに隣接するピット等の内面

は，漏水を防止するためステンレス鋼を内張りし， 

 

 

3.1.4.2 使用済燃料貯蔵設備 

(２) 主要設備 

ｇ．プール水浄化・冷却設備 

プール水は，その他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系からプール水冷却系に供給する冷却水と熱交換

器を介して熱交換し，冷却される。 

プール水冷却系は，通常は２系列を運転するが，１

系列の運転でも年間1,000ｔ・ＵＰｒの使用済燃料集合体

（冷却期間：１年，燃焼度：平均 45,000ＭＷｄ／ｔ・

ＵＰｒ）を受け入れ，燃料貯蔵プールに3,000ｔ・ＵＰｒ

が貯蔵された場合の崩壊熱を除去し，燃料貯蔵プール

水温を65℃以下に保ち，燃料貯蔵プール・ピット等の

構造物の健全性を維持できる設計とする。 

２系列運転の場合は，燃料貯蔵プールの水温を 50℃以

下に維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 使用済燃料の貯蔵施設 

使用済燃料の貯蔵施設は，使用済燃料貯蔵設備１系

列（一部２系列）で構成する。 

<中略> 

 

 

 

 

 

<中略> 

ハ(1)(ⅰ)(b)-②燃料貯蔵プール・ピット等の内面は，

漏水を防止するためステンレス鋼を内張りしたライニ

ング構造とし， 

<中略> 

 

 

<中略> 

使用済燃料の受入れ施設の燃料取出しピット及び燃

料仮置きピット並びに使用済燃料の貯蔵施設の燃料貯

蔵プール，チャンネルボックス・バーナブル ポイズン

取扱ピット，燃料移送水路及び燃料送出しピット（以

下「燃料貯蔵プール・ピット等」という。）について

は，プール水をその他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系の冷却水と熱交換器を介して熱交換することに

より，１系統で使用済燃料からの崩壊熱を適切に除去

し，燃料貯蔵プール・ピット等の構造物の健全性を維

持できるプール水冷却系を２系統設ける設計とする。 

<中略> 

 

<中略> 

ハ(1)(ⅰ)(b)-③使用済燃料の貯蔵施設の補給水設備

は，プール水を適切に供給できる設計とする。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のハ(1)(ⅰ) 

(b)-①は事業変更許可

申請書（本文）ロ

(7)(i)(i)に示す。 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

(b)-②は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)(b)-②を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅰ) 

(b)-③は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(1)(ⅰ)(b)-③と同義

であり整合している。 
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(ⅱ) 重大事故等対処設備  

(a) 代替注水設備 

プール水冷却系若しくはその他再処理設備

の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系（使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）の冷

却機能が喪失し，又は補給水設備の注水機能

が喪失し，燃料貯蔵プール等の水位が低下し

た場合，又は燃料貯蔵プール等からの小規模

な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プ

ール等の水位が低下した場合において，燃料

貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，及び

放射線を遮蔽するために必要な重大事故等対

処設備ハ(1)(ⅱ)(a)-①を設置及び保管す

る。 

 

 

 

 

代替注水設備は，可搬型中型移送ポンプ，

可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。 

 

 

 

水供給設備のハ(1)(ⅱ)(a)-②一部である

第１貯水槽並びに補機駆動用燃料補給設備の

一部である第１軽油貯槽及び第２軽油貯槽

（以下「軽油貯槽」という。）を常設重大事

故等対処設備として設置する。 

代替安全冷却水系の一部である可搬型中型

移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬

車，補機駆動用燃料補給設備の一部である軽

油用タンクローリ並びに計装設備の一部であ

る可搬型代替注水設備流量計を可搬型重大事

故等対処設備として配備する。 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅱ)(a)-③代替注水設備は，燃料貯

蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が低下した場合において，燃料貯蔵

プール等へ注水し水位を維持することによ

り，使用済燃料を冷却し，及び放射線を遮蔽

できる設計とする。 

 

3.2.1  代替注水設備 

3.2.1.1  概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低

下した場合において，燃料貯蔵プール等内の使用済

燃料を冷却し，及び放射線を遮蔽するために必要な

重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

3.2.1.2  系統構成及び主要設備 

  (1) 系統構成 

＜中略＞ 

代替注水設備は，可搬型中型移送ポンプ，可

搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースで構

成する。 

 

 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及び補機

駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常

設重大事故等対処設備として設置する。 

 

 

代替安全冷却水系の一部である可搬型中型移

送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車，補

機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タン

クローリ並びに計装設備の一部である可搬型代

替注水設備流量計を可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.1.6 代替注水設備 

 

プール水冷却系若しくはその他再処理設備

の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系（使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）の冷

却機能が喪失し，又は補給水設備の注水機能

が喪失し，燃料取出し設備の燃料仮置きピッ

ト，燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プール及び燃料

送出し設備の燃料送出しピット（以下「燃料

貯蔵プール等」という。）の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な

水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プー

ル等の水位が低下した場合において，燃料貯

蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，及び放

射線を遮蔽するために必要な重大事故等対処

設備ハ(1)(ⅱ)(a)-①として代替注水設備を

設ける設計とする。 

 

代替注水設備は，可搬型中型移送ポンプ，

可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。 

 

＜中略＞ 

 

ハ(1)(ⅱ)(a)-②燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合の重大事故等対処設備として，代替注水

設備の他，代替安全冷却水系の可搬型中型移

送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車，

水供給設備の第１貯水槽，補機駆動用燃料供

給設備の第１軽油貯槽，第２軽油貯槽及び軽

油用タンクローリ並びに計測制御設備の可搬

型代替注水設備流量計を使用する設計とす

る。 

 

＜中略＞ 

 

1.2.1.6 代替注水設備 

ハ(1)(ⅱ)(a)-③また，設計基準対象の施

設と兼用する燃料取出し設備の燃料取出しピ

ット及び燃料仮置きピット，燃料移送設備の

燃料移送水路，燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プー

ル及びチャンネルボックス・バーナブルポイ

ズン取扱ピット並びに燃料送出し設備の燃料

送出しピットを常設重大事故等対処設備とし

て位置付け，燃料貯蔵プール等の冷却機能又

は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プール等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-②を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-③を具体的

に記載しており整合し

ている。 
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代替安全冷却水系の詳細については，「ハ

(1)(ⅱ)(a)-④リ．(2)(ⅰ)(b)(ﾛ)2) 代替安

全冷却水系」に，水供給設備の詳細について

は，「リ．(2)(ⅰ)(b)(ﾛ)1) 水供給設備」

に，補機駆動用燃料補給設備の詳細について

は，「リ． (4)(ⅶ) 補機駆動用燃料補給設

備」に，計装設備の詳細については，「ヘ．

(3)(ⅱ)(a) 計装設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑤補給水

設備と共通要因によって同時にその機能が損

なわれるおそれがないよう，電気駆動である

補給水設備のポンプとは異なる駆動方式であ

る空冷式のディーゼルエンジンにより駆動

し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補給設備

から補給が可能な設計とすることで，補給水

設備に対して多様性を有する設計とする。 

 

 

代替注水設備は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑥補給水

設備と共通要因によって同時にその機能が損

なわれるおそれがないように，故障時バック

アップを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100m 以上の離隔距離を確保

した複数の外部保管エリアに分散して保管す

 

 

 

 

 

 

 

 

代替安全冷却水系の詳細については，

「9.5.2.1 代替安全冷却水系」に，水供給設備

の詳細については，「9.4.2.1 水供給設備」

に，補機駆動用燃料補給設備の詳細について

は，「9.14 補機駆動用燃料補給設備」に，計

装設備の詳細については，「6.2.1 計装設備」

に示す。 

＜中略＞ 

 

3.2.1.1  概  要 

＜中略＞ 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低

下した場合は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋

外ホース及び可搬型建屋内ホースを接続し，第１貯

水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給するための経

路を構築することで，燃料貯蔵プール等へ注水しプ

ール水位を維持する。 

＜中略＞ 

 

3.2.1.3  設計方針 

  (1) 多様性，位置的分散 

＜中略＞ 

代替注水設備は，補給水設備と共通要因によっ

て同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，電気駆動である補給水設備のポンプとは異な

る駆動方式である空冷式のディーゼルエンジンに

より駆動し，必要な燃料は，補機駆動用燃料補給

設備から補給が可能な設計とすることで，補給水

設備に対して多様性を有する設計とする。 

 

 

 

代替注水設備は，補給水設備と共通要因によっ

て同時にその機能が損なわれるおそれがないよう

に，故障時バックアップを含めて必要な数量を補

給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距

離を確保した複数の外部保管エリアに分散して保

管することで位置的分散を図る。 

からの小規模な水の漏えいその他の要因によ

り燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等へ注水し水位を維

持することにより，使用済燃料を冷却し，及

び放射線を遮蔽できる設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

ハ(1)(ⅱ)(a)-④なお，計測制御設備の詳細

については，第 2章 個別項目の「4.1 計測

制御設備」に，補機駆動用燃料補給設備の詳

細については，第 2章 個別項目の「7.1.1 

電気設備」の「7.1.1.11 補機駆動用燃料補

給設備」に，代替安全冷却水系の詳細につい

ては，第 2章 個別項目の「7.2.2 冷却水設

備」の「7.2.2.3 代替安全冷却水系」に，水

供給設備の詳細については，第 2章 個別項

目の「7.3 その他主要な事項」の「7.3.8 

水供給設備」に示す。 

 

代替注水設備は，燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，可搬型中型移送ポンプ，可搬

型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースを接

続し，水供給設備の第１貯水槽から燃料貯蔵

プール等へ水を供給するための経路を構築す

ることで，燃料貯蔵プール等へ注水しプール

水位を維持できる設計とする。 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

ハ(1)(ⅱ)(a)-⑤共通要因によって補給水設

備と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，電気駆動である補給水設備のポンプ

とは異なる駆動方式である空冷式のディーゼ

ルエンジンにより駆動し，必要な燃料は，補

機駆動用燃料補給設備から補給が可能な設計

とすることで，補給水設備に対して多様性を

有する設計とする。 

 

代替注水設備の可搬型重大事故等対処設備

は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑥共通要因によって補給

水設備と同時にその機能が損なわれるおそれ

がないように，故障時バックアップを含めて

必要な数量を補給水設備が設置される建屋か

ら 100ｍ以上の離隔距離を確保した複数の外

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

④は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-④と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑤は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑥は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑥と同義で

あり整合している。 
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ることで位置的分散を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，他の設備から独立して単

独で使用可能なことにより，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。  

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型

移送ポンプは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

燃料貯蔵プール等へ注水するために必要な注

水流量を有する設計とするとともに，保有数

は，必要数ハ(1)(ⅱ)(a)-⑦として１台，予

備として故障時及び保守点検による待機除外

時のバックアップを２台の合計３台以上を確

保する。 

 

代替注水設備は，プール水冷却系及び安全

冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水

機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能

喪失する燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失に対処することから，当該系統の範囲ごと

に重大事故等への対処に必要な設備を１セッ

ト確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 悪影響防止 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

代替注水設備は，他の設備から独立して単独で

使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，回転

体が飛散することを防ぐことで他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送

ポンプは，竜巻により飛来物とならないよう必要

に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

  (3) 個数及び容量 

＜中略＞ 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，燃料

貯蔵プール等へ注水するために必要な注水流量を

有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して１台，予備として故障時及び保守点検による

待機除外時のバックアップを２台の合計３台以上

を確保する。 

 

 

代替注水設備は，プール水冷却系及び安全冷却

水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪

失を想定し，その範囲が系統で機能喪失する燃料

貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処すること

から，当該系統の範囲ごとに重大事故等への対処

に必要な設備を１セット確保する。 

 

 

 

  (4) 環境条件等 

＜中略＞ 

 

 

 

 

部保管エリアに分散して保管することで位置

的分散を図る設計とする。 

 

 

代替注水設備の常設重大事故等対処設備

は，安全機能を有する施設として使用する場

合と同様に重大事故等対処設備として使用す

ることにより，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

 

代替注水設備の可搬型重大事故等対処設備

は，他の設備から独立して単独で使用可能な

ことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

回転体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型

移送ポンプは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

燃料貯蔵プール等へ注水するために必要な注

水流量を有する設計とするとともに，保有数

は，必要数ハ(1)(ⅱ)(a)-⑦並びに予備とし

て故障時及び点検保守による待機除外時のバ

ックアップを含め十分な台数を確保する設計

とする。 

 

代替注水設備の可搬型重大事故等対処設備

は，プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却

機能並びに補給水設備の注水機能の喪失を想

定し，その範囲が系統で機能喪失する燃料貯

蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処するこ

とから，当該系統の範囲ごとに重大事故等へ

の対処に必要な設備を１セット確保する設計

とする。 

 

 

代替注水設備の常設重大事故等対処設備

は，外部からの衝撃による損傷を防止できる

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，風

（台風）等により重大事故等への対処に必要

な機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑦は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑦と同義で

あり整合している。 
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代替注水設備は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑧耐熱性

及び耐水性を有する材質とすることで，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境

湿度を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。 

  

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型

移送ポンプは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，当該設備の転倒防止，固縛等の措置を講

じて保管する設計とする。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いる代替注水設備は，「ハ(1)(ⅱ)(a)-⑨

ロ．(7)(ⅱ)(b)(ﾎ) 地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

代替注水設備は，内部発生飛散物の影響を

考慮し，外部保管エリアの内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，

機能を損なわない設計とする。 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

想定される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように，線量率の高く

なるおそれの少ない屋外で操作可能な設計と

する。 

 

 

 

代替注水設備の接続口は，速やかに，容易

かつ確実に現場での接続ができるよう，ホー

スは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応

じた簡便なコネクタ接続方式を用いる設計と

する。 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

ハ(1)(ⅱ)(a)-⑩再処理施設の運転中又は停

止中に外観確認，性能確認及び分解点検が可

能な設計とする。 

 

 

 

代替注水設備は，耐熱性及び耐水性を有する材

質とすることで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内

の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型移送

ポンプは，風（台風）及び竜巻に対して，風（台

風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該設備の

転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計と

する。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる

代替注水設備は，「1.7.18(５)地震を要因とする

重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設

計とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

代替注水設備は，内部発生飛散物の影響を考慮

し，外部保管エリアの内部発生飛散物の影響を受

けない場所に保管することにより，機能を損なわ

ない設計とする。 

＜中略＞ 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，想定

される重大事故等が発生した場合においても操作

に支障がないように，線量率の高くなるおそれの

少ない屋外で操作可能な設計とする。 

 

 

  (5) 操作性の確保 

＜中略＞ 

代替注水設備の接続口は，速やかに，容易かつ

確実に現場での接続ができるよう，ホースは口径

並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡便なコ

ネクタ接続方式を用いる設計とする。 

 

 

3.2.1.5  試験・検査 

＜中略＞ 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，再処理

施設の運転中又は停止中に外観確認，性能確認及び

分解点検が可能な設計とする。 

 

 

 

 

代替注水設備は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑧使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境湿

度，環境圧力及び放射線を考慮しても重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

 

屋外に保管する代替注水設備の可搬型中型

移送ポンプは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，当該設備の転倒防止，固縛等の措置を講

じて保管する設計とする。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いる代替注水設備は，ハ(1)(ⅱ)(a)-⑨第 1

章 共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」

の「9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とするこ

とで重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

代替注水設備の可搬型重大事故等対処設備

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保

管エリアの内部発生飛散物の影響を受けない

場所に保管することにより，重大事故等への

対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

想定される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように，線量率の高く

なるおそれの少ない屋外で操作可能な設計と

する。 

 

 

 

代替注水設備の接続口は，速やかに，容易

かつ確実に現場での接続ができるよう，ホー

スは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応

じた簡便なコネクタ接続方式を用いる設計と

する。 

 

 

 

代替注水設備の可搬型中型移送ポンプは，

ハ(1)(ⅱ)(a)-⑩通常時において，重大事故

等に対処するために必要な機能を確認するた

め，機能の確認，性能の確認及び外観の確認

が可能な設計とする。 

また，当該機能を健全に維持するため，取

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑧は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑧と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑨は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑨と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(a)-

⑩は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(a)-⑩を具体的

に記載しており整合し
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(b) スプレイ設備 

 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい

その他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行を

緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和するために

必要な重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(b)-①

を設置及び保管する。 

 

 

 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び

可搬型スプレイヘッダで構成ハ(1)(ⅱ)(b)-

②する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水供給設備のハ(1)(ⅱ)(b)-③一部である

第１貯水槽及び補機駆動用燃料補給設備の一

部である軽油貯槽を常設重大事故等対処設備

として設置する。 

代替安全冷却水系の一部であるホース展張

車及び運搬車，注水設備の一部である大型移

送ポンプ車及び可搬型建屋外ホース，補機駆

動用燃料補給設備の一部である軽油用タンク

ローリ及び計装設備の一部である可搬型スプ

レイ設備流量計を可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

 

 

 

 

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等からの

大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合にお

いて，ハ(1)(ⅱ)(b)-④燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイすることにより，燃料貯蔵プー

ル等内の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩

 

 

 

3.2.2 スプレイ設備 

3.2.2.1 概  要 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他

の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃

料の著しい損傷の進行を緩和し，及び放射性物質又

は放射線の大気中への著しい放出による影響を緩和

するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保

管する。 

 

3.2.2.2  系統構成及び主要設備 

  (1) 系統構成 

＜中略＞ 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び可搬

型スプレイヘッダで構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及び補機駆

動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重

大事故等対処設備として設置する。 

 

代替安全冷却水系の一部であるホース展張車及

び運搬車，注水設備の一部である大型移送ポンプ

車及び可搬型建屋外ホース，補機駆動用燃料補給

設備の一部である軽油用タンクローリ及び計装設

備の一部である可搬型スプレイ設備流量計を可搬

型重大事故等対処設備として配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

替え等が可能な設計とする。 

 

 

1.2.1.7 スプレイ設備 

 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい

その他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プ

ール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行を

緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和するために

必要な重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(b)-①

としてスプレイ設備を設ける設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び

可搬型スプレイヘッダで構成ハ(1)(ⅱ)(b)-

②し，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の

水位が異常に低下した場合において，燃料仮

置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出し

ピット内の使用済燃料へ水をスプレイするこ

とにより，使用済燃料の著しい損傷の進行を

緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和できる設計

とする。 

 

ハ(1)(ⅱ)(b)-③燃料貯蔵プール等からの

大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合の重

大事故等対処設備として，スプレイ設備の

他，代替安全冷却水系のホース展張車及び運

搬車，注水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型建屋外ホース，水供給設備の第１貯水槽，

補機駆動用燃料補給設備の第１軽油貯槽，第

２軽油貯槽及び軽油用タンクローリ並びに計

測制御設備の可搬型スプレイ設備流量計を使

用する設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

1.2.1.7 スプレイ設備 

スプレイ設備は，可搬型建屋内ホース及び

可搬型スプレイヘッダで構成し，燃料貯蔵プ

ール等からの大量の水の漏えいその他の要因

により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合において，ハ(1)(ⅱ)(b)-④燃料仮

置きピット，燃料貯蔵プール及び燃料送出し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-①と同義で

あり整合している。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-②を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-③を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

④は事業変更許可申請
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和し，及び放射性物質又は放射線の大気中へ

の著しい放出による影響を緩和できる設計と

する。 

 

 

 

 

 

代替安全冷却水系の詳細については，「ハ

(1)(ⅱ)(b)-⑤リ．(2)(ⅰ)(b)(ﾛ)2) 代替安

全冷却水系」に，注水設備の詳細について

は，「リ．(4)(ⅷ)(b) 注水設備」に，水供給

設備の詳細については，「リ．

(2)(ⅰ)(b)(ﾛ)1) 水供給設備」に，補機駆動

用燃料補給設備の詳細については，「リ．

(4)(ⅶ) 補機駆動用燃料補給設備」に，計装

設備の詳細については，「ヘ．(3)(ⅱ)(a) 計

装設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スプレイ設備は，ハ(1)(ⅱ)(b)-⑥補給水

設備と共通要因によって同時にその機能が損

なわれるおそれがないように，故障時バック

アップを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100m 以上の離隔距離を確保

した複数の外部保管エリアに分散して保管す

ることで位置的分散を図る。 

 

 

 

スプレイ設備は，他の設備から独立して単

 

 

 

 

 

 

 

 

代替安全冷却水系の詳細については，「9.5.2.1 

代替安全冷却水系」に，注水設備の詳細について

は，「9.15.2 注水設備」に，水供給設備の詳細

については，「9.4.2.1 水供給設備」に，補機駆

動用燃料補給設備の詳細については，「9.14 補

機駆動用燃料補給設備」に，計装設備の詳細につ

いては，「6.2.1 計装設備」に示す。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

3.2.2.1  概  要 

＜中略＞ 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他

の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下

した場合は，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホー

ス，可搬型建屋内ホース及び可搬型スプレイヘッダ

を接続し，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を

スプレイするための経路を構築することで，燃料貯

蔵プール等へ水をスプレイする。 

＜中略＞ 

 

 

 

3.2.2.3  設計方針 

  (1) 多様性，位置的分散 

＜中略＞ 

スプレイ設備は，補給水設備と共通要因によっ

て同時にその機能が損なわれるおそれがないよう

に，故障時バックアップを含めて必要な数量を補

給水設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距

離を確保した複数の外部保管エリアに分散して保

管することで位置的分散を図る。 

 

 

  (2) 悪影響防止 

＜中略＞ 

スプレイ設備は，他の設備から独立して単独で

ピット内の使用済燃料へ水をスプレイするこ

とにより，使用済燃料の著しい損傷の進行を

緩和し，及び放射性物質又は放射線の大気中

への著しい放出による影響を緩和できる設計

とする。 

 

＜中略＞ 

 

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑤なお，計測制御設備の詳細

については，第 2章 個別項目の「4.1 計測

制御設備」に，補機駆動用燃料補給設備の詳

細については，第 2章 個別項目の「7.1.1 

電気設備」の「7.1.1.11 補機駆動用燃料補

給設備」に，代替安全冷却水系の詳細につい

ては，第 2章 個別項目の「7.2.2 冷却水設

備」の「7.2.2.3 代替安全冷却水系」に，注

水設備の詳細については，第 2章 個別項目

の「7.3.7 放出抑制設備」の「7.3.7.2 注

水設備」に，水供給設備の詳細については，

第 2章 個別項目の「7.3 その他主要な事

項」の「7.3.8 水供給設備」に示す。 

 

 

 

スプレイ設備は，燃料貯蔵プール等からの

大量の水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合にお

いて，注水設備の大型移送ポンプ車，注水設

備の可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホー

ス及び可搬型スプレイヘッダを接続し，水供

給設備の第１貯水槽から燃料貯蔵プール等へ

水をスプレイするための経路を構築すること

で，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール及び

燃料送出しピット内の使用済燃料へ水をスプ

レイできる設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備は，ハ(1)(ⅱ)(b)-⑥共通要

因によって補給水設備と同時にその機能が損

なわれるおそれがないように，故障時バック

アップを含めて必要な数量を補給水設備が設

置される建屋から 100ｍ以上の離隔距離を確

保した複数の外部保管エリアに分散して保管

することで位置的分散を図る設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備は，他の設備から独立して単

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-④を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑤は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑥は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑥と同義で

あり整合している。 
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独で使用可能なことにより，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプ

レイヘッダは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑦燃料貯蔵プール等へ水をス

プレイするために，注水設備の大型移送ポン

プ車からの送水により必要なスプレイ流量を

有する設計とするとともに，保有数は，必要

数ハ(1)(ⅱ)(b)-⑧として 12 基，予備として

故障時のバックアップを 12 基の合計 24 基以

上を確保する。 

 

 

スプレイ設備は，プール水冷却系及び安全

冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水

機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能

喪失する燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失に対処することから，当該系統の範囲ごと

に重大事故等への対処に必要な設備を１セッ

ト確保する。 

 

 

 

スプレイ設備は，ハ(1)(ⅱ)(b)-⑨耐熱性

及び耐水性を有する材質とすることで，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境

湿度を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。 

  

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

汽水の影響に対してハ(1)(ⅱ)(b)-⑩アルミ

ニウム合金を使用する設計とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプ

レイヘッダは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，収納するコンテナ等に対して転倒防止，

固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いるスプレイ設備は，「ハ(1)(ⅱ)(b)-⑪

ロ．(7)(ⅱ)(b)(ﾎ) 地震を要因とする重大事

使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイ

ヘッダは，竜巻により飛来物とならないよう必要

に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

  (3)  個数及び容量 

＜中略＞ 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，燃料

貯蔵プール等へ水をスプレイするために，注水設

備の大型移送ポンプ車からの送水により必要なス

プレイ流量を有する設計とするとともに，保有数

は，必要数として12基，予備として故障時のバッ

クアップを12基の合計24基以上を確保する。 

 

 

 

 

スプレイ設備は，プール水冷却系及び安全冷却

水系の冷却機能並びに補給水設備の注水機能の喪

失を想定し，その範囲が系統で機能喪失する燃料

貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処すること

から，当該系統の範囲ごとに重大事故等への対処

に必要な設備を１セット確保する。 

 

 

  (4) 環境条件等 

＜中略＞ 

スプレイ設備は，耐熱性及び耐水性を有する材

質とすることで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内

の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，汽水

の影響に対してアルミニウム合金を使用する設計

とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプレイ

ヘッダは，風（台風）及び竜巻に対して，風（台

風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収納するコ

ンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じ

て保管する設計とする。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる

スプレイ設備は，「1.7.18（５）地震を要因とす

る重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく

独で使用可能なことにより，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプ

レイヘッダは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑦燃料仮置きピット，燃料貯

蔵プール及び燃料送出しピット内の使用済燃

料へ水をスプレイするために，注水設備の大

型移送ポンプ車からの送水により必要なスプ

レイ流量を有する設計とするとともに，保有

数は，必要数ハ(1)(ⅱ)(b)-⑧及び予備とし

て故障時のバックアップを含め十分な基数を

確保する設計とする。 

 

スプレイ設備は，プール水冷却系及び安全

冷却水系の冷却機能並びに補給水設備の注水

機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能

喪失する燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失に対処することから，当該系統の範囲ごと

に重大事故等への対処に必要な設備を１セッ

ト確保する設計とする。 

 

 

 

スプレイ設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋内の環境温度，環境湿度ハ(1)(ⅱ)(b)-

⑨，環境圧力及び放射線を考慮しても重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

汽水の影響を考慮してハ(1)(ⅱ)(b)-⑩耐腐

食性材料を使用する設計とする。 

 

屋外に保管するスプレイ設備の可搬型スプ

レイヘッダは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，収納するコンテナ等に対して転倒防止，

固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いるスプレイ設備は，ハ(1)(ⅱ)(b)-⑪第 1

章 共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑦は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑦を具体的

に記載しており整合し

ている。 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑧は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑦と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑨は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑨と同義で

あり整合している。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑩は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑩と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-
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故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影響を

考慮し，外部保管エリアの内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，

機能を損なわない設計とする。 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

想定される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように，当該設備の設

置後は，線量率の高くなるおそれの少ない屋

外で操作可能な注水設備の大型移送ポンプ車

の操作により水のスプレイが可能な設計とす

る。 

 

 

 

スプレイ設備の接続口は，速やかに，容易

かつ確実に現場での接続ができるよう，ホー

スは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応

じた簡便なコネクタ接続方式を用いる設計と

する。 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑫再処理施設の運転中又は停

止中に外観点検が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

(c) 漏えい抑制設備 

 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が低下した場合において，燃料貯蔵プール

等からの水の漏えいを抑制するために必要な

重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(c)-①を設置

する。 

 

 

 

漏えい抑制設備は，サイフォンブレーカハ

設計とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影響を考慮

し，外部保管エリアの内部発生飛散物の影響を受

けない場所に保管することにより，機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，想定

される重大事故等が発生した場合においても操作

に支障がないように，当該設備の設置後は，線量

率の高くなるおそれの少ない屋外で操作可能な注

水設備の大型移送ポンプ車の操作により水のスプ

レイが可能な設計とする。 

 

 

  (5) 操作性の確保 

＜中略＞ 

スプレイ設備の接続口は，速やかに，容易かつ

確実に現場での接続ができるよう，ホースは口径

並びに内部流体の圧力及び温度に応じた簡便なコ

ネクタ接続方式を用いる設計とする。 

 

 

3.2.2.5 試験・検査 

＜中略＞ 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，再処

理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な設

計とする。 

 

 

 

 

 

3.2.3  漏えい抑制設備 

3.2.3.1  概  要 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合において，燃料貯蔵プール等からの水の漏えい

を抑制するために必要な重大事故等対処設備を設置

する。 

 

3.2.3.2  系統構成及び主要設備 

  (1) 系統構成 

＜中略＞ 

漏えい抑制設備は，サイフォンブレーカで構成

の「9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とするこ

とで重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

スプレイ設備は，内部発生飛散物の影響を

考慮し，外部保管エリアの内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，

重大事故等への対処に必要な機能を損なわな

い設計とする。 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

想定される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように，当該設備の設

置後は，線量率の高くなるおそれの少ない屋

外で操作可能な注水設備の大型移送ポンプ車

の操作により水のスプレイが可能な設計とす

る。 

 

 

 

スプレイ設備の接続口は，速やかに，容易

かつ確実に現場での接続ができるよう，ホー

スは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応

じた簡便なコネクタ接続方式を用いる設計と

する。 

 

 

 

スプレイ設備の可搬型スプレイヘッダは，

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑫通常時において，重大事故

等に対処するために必要な機能を確認するた

め，外観点検が可能な設計とする。 

また，当該機能を健全に維持するため，取

替え等が可能な設計とする。 

 

 

1.2.1.8 漏えい抑制設備 

 

燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が低下した場合において，燃料貯蔵プール

等からの水の漏えいを抑制するために必要な

重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(c)-①として

漏えい抑制設備を設ける設計とする。 

 

 

 

漏えい抑制設備は，サイフォンブレーカハ

⑪は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑪と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(b)-

⑪は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(b)-⑪を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(c)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(c)-①と同義で

あり整合している。 
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(1)(ⅱ)(c)-②で構成する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する溢水

防護設備の止水板及び蓋を常設重大事故等対

処設備として位置付ける。 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

プール水冷却系の配管の破断によるサイフォ

ン効果が発生した場合において，サイフォン

効果を停止することにより，燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいを抑制できる設

計とする。 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地震に

よるスロッシングが発生した場合において，

燃料貯蔵プール等からの溢水を抑制すること

により，燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいを抑制できる設計とする。 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅱ)(c)-③重大事故等における条件

に対して漏えい抑制設備は，想定される重大

事故等が発生した場合における温度，圧力，

湿度，放射線及び荷重に対する健全性を確保

する設計とする。 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

他の設備から独立して単独で使用可能なこと

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安全機

能を有する施設として使用する場合と同様に

重大事故等対処設備として使用することによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

プール水冷却系の配管が破断した際に発生を

想定するサイフォン効果を停止するために必

要な孔径を有する設計とする。 

 

 

 

する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する溢水防護

設備の止水板及び蓋を常設重大事故等対処設備と

して位置付ける。 

 

  (2) 主要設備 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プー

ル水冷却系の配管の破断によるサイフォン効果が

発生した場合において，サイフォン効果を停止す

ることにより，燃料貯蔵プール等からの小規模な

水の漏えいを抑制できる設計とする。 

 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地震による

スロッシングが発生した場合において，燃料貯蔵

プール等からの溢水を抑制することにより，燃料

貯蔵プール等からの小規模な水の漏えいを抑制で

きる設計とする。 

 

3.2.3.3 設計方針 

  (1) 多様性，位置的分散 

＜中略＞ 

重大事故等における条件に対して漏えい抑制設

備は，想定される重大事故等が発生した場合にお

ける温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に対する

健全性を確保する設計とする。 

 

  (2) 悪影響防止 

＜中略＞ 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，他の

設備から独立して単独で使用可能なことにより，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安全機能を

有する施設として使用する場合と同様に重大事故

等対処設備として使用することにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

  (3) 個数及び容量 

＜中略＞ 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，プー

ル水冷却系の配管が破断した際に発生を想定する

サイフォン効果を停止するために必要な孔径を有

する設計とする。 

 

  (3) 環境条件等 

＜中略＞ 

(1)(ⅱ)(c)-②並びに設計基準対象の施設と

兼用する溢水防護設備の止水板及び蓋で構成

し，燃料貯蔵プール等からの水の漏えいその

他の要因による水位の低下を抑制できる設計

とする。 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

プール水冷却系の配管の破断によるサイフォ

ン効果が発生した場合において，サイフォン

効果を停止することにより，燃料貯蔵プール

等からの小規模な水の漏えいを抑制できる設

計とする。 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，地震に

よるスロッシングが発生した場合において，

燃料貯蔵プール等からの溢水を抑制すること

により，燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいを抑制できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

他の設備から独立して単独で使用可能なこと

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

 

漏えい抑制設備の止水板及び蓋は，安全機

能を有する施設として使用する場合と同様に

重大事故等対処設備として使用することによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 

 

 

漏えい抑制設備のサイフォンブレーカは，

プール水冷却系の配管が破断した際に発生を

想定するサイフォン効果を停止するために必

要な孔径を有する設計とする。 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(c)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(c)-②を具体的

に記載しており整合し

ている。 
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漏えい抑制設備は，ハ(1)(ⅱ)(c)-④耐熱

性及び耐水性を有する材質とすることで，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環

境湿度を考慮しても機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いる漏えい抑制設備は，「ハ(1)(ⅱ)(c)-⑤

ロ．(7)(ⅱ)(b)(ﾎ) 地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃による

損傷を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に設置し，風（台風）等により機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

漏えい抑制設備は，ハ(1)(ⅱ)(c)-⑥再処

理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能

な設計とする。 

 

 

 

(d) 臨界防止設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規

模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止

するために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(d)-①を設置する。 

 

 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が異常に低下した場合において，燃料

貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止す

るために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(d)-②を設置する。 

 

 

漏えい抑制設備は，耐熱性及び耐水性を有する

材質とすることで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる

漏えい抑制設備は，「1.7.18（５）地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃による損傷

を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置

し，風（台風）等により機能を損なわない設計と

する。 

 

 

3.2.3.5 試験・検査 

＜中略＞ 

漏えい抑制設備は，再処理施設の運転中又は停

止中に外観点検が可能な設計とする。 

 

 

 

 

3.2.4  臨界防止設備 

3.2.4.1  概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低

下した場合において，燃料貯蔵プール等内の使用済

燃料の臨界を防止するために必要な重大事故等対処

設備を設置する。 

 

 

 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が

異常に低下した場合において，燃料貯蔵プール等

内の使用済燃料の臨界を防止するために必要な重

大事故等対処設備を設置する。 

 

 

3.2.4.2  系統構成及び主要設備 

漏えい抑制設備は，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋内の環境温度，環境湿度ハ

(1)(ⅱ)(c)-③ ハ(1)(ⅱ)(c)-①，環境圧力

及び放射線を考慮しても重大事故等への対処

に必要な機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いる漏えい抑制設備は，ハ(1)(ⅱ)(c)-⑤第 1

章 共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」

の「9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とするこ

とで重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

漏えい抑制設備は，外部からの衝撃による

損傷を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に設置し，風（台風）等により重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

漏えい抑制設備は，ハ(1)(ⅱ)(c)-⑥通常

時において，重大事故等に対処するために必

要な機能を確認するため，外観点検が可能な

設計とする。 

 

 

1.2.1.9 臨界防止設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規

模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止

するために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(d)-①として臨界防止設備を設ける

設計とする。 

 

また，燃料貯蔵プール等からの大量の水の

漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等

の水位が異常に低下した場合において，燃料

貯蔵プール等内の使用済燃料の臨界を防止す

るために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(d)-②として臨界防止設備を設ける

設計とする。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(c)-

③ ハ(1)(ⅱ)(c)-④は

事業変更許可申請書

（本文）のハ

(1)(ⅱ)(c)-③ ハ

(1)(ⅱ)(c)-④と同義で

あり整合している。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(c)-

⑤は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(c)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(c)-

⑥は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(c)-⑥を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

②は事業変更許可申請
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設計基準対象の施設と兼用するハ

(1)(ⅱ)(d)-③燃料受入れ設備の燃料仮置き

ラック並びに燃料貯蔵設備の燃料貯蔵ラッ

ク，バスケット及びバスケット仮置き架台

（実入り用）を臨界防止設備の常設重大事故

等対処設備として位置付ける。 

臨界防止設備は，燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合において，燃

料貯蔵プール等内における使用済燃料の臨界

を防止できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅱ)(d)-④重大事故等における条件

に対して臨界防止設備は，想定される重大事

故等が発生した場合における温度，圧力，湿

度，放射線及び荷重に対する健全性を確保す

る設計とする。 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設と

して使用する場合と同様に重大事故等対処設

備として使用することにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設と

して使用する場合と同様に，臨界を防止する

ために必要な燃料間距離を有する設計とす

る。 

 

 

臨界防止設備は，ハ(1)(ⅱ)(d)-⑤耐熱性

及び耐水性を有する材質とすることで，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境温度，環境

湿度を考慮しても機能を損なわない設計とす

る。 

  (1) 系統構成 

＜中略＞ 

設計基準対象の施設と兼用する燃料受入れ設備

の燃料仮置きラック並びに燃料貯蔵設備の燃料貯

蔵ラック，バスケット及びバスケット仮置き架台

（実入り用）を臨界防止設備の常設重大事故等対

処設備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.4.3 設計方針 

  (1) 多様性，位置的分散 

＜中略＞ 

重大事故等における条件に対して臨界防止設備

は，想定される重大事故等が発生した場合におけ

る温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に対する健

全性を確保する設計とする。 

 

  (2) 悪影響防止 

＜中略＞ 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として

使用する場合と同様に重大事故等対処設備として

使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

 

  (3) 個数及び容量 

＜中略＞ 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設として

使用する場合と同様に，臨界を防止するために必

要な燃料間距離を有する設計とする。 

 

 

  (4) 環境条件等 

＜中略＞ 

臨界防止設備は，耐熱性及び耐水性を有する材

質とすることで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内

の環境温度，環境湿度を考慮しても機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

ハ(1)(ⅱ)(d)-③臨界防止設備は，設計基

準対象の施設と兼用する燃料取出し設備の燃

焼度計測前燃料仮置きラック及び燃焼度計測

後燃料仮置きラック，燃料貯蔵設備の高残留

濃縮度 BWR 燃料貯蔵ラック，高残留濃縮度

PWR 燃料貯蔵ラック，低残留濃縮度 BWR 燃料

貯蔵ラック及び低残留濃縮度 PWR 燃料貯蔵ラ

ック並びに燃料送出し設備の BWR 燃料用バス

ケット，PWR 燃料用バスケット及びバスケッ

ト仮置き架台（実入り用）で構成し，燃料貯

蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プー

ル等からの大量の水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下し

た場合において，燃料貯蔵プール等内におけ

る使用済燃料の臨界を防止できる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設と

して使用する場合と同様に重大事故等対処設

備として使用することにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

臨界防止設備は，安全機能を有する施設と

して使用する場合と同様に，臨界を防止する

ために必要な燃料間距離を有する設計とす

る。 

 

 

 

臨界防止設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋内の環境温度，環境湿度ハ(1)(ⅱ)(d)-

④ ハ(1)(ⅱ)(d)-⑤，環境圧力及び放射線を

考慮しても重大事故等への対処に必要な機能

を損なわない設計とする。 

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-②と同義で

あり整合している。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-③を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

④ ハ(1)(ⅱ)(d)-⑤は

事業変更許可申請書

（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-④ ハ
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地震を要因として発生した場合に対処に用

いる臨界防止設備は，「ハ(1)(ⅱ)(d)-⑥

ロ．(7)(ⅱ)(b)(ﾎ) 地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

臨界防止設備は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

に設置し，風（台風）等により機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

臨界防止設備は，ハ(1)(ⅱ)(d)-⑦再処理

施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な

設計とする。 

 

 

 

(e) 監視設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規

模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に

低下した場合において，燃料貯蔵プール等の

水位，水温及び燃料貯蔵プール等上部の空間

線量率について，重大事故等により変動する

可能性のある範囲にわたり測定するために必

要な重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(e)-①を

設置及び保管する。 

また，燃料貯蔵プール等の状態を監視する

ために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(e)-②を設置及び保管する。 

 

 

 

 

監視設備は，計装設備の一部である可搬型

燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬

型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー），可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式），可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ

 

臨界防止設備は，「1.7.18（５）地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる

臨界防止設備は，外部からの衝撃による損傷を防

止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とす

る。 

 

3.2.4.5 試験・検査 

＜中略＞ 

臨界防止設備は，再処理施設の運転中又は停止

中に外観点検が可能な設計とする。 

 

 

 

 

3.2.5  監視設備 

3.2.5.1  概  要 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水の漏え

いその他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が低

下した場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール等の水

位が異常に低下した場合において，燃料貯蔵プール

等の水位，水温及び燃料貯蔵プール等上部の空間線

量率について，重大事故等により変動する可能性の

ある範囲にわたり測定するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

 

 

また，燃料貯蔵プール等の状態を監視するために

必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 

 

3.2.5.2  系統構成及び主要設備 

  (1) 系統構成 

＜中略＞ 

監視設備は，計装設備の一部である可搬型燃料

貯蔵プール等水位計（超音波式），可搬型燃料貯

蔵プール等水位計（メジャー），可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プ

 

地震を要因として発生した場合に対処に用

いる臨界防止設備は，ハ(1)(ⅱ)(d)-⑥第 1

章 共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」

の「9.2.6 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とするこ

とで重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

臨界防止設備は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

に設置し，風（台風）等により重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

臨界防止設備は，ハ(1)(ⅱ)(d)-⑦通常時

において，重大事故等に対処するために必要

な機能を確認するため，外観点検が可能な設

計とする。 

 

 

1.2.1.10 監視設備 

 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料貯蔵プール等からの小規

模な水の漏えいその他の要因により燃料貯蔵

プール等の水位が低下した場合，又は燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に

低下した場合において，燃料貯蔵プール等の

水位，水温及び燃料貯蔵プール等上部の空間

線量率について，重大事故等により変動する

可能性のある範囲にわたり測定するために必

要な重大事故等対処設備ハ(1)(ⅱ)(e)-①と

して監視設備を設ける設計とする。 

また，燃料貯蔵プール等の状態を監視する

ために必要な重大事故等対処設備ハ

(1)(ⅱ)(e)-②として監視設備を設ける設計

とする。 

 

 

 

監視設備は，計測制御設備の一部である可

搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式），

可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャ

ー），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エア

(1)(ⅱ)(d)-⑤と同義で

あり整合している。 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

⑥事業変更許可申請書

（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-⑥と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(d)-

⑦は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(d)-⑦を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

①は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-①と同義で

あり整合している。 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

②は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-②と同義で

あり整合している。 
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式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サー

ミスタ），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状

態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（サーベイメータ），可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（線量率計），可搬

型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，

可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニット

Ｄ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニ

ット，可搬型監視ユニット，可搬型計測ユニ

ット用空気圧縮機ハ(1)(ⅱ)(e)-③ ハ

(1)(ⅱ)(e)-④及びけん引車，代替安全冷却

水系の一部である運搬車，代替電源設備の一

部である使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設可搬型発電機，代替所内電気設備の一部で

ある使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

可搬型電源ケーブル並びに補機駆動用燃料補

給設備の一部である軽油貯槽及び軽油用タン

クローリで構成する。 

 

補機駆動用燃料補給設備のハ(1)(ⅱ)(e)-

⑤一部である軽油貯槽を常設重大事故等対処

設備として設置する。 

計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（超音波式），可搬型燃料貯蔵プ

ール等水位計（メジャー），可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（電波式），可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（エアパージ式），可搬型燃

料貯蔵プール等温度計（サーミスタ），可搬

型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体），

可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ，可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベ

イメータ），可搬型燃料貯蔵プール等空間線

量率計（線量率計），可搬型空冷ユニット

Ａ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニ

ットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷

ユニットＥ，可搬型計測ユニット，可搬型監

視ユニット，可搬型計測ユニット用空気圧縮

機及びけん引車，代替安全冷却水系の一部で

ある運搬車，代替電源設備の一部である使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機，代替所内電気設備の一部である使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケ

ーブル並びに補機駆動用燃料補給設備の一部

である軽油用タンクローリを可搬型重大事故

等対処設備として配備する。 

 

 

 

ール等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プ

ール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プ

ール等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（サーベイメータ），可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（線量率計），可搬型空

冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空

冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空

冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット，可搬型監視

ユニット，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及び

けん引車，代替安全冷却水系の一部である運搬

車，代替電源設備の一部である使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，代替所内電気

設備の一部である使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の可搬型電源ケーブル並びに補機駆動用燃

料補給設備の一部である軽油貯槽及び軽油用タン

クローリで構成する。 

 

 

 

 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽

を常設重大事故等対処設備として設置する。 

 

計装設備の一部である可搬型燃料貯蔵プール等

水位計（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態

監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率

計（サーベイメータ），可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（線量率計），可搬型空冷ユニット

Ａ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニット

Ｃ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニット

Ｅ，可搬型計測ユニット，可搬型監視ユニット，

可搬型計測ユニット用空気圧縮機，可搬型空冷ユ

ニット用ホース及びけん引車，代替安全冷却水系

の一部である運搬車，代替電源設備の一部である

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機，代替所内電気設備の一部である使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル並

びに補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用

タンクローリを可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

 

 

 

 

パージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計

（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵プール等温

度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール

等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（サーベイメータ），可搬型燃

料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計），

可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニット

Ｂ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニ

ットＤ，可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測

ユニット，可搬型監視ユニット及び可搬型計

測ユニット用空気圧縮機ハ(1)(ⅱ)(e)-③で

構成し，燃料貯蔵プール等の水位，水温及び

燃料貯蔵プール等上部の空間線量率につい

て，重大事故等により変動する可能性のある

範囲にわたり測定し，燃料貯蔵プール等の状

態を監視できる設計とする。 

 

 

 

 

ハ(1)(ⅱ)(e)-④ ハ(1)(ⅱ)(e)-⑤燃料貯

蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は燃料貯蔵プール等からの小規模な水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が低下した場合，又は燃料貯蔵プー

ル等からの大量の水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下し

た場合の重大事故等対処設備として，代替安

全冷却水系の運搬車，代替電源設備の使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機，代替所内電気設備の使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル，補

機駆動用燃料補給設備の第１軽油貯槽，第２

軽油貯槽及び軽油用タンクローリ並びに計測

制御設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵

プール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料

貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計），可搬型空冷ユニットＡ，可搬

型空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，

可搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニット

Ｅ，可搬型計測ユニット，可搬型監視ユニッ

ト，可搬型計測ユニット用空気圧縮機及びけ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

③は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-③を具体的

に記載しており整合し

ている。 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

④は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-④と同義で

あり整合している。 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

⑤は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-⑤と同義で

あり整合している。 
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監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵

プール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料

貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率

計（線量率計）は，燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合において，燃

料貯蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プ

ール等上部の空間線量率について，重大事故

等により変動する可能性のある範囲にわたり

測定できる設計とするとともに，監視設備の

可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラは，

燃料貯蔵プール等の状態を監視できる設計と

する。 

 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可搬型

空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可

搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ

及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機は，燃

料貯蔵プール等の水温上昇に伴い使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合に

おいて，冷却空気を供給することにより，可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ及び可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）を冷却し保護できる設計とする。 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等

温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プー

ル等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール

等空間線量率計（線量率計），可搬型空冷ユ

ニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空

冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬

型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及び

可搬型監視ユニットは，代替電源設備から受

 

 

  (2) 主要設備 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超

音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジ

ャー），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波

式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパー

ジ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミ

スタ），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵

抗体），可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ）及び可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（線量率計）は，燃料貯蔵プール等

の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵

プール等からの小規模な水の漏えいその他の要因

により燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合，

又は燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいそ

の他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異常

に低下した場合において，燃料貯蔵プール等の水

位，水温及び燃料貯蔵プール等上部の空間線量率

について，重大事故等により変動する可能性のあ

る範囲にわたり測定できる設計とするとともに，

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメ

ラは，燃料貯蔵プール等の状態を監視できる設計

とする。 

 

 

 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷

ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷

ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ及び可搬型計

測ユニット用空気圧縮機は，燃料貯蔵プール等の

水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の

温度が上昇した場合において，冷却空気を供給す

ることにより，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視

カメラ及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計）を冷却し保護できる設計とする。 

 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電

波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパ

ージ式），可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温

抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメ

ラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量

率計），可搬型空冷ユニットＡ，可搬型空冷ユニ

ットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニ

ットＤ及び可搬型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユ

ニット及び可搬型監視ユニットは，代替電源設備

から受電できる設計とする。 

ん引車を使用する設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（超音波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位

計（メジャー），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プー

ル等温度計（サーミスタ），可搬型燃料貯蔵

プール等温度計（測温抵抗体），可搬型燃料

貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメー

タ）及び可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率

計（線量率計）は，燃料貯蔵プール等の冷却

機能又は注水機能が喪失し，又は燃料貯蔵プ

ール等からの小規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した

場合，又は燃料貯蔵プール等からの大量の水

の漏えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下した場合において，燃

料貯蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プ

ール等上部の空間線量率について，重大事故

等により変動する可能性のある範囲にわたり

測定できる設計とするとともに，監視設備の

可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラは，

燃料貯蔵プール等の状態を監視できる設計と

する。 

 

監視設備の可搬型空冷ユニットＡ，可搬型

空冷ユニットＢ，可搬型空冷ユニットＣ，可

搬型空冷ユニットＤ，可搬型空冷ユニットＥ

及び可搬型計測ユニット用空気圧縮機は，燃

料貯蔵プール等の水温上昇に伴い使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内の温度が上昇した場合に

おいて，冷却空気を供給することにより，可

搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ及び可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）を冷却し保護できる設計とする。 

 

監視設備の可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等水位計

（エアパージ式），可搬型燃料貯蔵プール等

温度計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プー

ル等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール

等空間線量率計（線量率計），可搬型空冷ユ

ニットＡ，可搬型空冷ユニットＢ，可搬型空

冷ユニットＣ，可搬型空冷ユニットＤ，可搬

型空冷ユニットＥ，可搬型計測ユニット及び

可搬型監視ユニットは，代替電源設備から受
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電できる設計とする。 

 

 

 

代替安全冷却水系の詳細については，「ハ

(1)(ⅱ)(e)-⑥リ．(2)(ⅰ)(b)(ﾛ)2) 代替安

全冷却水系」に，補機駆動用燃料補給設備の

詳細については，「リ．(4)(ⅶ)補機駆動用燃

料補給設備」に，代替電源設備の詳細につい

ては，「リ．(1)(ⅰ)(b)(ﾛ)1) 代替電源設

備」に，代替所内電気設備の詳細について

は，「リ．(1)(ⅰ)(b)(ﾛ)2) 代替所内電気設

備」に，計装設備の詳細については，「ヘ．

(3)(ⅱ)(a) 計装設備」に，電気設備の詳細に

ついては，「リ．(1)(ⅰ)(b)(ﾛ)3) 受電開閉

設備」から「リ．(1)(ⅰ)(b)(ﾛ)7) 計測制御

用交流電源設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.5.3 設計方針 

監視設備の主要な設備の設計方針については，

「6.2.1.2 設計方針」に示す。 

 

＜中略＞ 

 

3.2.5.5 試験・検査 

監視設備の主要な設備の試験・検査については，

「6.2.1.5 試験・検査」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電できる設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

1.2.1.10 監視設備 

ハ(1)(ⅱ)(e)-⑥なお，計測制御設備の詳細

については，第 2章 個別項目の「4.1 計測

制御設備」に，代替電源設備の詳細について

は，第 2章 個別項目の「7.1.1 電気設備」

の「7.1.1.9 代替電源設備」に，代替所内電

気設備の詳細については，第 2章 個別項目

の「7.1.1 電気設備」の「7.1.1.10 代替所

内電気設備」に，補機駆動用燃料補給設備の

詳細については，第 2章 個別項目の「7.1.1 

電気設備」の「7.1.1.11 補機駆動用燃料補

給設備」に，代替安全冷却水系の詳細につい

ては，第 2章 個別項目の「7.2.2 冷却水設

備」の「7.2.2.3 代替安全冷却水系」に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(1)(ⅱ)(e)-

⑥は事業変更許可申請

書（本文）のハ

(1)(ⅱ)(e)-⑥と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5644



    

 

ハ-21 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(2) 主要な設備及び機器の種類 

(ⅰ) 設計基準対象の施設 

(a) 使用済燃料受入れ設備 

使用済燃料輸送容器受入れ・保管設備 

 

使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫 

保管容量         30 基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－１表  使用済燃料受入れ設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 使用済燃料輸送容器受入れ・保管設備＊ 

 ａ．使用済燃料輸送容器保管庫 

 (ａ) 使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫 

    種  類         自然空冷式 

    容  量         30 基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5645



    

 

ハ-22 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

空使用済燃料輸送容器保管庫 

保管容量 32 基（うち１基分通路と兼用）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｂ) 空使用済燃料輸送容器保管庫 

   容  量 32 基（うち１基分通路と兼用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「空使用済燃

料輸送容器保管庫」

は，本設工認では仕様

表対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5646



    

 

ハ-23 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

使用済燃料輸送容器管理建屋天井クレーン     

１台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．使用済燃料輸送容器管理建屋天井クレーン 

    種  類         天井走行形 

    台  数         １ 

    容  量         約 150t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「使用済燃料

輸送容器管理建屋天井

クレーン」は，本設工

認の対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5647



    

 

ハ-24 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

使用済燃料輸送容器移送台車 １式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．使用済燃料輸送容器移送台車 

  種  類         床面軌道走行形 

  台  数         １ 

  容  量         約 150t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「使用済燃料

輸送容器管理建屋天井

クレーン」は，本設工

認の対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5648



    

 

ハ-25 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料取出し設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン    

２台（１台/系列）ハ(2)(ⅰ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 燃料取出し設備＊ 

 ａ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン 

   種  類    天井走行形 

   台  数    ２（１台／系列×２系列） 

   容  量    約 150t／台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-①は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-①と同義で

あり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-① 

5649



    

 

ハ-26 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

防染バケット   ２基（１基/系列） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．防染バケット 

  種  類     たて置円筒形 

  台  数     ２（１台／系列×２系列） 

  主要材料     ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「防染バケッ

ト」は，本設工認では

仕様表対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5650



    

 

ハ-27 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料取出しピット 

２基（１基/系列）ハ(2)(ⅰ)(a)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．燃料取出しピット 

  種  類     水プール式 

  基  数     ２（１基／系列×２系列） 

  ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-②は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-②と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-② 

5651



    

 

ハ-28 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料仮置きピット 

２基（１基/系列）ハ(2)(ⅰ)(a)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．燃料仮置きピット 

  種  類     水プール式 

  基  数     ２（１基／系列×２系列） 

  ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-③は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-③と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-③ 

5652



    

 

ハ-29 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料仮置きラック 

燃焼度計測前燃料仮置きラック 

２基（１基/系列） 

容 量 ＢＷＲ使用済燃料集合体 49 体及びＰＷＲ

使用済燃料集合体 19 体/基 

ハ(2)(ⅰ)(a)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．燃料仮置きラック 

(ａ) 燃焼度計測前燃料仮置きラック 

   種  類    たて置ラック式 

   基  数    ２（１基／系列×２系列） 

   ラック格子の中心間距離 

  約 21.5cm（ＢＷＲ燃料収納部） 

    約 47.0cm（ＰＷＲ燃料収納部） 

   容  量 

   ＢＷＲ使用済燃料集合体 49 体及びＰＷＲ使用

済燃料集合体 19 体／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-④は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-④と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-④ 

5653



    

 

ハ-30 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

燃焼度計測後燃料仮置きラック 

２基（１基/系列） 

容 量 ＢＷＲ使用済燃料集合体 49 体（うち高残

留濃縮度燃料貯蔵ラック貯蔵燃料用１

体）及びＰＷＲ使用済燃料集合体 19 体

（うち高残留濃縮度燃料貯蔵ラック貯蔵

燃料用１体）/基 

ハ(2)(ⅰ)(a)-⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｂ) 燃焼度計測後燃料仮置きラック 

   種  類    たて置ラック式 

   基  数    ２（１基／系列×２系列） 

   ラック格子の中心間距離 

  約 21.5cm（ＢＷＲ燃料収納部） 

    約 47.0cm（ＰＷＲ燃料収納部） 

   容  量 

   ＢＷＲ使用済燃料集合体 49 体（うち１体は高

残留濃縮度燃料貯蔵ラック貯蔵燃料用）及び

ＰＷＲ使用済燃料集合体 19 体（うち１体は高

残留濃縮度燃料貯蔵ラック貯蔵燃料用）／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-⑤は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-⑤と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-⑤ 

5654



    

 

ハ-31 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料取出し装置 

２台（１台/系列）ハ(2)(ⅰ)(a)-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．燃料取出し装置 

   種  類    床面走行橋形 

   台  数    ２（１台／系列×２系列） 

   容  量    燃料集合体１体／台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(a)-⑥は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(a)-⑥と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(a)-⑥ 

5655



    

 

ハ-32 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

使用済燃料輸送容器保守設備 

保守室天井クレーン     １台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 使用済燃料輸送容器保守設備＊ 

 ａ．保守室天井クレーン 

   種  類         天井走行形 

   台  数         １ 

   容  量         約 125t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「空使用済燃

料輸送容器保管庫」

は，本設工認では仕様

表対象外である。 
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ハ-33 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

除染移送台車        １台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．除染移送台車 

   種  類         床面軌道走行形 

   台  数         １ 

   容  量         約 110t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「空使用済燃

料輸送容器保管庫」

は，本設工認では仕様

表対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5657



    

 

ハ-34 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

除染室天井クレーン     １台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．除染室天井クレーン 

   種  類         天井走行形 

   台  数         １ 

   容  量         約 10t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）＊印の設備は，再処理設備本体の運転開始に先立

ち使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「空使用済燃

料輸送容器保管庫」

は，本設工認では仕様

表対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5658



    

 

ハ-35 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

(b) 使用済燃料貯蔵設備 

燃料貯蔵プール 

３基（ＢＷＲ燃料用１基，ＰＷＲ燃料用１基，Ｂ

ＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用１基） 

ハ(2)(ⅰ)(b)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－２表 使用済燃料貯蔵設備の主要設備の仕様 

(１) 燃料貯蔵設備＊ 

ａ．燃料貯蔵プール 

  種  類  水プール式 

  基  数  ３（ＢＷＲ燃料用１基，ＰＷＲ燃料

用１基，ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

用１基） 

  容  量  3,000ｔ・ＵＰｒ／３基 

  ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-①は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-①と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-① 

5659



    

 

ハ-36 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピ

ット 

３基（チャンネルボックス用１基，バーナブルポ

イズン用１基，チャンネルボックス及びバ

ーナブルポイズン用１基） 

ハ(2)(ⅰ)(b)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン取扱

ピット 

  種  類  水プール式 

  基  数  ３（ＣＢ用１基，ＢＰ用１基，ＣＢ

及びＢＰ用１基） 

  ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-②は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-②と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-② 

ハ(2)(ⅰ)(b)-② 

ハ(2)(ⅰ)(b)-② 

5660



    

 

ハ-37 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料貯蔵ラック 

高残留濃縮度燃料貯蔵ラック １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-③ 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下） 

ハ(2)(ⅰ)(b)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．燃料貯蔵ラック 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-③は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-③を具体

的に記載しており整合

している。 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-④は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-④と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-③ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-④ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-④ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-③ 

5661



    

 

ハ-38 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

低残留濃縮度燃料貯蔵ラック １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑤ 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 2.0wt%以下） 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．燃料貯蔵ラック 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑤は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑤を具体

的に記載しており整合

している。 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑥は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑥と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑥ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑤ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑥ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑤ 

5662



    

 

ハ-39 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料移送水中台車       ２台 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 燃料移送設備＊ 

 ａ．燃料移送水中台車 

   種  類   軌道走行形 

   台  数   ２（１台／系列×２系列） 

   主要材料   ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑦は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑦と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑦ 

5663



    

 

ハ-40 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料移送水路         １基 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．燃料移送水路 

   種  類     水プール式 

   基  数     １ 

   ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑧は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑧と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑧ 

5664



    

 

ハ-41 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料取扱装置         ３台 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．燃料取扱装置 

  種  類  床面走行橋形 

  台  数  ３（ＢＷＲ燃料用１台，ＰＷＲ燃料

用１台，ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

用１台） 

  容  量  燃料集合体１体／台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑨は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑨と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑨ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑨ 

5665



    

 

ハ-42 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料取扱装置         ３台 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．燃料取扱装置 

  種  類  床面走行橋形 

  台  数  ３（ＢＷＲ燃料用１台，ＰＷＲ燃料

用１台，ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

用１台） 

  容  量  燃料集合体１体／台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑨は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑨と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑨ 

5666



    

 

ハ-43 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

燃料送出しピット       １基 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 燃料送出し設備 

 ａ．燃料送出しピット＊ 

   種  類     水プール式 

   基  数     １ 

   ライニング材料  ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑩は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑩と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑩ 

5667



    

 

ハ-44 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

バスケット          １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．バスケット＊＊ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑪は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑪を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

5668



    

 

ハ-45 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

バスケット          １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．バスケット＊＊ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑪は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑪を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑪ 

5669



    

 

ハ-46 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

バスケット仮置き架台     １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．バスケット仮置き架台＊ 

      種  類     水平挿入ラック式 

    容  量     バスケット 34 基 

    主要材料     ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑫は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑫を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑫ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑫ 

5670



    

 

ハ-47 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

バスケット取扱装置      １台 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑬ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．バスケット取扱装置 

   種  類     床面走行橋形 

   台  数     １ 

   容  量     バスケット１基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑬は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑬と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑬ 

5671



    

 

ハ-48 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

バスケット搬送機  ２台（１台/系列） 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．バスケット搬送機 

  種  類    軌道走行形 

  台  数    ２（１台／系列×２系列） 

  容  量    バスケット１基／台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑭は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑭と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑭ 
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ハ-49 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

プール水浄化・冷却設備    １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑮ 

熱交換器 ３基 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑯ 

容 量    約 1.8×107kcal/h/基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) プール水浄化・冷却設備＊ 

ａ．プール水冷却系 

(ａ) 熱交換器 

  種  類     たて置Ｕ字管式 

  基  数     ３（うち１基は予備） 

  容  量     約 1.8×10７kcal／ｈ／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ)(b) 

-⑮は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑮を具体

的に記載しており整合

している。 

 

1.8×10７kcal/h= 

2.09×10４kW 

 

設工認のハ(2)(ⅰ) 

(b)-⑯は事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑯と同義

であり整合している。 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「プール水浄

化・冷却設備」のう

ち，プール水浄化系

は，本設工認の対象外

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑯ 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑮ 
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ハ-50 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

補給水設備          １式 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 補給水設備＊ 

 ａ．補給水槽 

   種  類     ライニング槽 

   基  数     １ 

   容  量     約 500ｍ3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）＊印の設備は，再処理設備本体の運転開始に先立

ち使用する。 

＊＊印の設備のうち一部は，再処理設備本体の運

転開始に先立ち使用する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅰ)(b) 

-⑰は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(2)(ⅰ)(b)-⑰を具体

的に記載しており整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅰ)(b)-⑰ 
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ハ-51 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

(ⅱ) 重大事故等対処設備 

(a) 代替注水設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

       可搬型中型移送ポンプ（燃料貯蔵プール等

への注水に使用する設備）   ３台 

（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを２台） 

             容  量 約 240m3/h/台 

ハ(2)(ⅱ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(a) 

-①は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(a)-①と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(a)-① 

ハ(2)(ⅱ)(a)-① 

ハ(1)(ⅱ)(a)-⑦ 
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ハ-52 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

      可搬型建屋外ホース       １式 

ハ(2)(ⅱ)(a)-② 

      可搬型建屋内ホース      １式 

ハ(2)(ⅱ)(a)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要弁の仕様表を貼る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(a)-② 

整合性 
設工認のハ(2)(ⅱ)(a)-②は，事業変更許可

申請書（本文）のハ(2)(ⅱ)(a)-②を具体的

に記載しており整合している。 

ハ(2)(ⅱ)(a)-③ 

整合性 
設工認のハ(2)(ⅱ)(a)-③は，事業変更許可

申請書（本文）のハ(2)(ⅱ)(a)-③を具体的

に記載しており整合している。 
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ハ-53 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

(b) スプレイ設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

      可搬型建屋内ホース      １式 

ハ(2)(ⅱ)(b)-① 

可搬型スプレイヘッダ     24 基 

（予備として故障時のバックアップを 12

基）ハ(2)(ⅱ)(b)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 
設工認のハ(2)(ⅱ)(b)-①は，事業変更許可

申請書（本文）のハ(2)(ⅱ)(b)-①を具体的

に記載しており整合している。 

整合性 
設工認のハ(2)(ⅱ)(b)-②は，事業変更許可

申請書（本文）のハ(2)(ⅱ)(b)-②と同義で

あり整合している。 

ハ(2)(ⅱ)(b)-① 

ハ(2)(ⅱ)(b)-② 

ハ(1)(ⅱ)(b)-⑧ 
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ハ-54 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(c) 漏えい抑制設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

サイフォンブレーカ      １式  

ハ(2)(ⅱ)(c)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(c)-① 

整合性 
設工認のハ(2)(ⅱ)(c)-①は，事業変更許可

申請書（本文）のハ(2)(ⅱ)(c)-①を具体的

に記載しており整合している。 
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ハ-55 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

止水板及び蓋 

ハ(2)(ⅱ)(c)-② 

（「リ．(4)(ⅴ) 溢水防護設備」と兼用） 

ハ(2)(ⅱ)(c)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(c) 

-②は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(c)-②と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(c) 

-③は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(c)-③と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(c)-② 

ハ(2)(ⅱ)(c)-③ 

ハ(2)(ⅱ)(c)-③ 
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ハ-56 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(d) 臨界防止設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

燃料仮置きラック（「ハ．(2)(ⅰ)(a) 使用

済燃料受入れ設備」と兼用） 

ハ(2)(ⅱ)(d)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-①は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-①と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(d)-① 
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ハ-57 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

燃料貯蔵ラックハ(2)(ⅱ)(d)-② 

（「ハ．(2)(ⅰ)(b) 使用済燃料貯蔵設備」

と兼用）ハ(2)(ⅱ)(d)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-②は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-②と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-③は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-③と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(d)-② 

ハ(2)(ⅱ)(d)-③ 
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ハ-58 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

バスケットハ(2)(ⅱ)(d)-④ 

（「ハ．(2)(ⅰ)(b) 使用済燃料貯蔵設備」

と兼用）ハ(2)(ⅱ)(d)-⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-④は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-④と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-⑤は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-⑤と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(d)-④ 

ハ(2)(ⅱ)(d)-⑤ 
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ハ-59 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

バスケット仮置き架台（実入り用）

（「ハ．(2)(ⅰ)(b) 使用済燃料貯蔵設備」と

兼用）ハ(2)(ⅱ)(d)-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(2)(ⅱ)(d) 

-⑥は事業変更許可申

請書（本文）のハ(2) 

(ⅱ)(d)-⑥と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(2)(ⅱ)(d)-⑥ 
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ハ-60 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(e) 監視設備 

「ヘ．(3)(ⅱ)(a) 計装設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）ヘ(3)(ⅱ) 

(a)に示す。 
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ハ-61 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 (3) 受け入れ，又は貯蔵する使用済燃料の種類並び

にその種類ごとの最大受入能力及び最大貯蔵能力  

(ⅰ) 受け入れ，又は貯蔵する使用済燃料の種類 

 

 

 

 

ＢＷＲ及びＰＷＲの使用済ウラン燃料集合体で

あって，以下の仕様を満たすものである。 

 

 

 

 

(a) 濃縮度 

照射前燃料最高濃縮度   ： ５wt% 

使用済燃料集合体平均濃縮度：3.5wt%以下 

 

 

(b) 再処理施設に受け入れるまでの冷却期間：４年以

上 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000t･Upr のう

ち，冷却期間４年以上 12 年未満の使用済燃料の貯

蔵量が 600t･Upr 未満，それ以外は冷却期間 12 年

以上となるよう受け入れを管理する。  

 

 

 

 

(c) 使用済燃料集合体最高燃焼度：55,000MWd/t･Upr 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

3.1 設計基準対象の施設 

3.1.1 概  要 

 

 

 

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設で受け入れる

使用済燃料は，ＢＷＲ及びＰＷＲの使用済ウラン燃料

集合体であって，以下の仕様を満たすものである。 

 

 

 

 

  照射前燃料最高濃縮度     ：５wt％ 

  使用済燃料集合体平均濃縮度    ：3.5wt％以下 

 

 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から再処理

施設に受け入れるまでの期間    ：４年以上 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000 t･Upr のう

ち，冷却期間４年以上 12 年未満の使用済燃料の貯蔵量

が 600 t･Upr 未満，それ以外は冷却期間 12 年以上とな

るよう受け入れを管理する。 

 

 

 

 

 使用済燃料集合体最高燃焼度  ：55,000MWd/t・UPr 

ここでいうｔ・ＵＰｒは，照射前金属ウラン重量換算

である。 

使用済燃料の冷却期間は，旧申請書における設計条

件を維持することとし，以下の条件とする。 

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間： １年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

 

<中略> 

 

再処理施設において再処理を行う使用済燃料は，発

電用の軽水減速，軽水冷却，沸騰水型原子炉(以下

「BWR」という。)及び軽水減速，軽水冷却，加圧水型

原子炉(以下「PWR」という。)の使用済ウラン燃料集合

体であって，以下の仕様を満たすものである。 

 

a. 濃縮度 

照射前燃料最高濃縮度：5wt% 

使用済燃料集合体平均濃縮度：3.5wt%以下 

 

b. 冷却期間 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から再処理

施設に受け入れるまでの冷却期間：4年以上 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000t・UPrのうち，

冷却期間 4年以上 12 年未満の使用済燃料の貯蔵量が

600 t・UPr未満，それ以外は冷却期間 12 年以上となる

よう受け入れを管理する。 

使用済燃料集合体最終取出し前の原子炉停止時からせ

ん断処理するまでの冷却期間：15 年以上 

 

c. 燃焼度 

使用済燃料集合体最高燃焼度 ： 55,000 MWd/t・UPr  

１日当たりに処理する使用済燃料の平均燃焼度：

45,000 MWd/t・UPr以下 

ここでいう t・UPrは，照射前金属ウラン重量換算で

ある。 

 

ただし，再処理施設の安全機能を有する施設の設計

については，新規制基準施行以前の事業指定(変更許

可)申請書に示される設計条件を維持することとし，使

用済燃料の仕様のうち冷却期間を以下の条件とする。 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から再処理施

設に受け入れるまでの冷却期間：1年以上 

使用済燃料集合体最終取出し前の原子炉停止時からせ

ん断処理するまでの冷却期間：4年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5685



    

 

ハ-62 

 

燃
管
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(d) 使用済燃料集合体の照射前の構造ハ(3)(i)(d)-① 

使用済燃料集合体と一体となったチャンネルボッ

クス及びバーナブルポイズン（以下「ＣＢ・ＢＰ」

という。）も受け入れる。 

 

(ⅱ) 最大受入能力及び最大貯蔵能力 

(a) 最大受入能力 

15.2t･Upr/d ハ(3)(ⅱ)(a)-①（ＢＷＲ使用済燃

料受入れ時）又は 12.9t･Upr/d ハ(3)(ⅱ) 

(a)-①（ＰＷＲ使用済燃料受入れ時） 

年間の最大受入れ量は，1,000t･Upr とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料集合体の照射前の構造 

 ＢＷＲ燃料集合体 

 
 

 

ＰＷＲ燃料集合体 

 
 

 

使用済燃料集合体と一体となったチャンネルボック

ス（以下「ＣＢ」という。）及びバーナブルポイズン

（以下「ＢＰ」という。）も受け入れる。 

 

 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン及び燃料

取出し装置を用いて１日最大ＢＷＲ燃料15.2ｔ・ＵＰｒ

／ｄ，ＰＷＲ燃料12.9ｔ・ＵＰｒ／ｄの使用済燃料集合

体を受け入れることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<中略> 

ハ(3)(ⅱ)(a)-①使用済燃料の受入れ施設は，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン及び燃料取出し装

置を用いて１日最大 BWR 燃料 15.2t・UPr/d ハ

(3)(ⅱ)(a)-①，PWR 燃料 12.9t・UPr/d ハ(3)(ⅱ) 

(a)-①の使用済燃料集合体を受け入れることができ，

年間の最大受入れ量は，1,000t・UPrとする設計とす

る。 

<中略> 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のハ(3)(i) 

(d)-①を基に使用済燃

料集合体を取扱う機器

を設計しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(3)(ⅱ) 

(a)-①は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(3)(ⅱ)(a)-①と同義

であり整合している。 
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(b) 最大貯蔵能力ハ(3)(ⅱ)(b)-① 

燃料貯蔵プール：ＢＷＲ使用済燃料集合体

1,500 t･Upr (うち，使用済燃料集合体平均濃縮

度が 2.0wt%を超えるもの 11.8 t･Upr）ＰＷＲ

使用済燃料集合体 1,500 t･Upr (うち，使用済燃

料集合体平均濃縮度が 2.0wt%を超えるもの 

27.6 t･Upr） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料の貯蔵施設の燃料貯蔵プールは，最大再

処理能力 800ｔ・UPr/y での再処理に対して受け入れた

燃料を３年間以上貯蔵することができる設計とする。 

ハ(3)(ⅱ)(b)-① 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(3)(ⅱ) 

(b)-①は，事業変更許

可申請書（本文）のハ

(3)(ⅱ)(b)-①と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(3)(ⅱ)(b)-① 
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 (4) 主要な核的制限値 

(ⅰ) 単一ユニット 

(a) 燃料取出し装置及び燃料取扱装置 

使用済燃料集合体を１台当たり一時に１体ずつ取

り扱う。ハ(4)(ⅰ)(a)-① 

(ⅱ) 複数ユニット 

(a) 燃料取出し装置及び燃料取扱装置 

使用済燃料集合体を１台当たり一時に１体ずつ取

り扱うので該当なし。ハ(4)(ⅰ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(a) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(a)-①と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(4)(ⅰ)(a)-① 

ハ(4)(ⅰ)(a)-① 
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(b) 燃料仮置きラックのラック格子中心間最小距離 

燃焼度計測前燃料仮置きラック 

ＢＷＲ燃料収納部       20.2cm 

ハ(4)(ⅰ)(b)-① 

（使用済燃料最高濃縮度５wt%) 

ＰＷＲ燃料収納部       46.5cm 

ハ(4)(ⅰ)(b)-① 

（使用済燃料最高濃縮度５wt%)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(b) 

-①は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(b)-①と同義

であり整合している。 
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燃焼度計測後燃料仮置きラック 

ＢＷＲ燃料収納部        19.85cm 

ハ(4)(ⅰ)(b)-② 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下) 

ＰＷＲ燃料収納部        34.75cm 

ハ(4)(ⅰ)(b)-② 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(b) 

-②は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(b)-②と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(4)(ⅰ)(b)-② 
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(c) 燃料貯蔵ラックのラック格子中心間最小距離 

低残留濃縮度ＢＷＲ燃料貯蔵ラック  18.6 cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 2.0wt%以下） 

ハ(4)(ⅰ)(b)-③ 

低残留濃縮度ＰＷＲ燃料貯蔵ラック  30.75cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 2.0wt%以下） 

  ハ(4)(ⅰ)(b)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(b) 

-③は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(b)-③と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(4)(ⅰ)(b)-③ 
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高残留濃縮度ＢＷＲ燃料貯蔵ラック  34.7 cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下） 

ハ(4)(ⅰ)(b)-④ 

高残留濃縮度ＰＷＲ燃料貯蔵ラック  47.1 cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下） 

  ハ(4)(ⅰ)(b)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(b) 

-④は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(b)-④と同義

であり整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ(4)(ⅰ)(b)-④ 
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(d) バスケットの格子中心間最小距離 

ＢＷＲ燃料用バスケット    19.85cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下) 

ハ(4)(ⅰ)(b)-⑤ 

ＰＷＲ燃料用バスケット    34.75cm 

（使用済燃料集合体平均濃縮度 3.5wt%以下) 

ハ(4)(ⅰ)(b)-⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

設工認のハ(4)(ⅰ)(b) 

-⑤は，事業変更許可

申請書（本文）のハ

(4)(ⅰ)(b)-⑤と同義

であり整合している。 
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1.使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の設計に係る

共通的な設計方針については，第 1章 共通項目の

「1. 核燃料物質の臨界防止」，「2. 地盤」，「3. 

自然現象等」，「4. 閉じ込めの機能」，「5. 火災

等による損傷の防止」，「6. 再処理施設内における

溢水による損傷の防止」，「7. 再処理施設内におけ

る化学薬品の漏えいによる損傷の防止」，「8. 遮

蔽」及び「9. 設備に対する要求」に基づくものとす

る。 

 

<中略> 

 

使用済燃料の受入れ施設は，キャスクに収納され再

処理施設に輸送された使用済燃料集合体の受入れ及び

キャスクからの使用済燃料集合体の取出しを行う設計

とする。 

使用済燃料の貯蔵施設は，使用済燃料集合体を再処

理するまでの期間の貯蔵及びせん断処理施設への送出

しを行う設計とする。 

 

<中略> 

 

プール水の冷却に必要な安全冷却水系（使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設用）については，第２章 

個別項目の「7.4 冷却水設備」に基づくものとする。 

 

<中略> 

 

下部に排水口を設けない構造とするとともに，燃料

貯蔵プール・ピット等に接続された配管が破損しても

プール水が流出しないように逆止弁を設置する設計と

する。 

さらに，燃料貯蔵プール・ピット等のライニング

は，万一の使用済燃料集合体の落下時にもプール水の

保持機能を失うような著しい損傷を生じないようにす

る設計とする。 

プール水浄化系は，水の純度及び透明度を維持する

ため，燃料取出しピット，燃料仮置きピット及びチャ

ンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピットの越

流せきから越流するプール水をポンプで昇圧し，ろ過

装置及び脱塩装置でろ過及び脱塩した後，燃料取出し

ピット，燃料仮置きピット及びチャンネルボックス・

バーナブルポイズン取扱ピットへ戻す設計とするとと

もに、燃料貯蔵プール及び燃料送出しピットから越流

するプール水を，ポンプで昇圧し，一部を脱塩装置で

脱塩した後，燃料貯蔵プール及び燃料送出しピットへ

戻す設計とする。 
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なお，万一のプール水の漏えいに対し，燃料貯蔵プ

ール・ピット等には漏えい検知装置を設けて漏えいを

検知する設計とし，漏えい水を使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設廃液処理系へ移送できる設計とする。 

また，燃料貯蔵プールには水位警報装置及び温度警

報装置を設け，計測制御系統施設の使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室に警報を発する設計とす

る。 

 

1.1 使用済燃料の受入れ施設 

  

<中略> 

 

1.1.1 使用済燃料受入れ設備 

使用済燃料受入れ設備は，使用済燃料輸送容器受入

れ・保管設備，燃料取出し準備設備，燃料取出し設

備，使用済燃料輸送容器返却準備設備及び使用済燃料

輸送容器保守設備で構成する。 

 

1.1.1.1 使用済燃料輸送容器受入れ・保管設備 

使用済燃料輸送容器受入れ・保管設備は，使用済燃

料輸送容器管理建屋天井クレーン，使用済燃料輸送容

器移送台車，使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管

庫及び空使用済燃料輸送容器保管庫で構成する。 

使用済燃料輸送容器受入れ・保管設備は，トレーラ

トラックで使用済燃料輸送容器管理建屋に搬入したキ

ャスクを一時保管した後，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に搬入する設計とする。 

使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫は，使用

済燃料を収納したキャスクを保管するとともに，保管

を必要とする空のキャスクの基数が空使用済燃料輸送

容器保管庫の容量を上回る場合に，その上回った分の

空のキャスクを一時保管する設計とする。 

空使用済燃料輸送容器保管庫は，空のキャスクを保

管する設計とする。 

使用済燃料輸送容器管理建屋天井クレーンは，使用

済燃料輸送容器管理建屋に設置し，キャスクの落下防

止のため，つりワイヤの二重化，フックへの脱落防止

金具取付けを施し，逸走防止のインターロックを設け

るとともに，電源喪失時にもつり荷を保持できるフェ

イルセイフ機構を有する設計とする。 

使用済燃料輸送容器移送台車は，遠隔自動運転と

し，運転を安全，かつ，確実に行うため逸走防止のイ

ンターロックを設けるとともに，転倒し難い設計とす

る。 

 

1.1.1.2 燃料取出し準備設備 

燃料取出し準備設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に搬入したキャスクから緩衝体を取り外し，燃料取
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出し準備室にキャスクを移送する設計とする。 

ここで，キャスク内部の浄化のため，キャスクの内

部水の入替えを行った後，キャスクを移送し，燃料取

出しピットの防染バケットに収納する設計とする。 

キャスクからの排水は，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設廃液処理系へ移送できる設計とする。 

 

1.1.1.3 燃料取出し設備 

燃料取出し設備は，燃料取出しピット，燃料仮置き

ピット，燃焼度計測前燃料仮置きラック，燃焼度計測

後燃料仮置きラック，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天

井クレ－ン，防染バケット，燃料取出し装置で構成す

る。 

燃料取出し設備は，防染バケットに収納したキャス

クを燃料取出しピット水中につり降ろし，水中でキャ

スクの蓋を取り外し，使用済燃料集合体を一体ずつキ

ャスクから取り出す設計とする。 

取り出した使用済燃料集合体は，燃料仮置きピット

の燃焼度計測前燃料仮置きラックに仮置きし，計測制

御系統施設の燃焼度計測装置を用いて平均濃縮度を測

定し，平均濃縮度が 3.5ｗｔ％以下であることを確認

した後，燃焼度計測後燃料仮置きラックに仮置きする

設計とする。 

その後，使用済燃料集合体を燃料移送水中台車上の

バスケットに収納する設計とする。 

なお，平均濃縮度が 2.0ｗｔ％を超える使用済燃料

集合体及び著しい漏えいのある破損燃料を取り扱う場

合には，燃料収納缶に収納し，燃料取出し装置の補助

ホイストで取り扱い，燃料移送水中台車に１体ずつ積

載する設計とする。 

燃料仮置きラックは，適切なラック間隔を取ること

により，最大容量まで使用済燃料集合体を収納した場

合でも，通常時及び燃料間距離がラック内で最小とな

るような厳しい状態等，技術的に見て想定されるいか

なる場合でも未臨界を保つ設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーンは，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，キャスクの落下防

止のため，つりワイヤの二重化，フックへの脱落防止

金具取付けを施し，逸走防止のインターロックを設け

るとともに，電源喪失時にもつり荷を保持できるフェ

イルセイフ機構を有する設計とする。 

また，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋天井クレーン

は，脱輪防止装置を設け，地震時にも落下することの

ない設計とするとともに，燃料貯蔵プール上及び燃料

仮置きピット上を通過しない配置とし，万一のキャス

クの落下の場合にも燃料貯蔵プ－ルの機能を喪失しな

いようにする設計とする。 

燃料取出し装置は，使用済燃料集合体落下を防止す

るために，つりワイヤを二重化し，フックに脱落防止
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機構を施すとともに，電源喪失時又はつかみ具駆動用

の空気源喪失時にも使用済燃料集合体が落下すること

のないフェイルセイフ機構を有する設計とする。 

また，燃料取出し装置は，遠隔自動運転とし，運転

を安全，かつ，確実に行うため使用済燃料集合体のつ

り上げ高さを６ｍ以下とし，使用済燃料集合体のつか

み不良時及び荷重異常時のつり上げ防止，逸走防止の

インターロックを設ける設計とする。 

 

1.1.1.4 使用済燃料輸送容器返却準備設備 

使用済燃料輸送容器返却準備設備は，使用済燃料取

出し後の空のキャスクの返却に先立ち，キャスク外面

の除染，内部水の排水，キャスク内部の確認，気密漏

えい検査及び汚染検査を行う設計とする。 

また，必要に応じて使用済燃料輸送容器返却準備設

備にて保守を行うことができる設計とする。 

 

1.1.1.5 使用済燃料輸送容器保守設備 

使用済燃料輸送容器保守設備は，保守室天井クレー

ン，除染移送台車及び除染室天井クレーンで構成す

る。 

使用済燃料輸送容器保守設備では，空使用済燃料輸

送容器保管庫又は使用済燃料収納使用済燃料輸送容器

保管庫から使用済燃料輸送容器管理建屋の保守エリア

に空のキャスクを搬入し，空のキャスクを保守する設

計とする。 

保守に当たっては，放射線業務従事者の被ばくの低

減を考慮し，必要に応じ，使用済燃料輸送容器管理建

屋の除染エリアでキャスク内面及び内部構造物の除染

を行うことができる設計とする。 

 

1.2 使用済燃料の貯蔵施設 

 

<中略> 

 

1.2.1 使用済燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備は，燃料移送設備，燃料貯蔵設

備，燃料送出し設備，プール水浄化・冷却設備，補給

水設備，代替注水設備，スプレイ設備，漏えい抑制設

備，臨界防止設備及び監視設備で構成する。 

 

1.2.1.1 燃料移送設備 

燃料移送設備は，燃料移送水路及び燃料移送水中台

車で構成する。 

燃料移送設備は，バスケットに収納された使用済燃

料集合体又は燃料収納缶に収納された使用済燃料集合

体の燃料取出し設備，燃料貯蔵設備間の移送及び燃料

貯蔵設備，燃料送出し設備間の移送を行う設計とす

る。 
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燃料移送水中台車は，遠隔自動運転とし，運転を安

全，かつ，確実に行うため逸走防止のインターロック

を設けるとともに，転倒し難い設計とする。 

 

1.2.1.2 燃料貯蔵設備 

燃料貯蔵設備は，燃料貯蔵プール（ＢＷＲ燃料用，

ＰＷＲ燃料用並びにＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料用），

チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット

（チャンネルボックス（以下「ＣＢ」という。）用，

バーナブルポイズン（以下「ＢＰ」という。）用並び

にチャンネルボックス及びバーナブルポイズン（以下

「ＣＢ・ＢＰ」という。）用），低残留濃縮度燃料貯

蔵ラック，高残留濃縮度燃料貯蔵ラック，燃料取扱装

置及び燃料収納缶で構成する。 

燃料貯蔵設備は，燃料取出し設備から移送した使用

済燃料集合体を１体ずつ燃料取扱装置を用いてバスケ

ットから取り出す設計とする。 

平均濃縮度が 2.0ｗｔ％以下のものは，燃料貯蔵プ

ールの低残留濃縮度燃料貯蔵ラックに収納し，貯蔵す

る設計とする。 

平均濃縮度が 2.0ｗｔ％を超えるもの及び著しい漏

えいのある破損燃料は，燃料収納缶に収納した状態で

移送し，燃料貯蔵プールの高残留濃縮度燃料貯蔵ラッ

クに収納し，貯蔵する設計とする。 

ＢＷＲ使用済燃料集合体は，せん断前の処理のため

１体ずつ燃料取扱装置を用いてチャンネルボックス・

バーナブルポイズン取扱ピット（ＣＢ用）又はチャン

ネルボックス・バーナブルポイズン取扱ピット（Ｃ

Ｂ・ＢＰ用）へ移送し，ＣＢを取り外した後，燃料貯

蔵ラックへ戻す設計とする。 

 ＰＷＲ使用済燃料集合体のＢＰは，せん断前の処理

のために燃料貯蔵プ－ルで燃料取扱装置を用いて取り

外し，チャンネルボックス・バーナブルポイズン取扱

ピット（ＢＰ用）又はチャンネルボックス・バーナブ

ルポイズン取扱ピット（ＣＢ・ＢＰ用）へ移送する設

計とする。 

 取り外したＣＢ・ＢＰは，チャンネルボックス・バ

ーナブルポイズン取扱ピットにおいて固体廃棄物の廃

棄施設の低レベル固体廃棄物処理設備（使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋）を用いて切断，減容した後，容器に

詰め，燃料取出しピットへ移送し，運搬容器に収納

し，トレーラトラックで低レベル固体廃棄物処理設備

（チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建

屋）へ移送する設計とする。 

燃料貯蔵ラックは，適切な燃料間隔をとることによ

り，最大容量まで使用済燃料集合体を収納した場合

に，通常時及び燃料間距離がラック内で最小となるよ

うな厳しい状態等，技術的に見て想定されるいかなる

場合でも未臨界に保つ設計とする。 
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燃料取扱装置は，使用済燃料集合体落下を防止する

ために，つりワイヤを二重化し，フックに脱落防止機

構を施すとともに，電源喪失時及びつかみ具駆動用の

空気源喪失時にも使用済燃料集合体が落下することの

ないフェイルセイフ機構を有する設計とする。 

また，燃料取扱装置は遠隔自動運転とし，運転を安

全，かつ，確実に行うため使用済燃料集合体のつり上

げ高さを６ｍ以下とし，燃料のつかみ不良又は荷重異

常時のつり上げ防止及び逸走防止のインターロックを

設ける設計とする。 

 

1.2.1.3 燃料送出し設備 

燃料送出し設備は，燃料送出しピット，バスケット

（ＢＷＲ燃料用及びＰＷＲ燃料用），バスケット仮置

き架台（実入り用及び空用），バスケット取扱装置及

びバスケット搬送機で構成する。 

 燃料送出し設備は，バスケットに収納され，燃料送

出しピットに移送された使用済燃料集合体を，バスケ

ット単位でバスケット仮置き架台に一時仮置きした

後，せん断処理施設に送り出す設計とする。 

バスケット及びバスケット仮置き架台は，適切な燃

料間隔をとることにより，最大容量まで使用済燃料集

合体を収納した場合に，通常時及び燃料間距離がラッ

ク内で最小となるような厳しい状態等，技術的に見て

想定されるいかなる場合でも未臨界に保つ設計とす

る。 

 バスケット取扱装置は，使用済燃料集合体落下を防

止するために，つり上げ機構を二重化し，フックに脱

落防止機構を施すとともに，電源喪失時又はつかみ具

駆動用の空気源喪失時にもバスケットが落下すること

のないフェイルセイフ機構を有する設計とする。 

また，バスケット取扱装置は，遠隔自動運転とし，

運転を安全，かつ，確実に行うためバスケットのつり

上げ高さを 0.35ｍ以下とし，バスケット落下防止のイ

ンターロックを設ける設計とする。 

バスケット搬送機は，つり上げ機構を二重化し，電

源喪失時にもバスケットが下降しない設計とする。 

また，バスケット搬送機は，遠隔自動運転とし，運

転を安全，かつ，確実に行うため転倒防止及び逸走防

止のインターロックを設ける設計とする。 

 

1.2.1.4 プール水浄化・冷却設備 

プール水浄化・冷却設備は，プール水冷却系及びプ

ール水浄化系で構成する。 

プール水冷却系は，熱交換器及びポンプで構成す

る。 

プール水浄化系は，ろ過装置，脱塩装置及びポンプ

で構成する。 

 プール水浄化・冷却設備は，使用済燃料から発生す
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る崩壊熱を熱交換器で除去し，燃料貯蔵プール・ピッ

ト等の水を冷却するとともに，ろ過及び脱塩して，水

の純度及び透明度を維持する設計とする。 

 

1.2.1.5 補給水設備 

 補給水設備は，補給水槽及びポンプで構成する。 

補給水設備は，補給水槽に貯蔵した水を燃料取出し

準備設備，プール水浄化系，燃料貯蔵プール・ピット

等，燃焼度計測装置，液体廃棄物の廃棄施設（低レベ

ル廃液処理設備の一部）及び固体廃棄物の廃棄施設

（廃樹脂貯蔵系の一部）に補給する設計とする。 

補給水槽には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設廃液処理系で処理した水を回収・貯蔵するととも

に，その他再処理設備の附属施設の純水貯槽から純水

を必要に応じ補給する設計とする。 

 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の対象となる

主要な設備について，「第 1-1 表 使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の主要設備リスト」に示す。 
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四、再処理施設の位置，構造及び設備並びに再処理

の方法 

Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 

ニ．再処理設備本体の構造及び設備 

 

 

 

 

 

 

 

(１) せん断処理施設 

(ⅰ) 構   造 

せん断処理施設は，使用済燃料集合体を使用済燃

料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備から受け入れ

て，せん断処理設備へ供給する燃料供給設備２系列

及び使用済燃料集合体をせん断処理し，溶解施設の

溶解設備に移送するせん断処理設備２系列で構成

し，前処理建屋に収納する。 

 

 

 

 

 

前処理建屋二(1)(i)-④の主要構造は，鉄筋コン

クリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨

造）で，地上５階，地下４階，二(1)(i)-④建築面

積約6,000ｍ２の建物二(1)(i)-⑤である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2  せん断処理施設 

4.2.1  概  要 

 せん断処理施設は，燃料供給設備及びせん断処理

設備で構成する。 

＜中略＞ 
 

燃料供給設備は，使用済燃料の貯蔵施設の燃料送

出し設備のバスケット搬送機から使用済燃料集合体

をせん断処理設備へ供給する設備である。 

 

せん断処理設備は，使用済燃料集合体をせん断

し，溶解施設の溶解設備へ供給する設備である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

2. 再処理設備本体 

2.1 せん断処理施設 

せん断処理施設の設計に係る共通的な設計方針に

ついては，第１章 共通項目の「1. 核燃料物質の臨

界防止」，「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，「4. 

閉じ込めの機能」，「5. 火災等による損傷の防

止」，「6. 再処理施設内における溢水による損傷の

防止」，「7. 再処理施設内における化学薬品の漏え

いによる損傷の防止」，「8. 遮蔽」及び「9. 設備

に対する要求」に基づくものとする。  

 

せん断処理施設は，燃料供給設備 2系列及びせん

断処理設備 2系列で構成し，前処理建屋に収納する

設計とする。 

 

燃料供給設備は，使用済燃料集合体を使用済燃料

の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備から受け入れて，

せん断処理設備へ供給する設計とする。 

せん断処理設備は，使用済燃料集合体をせん断処

理し，溶解施設の溶解設備に移送する設計とする。 

 

 

前処理建屋は，地上 5階，地下 4階の建物二

(1)(i)-⑤とする設計とする。 

 

【建物】（仕様表） 

二(1)(i)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の二(1)(i)-④

は，事業変更許可申請

書(本文)の二(1)(i)-

④を具体的に記載して

おり整合している。 

設工認の二(1)(i)-⑤

は，事業変更許可申請

書(本文)の二(1)(i)-

⑤と同義であり整合し

ている。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

前処理建屋機器配置概要図を第65図から第74図に

示す。 

 

また，せん断処理施設系統概要図を第９図に示

す。 

 
 
 
 
 
 
 
(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

(ａ) 燃料供給設備 

燃料横転クレ－ン二(1)(ⅱ)(a)-①２ 台（１台／系

列） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

せん断処理施設系統概要図を第 4.2－１図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.3 主要設備の仕様 

(１) 燃料供給設備 

燃料供給設備の主要設備の仕様を第 4.2－１表に示

す。 

第 4.2－１表 燃料供給設備の主要設備の仕様 

(１) 燃料横転クレーン 

種 類 横転式 

台 数 ２（１台／系列×２系列） 

容 量 使用済燃料集合体１体／台他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【燃料供給設備】（仕様表） 

 

 

 

二(1)(ⅱ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

二(1)(ⅱ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書 

（本文）において許 

可を受けた「前処理建

屋機器配置概要図」及

び「せん断処理施設系

統概要図」は，本設 

工認の対象外であ 

る。 

 

 

 

 

設工認の 

二(1)(ⅱ)(a)-①は，

事業変更許可申請書

(本文)の 

二(1)(ⅱ)(a)-①と同

義であり整合してい

る。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(ｂ) せん断処理設備 

せん断機 ２ 台（１台／系列）二(1)(ⅱ)(b)-① 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ) せん断処理する使用済燃料の種類及びその種類

ごとの最大処理能力 

(ａ) 二(1)(ⅲ)(a)-①せん断処理する使用済燃料の

種類 

ＢＷＲ及びＰＷＲの使用済ウラン燃料集合体であっ

て，以下の仕様を満たすものである。 

 

 

 

 

(イ) 濃 縮 度 

照射前燃料最高濃縮度 ： ５ｗｔ％ 

使用済燃料集合体平均濃縮度 ：3.5ｗｔ％以下 

 

 

(ロ) 冷却期間 ：二(1)(ⅲ)(a)-② 15 年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 使用済燃料集合体最高燃焼度 ： 55,000ＭＷｄ

／ｔ・ＵＰｒ 

なお，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼

度は，45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

9. 設備に対する要求 

9.1 安全機能を有する施設 

9.1.1 安全機能を有する施設に対する設計方針 

(1) 安全機能を有する施設の基本的な設計 

二(1)(ⅲ)(a)-①再処理施設において再処理を行

う使用済燃料は，発電用の軽水減速，軽水冷却，沸

騰水型原子炉(以下「BWR」という。)及び軽水減速，

軽水冷却，加圧水型原子炉(以下「PWR」という。)の

使用済ウラン燃料集合体であって，以下の仕様を満

たすものである。 

 

a. 濃縮度 

照射前燃料最高濃縮度：5wt% 

使用済燃料集合体平均濃縮度：3.5wt%以下 

 

b. 冷却期間 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から

再処理施設に受け入れるまでの冷却期間：4年

以上 

ただし，燃料貯蔵プールの容量 3,000t・UPr

のうち，冷却期間 4年以上 12 年未満の使用済燃

料の貯蔵量が 600 t・UPr 未満，それ以外は冷却

期間 12 年以上となるよう受け入れを管理する。 

二(1)(ⅲ)(a)-②使用済燃料集合体最終取出

し前の原子炉停止時からせん断処理するまでの

冷却期間：15 年以上 

 

c. 燃焼度 

使用済燃料集合体最高燃焼度 ： 55,000 

MWd/t・UPr  

１日当たりに処理する使用済燃料の平均燃焼

度：45,000 MWd/t・UPr以下 

ここでいう t・UPrは，照射前金属ウラン重量

換算である。 

 

ただし，再処理施設の安全機能を有する施設の設

計については，新規制基準施行以前の事業指定(変更

許可)申請書に示される設計条件を維持することと

し，使用済燃料の仕様のうち冷却期間を以下の条件

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた 

二(1)(ⅱ)(b)-①は，

本設工認の対象外であ

る。 

 

 

 

 

 

 

設工認の二

(1)(ⅲ)(a)-①は，事

業変更許可申請書(本

文)の二(1)(ⅲ)(a)-①

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

設工認の二

(1)(ⅲ)(a)-②は，事

業変更許可申請書(本

文)の二(1)(ⅲ)(a)-②

を具体的に記載してお

り整合している。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

(ニ) 二(1)(ⅲ)(a)-③使用済燃料集合体の照射前

の構造 

 

ＢＷＲ燃料集合体 

 

ＰＷＲ燃料集合体 

 

(ｂ) 最大処理能力  

(イ) ＢＷＲ使用済燃料集合体二(1)(ⅲ)(b)-①処理

時 

4.2 ｔ・ＵＰｒ／ｄ／系列×２系列 

(ロ) ＰＷＲ使用済燃料集合体二(1)(ⅲ)(b)-②処理

時 

5.25ｔ・ＵＰｒ／ｄ／系列×２系列 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.4  系統構成及び主要設備 

4.2.4.1  燃料供給設備 

 燃料供給設備の最大処理能力は，ＢＷＲ使用済燃

料集合体を処理する場合は 4.2ｔ・ＵＰｒ／ｄ／系

列，ＰＷＲ使用済燃料集合体を処理する場合は 5.25

ｔ・ＵＰｒ／ｄ／系列である。 

 

 

4.2.4.2  せん断処理設備 

せん断処理設備の最大処理能力は，ＢＷＲ使用済

燃料集合体を処理する場合は，１系列当たり 4.2

ｔ・ＵＰｒ／ｄ，ＰＷＲ使用済燃料集合体を処理する

場合，１系列当たり 5.25ｔ・ＵＰｒ／ｄである。 

 

とする。 

使用済燃料最終取出し前の原子炉停止時から再処

理施設に受け入れるまでの冷却期間：1年以上 

使用済燃料集合体最終取出し前の原子炉停止時か

らせん断処理するまでの冷却期間：4年以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

2. 再処理設備本体 

2.1 せん断処理施設 

2.1.1 燃料供給設備 

燃料供給設備は，ＢＷＲ使用済燃料集合体二

(1)(ⅲ)(b)-①を処理する場合は最大で 4.2t・UPr/d/

系列，ＰＷＲ使用済燃料集合体二(1)(ⅲ)(b)-②を

処理する場合は最大で 5.25t・UPr/d/系列で処理でき

る設計とする。 

 

2.1.2 せん断処理設備 

せん断処理設備は，ＢＷＲ使用済燃料集合体二

(1)(ⅲ)(b)-①を処理する場合は，1系列当たり最大

で 4.2t・UPr/d/，ＰＷＲ使用済燃料集合体二

(1)(ⅲ)(b)-②を処理する場合，１系列当たり最大

で 5.25t・UPr/d/で処理できる設計とする。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）の二

(2)(ⅲ)(a)-③を基に 

使用済燃料集合体を取

扱う機器を設計してお

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の 

二(1)(ⅱ)(a)-①，②

は，事業変更許可申請

書(本文)の 

二(1)(ⅱ)(a)-①，②

と同義であり整合して

いる。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.1 燃料供給設備 

使用済燃料の貯蔵施設のバスケット搬送機で燃料

供給セルの直下へ搬送した使用済燃料集合体を，燃

料横転クレーンで 1体ずつバスケット搬送機のバス

ケットから取り出し横転させ，水平にし，せん断機

へ供給する。このとき，使用済燃料集合体番号を確

認し，光学的読み取り装置による読み取りを行う設

計とする。 

 

燃料横転クレーンは，使用済燃料集合体を 1 体ず

つしかつり上げられない構造とし，せん断機へ 2 体

以上同時に供給しない設計とする。 

 

燃料横転クレーンは，使用済燃料集合体落下を防

止するために，使用済燃料集合体の過度のつり上げ

防止，燃料のつかみ不良又は荷重異常時のつり上げ

防止，逸走防止等のインターロックを設けるととも

に，つり上げた後バスケット上部の燃料供給セルの

シャッタを閉じる設計とする。また，使用済燃料集

合体の取扱い中に電源喪失が発生しても燃料つかみ

具が使用済燃料集合体を放さないフェイルセイフ構

造とする。 

 

2.1.2 せん断処理設備 

 

せん断処理設備は，燃料供給設備の燃料横転クレ

ーンでせん断機の燃料供給部（以下「マガジン」と

いう。）に供給した使用済燃料集合体を燃料送り出

し装置で断続的にせん断機のせん断部に送り出し，

せん断刃によりせん断する設計とする。 

せん断した燃料集合体端末片（以下「エンドピー

ス」という。）は，ホッパを経て，エンドピース専

用の移送管（以下「エンドピース シュート」とい

う。）を用いて重力により，溶解施設のエンドピー

ス酸洗浄槽へ送り，また，燃料せん断片は，ホッパ

を経て，燃料せん断片専用の移送管（以下「燃料せ

ん断片シュート」という。）を用いて重力により，

溶解施設の溶解槽へ送る設計とする。 

 

 

 また，せん断中にはせん断機の燃料供給口が閉じ

て新たな使用済燃料集合体が供給できない構造とな

る設計とする。 

 

せん断機は，溶解設備の溶解槽における臨界を防

止するために，燃料せん断片を受け入れる有孔容器
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下「バケット」という。）１個当たりの燃料装

荷量が所定量を超えないよう，せん断機の燃料送り

出し装置の送り出し長さの異常等により自動的にせ

ん断を停止するせん断停止回路を設ける設計とす

る。 

 

 

なお，せん断機のせん断刃ホルダは，燃料せん断

片の長さが，約 5cm 以下に制限される構造となる設

計とする。 

 

せん断機は，せん断機内部及びホッパ部に傾斜を

つけてせん断粉末が蓄積し難い構造の設計とする。

さらに，せん断機のマガジン及びふた部から窒素ガ

スを吹き込むことによって，せん断粉末の蓄積を防

止するとともに，せん断機内部を窒素ガス雰囲気と

する設計とする。 

 

せん断処理施設の対象となる主要な設備につい

て，「表 1-2-1 せん断処理施設の主要設備リスト」

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5706



    

 

ニ-7 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

ニ．再処理設備本体の構造及び設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 溶解施設 

(ⅰ) 構   造 

(a) 設計基準対象の施設 

溶解施設は，溶解設備２系列，清澄・計量設備２

系列 ニ(2)(i)(a)-①（一部１系列）で構成し，前

処理建屋に収納する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理建屋の主要構造は，「ニ．(１) せん断処理

施設 (ⅰ) 構造」に示す。 

 

 

 

 

 

溶解設備は，せん断処理施設のせん断処理設備か

ら受け入れた燃料せん断片を硝酸で溶解するニ

(2)(i)(a)-②設備である。 

 

 

 

清澄・計量設備は，溶解液から不溶解残渣を除去

した後，溶解液中のウラン及びプルトニウムの同位

体組成を確認し，必要であれば調整した後，分離施

設の分離設備に移送するニ(2)(i)(a)-③設備であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3  溶解施設 

4.3.1.1  概  要 

 溶解施設は，溶解設備及び清澄・計量設備で構

成する。 

  

4.3.1.4  系統構成及び主要設備 

4.3.1.4.1  溶解設備 

溶解設備は，２系列で構成する。 

 

4.3.1.4.2  清澄・計量設備 

清澄・計量設備は，２系列（計量・調整槽以降

は１系列）で構成する。 

 

 

 

 

 

4.3  溶解施設 

4.3.1.1  概  要 

＜中略＞ 

溶解設備は，せん断処理施設のせん断機でせん

断した燃料せん断片を溶解槽のバケットに装荷し

て硝酸を用いて燃料部分を溶解し，よう素追出し

槽において，溶解液中のよう素を気体廃棄物の廃

棄施設のせん断処理・溶解廃ガス処理設備へ移送

する設備である。 

また，溶解槽では，必要に応じて可溶性中性子

吸収材を加えた硝酸を用いて燃料部分を溶解す

る。清澄・計量設備は，清澄機で不溶解残渣を溶

解液から除去し，計量・調整槽で溶解液の計量を

行い，必要であれば調整を行った後，分離施設の

分離設備へ溶解液を移送する設備である。 

 

 

（基本設計方針） 

第２章 個別項目 

2. 再処理設備本体 

2.2 溶解施設 

溶解施設の設計に係る共通的な設計方針について

は，第１章 共通項目の「1. 核燃料物質の臨界防

止」，「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，「4. 閉じ

込めの機能」，「5. 火災等による損傷の防止」，

「6. 再処理施設内における溢水による損傷の防

止」，「7. 再処理施設内における化学薬品の漏えい

による損傷の防止」，「8. 遮蔽」及び「9. 設備に対

する要求」に基づくものとする。 

 

 

 

溶解施設は，溶解設備2系列，清澄・計量設備2系列

ニ(2)(i)(a)-①（計量・調整槽以降は1系列）で構成

し，前処理建屋に収納する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溶解設備は，せん断処理施設のせん断処理設備から

受け入れた燃料せん断片を硝酸で溶解する ニ

(2)(i)(a)-②設計とする。 

 

 

 

清澄・計量設備は，溶解液から不溶解残渣を除去し

た後，溶解液中のウラン及びプルトニウムの同位体組

成を確認し，必要であれば調整した後，分離施設の分

離設備に移送するニ(2)(i)(a)-③設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のニ(2)(i)(a)-

①は，事業変更許可申 

請書(本文)のニ

(2)(i)(a)-①を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ニ．(１) 

せん断処理施設 (ⅰ) 

構造」に示す。 

 

 

 

設工認のニ(2)(i)(a)-

②は，事業変更許可申 

請書(本文)のニ

(2)(i)(a)-②と同義で

あり整合している。 

 

設工認のニ(2)(i)(a)-

③は，事業変更許可申 

請書(本文)のニ

(2)(i)(a)-③と同義で

あり整合している。 
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ニ(2)(i)(a)-④なお，万一溶解設備の溶解槽で臨

界になった場合に対処するために，可溶性中性子吸

収材を溶解槽に供給する可溶性中性子吸収材緊急供

給系を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

溶解施設系統概要図を第10図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.1.4  系統構成及び主要設備 

4.3.1.4.1  溶解設備 

(２) 主要設備 

＜中略＞ 

万一，溶解槽で臨界になった場合に対処するた

めに，可溶性中性子吸収材緊急供給回路の放射線

検出器により直ちに臨界を検知し，可溶性中性子

吸収材緊急供給槽から可溶性中性子吸収材を溶解

槽に供給する可溶性中性子吸収材緊急供給系を設

ける。 

 

 

溶解施設系統概要図を第 4.3－１図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(i)(a)-④また，万一，溶解槽で臨界になった

場合に対処するために，可溶性中性子吸収材緊急供給

回路の放射線検出器により直ちに臨界を検知し，可溶

性中性子吸収材緊急供給槽から可溶性中性子吸収材を

溶解槽に供給する可溶性中性子吸収材緊急供給系を設

ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.1 溶解設備 

溶解設備は，ＢＷＲ使用済燃料集合体については，

1系列当たり最大で4.2t・UPr/d，ＰＷＲ使用済燃料集

合体については，1系列当たり最大で5.25 t・UPr/dで

溶解できる設計とする。 

 

溶解設備は，せん断処理施設のせん断機でせん断し

た燃料せん断片を溶解槽に受け入れ，高温の硝酸で燃

料部分を溶解する設計とする。また，必要に応じて，

可溶性中性子吸収材を加えた硝酸を用いて溶解する設

計とする。 

 

溶解槽からの溶解液については，第 1 よう素追出し

槽及び第 2 よう素追出し槽において溶解液中に残留す

るよう素を追い出し，中間ポットにおいて溶解液を冷

却した後，重力流により清澄・計量設備へ移送する設

計とする。 

 

溶解後残った燃料被覆管せん断片（以下「ハル」と

いう。）は，ハル洗浄槽において洗浄する設計とす

る。 

 

設工認のニ(2)(i)(a)-

④は，事業変更許可申 

請書(本文)のニ

(2)(i)(a)-④を具体的

に記載しており整合し

ている。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書 

（本文）において許 

可を受けた「溶解施設

系統概要図」は，本設 

工認の対象外であ 

る。 
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せん断処理施設のせん断機でせん断したエンドピー

スは，エンドピース酸洗浄槽及びエンドピース水洗浄

槽において洗浄した後，ハルとともにドラム詰めし，

専用の運搬容器に収納して低レベル固体廃棄物貯蔵設

備のハル・エンドピース貯蔵系へ搬送する設計とす

る。 

 

溶解槽及びよう素追出し槽からの廃ガスについて

は，せん断処理施設のせん断機からの廃ガスとともに

気体廃棄物の廃棄施設のせん断処理・溶解廃ガス処理

設備へ移送する設計とする。 

 

溶解設備は，再処理運転中又は工程の停止時に，純

水又は硝酸を用いて，洗浄する設計とする。 

 

 

また，工程の停止時に，水酸化ナトリウム又は炭酸

ナトリウムを用い，溶解槽，第 1 よう素追出し槽及び

第 2よう素追出し槽を洗浄する設計とする。 

 

 

溶解設備の臨界安全管理を要する機器は，制限濃度

安全形状寸法管理，濃度管理，質量管理及び中性子吸

収材管理並びにこれらの組合せにより，単一ユニット

として臨界を防止する設計とする。 

 

また，各単一ユニットは，単一ユニット間の中性子

相互干渉を無視し得る配置とすることにより，複数ユ

ニットとして臨界を防止する設計とする。 

 

溶解設備を収納するセルの床には，配管からのセル

への漏えいの拡大を防止するために，ステンレス鋼製

の漏えい液受皿を設置し，漏えい検知装置により漏え

いを検知する設計とする。漏えいした溶液は，スチ－

ムジェットポンプで硝酸調整槽，清澄・計量設備の中

継槽等に移送する設計とする。 

 

なお，溶解槽セル及び放射性配管分岐第１セルにお

いて，万一漏えいが起きた場合は，漏えいした液体状

の放射性物質が沸騰するおそれがあるため，漏えい検

知装置を多重化するとともに，漏えい液の移送のため

のスチームジェットポンプの蒸気は，その他再処理設

備の附属施設の安全蒸気系から適切に供給する設計と

する。 
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中間ポット等の高濃度の放射性物質を内包する機器

は，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系か

ら空気を適切に供給し，溶液の放射線分解により発生

する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計とする。

また，中間ポット等の主要機器は，接地し，着火源を

適切に排除する設計とする。 

 

溶解槽は，容器本体及び内部に12個のバケットを有

する車輪状のホイールで構成し，ホイールが回転する

構造の設計とする。せん断処理施設から燃料せん断片

シュートを経てバケット内へ装荷した燃料せん断片

は，ホイールが回転し一定時間以上高温の硝酸中に浸

すことにより，燃料部分が溶解しハルのみが残る設計

とする。また，燃料の溶解中に溶解液からよう素を追

い出す設計とする。溶解液については溶解槽から連続

的によう素追出し槽へ移送する設計とする。バケット

に残ったハルは，ホイールが回転してバケットがハル

排出位置に達すると，ハル排出口からハル洗浄槽へ排

出する設計とする。 

溶解槽は，臨界の発生を防止する観点で，十分な溶

解条件を維持するために，溶解液温度を監視するとと

もに，密度計により溶解液中の核燃料物質の濃度を監

視し，これらの異常信号により自動的にせん断停止回

路によりせん断を停止する設計とする。 

 

第 1 よう素追出し槽及び第 2 よう素追出し槽は，溶

解液の加熱を行うことにより，溶解液中のよう素を追

い出す設計とする。なお，第 1 よう素追出し槽及び第

2よう素追出し槽はNOx，空気の供給ができる設計とす

る。 

 

ハル洗浄槽は，内壁にら旋状の傾斜路を有し，垂直

軸を中心に往復回転する構造の設計とする。溶解槽か

らシュートによりハル洗浄槽の底部へ装荷したハル

は，ハル洗浄槽の往復回転及びハル自身の慣性力によ

り傾斜路を上方へ移動し，この間にハル洗浄槽内を満

たした水で洗浄する設計とする。洗浄されたハルは，

シュートにてドラムヘ排出する設計とする。 

 

 

 

エンドピース酸洗浄槽は，内部にバスケットを有す

る構造の設計とする。せん断処理施設のせん断機から

エンドピースシュートにてバスケット内部へ装荷した

エンドピースは，高温の硝酸を用いて洗浄した後，シ

ュートにてエンドピース水洗浄槽へ排出する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5710



    

 

ニ-11 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エンドピース水洗浄槽は，エンドピース酸洗浄槽と

ほぼ同じ構造の設計とする。エンドピース酸洗浄槽か

ら受け入れたエンドピースは，水を用い洗浄した後，

シュートにてドラムヘ排出する設計とする。 

 

 

水バッファ槽は，ハル洗浄槽でハルを洗浄した後の

洗浄水やエンドピース水洗浄槽でエンドピースを洗浄

した後の洗浄水等を受け入れた後，硝酸調整槽へ移送

する設計とする。 

 

 

硝酸調整槽は，臨界の発生を防止する観点で，十分

な溶解条件を維持するために，溶解槽で用いる硝酸の

濃度を調整する。また，可溶性中性子吸収材を使用す

る場合は，可溶性中性子吸収材の濃度を調整する設計

とする。調整した硝酸については，硝酸供給槽へ移送

する設計とする。 

 

硝酸供給槽は，硝酸調整槽で調整した硝酸を溶解槽

へ連続的に供給する設計とする。 

また，臨界の発生を防止する観点で，十分な溶解条

件を維持するために，硝酸の濃度及び硝酸の流量を密

度計及び流量計により監視するとともに，硝酸の濃度

又は硝酸の流量が過度に低下した場合には，せん断停

止回路により自動的にせん断を停止する設計とする。

さらに，可溶性中性子吸収材を使用する場合は，可溶

性中性子吸収材の濃度を可溶性中性子吸収材濃度監視

計により監視する。 

 

可溶性中性子吸収材緊急供給系は，可溶性中性子吸

収材緊急供給槽，供給弁及び配管で構成し，万一溶解

槽で臨界になった場合には供給弁を開けて，溶解槽に

可溶性中性子吸収材を供給する設計とする。 

 

 

可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，万一溶解槽で臨

界になった場合に供給するための可溶性中性子吸収材

を貯留する設計とする。 

 

「臨界事故」の発生を仮定する溶解槽，エンドピー

ス酸洗浄槽及びハル洗浄槽を常設重大事故等対処設備

として位置付け，重大事故等が発生した場合におい

て，当該貯槽等からの放射性物質の漏えいを防止でき

る設計とする。 
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「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る中間ポットを常設重大事故等対処設備として位置付

け，重大事故等が発生した場合において，当該貯槽等

からの放射性物質の漏えいを防止できる設計とする。 

 

「臨界事故」の発生を仮定する溶解槽，エンドピー

ス酸洗浄槽及びハル洗浄槽は，臨界事故による温度，

圧力，湿度，放射線及び荷重に対して，重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を仮定す

る中間ポットは，冷却機能の喪失による蒸発乾固によ

る温度，圧力，湿度，放射線及び荷重に対して，重大

事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

 

地震を要因とする重大事故等が発生した場合におい

ても，常設重大事故等対処設備である「冷却機能の喪

失による蒸発乾固」の発生を仮定する中間ポットは，

第１章共通項目の「9.2 重大事故等対処設備」の

「9.2.7 地震を要因とする重大事故等に対する施設

の耐震設計」に基づく設計とすることで重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

 

常設重大事故等対処設備である「臨界事故」の発生

を仮定する溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗

浄槽並びに「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する中間ポットは，外部からの衝撃による損傷

を防止できる前処理建屋に設置し，風（台風）等によ

り，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

 

常設重大事故等対処設備である「臨界事故」の発生

を仮定する溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗

浄槽並びに「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する中間ポットは，配管の全周破断に対して，

適切な材料を使用することにより，漏えいした放射性

物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により

重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計と

する。 

 

常設重大事故等対処設備である「臨界事故」の発生

を仮定する溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗

浄槽並びに「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生

を仮定する中間ポットは，内部発生飛散物の影響を受

けない場所に設置することにより，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 
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2.2.2 清澄・計量設備 

清澄・計量設備は，清澄設備及び計量設備で構成す

る。 

 

清澄・計量設備は，ＢＷＲ使用済燃料集合体につい

て最大で 4.2t・UPr/d/系列，ＰＷＲ使用済燃料集合体

について最大で5.25t・UPr/d/系列で処理できる設計と

する。 

 
 

清澄設備は，溶解設備から不溶解残渣を含む溶解液

を中継槽に受け入れた後，清澄機に連続供給し，不溶

解残渣を分離除去し，清澄した溶解液を計量設備に送

り出す設計とする。 

 

清澄機で分離した溶解液中の不溶解残渣は，硝酸を

用いて洗浄処理した後，洗浄液をリサイクル槽に回収

し中継槽に戻す設計とする。洗浄後の不溶解残渣につ

いては，清澄機からサイホンで不溶解残渣回収槽に排

出し，さらに，ポンプにより液体廃棄物の廃棄施設の

高レベル廃液処理設備へ移送する設計とする。 

 

計量設備は，清澄設備で清澄した溶解液を計量前中

間貯槽に受け入れた後，計量・調整槽でウラン及びプ

ルトニウムの同位体組成を確認するとともに計量し，

必要であれば調整又は計量補助槽を用いて液量を調節

した後，計量後中間貯槽からポンプで分離施設の分離

設備へ移送する設計とする。 

 

 

清澄・計量設備の臨界安全管理を要する機器は，濃

度管理，同位体組成管理及び可溶性中性子吸収材管理

並びにこれらの組合せにより単一ユニットとして臨界

を防止する設計とする。 

 

また，各単一ユニットは，無限体系の未臨界濃度で

管理するため，複数ユニットは考慮しない設計とす

る。 

 

 

また，清澄・計量設備を収納するセルの床には，配

管からのセルへの漏えいの拡大を防止するために，ス

テンレス鋼製の漏えい液受皿を設置し，漏えい検知装

置により漏えいを検知する設計とする。漏えいした溶

液は，スチ－ムジェットポンプで硝酸調整槽，清澄・

計量設備の中継槽等に移送する設計とする。 
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なお，不溶解残渣回収槽，計量・調整槽等の高濃度

の放射性物質を内蔵する機器を収納するセルにおい

て，万一漏えいが起きた場合は，漏えいした溶液が沸

騰するおそれがあるため，漏えい検知装置を多重化す

るとともに，漏えい液の移送のためのスチームジェッ

トポンプの蒸気は，その他再処理設備の附属施設の安

全蒸気系から適切に供給できる設計とする。 

 

 

不溶解残渣回収槽，計量・調整槽等の高濃度の放射

性物質を内蔵する機器は，その他再処理設備の附属施

設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，溶液の

放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に

抑制する設計とする。また，不溶解残渣回収槽，計

量・調整槽等の主要機器は，接地し，着火源を適切に

排除する設計とする。 

 

 

清澄機は，高速回転するボウルを内部に有する設計

の遠心式の装置の設計とする。 

 

清澄機は，中継槽から受け入れた溶解液を，清澄機

のボウル内に供給して，溶解液中の不溶解残渣を高速

回転で遠心力によりボウル内面に捕集し，清澄後の溶

解液を計量前中間貯槽に移送する設計とする。所定量

の溶解液を清澄処理後，ボウル内面に捕集した不溶解

残渣を低速回転で硝酸を用い洗浄処理し，洗浄液をリ

サイクル槽に移送した後，不溶解残渣については水を

用いて不溶解残渣回収槽に排出する設計とする。 

 

 

これら洗浄用の硝酸及び水が使用不能となった場合

に対処するため，予備の硝酸を供給する設計とする。 

 

なお，清澄機は，その他再処理設備の附属施設の安

全圧縮空気系から回転軸の軸封用の空気を供給する設

計とする。 

 

不溶解残渣回収槽は，受入れ用配管を閉塞等の可能

性を考慮して二重化する設計とする。また，不溶解残

渣を水中に懸濁させるために，パルセータ式かくはん

装置（圧縮空気の注入により溶液をかくはんするかく

はん器）を設置する設計とする。 

 

 

リサイクル槽は，溶液のかくはんのために，パルセ
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(ｂ) 重大事故等対処設備 

(イ) 代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

 

 

溶解設備の溶解槽において臨界事故が発

生した場合，溶解槽に可溶性中性子吸収材

を供給し，溶解槽を未臨界に移行するため

に必要なニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-1重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-2また，緊急停止系

の操作によって速やかに固体状の核燃料物

質の移送を停止することで未臨界を維持す

るために必要な重大事故等対処設備を設置

する。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-3代替可溶性中性子吸

収材緊急供給弁，代替可溶性中性子吸収材

緊急供給系主配管・弁で構成する。 

 

 

 

安全保護回路の一部である代替可溶性中

性子吸収材緊急供給回路及び工程計装設備

の一部を常設重大事故等対処設備として設

置する。 

 

工程計装設備の一部を可搬型重大事故等

対処設備として配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.2 重大事故等対処設備 

4.3.2.1 代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

4.3.2.1.1 概要 

 

溶解槽において臨界事故が発生した場

合，溶解槽に可溶性中性子吸収材を供給

し，溶解槽を未臨界に移行するために必

要な重大事故等対処設備を設置及び保管

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 系統構成 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給

槽，代替可溶性中性子吸収材緊急供給

弁，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

主配管・弁で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ータ式かくはん装置を設置する設計とする。 

 

計量補助槽は，必要に応じて計量・調整槽の液量を

調節するために，計量・調整槽から溶解液の一部を受

け入れる設計とする。また，受け入れた溶解液につい

ては，計量前中間貯槽へ移送する設計とする。 

 

溶解施設の対象となる主要な設備について，「表 1-

2-2 溶解施設の主要設備リスト」に示す。 

 

2.2.1 溶解設備 

2.2.1.1 代替可溶性中性子吸収材緊急供給系 

 

 

溶解設備の溶解槽において臨界事故が発生し

た場合，溶解槽に可溶性中性子吸収材を供給

し，溶解槽を未臨界に移行するために必要な

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-1 重大事故等対処設備とし

て代替可溶性中性子吸収材緊急供給系を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，代替

可溶性中性子吸収材緊急供給槽，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-3 可溶性中性子吸収材の自

動供給で使用する主要弁及び主配管等で構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-1 

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-1 

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-2

は，事業変更許可申請

書（本文）「ヘ.(2)主

要な安全保護回路の種

類)」に示す。 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-3

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-3

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ヘ.(2)主要

な安全保護回路の種

類)」に示す。 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ヘ.(3)主要

な工程計装設備の種

類」に示す。 
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また，設計基準対象の施設と兼用する圧

縮空気設備の一部である安全圧縮空気系，

溶解設備の溶解槽ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-4及

び電気設備の一部である受電開閉設備等を

常設重大事故等対処設備として位置付け

る。 

 

 

 

 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-5安全保護回路につ

いては「ヘ．(２) 主要な安全保護回路の

種類」に，ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-6工程計装

設備については「ヘ．(３) 主要な工程計

装設備の種類」に，ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-7

電気設備については「リ． (１) (ⅰ) 電

気設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の臨

界検知用放射線検出器において臨界事故の

発生を判定した場合に，溶解設備の溶解槽

に対して可溶性中性子吸収材を自動で重力

流により供給する。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代

替可溶性中性子吸収材緊急供給槽には，未

臨界に移行するために必要な可溶性中性子

 

また，設計基準対象の施設と兼用する

圧縮空気設備の一部である安全圧縮空気

系，溶解槽及び電気設備の一部である受

電開閉設備等を常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路

については「6.2.2.2 系統構成及び主要

設備」に，計装設備については「6.2.1.4 

系統構成及び主要設備」に，電気設備に

ついては「9.2.2.4 系統構成」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 主要設備 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，代替可溶性中性子吸収材緊急供給回

路の臨界検知用放射線検出器において臨

界事故の発生を判定した場合に，溶解槽

に対して可溶性中性子吸収材を自動で重

力流により供給する。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽に

は，未臨界に移行するために必要な可溶

性中性子吸収材を内包できる設計とす

 

また，設計基準対象の施設と兼用する圧縮空

気設備の一部である安全圧縮空気系及び溶解設

備の溶解槽を常設重大事故等対処設備として位

置付け，未臨界に移行し，及び未臨界を維持で

きる設計とする。 

 

臨界事故が発生した場合の重大事故等対処設

備として，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

の他，安全保護回路の代替可溶性中性子吸収材

緊急供給回路及び計測制御設備の臨界検知用放

射線検出器並びにガンマ線用サーベイメータ及

び中性子線用サーベイメータを使用する設計と

する。なお，ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-5 安全保護回

路については「4.2 安全保護回路」の「4.2.2 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路」に，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-6 計測制御設備については

「4.1 計測制御設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，代替

可溶性中性子吸収材緊急供給回路の臨界検知用

放射線検出器において臨界事故の発生を判定し

た場合に，溶解設備の溶解槽に対して可溶性中

性子吸収材を自動で重力流により供給できる設

計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可

溶性中性子吸収材緊急供給槽には，未臨界に移

行するために必要な可溶性中性子吸収材を内包

 

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-4

は事業変更許可申請書

（本文）「リ.(1)(ⅰ)

電気設備)」に示す。 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-5

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-5

と同義であり整合して

いる。 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-6

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-6

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-7

は事業変更許可申請書

（本文）「リ.(1)(ⅰ)

電気設備)」に示す。 
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吸収材を内包できる設計とする。 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-8代替可溶性中性子

吸収材緊急供給回路の臨界検知用放射線検

出器により，臨界事故が発生した機器周辺

の線量率の上昇を検知し，臨界事故が発生

したと判定したことを条件とし，直ちに経

路上の弁を開放することにより，自動で臨

界事故が発生した機器に，重力流により可

溶性中性子吸収材を供給し，10分以内に可

溶性中性子吸収材の供給が完了できる設計

とする。また，弁を多重化すること等によ

り，臨界事故時に確実に可溶性中性子吸収

材を供給できる設計とする。さらに，可溶

性中性子吸収材の供給が自動で開始された

ことを，中央制御室において確認できる設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代

替可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，化学

薬品を内包するため，化学薬品の漏えい源

とならないよう設計することとし，具体的

には適切な材料の選定，耐震性の確保及び

誤操作による漏えいを防止する。 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-9設計基準事故に対処

するための設備である可溶性中性子吸収材

緊急供給系と共通要因によって同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう，可溶

性中性子吸収材緊急供給系と異なる設備と

することで，独立性を有する設計とする。 

 

 

 

る。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路

の臨界検知用放射線検出器により，臨界

事故が発生した機器周辺の線量率の上昇

を検知し，臨界事故が発生したと判定し

たことを条件とし，直ちに経路上の弁を

開放することにより，自動で臨界事故が

発生した機器に，重力流により可溶性中

性子吸収材を供給し，10分以内に可溶性

中性子吸収材の供給が完了できる設計と

する。また，弁を多重化すること等によ

り，臨界事故時に確実に可溶性中性子吸

収材を供給できる設計とする。さらに，

可溶性中性子吸収材の供給が自動で開始

されたことを，中央制御室において確認

できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，

化学薬品を内包するため，化学薬品の漏

えい源とならないよう設計することと

し，具体的には適切な材料の選定，耐震

性の確保及び誤操作による漏えいを防止

する。 

 

4.3.2.1.3 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，設計基準事故に対処するための設備

である可溶性中性子吸収材緊急供給系と

共通要因によって同時にその機能が損な

われるおそれがないよう，可溶性中性子

吸収材緊急供給系と異なる設備とするこ

とで，独立性を有する設計とする。 

 

 

 

 

できる設計とする。 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-8 代替可溶性中性子吸収

材緊急供給系は，代替可溶性中性子吸収材緊急

供給回路の臨界検知用放射線検出器により，臨

界事故が発生した機器周辺の線量率の上昇を検

知し，臨界事故が発生したと判定したことを条

件とし，直ちに経路上の弁を開放することによ

り，自動で臨界事故が発生した機器に，重力流

により可溶性中性子吸収材を供給し，10 分以内

に可溶性中性子吸収材の供給が完了できる設計

とする。また，弁を多重化すること等により，

臨界事故時に確実に可溶性中性子吸収材を供給

できる設計とする。さらに，可溶性中性子吸収

材の供給が自動で開始されたことを，中央制御

室において確認できる設計とする。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，臨界

事故が発生した場合における放射線の影響を考

慮しても，確実に可溶性中性子吸収材が供給で

きるよう，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

の弁は，駆動源の喪失又は系統の遮断が発生し

た場合には，フェイルセイフにより弁を開とす

る設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可

溶性中性子吸収材緊急供給槽は，化学薬品を内

包するため，化学薬品の漏えい源とならないよ

う設計することとし，具体的には適切な材料を

選定し，耐震性を確保し及び誤操作による漏え

いを防止できる設計とする。 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-9 共通要因によって設計基

準事故に対処するための設備である可溶性中性

子吸収材緊急供給系と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないよう，可溶性中性子吸収材緊

急供給系と異なる設備とすることで，独立性を

有する設計とする。 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-8

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-8

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-9

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-9

と同義であり整合して

いる。 
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代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のう

ち，安全上重要な施設以外の安全機能を有

する施設は，自然現象，人為事象，溢水，

化学薬品漏えい，火災及び内部発生飛散物

に対して修理等の対応，関連する工程の停

止等により重大事故等に対処するための機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代

替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管

は，重大事故等発生前（通常時）の分離さ

れた状態から弁等の操作により重大事故等

対処設備としての系統構成とすることによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

可溶性中性子吸収材が確実かつ迅速に供給

できるよう，溶解設備の溶解槽１基当たり

１系列で構成する。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代

替可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，臨界

事故が発生した機器を未臨界に移行するた

めに必要となる可溶性中性子吸収材量に対

して容量に十分な余裕を有して可溶性中性

子吸収材を内包できる設計とし，前処理建

屋に２系列を設置する設計とする。 

 

 

また，可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリ

ニウムとし，その濃度は硝酸ガドリニウム

の溶解度に十分な余裕を持たせ，約150ｇ・

Ｇｄ／Ｌとする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

臨界事故時において，臨界検知用放射線検

出器の誤差を考慮して確実に作動する設計

とする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

うち，安全上重要な施設以外の安全機能

を有する施設は，地震等により機能が損

なわれる場合，修理等の対応により機能

を維持する設計とする。 

 

 

 

 

(２) 悪影響防止 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配

管は，重大事故等発生前（通常時）の分

離された状態から弁等の操作により重大

事故等対処設備としての系統構成とする

ことにより，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

 

(３) 個数及び容量 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，可溶性中性子吸収材が確実かつ迅速

に供給できるよう，溶解槽１基当たり１

系列で構成する。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

代替可溶性中性子吸収材緊急供給槽は，

臨界事故が発生した機器を未臨界に移行

するために必要となる可溶性中性子吸収

材量に対して容量に十分な余裕を有して

可溶性中性子吸収材を内包できる設計と

し，前処理建屋に２系列を設置する設計

とする。 

 

また，可溶性中性子吸収材は硝酸ガド

リニウムとし，その濃度は硝酸ガドリニ

ウムの溶解度に十分な余裕を持たせ，約

150ｇ・Ｇｄ／Ｌとする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，臨界事故時において，臨界検知用放

射線検出器の誤差を考慮して確実に作動

する設計とする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のうち，

安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設

は，自然現象，人為事象，溢水，化学薬品漏え

い，火災及び内部発生飛散物に対して修理の対

応，関連する工程の停止等により重大事故等に

対処するための機能を損なわない設計とする。 

関連する工程を停止すること等については，

保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可

溶性中性子吸収材緊急供給系主配管は，重大事

故等発生前（通常時）の分離された状態から弁

等の操作により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることにより，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，可溶

性中性子吸収材が確実かつ迅速に供給できるよ

う，溶解設備の溶解槽１基当たり１系列で構成

し，未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる

設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可

溶性中性子吸収材緊急供給槽は，臨界事故が発

生した機器を未臨界に移行するために必要とな

る可溶性中性子吸収材量に対して容量に十分な

余裕を有して可溶性中性子吸収材を内包できる

設計とし，前処理建屋に２系列を設置する設計

とする。 

 

 

可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリニウムと

し，その濃度は硝酸ガドリニウムの溶解度に十

分な余裕を持たせ，約 150ｇ・Ｇｄ／Ｌとす

る。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，臨界

事故時において，臨界検知用放射線検出器の誤

差を考慮して確実に作動する設計とする。 
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代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

臨界事故の発生を仮定する機器ごとに，重

大事故等への対処に必要な設備を１セット

確保する。 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のう

ち，安全上重要な施設は，外部からの衝撃

による損傷を防止できる前処理建屋に設置

し，風（台風）等により

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-10機能を損なわない設

計とする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のう

ち，安全上重要な施設は，溢水量及び化学

薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない

高さへの設置，被水防護及び被液防護する

設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

配管の全周破断に対して，適切な材質とす

ることにより，漏えいした放射性物質を含

む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）によ

りニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-11機能を損なわない

設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

想定される重大事故等が発生した場合にお

いても操作に支障がないように，中央制御

室で操作可能な設計とする。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代

替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配管

は，通常時に使用する系統から速やかに切

り替えることができるよう，系統に必要な

弁等を設ける設計とし，弁等の操作によ

り，安全機能を有する施設の系統から重大

事故等対処設備の系統に速やかに切り替え

られる設計とする。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，臨界事故の発生を仮定する機器ごと

に，重大事故等への対処に必要な設備を

１セット確保する。 

 

 

(４) 環境条件等 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

うち，安全上重要な施設は，外部からの

衝撃による損傷を防止できる前処理建屋

に設置し，風（台風）等により機能を損

なわない設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

うち，安全上重要な施設は，溢水量及び

化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を受

けない高さへの設置，被水防護及び被液

防護する設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，配管の全周破断に対して，適切な材

質とすることにより，漏えいした放射性

物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶

媒等）により機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

中央制御室で操作可能な設計とする。 

 

(５) 操作性の確保 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系主配

管は，通常時に使用する系統から速やか

に切り替えることができるよう，系統に

必要な弁等を設ける設計とし，弁等の操

作により，安全機能を有する施設の系統

から重大事故等対処設備の系統に速やか

に切り替えられる設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，「臨

界事故」の発生を仮定する機器ごとに，重大事

故等への対処に必要な設備を１セット確保する

設計とする。 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のうち，

安全上重要な施設は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる前処理建屋に設置し，風（台

風）等によりニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-10 重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系のうち，

安全上重要な施設は，溢水量及び化学薬品の漏

えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設

置，被水防護及び被液防護する設計とする。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，配管

の全周破断に対して，適切な材質とすることに

より，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液

体（溶液，有機溶媒等）により

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-10 重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，想定

される重大事故等が発生した場合においても操

作に支障がないように，中央制御室で操作可能

な設計とする。 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可

溶性中性子吸収材緊急供給系主配管は，通常時

に使用する系統から速やかに切り替えることが

できるよう，系統に必要な弁等を設ける設計と

し，弁等の操作により，安全機能を有する施設

の系統から重大事故等対処設備の系統に速やか

に切り替えられる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-10

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-10

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-11

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-11

と同義であり整合して

いる。 
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代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-12再処理施設の運転中

又は停止中に外観点検，性能確認，分解点

検等が可能な設計とする。 

 

 

 

性能確認においては，代替可溶性中性子

吸収材緊急供給回路からの信号による代替

可溶性中性子吸収材緊急供給系の弁の作動

試験等を行うことにより定期的に試験及び

検査を実施する。 

 

 (ロ) 重大事故時可溶性中性子吸収材供

給系 

 

 

臨界事故の発生を仮定する機器におい

て，臨界事故が発生した場合，臨界事故が

発生した機器に可溶性中性子吸収材を供給

し，臨界事故が発生した機器を未臨界に移

行するために必要なニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-1

重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 

 

また，緊急停止系の操作によって速やか

に固体状の核燃料物質の移送を停止するこ

とで未臨界を維持するために必要な重大事

故等対処設備を設置する。 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-2重大事故時可溶

性中性子吸収材供給弁及び重大事故時可溶

性中性子吸収材供給系配管・弁で構成す

る。 

 

 

安全保護回路の一部である重大事故時可

溶性中性子吸収材供給回路及び工程計装設

備の一部を常設重大事故等対処設備として

設置する。 

 

4.3.2.1.5 試験・検査 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観点検，性能確認，分解点検等が可能な

設計とする。 

 

 

 

性能確認においては，代替可溶性中性

子吸収材緊急供給回路からの信号による

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系の弁

の作動試験等を行うことにより定期的に

試験及び検査を実施する。 

 

4.3.2.2 重大事故時可溶性中性子吸収

材供給系 

4.3.2.2.1 概要 

 

臨界事故の発生を仮定する機器におい

て，臨界事故が発生した場合，臨界事故

が発生した機器に可溶性中性子吸収材を

供給し，臨界事故が発生した機器を未臨

界に移行するために必要な重大事故等対

処設備を設置及び保管する。 

 

 

 

  

4.3.2.2.2 系統構成及び主要設備 

 

(１) 系統構成 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

槽，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

弁及び重大事故時可溶性中性子吸収材供

給系配管・弁で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給系は，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-12 通常時において，重大

事故等に対処するために必要な機能を確認する

ため，外観点検，性能確認，分解点検等が可能

な設計とする。 

 

 

性能確認においては，代替可溶性中性子吸収

材緊急供給回路からの信号による代替可溶性中

性子吸収材緊急供給系の弁の作動試験等を行う

ことにより定期的に試験及び検査を実施できる

設計とする。 

 

2.2.1.2 重大事故時可溶性中性子吸収材供給

系 

 

 

「臨界事故」の発生を仮定する機器におい

て，臨界事故が発生した場合，臨界事故が発生

した機器に可溶性中性子吸収材を供給し，臨界

事故が発生した機器を未臨界に移行するために

必要なニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-1 重大事故等対処設

備として重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，重

大事故時可溶性中性子吸収材供給槽，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-2 可溶性中性子吸収材の自

動供給で使用する主要弁及び主配管等で構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-12

は，事業変更許可申請

書（本文）のの

ニ.(2)(ⅰ)(b)(イ)-11

と同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-1 

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-1 

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ヘ.(2)主要

な安全保護回路の種

類)」に示す。 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b) (ロ)-2

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-2

と同義であり整合して

いる。 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ヘ.(2)主要

な安全保護回路の種
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工程計装設備の一部を可搬型重大事故等

対処設備として配備する。 

 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-3また，設計基準対

象の施設と兼用する圧縮空気設備の一部で

ある一般圧縮空気系，臨界事故の発生を仮

定する機器（第２表）及び

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-4電気設備の一部であ

る受電開閉設備等を常設重大事故等対処設

備として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-5安全保護回路につ

いては「ヘ．(２) 主要な安全保護回路の

種類」に，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-6工程計装

設備については「ヘ．(３) 主要な工程計

装設備の種類」に，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-7

電気設備については「リ． (１) (ⅰ)  電

気設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，設計基準対象の施設と兼用する

圧縮空気設備の一部である一般圧縮空気

系，臨界事故の発生を仮定する機器（第

4.3－７表）及び電気設備の一部である受

電開閉設備等を常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回

路については「6.2.3.2 系統構成及び主

要設備」に，計装設備については

「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に，

電気設備については「9.2.2.4 系統構

成」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-3 また，設計基準対象の

施設と兼用する圧縮空気設備の一部である一般

圧縮空気系及び「臨界事故」の発生を仮定する

機器を常設重大事故等対処設備として位置付

け，未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨界事故が発生した場合の重大事故等対処設

備として，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

系の他，安全保護回路の重大事故時可溶性中性

子吸収材供給回路及び計測制御設備の臨界検知

用放射線検出器並びにガンマ線用サーベイメー

タ及び中性子線用サーベイメータを使用する設

計とする。なお，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-5 安全保

護回路については「4.2 安全保護回路」の

「4.2.3 重大事故時可溶性中性子吸収材供給

回路」に，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-6 計測制御設備

については「4.1 計測制御設備」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類)」に示す。 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）「ヘ.(3)主要

な工程計装設備の種

類」に示す。 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-3

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-3

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-4

は事業変更許可申請書

（本文）「リ.(1)(ⅰ)

電気設備)」に示す。 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-5

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-5

と同義であり整合して

いる。 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-6

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-6

と同義であり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-7

は事業変更許可申請書

（本文）「リ.(1)(ⅰ)
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重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回

路の臨界検知用放射線検出器において臨界

事故の発生を判定した場合に，臨界事故が

発生した機器に対して可溶性中性子吸収材

を自動で重力流により供給する。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽に

は，未臨界に移行するために必要な可溶性

中性子吸収材を内包できる設計とする。 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-8重大事故時可溶性

中性子吸収材供給回路の臨界検知用放射線

検出器により，臨界事故が発生した機器周

辺の線量率の上昇を検知し，臨界事故が発

生したと判定したことを条件とし，直ちに

経路上の弁を開放することにより，自動で

臨界事故が発生した機器に，重力流により

可溶性中性子吸収材を供給し，10分以内に

可溶性中性子吸収材の供給が完了できる設

計とする。また，弁を多重化すること等に

より，臨界事故時に確実に可溶性中性子吸

収材を供給できる設計とする。さらに，可

溶性中性子吸収材の供給が自動で開始され

たことを，中央制御室において確認できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽は，

化学薬品を内包するため，化学薬品の漏え

い源とならないよう設計することとし，具

体的には適切な材料の選定，耐震性の確保

及び誤操作による漏えいを防止する。 

 

 

 

(２) 主要設備 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

回路の臨界検知用放射線検出器において

臨界事故の発生を判定した場合に，臨界

事故が発生した機器に対して可溶性中性

子吸収材を自動で重力流により供給す

る。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

には，未臨界に移行するために必要な可

溶性中性子吸収材を内包できる設計とす

る。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回

路の臨界検知用放射線検出器により，臨

界事故が発生した機器周辺の線量率の上

昇を検知し，臨界事故が発生したと判定

したことを条件とし，直ちに経路上の弁

を開放することにより，自動で臨界事故

が発生した機器に，重力流により可溶性

中性子吸収材を供給し，10分以内に可溶

性中性子吸収材の供給が完了できる設計

とする。また，弁を多重化すること等に

より，臨界事故時に確実に可溶性中性子

吸収材を供給できる設計とする。さら

に，可溶性中性子吸収材の供給が自動で

開始されたことを，中央制御室において

確認できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

は，化学薬品を内包するため，化学薬品

の漏えい源とならないよう設計すること

とし，具体的には適切な材料の選定，耐

震性の確保及び誤操作による漏えいを防

止する。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，重

大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の臨界検

知用放射線検出器において臨界事故の発生を判

定した場合に，臨界事故が発生した機器に対し

て可溶性中性子吸収材を自動で重力流により供

給できる設計とする。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大

事故時可溶性中性子吸収材供給槽には，未臨界

に移行するために必要な可溶性中性子吸収材を

内包できる設計とする。 

 

 

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-8 重大事故時可溶性中性

子吸収材供給系は，重大事故時可溶性中性子吸

収材供給回路の臨界検知用放射線検出器によ

り，臨界事故が発生した機器周辺の線量率の上

昇を検知し，臨界事故が発生したと判定したこ

とを条件とし，直ちに経路上の弁を開放するこ

とにより，自動で臨界事故が発生した機器に，

重力流により可溶性中性子吸収材を供給し，10

分以内に可溶性中性子吸収材の供給が完了でき

る設計とする。また，弁を多重化すること等に

より，臨界事故時に確実に可溶性中性子吸収材

を供給できる設計とする。さらに，可溶性中性

子吸収材の供給が自動で開始されたことを，中

央制御室において確認できる設計とする。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨

界事故が発生した場合における放射線の影響を

考慮しても，確実に可溶性中性子吸収材が供給

できるよう，重大事故時可溶性中性子吸収材供

給系の弁は，駆動源の喪失又は系統の遮断が発

生した場合には，フェイルセイフにより弁を開

とする設計とする。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大

事故時可溶性中性子吸収材供給槽は，化学薬品

を内包するため，化学薬品の漏えい源とならな

いよう設計することとし，具体的には適切な材

料を選定し，耐震性を確保し及び誤操作による

漏えいを防止できる設計とする。 

 

 

電気設備)」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-8

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-8

と同義であり整合して

いる。 
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重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，自然現象，人為事象，溢水，化学薬品

漏えい，火災及び内部発生飛散物に対して

修理等の対応，関連する工程の停止等によ

り重大事故等に対処するための機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管

は，重大事故等発生前（通常時）の分離さ

れた状態から弁等の操作により重大事故等

対処設備としての系統構成とすることによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，可溶性中性子吸収材が確実かつ迅速に

供給できるよう，臨界事故の発生を仮定す

る機器１基当たり１系列で構成する。 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽は，

臨界事故が発生した機器を未臨界に移行す

るために必要となる可溶性中性子吸収材量

に対して容量に十分な余裕を有して可溶性

中性子吸収材を内包できる設計とし，前処

理建屋に４系列を設置する設計とする。 

また，可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリ

ニウムとし，その濃度は硝酸ガドリニウム

の溶解度に十分な余裕を持たせ，約150ｇ・

Ｇｄ／Ｌとする。 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，臨界事故時において，臨界検知用放射

線検出器の誤差を考慮して確実に作動する

設計とする。 

 

4.3.2.2.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，地震等により機能が損なわれる場

合，修理等の対応により機能を維持する

設計とする。 

 

 

 

 (２) 悪影響防止 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

配管は，重大事故等発生前（通常時）の

分離された状態から弁等の操作により重

大事故等対処設備としての系統構成とす

ることにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

 

 (３) 個数及び容量 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，可溶性中性子吸収材が確実かつ迅速

に供給できるよう，臨界事故の発生を仮

定する機器１基当たり１系列で構成す

る。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽

は，臨界事故が発生した機器を未臨界に

移行するために必要となる可溶性中性子

吸収材量に対して容量に十分な余裕を有

して可溶性中性子吸収材を内包できる設

計とし，前処理建屋に４系列を設置する

設計とする。 

また，可溶性中性子吸収材は硝酸ガド

リニウムとし，その濃度は硝酸ガドリニ

ウムの溶解度に十分な余裕を持たせ，約

150ｇ・Ｇｄ／Ｌとする。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，臨界事故時において，臨界検知用放

射線検出器の誤差を考慮して確実に作動

する設計とする。 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，自

然現象，人為事象，溢水，化学薬品漏えい，火

災及び内部発生飛散物に対して修理の対応，関

連する工程の停止等により重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。 

関連する工程を停止すること等については，

保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大

事故時可溶性中性子吸収材供給系配管は，重大

事故等発生前（通常時）の分離された状態から

弁等の操作により重大事故等対処設備としての

系統構成とすることにより，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，可

溶性中性子吸収材が確実かつ迅速に供給できる

よう，「臨界事故」の発生を仮定する機器１基

当たり１系列で構成し，未臨界に移行し，及び

未臨界を維持できる設計とする。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大

事故時可溶性中性子吸収材供給槽は，臨界事故

が発生した機器を未臨界に移行するために必要

となる可溶性中性子吸収材量に対して容量に十

分な余裕を有して可溶性中性子吸収材を内包で

きる設計とし，前処理建屋に４系列を設置する

設計とする。 

可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリニウムと

し，その濃度は硝酸ガドリニウムの溶解度に十

分な余裕を持たせ，約 150ｇ・Ｇｄ／Ｌとす

る。 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨

界事故時において，臨界検知用放射線検出器の

誤差を考慮して確実に作動する設計とする。 
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重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，臨界事故の発生を仮定する機器ごと

に，重大事故等への対処に必要な設備を１

セット確保する。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，配管の全周破断に対して，適切な材質

とすることにより，漏えいした放射性物質

を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）

によりニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9機能を損なわ

ない設計とする。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，想定される重大事故等が発生した場合

においても操作に支障がないように，中央

制御室で操作可能な設計とする。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系配管

は，通常時に使用する系統から速やかに切

り替えることができるよう，系統に必要な

弁等を設ける設計とし，弁等の操作によ

り，安全機能を有する施設の系統から重大

事故等対処設備の系統に速やかに切り替え

られる設計とする。 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9再処理施設の運

転中又は停止中に外観点検，性能確認，分

解点検等が可能な設計とする。 

 

 

 

性能確認においては，重大事故時可溶性

中性子吸収材供給回路からの信号による重

大事故時可溶性中性子吸収材供給系の弁の

作動試験等を行うことにより定期的に試験

及び検査を実施する。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，臨界事故の発生を仮定する機器ごと

に，重大事故等への対処に必要な設備を

１セット確保する。 

 

 (４) 環境条件等 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，配管の全周破断に対して，適切な材

質とすることにより，漏えいした放射性

物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶

媒等）により機能を損なわない設計とす

る。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，

中央制御室で操作可能な設計とする。 

 

 (５) 操作性の確保 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

配管は，通常時に使用する系統から速や

かに切り替えることができるよう，系統

に必要な弁等を設ける設計とし，弁等の

操作により，安全機能を有する施設の系

統から重大事故等対処設備の系統に速や

かに切り替えられる設計とする。 

 

  

4.3.2.2.5 試験・検査 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

は，再処理施設の運転中又は停止中に外

観点検，性能確認，分解点検等が可能な

設計とする。 

 

 

 

性能確認においては，重大事故時可溶

性中性子吸収材供給回路からの信号によ

る重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の弁の作動試験等を行うことにより定期

的に試験及び検査を実施する。 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，

「臨界事故」の発生を仮定する機器ごとに，重

大事故等への対処に必要な設備を１セット確保

する設計とする。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，配

管の全周破断に対して，適切な材質とすること

により，漏えいした放射性物質を含む腐食性の

液体（溶液，有機溶媒等）により

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9 重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，想

定される重大事故等が発生した場合においても

操作に支障がないように，中央制御室で操作可

能な設計とする。 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の重大

事故時可溶性中性子吸収材供給系配管は，通常

時に使用する系統から速やかに切り替えること

ができるよう，系統に必要な弁等を設ける設計

とし，弁等の操作により，安全機能を有する施

設の系統から重大事故等対処設備の系統に速や

かに切り替えられる設計とする。 

 

 

 

 

 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9 通常時において，重大事

故等に対処するために必要な機能を確認するた

め，外観点検，性能確認，分解点検等が可能な

設計とする。 

 

 

性能確認においては，重大事故時可溶性中性

子吸収材供給回路からの信号による重大事故時

可溶性中性子吸収材供給系の弁の作動試験等を

行うことにより定期的に試験及び検査を実施で

きる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9

は，事業変更許可申請

書（本文）の

ニ.(2)(ⅰ)(b)(ロ)-9

と同義であり整合して

いる。 
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ニ-25 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 (ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

 (ａ) 設計基準対象の施設  

 (イ) 溶解設備 

溶解槽ニ(2)(ⅱ)(a)-①（連続式）２基（１基／

系列） 

材料 ステンレス鋼（ふた及びホイ－ル） 

  ジルコニウム（容器本体） 

容量 約３ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3－１表 溶解設備の主要設備の仕様 

(１) 溶 解 槽 

種 類 回転連続式 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約３ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼（ふた及びホイール) 

ジルコニウム（容器本体)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【溶解設備】（仕様表） 

ニ(2)(ⅱ)(a)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 

設工認のニ(2)(ⅱ)(a)-①は，事業変更許可申請書(本文)のニ(2)(ⅱ)(a)-①と同義

であり整合している。 
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ニ-26 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

第１よう素追出し槽ニ(2)(ⅱ)(a)-②２基（１基／

系列） 

材料 ジルコニウム 

容量  約 1.2ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 第１よう素追出し槽 

種 類 たて置板状形 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約 1.2ｍ３／基 

主要材料 ジルコニウム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のニ

(2)(ⅱ)(a)-②は，事

業変更許可申請書(本

文)のニ(2)(ⅱ)(a)-

②と同義であり整合

している。 
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ニ-27 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

第２よう素追出し槽ニ(2)(ⅱ)(a)-③２基（１基／

系列） 

材料 ジルコニウム 

容量 約 1.2ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 第２よう素追出し槽 

種 類 たて置板状形 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約 1.2ｍ３／基 

主要材料 ジルコニウム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のニ

(2)(ⅱ)(a)-③は，事

業変更許可申請書(本

文)のニ(2)(ⅱ)(a)-

③と同義であり整合

している。 
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ニ-28 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

中間ポットニ(2)(ⅱ)(a)-④ ２基（１基／系列） 

材料 ジルコニウム 

容量 約 0.14ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 中間ポット 

種 類 たて置円筒形 

基 数 ２（１基／系列×２系列） 

容 量 約 0.14ｍ３／基 

主要材料 ジルコニウム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 

設工認のニ(2)(ⅱ)(a)-④は，事業変更許可申請書(本文)のニ(2)(ⅱ)(a)-④と同義

であり整合している。 
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ニ-29 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

エンドピース酸洗浄槽ニ(2)(ⅱ)(a)-⑤  

２基（１基／系列） 

材料 ステンレス鋼 

容量 約 ２ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

(６) エンドピース酸洗浄槽 

種 類 たて置角柱形 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約２ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 

設工認のニ(2)(ⅱ)(a)-⑤は，事業変更許可申請書(本文)のニ(2)(ⅱ)(a)-⑤と同義

であり整合している。 
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ニ-30 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

可溶性中性子吸収材緊急供給槽ニ(2)(ⅱ)(a)-⑥ 

 ２基（１基／系列） 

材料 ステンレス鋼 

容量 約 O.1ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中略＞ 

 

(11) 可溶性中性子吸収材緊急供給槽 

種 類 たて置円筒形 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約 O.1ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【清澄・計量設備】（仕様表） 

 

設工認のニ

(2)(ⅱ)(a)-⑥は，事

業変更許可申請書(本

文)のニ(2)(ⅱ)(a)-

⑥と同義であり整合

している。 
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ニ-31 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

(ロ) 清澄・計量設備 

中 継 槽ニ(2)(ⅱ)(a)-⑦２基（１基／系列） 

材料 ステンレス鋼 

容量 約７ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3－２表 清澄・計量設備の主要設備の仕様 

(１) 中 継 槽 

種 類 たて置円筒形 

基 数 ２（１基／系列×２系列) 

容 量 約７ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 

設工認のニ(2)(ⅱ)(a)-⑦は，事業変更許可申請書(本文)のニ(2)(ⅱ)(a)-⑦と同義

であり整合している。 
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ニ-32 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

清澄機（遠心式）ニ(2)(ⅱ)(a)-⑧２台（１台／系

列） 

材料 チタン（ボウル） 

ステンレス鋼（固定部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 清 澄 機 

種 類 遠心式 

台 数 ２（１台／系列×２系列) 

主要材料 チタン（ボウル) 

ステンレス鋼（固定部) 

回転数 高速 約 2,000rpm 

低速 約 5rpm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

設工認のニ

(2)(ⅱ)(a)-⑧は，事

業変更許可申請書(本

文)のニ(2)(ⅱ)(a)-

⑧と同義であり整合

している。 
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ニ-33 

 

前
処
 
A
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類六） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

不溶解残渣回収槽ニ(2)(ⅱ)(a)-⑨ ２基（１基／

系列） 

材料 ステンレス鋼 

容量  約５ ｍ３／基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 不溶解残渣回収槽 

種 類 たて置円筒形 

基 数 ２ (１基／系列×２系列) 

容 量 約５ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ(2)(ⅱ)(a)-⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合性 

設工認のニ(2)(ⅱ)(a)-⑨は，事業変更許可申請書(本文)のニ(2)(ⅱ)(a)-⑨と同義

であり整合している。 
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